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第一部【企業情報】

第１【本国における法制等の概要】

１【会社制度等の概要】

(1)【提出会社の属する国・州等における会社制度】

当社に適用がある法的枠組は、フランスの商法（その後の改正を含む。以下「会社法」という）の規定であ

る。

有限責任会社には株式会社(Société Anonyme)と有限会社(Société à Responsabilité Limitée) の形態があ

る。小規模の企業は一般に有限会社の形態をとっている。

以下は、当社のような株式会社に適用がある会社法の主要な規定の要旨である。

株式会社の設立には発起人が定款 を作成しなければならない。定款 は、株式会社の登録先である商事裁判

所書記官室に提出しなければならない。株式会社の法人格は、商事裁判所書記官から登録証が得られてはじめ

て取得することができる。

定款 は株式会社の準拠する根本規則を定めた文書である。定款には会社の商号および形態、存続期間、登録

事務所の所在地、その目的および資本の額を記載しなければならない。

また、定款 には次の事項を定めなければならない。

(a)　会社設立時に発行する株式数。定款 に株式の額面金額を明記することは特に求められていない（当該

株式の額面総額は会社の資本金に等しいことを要する）。

(b)　会社の株式の形式（記名式または無記名式）

(c)　株式の譲渡性についての制限の有無

(d)　会社設立時に現物出資する者の氏名、出資額および当該出資の対価としてその者に発行される株式数

株主

株式会社には、7名以上の株主がいなければならない。株主はフランス人、外国人または法人でもよいが、そ

のうち少なくとも1名すなわち会長兼最高経営責任者（président - directeur-général）は個人でなければな

らない。

株式資本

株式会社の最低株式資本は37,000ユーロ（上場会社の場合は225,000ユーロ）で、1株当りの額面金額につい

て法律上の制約はない。1998年7月以降、株式の額面金額を定款に記載する義務はなくなった。株式会社の株式

資本は、普通株式または特別な権利を付された「優先株式」で構成される。

商事会社が発行する有価証券に関する法規定を改正する2004年6月24日フランス行政立法（オルドナンス）第

2004-604号の規定により、投資証券（以下「CI」という）または議決権証券を発行することはできなくなっ

た。

1983年1月3日法によって導入された制度に基づく既存CIに付された権利は修正されない。その内容は以下の

とおりである。

CIは、株式に付与された経済的権利（すなわち、配当、準備金および清算後の剰余金に対する権利）すべて

を有し、株式保有者と同じ情報を得る権利、および議決権証券によって示されるCIの議決権を、CI所有者に対

し付与する。

従来の意味における無記名式株式の制度、すなわち 会社がその無記名式株券を発行する場合には、同株券の

所有者はかかる株券を引渡すことにより第三者に当該株式を譲渡することができ、またかかる株券を発行会社

に呈示することにより株券に表章された権利を会社に対して行使することができるという制度は、フランスで

はもはや存在しない。記名式であれ無記名式であれ株式の所有はもはや株券によってではなく、会社の株主名

簿への登録（記名式株式の場合）およびまた金融機関の実質株主の個々の口座への記帳（無記名株式の場合）

によって表章される。所有またはその譲渡の事実は、株式会社（記名式株式の場合）または金融機関（無記名
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式株式の場合）が発行する証明書により証明される。もっとも、もっぱらフランス国外で流通することが予定

されている株式は、ユーロクリア・フランスが発行する株券により証明することができる。

株式を譲渡するためには、株主は会社または場合により金融機関に譲渡指図（ordre de mouvement）を出さ

なければならない。株式譲渡証書に署名する必要はないが、非上場会社については、税務当局に届出なければ

ならない。非上場株式の譲渡については、1999年1月1日以降登録税が課せられている。上場会社については、

譲渡証書が作成されない場合、登録税は課されない。既存株主間の株式の譲渡に制限を加えることはできな

い。承認（通常は取締役会の承認）を要する旨の定款 上の規定がなければ、株式は自由に第三者に譲渡するこ

とができる。議決権証書（発行済CIがある場合）は記名式しか認められない。

株式会社は、次の場合に自己株式を取得することが認められている。(a)株式消却のため、(b)従業員に株式

を分配する目的で（株式購入オプション、従業員利益分配、賞与株式の発行）、(c)資本金の経済的および財政

的な運営を確保するため、または(d)対外的な成長に関連して会社が行う取引における株式の譲渡のため。

欧州規則に則り、会社は、(a)株式を消却するため、および(b)会社の資本金に対する権利を付与された有価

証券またはストック・オプション制度もしくは従業員に対するその他の株式の割当に関連した義務を果たすた

めに、反駁不可能な正当性に基づき株式を買い戻すことができる。

会社は、欧州規則および証券取引所の規則に従って、(c)株式の流動性を確保しまたは市場を刺激する目的を

もって投資サービス提供者と流動性契約を締結し、また(d)株式を保有する目的で購入し、その後、特に最終的

な対外的な成長のための取引に関連して、交換または支払のためにこれを利用する可能性を留保することもで

きる。

会社が取得できる株式の数は、その会社の資本金を構成する株式の総数の10％を超えてはならない。会社が

取得した株式は、議決権および配当受領権を剥奪される。会社法では、株式の会社間の相互保有を禁じてい

る。つまり、ある企業がもう一方の企業を10％以上直接所有している場合、後者は前者の株式を一株たりとも

保有することはできない。さらに、会社がその子会社またはその支配する会社を通じて間接的に自己株式を支

配している場合は、それらの株式について当該会社の株主総会における議決権行使は認められていない。

株主の責任は所有株式の額面金額を限度とする。

資本出資形態

株式は現金もしくは現物出資に対して発行することができる。発起人株式（会社設立に先立ち設立者が提供

したサービスに対して発行される株式）は違法である。支払済み現金は、受領から8日以内に申込人一覧ととも

に銀行、公証人あるいは政府機関（Caisse de Dépôts et Consignations）に預託しなければならない。株式会

社が商業登録番号を受領するまで、預金を引き出すことはできない。

株式会社の当初資本またはその後の増資のため発行される株式が金銭により払込まれる場合、当初資本の場

合は最低払込額は発行株式の額面金額およびプレミアムの総額の50％、またその後の増資の場合は25％であ

る。ただし、価額との差額は、取締役会の払込要求により最長5年以内に払込まれなければならない。

株式が現物出資（有形または無形資産）を対価として発行される場合は、商事裁判所の選任する独立鑑定人

（commissaire aux apports）により、現物出資の額について意見を出さなければならない。鑑定意見は定款

に添付しなければならない。株式がプレミアム付きで発行されるときは、かかるプレミアムは発行時に全額払

込まれることを要する。

社債の発行は、資本金が払込まれ、かつ株主により最低2会計年度についての会社の会計が承認された後でな

ければ許されない。ただし、一定の限られた場合について法律はかかる原則の例外を設けている。

増資および減資

会社の資本金は、金銭もしくは現物出資または留保利益の資本組入れにより臨時株主総会の決議をもって増

加することができる。臨時総会はまた、一定の期間と金額の範囲内で取締役会に対し、上場会社の場合に限り

最高経営責任者に対する再委任権を付して、資本を増加することを授権できる。増資は新株式の発行または既

存株式の額面金額の引上げにより行われる。株主はその資本出資を増やす義務を負うものではない。上述した

ように、発行株式の額面金額およびプレミアム（もしあれば）の総額の25％の当初の払込およびその後の残額

75％の払込を認める手続は、増資にも等しく適用される。

減資のためには、臨時株主総会を開催することを要し、株式を消却するかまたは額面金額を切下げることを

決議する。

増資または減資があった場合は商事裁判所書記官に通知し、官報で公告しなければならない。
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社債の発行

取締役会は法律により、社債またはその他の債券を発行する権利を付与されているが、定款には株主総会の

排除能力や事前承認の必要性を記載することができる。また株主総会には法律により、社債の発行を決定する

権限が付与されている。取締役会は、いずれかの取締役または経営責任者にその能力を委託することができる

ものとする。

複合証券の発行

取締役会は、臨時株主総会の適法な授権により、その所持人に対し転換、交換、償還、ワラント呈示または

その他の方法で会社の資本金の一部を表章するべく発行される株式の引受権を一定の期間または特定の日に割

り当てる証券を発行するのに必要な権限を最高経営責任者に対する再委任権とともに受けることができる。

2014年8月以降、既存株式（非希薄化発行）のみを利用することができる複合証券の発行には、このような権限

は必要なくなっている。

経営

会社法は会社の株主に2種類の経営制度について選択権を認めている。取締役会の「一元主義」形式、または

業務執行体および監事会の「二元主義」形式である。

(a)　取締役会および会長

取締役会(conseil d'administration) は3名以上18名以内の取締役からなる。また吸収ないし新設合

併の場合は取締役の数は合併から3年以内は最高24名に増加することができる。取締役はフランス人もし

くは外国人または法人でもよいが、法人の場合はその常任代表者として個人を指定しなければならない。

2011年1月27日の法律2011-103に基づき、規制対象市場に株式を上場している企業および特定の要件を満

たしている企業は、取締役会メンバーのいずれの性別も40％を下回ってはならない（2017年までに実施さ

れ、移行期間が適用される）。

取締役は、最長任期を6年とし株主により任命される。最初の取締役会は最長任期3年で定款 上に氏名

が掲げられる。取締役は株主により事前の通知、理由または補償なしに解任されうる。

取締役会は、効力を有する法律により認められた完全な権限を付与されている。

取締役会は、当社の事業戦略を決定し、これを確実に実施する。

明示的に株主に留保された権限に従い、かつ会社の目的の範囲内で、取締役会は、会社の経営に影響

を及ぼす事項を扱い、協議の上会社の事項を統治する。

取締役会の決議は、出席取締役または委任状により代理された取締役の多数決により決せられる。可

否同数の場合は、定款 に別段の定めがない限り会長兼最高経営責任者が決定権を有する。定足数は取締

役の総数の半数である。

各取締役は、その職務を遂行するために必要な一切の情報を受取るものとし、また有益と考える文書

を入手することができる。

取締役会は、本人または代理人が出席した取締役の単純過半数をもって、取締役としての任期を超え

ない任期で、会長(président du conseil d'administration) を互選する。

取締役会会長は、法律により割当てられた職務を遂行するが、とりわけ、当社の統治機関が適切に機

能することを確保する。会長は、取締役会の議長を務め、取締役会の役割をとりまとめ、取締役が確実に

その任務を遂行できるようにする。

取締役会は、希望すれば、1名または複数名の副会長(vice-président) を任命し、取締役としての任

期を超えない任期を定める。副会長または最も上席の副会長は、会長に支障があるときその職務を遂行す

る。

取締役会は、当社の経営に対して取締役会会長と最高経営責任者（Directeur général）の職務に分離

がないかを決定する。つまり、経営は取締役会会長（président-directeur général）によって遂行され

るか、当社の経営は最高経営責任者によって遂行される。

取締役会が会社の経営を会長に付託しないときは、取締役の中から、または取締役会外から最高経営

責任者を任命し、その任期を定める。かかる任期は、いかなる場合も同人の取締役としての任期を超えな

いものとする。
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最高経営責任者は、会社の目的の範囲内で、かつ法律により明示的に株主総会に付与された権限およ

び明示的に取締役会に付与された権限に従って、あらゆる状況下で会社に代って行為する完全な権限を法

律により付与される。

最高経営責任者は、第三者との関係において当社を代表し、また裁判所において当社を代表する。

取締役会会長が会社の経営を引受ける場合は、最高経営責任者に関する法律の規定が適用される。

最高経営責任者の提案に基づき、取締役会は1名または複数名にこれを補佐する権限を付与することが

でき、その役職を上席執行副社長（directeur général délégué）とする。

上席執行副社長は最大5名まで任命することができる。

(b)　業務執行体および監事会

本制度の下で、会社は業務執行体(directoire)と監事会(conseil de surveillance) により経営され

る。

監事会は3名以上18名以内（吸収ないし新設合併の場合は合併から3年以内は24名以内）の監事から構

成され、監事にはフランス人もしくは外国人または法人がなることができ、最長6年を任期（非上場会社

の場合、定款 において選任された場合は3年）として株主により選任される。監事は通常株主総会で理由

を示されることなく解任されうる。法人が監事会の構成員である場合は、その法人は個人をその常任代表

者として定めなければならない。監事会の各構成員は株主であることを要する。監事会に関係する規定の

大部分は、取締役会に適用されるものと同様であるが、監事会は業務執行体を単に管理するのに対して取

締役会は経営機能を有する点が異なる。

業務執行体は1名以上5名以内（上場会社の場合は7名以内）の構成員からなり、その構成員の業務執行

役員は個人であることを要し、構成員は監事会により任命される。業務執行役員は株主である必要はな

い。資本金が150,000ユーロ未満の株式会社は1名の業務執行役員を有するだけでよい。この場合、この業

務執行役員は単独業務執行取締役（directeur général unique）と呼ばれる。業務執行体の構成員の任期

は定款 に定めがなければ4年で、定めがあるときは最短2年および最長6年である。業務執行体の権限は広

汎で、会社の目的および株主総会および監事会に法律上留保された決定による制約を受けるのみである。

業務執行体の権限に加えられた制限は会社内部では拘束力を有するが、第三者に対してその制限をもって

対抗することはできない。業務執行体によりなされる経営上の決定に関する規則は定款 に定められる。

業務執行体は合議制の経営機関である。一般に、業務執行体の構成員1名は監事会により会社を代表すべ

きことを定められる。このように選定された者は最高経営責任者の肩書を有する。最高経営責任者は1名

ないし2名の業務執行取締役により補佐される。

業務執行体は、四半期毎の営業報告書を監事会に提出する。業務執行体の構成員は監事会の構成員を

兼ねることができない。業務執行体の構成員を解任するには、監事会の提案により通常株主総会でこれが

承認されなければならない。業務執行体の構成員が理由なく解任された場合には、損害賠償の請求を行う

権利が認められている。

株主の権利

(a)　株主総会

株主（未償還の議決権証書があるときはその所有者を含む）は総会を通じて会社に対する支配権を行

使する。株主は選択した人物に委任状を与えることができる。総会には通常および臨時の二種類の総会が

ある。

財務書類を承認するために、会計年度末から6カ月以内に少なくとも毎年1回の通常総会を開催しなけ

ればならない。ただし、パリ商事裁判所の裁判長（Président du Tribunal de Commerce de Nanterre）

がこの6カ月の期間を延長する命令を発している場合は、この限りでない。法律によりまたは定款 に従い

株主の承認を要する会社の経営に関するいかなる事項（ただし、定款 変更を除く）についても必要に応

じて他の通常総会を開くことができる。通常総会の第1回招集の場合の定足数は資本金の20％を有する株

主が本人または代理人が出席することにより満たされる。第2回招集については定足数の要件はない。承

認には議決権の単純過半数（50％超）を要する。

臨時総会のみが定款 を変更する権限を有する。増資に関しては、既存株主の追加出資を求めるために

は全株主の承認を要する。留保利益、準備金または株式発行プレミアムの資本組入れは、通常総会に適用
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される定足数および多数決要件に従い臨時総会で承認することができる。臨時総会の他の決議について

は、定足数は第1回招集で資本金の25％、また第2回招集で20％を有する株主が自ら出席または代理出席す

ることにより満たされる。

再招集された臨時総会において20％の定足数が満たされない場合には、当該総会2カ月を超えない範囲

で延会とすることができる。この第2回会議にはまた、5分の1の定足数が必要となる。

承認のためには議決権の3分の2の多数を要する。

定款 により数種の株式が定められている場合は、全株主に適法に通知された臨時総会の承認がなけれ

ばどの種類の株式の権利内容にも変更を加えることができない。さらに関係する種類の株式の株主の特別

集会により当該決議が承認されなければならない。

(b)　議決権

議決権行使に関する契約は法的に強制できない。一般に1株当りの議決権の数は、所有する株式資本の

割合に比例しなければならない。1株は少なくとも1個の議決権を有する。これらの原則には例外がある。

定款 には、(a)同一の種類の全株式にかかる株主一人当りの議決権数の制限および(b)無議決権の「優先

株式」の発行を規定することができる。さらに(c) 2014年3月29日の「Loi Florange」の制定以降、この

法律では同一の株主によって最低2年間保有されている全額払込済の記名式株式については、二重議決権

が認められている。定款 では、このような二重議決権の取得に関してこれとは異なる記載があり、2年間

よりも長い保有期間を定めることができる。

フランス法では、単独もしくは他者と共同で行為する個人または法人が、上場企業の社外発行済株式

資本（報告主である法人や個人が有効に所有する株式、契約や金融商品の条項に則り即座にあるいは将来

的に自らの意思のみに基づき取得する権利を有する株式）または議決権（米国預託株式（ADS）を通じた

ものを含む）の5％、10％、15％、20％、25％、30％、33
1/3
％、50％、66

2/3
％、90％もしくは95％超を有

する所有者となった場合、またはかかる所有数がその後いずれかの水準を下回った場合には、当該水準を

挟んで4営業日後の市場または取引システムが終了する前に、発行会社および金融市場庁にその所有する

株式数およびADSの数を通知しなければならない。2010年10月22日の法律によって導入された30％基準値

は、以下に記載される公開買付を開始するため、資金または当社の議決権の30％の所有に対する義務を定

めている。フランス商法の第L.233-9 1 4に従い、報告を行う法人が、契約あるいは金融商品の条項に則

り即時または将来的に自らの意思に基づいて自発的に取得する権利がある発行済み株式についても、通知

の対象となる基準値の計算に入れければならない。

かかる通知を怠った場合は、当該水準を超える株式についてはその後2年間議決権を行使することがで

きない。

(c)　配当金

配当および利益処分は株主により承認されなければならない。定款 に記載がなければ配当金の支払に

ついて制限はないことになるが、配当は処分可能利益を上回ることはできない。さらに、各年、準備金が

発行済株式資本の10％に達するまで、純利益の最低5％を法定準備金に組入れなければならない。定款に

より第1順位配当を設けることができる。法定監査人が意見を述べた最終または中間貸借対照表によって

利益が減価償却、準備金および場合により繰越損失による調整後の中間配当の額以上である場合には、株

式会社は中間配当を支払うこともできる。取締役会（または業務執行体）は、中間配当の分配、その金額

および支払日について決定する。

(d)　清算

会社の清算の場合は、全負債および清算費用支払後の残存資金は株主（議決権証書所有者を除く）お

よびCI所有者の間でそれぞれの持分に応じて分配される。

(2)【提出会社の定款等に規定する制度】

一般的事項
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当社の定款（以下「定款」という）は、株式資本を141,021,613.50ユーロと定めている。これは1株当り額

面金額0.05ユーロの全額払込済の株式2,820,432,270株（以下「本株式」という）によって表章される（2014年

12月31日現在）。

定款 の規定に則り、その時点で発行済である株式総数の2％以上にあたる数の株式を直接または間接に所有

するに至った株主は、以後、当該株式所有比率が50％に達するまで1％増加するごとに5取引日の期間内にその

所有株式数を当社に通知しなければならない。この定款 規定による通知義務を履行しない場合、株主は、資本

金の少なくとも3％に相当する部分を所有している1人または複数の株主の請求により、法律の定める条件およ

び制限に従い、所定限度を超える株式に付随する議決権を剥奪される。同様に、上記の限度のいずれかを下回

ることになった場合も、上記と同様の手順で当社に通知しなければならない。

当社は、現行法令の定める条件により、株主、その身元および所有株式数に関する情報を承認仲介者または

機関に通知することを求めることができる。

株式は、株主の選択により記名式または無記名式とするが、部分的に払込がなされた株式はこれが全額払込

済となるまでは記名式としなければならない。当社の発行済株式総数の3％以上に当る数の本株式を直接または

間接に有するに至った株主は5取引日以内にその株式を登録しなければならない。

当社株式は、当社の帳簿上または承認仲介機関（以下に定義する）において、その所有者の名義による口座

登録によって表章されなければならない。

株主の権利

(a)　議決権

株主は、株主総会の2営業日前の午前0時（フランス時間）までに、身分証明書と株式所有の登録証明

を提示すれば、会社が所有する株主の登録または承認仲介者が所有する無記名式の株市のいずれかに参加

し、株主総会において投票することができるものとする。

以下の規定に従い、総会の各構成員は、その所有するか、または代理出席する株数と同数の議決権を

有するものとする。

但し、少なくとも3年間同一株主の名義で登録されているすべての全額払込済記名式株式には二倍議決

権があるものとする。

二重議決権は、無記名式に転換されたかまたは他の所有者に譲渡された株式については、法律上終了

する。但し、記名式株式の名義が、遺言によらない相続 もしくは遺言による相続、配偶者間における資

産の分配または配偶者もしくは相続人に対する生前贈与 により変更された場合、上記期間は中断されず

また取得した権利は持続するものとする。

当社株主の議決権を制限する規定は一切ない。

(b)　配当請求権

ある会計年度の引当控除後の収入と費用の差額は、その会計年度の利益または損失を構成する。法定

準備金が資本金の少なくとも10％に達するまで、前年度の損失（ある場合）を差し引いた利益から合計

5％を控除し、法定準備金とする。法定準備金が理由の如何を問わず株式資本の10分の1を下回ることに

なったときは、法定準備金への繰入が再開される。

分配可能利益とは、会計年度の利益から前年度の損失および上記にいう控除額を差引き、これに繰越

利益を加えたものとする。株主総会は、取締役会の提案に基づき、利益の一部または全部の繰越、種類を

問わず準備金への繰入、または配当としての株主への分配を決定することができる。

さらに、株主総会は、任意準備金から控除した金額を当初もしくは追加配当または特別配当として分

配することを決定することができる。この場合、かかる控除金額の原資となる科目を決定内容に明示する

ものとする。ただし、配当は、会計年度の分配可能利益からまず控除されるものとする。

通常株主総会は、各株主に対し、分配された配当の全部もしくは一部または中間配当につき、かかる

配当または中間配当の支払を現金または株式のいずれかにより受領する選択権を付与することができる。

株主総会または取締役会は、中間配当が行われる場合は、かかる配当の支払開始日を設定するものと

する。

当社株式の保有および譲渡
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当社株式の所有者は、その有する当社株式を「記名式」の形で保有し、当社の管理する口座に当該所有者の

名義で登録するか、または「無記名式」の形で保有し、「承認仲介機関」（intermédiaire financier

habilité、すなわち フランスのブローカー、銀行、その他の公認された金融機関）の管理する口座に当該所有

者の名義で登録するかを選択することができる。当該所有者は、その費用負担で、1つの保有形態から別の保有

形態に変更することができる。かかる方式は双方とも、ユーロクリア・フランスを通じて運営されている。

ユーロクリア・フランスは、フランスの上場会社の株式その他の有価証券口座を管理する機関であると同時

に、承認仲介機関間でのフランスの上場会社の有価証券取引が記録される中央預託制度である。

口座登録された当社株式は、口座間の振替により移転する。口座登録、移転および売買は現行法令の定める

条件により実施されるものとする。

現行法により、これらの手続を免除されていない者については、当社は移動もしくは移転の申告または指示

の署名には現行法令により定められた条件による認証を求めることができる。

当社株式の所有者でフランスの非居住者である者は、NYSEユーロネクスト・パリでこれらを譲渡することが

できる。当該所有者、ブローカーまたは譲渡の仲介役を果たすその他の代理人が当該譲渡に関して援助が必要

な場合は、承認仲介機関に連絡すべきである。

NYSEユーロネクスト・パリでは、当社株式の譲渡はすべて無記名式で行われなければならない。当社株式の

売買取引は、所有者が当該承認仲介機関に対し自ら（または、場合によってはその代理人を通じて）指図を出

すことから開始される。譲渡証書は作成されず、権原証書の交付も不要である。取引の決済は、当該取引が行

われた条件により、約定（資金引落し）日または月末に近い基準日のいずれかに行われる。2008年1月1日よ

り、証券取引所税（Impôt sur les Opérations de Bourse：証券取引所における取引に対する課税）は廃止さ

れた。

取引に関与したブローカーに対して売買価格に基づいて計算された交渉による手数料が支払われる。この手

数料の中には、承認仲介機関または（フランスの内外を問わず）取引に関与したその他の代理人に対する手数

料は含まれていない。譲渡契約が締結されない限り、フランスでは通常、登録税は支払われない。上記に関わ

らず、2012年以降、フランスの証券発行企業が発行した時価総額が10億ユーロを超える株式の取引には、取引

金額の0.2％に相当する税金が課せられるようになっている。

当社の経営

(a)　取締役会

定款に基づき、当社は、総会が選任し解任し得る6名以上14名以下の構成員で構成される取締役会に

よって経営される。

取締役は、以下の条件に従って再選が可能である。

別の取締役に代って任命される取締役は、前任者の任期の残余期間のみ在任する。

定款の第14条は、(g)に記載されているとおり、検査役（censeurs）は顧問としての立場で出席するも

のとする。

すべての取締役は当社の株式を少なくとも500株所有していなければならない。

また、取締役会は秘書役の職務を遂行する者を選任する。取締役会は秘書役を補佐するため、同じ条

件により、副秘書役1名を選任することができる。

取締役会は、当社の利益のために必要な都度、本社または会長が最高経営責任者と協議のうえで定め

るその他の場所において開催する。

取締役会は、会長により、法律に従っていかなる方法によっても、口頭によっても招集することがで

きる。

法律により禁止される場合を除き、ビデオ会議（その種類および利用は現行法の定義するところによ

る）の方法により取締役会に出席する取締役は、定足数および過半数の算定に当り当該会議に出席してい

るものとみなされる。

上記の決議について定める場合を除き、決議は、法律が定める定足数および多数決の条件に基づいて

採択される。ルーセント・テクノロジーズとの合併成立後は、取締役会の投票の結果可否同数となった会

議において、会長に決定投票権はない。

(b)　取締役会の権限および責任

取締役会は、効力を有する法律により認められた完全な権限を付与されている。
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取締役会は、当社の事業戦略を決定し、これを確実に実施する。

明示的に株主に留保された権限に従い、かつ会社の目的の範囲内で、取締役会は、会社の経営に影響

を及ぼす事項を扱い、協議の上会社の事項を統治する。

取締役会は、当社の経営にあたる者を、取締役会会長とするか最高経営責任者とするかを決定する。

取締役会は、在任取締役の少なくとも3分の2が出席した場合に限り、この選択について協議すること

ができる。必要な定足数の出席がないためにこの協議をすることができない場合は、取締役会は、10日以

内に再度この協議のために会議をしなければならない。

定款の第16条に基づき、当社の経営方法に関する取締役会の決定は、本人または代理人が出席した取

締役の3分の2の多数決により決せられ、取締役会が新しい決定をするまで有効であるものとする。

(c)　会長および副会長

取締役会は、取締役の賛成票（本人または代理人が出席した取締役の単純過半数による）をもって、

その取締役としての任期を超えない任期で会長（Président du conseil d'administration）1名を互選す

る。

取締役会は、上記と同じ定足数および過半数の条件に基づき、随時会長を解任することができる。

取締役会会長は、法律により割当てられた職務を遂行するが、とりわけ、当社の統治機関が適切に機

能することを確保する。会長は、取締役会の議長を務め、取締役会の役割をとりまとめ、取締役が確実に

その任務を遂行できるようにする。

取締役会は、希望すれば、1名または複数名の副会長（Vice-Président）を任命し、取締役としての任

期を超えない任期を定める。副会長または最も上席の副会長は、会長に支障があるときその職務を遂行す

る。

(d)　最高経営責任者

取締役会が会社の経営全般を会長に委託しないときは、取締役会は、取締役の賛成票（本人または代

理人が出席した取締役の単純過半数による）をもって、取締役会の構成員の中または取締役以外から、そ

の取締役としての任期を超えず（該当がある場合）、その任命時に取締役会が定める任期で最高経営責任

者（directeur général）を指名する。

取締役会は、上記と同じ定足数および過半数の条件に基づき、随時最高経営責任者を解任することが

できる。

最高経営責任者は、当社の目的の範囲内で、かつ法律により明示的に株主総会に付与された権限およ

び明示的に取締役会に付与された権限に従って、あらゆる状況下で当社に代って行為する完全な権限を付

与される。

最高経営責任者はまた、取締役会の運営規則に定める制限のもとで一般的な権限を付与され、また社

債の発行、ストック・オプションおよび自社株の売買ならびに当社が付与することのある保証および法務

保障に関する特別な権限を付与された。

最高経営責任者は、第三者との関係において当社を代表し、また裁判所において当社を代表する。

取締役会会長が当社の経営を引受ける場合は、最高経営責任者に関する法律の規定が適用される。

(e)　上席執行副社長

最高経営責任者の提案に基づき、取締役会は1名または複数名にこれを補佐する権限を付与することが

でき、その役職を上席執行副社長（Directeur general délégué）とする。

上席執行副社長は最大5名まで任命することができる。

上席執行副社長に付与される権限の範囲および期間は、最高経営責任者の同意を得て、取締役会がこ

れを決定する。

上席執行副社長は、第三者との関係において最高経営責任者と同一の権限を有する。

最高経営責任者が欠員の場合、取締役会が別段の決定をしない限り、新しい最高経営責任者の任命が

あるまで、上席執行副社長の職務および権限は持続する。

取締役会は、会長または最高経営責任者の提案に基づき、また会長または最高経営責任者自身は自身

で、および上席執行副社長もしくは副社長は、法律に定める制限の範囲内で、当社の経営機能もしくは事

業遂行のために、あるいは一つまたは複数の特定の目的のために、適切と考える権限を、個人でまたは委

員会として行為する代理人（取締役会の構成員であると否とにかかわらず、また社外の者であるとを問わ
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ない）に付与することができる。この権限は、恒久的な場合と一時的な場合とがあり、副代理権を含む場

合と含まない場合がある。

(f)　会社役員および取締役の報酬

株主総会は、取締役報酬を定めることができ、これは新しい決議により改正されるまで据え置かれ

る。

取締役会は、かかる金額を、その適切と考えるところによりかつ法律の定めるところに従い、関係当

事者に分配する。

(g)　議決権を有さない検査役

会長の提案を受け、取締役会は、株主総会に対し、以下の条件を満たす2名の検査役（censeurs）の任

命を提案しなければならない。

アルカテル・ルーセント定款の第14条に従い、取締役会立会人は取締役会に招集され、協議ベースで

参加する。2013年7月29日、取締役会はコーポレート・ガバナンスおよび指名委員会の推奨を受け、コー

ポレート・ガバナンスおよび指名委員会と報酬委員会を含めた全ての委員会の会合について取締役会参加

権を延長することを決定した。これは、取締役会参加権がすでに監査および財務委員会および技術委員会

の会合に参加していたからである。この決定は、取締役でもある従業員が報酬委員会の会合に参加するこ

とを推奨するAFEP-MEDEF法の新たな規定に準拠している。

2010年6月1日に開催された株主総会で当社定款 が変更され、検査役（censeurs）の任期をずらすた

め、任期は3年間となり再任が可能となった。

ミューチュアル・ファンドはアルカテル・ルーセント株式を保有しており、アルカテル・ルーセント

の従業員はこのファンドに対して受益権を保有している。投資信託はメンバーの中から、当社の取締役会

における立会人の数の2倍に相当する多数の候補者を指名する。このリストを当社取締役会会長が処理

し、その後コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会の勧告に基づき、取締役会が株主総会に対し、場

合によっては指名する数名の立会人候補者のリストを提出する。

総会

通常総会および臨時総会は法律の定める定足数および多数決条件に従って審議し、現行法により各総会に属

するものとされる権限を行使するものとする。

取締役会が定める規則および手続に定める条件に従い、株主は、ビデオ会議または株主の身元を確認できる

電気通信手段によって、すべての通常および臨時株主総会に出席し、議決権を行使することができる。

総会は、法律の定める規則および手続に従って招集されるものとする。

総会は、本社または招集通知に記載されたその他の場所において開催する。

総会の議題は、取締役会がこれを招集する場合は取締役会が、またその他の場合は、総会を招集する者が、

決定するものとする。

株主は、他の株主またはその配偶者を、あるいは会社が上場企業である場合は他の第三者を代理人とするこ

とができる。

すべての株主は、総会において法律の定める条件に従い郵便により議決権を行使することができる。

監査人

通常総会は、法律に定める職務の遂行に責任を負う法定監査人を少なくとも2名選任するものとする。監査

人は6事業年度を任期とする。法定監査人は再任されうる。

会計

毎会計年度末において、取締役会は、商法第1巻第2編第3章第2条に従い、同日現在の各種資産および負債の

目録ならびに年次決算書を作成するものとする。取締役会はまた、法律の定める条件に従い、その年度におけ

る当社の営業およびその子会社の活動についての報告書、ならびに必要に応じて連結決算書を作成するものと

する。

資産負債目録、貸借対照表、損益計算書、年次決算の資料を完成しかつこれを説明する特別付属明細書、営

業報告書および連結決算書は、法律の定める期間内に本社において監査人に提供されるものとする。
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２【外国為替管理制度】

本株式およびCIないし本株式に対するその他の権利の取得および処分(以下に述べる支配的持分の本株式の

取得は除く)ならびに当社による配当の支払は、本書の日付日現在施行されている規則上、フランス国の外国為

替管理制度上の制約を何ら受けることなく行うことができる。但し、非居住者株主および非居住者CI所有者に

対するすべての配当の送金は公認銀行または同金融機関を通じて行わなければならない。

法律の規定に従って、当社に対する支配的持分（2003年3月7日デクレ第2003-196号に基づき、資本金または

議決権の33.33％超）を取得する者または共同して行為する者の集団は、フランスの外国為替管理上、事前の宣

言または承認を義務づけられる。

３【課税上の取扱い】

当社株式を取得、保有および処分した場合に発生するフランスと日本の主な税効果は、以下のとおりであ

る。ただし、各人の個別状況に応じて該当する可能性があるフランスおよび日本の税法のすべての側面に対応

しているわけではない。以下の記載は、本年次報告書作成日時点で適用される税法、規制および判決に基づく

ものである。また、1995年3月3日時点の収益と資本に対する税金に関する二重課税、税金詐欺および脱税を防

止するための日本とフランスの協定、ならびに一般に2008年1月1日から適用される2007年協定（以下、「所得

税条約」という）に基づくものである。これらはすべて、遡及効力を伴い変更されたり、異なる解釈がなされ

たりする場合がある。

(I) 配当に対する課税

フランス法の下では、分配利益は、配当金受領者が個人株主であるか、親会社以外の会社であるかまたは親

子関係会社であるかによって、3つの方法のいずれか一つの方法により課税される。

フランスの居住者である個人は、法人税または同様の税の課税対象であり、かつEU加盟国もしくはフランス

と租税条約（詐欺や脱税に対抗するための行政補助条項が規定されている）を締結している国に所在する外国

の会社とフランスの会社の両方から支払われた配当金やその他の分配金の60％のみが累進税率で課税される。

外国源泉の配当金の残額は、税法上のフランス居住者が受領した純額について課税される。

フランス源泉の配当金については、社会税が源泉徴収され、所得税の目的上一部が控除可能である。

親会社以外の会社は、利益分配会社の株式の5％未満を保有する配当金受領会社として定義される。これら

の会社は、参加権を有する他の会社から受領した分配金のすべてについて課税される。

親子関係会社は、利益分配会社の株式の5％以上を保有する配当金受領会社として定義される。フランスの

親子関係会社は、そのフランスおよび外国の子会社から分配を受けた所得については引続き課税を免除され

る。免税額は、受領した配当金から投資収益に割当てられる費用に相当する分（配当金の5％を上限とする）を

差引いた額である。

フランスの会社からフランス税法上の非居住者に対する分配所得は、30％または21％の源泉徴収税の対象と

なる。21％の源泉徴収税率は、2012年1月1日からEU、アイスランドおよびノルウェーの税目的上の居住者に適

用される。

非協力国・地域（NCST）の居住者に支払われる配当金には、75％の源泉徴収税率が適用される。

日本とフランスとの間の所得税条約に基づき、普通株式の所有が、フランスにおける恒久的施設または固定

的施設と実質的に関連を有さない限り、上記の源泉徴収税（30％）は10％に軽減される。

日本に居住する受益者が在フランス分配会社の株式資本の10％以上を直接または間接的に保有している場

合、上記の源泉徴収税は支払配当金総額の5％に軽減される。

効力を有する日本の税法上居住者である受益者が、フランス税法上居住者である分配会社の株式資本の15％

を6ヶ月間以上保有した場合、源泉徴収税はさらに0％（源泉徴収税免除）に減税される。

一定の条件および制限に則り、かかるフランスの源泉徴収税は、実質株主の日本所得税債務に対する税額控

除となる外国所得税として扱われる（税額控除の総額は、所得に関連する日本の税額を超えてはならない）。

当社は、10％、5％あるいは0％の中の適切な減税率をもって配当金から源泉徴収を行う。ただし、(i)租税

条約に則り日本国居住者であることを立証するフランス財務書式5000-EN（居住証明書）に記入し、(ii)管轄の

日本税務当局による証明を受け、(iii)配当金支払日までに当該証明書を当社に送付することを条件とする。
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「簡易」手順に基づき配当金支払日までに居住証明書を入手し当社に送付しなかった場合、当社は30％の税

率でフランスの源泉徴収税を差し引く。この場合、「通常」手順に則りフランス税務当局からの還付を申請す

ることができる。ただし、(i)居住証明書（書式5000-EN）およびフランス財務書式5001-EN（配当金に対する源

泉徴収税計算）に適宜記入し、(ii)管轄の日本税務当局から当該書式の承認を受け、(iii)配当金が支払われる

年から2暦年後の12月31日までに当社がフランス税務当局に申告できるよう十分余裕をもった期日までに、両書

式を当社に送付することを条件とする。

居住証明書、書式5001-EN、およびそれぞれの記入説明書は、フランス非居住者税務センター（French

Centre des impôts des non-résidents）（所在地：10, rue du Centre, TSA, 93465 Noisy-Le-Grand,

France）において、またはフランス税務当局ウェブサイト（www.impôts.gouv.fr）からダウンロードして入手

することができる。

通常、フランスの源泉徴収税還付金は、当該フランス財務書式を提出してから12カ月以内に支払われる。た

だし、当該配当金が支払われた暦年末から1月15日までの期間には支払は行われない。

(II)　譲渡所得税

A)フランス税法上の居住者：

(a) 売主がフランス税法上の居住者であり法人所得税の対象となる法人である場合、そして

（i）　　株式を2年未満（先出先入法による評価方法により）所有している場合には、総所得（損失）

は33.33％の法人所得税に服し、または

(ii)　　2012年末以降、株式を2年以上所有している場合には、総所得（損失）には、総所得の12％に

ついてのみ、33.33％の法人税が課される（この12％は、免税の譲渡所得に関して負担したみな

し費用として扱われる）。ただし、株式が会計の目的上参加株式として適格である（不動産会

社の株式の場合を除く）か、または公開買付において取得した株式であるか、もしくは親子会

社関係に適格な株式であることを条件とする。

その他の種類の株式にかかる所得は、すべて標準的な法人所得税率で課税される。

法人所得税の対象となる法人に対しては、税額の3.3％が累積的に追加課税される。ただし、最

初の763,000ユーロを免除し、総額は少なくとも763,000ユーロとする。

加えて、年間売上高が250百万ユーロを超える会社には、2013年12月31日から2016年12月30日の

間に終了する事業年度については、10.7％（2014年1月1日以前は5％）が特別追加課税される。

この追加課税は、繰越損金を差し引いた後、税額控除（研究開発税額控除、外国税額控除な

ど）を差し引く前の法人所得税に基づいて算出される。その結果、かかる会社に適用される限

界税率は38％となる。

(b) 売主がフランス税法上の居住者（個人）であり累進的税率の所得税が課せられる場合。株式、社債およ

び類似する有価証券の売却によって得る資本利益にも合計15.5％の一般社会税が課せられる。

所得税の目的のために、株式の売却による資産売却益には一般的な減税制度が適用される。但し、利益

の全額が一般社会税の対象となる。

一般的な制度の下では、資産売却益の課税率は以下のとおりとなる。

納税者の有価証券の所有期間が2年未満の場合は0％、納税者の有価証券の所有期間が2～8年の場合は

50％、納税者の有価証券の所有期間が8年を超える場合は65％。

B) 日本税法上の居住者

日本とフランスの所得税条約に則り、当該条約の適用上日本の税法上居住者である者は、以下の場合を除

き、株式の譲渡に起因するフランスの譲渡所得税を課されることはない。

(a)　当該株式が、日本の企業がフランスに有する恒久的施設の事業資産または日本の居住者がフランスに

おいて利用する固定的施設に属する資産の一部である場合、または

(b)　譲渡者が保有しまたは所有する本株式（他の関係のある者が保有しまたは所有する本株式で譲渡者が

保有しまたは所有するものとともに合算されるものを含む）が、当該フランスの課税年度中のいずれか

の時において、当社の総株式資本の25％以上である場合、および譲渡者および前記の関係のある者が当

該年度中に譲渡した本株式の総数が当社の総株式資本の5％以上である場合。
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(III) 贈与税および相続税

贈与税

贈与は、相続の場合と類似の税規則の対象となる（下記参照）。

相続税

フランス国内に資産を有する者がこれを遺して死亡した場合には、同人の遺産財団の価額に基づいて相続税

(droit de succession) が課せられる。相続税は、遺言または無遺言相続による資産承継あるいは死因贈与

（causa mortis）など、死亡に起因するすべての資産承継に課せられる。相続税は、死亡者の受益者のうち相

続を承認した者によって支払われる。

国内法のもとでは、フランス人または外国人が死亡時にフランスに居住していた場合、フランスの内外を問

わず同人が所有していたすべての動産および不動産は課税対象となる。一方、かかる死亡者がフランス国外で

居住していた場合は、フランス国内に所在する資産（フランス企業の株式もこれに該当する）のみが課税対象

となる。フランスは、遺産に係る課税についていくつかの条約または協定を結んでいるが、日本との間にかか

る条約は存在しない。

遺産の相続人および受益者は、税務当局に対し、死亡日から6カ月以内、またはもし死亡者がフランス国外

で死亡した場合には1年以内に、詳細な相続税申告書を提出しなければならない。この申請書は通常、公証人が

作成する。

以下の場合には、申告書は不要である。

-　受益者が直系卑属、配偶者またはPACS（民事連帯契約Pacte Civil de Solidarité ）上のパートナーで

あって、遺産の総額が50,000ユーロに満たない場合（ただし、登録または宣言せずに贈与が行われてい

ない場合）。

-　遺産の総額が3,000ユーロに満たない場合。

-　遺産財団に資産がない場合。

配偶者間またはPACS上のパートナー間での相続は、遺産の額に関わらず相続税は全額免除される。

各法定相続人が直系卑属の場合、2015年については100,000ユーロの人的控除を受けることができる。2011

年についての159,325ユーロの控除は、身体的および精神的な障害をもつ受益者に認められる。この159,325

ユーロの控除は、最初の控除と合算することができる。

その他の場合はいずれも、受益者は1,594ユーロの控除を受けることができる。また大家族の場合、一定の

減税が認められることがある。

死亡者の遺産財団の総価額からは、死亡者が死亡日現在負担していた確定債務、死亡直前の疾病時に要した

全費用、および1,500ユーロまでの葬儀費用を控除することができる。

相続税の税率は、受益者と死亡者との関係および分配される取り分の額に基づく。税率は累進的で、分配さ

れる取り分の純価額に対して課される。

(IV)　株式売却に対する譲渡税

金融取引に対する課税は、買主または売主の局在や取引が行われた場所（規制下にある市場、代替のプラッ

トフォーム、OTC取引）に関係なく、パリ証券取引所に上場されている全ての株式の振替に適用される。

金融取引に対する税率は、2012年8月1日以降0.2％となっている。法律では、株式の発注執行にブローカー

の連鎖が関与している場合、納税の責任を負う当事者は買主から直接発注を受けた投資サービスプロバイダー

であると規定している。

(V)　フランス富裕税

フランス富裕税は、日本とフランスの所得税条約の対象となっていない。フランス富裕税は、個人にのみ適

用される。一般的に、当社の実質的持分とはならない程度の当社株式を、独自または関係者と共同で直接ある

いは間接的に所有する日本税制上の居住者には、フランス富裕税は適用されない。

(VI)　日本における課税

「第8-2-(4)本邦における配当等に関する課税上の取扱い」を参照。
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４【法律意見】

当社の取締役会副秘書役であり、法律の専門家であるナタリー・トロレ・マズリエールにより、下記趣旨の

法律意見書が作成されている。

(a)　当社はフランス法に基づき正当に設立され、有効に存続している法人である、および

(b)　本書に記載されているフランスの法令に関する概要はすべての重要な点につき真実かつ正確である。
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第２【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結データ

12月31日末の年度のデータ

（単位：1株当りの金額を除き、百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年
（1）

2011年
（1）

2010年
（1）

損益計算書データ

収益 13,178 13,813 13,764 14,637 14,943

(百万円) 1,708,528 1,790,855 1,784,503 1,897,687 1,937,360

リストラクチャリング費用、訴訟、連結持分売却

益／（損）、資産の減損、および退職後給付制度

の改訂計上前営業活動からの利益（損失） 572 192 (480) 241 (59)

(百万円) 74,160 24,893 (62,232) 31,246 (7,649)

リストラクチャリング費用 (574) (518) (479) (202) (360)

(百万円) (74,419) (67,159) (62,102) (26,189) (46,674)

資産の減損 - (548) (894) - -

(百万円) - (71,048) (115,907) - -

営業活動からの利益（損失） 137 (739) (1,636) 108 (355)

(百万円) 17,762 (95,811) (212,107) 14,002 (46,026)

継続事業の利益（損失） (34) (1,269) (2,727) 287 (699)

(百万円) (4,408) (164,526) (353,556) 37,210 (90,625)

純利益（損失） (83) (1,294) (2,088) 709 (702)

(百万円) (10,761) (167,767) (270,709) 91,922 (91,014)

親会社の持分保有者に帰属する純利益（損失） (118) (1,304) (2,011) 660 (744)

(百万円) (15,299) (169,064) (260,726) 85,569 (96,460)

普通株式1株当たり利益
（2）

(百万円)

親会社の持分保有者に帰属する1株当たりの廃止事業

計上前純利益（損失）

̶基本的（ユーロ）
（3） (0.02) (0.53) (1.11) 0.10 (0.31)

(円) (3) (69) (144) 13 (40)

̶希薄化後（ユーロ）
（4） (0.02) (0.53) (1.11) 0.09 (0.31)

(円) (3) (69) (144) 12 (40)

普通株式1株当たり配当金（ユーロ）
（5） - - - - -

(円) - - - - -
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 12月31日

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年
（1）

2011年
（1）

2010年
（1）

財政状態計算書データ  

資産合計 21,460 21,896 21,354 24,196 24,870

(百万円) 2,782,289 2,838,816 2,768,546 3,137,011 3,224,396

市場性有価証券ならびに

現金および現金同等物 5,550 6,355 4,929 4,472 5,688

(百万円) 719,558 823,926 639,045 579,795 737,449

社債およびその他の長期債務 4,875 4,922 3,954 4,290 4,112

(百万円) 632,044 638,137 512,636 556,199 533,121

長期および短期債務－1年内返済予定 402 1,240 851 323 1,262

(百万円) 52,119 160,766 110,332 41,877 163,618

資本金 141 140 4,653 4,651 4,637

(百万円) 18,281 18,151 603,261 603,002 601,187

積立後、親会社の持分保有者に帰属する持分
（6） 1,861 2,933 1,938 3,844 3,534

(百万円) 241,279 380,263 251,262 498,375 458,183

非支配持分 833 730 745 747 660

(百万円) 107,998 94,645 96,589 96,849 85,569
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 12月31日末の年度のデータ

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013
（1）

2012年
（1）

2011年
（8）

2010年
（8）

キャッシュ・フロー計算書データ  

営業活動によるキャッシュ・フロー 127 (221) (144) 80 (222)

(百万円) 16,466 (28,653) (18,670) 10,372 (28,782)

投資活動によるキャッシュ・フロー 235 (1,128) (1,039) (775) 922

(百万円) 30,468 (146,245) (134,706) (100,479) 119,537

財務活動によるキャッシュ・フロー (1,383) 2,350 (12) (1,007) 502

(百万円) (179,306) 304,678 (1,556) (130,558) 65,084

現金および現金同等物の期首残高
（7） 4,096 3,401 3,533 5,039 3,577

(百万円) 531,046 440,940 458,053 653,306 463,758

現金および現金同等物の期末残高 3,878 4,096 3,401 3,542 5,039

(百万円) 502,783 531,046 440,940 459,220 653,306

（1）　2013年、2012年、2011年および2010年の額は、廃止事業の影響を反映して再提示されている （2014年12月31日末時

点の連結財務諸表注記9を参照）。

（2）　当社が既存株主に対する優先新株予約権を通じて行った2013年の増資の結果、基本および希薄化後１株当たり利益

は遡及的に調整された。発行済み普通株式は株式数の変更に伴い割合を反映できるよう調整済みである。

（3）　12月31日現在連結子会社が保有する加重平均株式数を控除後の株式同等物について未調整の加重平均発行済株式数

に基づいている。

－普通株式：2,767,026,349（2014年）、2,431,168,718（2013年）、2,396,818,408（2012年）、2,393,578,923

（2011年）、2,388,138,857（2010年）。

（4）　1株当たり希薄化調整後利益は、希薄化効果を持つ株式同等物から連結子会社が所有する株式同等物の加重平均数を

控除後の数に基づいている。純利益は、当社の転換社債に関連した税引後支払利息について調整後済みである。ス

トック・オプション制度の希薄化効果は、自己株式法を用いて計算されている。これらを考慮した株式数は、以下の

通りである。

－普通株式：2,767,026,349（2014年）、2,431,168,718（2013年）、2,396,818,408（2012年）、2,701,421,886

（2011年）、2,388,138,857（2010年）。

（5）　フランス会社法に基づき、年間配当の支払は、その関係する会計年度末から9カ月以内になされなければならない。

当社の取締役会は、2015年5月26日に開催予定の年次株主総会において2014年度については配当金を支払わない旨を

提案することを発表した。

（6）　表示金額は配当金を控除している。2014年12月31日時点、2014年、2013年、2012年、2011年、2010年に配当金の提

案と支払は行われていない。

（7）　この金額には、為替管理規制のある国において保有する現金および現金同等物が、2014年12月31日時点で1,019百万

ユーロ（2013年12月31日時点で756百万ユーロ、2012年12月31日時点で949百万ユーロ、2011年12月31日時点で959百

万ユーロ）が含まれている。

（8）　2011年および 2010年のキャッシュフロー計算書の数値は、廃止事業の影響を反映して再提示されている （2014年

12月31日末時点の連結財務諸表注記9を参照）。
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親会社財務書類

非連結データ

2014年 2013年 2012年 2011年 2010年

業績

（千ユーロ）

子会社および関連会社に対
する投資からの収益 411,956 11,994 69,753 59,043 19,509

(百万円) 53,410 1,555 9,043 7,655 2,529

税金、減価償却費、償却費
および引当金計上前利益
（損失） 383,973 (212,927) 93,403 (2,452,870) 181,954

(百万円) 49,782 (27,606) 12,110 (318,015) 23,590

法人所得税 46,200 24,950 28,082 41,193 13,086

(百万円) 5,990 3,235 3,641 5,341 1,697

従業員利益分配 - - - - -

(百万円) - - - - -

税金、減価償却費、償却費
および引当金計上後利益
（損失） 890,086 1,909,568 (2,894,686) (1,316,134) 1,497,128

(百万円) 115,400 247,575 (375,296) (170,637) 194,103

配当金（分配税を含む） -
（1）

- - - -

(百万円) - - - - -

１株当たり利益（ユーロ）

税金計上後、かつ減価償却
費、償却費および引当金計
上前利益（損失） 0.15 (0.07) 0.05 (1.04) 0.08

(円) 19 (9) 6 (135) 10

税金、減価償却費、償却費
および引当金計上後利益
（損失） 0.32 0.68 (1.24) (0.57) 0.65

(円) 41 88 (161) (74) 84

額面0.05ユーロの普通株式
に帰属する配当 -

（1）
- - - -

(円) - - - - -

期末現在資本金

資本金（千ユーロ） 141,022 140,428 4,653,128 4,650,767 4,636,771

(百万円) 18,284 18,206 603,278 602,972 601,157

株式数 2,820,432,270 2,808,554,197 2,326,563,826 2,325,383,328 2,318,385,548

社債の転換により発行

する新株式数 652,378,496 408,912,938 459,636,084 467,543,871 518,226,986

純資産額（千ユーロ） 11,000.2 10,095.4 7,196.0 10,090.8 11,390.7

(百万円) 1,426 1,309 933 1,308 1,477

資産合計（正味価値）

（千ユーロ） 22,107.0 23,003.6 17,868.0 19,931.9 23,056.9

(百万円) 2,866 2,982 2,317 2,584 2,989
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1株当り純資産額（ユーロ）
（2） 3.9 3.6 3.1 4.3 4.9

(円) 506 467 402 557 635

配当性向（％） - - - - -

人事関連 - - - - -

期中平均従業員数 9 8 9 9 10

給与（千ユーロ） 7,861 11,931 4,786 6,579 5,225

（百万円） 1,019 1,547 621 853 677

社会保障費および

従業員給付（千ユーロ） 25,727 3,244 1,106 2,273 2,602

（百万円） 3,336 421 143 295 337

注：　（1）　提案済み。
　　　（2）　以下の年度末現在でそれぞれ発行済み合計普通株式数に基づき計算された（2,318,385,548：2011年：

2,325,383,328；2012年：2,326,563,826；2013年：2,808,554,197および2014年：
2,820,432,270）。
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２【沿革】

沿革

2006 旧アルカテルとルーセント・テクノロジーズ・インクの企業結合は2006年11月30日に完了。
企業と通信事業者の双方が利用する音声セルフ・サービス・ソリューション開発の大手企業
であるボイスジェニーを取得。
家庭用ブロードバンド・ネットワーク製品事業のパイオニアである2Wireの27.5％の持分を取
得。

当社のワイヤレス・インフラストラクチャー合弁企業であるエボリウム3Gに対する富士通の

持分を買収。

2007 リアルタイムでの事業実績管理によりカスタマー・サービス業務を最適化するソフトウェア
のパイオニアであるインフォーミアムを買収（現在は、ジェネシスの事業部門）。
ネットデバイシズ（支店ネットワーク管理を促進するために設計された企業ネットワーキン
グ技術会社）を買収。
トロピック・ネットワークス（カナダを拠点としたトロピック・ネットワークスは、テレ
フォニー、データ、およびケーブルを応用した大都市圏および地方の光通信網）の買収。
ドラーカ・コムテクの持分の49.9％をこの会社のジョイント・ベンチャー・パートナーであ
るドラーカ・ホールディングNVに売却。
当社のアバネックスの持分の12.4％をピレリに売却し、関連コンポーネントについてピレリ
とアバネックス双方と供給契約を締結。

アルカテル・アレニア・スペースの当社持分67％およびテレスパツィオ（衛星サービスにお

ける世界のリーダー）の当社持分33％をタレスに売却。鉄道信号事業、ならびに通信事業者

または通信サービスの提供事業者以外の安全保障システム向けのインテグレーションおよび

サービス事業を、タレスに譲渡。

2008 家庭向けゲートウェイと呼ばれる高度なホーム・ネットワーキング・デバイスの開発、構成

およびサポートを自動化するリモート管理ソフトウェア・ソリューションの開発および販売

を行う米国企業モーティブ・ネットワークスを買収。

2009 タレス社の持分20.8％をダッソー・アビアシオンに売却。
当社の電気分数馬力モーターおよびドライブの子会社、Dunkermotoren GmbHをトリトンに売

却。

ヒューレット・パッカード（HP）との10年間の共同調達協定の発表。当社のIS/ITインフラス

トラクチャーの効率改善と、共同での市場進出アプローチ促進の支援を期待して本協定の締

結に至った。

2010 当社はブロードバンド・サービスプロバイダー・マーケット向けに高度な家庭向けゲート
ウェイを提供する米国の2Wireの当社持分26.7％の売却を完了した。売却先はPace plcであっ

た。

真空ポンプソリューションと機器事業のファイファー・バキューム・テクノロジー

AGへの売却

2012 ジェネシスの売却。2012年2月1日当社は、ジェネシス事業をPermiraファンド

（Permiraはヨーロッパの非公開投資会社）およびTechnology Crossover

Ventures（ベンチャー・キャピタル会社）が所有する会社に売却したが、2011年

10月19日に受けたバインディング・オファーに則り売却益は15億米ドルであった。
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2013 LGSの売却。2013年12月20日、当社は、マディソン・ディアボーン・パートナーズが率いる投

資家グループが所有し、CoVantを含む米国拠点の企業に対し、当社子会社であるLGSイノベー

ションズLLC売却について正式契約を締結した。現金による取引では最高で200百万米ドルに

のぼり、うち50％が完了時に支払われ、残りの50％は2014年度の業績に基づいて決定され

る。取引の完了は、米国政府からの承認含め一定条件の対象となり、2014年第2四半期までに

完了の見込みである。

クアルコムとの戦略的パートナーシップ。2013年9月30日、ウルトラブロードバンド・ワイヤ

レスアクセス用のスモールセルを開発するうえでクアルコム社と戦略的パートナーシップ契

約を締結することで合意した。この結果、クアルコムは当社株式を年間20百万米ドルまで購

入する可能性があり、これは4件のトランシェで、2013年から2016年に生じる。各トランシェ

の最低ロックアップ期間は6カ月である。9月30日、クアルコム社は約6百万の自己株式（株式

資本の約0.25％に相当する）を20百万米ドルで購入した。

2014 サイバーセキュリティ・サービスの売却。2014年12月31日、アルカテル-ルーセントは、売却

益41百万ユーロで、サイバーセキュリティ・サービスおよびソリューションと通信セキュリ

ティ事業をタレスに売却した。

アルカテル-ルーセント・エンタープライズの売却。2014年9月30日、アルカテル-ルーセント

は、売却益205百万ユーロで、China Huaxinにエンタープライズ事業の85％を売却した。ま

た、2014年2月上旬、当社の最終オファーは現金205百万ユーロであった。

LGSの売却。2014年3月31日、当社は、売却益1億1,000万米ドル（81百万ユーロ）（運転資本

の調整後の金額）で、マディソン・ディアボーン・パートナーズが率いる投資家グループが

所有し、CoVantを含む米国拠点の企業に当社子会社であるLGSイノベーションズLLCを売却し

た。この契約には、2014年度の業績にも基づく最高1億米ドルのアーンアウトが含まれるが、

多額の金額を受け取ることはないものと予想する。
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日本におけるグループ

世界でも最大規模の電気通信市場の1つとして、日本は、アルカテル-ルーセントにとって事業の面でも、技

術面でも極めて重要な市場である。

アルカテル-ルーセントは、現在、他のネットワーク・プロバイダーおよびケーブル・テレビ会社のほか、

日本の主な通信サービス・プロバイダー3社のすべてに対して、ソリューションを提供している。当社は、IP

ルーターおよびアグリゲーション、ATM交換機、光スイッチおよびクロス・コネクト、固定接続、テレフォ

ニー・スイッチ、海底ケーブル陸揚げ局、ソフトウェア・ソリューション、加入者データベースおよびモビリ

ティ・アプリケーションをはじめとする、膨大なインストール・ベースのソリューションを有している。

NGN、FTTH市場が26.3百万*世帯に成長し、ワイヤレス市場の61.8百万*世帯が2010年から

LTEへ移行していることから、新たに革新的サービス（固定・モバイルのコンバージャンス、ネットワーク仮想

化）が当該市場で導入され始めたと考えている。アルカテル-ルーセントは、このような動向を把握するべくこ

の領域にフォーカスし、電気通信サービス・プロバイダー向けのIP、光およびGPONアクセス・インフラなどの

革新的なソリューション、ならびに日本の大手通信会社、CP（コンテンツ・プロバイダー）、家電、消費者、

ゲーム、大学またはマスコミ向けのIMSアプリケーション・サーバー、オープン・アプリケーション・プラット

フォーム、クラウド・サービス・プラットフォーム、統合テレフォニー・サーバーといったALUの電気通信アプ

リケーションなどの革新的ソリューションを提供している。

（*2014年12月31日現在　出典：MIC）
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３【事業の内容】

（1） 会社の目的

当社の事業目的は、電力産業、電気通信産業、情報処理産業、エレクトロニクス産業、宇宙産業、原子力産

業および冶金産業における国内、産業、民間用、軍事用、その他の用途向けのあらゆる種類の機器、機材、お

よびソフトウェア、より一般的には発電および送電または通信のあらゆる手段（ケーブル、電池およびその他

のコンポーネント）の設計、製造、運用および販売を行うことであり、また二次的には、上記の手段に関連す

る運用およびサービスに関してあらゆる活動を実施することである。当社は、その形態を問わず、その事業目

的もしくは活動にかかわらず、フランスのもしくは外国の事業グループのあらゆる種類の会社に対して株式を

保有し、また一般的に、定款の第2条に記載されたいずれかの事業目的およびこれに類似または関連する目的

に、直接または間接的に、全面的または部分的に関連するすべての産業、商業、金融、資産または不動産に関

わる取引を行うことができる。

（2） 事業内容

戦略のフォーカス：ネットワークとクラウドの交差点で、通信・テクノロジー業界を転換させ、当社の戦略

的将来を形成する主要トレンドがいくつかあり、詳細は以下の通りとなっている。

•　大規模なデータセンターおよびIPネットワーキングのニーズを動かすクラウド利用が劇的に増加

•　職場、自宅、出先でより広範囲なモバイル・ブロードバンド

•　次世代インターネットを形成するすべてのオブジェクト対応のインテリジェントな接続の増加-インター

ネット・オブ・オブジェクト

•　優れた顧客体験、新たなビジネスモデルや商業取引、および様々な新規インテリジェント・サービスを

可能にするデジタル世界で作成されるデータにおける利用性および価値の増加。

これらのトレンドは数年前から始まり、ICT業界に大きな成長をもたらした。社会にとって、このことは主

要コンポーネントとしてネットワークやクラウドがいかに世界と対応するかのシフトをもたらすことになる。

当社の事業運営戦略はこういったトレンドを活用するものであり、IPやクラウドネットワーキング、ウルト

ラブロードバンドアクセスへの将来のマーケットシフトをリードする当社の能力にかかっている。2013年6月、

当社はシフト計画を発表した。これは、3年間にわたる産業プログラムであり、当社のポジションを、通信の

ジェネラリストからスペシャリストへとすでに再確認しており、現在より優れた経営陣、健全な財務基盤、革

新や顕著な成長見込みに対する集中の強化を備えたものである。シフト計画は、IP及びクラウドネットワーキ

ング、ウルトラブロードバンドアクセスに注力することで主要トレンドに対応するため当社の基礎を築いた。

このため、当社は、当社の競争的ポジショニングを強化するためのコスト基盤を適用しながら、現在よりも引

き締まって管理されたポートフォリオを備えた戦略事業数点に再度焦点を当てた。

当社が事業展開する市場で成功を達成するための主要な重点戦略には次のものが含まれる。

•　クラウド上でAll-IPネットワークを生み出すことにフォーカスした製品の急速拡大。当社のクラウドIP

ポートフォリオは以下が中心となっている：IPルーティング、Nuage Network（SDNプラットフォームを含

む）、IPトランスポート（WDMを含む）、アドバンスト・コミュニケーション（IMS）、カスタマー体験管

理、当社のバーチャル化されたソフトウェアプラットフォームである

CloudBandといった厳選されたIPプラットフォームである。

•　ウルトラブロードバンド通信ネットワークの設計と進化に関する当社のリーダーシップの

地位。当社は引き続き、ファイバーやLTEに投資を行っていく。これにはスモールセルが含まれ、この目

標を追求していく。

•　研究開発活動における中核戦略と持続可能な投資の維持。

これらの強みは、当社戦略の中心にIPを置くこととともに、当社を将来的な成功に導きながら、ICT業界に

おけるクラウドの将来の影響について検討すると考えている。当社の新しい焦点により、従来の大型通信事業

者を超えて、幅広い顧客層をターゲットとして事業を運営していけると予想している。シフト計画実行が成功

することで、当社の新製品およびサービスポートフォリオのフォーカスの利点を活用するための当社の営業・

マーケティング戦略を再設計できるようになり、また、新しい市場セグメントを見出すのを助けてくれると考

えている。この戦略により、当社はAll-IPネットワークへの移行からメリットを得て、モバイルサービス事業

者（MSO）とともに、ウェブスケールと非常に大規模な企業の通信ニーズに対処できるようになる。当社はま

た、政府、公益事業、輸送などのバーティカル産業のネットワーキングおよびクラウド要件に対応するため、
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協力を続ける。さらに2014年、当社はすべての顧客にサービスを提供するため、市場進出カバレッジを向上さ

せるアルカテル-ルーセント・パートナー・プログラム発表した。

より優れた成功を達成するため、当社はパートナーシップに関するオープンな戦略をもとに成長していく必

要がある。当社は、ウルトラブロードバンド・ワイヤレスアクセス用のスモールセルを開発するうえでクアル

コム社と戦略的パートナーシップ契約を締結することで合意しメリットを受けた。同様に、2014年2月に設立さ

れたインテルとの世界規模でのコラボレーションを通して、当社のポートフォリオの視覚化を積極的に進め

た。2014年5月、当社のネットワーク製品においてサイバーセキュリティおよびネットワークや高度セキュリ

ティ機能のノウハウといったタレスの専門分野を組み合わせた安全な通信を確保するための高度なソリュー

ションを提供するためにタレスとパートナーシップを結んだ。最終的に、2014年9月、デジタル顧客やアプリ

ケーションからの高い需要に起因するコスト上昇や増加するデータ消費の課題に対処するために、サービス・

プロバイダーや大企業が統合型ウルトラブロードバンドのソリューションを実施する手助けをするために

Accentureと戦略的提携を締結した。この契約はAccentureアルカテル-ルーセント・ビジネス・グループを形成

する。初期公開には、モバイル・ブロードバンドのアクセシビリティを改善し、デジタル顧客体験を向上させ

るオール IPネットワーク向けの拡張可能でコスト効率の高いカスタマー・ケア事業を設計、構築、実行するソ

リューションを含む。これらのパートナーシップは、当社が業界規模を測り、生産的なエコシステムを作るう

えで役立つ。

組織。当社の事業セグメントは以下のとおりである：

•　以下を含む中核ネットワーク：

•　IPルーティングポートフォリオとNuage Networkから構成されるIPルーティング

•　地上光通信、海底通信、ワイヤレス送電ポートフォリオから構成されるIPトランスポート

•　ソフトウェアとサービスを内包するIPプラットフォーム

•　以下を含む接続事業：

•　モバイル無線接続製品および技術（LTE、CDMA、W-CDMA、GSM/EDGE、小セル）を全て含むワイヤレス接

続事業）

•　銅およびファイバー接続技術に焦点を当てた固定ネットワーク

•　ネットワーク事業運営及びキャリアや戦略的業界市場のためのその他の焦点を当てたソリューション

を含むマネージド・サービス

•　当社の特許ポートフォリオ関連のマネタイゼーション周辺にあるライセンス供与。

•　その他、2014年第一四半期を通じた当社の政府事業を含む。

さらに、当社は具体的なフォーカスを持つ3つの組織を有している。

•　事業運営：事業運営組織には、納品、事業運営、シフト計画の実行を牽引し、モニタリングを行うの

に役立つ重要な機能が含まれている。

•　営業：当社の営業組織はカスタマーリレーションシップを牽引することと会社が顧客に接するうえで

の営業に焦点を当てている。

•　戦略とイノベーション：会社の将来の議題の決定を担当する。この組織はベル研究所の監督を行い、

当社の知的財産の管理を行う。

また、当社は以下の会社機能を有している。財務、法務、人事、マーケティング。

シフト計画の事業セグメント（またはビジネスセグメントとも称される）や地域市場別の財務情報について

は、「7-（5）戦略と見通し」に掲載される連結財務書類の注記5、および「7 財政状態、経営成績および

キャッシュフローの分析」のセクションを参照のこと。本書内の別の箇所に掲載される財政状態、経営成績お

よびキャッシュフローの分析。
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４【関係会社の状況】

（1） 親会社

当社に親会社はない。

（2） 子会社

下の組織図は、連結財務書類の注記33に記載されている各社など、2014年12月31日現在グループに統合され

ている主要会社を示したものである。別途記載がない限り、資本持分率は100％である。
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５【従業員の状況】

当社の人事部のポリシーとプラクティスでは、アルカテル・ルーセントで継続的に行われている変革が、当

社の顧客、市場、そして世界全体に影響する変化と歩調が合っているか確実にするものである。当社は世界中

で事業を展開し、グローバルに事業展開している顧客にサービスを提供しているため、人事管理と開発に関す

る当社のアプローチは、これと同様にグローバルである。

従業員

2014年末時点での当社の全世界での従業員数は52,673である。以下の地域別内訳は、完全連結会社および

株式の50％以上を当社が所有している会社（長期欠席／通知期間を含む）のために働いていた従業員数を

示している。

2014年9月30日付けで、企業向け活動の売却により過去3年間の従業員数は再表示された。企業の従業員数

は2012年で2,872人、2013年で2,795人、2014年で463であった。

請負業者および臨時職員

2014年、請負業者および臨時職員の平均人数は総計で3,740だった。請負業者の数は、アルカテル・ルー

セントが下請けに出した仕事を行う第三者の従業員数から構成される。

臨時職員（すなわち、一般に、当社敷地内で作業を実施する援助要員の第三者の従業員。たとえば、当社

従業員または特定の専門家が短期で不足する場合など）であった。
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第３【事業の状況】

１【業績等の概要】

（1） 2014年中の取引のハイライト

サイバーセキュリティ・サービスの売却。2014年12月31日、アルカテル-ルーセントは、売却益41百万

ユーロで、サイバーセキュリティ・サービスおよびソリューションと通信セキュリティ事業をタレスに売

却した。

アルカテル-ルーセント・エンタープライズの売却。2014年9月30日、アルカテル-ルーセントは、売却益

205百万ユーロで、China Huaxinにエンタープライズ事業の85％を売却した。また、2014年2月上旬、当社

の最終オファーは現金205百万ユーロであった。

LGSの売却。2014年3月31日、当社は、売却益1億1,000万米ドル（81百万ユーロ）（運転資本の調整後の金

額）で、マディソン・ディアボーン・パートナーズが率いる投資家グループが所有し、CoVantを含む米国

拠点の企業に当社子会社であるLGSイノベーションズLLCを売却した。この契約には、2014年度の業績にも

基づく最高1億米ドルのアーンアウトが含まれるが、多額の金額を受け取ることはないものと予想する。

担保付き優先信用融資の償還。2014年8月19日、以下に記載されたOCEANE 2019および2020の収益（以下参

照）および現金を使用して、2019年を満期とする担保付き優先信用融資の残りの未償還分1,724百万米ド

ルを償還した。

2016年優先債券の公開買付。2014年6月24日、2016年アルカテル-ルーセント8.50％優先債の公開買付を開

始した。2014年7月4日、額面価額210百万ユーロの2016年優先債券、現金総額235百万ユーロの購入に同意

した。公開買付に出された債券は取り消された。また、2014年第2四半期に19百万ユーロの2016年優先債

券が買い戻され、22百万ユーロに相当する現金が取り消された。同様に、2014年第4四半期中、額面価額3

百万ユーロの2016年優先債券も買い戻され、3百万ユーロに相当する現金が取り消された。その結果、

2014年12月31日現在、2016年優先債券の残存合計額面価額は192百万ユーロとなった。

OCEANE 2019および2020の発行。2014年6月2日、アルカテル‐ルーセントの新株式および／または既存株

式（OCEANE）への転換社債、および／またはそれらに交換可能な社債を発表した。2014年6月10日、当社

は以下の2つの期間で転換／他社株転換社債を発行した。

•　期間1：額面価額688百万ユーロ　2019年1月30日満期。転換価格は4.11ユーロ、すなわちパリの

ユーロネクストでの上場・規制を受けているアルカテル-ルーセントの株価を約40％上回る転換

プレミアムに相当する。

•　期間2：額面価額460百万ユーロ　2020年1月30日満期。転換価格は4.02ユーロ、すなわちパリの

ユーロネクストでの上場・規制を受けているアルカテル-ルーセントの株価を約37％上回る転換

プレミアムに相当する。

社債の金利は年率はそれぞれ0.00％と0.125％であり、毎年1月30日と7月30日に年2回の割合で金利が支払

われ、金利支払いの開始は2015年1月30日である。当社の社債オプションにおける早期償還は特定の状況

下で可能である。発行収益と利用可能な現金を使用して、米アルカテル-ルーセント・インクを借手とし

て締結した2013年担保付き有線信用融資枠の残存期間を払い戻すために使用された。発行の目的は、負債

満期の延長と、負債コストの減額を行うことでもあった。

6.375％の優先債券の返済。2014年4月7日、当社は満期日に、6.375％の優先債券に基づいて、残りの274

百万ユーロを返済した。

トラスト型転換優先証券の償還。2014年1月13日、当社は931百万米ドルの元本と発行済みの7.75％の2017

年満期のルーセント・テクノロジー・キャピタル・トラストIのトラスト型転換優先証券を全額返済し

た。

信用格付の変更。2014年11月17日、ムーディーズは、アルカテル-ルーセントおよび米アルカテル-ルーセ

ント・インクの格付けの見通しを「ポジティブ」から「安定的」へと変更し、B3格付けとして確認した。
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2014年8月18日、スタンダード・アンド・プアーズは、アルカテル-ルーセントと米アルカテル-ルーセン

ト・インクの発行体格付をB-からBに引き上げた。当グループによって発行された無担保社債もまた、

CCC+/B-からBに引き上げられた。見通しは「ポジティブ」から「安定的」へと変更された。

FCPA捜査。2010年12月、FCPA違反と違反容疑に関して当社はSECとDOJとの間で最終和解合意を結んだ。当

社はDOJと起訴猶予合意（「DPA」）を締結した。DPAの期間は3年7日間となっており、DOJの独自裁量によ

り1年間の延長の可能性がある。DPAは2010年12月27日に有効となり、これは裁判所にDOJが書類を提出し

た日である。特に、DPAはフランスの反腐敗準拠に関する監視への関与を求める条項があり、期間は3年間

である。同様に、SECとの合意に基づき、当社は、とりわけ、3年にわたって監視に関与することに同意し

た。2014年6月、監視との話し合いに基づき、DOJおよびSECは、当社のコンプライアンスシステムの改善

を確認するためさらに時間を監視に提供するために、2014年12月31日までの６カ月の期間を延長に合意し

た。2014年12月8日、監視は、最終報告書を提出し、アルカテル・ルーセントのコンプライアンスプログ

ラムは、DPAで定義され、要求されているとおり、アルカテル-ルーセント内でその具体的な方針と手順も

含め、腐敗防止法の違反を防止、検出するうえで合理的に作成、実施されていると認定した。監視の最終

報告書を受け、DOJは、DPAに基づくFCPAの罪を棄却する申し立てを提出し、2015年2月9日、裁判所がこれ

を聞き入れた。

HCLとのアウトソーシング取引。2014年7月1日、シフト契約のコスト削減目標に関連して当社は、一部の

旧技術の研究開発部門の一部の移転に関連し、HCLテクノロジーズ・リミテッドとの7年間のマスター・

サービス契約を締結した。詳細は、「7-（4）契約債務およびオフバランスの偶発債務」-「（ii）オフバ

ランス債務」-サブセクション「外部委託取引」および連結財務諸表の注記28を参照のこと。

Accentureとのアウトソーシング取引。2014年2月28日、シフト契約のコスト削減目標に関連して当社は、

会計機能のアウトソーシングを含め、金融機能の事業転換に関連して、アクセンチュアと7年間のサービ

ス実施契約を締結した。この契約は、人事および情報技術に関する同様のサービス契約を補完するもので

ある。詳細は、「7-（4）契約債務およびオフバランスの偶発債務」-「（ii）オフバランス債務」-サブ

セクション「外部委託取引」および連結財務諸表の注記28を参照のこと。

主要株主。フランス証券市場監督局に提出された公告と2014年4月21日にアルカテル・ルーセントに送付

された広告によれば、キャピタル・グループ・カンパニー・インク（米国）がアルカテル・ルーセントに

対して株式の大量保有を行った後、総保有株式数は290,280,811株式となり、これは当社の株式資本の

10.31％を占め、議決権の10.14％を占める。

（2） 事業セグメント別分析

(a) 中核ネットワーク・セグメント

(i) 概要

通信市場における抜本的な変化は、サービス・プロバイダーのネットワークに影響を及ぼしている。

手ごろな価格で手に入るスマートフォン、タブレット、モバイル機器、高速ワイヤレス接続、より魅力

的なサービス、コンテンツ、アプリケーションなどにより、モバイル・ブロードバンド・データ・トラ

フィック、特にビデオが急速に拡大し続けている。モバイル・ネットワーク事業者はまた、ワイヤレス

容量と範囲を拡大するために、ますます多数の小セル・サイトを展開している。さらに競争が増す中、

次世代のブロードバンドに関する取り組みにより、固定ネットワーク事業者に対する要求た高まり続け

ている。同時にこれらの要素は、高速で質の高い接続をいつでもどこからでも楽しめるようになること

を求めるユーザーの声を受け、固定もしくはモバイルネットワークのいずれかで事業展開しているサー

ビス・プロバイダーが中核ネットワーク・インフラストラクチャーとインターネット・プロトコル

（IP）アプリケーションへの投資を続けていかなければならないことを示唆している。

サービスプロバイダーは引き続きネットワーク接続サービスの販売を行うものの、競争は激しく、価

格は常にプレッシャーにさらされることとなる。さらに、サービスプロバイダーは、エンタープライズ

通信サービスや消費者エンターテイメントサービスのような追加的な収益ストリームを生む追加的サー

ビスを販売するのが困難と考えている。インターネット企業が提供する他の形式のウェブベースのアプ

リケーションやサービスは、消費者やコスト効率性を追求する企業にとってはますます魅力的になって

いる。GoogleやAmazonといったウェブスケールの企業はウェブベースのアプリケーションやサービスの
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提供に成功し、エンドユーザーに対して大きなグローバルデータセンターや関連する相互接続された

ネットワークに対して、従来のサービス基盤と比較して事業展開とよりコスト効率性の高いインフラを

提供できている。

これらのウェブベースのアプリケーションとサービスの成長をサポートし、データセンター内とデー

タセンター同士のコミュニケーションの効率性を高めるため、新しいプラットフォームが急速に出現し

ている。こういった新しいプラットフォームは、ソフトウェア・デファインド・ネットワーキング

（SDN）として知られるネットワーキングへの次世代アプローチを使用したテレコミュニケーションを基

盤としたIPネットワーキングやITを基盤としたデータセンターシステムを統合している。SDNは、展開が

簡単で、もっと規模が大きく、エラーが少なく、プロセスの自動化を行うことで運営を安くするために

ネットワーキングをより簡単にすることを目論んでいる。また、商業的なハードウェアで実行されるよ

うなネットワーク機能であるネットワーク機能仮想化（NFV）は、IPアプリケーションやサービス向けの

代替展開アプローチとして増加している。これらの仮想化された機能をデータセンターに設置すること

で、NFVはクラウドベースのアプリケーションやサービスの実現のためのテレコミュニケーションネット

ワークの効率性と柔軟性を高めることを目論む。

テレコム市場におけるこれらの変化を受け、当社はインターネット・プロトコル（IP）ネットワー

ク、クラウドとウルトラブロードバンドアクセスについて、ジェネラリストよりもスペシャリストとし

てのプロバイダーとして自社の再ポジショニングを行った。当社の中核ネットワーク・セグメントには

次の部門が含まれる。IPルーティング、IPトランスポートおよびIPプラットフォーム。2014年、中核

ネットワーク・セグメントは、インターネット・プロトコル（IP）、ワイヤレス、有線接続製品など、

次世代のネットワーク製品ポートフォリオへの投資を続けてきた。当社の次世代中核ネットワーク製品

ポートフォリオは、引き続き革新的で収益性の高いサービスの提供と拡張可能な低コストの帯域幅を同

時に行うにはどうすればよいかという重要な課題に取り組む。さらに、当社では、サービスプロバイ

ダーがもっと効率的で、SDNとNFVの事業運営モデルを包括できるクラウドベースのネットワークインフ

ラへと進化できるよう助けることを目的として、当社の中核ネットワークポートフォリオの調査を行っ

ている。

2014年、中核ネットワーク・セグメントは以下の分野にフォーカスして研究開発に取り組んだ。

•　幅広いモバイル、家庭、企業、やネットワーク・インフラストラクチャー・アプリケーション全

体で全面的なIPネットワーク転換が可能になるネットワークのコア、メトロ、エッジ、接続部品

向けの新規および強化されたIPルーティング・プラットフォーム；

•　NFV環境において展開が最適化され、ソフトウェアにおいて十数年にわたる投資でサービス・

ルーター・オペレーティング・システム（SR OS）で実世界の展開体験を構築する仮想化サービ

ス・ルーター（VSR）、仮想化モバイル・ゲートウェイ（VMG）および当社の仮想化モビリティ・

マネジャー（VMM）を含む仮想化IPルーティング・アプリケーションのスイートの導入；

•　現在の業界基準の4倍に相当する性能とスピードを実現し、同時に電力消費や設置面積の削減を

可能にする当社の400ギガバイト／秒（400 Gbps）FP3ネットワーク・プロセッサを使用した多次

元IPプラットフォーム・スケール（対応容量、サービス、コントロール・プレーン）

•　100ギガバイト／秒（100 Gbps）コヒーレント光通信および当社が独自に設計した400 Gbps

Photonic Service Engine（PSE）など、光スイッチおよび輸送システムや技術、および最初の市

場投入プログラマブル100 Gbps/200 Gbps DWDMソリューション；

•　データセンター内、データセンター間やサービスプロバイダーのワイドエリアネットワーク

（WAN）全般に渡ってエンタープライズネットワーキングのニーズに対してもっと柔軟性があ

り、オープンで対応ができるよう、サービスプロバイダーを助けるSDNプラットフォームとソ

リューション

•　IPコミュニケーション、クラウド／NFV、カスタマー体験管理、ポリシー＆課金やコンサルティ

ングサービスなど、総合でIPプラットフォームとして知られるIPアプリケーションとソリュー

ション。

2014年、当社の中核ネットワーク・セグメントの収益は、セグメント間収益を含めると5,966百万

ユーロ、セグメント間収益を除くと5,959百万ユーロであり、当社の総収益の45％を占めている。

(ii) IPルーティング
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当社のIPルーティング部門は、クラウド対応のビジネス、モバイル、家庭サービスの効率的実現をサ

ポートする一方、膨大なネットワーク・トラフィックに備えるための課題を満たす必要のあるIPルー

ティング・インフラストラクチャを実現することに重点を置く。当社のIPルーティングポートフォリオ

は、サービス・プロバイダー、モバイル・ネットワーク事業者、ケーブルマルチプル・システム・オペ

レーター（MSO）、輸送、公益事業および世界中の大規模な企業を対象とする。

IPポートフォリオ内の主要製品群は、以下のとおりである。

•　インターネット・プロトコル／マルチプロトコル型ラベル・スイッチング（またはIP/MPLS）コ

アおよびエッジ・ルーター。これらの製品により、通信事業者内および通信事業者間の国内また

国際的なネットワークのトラフィックは、単一の共通ネットワーク・インフラストラクチャーに

おいて、卓越した拡張性、パフォーマンス、信頼性、アプリケーション・インテリジェンスを備

え、広範なIPベースのサービス（インターネット・アクセス、インターネット・プロトコル・テ

レビ（IPTV）、IP上での音声通信、携帯電話とデータ、および管理されたビジネスVPN）の提供

が可能となる。

•　通信事業者イーサネット・アクセスおよび集約スイッチ／ルーター。これらのプラットフォーム

やデバイスにより、通信事業者は高度な家庭向けサービス、法人サービス、およびモバイル・

バックホール・サービスを提供することが可能となる。これらの製品は、都市や大規模キャンバ

スなど、主に大都市圏ネットワークで使用されている。

•　サービス集約ルーター。これらのプラットフォームは、従来のネットワーク技術から次世代の通

信事業者イーサネット／パケット・ネットワークへの移行を促進できるよう最適化されたもの

で、モバイル・バックホール、法人サービスや固定ネットワーク集約向けとして幅広く導入され

ている。

•　サービス適応管理。これらの製品は、IP/MPLSネットワークのあらゆる部分の管理をサポート

し、サービス・プロバイダーが積極的なトラブルシューティング、既存ネットワーク内での統合

の簡素化などが行えるよう、プロセスの簡素化をサポートするものである；

•　コンテンツ配信ネットワーク（CDN）。これらの製品は、Webやビデオ・コンテンツを配信および

保存する装置である。これらは、コスト効率が高い方法で企業や個人に多種多様なビデオやその

他コンテンツを配信し、またサービス・プロバイダーとコンテンツ・プロバイダーの間に新たな

取引関係を築く機会を提供する。

•　ソフトウェア・デファインド・ネットワーキング（SDN）。SDNを利用すると、サービスプロバイ

ダー、ウェブスケールオペレーター、大企業は、複数のテナントやユーザーグループにとって安

全なバーチャルコンピュート、ストレージ、ネットワーキングリソースを提供する強固で自動化

され、高度にスケーラブルなデータセンターとネットワーキングインフラを構築できる。

当社のIPルーティング・ポートフォリオは、サービス・プロバイダーのニーズを満たすように続けて

適用させていく。以下は、2014年における当社のフォーカスおよび投資のキーとなる領域の一部であ

る。

•　仮想化サービス・プラットフォーム（VSP）－当社の完全子会社であるNuage Networksはクラウ

ドサービスの適用の弊害となるような重要なデータセンターネットワークの制限を排除するた

め、ソフトウェア・デファインド・ネットワーキング（SDN）ソリューションを提供している。

Nuage NetworksのVSPを使用すると、クラウドプロバイダー、サービスプロバイダーは、複数の

ユーザーに対して即時の安全な接続性を提供するための設立されたポリシーに従ってネットワー

クを仮想化し、自動化することができる。2014年、すべての地域でこれら顧客タイプ全般で

Nuage VSPプラットフォームの強力な顧客モメンタムが見られた。また、仮想化サービス・プ

ラットフォーム（VNS）ソリューション導入によりサービスを強化したことで、当社は企業や

サービス・プロバイダーがSDNのメリットをどの支店にも拡張する手助けができる。

•　仮想化サービス・ルーター（VSR）－当社は非常に柔軟性のあるNFV環境における展開用の仮想化

IPエッジ・ルーティング・アプリケーションのスイートを発売した。VSRにより迅速なサービス

改革が可能となり、サービス範囲を拡大し、新たな市場を開き、顧客への市場投入の時間を加速

する。

EDINET提出書類

アルカテル・ルーセント(E05781)

有価証券報告書

 30/452



•　コア・ルーター・プラットフォーム－当社は、サービス・プロバイダが急速に拡大するコア・

ネットワーク上のデータ・トラフィックに対応できるよう設計した次世代のコアIPルーター、

7950 Extensible Routing System（XRS）向けの高機能を作成した。当社もこの製品の顧客基盤

を大幅に広げた。

•　高度なIPエッジ・ルーティング機能－当社では、既存のアプリケーションをさらに強化するため

に、ポリシー、加入者管理、高度なビデオ配信、キャリアのWi-Fi、セキュリティ、データセン

ターの相互接続などのIPエッジ・ルーター向け高度機能を継続的に開発している。

•　モバイル・バックホール－当社は幅広いIPモバイル・バックホール・ポートフォリオを拡大する

ことで、小セル・ネットワーク向けのモバイル・バックホール展開に付随する特定の課題に対応

する。これは、ワイヤレスの範囲や容量を拡大をサポートし、より幅広い

3Gまたは4G/LTEモバイル・ネットワーク間でシームレスなバックホール管理や操作を実現する

フェムト／スモール・セルを用いたネットワークである。

•　モバイル・パケット・コア－当社のモバイル・パケット・コア・ソリューションは、様々なワイ

ヤレス技術にあらゆるモバイル・トラフィックをシームレスに提供するLED高度パケット・コア

（EPC）と次世代の2G/3G/3G+パケット・コア機能に対応する。2014年、仮想化モバイル・ゲート

ウェイ（VMG）および仮想化モビリティ管理を含む仮想化された進化したパケット・コア

（vEPC）製品のスイートを発売した。

当社のサービス・ルーターと通信事業者向けイーサネット・サービス・スイッチは、ネットワークの

コアから顧客側まで、機能の一貫性、サービスと運用の品質、管理および保守機能を提供する単一の

ネットワーク管理システムを共有している。これらの能力は、サービス・プロバイダーが、新しいタイ

プのIPベース・サービスのサポートを目的に自社のネットワークを転換する場合に重要なものである。

サービス・プロバイダーは当社のサービス・ルーターを使用することで、質の高い体験と併せて、高容

量、信頼性、高性能を確保できるため、企業、家庭、モバイル・ユーザーにパーソナライズしたサービ

スを提供できる。

(iii) IPトランスポート

当社のIPトランスポート部門は、ファイバー光接続を介した高速データ通信を実現する機器を設計し

ている。この部門では、大都市圏や地方の短距離データ通信向けに、固定およびモバイル・マルチ・

サービス・ネットワークの集約向けに、地上（地上通信）および海底（海底通信）用光通信機器に焦点

を当てている。当社の主要伝送ポートフォリオには、極超短波ワイヤレス送電機器も含まれる。

地上光通信

当社の地上光通信製品は、メトロ・アクセスからネットワーク・コアまでシームレスなサービス拡大

のサポートを目的に設計されたポートフォリオを提供している。通信事業者は、当社の製品を利用する

ことにより、多様なアプリケーションやプラットホームに基づいて音声、データならびにビデオ・トラ

フィック・パターンを管理することができる。多数のサービス品質機能、変動するサービス・レート、

ならびにトラフィックの渋滞管理を含む様々なデータサービス管理を導入することができる。最も重要

なことは、このような製品を使用することで、通信事業者は現在のネットワーク・インフラストラク

チャーを活用して新しいサービスを提供、およびウルトラ・ブロードバンド・サービスをサポートでき

ることである。

光ネットワーキング業界の大手として当社は、光伝送ネットワークの変革において重要な役割を果た

している。当社の波長分割多重方式（WDM）製品は、高まるデータ・ネットワーキング・ニーズを処理で

きる低コストで拡張性の高いネットワークにおけるサービス・プロバイダーの要件を満たすことを目的

に、企業をはじめ超長距離の範囲まで多様な市場に対応している。当社のWDM製品ポートフォリオは、オ

ンサイトの設定を頻繁に行う必要のないインテリジェントなフォトニクスという方式に基づいている。

当社のWDM製品で10 Gbps、40 Gbpsおよび

100 Gbpsの高速WDM上り回線で使用できる100 Gbps、200 Gbps、400 Gbpsテクノロジーを利用すること

で、事業者は帯域幅のボトルネックを解決すると同時に、伝送ビット当たりのコストを最低限に抑えて

提供できる。このアプローチは、簡単に操作、管理および監視が可能なより柔軟なWDMネットワークの設

計と、インストールを促進するものである。

EDINET提出書類

アルカテル・ルーセント(E05781)

有価証券報告書

 31/452



2014年、地上光通信部門は、サービス・プロバイダーが増大するIPベースのトラフィックをより効率

的に伝送することができるよう、光ネットワーキング・ポートフォリオの拡張性、アジリティ、多様性

およびパフォーマンス機能の拡張を行った。2014年中、地上光通信部門は以下を発売した。

•　統合されたパケットトランスポート。この機能は、当社の旗艦WDM製品である1830 PSS製品に関

する包括的なパケットトランスポート機能を提供するための当社のIP資産を活用することで、当

社の地上光通信ポートフォリオをさらに拡大する。

•　100 Gbps および 200 Gbps WDM。当社は引き続き、中核のネットワークで100 Gbps WDMを広範に

適用し、ますます困難かつ複雑化している使用ケースやメトロネットワークに拡大していくた

め、投資を行っていく次第である。当社は、サービス・プロバイダーが必要な時に追加投資を行

うことなしに今日の帯域幅需要を満たし、容量をシームレスに拡張できるプログラム可能な100

Gbps/200 Gbps DWDMライン・カード・ソリューションを提供した最初の企業である。

•　400 Gbps WDM。当社では400 Gbps WDMに対して関心が高まっていることに気付いた。これは、ト

ランスポートネットワークスピードを、現在の100 Gbps WDMの4倍速にするものである。多くの

顧客が試用および主要ルートでの配置に成功した。しかし、400 Gbps WDMの商業的適用が幅広く

波及するには数年かかると考えている。

•　10 Gbps、40 Gbpsおよび100 Gbps DWDMアップリンク・カード。これらのカードは、効率的な伝

送ネットワーキングを実現するために、コスト効率の高いデータ転送を実現し、低ビット・レー

ト・サービスを高ビット・レートの波長に切り替える。

•　柔軟なグリッド対応波長選択スイッチ。ソフトウェアのアップグレードを介して手に入れること

ができる本製品は、波長をより密度の高いパックにすることで、よりコスト効率の高い伝送を実

現する。

•　IPトラフィック統合。本技術は、当社のIPハードウェアとソフトウェア資産を活用したもので、

特定サイトで複数のプラットフォームを使用する必要がないようにするために、切り替え後のネ

イティブ・イーサネットを光ネットワーク・プラットフォームに直接伝送し、光ネットワーク・

プラットフォームや相互接続サービス・プラットフォーム上で必要となるポートの数の削減を可

能にする。

•　マルチレイヤー制御プレーン。この製品は、最も経済的にデータを伝送できるようトラフィック

を整理し、さらにサービスのモニタリング、レポーティング、実行を可能にする。

これらの光通信製品および技術は、異なるサービスを支援するとともに、多角化が進んだネットワー

ク構造にも適した、コスト効率が高く管理されたプラットホームを提供している。

海底通信

すでに575,000 kmを超える海底通信ケーブルが設置され、300,000 kmの海底通信ケーブルに保守契約

が結ばれていることから、当社は、光通信を使った海底電気通信ケーブル・ネットワークの設置、保守

を行う業界のリーダーである。業界アナリストによれば、当社の市場占有率は40％である。海底通信

ケーブル・ネットワークは大陸、本島と複数の島間、1つの島と複数の島間、または沿岸部の複数地点を

結ぶことができる。市場は、急増するブロードバンド・トラフィック量や接続需要に対応する容量の需

要で主に牽引される。サービス・プロバイダーとルートの冗長性ニーズとの競争は二次的な原動力であ

る。

この市場の顧客は主にコンソーシアムにグループ化されるサービス・プロバイダーである。ウェブス

ケール・コンテンツ・プロバイダー （Google または Microsoftなど）からの投資レベルの増加も見ら

れる。特異な統合プレーヤーとして、当社は顧客に設計、開発、製造、海底調査、海底レイ、土木工

事、設置やケーブルの試運転や保守を提供する。

当社の海底活動は以下のとおりである。

•　有中継ケーブルとは、海を越える距離に信号を増幅するためにリピーターを使って

450kmを超える距離のターンキー・システムである。

•　無中継ケーブルは、450 km以下の距離に用いられる。

•　ケーブルの両端の端末装置のアップグレードとは、システムの容量 （一般的に100Gギガビッ

ト／秒）を増加させるものである。
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•　海底保守とは、必要な時に販売後故障したシステムを修理するためのものである。

当社はまた、石油・ガス市場に参入することにより顧客基盤を拡大し始めた。特に石油・ガスのオフ

ショア・プラットフォームと海岸を繋ぎ、永久的に貯留監視ソリューションを提供するものである。

この市場の特徴は、完成までに1年以上を要する比較的件数の少ないの大型契約があることである。

上向きサイクルの回復が始まった時に、最近の電気通信事業は北米と南米間（Seabras-1など）、イ

ンドや中東を渡る欧州やアジア間（Sea-Me-We-5など）や南アジアおよびオーストラリア路線に取り組ん

だ。

石油・ガス市場において、当社はオーストラリアの北西沿岸のオフショア・プラットフォームを結ぶ

建設プロジェクトを開始した。

ワイヤレス送電

当社は、欧州電気通信標準化機構（ETSI）と米国規格協会（ANSI）の要件の双方に適合した極超短波

無線製品から成る包括的なポートフォリオを提供している。こうした製品の中には、デジタル・テレビ

放送、防衛および安全保障、エネルギーおよび公益事業などの市場における、モバイル・バックホーリ

ング・アプリケーション、固定ブロードバンド・アクセス・アプリケーション、ならびにプライベー

ト・アプリケーションを対象とした大容量、中容量、低容量の極超短波送電システムが含まれる。

2014年、ワイヤレス送電部門は以下の分野にフォーカスして研究開発に継続的に取り組んだ。

•　従来のソリューションのフットプリントの3分の1の使用を通じて長距離極超短波でデプロイメン

トに使用される9500極超短波パケット無線（MPR）製品。9500極超短波パケット無線（MPR）も、

政府、公益事業、輸送、エネルギー会社は迅速かつ効率的にネットワークをレガシー、つまり時

間分割多重方式（TDM）伝送から、より高速で高度に効率的なパケット伝送に変換できる。パ

ケット伝送はベースのサービス、データ・トラフィックの成長をサポートしている。

•　モバイル・バックホーリング・アプリケーションを対象にしたIP対応型極超短波。パケット・

ベースの無線送電とIPネットワーキングを結合し、第2世代（2G）から第3または第4世代（3Gま

たは4G）のモバイル・ネットワークスへのサービス・プロバイダーの移行を支援している。

•　当社の9500 MPR製品群の拡張は、屋外のスモールセルのバックホール向けに完全統合された総合

的な管理ソリューションを提供することである。

(iv) IPプラットフォーム

当社のIPプラットフォームは、通信サービスプロバイダー、非常に大規模な企業、ウェブスケール企

業が高度なIP通信を可能にし、ネットワークと事業運営を最適化し、明日たまー体験を改善し、新しい

サービスをマネタイズするのを助けるシステムハードウェア、ソフトウェアプラットフォーム、アプリ

ケーションを提供している。これらのIPプラットフォームソリューションには以下のものが含まれる。

•　IPコミュニケーション。当社の顧客であるサービス・プロバイダーや大企業があらゆる機器で次

世代の音声、ビデオおよびメッセージング通信サービスに移行する通信製品、ソリューションや

サービス。主な部品には、IPマルチメディア・サブシステム（IMS）および加入者データ管理が

含まれる。とりわけ2014年、ポートフォリオは仮想化IMSの初の商業的展開を行ったAT&Tおよび

VerizonによるVoLTE発売とVoLTEの契約が5つから11に増加するのを目にした。

•　ネットワーク機能の仮想化（NFV）。通信サービス・プロバイダー向けに最適化されたクラウ

ド・ベースのソリューションを培うことで、当社のCloudBandポートフォリオはクラウドとIT

サービスの柔軟性とコスト効率で通信ネットワークの力を組み合わせている。

CloudBandは業界をリードするNFVプラットフォームでIPマルチメディア・サブシステムや進化し

たパケット・コアなどの洗練された機能とともに、そのオープンな設計は幅広い仮想ネットワー

ク機能をサポートしている。当社は初のオープン・コミュニティー・アドバンシングNFVを立ち

上げた。当社はこれをCloudBandエコシステムと呼び、革新的な共同プロジェクトに従事する世

界的なサービス・プロバイダーと共にサプライチェーン全般で約60のパートナーと現在関わって

いる。2014年、当社は 4つの商業展開契約を含むCloudBandのサービス・プロバイダーとの協力

を一年前に比べ3倍以上（7から

26）に増やすことでリーダーシップをさらに広げた。
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•　Motive®顧客体験管理（CEM）。比類ないデータ分析でケア、サービス、ネットワークおよびIT運

用を自動化する初のポートフォリオである。今日、顧客体験を充実させ、最適化し、保護するた

めに600のMotive CEMの展開が世界中でなされている。

-　モーティブ・カスタマー・ケアにより、通信プロバイダーは、多様な高速インターネット、

Voice-over-IP（VoIP）、ビデオ、モバイル、統合サービスの提供、有効化、サポート、管

理を行うことができるようになる。このソフトウェア・ソリューションにより、通信プロバ

イダーは、顧客が自宅やモバイルのデバイスおよびサービスを設定、管理、測定する際のサ

ポートに必要なツールが得られる。当社は投資を重点的に行うことで、顧客体験、モバイ

ル・ネットワークやアプリケーションにおける事業拡大に対する影響の徹底的な評価をサ

ポートする分析能力をより強化してきた。

-　モーティブ・ダイナミック・オペレーション。2014年に、当社は今日の柔軟性のないオペ

レーション・サポート・システム（OSS）の課題に対処した製品およびソリューションのダ

イナミックな新しいポートフォリオを導入した。ポートフォリオが、サービス・プロバイ

ダーは仮想化ネットワークやデータセンターのように優れた業務プロセスとソフトウェアを

作成できることで、ネットワークおよびクラウド・インフラストラクチャの統合 管理が実

現した。ポートフォリオは3つのユニークは方法でイノベーションを行う：すべてのネット

ワーク・リソースをダイナミックに特定しサービスを保証できる新たな基礎、注文を履行し

サービスを保証できる完全自動化されたプログラム可能なOSS、自動回復から予測管理へと

進化したビックデータ・ネットワーク分析による「自己回復」環境。当社は70ヶ国以上で約

300のOSS顧客関係を築いている。

-　モーティブ・ビッグ・ネットワーク分析。このポートフォリオは、サービスプロバイダーが

ネットワークからインテリジェンスをより引き出し、戦略的な意思決定、業務効率、顧客体

験、収益生成を改善するための主要顧客データとともに統合する。2014年、当社は新たな分

析能力を導入したことにより、サービス・プロバイダーがVoLTEを導入・運用できる。当社

はまた、サービス・プロバイダーがネットワークや顧客の体験をマルウェアから保護する仮

想化セキュリティ・ソリューションであるMotive Security Guardianを発売した。

•　ポリシーおよび課金。従来の音声やSMSモデルからモバイルデータを中心としたモデルに移行す

ることで生み出される機械を掴むために、リアルタイムのレーティング／課金とポリシーコント

ロール機能を提供し、顧客が「データプランをイノベーション」するのを助ける。2014年、優れ

た仮想化機能は、主要サービス・プロバイダーの要件に対応する5780 Dynamic Services

Controller（DSC）およびSurePay製品の両方にとって重要であった。2014年には、大規模なサー

ビス・プロバイダーとともにポリシーコントロールを行うための当社初の仮想化DSC展開を目に

した。さらに、当社は成長するDiameter Control Point市場をサポートするために、サービス・

プロバイダーが増加する信号トラフィックにすばやく対応できる機能をDSCに追加しした。

Diameter Controlのために当社のDSCを選んだ顧客数は2014年に2倍以上に増えた。

•　コンサルティングサービス。顧客とともに協力し、顧客がビジネスプラットフォームとしての

ネットワークを変革できるよう助けることで顧客の戦略的事項およびビジネス上の問題に取り組

む。当社の経験豊富なコンサルティングチームがグローバルなビジネスやソリューションの専門

知識を元に生み出す。当社は顧客に対して協力的なアプローチでプラスの変化を生み出し、顧客

が信頼するアドバイザーとなる。当社のコンサルティングサービスは、顧客がネットワークイン

フラを監査、最適化、統合して進化させ、業務運営でコストを削減し、新しく生じる機会のメ

リットを活用できるよう助けるものである。また、顧客が新しいインフラサービスを開始したり

成長の速い法人市場に参入するのも助けている。

シフト計画が当社の支払業務の合理化と、IPプラットフォーム内の特定のポートフォリオ売却と段階

的廃止を達成する。さらに、ビジネス・サポート・システム（BSS）事業を段階的に廃止し、OSS事業を

簡略化させている。当社はまた、収益を求め次世代インテリジェント・ネットワーキングおよびメッ

セージング事業を慎重に管理する。

(b) 接続事業セグメント
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(i) 概要

スマートフォン、タブレット、その他のモバイル端末、インテリジェント端末はますます波及し、

人々やビジネス、社会を新しくエキサイティングな方法でつないでいる。サービスプロバイダーは接続

しているユーザーと端末をネットワーク、サービス、アプリケーションへとつないでいる。現在より高

速なブロードバンドへの需要があることは、ブロードバンドのトラフィックが例外的に成長しているこ

とを反映したものである。より多くのデータ、アプリケーションとサービスがクラウドに移行し、巨大

なデータセンターに保管されている。アクセスネットワークは今やユーザーとクラウドを繋ぐ欠かせな

い橋となっており、コンテンツを作成し、サービスを生み出し、どんな端末でも好きな時に好きな場所

からアクセスできるようにしている。アクセスネットワークの役割はパフォーマンスと機能に妥協する

ことなく最低コストでより多くの機能を提供できるよう変わってきている。

アクセスネットワークの役割におけるこういった変化を受け、当社はワイヤレス事業と固定アクセス

ポートフォリオの再ポジショニングを行い、ウルトラブロードバンドアクセスにフォーカスし、顧客に

対して高スピードのキャパシティの高いパフォーマンスに優れたアクセスソリューションを提供してい

る。これらのウルトラブロードバンドのソリューションは最新のイノベーションを固定とワイヤレスア

クセステクノロジーにおいて提供し、固定およびワイヤレスアクセス市場における当社のリーダーシッ

プポジションを確固たるものにする。

2014年、接続事業セグメントは以下の分野にフォーカスして研究開発に取り組んだ。

•　銅とファイバーを使用した、VDSL2、ベクタリング、G.fastや次世代パッシブ・オプティカル・

ネットワーク（NG-PON2）などの超高速固定ブロードバンドソリューション

•　LTEやスモールセルなどのワイヤれるテクノロジーを使用した超高速モバイルブロードバンドソ

リューション

•　固定アクセス（ファイバー・トゥー・ザ・エックスまたはFTTxとして知られる）やワイヤレス接

続（スモールセル、LTEオーバーレイ）に向けた高度に配信されたアーキテクチャーで、総計や

バックホールのためにスケーラブルなアプローチを必要とするもの。

ワイヤレス接続事業と固定アクセス部門に加え、接続事業にはライセンス供与とマネージド・サービ

ス部門も含まれる。

2014年、当社の接続セグメントの収益は、セグメント間収益を含めると7,157百万ユーロ、セグメン

ト間収益を除くと7,151百万ユーロであり、当社の総収益の54％を占めている。

(ii) ワイヤレス

ワイヤレス業界はダイナミックですばやく変わり続け、事業者間の競争は激しいままである。モバイ

ル・データの需要が高まるにつれ、世界的なLTE展開も高まる。増え続けるエンド・ユーザーの需要を満

たし、競争力のある優位性を獲得するために、LTEが必要であることを事業者はよく理解しています。当

社は事業者がネットワークを構築しようとするアプローチに変化を見出した。過去には、2Gから3Gへの

移行では、通信事業者が独占して、コスト削減に注力したネットワーク構築に取り組んできた。しか

し、LTEの場合は、多くの通信事業者がオーバーレイ型のアプローチを選択しており、ここではLTEが既

存の2G/3Gネットワークに代わる別個のネットワークとして実装されている。LTEオーバーレイは理にか

なっています。なぜなら最大のカバレッジと容量、性能でLTEを展開する最速の方法だからです。

当社では3Gおよび4G両方のスモールセルについても大きなモメンタムが見られると考えており、多く

の通信事業者が、急速にコスト効率性高く行う方法としてスモールセルを活用している。2014年、自

宅、屋内、屋外の市場セグメントに渡り世界中でスモール・セルが展開された。この展開により、LTEお

よびマルチ・スタンダード製品の需要が高まった。スモール・セル展開に関連する多くの課題に対処す

るために業界で進歩したことは、スモール・セル展開の拡大に繋がると当社では考えている。

当社のワイヤレス製品およびサービス・ポートフォリオは、モバイル・ネットワーク事業者がコスト

効率の高い形で、モバイル・データ容量に対するニーズを満たすことができるようにするものである。

2014年、当社はワイヤレス・ポートフォリオおよび投資をLTEおよびスモール・セル分野での成長に焦点

を当て、2G/3Gレガシー技術からの移行を進める。

投資を重点的に行ったこれらの分野は、高まるモバイル・データ・サービスに応え、ワイヤレス・

ネットワークの容量を拡大する中、大手モバイル・ネットワーク事業者のワイヤレス優先を映し出すも

のである。

LTE（ロング・ターム・エボリューション）
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スマートフォン、タブレットやラップトップの急増を受け、マルチメディア対応アプリケーション数

が増加し、モバイル・ブロードバンド・データ・トラフィックが急増した結果、4G LTE向け市場や第4世

代ワイヤレス市場は、従来のワイヤレス技術よりも早期に成熟期に達している。2014年、LTEの総合対象

市場が2G/3Gワイヤレス技術の総合対象市場を上回った（Dell Oro、2015年１月）。さらに、GSA（GSMサ

プライヤー協会）によると、2014年度末時点で、124ヶ国で360の商業用LTEネットワークが展開され、

373百万LTE加入者をサポートしている。LTEは、エンドユーザーがワイヤレス・ネットワークを利用して

最適なコストで広帯域幅のコンテンツにアクセスできる環境を作り出し、それによって次世代の手頃な

サービスを実現している。

LTEオーバーレイソリューションに対する当社の焦点は、通信事業者がますますLTEへの移行の重要性

を認識していることの表れに対応するものである。当社では、LTEオーバーレイが高速になり、安全にな

り、専門のネットワークリソースは現在よりうまく運営されると考えている。当社製品とサービスは正

しい専門知識、ツール、手法や経験を提供しており、これらは、顧客がこれらのサービスをもっと迅速

にエンドツーエンドの試用、設計ツール、リモート統合と積極的なトラブルシューティングを利用して

実装できると考えている。

スモール・セル

スモール・セルは、ワイヤレス・ネットワークの範囲と容量をコスト効率の高い形で拡張し、デー

タ・トラフィック・ホットスポットやカバレッジホールが存在するすべての場所において、体験の質

（QoE）を向上させる。

当社のスモール・セルは包括的なものであり、エンドツーエンドで事業者をターゲットとしており、

これらの事業者は3G/4Gネットワークのカバレッジと増加キャパシティを家庭、屋内、公共ドメインで利

用することを目論んでいる。当社のエンドツーエンド・ソリューションは、サイト・アクセス、電源、

バックホールや迅速なネットワーク設計のニーズ、アクセス・ポイント設置、アクセス・ポイント試運

転を含む事業者の課題に対応するスモール・セル・アクセス・ポイントのスイート、3G/4Gマルチ・スタ

ンダード・ゲートウェイ、事業、運用、管理システムおよびワイヤレス・サービス一式を含む。当社の

スモール・セル・ソリューションにより、事業者はネットワークを迅速に拡大し、コスト効率よく優れ

たエンド・ユーザーの経験の質を実現する。

2014年第二四半期において、当社初のマルチ・スタンダード（3G/4G/Wi-Fi）企業用スモール・セル

の展開を発表し、2015年初めに商業リリースを行う予定である。新たな9962マルチ・スタンダード企業

用セルにより、事業者はビジネス顧客のニーズに応え、データ・トラフィックやVoLTEサービスにおける

継続的成長をサポートするために屋内のワイヤレス・サービスを実現する。これは、キャリア統合など

の主要機能と共に単一チップセットを通じて3Gと4G LTEの接続両方をサポートする初のタイプのスモー

ル・セルです。この製品は2013年7月に発表されたクアルコムとのパートナーシップの一部として開発さ

れた。また、家庭用セグメント用にLTEおよびマルチ・スタンダード・スモールセルを含むこの関係を広

げた。

さらに2014年、当社は接続されたストリートファーニチャーを実現する世界でアウトドアにおけるナ

ンバーワンの広告企業であるJCDecauxとチームを組んだことを発表した。当社のスモール・セルを

JCDecauxのストリート・ファーニチャー資産に統合するとこは、Metro Cell Expressソリューションを

実践する力強い一例である。チームは街や電気通信所業者が都市環境と調和するグローバルなソリュー

ションで、ストリート・ファーニチャーにスモールセルを美しく統合するよう最適化に尽力していま

す。

最後に、当社はまた、フランスのCité de l'innovationで新しいスモール・セル・センター・オブ・

エクセレンスを発表しました。そこではスモール・セルを都市、建物、企業環境導入のために簡素化す

るようパートナーと協力を行います。スモール・センター・オブ・エクセレンスは、ハードウェア、ソ

フトウェア、設計・テストに焦点を当てたリソースでマルチ・スタンダードおよびLTEメトロ製品を含む

スモール・セルに従事する研究開発人員をサポートします。

当社は、ABI Research、Current AnalysisやInfoneticsなどの業界をリードするアナリストからス

モール・セル産業でナンバーワンにランク付けされており、50ヶ国以上で76の顧客とスモール・セル契

約を締結しており、これは業界で最大です。

レガシー・ワイヤレス

W-CDMA、GSMおよびCDMAポートフォリオのポートフォリオに対する投資は削減され、ワイヤレス事業

内の成長セグメント（LTEやスモールセル）に関する研究開発に再度焦点を当てる。この戦略に沿って、
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2014年の第二四半期、当社はマクロ2Gおよび3G研究や開発活動、関連する技術サポートサービス、関連

する設計、開発、テスト業務をアウトソースするためインドのHCLとマスターサービス契約を締結した。

当社は顧客関係管理ならびに製品およびフォーとフォリオの所有権を保持し、2G/3Gソリューションを市

場投入し販売する。

RFS（高周波システム）

RFSは、ケーブル、アンテナ、タワー・システム、これらに関連する電子部品の設計と販売を行い、

高周波製品のエンドツーエンドのパッケージ・ソフトを提供している。RFSは、ブロードキャストや、ワ

イヤレス通信、極超短波および防衛事業において、相手先商標製品製造会社（OEM）のほか、配信事業

者、システム・インテグレーター、ネットワーク事業者および設置者に向けて提供している。RFS製品固

有のアプリケーションには、セル方式の施設、トンネル内と室内における無線の受信、極超短波のリン

ク、テレビ、ラジオなどがある。

(iii) 固定アクセス

当社固定アクセス部門は、サービス・プロバイダーがデジタル加入者線（DSL）およびファイバー接

続を解して高速ブロードバンド接続を提供することができるようにする固定アクセス製品の設計と展開

を行っている。Fiber-to-the-x（FTTx）機器としても知られるこられの製品は、世界各国の家庭および

法人顧客に対して、インターネット・アクセスやその他のサービスを提供している。これらの製品も、

交換局と一般家庭を結ぶ通信手段にIP接続を提供することで、レガシー・ネットワークからIPへの移行

完了に寄与している。

当社は、固定ブロードバンド・アクセス市場において世界をリードする企業であり、音声、ビデオお

よびデータ・サービスの最大規模を誇る大々的な展開を支援している。業界アナリストによれば、当社

はDSL技術の世界最大手のサプライヤーであり、世界全体の出荷済みのポートに基づくDSL市場占有率の

収益の42％を占めている。また、ギガビット・パッシブ光ネットワーキング（GPON）技術でも世界第3位

のサプライヤーとしての地位にあり、全世界の市場占有率の22％を占めるに至っている。世界中に設置

された当社の基盤には、299百万超のDSL回線と出荷済みの18百万超のGPONポートが含まれる。当社は世

界中で最大かつ最も発展したファイバー・トゥ・ホームの実装で存在感がある。これには、170 GPON

ベースを上回るものや

20ポイント・ツー・ポイントのファイバープロジェクトも含まれる。当社は、90社以上の顧客と契約を

結ぶVDSL2展開におけるリーダーであり、すでに28社の顧客が当社の新しいVDSL2

Vectoring技術を求めて契約を結んでおり、65件を上回る試用サンプル実績がある。これは、現行の銅の

インフラを上回る100 Mbpsのスピードを提供する。さらに、当社は最新のDSLイノベーションG.fastの試

験を30回行った。

当社は、世界で最も速い速度でブロードバンド市場が成長を遂げている中国市場においても、大手サ

プライヤーとしての地位を確立している。当社は、最先端および次世代のファイバー技術に対応する市

場最大容量のファイバー・アクセス・プラットフォームを有している。ファイバー技術におけるこうし

たイノベーションにより、サービス・プロバイダーは利益向上の可能性を広げ、運用コストを下げなが

ら、同時に品質とエンド・ユーザーの顧客体験を向上させることが可能となる。世界中の通信事業者が

銅とファイバーの混合タイプのモデルを求めており、自社のビジネスケースを改善したいと考えてい

る。通信事業者がミックスしマッチできるようなソリューションを確立してきた。これは、多様な技術

や実装モデル（FTTNからFTTHまで）を備えたもので、できる限り高速な投資収益と市場投入速度の達成

を見込むものである。

2014年、固定アクセス部門は以下の分野にフォーカスして研究開発に取り組んだ。

•　銅とファイバーのアクセスをサポートする固定アクセス製品。サービス・プロバイダーがどのよ

うな展開モデルが要求されても、銅とファイバー技術の両方のミックスを効果的に展開できるよ

うにする当社の固定アクセスポートフォリオによってサポートされる製品および技術の広さ。

•　VDSL2ベクタリング技術を備えたハイエンドなマイクロノードポートフォリオ。新しいマイクロ

ノードは、通信事業者がファイバーをネットワークの奥深くまでもたらし、ファイバーを完全に

屋内にもたらすためにVDSL2ベクタリングをスピード加速に使用する機会を提供する。ポート

フォリオはカスタマイズ可能で、全てのネットワークニーズに提供できる。
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•　既存の銅インフラを介して、家庭や企業のデータ速度を100メガバイト／秒（100 Mbps）以上に

上げるVDSL2ベクトリング。当社は、テレコム・オーストリアとともに、G.Fastライブを行い製

品の発表を行った最初のベンダーである。

•　サービス・プロバイダーのファイバー・ネットワークと次世代パッシブ・オプティカル・ネット

ワーク（NG-PON2）で市場初になることへの注力における投資収益率を高めるための技術に

フォーカスを当てたFTTHへの継続的な投資。

•　高キャパシティ7360 ISAM FXプラットフォーム上のDPoE（EPONのDOCSISプロビジョニング）と

10G EPON。DPoEとはケーブルマルチプル・システム・オペレーター（MSO）のための重要な特徴

である。この理由は、マネジメントシステム内でファイバーネットワークを透明にしながら、特

にアップリンクでの高速をもたらす。当社は北米でこのソリューション向けの主要な契約を3つ

獲得した。

(iv) ライセンス供与

ライセンス供与部門は、収益を生み出すためにライセンス供与特許の戦略を積極的に追及するところ

である。当社では収益を生み出すため、第三者の当事者に対しても選ばれた技術のライセンス供与を

行っている。追加の収益は選ばれた特許の販売を通じて得られる。

(v) マネージド・サービス

当社のマネージド・サービスはネットワーク事業運営及びキャリアや戦略的業界市場のためのその他

の焦点を当てたソリューションを含むものである。当社のソリューションは、市場投入時間を加速し、

サービスの質を継続的に改善し、持続可能な運営費用を総合で削減することで顧客を助ける。当社の

ポートフォリオでは、ネットワーク・オペレーション・サービスに加えて焦点を当てた革新的なソ

リューションを2件提供している。

•　BOMT（建設・運営・管理・移管）ソリューション。当社は顧客が新しい当社の製品、技術、ソ

リューションをより速く導入し、運営するのを助ける。BOMTプログラムの一環として、当社は顧

客のネットワークを運営・管理し、契約終了時点で顧客に対して運営を移管し、知的財産のライ

センス供与を行うオプションがある。

•　運営移管ソリューション。当社は顧客のネットワーク・オペレーションを管理し、複数ベンダー

ネットワークの運営機能を移管する。当社では顧客の所有するレガシーインフラを管理し、顧客

のニーズに合わせて移管ペースを調整する。最終的に、当社は契約終了時点で顧客に対して運営

を移行し、財産のライセンス供与を行うオプションがある。

•　ネットワーク事業運営サービス。当社ではグローバルネットワーク事業運営センターから基本的

なネットワーク運営フォールト管理サービスと問題解決を提供することでコスト効率性の高いア

プローチを提供している。これには、サービス管理および顧客体験管理サービスが含まれる。

(c) その他のセグメント

政府

LGSイノベーションは、米国の国立の安全、防衛、高度調査機関のために安全なネットワーキング、

衛星通信、VoIP、光学ルーターやその他のソリューションを提供しており、60年以上にわたって米国連

邦政府にとっての信頼されたパートナーとしての遺産がある。2014年3月31日、当社は、マディソン・

ディアボーン・パートナーズが率いる投資家グループが所有し、

CoVantを含む米国拠点の企業に当社子会社であるLGSイノベーションズLLCを売却した。

2014年、当社のその他セグメントの収益は41百万ユーロで、当社全体の売上の1％以下であった。

２【生産、受注及び販売の状況】

当社は、実質的にすべての製品とサービスを、直販部隊を通じて世界最大の電気通信サービス・プロバイ

ダーに販売している。中国等の一部の国々では、直販部隊が現地パートナーとの合弁企業で業務を展開してい

る場合があり、間接チャネルを活用する場合もある。小規模および地域のサービス・プロバイダーへの販売向

けとして、当社では直販部隊および付加価値再販業者を利用している。当社の販売組織は、顧客を重視した活
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動に第一義的な責任を持っており、サブマリン・システムや高周波システムなどの戦略的産業分野に関してそ

の責任を販売チームと共同で担っている。当社は、HPやAccentureなどの企業とのパートナーシップも活用し、

サービスプロバイダーやその他の非通信セグメントに様々な製品を販売している。

2014年、当社はチーフ・マーケティング・オフィス機能を作成した。これは、当社のマーケティングとコ

ミュニケーションの専門知識をグローバルでひとつの組織に集約するものである。さらに、当社は市場戦略機

能を拡大して世界中の新しい市場に到達しようとしている。この新組織に関する詳しい情報は、セクション

「3-（2）事業内容」に記載されている。
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３【対処すべき課題】

該当なし。

４【事業等のリスク】

事業、財政状態または経営成績は以下のいずれかのリスクによって重大な悪影響を受ける可能性がある。当

社の事業にとって重要と思われる具体的なリスクについて説明するが、当社が直面するリスクは以下に記載さ

れたものだけではない。一般的に、他の業種の会社にも同じように当て嵌まるリスクについては、景気または

市場の全般的な状態、あるいはそれ以外の要因によるものであるため、ここでは議論しない。当社の事業は、

当社が把握していない追加リスクまたは現時点ではそれ程重要でないとみなしたリスクの影響を受ける可能性

もある。

（1） 事業等のリスク

シフト計画は意図した結果を生み出さない可能性があり、キャッシュフローを生み出す事業にうまく当社を

転換させられない可能性もある。

シフト計画の目標は当社をIP（インターネットプロトコル）及びクラウド・ネットワーキング、革新や転換

を開放することに再度重点を置いたウルトラ・ブロードバンドの専門家へと転換させるためにデザインされた

もので、2015年からキャッシュフローを生み出す事業の達成を目指すものである。シフト計画は、まず何より

も、2012年のコスト基盤と比較して2015年に950百万ユーロの固定コスト削減、そして、

2013年から2015年にかけて卓越した十億ユーロのキャッシュフローの流入（資産売却及びその他の措置を通じ

たもの）を達成し、また、2十億ユーロの債務レベルの見直しを行うことで2十億ユーロの債務の削減も目指し

ている。当社ではシフト計画の実行成功が当社の事業にとって重要であり、当社の事業をキャッシュフローを

生み出す事業に変換させていく能力が重要だと考えているものの、シフト計画（このシフト計画に関する詳細

は「7-（5）戦略と見通し」を参照のこと）で設定した目標を達成する能力については、当社ではコントロール

できない多くの要因に依存している。また、これらの目標は、変更される可能性のある今後の事業環境や決断

に関する前提に基づいたものである。

シフト計画の実行成功と、シフト計画の根底にある目標の達成を妨げる要因には以下のものが挙げられる。

•　市場の成長、顧客の需要、当社が事業運営を行っている業界の動向、これらの動向からメリットを得る

当社の能力に関する当社の予想は正確ではない可能性もあり、グローバル経済における変化がシフト

計画を実行するうえでの当社の能力に影響する可能性がある。

•　競争の激しい市場においては、新製品の開発や既存製品の改善を成功させる当社の

能力、当社製品を新規および既存の顧客にマーケティングを行う能力、新しい市場に参入もしくは事

業を成長させる能力については目標に到達できない可能性があり、シフト計画に設定した期間内に当

社をIPおよびクラウドネットワーキングとウルトラブロードバンドの専門家に転換させることができ

ない可能性がある。

•　シフト計画実行に関連した組織変更には、リソース、システム、ツールの改善と調整が必要であり、整

然と完了が行われなかった場合、シフト計画が設定する目標を達成する当社の能力に影響する可能性

がある。

•　当社の予定するコスト削減とシフト計画で意図した効率性を達成するための能力は、目標を下回った

り、達成に至らない可能性がある。

•　シフト計画が意図する取り組みを実行に移すためのコストは当社の予想を上回る可能性があり、シフト

計画に基づいて目標に掲げるキャッシュフローを実現できない可能性がある。これらのなかには、シ

フト計画に関連して予想される売却が予想正味収入のレベルを満たさない場合などが含まれる。

•　研究開発活動を含む、当社のコスト削減への取り組みは、当社が新しい製品を開発したり既存の製品改

善したりする能力や特定の市場で効率的に競争していく能力にマイナスの影響を与える可能性があ

り、シフト計画が意図する主要市場において当社が首尾よくイノベーションを続け、技術的に競争力

の高い企業であり続けるということについては何の保証もない。
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•　変化を続けるテクノロジーの結果として、現在の当社の特許ポートフォリオの現金化を成功させること

ができない可能性がある。

•　2015年末までの間にかけて、常時シフト計画のメリットを認識することができない可能性があり、2015

年以降まで、または全くメリットが認識できない可能性が考えられる。

•　当社が実行している取り組みの多くは当社従業員や労働者の代表に対して状況を知らせ、相談する必要

があり、こういったプロセスがタイミング、コスト、予想される削減の程度や、あるいはシフト計画

が定める一部の取り組みの実行可能性に影響してしまう可能性がある。

•　シフト計画に基づく取り組みに関連して、当社グループの熟練した従業員の一部が当社を退社する可能

性が考えられ、こういった専門性の喪失により、当社はシフト計画の目標を達成するうえでの能力を

制限してしまう可能性がある。

当社ではシフト計画の実行を予定しているものの、実行がうまく行く、あるいは、予想した通りのメリット

やその他のコスト削減への取り組みがうまくいくという保証はどこにもない。さらに、もし経営陣が変更を行

うと決定した場合、シフト計画が将来変更されないという保証はどこにもない。シフト計画におけるいかなる

変更も、予想した通りのメリットやその他のコスト削減への取り組みを実現できる能力を減少させてしまう可

能性がある。

シフト計画が設定する予想メリットやコスト削減の実現が不可能な場合、当社の評判にマイナスの影響を与

える可能性、もしくは、当社の事業、財務状態、事業運営結果、キャッシュフローにマイナスの影響を与える

可能性がある。さらに、シフト計画とコスト削減への取り組みを実行するための継続的努力が、経営において

その他の事業への集中を散漫にさせ、当社の事業にマイナスの影響をもたらす可能性がある。

電気通信業界は業績の変動が激しく、景気、技術の展開と購入および投入時期に関する、当社製品とサービ

スを購入するサービス・プロバイダーやその他顧客による意思決定、ならびに企業と個人による通信サービス

に対する需要と支出をはじめとする数多くの要因の影響を受ける。

2014年の世界の電気通信業界の支出傾向はさまざまで、スマートフォンの普及、モバイル・データおよび

All-IPネットワークの移行により、主に米国や中国におけるIPの支出およびヨーロッパなどの特定地域の4G

LTEワイヤレス技術は拡大した一方、一部地域のマクロ経済環境と政治の混乱が支出にマイナス影響を及ぼし

た。世界経済の回復力が不透明であるため、実際の市況は当社の見込みや計画とは大幅に異なるものとなる可

能性がある。さらに市況は、地域によっても、多様な技術の内容によっても異なり、大幅な変動に陥りやすい

可能性がある。当社が参入している特定の産業セグメントの状況は、他のセグメントよりも脆弱である場合が

ありうる。そのような場合、当社の事業は悪影響を受ける可能性がある。

当社製品やサービスを購入するサービス・プロバイダーとその他顧客による設備投資が見込みを下回る場

合、収益や収益性は悪影響を受ける可能性がある。当社製品やサービスを購入するサービス・プロバイダーと

その他顧客の需要レベルは素早く変化する場合がある。また、月次ベースでの変化など、短期間で変化する可

能性がある。電気通信業界は先行きが読みづらく、変化が激しいため、収益、業績ならびにキャッシュ・フ

ローを正確に予測することは依然として困難である。

加えて、粗利益は売上高ならびに製品と地域構成によって影響を受ける。そのため、製品に対する需要の落

込みにより売上数量が予想を下回った場合、または製品構成が不利な結果をもたらす場合には、予想された粗

利益を実現できず、収益性は予想を下回ることになる。こうした要因は四半期毎に変動する可能性がある。

当社の事業は多額の資金を必要とするため、流動性供給源を利用できない場合、または当社の事業運営に必

要な資金を十分に調達できない場合には、追加的な資金源が必要になる可能性がある。

これまで、当社の運転資金ニーズとキャッシュ・フローは数多くの要因に左右され四半期毎や年毎に変動し

てきた。またこの状況は今後も続くであろう。また、当社の運転資金ニーズとキャッシュ・フローは今後も数

多くの要因によって四半期毎および年毎に変動することが予想されている。キャッシュ・フローの変動を管理

できない場合には、当社の事業、経営成績ならびに財政状態は重大な悪影響を受ける可能性がある。キャッ

シュ・フローの変動の原因になりそうな要因は、以下のとおりである。

•　売上および収益性の水準

•　在庫管理の有効性

•　売掛金の回収および支払条件の変化
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•　設備投資の時期と金額

•　予想される再編措置に付随する費用、ならびに

•　顧客の信用リスク。

今後、当社の資金源は、進行中の事業から生まれるプラスのキャッシュ・フロー、事業売却で得た利益、

様々な形態の社債や株式の発行、および2014年12月31日の新しい504百万ユーロのリボルビング融資枠の担保付

き優先信用融資枠信用融資枠など、様々な資金源から資本資源を得ることになる。。これらの資金源は、様々

な要素次第となる。例えば、当社顧客の未払の売掛金の支払能力のほか、支払期間延長の付与の依頼人、貸手

や投資家による当社の信用の質に関する認識、一般的な負債および株式市場動向、そして信託証書の諸条件の

遵守などである。現状を鑑みると、いつでも負債および株式市場に頼ることができるとは言い切れない。事業

や資金源の現状および全体的な市場環境を考慮した上で、当社は、今後12カ月間の業務資金を十分調達できる

資金源を有しているものと確信している。しかしながら、事業環境が大幅に悪化した場合、あるいは信用市場

で入札や契約履行保証が難しくなった場合、あるいは当社の顧客が支出計画を大幅に削減した場合、当社の流

動性状況が悪化する可能性もある。当社の現在の予想を上回るような資金需要に対応できるだけのキャッシュ

フローを営業活動から生み出すことができない場合、営業の追加的な改善を通じて、あるいはシフト計画実行

を通じて既に取得されていたり取得される予定の資金以外に、資本市場における資金調達、資産の売却もしく

は第三者からの資金供与といった外部の資金源を通じて、補完的な資金を確保する必要性も生じ得る。当社が

納得できる条件でかかる資金調達手段を利用できる保証はない。当社がより高水準の債務を負っている場合に

は、かかる債務の元利金返済に充当される営業キャッシュ・フローの比率を高める必要がある。負債の返済資

金が増加すると、研究開発費および設備投資などの営業活動に充当できる資金が不足し、当社の事業は重大な

悪影響を受ける可能性がある。

当社が資本市場を利用できる可能性と当社の資金調達コストは、当社の負債と企業の信用に関するスタン

ダード・アンド・プアーズ、ムーディーズあるいは同様の格付機関の格付、および当社事業に関する同社の見

通しによって異なってくる。当社の現在の短期信用格付と長期信用格付のほか、当社の格付が将来引下げられ

ると、資金調達コストの上昇を招くとともに、資本市場を利用できる機会は減少する。当社の信用格付によっ

て受入可能な条件で資本市場を十分に利用できること、あるいは格付を取得後、スタンダード・アンド・プ

アーズ、ムーディーズあるいは同様の格付機関から引下げられないと保証することはできない。

顧客の財政状態が悪化すると、信用リスクと商業リスク、ならびにリスク資産総額は増大するおそれがあ

る。

当社の売上の中では、電気通信業界に属する顧客向けの売上がかなりの割合を占めている。これらの顧客に

よっては、商取引を行う条件の1つとして支払期間の延長、直接融資またはそれ以外の形態での金融支援を自社

のサプライヤーに要求する場合がある。当社は、これまで当社事業にとって適切な場合に資金調達を行ってき

たが、今後も同様の資金調達を提供する、あるいは同様に確約することを予定している。当社が顧客に資金供

与を手配できるか、または資金供与を実施できるか否かは、当社の信用格付、当社の信用枠のレベル、ならび

に当社が受入可能な条件で契約債務を売却できるか否かという点をはじめ、数多くの要因によって左右され

る。当社は日常的に顧客との間で長期契約を締結する予定であり、当社の顧客はこの契約に基づいて長期にわ

たって多額の支払いを行う。当社は、このような契約に従って、顧客から多額の支払いを受ける前に、約定価

格の重要な部分に相当する製品とサービスを提供する。顧客に対して行われる資金提供と長期契約に基づく事

業リスクに伴い、顧客の財政状態が悪化すると当社の事業は悪影響を受けるおそれがある。過去に、一部の顧

客が該当する法域の破産法または会社更生法に基づいて保護を申請した、あるいは経営危機に陥った。経済状

況は引き続き不透明と見込んでいるため、2015年の状況がどのように進展するか予測することはできない。顧

客が経営危機に陥った場合には、当該顧客に対する信用供与および融資で損失が発生したり、当社の商業リス

ク損失のほか、顧客の事業継続に損失が発生するおそれがある。顧客が当社に対する義務を履行できない場合

には、キャッシュ・フローの減少および引当金を上回る損失を受ける可能性があり、経営成績と財政状態は重

大な悪影響を受ける可能性がある。

デリバティブ商品を利用して市場リスクを軽減できないと、財政状態と経営成績は悪化する可能性がある。

当社は世界中で事業を展開しているため、当社の資産、負債ならびに収益、諸経費の大部分はユーロと米ド

ル以外の様々な通貨建てになっている。財務書類はユーロ建てで作成されているため、為替レートの変動（と
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りわけ、米ドルまたは米ドルにリンクされている通貨の対ユーロ相場の変動）は当社の四半期または年次ベー

スの計上業績に重大な影響を与える可能性がある。

そのほかにも、当社は金利および保有する市場性証券相場の変動を含む市場リスクも受けている。当社はこ

うしたリスクの一部を軽減するためにデリバティブ商品を利用することができる。市場リスクを軽減する戦略

が成功しないと、財政状態と経営成績が損なわれる可能性がある。

その他の無形資産やのれんの減損により、財政状態や業績は悪影響を受けるおそれがある。

当社は、とりわけアルカテルとルーセントに関連するのれん、ならびに取得した無形資産、売却、リースま

たはその他の販売を目的としたソフトウェアの開発費用およびに内部での使用を目的としたソフトウェアの開

発費用を含む多額の無形資産を所有している。耐用年数が定められていないのれんおよび無形資産は減価償却

されないが、年に一度、また減損損失が発生したことを示すイベントまたは状況が発生した場合にはそれより

も頻繁に、減損テストが実施される。その他の無形資産は定額法により推定耐用年数に応じて減価償却が行わ

れる。製品の製造中止、工場の閉鎖、製品の処分、あるいは簿価の回収が完全にはできないことを示唆する状

況の変化があった場合には、減損損失の再評価が行われる。

これまで、当社は、上記の事象の一部の他、シフト計画などの構造改革や市況の悪化（当社に特有のもの

か、より広い範囲の電気通信業界に特有のものか、またはより一般的なものかにかかわらず）の可能性など、

様々な理由から多額の減損費用を認識してきた。

過去の減損に関する詳細は注記2-cを参照のこと。

この製品部門の回収可能価額の判断に使用する主要仮定条件に重大な不利な変更がある場合は、とりわけシ

フト計画によるものであり、将来的には追加の減損費用が発生する可能性もあり、その影響が重大なものにな

る可能性があるだけでなく、当社の経営成績または財政状態に悪影響を与えるおそれがある。

当社は、数多くの企業が参入し、極めて競争の激しい業界で事業を展開している。効果的に他社と競合でき

ないと、当社の事業は損なわれることになる。

各事業部門は激しい競争にさらされており、製品提供内容、技術力、品質、サービスならびに価格の面でし

のぎを削っている。新規サービス・プロバイダーと法人顧客の獲得競争のほか、新しいインフラストラク

チャーの展開を巡る競争が特に激しくなっており、価格を重視する姿勢が強まっている。競争力のある価格設

定に加え、高品質で高度な技術を備えた製品に対する強力なサポートと統合サービスなどの数多くのメリット

を既存顧客と見込み顧客に提供している。しかしながら、価格だけで購入決定が行われる場合、状況によって

は有利に立てない場合もある。

当社には数多くのライバル企業が存在する。その多くはすでに当社と競合状態にあり、その一部は極めて規

模が大きく、強力な技術力と財務力を備えており、世界中のサービス・プロバイダーとの関係を確立してい

る。一部の競合会社は極めて低いコスト構造を備えているため、価格面では非常に高い競争力を維持してい

る。さらに、技術の取得またはシフトに伴って、新しい競合企業がこの業界に参入してくる可能性がある。既

存の競合企業に加え、電気通信、コンピュータ・ソフトウェア、コンピュータ・サービス、データ・ネット

ワーキング業界からも新たな企業が参入してくる可能性がある。当社がこれらの企業との競争に打ち勝つと保

証することはできない。競合企業は、当社が対抗または提供できないような低価格、製品またはサービスの追

加、あるいは魅力的な商品構成またはサービス構成、あるいはサービスその他のインセンティブを提供できる

場合がある。これらの競合企業は、新たに台頭する技術への迅速な対応という面で、当社よりも有利な立場に

ある可能性がある。また、さらに大規模な販売キャンペーンを実施し、さらに積極的な価格設定方針を採用

し、既存の顧客、潜在顧客、従業員ならびに戦略的なパートナーに対してさらに魅力的な提案を行うことがで

きるかもしれない。

技術が当社の製品とサービスの原動力になっている。当社がこの業界における技術的進歩に追いつけない場

合、または商業的には受け入れられない技術を追求する場合には、顧客は当社製品の購入や当社サービスの利

用を見合わせる可能性がある。

電気通信業界では数多くの様々な技術を利用する。大手サービス・プロバイダーは複数の、時には互換性の

ない技術に投資することが多い。この業界では、テクノロジーのアップグレードが頻繁に行われるほか、時に
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は大規模なアップグレードを求められることがある。そのうえ、当社のサービス収入を増大させるため、つね

に卓越したツールの開発と保守を行う必要がある。当社には既存および潜在的なテクノロジーのすべてに投資

できるリソースはない。そのため、当社は、顧客に大いに受け入れられている、あるいは今後受け入れられる

であろうと確信する技術、そして当社が適切な技術的専門性を有すると確信する技術に対して経営資源を集中

させる。しかしながら、既存商品のライフ・サイクルは短く、価格はライフ・サイクルを通して下落するとい

う特徴がある。加えて、顧客が当社の開発した製品を採用しない場合、またはそのようなテクノロジーが最終

的に有効ではないことが判明した場合には、テクノロジー開発に対する当社の選択は誤りであったことにな

る。当社の収益と経営成績は、顧客にとって魅力的な製品のポートフォリオとサービスを維持できるか否か、

既存製品を拡張できるか否か、今後も巧みにかつ適時に新製品を導入できるか否か、ならびに当社が提供する

サービスのために新ツールの開発、または既存ツールの拡張ができるか否かによって大きく異なってくる。

当社が技術の実現を可能とするには努力を要すること、上述したように顧客市場が急速に変化しているこ

と、ならびに重大な競争の脅威が存在することを理由として、新しい技術の開発は、当社にとって重大なリス

クとなっている。

これらの製品をタイムリーに市場に出せない場合、市場シェアの低下、あるいは新技術を新規市場で売り込

む機会の喪失につながり、当社の事業や業績に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。

当社は、限られた数の社内外の製造組織、流通センターおよびサプライヤーに依存している。こうしたパー

トナーが当社の要件どおりに提供または実行できない場合、十分な量の製品、サービス、ソリューションを期

日どおりに納品する当社の能力や、品質、安全性、セキュリティ基準に対応する当社の能力に悪影響が及ぶ可

能性がある。

当社の製造戦略は、社内の製造場所と外部の製造サプライヤーの2つの主要生産ソースの上に成り立ってい

る。外部の製造手段を使用する場合、在庫、標準製造設備および共通の試験設備の主要所有者は外部製造者で

あるが、大部分の場合は特注の試験設備は当社の所有であるため、不要になった場合は、簡単に製造場所を変

更できる。社内の製造場所の製造設備と共通および特注の試験設備は当社の所有である。

当社の事業継続計画には、経済的に実現可能な場合は、指定地域内で当社の供給と出荷をサポートおよび最

適化するサプライ・チェーンを確保するための地域の調達戦略の実装も含まれる。この計画には、指定の設備

に問題が発生した場合に、社内および外部の製造場所の両方に代替製造場所への移動可能性が含まれる。さら

に、すべての施設に対して、内部および外部監査を実施し、全体的な事業中断リスクを削減するために必要な

アクションを特定する。

ただし、上記の対策にもかかわらず、当社製品のすべての混乱リスクを完全に軽減することができない場

合、混乱事象の内容によっては、製造を優先順位付けする必要性が生じ、その結果、一部の製品の供給が他の

ものより大きく影響を受ける場合がある。

調達戦略は年に1回開発および更新され、購入部品、完成品、サービス、ソリューションの選択に使用する

主要テクノロジーと供給ソースが特定される。当社は、可能最大の範囲で、業界標準の多くの部品および原材

料ファミリーは複数ソースから調達する。多くの部品および完成品に対して、当社は混乱事象が発生した場合

に追加在庫にアクセス、または最終顧客の需要増加に対応できるように複数の事前定義されたソースを使用す

る。一方、単一ソースの部品またはリードタイムが長い部品に、予測しなかった需要増、部品を通常は異なる

競合他社へ配分を行うことによる不足、サプライヤーの生産中止、品質上の問題など、さまざまな理由により

サプライ・チェーン・リスクが発生した場合は、製品の出荷に悪影響を及ぼすことがある。また、特定の部品

に対して、代替ソースを技術的に使用できなくなる場合がある。複数ソース戦略に加えて、主に当社の要件を

満たす「優先」サプライヤーで構成されたグループのなかで新製品や大量生産のためのサプライヤーベースを

集中させることで、調達の混乱を軽減する努力をさらに行う。これらの優先サプライヤーは品質および性能の

監視下にあり、定期的な企業レビューや経営管理管理の対象となっている。

製造および調達戦略、当社の事業継続計画、物流ネットワークに関して講じた手順にかかわらず、これらの

手順が当社のサプライ・チェーンのさまざまな段階の混乱を避けるために十分であることは保証できない。こ

のような段階の混乱が、十分な量の製品、サービス、ソリューションを期日どおりに納品する当社の能力や、

品質、安全性、セキュリティ基準に対応する当社の能力に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。
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当社は、人事（HR）プロセスやインフラの大部分を外部委託しており、外部企業の信頼性への依存度が高

まっている。これらのプロセスが中断されると、反応やこれらのプロセスに対して多大なマイナスの影響が出

る場合があり、これは当社の事業運営にとって多大な事態となり、変化するビジネスニーズに対応する能力が

変わってくる。

財務と人事の領域でアウトソースされるサービスのカスタマイズの性質が原因で、外注先企業と効率的関係

を結べない場合は当社にとって継続的問題、さらにはビジネスの中断につながる場合がある。さらに、経営陣

の焦点が直接型から間接型の運営管理に向かうに伴い、積極的経営陣のいないリスクやサービスは標準的な質

を下回る可能性がある。外注を行っている会社が達成できない追加リスクというものも存在し、この場合、影

響を受けたサービス、契約上の救済措置は、当社が被った損害を全て補填できない可能性がある。これは特に

パリにあるユーロネクスト証券取引所やニューヨークにあるニューヨーク証券取引所に上場されている報告要

件には特に当てはまるものである。

このアウトソーシングを実行するため、ビジネスプラクティスやプロセスの変更が求められ、経済規模や事

業運営効率を活用できるようにし、事業を行う方法を反映できるようにする。結果として、個々の事業部門ま

たはグループ全体に向けてカスタマイズされたビジネスプロセスは、現在よりも標準化されたフォーマットに

なる。アウトソーシングへの移行の途中で、当社従業員はアウトソーシングを行う会社のスタッフや発注先の

会社のシステムの訓練を受ける必要が出てくるようになり、これは将来的な結果として人事の変更につながる

可能性がある。従業員の規模やアウトソーシング先の会社に従業員を移管することで、労働問題にも影響が出

る可能性があり、これはアウトソーシングの事業に影響する可能性がある。もし十分に対処がなされた場合、

この移行は一部の人材の損失につながる可能性がある。

また、監督手順の独立承認にも関わらず、当社が効率的に実行できないというリスクも存在する。機密性の

高いデータ、戦略的技術の適用、グループの記録へアクセスできることで、第三者から生じる問題と言うのも

あるだろう。

長期的に見れば、こういった種類の組織は将来的にはアウトソーシングを行う会社の独立性を生み出す。こ

の独立性は期間を通じて増していくものである。というのも、当社の能力では日々の業務や実体験で学ぶもの

であり、変容するビジネスのニーズは変わっていく可能性がある。

外注の財務や人事サービスについては定評のある企業を選び、リスクを認識してこのリスクを最低限に抑え

るために協力しているものの、これらのプロセスを完璧とし、中断がないようにすることは不可能である。こ

れらの問題が生じた場合、当社の事業運営、特に移行時期において大きなマイナスの影響を生じさせる場合が

ある。派生して生じるパフォーマンスの問題は締切の忘れ、財務的損失、ビジネス機会の喪失や評判の問題に

つながる場合がある。当社はこれらサービスの移行において大きな進歩を遂げ、最新サービス継続に関して、

なんら問題が生じていない。

情報システム・リスク、データ保護違反、サイバー攻撃、産業スパイにより、当社が所有する、または当社

に委任されている知的財産および機密情報に不正アクセス、または変更、または不正利用または損失、ならび

に当社システムまたは当社が管理しているシステムの使用妨害などが発生することがある。

当社の事業および競争力に不可欠な貴重な知的財産ならびにその他の機密および専有情報（当社および顧

客、サプライヤーおよび当社の顧客のエンドカスタマーを含むその他の第三者の）は、当社の情報システムに

保存または当社の情報システムを介してアクセスできる。そのシステムの大部分は、当社のIT事業ならびに当

社が管理または第三者に販売しているネットワークおよび情報システムの相当部分をアウトソーシングしてい

る、またはそのセキュリティおよび信頼性に対して当社が責任を有する第三者によって管理されている。その

ような情報への不正アクセスまたは修正、または不正利用または損失により、当社の事業および事業結果に重

大な悪影響が及ぶ可能性がある。当社がクラウドベースのプロバイダーとサービスの試用を拡大するのに伴

い、当社が直接に管理できない社外の情報が増えることになり、これによりリスクが増える。また、多様化、

アウトソーシング、規模縮小といった事業活動が増えることで、重要な情報が社外や社内の要因で妥協される

ことになる。

認可されていない第三者が、アドバンスト・パーシスタント・スレット攻撃、「フィッシング詐欺」および

その他の攻撃などの最新の攻撃を使用して、当社の情報システムをターゲットにした。当社の情報システムに

アクセスこのような試みは、2013年に1度成功しており、攻撃の総数は世界中で増えており、当業界においては

2014年には2度あった。当社はこれら攻撃の影響を調査した。2013年と2014年の攻撃に関して、機密性の高い情
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報が攻撃に遭ったと考える理由はないものの、調査が示すように、データの一部が抽出されたため、調査の現

段階では、決定的とみなせる段階にない。当社は今後も継続的に、そのような攻撃によってビジネスまたは事

業、またはその顧客に重大な影響を及ぼすリスクを相当に軽減すると考える是正措置を講じる。しかし、他に

も成功した、または検出されなかったサイバー攻撃があったという可能性を無視することはできない。当社の

ビジネスは、第三者および従業員による窃盗、詐欺行為、トリッキーなまたはその他の形態の策略、妨害行

為、国際的な野蛮行為に対しても脆弱である。

当社には、既知のまたは疑わしいデータ違反に対応するための措置が講じられている。さらに、システムの

脆弱性とセキュリティ保護の有効性の定期評価を実施、社内およびサプライヤー、ビジネス・パートナーとの

連携の下で情報セキュリティ改善プログラムを実施してきており、今後も継続して実行する。また、当社はこ

の分野に配分するリソースも増加させている。ただし、既存の手順または改善プログラムが将来のセキュリ

ティ違反またはサイバー攻撃の防止に対して十分であることは保証できない。さらに、情報技術事業やその他

事業の相当部分をアウトソーシングしているため、当社にはそのような第三者の脆弱性に対しても責任があ

る。情報技術は急速に進化しており、不正アクセスに使用するテクニックまたはシステムに対する妨害行為は

頻繁に変更され、サイバー攻撃およびその他の産業スパイの背後にいる当事者は精巧で十分な資金を有してい

るため、すべての既知の脆弱性をタイムリーに軽減、またはサイバー攻撃およびデータ違反のすべてのリスク

を排除することは商業的にも技術的にも無理である。知的財産および機密情報への不正アクセスまたは変更、

または不正利用または損失により、訴訟が起こされ、顧客、サプライヤーおよびその他の第三者に対する責任

を問われ、競争面でのポジションに悪影響を与え、研究・開発部門およびその他の戦略的イニシアチブへの投

資価値が減少し、ブランドおよび評判にダメージを与える可能性があり、当社の事業、事業結果または財務状

況に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。さらに、情報システム保護措置の追加実装のコスト面および事業面へ

の影響が相当なものになる可能性がある。そのような措置の実装は成功しないことがあり、事業は混乱し、よ

りコスト高になり、時間を要し、リソース集約型になる可能性がある。そのような混乱の結果、事業に悪影響

が出る可能性がある。

当社はIT事業の大部分を外部委託しており、これらの事業の信頼性を確保するために外部企業が講じる予防

的措置にますます依存する状況が生じている。

こうした予防的措置にもかかわらず、アウトソーシングしたものや自社管理するものを含めたIT事業は機器

障害、破壊行為、自然災害、停電などの事象による寸断の影響を受けやすい。ITシステム及びサービスの外部

委託に際しては定評のある企業を選定しており、リスクの特定、対策や制御の実施に向けて外部企業と緊密に

連携しているが、当社が信頼するITシステム及びサービスのアベイラビリティに障害が生じて当社の事業運営

に重大な悪影響が生じないとは言い切れない。

現行製品や今後計画している製品の多くは極めて複雑で、電気通信ネットワークで展開された後でないと検

出されない欠陥やエラーが含まれている可能性がある。そのような事態が発生した場合には、当社の評判は損

なわれるおそれがある。

当社の製品は極めて複雑なため、精力的に行っている製品開発、製造および統合テストにおいて、顧客満足

度に影響を与えるか、または当社に対する訴訟の原因になる可能性があるすべての欠陥、エラー、不具合、な

らびに品質上の問題を的確に検出できるとは保証できない。そのため、出荷された製品に欠陥が検出された場

合には、一部の部品の交換および／または是正措置を義務付けられる可能性がある。

欠陥、エラー、不具合あるいは品質上の問題が発生した場合には、注文の取消、返品、経営資源の転用、顧

客やそのエンド・ユーザーによる訴訟を招く可能性がある。当社、あるいは当社の顧客とそのエンド・ユー

ザーに別の損失が及ぶ可能性もある。このような事態の発生に伴い、当社製品が市場で受け入れられなった

り、市場での受け入れが遅れたり、販売機会が失われる恐れもある。その結果、当社事業が損なわれ、当社収

益や収益性に悪影響が及ぶことも考えられる。適宜、当社はこういったことを経験してきた。

現行の規制や技術規格の急激な変更、あるいは従来は規制対象ではなかった製品とサービスに関する新たな

規制や技術規格の導入は、混乱を招き、当社にとって時間的・金銭的負担となる可能性がある。

当社は、現行の規制や技術規格、未完成の技術規格の解釈や、当該規制と規格の欠如を根拠に、多くの製品

やサービスを開発している。現行の規則と技術基準の変更、あるいは従来は規制されなかった製品とサービス

に関連した新しい規制と技術基準の導入に伴って、コンプライアンス費用が増加するとともに、開発の遅延を
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余儀なくされることにより、当社の開発努力は悪影響を受ける可能性がある。当該の製品とサービスに対する

需要も減少する可能性がある。

当社の顧客のうち上位10社（そのうち、ベライゾン、AT&Tとスプリントがそれぞれ当社収益の14％、11％と

10％を占める）が2014年の収益の54％を占めており、収益の大半は電気通信サービス・プロバイダーから生み

出されるものである。主要な顧客を失うか、またはサービス・プロバイダーの支出が減少する、または、当社

の顧客基盤を非サービスプロバイダーに拡大・多様化できないことは、当社の収益、収益性ならびにキャッ

シュ・フローは大幅に悪化する可能性がある。

当社の顧客のうち上位10社が2014年の収益の54％を占めている（そのうち、ベライゾン、AT&Tとスプリント

がそれぞれ当社収益の14％、11％と10％を占める）。サービス・プロバイダーの規模が大きくなるにつれ、当

社の収益に占める少数の大手サービス・プロバイダーの比率が今後高まる可能性がある。一般に、当社の既存

顧客には、一定の期間内に当社から定額の製品またはサービスを購入する義務はなく、また過去の注文を減額

したり、発注時期を先送りしたり、あるいはそれまでの注文を破棄できる権利が付与されることがあり、これ

はある報告期間から次の報告期間への収益に影響する可能性がある。それゆえ、当社は既存の顧客に対する将

来の売上を確実に予測することは困難である。今までは当社の顧客が突然に納入業者を変更した事例はない

が、当社の顧客は期間毎に（時には大幅に）購入先を変更するおそれがある。少数の大口顧客に依存している

ことに加え、このような事態が発生した場合には、当社の売上、収益性およびキャッシュ・フローは悪影響を

受けるおそれがある。さらに、当社は通信業界向けの事業に集中しているため、通信業界での設備投資の減速

または遅延に伴う影響を極めて受けやすくなる。シフト計画の一環ではあるが、当社は顧客基盤をケーブル・

サービス・プロバイダー、ウェブスケール、大規模なテクノロジー企業または縦貫事業などの新興のカスタ

マーセグメントへ拡大・多様化することに注力しており、また、かかる拡大・多様化などを達成できないかも

しれないキャリアグレードのネットワークにも投資を行っている。

当社は数多くの顧客と長期販売契約を締結している。コストと製品構成は契約期間中も変化するため、中に

は結果的に採算性が悪いと判明する契約も出てくるだろう。

当社は、数多くの大口顧客と長期の販売契約を締結しており、今後も引き続き長期販売契約を締結する予定

である。既存の販売契約の中には、契約期間中、固定価格で製品やサービスを販売することを義務付ける販売

契約もある。また、中止を考えている製品やサービスの販売を義務付ける、あるいは将来的に義務付けるであ

ろう契約もあるため、結果として収益性が高く戦略的に重要な製品の開発から経営資源を転用することにな

る。当社のシフト計画は、製品は合理化されて提供される必要があるとされているため、できれば中止したい

製品を販売しなければならない可能性が高まるのである。このような販売契約の一部を履行するために支出さ

れた費用は、当社の当初費用見積りとは大きく異なる可能性がある。顧客に転嫁できないコストの超過分に

よって当社の経営成績は悪影響を受ける可能性がある。

当社は大規模に国際事業を展開しており、新興市場や新興地域での収益は相当な金額にのぼっている。

本項の別の箇所に記載されている通貨リスクに加えて、当社の国際事業は、当社が業務や事業を展開する

国々の景気、政情、言語と文化の障壁に起因する様々なリスクの対象となる。当社は、今後もアジア、アフリ

カ、中南米ならびに東欧の新興市場における事業を引き続き拡大していく予定である。これらの新興市場の

国々の多くでは、他の国々よりも大きなリスクに直面する可能性がある。例えば、ごくわずかな商品に依存し

ているために激しい変動が起こる可能性のある経済状況、契約上の権利を行使する能力に影響を及ぼす可能性

のある脆弱な法律制度、為替操作の可能性、国際的な貿易規制、不安定な政治情勢、商品や通貨に影響を及ぼ

す民営化措置やその他の政府による措置などが挙げられる。また、中東や北アフリカやその他の国と同様に、

一部諸国の政治情勢が、一時的にせよ、紛争やテロのリスクが高まることにより当該諸国における当社事業に

悪影響を及ぼす可能性がある。こうした理由から、当社は特定の国との潜在的に契約を締結、管理、終了した

り、一定期間特定の国で就労したりできない可能性がある。

当グループの米国企業年金と退職後給付制度は、規模が大きい。また積立要件は、資産の投資方法、世界の

金融市場のパフォーマンス、金利水準、対象従業員や退職者の推定寿命に関する想定、医療関連費用の増額、
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および法定要件の改正によって変動する。これらの給付制度は費用負担が大きく、積立やコスト管理の取り組

みが効果を上げていない可能性もある。

米国内の当グループの前従業員や現行従業員そして退職者の多くは、退職後年金、医療保険、グループ生涯

給付金を給付する、大型確定給付型年金および福利厚生制度の1つ以上に加入している。このように確定給付型

年金や福利厚生制度には、資産配分、金融市場のパフォーマンス、金利、平均寿命に関する想定、医療費、お

よび法的要件の変更など、様々な基準に基づく積立要件がある。これらの前述の基準やその他の基準の変更に

応じ、当社の大型確定給付型年金制度の積立要件は増額となる場合がある。積立要件の増額から生じるコスト

をコントロールできなくなる可能性もあり、これにより、当社の経営成績や財政状況に大きな影響が出る可能

性がある。

割引率や資産価値のボラティリティが、年金制度の積立状況に影響を及ぼす可能性がある。

米国年金制度の積立要件を計算するため、米国の内国歳入法（以下「歳入法」と言う）では制度資金を算出

および適用する割引率を決定する際に使用する多くの方法が規定されている。制度資金を算出する場合は、評

価日の公正市場価値または平滑化公正価値（2年を超えない前期間に基づき、前期間の最終日として評価日を使

用）から選択できる。割引率を決定する場合は、評価日のスポット割引率（実質的には、評価日の前月の毎日

のレートの平均イールド・カーブ）または各時間セグメントの24カ月平均（24カ月期間が評価日の5カ月後以降

の終了とならない24カ月期間）を選択できる。2013年の積立評価を判定するために、当社は米国経営幹部向け

年金制度および米国従業員向け企業年金制度の2年間の資産公正価値平滑化方法を選択した。2012年7月6日に施

行され、その後2014年8月8日に施行された線道路・輸送機関財政支援法（HATFA）により修正、拡大された、21

世紀における発展に向けた前進法（MAP-21）は、規制の資金目的で制度の負債を測定する時間セグメントの金

利を使用する制度について、米国税制適格退職年金制度の積立要件に影響する。こうした制度については、

HATFAにより修正、拡大されたとおり、MAP-21は、25年間の平均値で「コリドー」を確立してかかる金利を一定

に保っている。HATFAにより修正、拡大されたとおり、MAP-21は、グループの米国経営者向けおよび現在有効な

従業員向け企業年金制度に適用されるものであり、ここでは規制上の積立要件を定める目的の時間セグメント

の金利を採用しているが、この目的にフルイールドカーブを使用する米国停職年金制度には適用されない。米

国経営者向けおよび現在有効な従業員向け企業年金制度については、MAP-21では、HATFAにより修正、拡大され

たとおり、規制の資金目的に使用される金利が増加する。HATFAに基づくこれらの制度の予備的評価については

少なくとも2017年までに積立拠出金は求められていない。HATFAにより修正、拡大されたとおり、MAP-21は、グ

ループの米国停職年金制度には現在適用されていないものの、資産レベルを規制の資金目的の負債と比較した

場合、グループでは、その制度の積立拠出金の必要性を感じていない。

年金と退職後医療制度の加入者が想定よりも長生きする可能性があり、その結果給付債務が増加することが

考えられる。

年金積立のために、内国歳入法（IRS）が発行した死亡率表を用いている。この表には、まだ年金給付を受

けていない現役従業員や前従業員の寿命が15年延び、現在給付を受けている退職者の寿命が７年延びるという

予測が記載されている。会計目的上、2014年9月30日まで、米国保険数理基準AA協会（U.S. Society of

Actuaries Scale AA）に基づく世代予測を組み入れたRP-2000健康と死亡の結合表（Combined Health

Mortality table）を使用した。2014年12月31日以降、経営陣レコード用MP-2014死亡率改善スケール付きRP-

2014ホワイトカラー表、および職業レコード用MP-2014死亡率改善スケール付きRP-2014ブルーカラー表へとこ

れらの想定を変更した。これらの表から、給付金支払いを行うものと想定する期間を決定する。期間が長くな

ればなるほど、給付債務額やその債務をまかなうために必要な資産の額が増大する。

将来の米国の退職者医療制度負担額を見積るため、2014年9月30日まで年金積立のために使用した、米国保

険数理基準AA協会（U.S. Society of Actuaries Scale AA）に基づく世代別予測付きの同じRP2000結合健康死

亡率表を使用した。2014年12月31日以降、同様に、経営陣レコード用MP-2014死亡率改善スケール付きRP-2014

ホワイトカラー表、および職業レコード用MP-2014死亡率改善スケール付きRP-2014ブルーカラー表へとこれら

の想定を変更した。年金給付と同様に、加入者が長生きすればするほど、退職者医療給付債務が増大する可能

性がある。退職者医療制度や年金制度の加入者の長寿レベルが、当社が現在使用している死亡率表に示されて

いるデータを超えるかどうか定かではない。また、これらの表において今後更新される内容に推定寿命の大幅

な延びが反映されないとも限らない。
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2014年10月27日、新たな死亡率（RP-2014ホワイトカラーとブルーカラー）、および新たな死亡率改善ス

ケール（MP-2014）を米国保険数理基準AA協会（U.S. Society of Actuaries Scale AA）が発行した。アメリカ

合衆国内国歳入庁（米国の税制度について規制上の積立要件を監督する機関）は既に2015年について致死の想

定を発表したことから、新しい想定は、2016年度までに規制の資金目的で効力を発するようにはならないと見

込まれる。

当社は、米国内国歳入法第420条に則り、年金資産剰余分で元幹部退職者の医療および団体生命保険費用を

積み立てることができない可能性がある。

当社は、米国通信労働者組合と国際電工労働組合の幹部を務めた退職者の現行医療費および団体生命保険費

用を、米国停職年金制度の年金資産剰余分の振替でまかなっており、引き続きこの方法を続ける予定である。

内国歳入法第420条では、剰余資産を「MAP-21またはHATFAを適用しない制度の積立債務の120％または125％の

いずれかを超える資産（選択した振替の種類に応じて）」と定義している。現在の保険数理上の想定および現

在の給付水準および制度に基づき、当社は今後も引き続き、歳入法第420条、米国停職年金制度の振替で、米国

通信労働者組合と国際電工労働組合の幹部を務めた退職者の医療給付を積み立てていくことが可能であると考

えている。しかしながら、当制度の積立状況の悪化が、将来的に第420条振替を行う当社の能力にマイナスの影

響を及ぼす可能性がある。現状、第420条は、2021年12月31日に期限切れになるよう設定されている。

医療費の増加とサービスの利用増加により、退職者医療費が大幅に増える可能性がある。

現行の医療制度では、1990年2月以降退職した人と今後のすべての退職者に提供する交付金の上限を定めて

いる。これは、退職者医療債務のほぼ半分を占めることになる（一人当たり）。当社は、段階を踏んで、法的

要求事項ならびにあらゆる団体交渉の義務に則り、現行の退職者医療制度の費用全体と当社の負担額の削減に

取り組む可能性がある。しかしながら、実際にはこれらの費用を削減する当社の努力を上回るペースで費用が

増加している。さらに、当社による退職者医療給付の減額または廃止を巡って訴訟が提起されている。これら

の費用を抑制するために講じる措置により、追加的な請求事案が発生する可能性がある。

当社の光通信部門の活動には、海底通信ケーブル・ネットワークの設置および保守が含まれている。この活

動過程で既存の海底インフラに損傷が及ぶ可能性があり、当社は最終的にその責任を負わされる可能性があ

る。

当社の子会社アルカテル-ルーセント・サブマリン・ネットワークは、本島と島、島と島または沿岸部の複

数地点を結ぶ海底光ファイバー・ケーブル・ネットワーク供給における業界のリーダーであり、現在、その事

業は石油およびガス・プラットフォーム、その他のオフショア施設へのブロードバンド・インフラ供給に拡大

している。徹底した調査により、これらのすべての活動の計画・展開段階でさまざまなプロセスと安全な手順

が許可されているが、電気ケーブルまたは石油パイプラインなど、事前の注意にかかわらず、それ以前に設置

されたインフラが発見されない場合があり、通信ケーブルの設置プロセス中に損傷を受け、同じエリアの第三

者の事業中断または予想外の汚染を引き起こすリスクがある。当社には限定契約条項があり、損害を抑えるた

めに保険をかけているものの、これらの保護が完全にリスクをカバーするに十分であるとは保証できない。

（2）法的リスク

当社は訴訟に関与しており、決定が当社にとって不利になった場合、多額の損害賠償の支払いを義務付けら

れる可能性がある。

当社は、商業用不動産、知的所有権、環境および労働者問題に関連した事項を含む各種の訴訟の被告になっ

ている。現在係争中の訴訟または将来の訴訟で当社に有利な決定が下される範囲、または当社に対して多額の

支払いを命じる判決が下されるか否かを予測することはできない。このような訴訟に起因して発生する物質的

損害により、当社の収益性とキャッシュ・フローは悪影響を受けるおそれがある。

当社では、今までも、そして今後も引き続き、申し立てられた反腐敗法に関する違反について調査が行われ

る可能性があり、かかる調査の結果、多額の罰金、罰則、その他の制裁が再度科される可能性がある。
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現在多くの国で施行されている反腐敗法では、新しいビジネスを獲得したり、既存の事業関係を維持する目

的のために、企業やその仲介業者が、公務員に不正な支払いをすることを禁止している。連邦海外腐敗行為防

止法（「FCPA」）といった特定の腐敗防止法では、会社の事業運営で腐敗につながる支払いがないように、適

切な記帳および記録を維持し、統制および手順を実施することも求めている。当社は世界中に拠点を構えてお

り、当社顧客の一部が政府機関であったり、当社のプロジェクトや契約で公務員からの承認が求められること

が多いため、従業員、コンサルタント、代理人が、グループの方針および腐敗防止法に違反する行動をとりう

るリスクがある。

過去に、FCPAを含め、当社は反腐敗法の実際の違反、または違反を申し立てられた事例を経験したことがあ

る。結果、当社は米国証券取引委員会（「SEC」）に対して利益侵害の罰金を、米国司法省（「DOJ」）に対し

て犯罪の罰金を支払う必要があった。2010年、当社はDOJと起訴猶予合意（「DPA」）を締結した。これは、

FCPAの内部統制、記帳、記録の規定に関する違反に対する告訴は、DPAの期間延期されるというものである。と

りわけDPAには、フランスの反腐敗順守の監視（「監視」）への取り組みを求める条項があった。この勧告を実

施するために監視と協働した。これらのうちのほとんどは当グループの「コンプライアンス」組織専任のリ

ソースを強化すること、および　第三者（販売業者やサプライヤーなど）を保持する際に当社が利用するもの

を含め、当社の方針や手続きを強化、拡大することに重点を置いた。

2014年12月8日、監視は、最終報告書を提出し、アルカテル・ルーセントのコンプライアンスプログラム

は、DPAで定義され、要求されているとおり、アルカテル-ルーセント内でその具体的な方針と手順も含め、腐

敗防止法の違反を防止、検出するうえで合理的に作成、実施されていると認定した。監視の最終報告書を受

け、DOJは、DPAに基づくFCPAの罪を棄却する申し立てを提出し、2015年

2月9日、裁判所がこれを聞き入れた。（「1-（1）2014年中の取引のハイライト－FCPA捜査」を参照のこと）。

また、当社はコスタリカ、フランス、ナイジェリアにおいてその他の一部の継続的調査の対象となる場合が

ある。これについては本報告書にある連結財務諸表の注記31に記載されている。また、さらなる物質的損害、

罰金、およびその他の制裁を受けることに加え、これらの国々の特定の公的調達契約を締結できない可能性を

もたらす場合がある。

さらに、トレーニングとコンプライアンスプログラムは、監視の勧告に基づいて実施されたにもかかわら

ず、当グループの機関またはその関連会社の役員が反腐敗法の責任を免れない可能性がある活動に従業員、コ

ンサルタント、代理人が、一層従事できないようにするには十分ではない可能性がある。かかる法律へのさら

なる違反、または違反の疑いがある場合、グループの評判、または事業運営・財務状況に多大な悪影響を与え

る場合がある。

当社の知的所有権を保護できない場合には、当社の事業と業績見通しは損なわれる可能性がある。

特許などの知的所有権は当社の事業に極めて重要であり、成功を収めるために独自の新製品や技術を開発す

ることが不可欠である。当社は、フランス、米国および諸外国の特許を数多く取得しているほか、数多くの特

許を出願中である。しかし、特許（登録済みか出願中かを問わない）によって競争上の優位性がもたらされる

か否か、あるいは、かかる特許が第三者から挑戦されるか否かについて予測することはできない。さらに、競

合他社がすでに特許を出願している可能性があり、これが発行されると、当社の特許権に勝る、あるいは当社

の製品販売力を制限する場合がある。競合他社は当社の特許を基礎にした設計を試みたり、当社の専有的なテ

クノロジーをコピーする、またはその他の方法で取得および利用する可能性もある。加えて、現在出願中の特

許が承認されない可能性もある。当社の特許出願が認められない場合、または知的所有権に関してそれ以外の

問題が発生した場合には、当社の競争力は著しく損なわれ、これを受けて将来の収益が制限され、潜在顧客を

失いかねない。

当社は知的所有権を巡る訴訟と侵害申立の対象となっており、多額の支出を義務付けられる可能性、または

一部の製品販売を禁止される可能性がある。

時として当社は、製品やソフトウェアに関連して、第三者から知的所有権の侵害に関する通知や申立を受け

ることがある。当社の知的所有権を他の会社にライセンスする際にも同じような通知またはクレームを受け取

ることがある。知的所有権を巡る訴訟には費用と時間がかかるほか、経営陣と主要幹部社員の関心がそれ以外

の経営問題から逸れてしまう可能性がある。関係するテクノロジーが複雑なことと、知的所有権を巡る訴訟の

先行きを読めないことがこのようなリスクをさらに高めている。当社による特許権その他の知的所有権の侵害
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に関する訴訟で第三者の主張が認められた場合には、当社は割高なロイヤルティ契約またはライセンス契約の

締結を余儀なくされるか、または多額の損害賠償金の支払いを義務付けられる可能性があるほか、一部の製品

の販売を禁止されるおそれもある。さらに、当社の重要な特許またはそれ以外の知的所有権の1つが取り消され

た場合には、ライセンス収入を失うほか、競合会社を含む他社が当該技術を使用することをブロックできなく

なる可能性がある。

当社は複数の重要な合弁事業に関与しており、共同経営されている会社に特有の問題に直面している。

当社は複数の重要な合弁会社に関係している。一定の行為を行うためには、関連する合弁事業契約によって

全会一致の同意または適格過半数の株主による賛成投票が義務付けられている。そのため意思決定プロセスが

減速する可能性がある。当社最大の合弁事業であるアルカテル-ルーセント・シャンハイ・ベルにはこの種の要

件がある。当社は、アルカテル-ルーセント・シャンハイ・ベル・カンパニー・リミテッドの株式の50％プラス

１株を保有し、残りは中国政府が保有している。

当社は当社の事業を制限する環境安全衛生に関する法律の適用を受けている。

当社の事業は、環境安全衛生に関する広範な法律（有害物質の使用、廃棄および浄化、ならびに人体への影

響に関連した法律を含む）の適用を受けている。米国では、これらの法律により、過失の有無を問わず、当事

者は是正費用の拠出を義務付けられている。当社は十分な準備金を積み立てているため、環境保全義務を完全

に履行できるが、追加的な有害物質の発見、必要な是正措置の範囲、ならびに浄化義務の追加などの要因に

よっては、当社の設備投資と是正措置に関連したその他の費用が環境準備金の項目に表示されている金額を上

回る可能性があるほか、当社の経営成績とキャッシュ・フローに悪影響を与える可能性がある。環境安全衛生

に関する現行の法律または将来の法律を遵守することにより、当社は将来債務の対象になり、生産の中止、設

備稼働率の制限、あるいは高価な汚染防止設備の取得、またはそれ以外の重大な支出を義務付けられる可能性

がある。

５【経営上の重要な契約等】

国家安全保障契約

米国の対米外国投資委員会（以下「CFIUS」）は、当社のルーセントとの企業結合を2006年11月17日付で承

認した。CFIUSはその承認手続きの最終段階で、当社が一定期間内に国家安全保障契約（「NSA」）および特別

安全保障契約（「SSA」）を特定の米国政府省庁と締結することを前提として、当社のルーセントとの企業結合

の承認を保留または禁止しないよう、アメリカ合衆国大統領に進言した。CFIUSによる承認手続きの一環とし

て、当社は米国司法省、米国国土安全保障省、米国国防総省、および米国商務省（以上を総称して、「米国政

府当局」）との間に、NSAを2006年11月30日付で締結した。2012年11月20日現在、米国商務省はNSAから撤退し

ている。NSAでは条件の一つとして、ベル研究所の業務に関連する当社の米国事業ならびにアメリカ合衆国内の

通信インフラストラクチャーに係わる一定の保証事項が規定されている。NSAの下で、諸条件のいずれかに係わ

る当社の重大な違反があり、かかる違反によってアメリカ合衆国の国家の安全が脅かされる場合には、米国政

府当局の閣僚級およびCFIUS委員長の要請に基づき、CFIUSがルーセントとの企業結合に係わる調査を再開し、

米国大統領への進言を修正または新たに進言し、アルカテル-ルーセントの新たなコミットメントにすることが

できることに、NSAの契約当事者は同意している。また、米国政府の為に特定業務を遂行し、ベル研究所に関連

する米国政府の契約および特定の機密資産を保管する目的で、子会社、LGS Innovations LLC（「LGS」）を別

組織で設立することに当社は同意した。この子会社について規定する2006年12月20日付で発効したSSAには、特

定の従業員、業務および施設の分離独立性に関する規定が盛り込まれている。また、親会社による管理や影響

に制限を加え、特定の情報の流れを制限する規定が定められている。

LGSの売却。2014年3月31日、アルカテル・ルーセントはLGSを米国を基盤とした会社に売却した。アルカテ

ル-ルーセントは米国政府と協力して、必要な承認を得て、NSA修正に向けて動いており、アルカテル-ルーセン

トがLGSを通じて米国政府に対して引き続き製品やサービスの販売を行えるようにする。さらに、LGSの売却に

ついて、アルカテル-ルーセントが今後は参照のSSAやLGSの取締役会の取締役を務めない。

2013年担保付き優先信用融資契約

EDINET提出書類

アルカテル・ルーセント(E05781)

有価証券報告書

 51/452



2013年1月30日、米アルカテル-ルーセント・インクを借手、当グループの一部の主要法人（特にアルカテル

-ルーセント）を米アルカテル-ルーセント・インクの義務の保証会社として、担保付き優先信用融資を交わし

た（2013年1月に共同融資枠とされた）（以下「担保付き優先信用融資契約」と言う）。

•　合計名目価値が500百万米ドルの資産売却枠

•　合計名目価値が1,750百万米ドルの与信枠

•　合計名目価値が300百万ユーロの与信枠

シフト計画に一致（「資金源」のサブセクション、「7-（3）流動性および資金源」を参照のこと）。

•　2013年8月7日、資産売却枠を返金した。

•　2013年12月6日、300百万ユーロの与信枠の残り未償還分を返金した。

•　2014年8月19日、1,750百万米ドルの与信枠の残り未償還分を返金した。

結果、2014年8月、担保付き優先信用融資は全額返金され、関連するすべての抵当が反故となった（「資金

源」のサブセクション、「7-（3）流動性および資金源」を参照のこと）。

６【研究開発活動】

（1） 概要

当社の研究開発の取り組みは、主に以下の2つを重視して構成されている。それらは、新たな混乱する市場

機会において基盤を築くことを目的としたベル研究所の研究。そして、実効可能な市場で提供する製品・サー

ビスへとコンセプトを変換させ、当社の提供内容を競合他社のものと差別化できるよう、独自の差別化要因で

既存の製品ラインを拡大する製品に焦点を当てた開発、の2点である。

2014年、当社の研究開発機関は、優れた実績を挙げ、当社の改革の歴史的記録を塗り替えた。これにより当

社は、IPルーティング、トランスポート、プラットフォームからクラウドからウルトラブロードバンドアクセ

ス技術まで、主要市場セグメントにおいて、技術開発の最先端にいる。現在顧客に提供している製品、広範囲

に及び研究活動など、2014年の主な実績は以下の通りである。

製品革新

•　当社は2014年までに、大胆なnetwork functions virtualization（NFV）のロードマップの配信を開始

した。これには、モバイルネットワーク事業者がより効率的に、より敏感に反応し、革新的になる支

援をする、virtualized Evolved Packet Core（vEPC）、virtualized IP Multimedia Subsystem

（vIMS）、およびvirtualized Radio Access Network（vRAN）ポートフォリオが含まれている。当社

のNFVソリューションは、CloudBand™ 2.0 NFVプラットフォーム、およびNuage Networks SDNのイノ

ベーションを活用し、当社のネットワーキングの技術面での感覚と大規模なクラウド機能を組み合わ

せたものである。

•　当社は、ETSI（欧州電気通信標準化機構）NFV諮問委員会に積極的に参加し、インテルや、当社の

CloudBand Ecosystem Programのメンバーなどの、業界の専門家と協力している。サービス・プロバイ

ダー向けのNFVソリューションを開発する60社近くが、本プログラムに加入している。当社は、Mobile

World CongressにてNFVの進捗を独立して、China Mobileと共同で実演した。さらに、Telefónicaとの

NFVの共同イノベーション協定を発表した。

•　2014年11月には、Nuage NetworksはVirtualized Network Service（VNS）を立ち上げた。当製品は、企

業とサービス・プロバイダーが、ソフトウェア定義ネットワーキングの方針駆動型ネットワーク・

オートメーションの有益性をブランチロケーションに拡大し、より反応が速い、運用環境を実現でき

るよう支援する。

•　2014年11月にも、当社は仮想化エッジ・ルーティング機能について業界で最も完全なポートフォリオを

発表した。Virtualized Service Router（VSR）は、競合他社のソリューションの最大8倍のパフォー

マンスを発揮する。その後すぐに、当社のハードウェアベースのエッジ・ルーティングのポートフォ

リオを拡張した。7750 SR-aは、コンパクトなモジュラー設計における、モバイル・バックホール、ビ
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ジネス、家庭向けサービスの高密度、高パフォーマンス集約を提供している。当社のルーティング・

ポートフォリオでは、当社は、クラウド時代に適したパフォーマンスと経済で、柔軟なネットワーク

の構築に必要な、専門化したハードウェアとルーターソフトウェアの両方をサービス・プロバイダー

に提供している。

•　ますます変化するトランスポートの需要の一歩先をプロバイダーが進み続けられるように、当社は2014

年4月、初の単独キャリヤー200G DWDMソリューションを発売した。これにより、事業者は、データを

100Gモードで4,000 km、200Gモードで1,000 kmの距離だけデータの伝送が可能となる。将来的には、

400G以上に、スムーズ、かつスケーラブル、アジャイルで、柔軟性があり、コスト効率の高いネット

ワーク展開パスをサポートしていく。

•　当社のCloud DVRソリューションのインストール済み容量は28ペタバイトに達した。Telefónicaが使用

する当ソリューションは、スペインの約100万名もの顧客にネットワークDVRサービスをもたらした。

本ソリューションはTV Connect Industryアワードを獲得し、当社は1月に、

2013 Technology and Engineering Emmyアワードを受賞した。2014年9月には、当社はコンテンツの権

利の法規制を遵守しつつ、米国の事業者が経済的にCloud DVRサービスを展開できる製品を発売した。

•　Broadband World Forumにて当社は、当社初のG.fastおよび業界初のTWDM-PON（Time and Wavelength

Division Multiplexed Passive Optical Networks、時間と波長部門多重パッシブ光ネットワーク）固

定ウルトラブロードバンド・ソリューションを発表した。当社のG.fastソリューションにより、事業

者は、サブスクライバーの自宅にさらに近距離にファイバーを設置し、鉛の最後の数メートルを用い

てファイバーのように最大で毎秒1ギガビットの速度を実現する。Telekom Austriaの子会社、A1は、

2014年10月、当社のG.fastソリューションを使用した初のウルトラブロードバンドの顧客接続を発表

した。ファイバーあたり4波長ある当社のTWDM-PONファイバーソリューションにより、プロバイダー

は、様々なサービスを各波長でサポートしたり、新規市場に拡大する、または他の事業者と協力し

て、より素早く、かつコスト効率良く当社のファイバー・ネットワークをロールアウトすることが可

能である。当社の固定ウルトラブロードバンド・ポートフォリオの拡張によって、当社は、最も柔軟

で効率的な方法で、すべての顧客を接続するより多くの選択肢を事業者に与えている。

研究活動

ソフトウェア定義ネットワーク（ネットワーク機能の仮想化）

ベル研究所は、ソフトウェア定義ネットワークをネットワークのすべてのセグメントに効果的に適用で

きるように、SDNの効率、管理、および実装に重点を置いている。研究者はまた、補完する側面のプロトタ

イプを開発しているほか、ネットワーク機能をNFVでクラウドに配置し、仮想化サービスで優れたパフォー

マンスを実証している。その例として、ベル研究所および会社の最高技術オフィス（CTO）チームは、SDNと

NFVのオプションを含む、構成が異なるネットワーク全体でのエネルギー消費量を評価するツール

（GWATT.NET）を公に発売した。

データ分析－顧客サービス

ベル研究所は、アルゴリズムとデータ仮想化技術を定義し、サービス・プロバイダーの顧客サービス向

上を図っている。研究者は、成功を収める顧客サービスのやり取りを認識し、このような約定を改善する機

会を強調するツールを開発してきた。このツールにより、サービスプロバイダーは記録を分析できるため、

顧客サービス関連のコストが大幅に削減可能となる。この研究は、顧客サービスのワークフローをリアルタ

イムで最適化できるようにもしている。

ネットワーク・アプリケーション

多くのアプリケーションおよびサービスがクラウドへと移行するにつれ、世界規模のネットワーク全体

でアプリケーションの様々な部分を配信し、効率を高めることがますます必要となっている。クラウドアプ

リケーションおよびサービスを管理、配信する新たな方法により、高い効率が達成できているため、同じ業

務の実行に必要となる計算リソースはわずか10分の1にすぎない。

ネットワーク・アルゴリズム

ベル研究所は、データストリーミングに関する継続するクエリをサポートするソフトウェアを研究して

いる。こうしたクエリは、大量に継続生成されるデータのデータマイニングを行う主要な部分である（例：
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コールロゴ）。

このソフトウェアにより、自動的に従来型のデータベースのクエリが一連のサブクエリへと変換され、その

後複数のコンピュータで実行される。またソフトウェアにより、プログラムによるデータフローに最小限の

帯域幅が確保される一方で、最大並列によるストリーミング分析クエリが実行されている。このソフトは、

ストリーミングデータでデータ分析を実用的かつ経済的にするために重要なステップである。研究では、モ

バイルネットワークを通じて大量のリアルタイムデータフローを知的に処理し、これに応答する、より効率

的なネットワーク・アルゴリズムを開発しており、顧客およびネットワーク分析の新たなクラスが可能と

なった。

マルチメディア・サービス

ネットワーク上では動画が主要なトラフィックであるため、ベル研究所の研究者は、次の方法で、現行

および新興のマルチメディアサービスの効果的な配信を確かにする方法を調査している。

•　当社は、ワイヤレス・ドメインで新規の複数技術を作成し、ワイヤレス・ネットワークで動画の配信を

最適化した。当社は、保証アダプティブビットレート（Adaptive-GBR）を実証した。これは次の方法

で、ラジオアクセスネットワーク（RAN）を「動画認識」する： 混雑状態の効果的な管理と緩和、

ユーザー全体でのワイヤレスのリソース配分において「公平性」を確保するための希少なワイヤレス

リソースの効率的な使用、エンドユーザーに対するサービスの体験の質の向上。

•　ベル研究所は、次世代型HTTPアダプティブ・ストリーミング、とりわけHTTPレイヤード・ストリーミン

グを開発した。これは、スケーラブルな動画のコーディングとHTTPアダプティブ・ストリーミングの

コンセプトを組み合わせたもので、エンドツーエンドのより短い待機時間のほか、マネージドサービ

スでの最善の取り組みのストリーミングによる利点を組み合わせ、変化するネットワーク負荷へのよ

り良い復元を提供するものである。既存のHTTPアダプティブ・ストリーミング・システムにおいて効

果的な動画配信を見つけるうえで一層の前進を遂げた。そのため、動画ストリームにおけるネット

ワークのバリエーションが少なくなり、認識される経験の質が改善している。

光通信

新たな空間分割多重化研究では、ファイバーを通る多数の光路を活用し、認識される限界を超えて光

ファイバーの容量を引き続き拡大している。研究チームはまた、SDMシステムの信頼性とセキュリティにも

取り組んでいる。

固定ウルトラブロードバンド

XG-FASTでの業務、G.fast技術の拡張が継続している。ベル研究所の研究者は、既存のDSLリンクで最大

10GBpsを達成する、新たな記録を確立した。こうした改善は、標準化されており、今後数年間はブロードバ

ンド事業者がサービスを改善するための手ごろな方法を提供していく。

スモールセルおよび5Gワイヤレス

ベル研究所の研究では、多様なワイヤレスの展望全体での容量、受信地域、および範囲を改善する必要

性に取り組んでいる。Dense MIMO、新ミリメートル波スペクトル、および5Gなどの技術への取り組みと共

に、今日のネットワークを経済的に展開する道を探っている。

ヨーロッパの公共政策構想

ベル研究所は、欧州連合Horizon 2020（H2020）の業界全体の共同体に参加している。H2020は、企業と

学術機関が連係し、共通の技術ロードマップに焦点を合わせ、EUネットワークの改善を推進しながら、革新

とネットワークコマースを促進させていく。EU H2020は、ICT（情報と計算技術）およびサステナビリティ

を含む多くの領域に取り組んでいる。

基準

2014年中、当社研究開発コミュニティの代表者は、電気通信の標準化団体において重要な役割を果たし、主

要技術の開発や発展に大きく貢献した。ベル研究所の研究者、エンジニア、開発者、および当社の開発チーム

は、様々な標準化組織、および3GPP、3GPP2、ATIS、Broadband Forum、CCSA、ETSI、IEEE、IETF、OMA、TIAな

どの数々の作業グループにも参加した。
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パートナーシップ

当社は、シフト計画の一環として、研究能力を再定義し活用することで、革新に再び焦点を合わせ、革新を

拡大していくことに尽力している。ポートフォリオのライフサイクルに、より密接なベル研究所の新しいエン

ゲージメントモデルを実装することを目指している。また、社内の新規事業だけでなく、業界最先端の顧客と

の業界のパートナーシップ、協力、共同開発にも注力していく予定である。この新しいモデルを実証するため

に、当社は次の会社との協力関係を以下のように発表した。

•　クアルコム：当社は、戦略的研究開発プログラムを、LTEおよび多数の標準住宅向けスモールセルを含め

て拡大することを発表した。

•　インテル：当社は、クラウドの3領域の研究開発に焦点を置き、パフォーマンスとスケールを改善するた

めに、当社のプラットフォーム向けにインテルのアーキテクチャを最適化する協力関係を発表した。

（i）仮想無線アクセスネットワーク（RAN）-当社のLTEとLTE高度ワイヤレス製品の開発と最適化、

（ii）クラウド・プラットフォーム－当社のCloudBand NFVプラットフォームの開発と最適化、および

（iii）高度なIP/MPLSプラットフォームと機能の高性能パケット処理。

•　HP：当社は、グローバルな提携関係を拡大し、世界最大の組織およびサービス・プロバイダーが、ネット

ワークで有効な、配信されるクラウドソリューションを構築し、新たなビジネス機会の創出のほか、効率

の実現、顧客サービスの向上を図れるようにすることを発表した。HPは、選定したアルカテル・ルーセン

トのIPルーティングと光通信製品を、HPの既存のルーティングとストレージ・ポートフォリオに組み入れ

る。こうして、組織が、ITおよび電気通信の対象範囲をより効率的に活用して、複雑さを軽減し、アジリ

ティを拡大できるようにする。

•　アクセンチュア：当社は、サービス・プロバイダーと大企業が統合ウルトラブロードバンド・ソリュー

ションを実装できるよう、戦略的グローバル提携関係を発表した。

•　Eblink：当社は、Eblinkの高度なワイヤレス・フロントホウル・ソリューションから恩恵を受けられる商

業上の、技術パートナーシップ契約を締結した。

•　JCDecaux：当社は、都会にあるスモールセルを保管し、接続性を改善するために、接続されたストリー

ト・ファニーチャの開発にあたり、チームに加わることを発表した。

（2） 支出

2014年、収益の16.7％を革新および当社の多様な製品ラインの支援に費やした。これらの支出は2.2十億

ユーロに達した。これは、開発費ならびに固定資産除却におけるキャピタル・ゲイン（ロス）を資本化する前

のものであり、ルーセントとの企業結合にかかる取得価格の配分入力の影響を除いた金額である。2013年支出

の2.205十億ユーロからの0.2％の減少、2013年の収益に占める割合の

16％からの上昇であった。2014年、レガシーの研究開発支出は研究開発合計額の17％を占めた。この数値は

2013年は25％であった。この理由は、シフト計画の一環として2015年までに15％という目標を達成することか

ら来ている。

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1） 2014年の概要

2014年、電気通信機器および関連サービス市場の動向は、様々な地域の多様な要素を含んでいた。ルーティ

ングとLTEなど、IPおよびウルトラブロードバンド・アクセス技術への投資は、とりわけ上半期、米国において

力強い投資がもたらされた。中国も、2014年初頭に加速したTD-LTEの展開どおり、力強いネットワーク投資か

らの恩恵を受けた。一方、ヨーロッパの電気通信機器市場は引き続き和らいだ状態である。

地域の動向に加え、業界2014年の電気通信機器や関連サービスの支出の重要な決定要因となった。電気通信

業界は引き続き、新しいモバイル機器、および新しいアプリケーションやサービスの大規模な採用によって生

じる急速な変化を経験することなる。2017年までに約3.9十億人がインターネットに接続し、2020年までに70十

億以上の接続デバイスが普及すると当社は予測している。データ通信量の成長により、電気通信のプロバイ

EDINET提出書類

アルカテル・ルーセント(E05781)

有価証券報告書

 55/452



ダーに、受信地域、容量、質という面でネットワークを改善することへの多大な苦難をかかえるようになっ

た。こうした需要を満たすため、ネットワーク事業者はAll-IPアーキテクチャへの移行を続けており、銅、

ファイバー、LTEを通じたネットワークへのアクセスの高速化や、新しいデジタルサービスの配信に重点を置い

ている。また当社は、高速ネットワークの展開に投資しているケーブル事業者にも同様の動向を予測してい

る。さらに、ネットワークとクラウドのインフラは相互に関連しているため、企業と消費者のアプリケーショ

ンのホスティングが可能になる。AmazonやGoogleなどのウェブスケール企業や大企業が膨大なデータセンター

の開発を牽引し、大規模でのシームレスなIP接続やデジタルサービスの配信を提供している。2012年から2017

年にかけて、データセンターのトラフィックは440％増になると当社では予想している。IPルーティングは電気

通信機器や関連サービス業界の変遷の中心にあり、固定ブロードバンドおよびモバイルブロードバンドだけで

なくクラウドサービスにも影響を与えている。

これらの業界の動向に合致させるため、2013年6月19日、当社はシフト計画を発表した。これは、高性能

ネットワークに不可欠な高付加価値機器とサービスを提供する、IPとクラウドネットワーキングおよびウルト

ラブロードバンドアクセスの専門プロバイダーとして当社をリポジショニングする詳細な3か年計画である。

2014年12月31日までのシフト計画の進捗は、「7-（5）戦略と見通し」に記載されている。

こうした地域と業界の動向が相まって、2014年の電気通信機器や関連サービス市場において様々な要素を含

んだ支出となった。他の要因に加え、これらの動向は、当社の2014年の事業の実績の主な推進力であった。

2013年との比で売上合計額は4.6％の減少となり、IPルーティングとLTEといった技術での成長はマネージド・

サービス事業のリストラクチャリングの影響で相殺された。セグメントの業績の詳細は、「7-（2）2014年12月

31日終了年度の連結およびセグメントの経営成績（2013年12月31日終了年度との比較）」に記載されている。

（2） 2014年12月31日終了年度の連結およびセグメントの経営成績（2013年12月31日終了年度との比較）

以下の解説では、2014年12月31日と2013年12月31日終了年度の経営成績を、以下に基づき検討している。

•　2014年のエンタープライズ事業の85％の売却に起因して、2014年の本事業に関する業績は廃止事業として

扱われ、それに伴い、2013年の業績がもう一度開示された。2013年の業績はまた、エンタープライズ事業

の売上に起因する、わずかなペリメーター調整を反映するためにもう一度開示された。

収益。2014年の収益は合計で13,178百万ユーロに達したが、13,813百万ユーロと前年比で4.6％の減少で

あった。2014年の当社収益の約64％は米ドル建て、もしくは米ドルにリンクした通貨建てとなっている。ユー

ロ以外の売上の部分を会計目的でユーロに換算する場合、ユーロの相対的価値は、米ドルを含む対その他の通

貨に対する為替レートの影響を受ける。2013年との比較で2014年に固定為替レートを採用していた場合、当社

の連結収益は実際に計上した4.6％の減収ではなく、4.2％の減収となっていたものと考えられる。これは、

（i）2014年中にユーロ以外の通貨で直接取引した売上に、2014年に適用された平均為替レートではなく、2013

年に適用された平均為替レートを適用し、（ii）2014年中に実行した他国通貨建て輸出取引（主に欧州から）

で為替ヘッジ取引契約を結んだものについて、2013年の平均ヘッジ・レートを適用したためである。2014年の

第4四半期には、ユーロとの比で米ドルを含め他国通貨価値が強かったために、当社で計上された収益にプラス

の影響があった。当社経営陣は、固定為替レートで2014年の収益を投資家に示すことで、業界の競合他社の収

益と当社の収益の進展状況が比較しやすくなるものと確信している。

さらに、2013年との比較で2014年に固定為替レートと固定ペリメーターを使用していた場合、すなわち、

2014年の第1四半期の終了時点で売却されたLGS Innovationsに関する収益を除外していた場合、連結収益は実

際に計上された4.6％の減少ではなく、約3.0％の減少であったものと考えられる。経営陣は、固定為替レート

と内部固定ペリメーターを使用した2014年の収益を使用しているが、この情報を投資家に提供するすること

で、当社の収益の推移と同業他社の収益の推移の比較が推進されるものと考えている。

以下の表は当社の計上収益、ユーロ／他国通貨の換算影響額、ヘッジによる影響額、LGSのペリメーター調

整、および固定レートと固定ペリメーター採用時の収益を示したものである。

（単位：百万ユーロ）
2014年12月31日
終了年度

2013年12月31日
終了年度 変更率

計上収益 13,178 13,813 -4.6％

ユーロ／他国通貨の換算影響額 60 0.5％
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ユーロ／他国通貨のヘッジ影響額 (1) 0.0％

ペリメーター（LGS） (41) (210)

固定レートと固定ペリメーターを
使用した収益 13,196 13,603 -3.0％

セグメントと部門別収益

セグメントと部門別の収益は下表の通りである。

（単位：百万ユーロ） 2014 2013

中核ネットワーク 5,966 6,151

IPルーティング 2,368 2,253

IPトランスポート 2,114 2,120

IPプラットフォーム 1,484 1,778

接続事業 7,157 7,447

ワイヤレス 4,685 4,510

固定 2,048 2,069

マネージド・サービス 369 791

ライセンス供与 55 77

その他 41 210

その他および未割当金額 14 5

合計 13,178 13,813

中核ネットワークセグメント

IPルーティング、IPトランスポート、およびIPプラットフォーム部門から構成される、中核ネットワークセ

グメントでは、現在の為替レートを使用して、2014年の収益は5,966百万ユーロであり、2013年の6,151百万

ユーロとの比較で3.0％の減少であった。ユーロ以外の中核ネットワーク事業の売上の部分を会計目的でユーロ

に換算する場合、ユーロの相対的価値は、米ドルを含む対その他の通貨に基づいた為替レートの影響を受け

る。2013年との比較で2014年に固定レートを採用していた場合、当社の中核ネットワークセグメントの収益は

実際に計上した3.0％の減収ではなく、2.4％の減収となっていたものと考えられる。

2014年のIPルーティングの収益は2,368百万ユーロに達したが、2013年の2,253百万ユーロから5.1％の増収

であった。サービス・プロバイダーが動画などのサービス向け帯域幅の高まる需要を満たすよう投資している

ように、前年比での成長は、IP/MPLSサービス・ルーター・ポートフォリオの成功の継続が牽引した。2014年、

Virtualized Service Router（VSR）の発表により当社のポートフォリオが拡大されたが、これにより、サービ

ス・プロバイダーと大企業は、柔軟なネットワークを構築し、標準のサーバーでサービス・ルーター・ソフト

ウェアを運用可能になった。当社のIPコアルーターである7950 XRSは、2014年も引き続き勢いがあり、2014年

末時点で36件の契約を獲得している。ソフトウェア定義ネットワーク（SDN）ソリューションに焦点を当てた、

当社の完全所有子会社、Nuage Networks™ は、市場での牽引力を示し続け、2014年末には顧客は16社となっ

た。Nuage Networksはまた、Virtualized Networks Services（VNS）サービスも発表した。これは、企業や

サービス・プロバイダーがSDNの有益性を支社の拠点に拡大する支援をするものである。

地上および海底光通信事業を含む、当社のIPトランスポート部門の収益は、2014年は2,114百万ユーロであ

り、2013年の2,120百万ユーロから0.2％の減収であった。IPトランスポートは、強力なWDMのポートフォリオに

牽引され、2014年に好調だった地上事業の収益として様々な要素を含んだ動向を示した。この増加は、海底光

通信事業の低調によって相殺された。これは、2014年終了時の上向き回復の兆し、および受注未処理分の蓄積

を示していた。WDM事業においては、1830フォトニクスサービススイッチが光通信部門の収益全体に対する割合

で見て引き続き成長し、2014年には49％に達した。前年同期のこの数値は38％であった。当社の100ギガビット
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光通信シングルキャリア・コヒーレント技術は引き続きWDMポートフォリオにおける成長の牽引力としての役割

を果たし、ポート出荷数の相対的シェアは2013年の26％から2014年の34％へと引き続き増加した。

ソフトウェアおよび関連サービスを含む、当社のIPプラットフォーム部門の収益は、2014年は1,484百万

ユーロであり、2013年の1,778百万ユーロから16.5％の減収であった。2014年はIPプラットフォーム事業の転換

期であった。これは、ポートフォリオを合理的に説明し、IP通信（IMSおよび加入者データ管理を含む）、

Motive Customer Experience、および方針とチャージなどの成長原動力を活用する戦略を反映したものであ

る。当社のポートフォリオの合理化は、2014年の減収、ならびにレガシープラットフォームからの脆弱な収益

の要因となった。こうした動向は、Motiveポートフォリオの成長と、年度後半に遅れてロールアウトされた

VoLTEの影響を受けたIMSポートフォリオの回復力によって一部相殺された。

接続事業セグメント

ワイヤレス接続、固定接続、マネージド・サービス、およびライセンス供与部門から構成される接続事業セ

グメントでは、現在の為替レートを使用した場合、2014年の収益は7,157百万ユーロであり、2013年の7,447百

万ユーロとの比較で3.9％の減少であった。ユーロ以外の接続事業の売上の部分を会計目的でユーロに換算する

場合、ユーロの相対的価値は、米ドルを含む対その他の通貨に基づいた為替レートの影響を受ける。2013年と

の比較で2014年に固定の為替レートを採用していた場合、当社の接続事業セグメントの収益は実際に計上した

3.9％の増収ではなく、3.6％の減収となっていたものと考えられる。

2014年のワイヤレス接続部門の収益は、4,685百万ユーロとなり、2013年の4,510百万ユーロから3.9％の上

昇となった。ワイヤレス接続事業については、LTEで堅調な前年比での成長が見られた。これは主に年度を通し

ての米国の投資と、特に年度上半期の中国でのLTEの展開に牽引されたものであった。この成長はレガシー技術

の低調を圧倒するものであった。2014年を通して、当社はLTEの顧客ベースを多様化し続け、現在では70以上の

契約を結んでいる。2014年はまた、スモールセルの採用重視を拡大し、顧客数は計76社となり、Multi-

Standard Enterprise Small Cellデバイスを発表した。またクアルコムとも協力し、事業者は3G、4G LTE、お

よびWi-Fi接続への拡大、ならびに受信地域の室内受信オフィスへの拡大ができるようになった。

固定接続部門の収益は、2014年は2,048百万ユーロとなり、2013年の2,069百万ユーロから1.0％の減収と

なった。特にヨーロッパと、中国を除くアジア太平洋地域のVDSL2ベクトル化とファイバーの成長は、レガシー

製品の減少、ならびに年度後半に北米での特定の顧客のロールアウトの低調によって相殺された。2014年に

は、当社は業界初のTime and Wavelength Division Multiplexed Passive Optical Networks（TWDM-PON）ソ

リューション（NG-PON2とも知られる）を発売した。これは、住宅、ビジネス、モバイルトラフィックを1つの

ネットワークでカバーしようというものである。さらに、事業者がファイバーをサブスクライバーの自宅近く

に設置可能なG.fastソリューションも発表した。2014年は10件を実施した。

マネージド・サービス部門の収益は、2014年は369百万ユーロであり、2013年の791百万ユーロと比較して

53.4％の減収であった。当事業は、マージン希薄化契約を終了するか、リストラクチャする戦略によって影響

を受け続けていた。

ライセンス供与部門の収益は、2014年は55百万ユーロと、2013年の77百万ユーロから28.6％の減少であっ

た。

その他のセグメント

その他のセグメントでの収益は、2014年第1四半期に売却された当社の政府事業を含んだものであり、2014

年は41百万ユーロ、2013年は210百万ユーロであった。これは通年の業績を含んだものである。

地域市場別収益

以下の表は2014年と2013年の地域別収益（顧客の所在地域を基準としている）を示したものである。

（単位：百万ユー
ロ）
地域市場別収益 フランス

その他
西欧

その他
欧州 中国

その他
アジア
太平洋 米国

その他
北南米

その他
諸国 連結

2014 771 1,929 282 1,342 1,289 5,488 1,009 1,068 13,178

2013 798 2,125 361 1,097 1,230 5,986 1,209 1,007 13,813

EDINET提出書類

アルカテル・ルーセント(E05781)

有価証券報告書

 58/452



変更率
（2014年対2013年） -3％ -9％ -22％ 22％ 5％ -8％ -17％ 6％ -4.6％

2014年の全体に占める米国の収益は41.6％で、2013年の43.3％から減少した。米国の収益は8％減少した。

LTEの投資が、主にレガシーの光通信と固定セグメントの、他の技術における減少を相殺するには十分でなかっ

たためである。2014年の欧州が収益に占める割合は22.6％（フランスが

5.9％、その他西欧が14.6％、その他欧州が2.1％）であったが、2013年の23.8％（フランスが5.8％、その他西

欧が15.4％、その他欧州が2.6％）から減少した。欧州の2014年の動向は、特に、IPルーティング、IPトランス

ポート、および固定ネットワークにおいて明るいものであった。一方、収益はマネージド・サービスの戦略実

施の影響を受け、穏やかであった。欧州では、収益は各地域で減少した：

フランスが3％、その他西欧が9％、その他欧州が22％。アジア太平洋地域の2014年の収益は全体の20.0％（中

国が10.2％、その他のアジア太平洋地域が9.8％）で、2013年の16.8％からは増収（中国が7.9％、その他のア

ジア太平洋地域は8.9％）であった。LTEが国で展開されたため、成長は中国の支出増加が主に起因している。

2014年のその他北南米の収益は中南米での減速によるマイナスの影響を受け、前年同期比で17％減となり、収

益全体に占める割合は8.8％から7.7％に減少した。収益合計のその他の国々が占める割合は、2014年に8.1％で

あり、2013年の7.3％との比較で増加した。当地域においては6％の増収であった。

売上総利益。2014年の売上総利益は収益に占める割合として33.4％となり、2013年の31.2％と比較して増加

した。絶対的には、2014年は4,408百万ユーロ、2013年は4,322百万ユーロであった。売上総利益におけるわず

かな増加は収益増と固定費減が、好ましくない製品ミックスによって一部相殺されたものである。

当社は、多くの地域市場において多種多様な製品を販売している。製品ごとの収益性は、製品の成熟度、競

争上の当社全体の位置づけによって異なる場合がある。さらに、収益性は地域の競争環境、当社の市場占有

率、および顧客の調達方針に依存し、地域によって影響を受ける。2014年は、様々な動向が見られた。上記の

通り、製品ミックスにおけるシフトが売上総利益にプラス影響となった。

一般管理費および販売費。2014年の一般管理費および販売費は1,621百万ユーロにのぼり、対収益で12.3％

を占めた。これに対し、2013年は1,862百万ユーロ、対収益では13.4％を占めていた。対前年比での一般管理費

および販売費の12.9％の減少は、2013年に実施されたシフト計画の一環として、固定費を低減した進捗を反映

している。2014年の27百万ユーロおよび2013年の32百万ユーロのルーセントとの企業結合に要した非現金パー

チェス法の会計処理は、一般管理費および販売費に含まれる。

研究開発費：2014年の研究開発費は、(2)百万ユーロの開発費の資産計上後、2,215百万ユーロにのぼり、対

収益で16.8％を占めていた。前年は、(34)百万ユーロの開発費の資産計上後、2,268百万ユーロで、対収益で

16.4％であったため、2.3％の減少であった。研究開発費の2.3％減は、特にレガシー技術に対する全体の研究

開発の水準の減少を反映している。資産計上後の研究開発費の償却費が、当期中に資産計上した新たな研究開

発費を超えたことにより、2014年と2013年の研究開発費の資産計上はマイナスとなった。2014年の24百万ユー

ロおよび2013年の54百万ユーロにのぼるルーセントの企業結合にかかった非現金パーチェス法の会計処理

（PPA）は、研究開発費に含まれる。この減少は主に、特定の工程内研究開発費の償却の段階的廃止によるとこ

ろが多い。

リストラクチャリング費用、訴訟、連結持分売却益／（損）、資産の減損、および退職後給付制度の改訂計

上前営業活動からの利益（損失）。当社は、リストラクチャリング費用、資産の減損、連結持分売却益／

（損）、および退職後給付制度の改訂計上前の営業活動の損益として、2013年に192百万ユーロの損失を計上し

たのに対し、2014年は572百万ユーロの利益であった。2014年に損失幅が縮小した要因は、一般管理費および販

売費と研究開発費が低かったことによる。ルーセントの企業結合によるパーチェス法会計処理（PPA）では、

2014年に51百万ユーロのマイナス影響が生じた。これは、進行中の研究開発の償却の段階的廃止による前年の

86百万ユーロの影響より小さかった。
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下表は、2014年12月31日および2013年12月31日末日の収益とセグメント営業利益を示したものである。

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日締め全期
中核

ネットワーク
接続
事業 その他

報告可能なセ
グメント合計

その他および

未割当金額 合計

収益 5,966 7,157 41 13,164 14 13,178

セグメントの営業利益（損失） 630 42 - 672 （49） 623

PPA調整（リストラクチャリング費用およ
び資産の減損を除く） （51）

リストラクチャリング費用、訴訟、連結
持分売却益／（損）、資産の減損、
および退職後給付制度の改訂計上前
営業活動からの利益（損失） 572

（単位：百万ユーロ）

2013年12月31日締め全期
中核

ネットワーク
接続
事業 その他

報告可能なセ
グメント合計

その他および

未割当金額 合計

収益 6,151 7,447 210 13,808 5 13,813

セグメントの営業利益（損失） 479 （85） 5 399 （121） 278

PPA調整（リストラクチャリング費用お
よび資産の減損を除く） （86）

リストラクチャリング費用、訴訟、連結
持分売却益／（損）、資産の減損、
および退職後給付制度の改訂計上前
営業活動からの利益（損失） 192

2014年、当グループの623百万ユーロのセグメント営業利益（PPAで51百万ユーロに調整済み）は、リストラ

クチャリング費用、訴訟、連結持分売却益／（損）、資産の減損および退職後給付制度の改訂計上前営業活動

からの収益572百万ユーロを計上した。2013年、当グループの278百万ユーロのセグメント営業利益（PPAで86百

万ユーロに調整済み）は、リストラクチャリング費用、訴訟、連結持分売却益／（損）、資産の減損および退

職後給付制度の改訂計上前営業活動からの収益192百万ユーロを計上した。

2014年の中核ネットワークセグメント営業利益は、2013年の479百万ユーロ（収益全体の7.8％）に対して、

630百万ユーロ（収益全体の10.6％）であった。中核ネットワークセグメントの営業利益の前年比での改善に

は、コスト構造改善の取り組みが反映されている。とりわけ、営業費用について、特定の部門からの高い営業

利益の拠出につながっている。

2014年の接続事業セグメント営業利益は、2013年の85百万ユーロの損失に対して、42百万ユーロであった。

接続事業セグメントの前年比での営業利益の改善は、固定ネットワーク部門からの継続的な力強い拠出に加

え、シフト計画の一環としてワイヤレス接続事業部門の収益性達成に向けたコスト構造改善での当社の取り組

みを反映している。

その他のセグメントのセグメント営業利益は、2014年は0百万ユーロであった。当事業は2014年第1四半期に

売却されたことがその理由である。2013年は5百万ユーロの収入、または収益の2.4％であった。これは通年の

業績を含んだものである。

リストラクチャリング費用。2014年のその他のリストラクチャリング費用は、2013年の518百万ユーロに対

して574百万ユーロであった。新たな再建計画の費用は、2013年と比較し、2014年は増加した。これはシフト計

画の導入によるもので、主に退職金、早期退職金、役務提供のない解雇通知期間における費用、退職する従業

員の訓練費用、設備閉鎖または製品ラインの廃止に関連する費用、およびグループが行う事業の範囲に重大な

変更をもたらす計画に起因する費用である。

訴訟。2014年、7百万ユーロの訴訟の戻入を計上した。これに対し、2013年は2百万ユーロの訴訟費用を計上

した。

連結持分売却益／（損）。2014年、20百万ユーロの連結事業体の売却利益を認識した。これは主にサイバー

セキュリティサービスとソリューション、および通信サービス活動の売却、39百万ユーロに関わるもので、LGS
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Innovations LLCの売却に関して認識された11百万ユーロの損失により一部相殺された。2013年は、2百万ユー

ロの連結事業体の売却利益を計上していた。

資産の減損。2014年、当社は資産の減損に関わる請求金額を一切計上しなかった。2013年は、548百万ユー

ロの資産の減損を計上したが、これは主にワイヤレス製品部門ののれんに関わるものであった。

退職後給付制度の改訂。2014年、当社は次のような112百万ユーロの戻入を計上した：（i）退職後医療給付

の3年間の延長の代わりに年間上限額を対象とする元幹部退職者への当社の債務の減額に伴う80百万ユーロの増

加、（ii）1990年3月1日以降に退職した、65歳未満の元幹部退職者の退職者医療給付の助成金停止に伴う25百

万ユーロの増加、および（iii）現職のオランダ人従業員向け確定給付年金制度の、当グループが今後年金の増

加を保証しない確定拠出年金制度への変換に伴う7百万ユーロの増加。2013年、当社は次のような135百万ユー

ロの戻入を計上した：（i）元幹部退職者向けの退職後医療給付の変更に伴う55百万ユーロの増加。これは、

2016年12月31日までの退職後医療給付の延長と、年間上限額の対象となる退職者向けの当グループの債務の減

少から発生している。（ii）フランスの補完年金制度、AUXADを修正したことに関連する41百万ユーロの増加。

これはフランスのAGIRC（管理職年金制度連合）スキームの条件に適合させることが目的。（iii）最も多い現

職のドイツの従業員の従来型年金制度が新しいキャッシュ・バランス制度への移行となったドイツの年金制度

の修正に伴う35百万ユーロの増加。新たな給付は以前の制度より低額となっている。（iv）米国の長期障害者

制度の修正に伴う4百万ユーロの増加。米国の障害を持つ元従業員への長期医療給付は退職者向け医療制度から

賄われることになる。

営業活動からの利益（損失）。営業活動からの利益（損失）は、2013年が739百万ユーロの損失であったの

に対し、2014年は137百万ユーロの利益であった。2014年の営業活動からの利益（損失）の改善は、減損費用な

し、粗利益の増額、一般管理費および販売費の減額、研究開発費の減額、および連結企業体の売却収入による

ものであるが、リストラクチャリング費用の増額、退職後給付制度の修正からの拠出金の減額により一部相殺

された。

金融費用。2014年の金融費用は、2013年の392百万ユーロに対して291百万ユーロであった。金融費用の減額

は主に支払利息の減少によるものであり2013年の462百万ユーロから2014年には

359百万ユーロになったが、これは受取利息が2013年の70百万ユーロから2014年の68百万ユーロへの減額により

わずかに相殺された。2014年の支払利息の減少は主に、借り換え、おおよび貸借対照表のリストラクチャリン

グ活動によるもので、総金融負債の減少を伴った。特に、ルーセント・テクノロジーズ・キャピタル・トラス

トが発行した7.75％のトラスト型転換優先証券の未償還分931百万米ドルの

2014年1月の早期の償還に起因している。

その他の金融収益（損失）。2014年のその他の金融損失は、2013年の318百万ユーロに対して

211百万ユーロであった。2014年、その他の金融損失は主に、次のものから構成されていた：（i）2014年8月19

日に当社が償還したアルカテル-ルーセントUSAインクの担保付き優先信用融資の再評価の影響に伴う101百万

ユーロの損失、（ii）年金と退職後給付費用の財務構成要素に関わる44百万ユーロの損失、（iii）2016年満期

の優先債の一部再購入に伴う30百万ユーロの損失。これらの損失は15百万ユーロの減損損失の戻入により一部

相殺された。2013年のその他の金融損失の内訳は次のとおりであった。（i）2013年に買戻しを行った転換社債

と社債の純損失に関連する134百万ユーロ、（ii）年金と退職後給付費用の金融項目に付随する84百万ユーロの

損失、（iii）2014年1月の債務返済目的で行った取消不能契約を原因とするルーセント・テクノロジーズ・

キャピタル・トラストIの7.75％のトラスト型転換優先証券に関する予想キャッシュフローの変更に関連した39

百万ユーロの損失、（iv）2013年における米アルカテル-ルーセント・インクの500百万米ドルの資産売却の返

済に起因する未払い費用の償却に関連した24百万ユーロの損失、（v）為替による24百万ユーロの純損失、

（vi）2013年に設立された米アルカテル-ルーセント・インクのユーロのトランシェの優先担保付枠の返済に関

連した未払い費用の償却に関連した21百万ユーロの純損失。

持分法適用会社純利益（損失）持分。持分法適用会社純利益持分は、2013年は7百万ユーロであったのに対

し、2014年は15百万ユーロであった。

法人所得税と廃止事業計上前の利益（損失）。税金および廃止事業計上前利益（損失）は、2014年は350百

万ユーロであったが、2013年は1,442百万ユーロであった。

法人所得税損益。当社の法人所得税収益は、2014年は316百万ユーロであったが、2013年は

173百万ユーロであった。2014年の所得税収益は、正味繰延所得税収益の377百万ユーロに加え、当期所得税額

61百万ユーロから得られた金額である。この正味繰延法人所得税収益377百万ユーロには、米国における繰延所
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得税控除により繰越税金資産363百万ユーロが主に含まれています。

2013年の所得税収益は、正味繰延所得税収益の229百万ユーロに加え、当期所得税額56百万ユーロから得られた

金額である。229百万ユーロの正味繰延所得税控除には以下が含まれる。（i）アルカテル-ルーセントの取得価

格の配分に考慮される、繰延税金負債の戻入に伴う繰延法人所得税収益に関連する85百万ユーロの収益、およ

び（ii）2.875％のシリーズAおよびB転換社債、ルーセント・テクノロジーズ・キャポタル・トラストIの

7.75％転換社債優先証券への返済及び2015 OCEANEの返済のための繰延税金債務の戻入に関連する64百万ユー

ロ、（iii）米国で認識された繰延税金資産の回収性再評価に関連するその他の繰延所得税費用58百万ユーロ、

（iv）ルーセントの取得価格配分で計上した繰延税金負債の戻入に伴う45百万ユーロの繰延法人所得税収益。

これらの手当ては、

2013年に当社が実施した退職後給付制度の改訂に関連する繰延税金費用23百万ユーロによりわずかに相殺され

た。

継続事業からの利益（損失）。当社の継続事業からの損失は、2014年が34百万ユーロであったのに対し、

2013年は1,269百万ユーロであった。

廃止事業からの利益（損失）。当社の2014年の継続事業からの損失49百万ユーロは主に、事業の売却に伴う

ものである。当社の2013年の継続事業からの損失25百万ユーロは主に、当期より前に処分した事業とジェネシ

ス事業の処分に関連して終了後の購入価格の調整に関連した訴訟解決に伴うものである。

少数株主持分。少数株主持分として計上された利益は、2014年の35百万ユーロに対して2013年は10百万ユー

ロであった。2013年から2014年に利益が改善した理由としては、アルカテル-ルーセント・シャンハイ・ベル・

カンパニー・リミテッドを通じた中国国内業務からの収益によるところが大きい。

親会社の持分保有者に帰属する純利益（損失）。親会社の持分保有者に帰属する純損失は、

2014年が118百万ユーロの損失であったのに対し、2013年は1,304百万ユーロであった。

（3） 流動性および資金源

流動性

2014年および2013年12月31日末のキャッシュ・フロー。

導入注記。2013年時点の数値は、「7-（2）2014年12月31日終了年度の連結およびセグメントの経営成績

（2013年12月31日終了年度との比較）」において開示される事業の売却の影響を反映されます。

概要。現金および現金同等物は2013年12月31日時点の4,096百万ユーロから2014年に218百万ユーロに減少

し、2014年12月31日時点で3,878百万ユーロとなった。これは営業活動からの純キャッシュ127百万ユーロ、投

資活動による純キャッシュ235百万ユーロ、および主に優先信用融資枠の早期返済に関連した1,724百万米ドル

およびルーセント・テクノロジーズ・キャピタル・トラストIの7.75％のトラスト型転換優先証券の担保付き優

先信用融資931百万ユーロ、転換可能な証券（OCEANE）

1,148百万ユーロによるものです。

営業活動による純現金収入。2013年の投資活動に使用した純現金が221百万ユーロであったのに対し、2014

年は127百万ユーロであった。運転資本の増減、利息および税金計上前営業活動による純キャッシュ・フロー

は、2013年が185百万ユーロであったのに対し、2014年は609百万ユーロに増加した。この増加は主に、2013年

の31.3％と比較して2014年の売上総利益の33.4％への増加、またコスト削減や一般管理費の削減にあります。

運転資本における変更は、いくつかの要因による2013年のマイナスの影響33百万ユーロに対し、利息および

税金計上前の営業活動からの純キャッシュで2014年164百万ユーロのマイナス影響を与えた。2014年、在庫や実

行中の作業に変化があったことは、2013年の216百万ユーロに対して、営業キャッシュフローにマイナスの影響

72百万ユーロを及ぼした。その年の仕掛品が増加は、とりわけ米国内における大掛かりな契約に関するワイヤ

レスの活動によるものであった。また、営業債権に変化は、2013年の138百万ユーロに対して、2014年は18百万

ユーロで、米国内における大掛かりな契約による遡及権なしの売掛金売却増加によるものであった。さらに、

2014年には、顧客預金は88百万ユーロで、これは主として、2013年の顧客預金が19百万ユーロだったのに対

し、米国での大掛かりな契約に関連して受け取ったものである。支払勘定における変更は、マイナス167百万

ユーロで、2013年のプラス25百万ユーロに対し、2014年の支出コストの低下によるものであった。
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支払われた正味利息と税金は、2013年は373百万ユーロに対し、2014年は318百万ユーロだった。2014年に支

払われた利息は2013年の362百万ユーロから2014年の290百万ユーロに減少した。この減少は、総金融負債およ

び年率0.00％と0.125％の転換可能証券による優先信用融資によるものであった。

投資活動による純現金収入。2013年の投資活動に使用した純現金が1,128百万ユーロであったのに対し、

2014年は235百万ユーロであった。この変更は、主に市場性のある有価証券の売却によるもので、純現金は617

百万ユーロで、2013年の純現金の使用は723百万ユーロであった。連結会社の支配権喪失による現金収益は2014

年84百万ユーロで、2013年は現金なしで、2013年の463百万ユーロから2014年の556百万ユーロへの設備投資額

で幾分相殺された。

財務活動による純現金収入。2013年の投資活動に使用した純現金が2,350百万ユーロであったのに対し、

2014年は1,383百万ユーロであった。

以下の「資金源」で詳細を記載している通り、2014年、当社は転換可能債券（OCEANE）を2件のトランシェ

で発行し、総額は1,148百万ユーロであった。これら発行収益により、額面価額1,724百万米ドルの優先信用融

資の残額を返済した。2014年（i）満期日に、6.375％の優先債券に基づいて、残りの274百万ユーロ（ii）2017

年を満期とする7.75％のトラスト型転換優先証券の発行済みの931百万米ドルの元本金額および （iii）232百

万ユーロの2016年優先債券を返済した。

2013年、当社は優先債と転換社債を発行し、総額は2,248百万ユーロとなった。そして、3件の担保付き優先

信用融資を契約した。とりわけ、新規発行と融資枠で、当社は発行済み債券とその他の債務証券を返済し、そ

の額は合計で1,909百万ユーロにのぼる。間を通じて、当社は担保付き優先信用融資2件（500百万米ドルのもの

と300ユーロの名目価額のもの）の返済を行った。また、2013年、当社は455百万株の発行も行い、この結果、

株主資本が957百万ユーロ増加した。

為替レートの正味のプラス影響は2014年633百万ユーロ、2013年マイナスの影響は292百万ユーロであった。

事業処分または廃止事業。ジェネシス事業の売却による廃止事業によって発生した現金は2014年170百万

ユーロ、2013年14百万ユーロであった。

資金源

資源。今後、当社の資金源は、進行中の事業から生まれるプラスのキャッシュ・フロー、事業売却で得た利

益、様々な形態の社債や株式の発行、および2014年12月31日の新しい504百万ユーロのリボルビング融資枠の担

保付き優先信用融資枠信用融資枠など、様々な資金源から資本資源を得ることになる。。これらの資金源は、

様々な要素次第となる。例えば、当社顧客の未払の売掛金の支払能力のほか、支払期間延長の付与の依頼人、

貸手や投資家による当社の信用の質に関する認識、一般的な負債および株式市場動向、そして信託証書の諸条

件の遵守などである。

現状を鑑みると、いつでも負債および株式市場に頼ることができるとは言い切れない。また、当社の継続的

な事業運営が2014年または2013年にプラスのキャッシュフローを生まなかった。この状況を調整するように、

2014年12月31日時点で当社の現金、現金同等物、および短期投資を含めた市場性有価証券は併せて5,550百万

ユーロであった。約1,207百万ユーロに及ぶこの現金、現金同等物、および市場性有価証券は、現地の管轄外当

社子会社による、これらの資金利用が制限される場合のある交換制御制限の対象である国（主に中国）に保有

されているが、こうした制限が当社の現金支払義務を満たす能力に影響が及ぶとは考えていない。

2014年4月満期の6.375％優先債。

201年4月7日、満期日に、6.375％の優先債券に基づいて、残りの274百万ユーロを返済した。

2016年1月15日満期の8.50％優先債。

2014年6月24日、2016年8.50％優先債の公開買付を開始した。2014年7月4日、額面価額210百万ユーロの2016

年優先債券、現金総額235百万ユーロの購入に同意した。公開買付に出された債券は取り消された。また、2014

年第2四半期に19百万ユーロの2016年優先債券が買い戻され、22百万ユーロに相当する現金が取り消された。同

様に2014年第4四半期に3百万ユーロの2016年優先債券が買い戻され、3百万ユーロに相当する現金が取り消され

た。

その結果、2014年12月31日現在、2016年優先債券の残存合計額面価額は192百万ユーロとなった。

 

OCEANE 2019および2020。

EDINET提出書類

アルカテル・ルーセント(E05781)

有価証券報告書

 63/452



2014年6月10日、当社は2つのトランシェで転換／他社株転換社債（OCEANE）を発行した。

•　トランシェ1額面価額688百万ユーロ　2019年1月30日満期転換価格は4.11ユーロ、すなわちパリのユー

ロネクストでの上場・規制を受けているアルカテル-ルーセントの株価を約40％上回る転換プレミアム

に相当する。

•　トランシェ2額面価額460百万ユーロ　2020年1月30日満期転換価格は4.02ユーロ、すなわちパリのユー

ロネクストでの上場・規制を受けているアルカテル-ルーセントの株価を約37％上回る転換プレミアム

に相当する。

社債の金利は年率はそれぞれ0.00％と0.125％であり、毎年1月30日と7月30日に年2回の割合で金利が支払わ

れ、金利支払いの開始は2015年1月30日である。当社の社債オプションにおける早期償還は特定の状況下で可能

である。

発行収益は、利用可能な現金とともに、2013年担保付き優先信用融資枠を払い戻すために使われた（下記参

照）。発行の目的はグループの負債満期の延長と、負債コストの減額を行うことであった。

2013年共同銀行融資枠。

2013年12月17日、アルカテル-ルーセントは12社の国際銀行のシンジケートとともに、3年間の

504百万ユーロのリボルビング融資枠を完了した。融資枠が利用できるかどうかは、アルカテル-ルーセントの

信用格付に左右されることはない。正味負債の返済に必要な資金創出能力に関連した財務制限条項をアルカテ

ル-ルーセントが遵守することが、当融資枠利用の条件となっている。米アルカテル-ルーセント・インクとグ

ループの一部の子会社は、このリボルビング融資枠に関して優先保証を提供した。同日付で、この融資枠は未

使用である。

2013年担保付き優先信用融資契約。

2013年1月30日、当グループの一部の子会社（特にアルカテル-ルーセント）を米アルカテル-ルーセント・

インクの義務の保証者として、以下で構成される担保付き優先信用融資枠契約を交わした（2013年1月に共同融

資枠とされた）。

•　Liborの利付き優先債券（1.00％を下限とする）に525ベーシス・ポイント、およびABR（一部調整後、

最大のクレディスイス・プライムレート、フェデラル・ファンド実効レートに0.5％および1カ月の

Libor 1％を追加）に425ベーシス・ポイント（借手は一定の間隔を置いて選択）を加えた2016年8月に

満期を迎える合計額面金額500百万米ドルの資産売却枠

•　Liborの利付き優先債券（1.00％を下限とする）に625ベーシス・ポイント未満、ABRに525ベーシス・ポ

イント（借手は一定の間隔を置いて選択）を加えた2019年1月に満期を迎える合計額面金額1,750百万

米ドルの融資枠（四半期毎の名目価額の0.25％の債務返済付き）

•　Liborの利付き優先債券（1.00％を下限とする）に650ベーシス・ポイントを加えた2019年1月に満期を

迎える合計額面金額300百万ユーロの融資枠（四半期毎の名目価額の0.25％の債務返済付き）

2013年8月7日に資産売却枠を全額返済し、終了した。

2013年8月16日、この修正には融資枠を統括する一部の契約を変更するものであり、特に、制限された資産

の売却や資産売却の場合に必須の返済、1,750百万米ドルの担保付き優先信用融資のスプレッドを6.25％から

4.75％に引き下げ、300百万ユーロの担保付き優先信用融資のスプレッドを6.50％から5.25％に引き下げるもの

だった。

2019年1月に満期の到来する300百万ユーロの優先債の発行を行うことで2013年12月6日資産売却を返済し

た。

2013年12月20日、米アルカテル-ルーセント・インクは担保付き優先信用融資を修正し、2014年2月18日を発

効日として、クレジットスプレッドを4.75％から3.50％に下げることを決めた。さらに、この修正に基づき、

2014年8月18日以前に担保付き優先信用融資の全てまたは一部が（a）融資での資金調達による現金、この枠の

利回りを低下させることが主な目的、または（b）債券や転換社債発行による現金、にて返済が自主的に行われ

た場合、このような返済は返済の元本の101.0％で行うものとする。担保付き優先信用融資はいかなる時でも額

面価格で返済可能である。
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2014年8月19日、OCEANE 2019/2020の発行収益および利用可能な現金（上記「OCEANE

2019-2020」参照）とともに、2019年1月を満期とする米国優先信用融資枠1,750百万米ドルで残りの

1,724百万米ドルを支払った。

これらの優先信用融資枠は、（i）米アルカテル-ルーセント・ホールディングス・インクおよびほぼすべて

がその子会社で構成されるその他の保証者が保有する株式持分、（ii）米アルカテル-ルーセント・インク、ア

ルカテル-ルーセントおよびその他の保証者の実質上すべての特許およびその他の知的財産権、（iii）米アル

カテル-ルーセント・インク、アルカテル-ルーセント・ホールディングス・インクおよびその他の保証者が支

払うべき実質上すべての企業間融資、（iv）米アルカテル-ルーセント・インクおよび米国内の保証者の実質上

すべてのその他の有形および無形動産を最優先担保として保証される。2014年8月19日現在、2013年担保付き優

先信用融資は完全に償還されており、これら融資枠の担保すべてを免除できます。

2017年7月満期優先債券4.625％。

2013年12月、アルカテル-ルーセントは2017年7月1日満期の4.625％利付き優先債券を、額面総額650百万米

ドルで発行した。2014年1月、当社はこの発行の正味受取額を使用して、利用可能な現金とともに、ルーセン

ト・テクノロジー・キャピタル・トラストIが発行した2017年を満期とする7.75％の転換優先証券の発行済み分

の元本を総額931百万米ドルの返済を行った。アルカテル・ルーセントとグループの一部の子会社はこれらの優

先債に関して優先担保なしの保証を提供した。米アルカテル-ルーセント・インクの自由裁量により、特定の条

件下で社債は早期償還される可能性がある。アルカテルが発行したもの2016年1月15日に満期の到来する8.50％

の優先債に含まれる同様の枠もこれらの優先債に適用される。かかる約款には、特に以下に関しグループの能

力を制限する約款が含まれる。（i）追加負債を負ったり保証したり、あるいは優先株を発行したりすること、

（ii）少数株主持分への配当金支払い、持分買戻し、投資を行うこと、（iii）一定の先取特権を生成または引

き受けること、（iv）合併、統合、資産売却に関与すること。高利回り社債の発行に際しては一般的であるこ

うした約款は、多くの条件や例外の対象となる。通常、これらの条件や例外があるために、グループは重大な

影響を受けずに業務や戦略、財務を実行できるのである。

債券では、支配権に変更が生じた場合、元本の101％に未払い利息を加えた金額に相当する償還価格ですべ

ての債券を買い戻す申し出を行うことが義務付けられている。さらに、償還時の価格が元本の金額の100％に相

当する場合に該当する税法が変更になった場合に債券は償還できる。

2020年11月15日満期の6.75％優先債。

2013年11月、アルカテル-ルーセントは2020年11月15日満期の6.75％利付き優先債券を、額面総額1,000百万

米ドルで発行した。この発行に関する正味受取代金は以下のものに使用された。（i）2023年に満期の到来す

る、米アルカテル・ルーセント・インクの2.875％シリーズA転換社債の元本金額総計96百万ドルおよび2025年

に満期の到来する2.875％シリーズB転換社債、および2015年に満期の到来するアルカテル-ルーセントの5.00％

OCEANE（転換／交換可能債券）の元本11百万ユーロの償還、（ii）2014年4月に満期の到来するアルカテル-

ルーセントの6.375％の債券の元本総額

274百万ユーロの事前資金注入、（iii）2019年に満期の到来する300百万ユーロの担保付き優先信用融資「2013

年担保付き優先信用融資」を参照）の返済、および（iv）一般的な目的。アルカテル-ルーセント・インクとグ

ループの一部の子会社は、この優先債に関して担保なしの保証を提供した。米アルカテル-ルーセント・インク

の自由裁量により、特定の条件下で社債は早期償還される可能性がある。アルカテルが発行したもの2016年1月

15日に満期の到来する8.50％の優先債に含まれる同様の枠もこれらの優先債に適用される（「2017年7月1日に

満期の到来する4.625％の優先債」を参照）。

債券では、支配権に変更が生じた場合、元本の101％に未払い利息を加えた金額に相当する償還価格ですべ

ての債券を買い戻す申し出を行うことが義務付けられている。さらに、償還時の価格が元本の金額の100％に相

当する場合に該当する税法が変更になった場合に債券は償還できる。

信用格付。

2015年3月19日現在のアルカテル・ルーセントの信用格付は以下のとおりである。
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格付機関

コーポレー

ト・

ファミリー格

付 長期負債 短期債 見通し

CFR／債券格付け

最終更新日

見通しの

直近の更新

ムーディーズ B3
B3/Caa1

（1） Not Prime

（ノット・プ

ライム）

ポジティブ 2012年12月4日／

2013年12月19日

2014年11月17日

スタンダード・

アンド・プアーズ

B- CCC+ B 安定的 2014年8月18日 2014年8月18日

（1）　OCEANE 2018およびOCEANE 2019と2020はCaa1と格付けされている。アルカテルが発行したその他全ての長期

債はB3と格付けされている。

2015年3月19日現在のアルカテル-ルーセントUSAインクの信用格付は以下のとおりである。

格付機関

コーポレー

ト・

ファミリー格

付 長期負債 短期債 見通し

CFR／債券格付け

最終更新日

見通しの

直近の更新

ムーディーズ 該当なし
B3
（1） 該当なし ポジティブ 2013年12月12日 2014年11月17日

スタンダード・

アンド・プアーズ

B B 該当なし 安定的 2014年8月18日 2014年8月18日

（1）　8.875％の優先債、6.75％の優先債、4.625％の優先債はそれぞれB3と格付けされている。アルカテル・ルー

セントの2028年満期の6.50％の社債と2029年満期の6.45％の社債は2012年1月20日に撤回された。

ムーディーズ：

2014年11月17日、ムーディーズは、アルカテル-ルーセントおよびアルカテル-ルーセントUSA Inc.見通しを

「ネガティブ」から「安定的」に変更し、B3格付けを確認した。

2013年12月19日、ムーディーズはアルカテル・ルーセントが発行した2016年に満期を迎える

8.50％の優先債の格付けをCaa1からB3に引き上げた。

2013年11月7日、ムーディーズはアルカテル・ルーセントの社債のB3親会社格付見通しをネガティブから安

定的に変更し、グループの債券の既存の格付けを確認した。

2013年8月23日、ムーディーズは米アルカテル-ルーセント・インクが発行した2020年に満期の到来する

8.875％の優先債のB3格付けを確認し、アルカテル・ルーセントの親会社格付をB3とした。

2013年6月26日、ムーディーズはアルカテル-ルーセントが発行した新しいOCEANE転換社債について暫定的に

Caa1の格付けを行い、2018年に米アルカテル-ルーセント・インクが締結した3件の担保付き優先信用融資に関

する暫定的B1格付けを、決定的なものとしてB1格付けに変更を行った。

ムーディーズの格付グリッドは、最高格付のAAA格から最低格付のC格に分けられている。アルカテル・ルー

セントの親会社の格付け、アルカテル・ルーセントの長期債（OCEANE 2018および2019/2020を除く）、米アル

カテル・ルーセント・インクの長期債はBカテゴリ内のB3と格付けされており、このカテゴリにはB1とB2の格付

けも含まれる。

ムーディーズは、B格カテゴリーについて以下のように定義している。「Bに格付けされた債務は投機的とみ

なされ、高信用リスクの対象となる。」

アルカテル・ルーセントのOCEANE 2018及び2019/2020はCaa1に格付けされている。Caaのカテゴリーについ

てムーディーズでは次のように定義している。「Caaに格付けされた債務は投機的と判断され、極めて高い信用

リスクの対象となる」。

スタンダード・アンド・プアーズ：
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2014年8月18日、スタンダード・アンド・プアーズは、アルカテル-ルーセントおよび米国アルカテル-ルー

セント・インクの発行体格付の見通しをB-からBに引き上げた。グループが発行した無担保社債も CCC+/B-から

Bにに引上げられた。同日、格上げにより、見通しは、ポジティブから安定的に変更された。

2014年6月2日、スタンダード・アンド・プアーズは、発行予定のOCEANE 2019/2020を格付けBとした。

2013年11月7日、スタンダード・アンド・プアーズは、アルカテル-ルーセントおよびアルカテル-ルーセン

トUSAインクの見通しを、「安定的」から「ポジティブ」に修正し、両社ともに社債格付けをB-とした。

2013年11月7日、スタンダード・アンド・プアーズは、アルカテル-ルーセントの短期債の格付けをBとし

た。

2013年9月3日、スタンダード・アンド・プアーズは、アルカテル-ルーセントおよびアルカテル-ルーセント

USAインクが発行した優先無担保証券の格付けをCCCからCCC+に引き上げた。

2013年6月26日、スタンダード・アンド・プアーズはアルカテル-ルーセントが同日発行した新しい2018年

OCEANE転換社債について、CCCの信用格付けを行った。

2013年6月21日、スタンダード・アンド・プアーズは、アルカテル-ルーセントおよびアルカテル-ルーセン

トUSAインクの長期発行体格付の見通しをBからB-に引き下げた。スタンダード・アンド・プアーズはアルカテ

ル-ルーセントの短期債に対する格付けをBと再確認し、上位信用供与に対する格付けをBB-からB+へと引き下

げ、また、グループの長期無担保債の格付けをCCC+からCCCへと引き下げた。ルーセント・テクノロジーズ・

キャピタル・トラスト・インクの信託優先証券の格付は、CCCからCCC-に引き下げられた。

2013年2月18日、スタンダード・アンド・プアーズは、アルカテル-ルーセントおよび米アルカテル-ルーセ

ント・インクに対するすべての発行済み信用格付をB長期信用格付とし、ネガティブな見方を示した上でクレ

ジット・ウォッチから排除した。ネガティブの見通しが確認された。同時に、当グループの担保付き優先信用

融資枠の発行済み格付BB-格が確認された。その他の格付についても確認が行われた。

スタンダード・アンド・プアーズの格付グリッドは、AAA格（最高格付）からD格（最低格付）に分けられて

いる。

アルカテル・ルーセント及びアルカテル・ルーセントの親会社の格付けと長期負債はBに格付けされ、B格カ

テゴリーに属している。

スタンダード・アンド・プアーズは、B格カテゴリーについて以下のように定義している。「「B格」の債務

は、「BB格」の債務よりも不払いに対して脆弱であるが、現在のところ債務者は債務に対する財務的確約を満

たす能力を備えている。事業、財務あるいは景気環境の悪化により、債務において支払義務を満たす債務者の

能力あるいは意欲が損なわれる可能性がある。」

短期資金需要。

当社の短期資金需要は、当社の再建計画、設備投資および短期債務の返済を含め、主として当社の事業を賄

う資金に関連している。

再建計画。

このシフト計画開始を通じて、当社では2015年に直接チャネルを通じた事業運営の採用、販売費及び一般管

理費機能の追加的統合、研究開発能力への再注力により、固定費を2012年との比較で950百万ユーロ削減するこ

とを目指している。2014年12月31日現在のリストラクチャリング経費は、

238百万ユーロであった。

当社では、シフト計画に従う現金支出総額は約17億ユーロで、2013年から2015年に約15億ユーロ、残りを

2016年と見積もっています。

短期債務。

2014年12月31日現在、当社には402百万ユーロの短期金融債務残高があった。

キャッシュ・フローの見通し。

当社が保有する現金、現金同等物、および市場性有価証券（短期投資を含む）は2014年12月31日現在で合計

5,550百万ユーロあり、この金額は、当社が今後12カ月間の当社の資金需要を賄うのに、また計画どおり当社の

資金支出プログラムを達成するのに十分であると考えている。
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事業環境が著しく悪化することや当社の顧客が支出計画を縮小していく場合、または当社の流動性の悪化を

理由に信用市場が当社の入札や契約履行保証の利用を制限する場合には、当社は適切に設備投資を実施する優

先順位を見直していく必要がある。当社は追加的な再建計画を実施し、また追加的な資金源を求める必要性が

生じる可能性があるが、そのような状況下ではこういったことが困難になる可能性がある。

長期負債および金融負債総額。

2014年12月31日、長期金融負債残高は4,875百万ユーロであったのに対し、金融負債総額はその時点のグロ

スで5,277百万ユーロであったのに対し、2013年12月31日時点では6,162百万ユーロであった。

当社の社債に影響を及ぼす格付条項

アルカテル-ルーセントとアルカテル-ルーセントUSAインクの既発債と転換社債には、それぞれの信用格付

が引下げられた場合に繰上げ償還事由が発生することを定めたトリガー条項は含まれていない。

（4） 契約債務およびオフバランスの偶発債務

（i） 契約債務

当社には2014年以降も存続する契約債務が一部存在している。これらの債務の中には、長期負債とそれに

係る利息のほか、ファイナンス・リース、オペレーティング・リース、固定資産購入義務、ならびにその他

の確定購入義務がある。2014年12月31日現在における契約上の現金支払義務の合計は、当該契約および

ファーム・コミットメント上の将来の最低支払額に基づいて以下の表に表示されている。金融負債、ファイ

ナンス・リース債務ならびに転換社債のエクイティ部分に関連した金額の全額は、本報告書に掲載されてい

る当社の連結財務書類にすべて反映されている。

（単位：百万ユーロ） 支払期日  

契約支払債務
2015年12月31日

以前 2016-2017 2018-2019
2020年および
それ以降 合計

金融負債（ファイナンス・リー
スを除く） 397 875 1,143 2,847 5,262

ファイナンス・リース債務 9 9 - - 18

転換社債の資本部分 - - 192 88 280

小計-財政状態報告書に計上 406 884 1,335 2,935 5,560

金融負債にかかる金融費用 231 409 339 125 1,104

オペレーティング・リース 165 237 158 180 740

固定資産購入契約 35 - - - 35

確定購入義務
（1）

925 731 534 127 2,317

小計-財政状態報告書に計上さ
れていない契約債務 1,356 1,377 1,031 432 4,196

契約債務総計
（2）

1,762 2,261 2,366 3,367 9,756

（1）　うち594百万ユーロが、以下のいくつかの「アウトソーシング取引」の一部として記、HPと締結した販売協力

契約およびITアウトソーシング取引に準じたHPとの二社間の約定であり、635百万ユーロがAccentureと締結

した約定である。その他の確定購入義務は、主として、第三者への事業売却に伴う複数年の供給契約に基づ

く購入義務によるものである。

（2）　企業年金、退職後の医療・福利厚生給付、ならびに退職後給付に関連した債務は、上記表には含まれていな

い（連結財務書類の注記23を参照のこと）。

 

（ii） オフバランス債務
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2014年12月31日現在、当社のオフバランス債務および偶発債務は2,376百万ユーロであり、これは主に当

社の連結および非連結の子会社による電気通信機器およびサービスの提供にかかる長期契約についての保証

1,637百万ユーロからなる。一般に、当社は、金融機関を通じて顧客に発行した契約履行保証の裏付けとし

てこうした保証を提供している。こうした契約履行保証およびカウンター保証は、標準的な業界の実務慣行

であり、長期供給契約において提供されている。これらの契約債務を当社のオフバランスの偶発債務に含め

た後に、納期の遅延、当社の長期契約に基づく履行を当社が怠ったとの主張に関連した請求、または当社の

顧客による支払義務履行の懈怠など一定の事象が発生した場合には、当社は連結財務諸表の「引当金」もし

くは「工事契約にかかる対顧客受取債権／対顧客未払債務」または棚卸資産引当金の科目において見積リス

クを計上する。顧客に提供した約2,376百万ユーロの融資契約は、185百万ユーロのオフバランス債務および

偶発債務には含まれない。

契約の履行を目的として提供された保証に関しては、金融機関が提供した保証を担保するために当社が発

行した保証状のみが以下の表に表示されている。

通常の事業において生ずるオフバランスの偶発債務は、以下のとおりである。

（単位：百万ユーロ） 2014 2013 2012

グループ契約に関する保証 1,637 1,180 1,217

割引手形
（1）

- - 1

その他の偶発債務
（2）

737 671 716

小計-偶発債務 2,374 1,851 1,934

担保付借入
（3）

2 8 4

合計
（4）

2,376 1,859 1,938

（1）　この項目に計上されている額は、遡及権のある債権の割引のみに関するものである。遡及権のない割引され

た債権総額は、連結財務諸表の注記20に記載されている。

（2）　以下に記載のあるルイ・ドレフュス・アーマチュアズ（「LDA」）に付与された保証は除外する。

（3）　特定の社債に関して以下に記載のある劣後保証は除外する。

（4）　企業年金、退職後の医療・福利厚生給付、ならびに退職後給付に関連した債務は、上の表には含まれていな

い。これらの給付制度に対して予想される資金拠出の要約については、連結財務書類注記23を参照。

上記の表に示す契約保証金額は、グループが付与した現在の保証に基づいて履行を要求され得る将来支払

の最大見込額（割引前）を示している。将来支払う可能性のある最大額は、効果的に支払われ得る最大の額

の、割り引かれていない信頼に足る最適な見積額を反映するものとする。これは、こうした支払いが発生す

る可能性はごくわずかだとしても、遡及権の行使や担保保証条項によって可能な回収に関するいかなる減額

も考慮しない。このような信頼できる最適な見積りが利用できない場合には、公表する金額は、その他の性

質をすべて同じままで、グループが支払いを要求しうる最大の額とする。また、顧客のために提供された親

会社保証および契約履行保証の大部分には、保険が付されている。従って、上記の表に記載された保証に関

連したエクスポージャーの見積額は、請求があった場合に当社が受け取ることのある保険金によって減額さ

れる可能性がある。

製品保証ならびに年金給付および退職後給付に関連した契約債務は、上記の表には含まれていない。これ

らの契約債務は、当社の2014年連結財務諸表に完全に反映されている。訴訟、調停、または規制当局の措置

から生じる偶発債務も、当社の長期契約について付与された保証に関連したものを除き、上記の表に含まれ

ていない。

顧客の債務不履行または破産を原因として解約され、または中断された契約に関連した契約債務は、法的

な保証の免除が得られない限り、上記の「グループに関する保証」に含まれている。偶発債務について詳し

くは、連結財務書類注記31を参照のこと。

当社は、第三者の長期契約に対する保証により、非連結会社による契約の不履行を根拠に被保証当事者に

対する支払を要求されるおそれがある。これらの偶発債務の公正価値は、保証を発行するために保証人が受
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領する保証料に相当し2014年12月31日現在では約0百万ユーロ

（2013年12月31日時点では約0百万ユーロ、2012年12月31日時点では約0百万ユーロ）であった。

外部委託取引

Accentureとのアウトソーシング取引

2014年2月28日、シフト計画の目標としているコスト削減とともに、当社はAccentureと会計機能のアウ

トソーシングを含む財務部門の事業変革に関する7年間のサービス実施契約を締結した。本契約は、人材お

よび情報技術に関する2つの類似したサービス契約を補足するものである。

Accentureとの契約の対象となる3つの会社機能それぞれが、「タワー」と呼ばれる。Accentureとの契約に

より、契約期間中に当社が業務を行う国において、財務のデータ処理サービス（バックオフィス）、経

理、人事、およびITサービス、ITアプリケーションのサポートや保守のコスト削減およびカバーが実現さ

れると予想されている。

最初の2年の取引および転換フェーズの一環として、当社は3つのタワーの再編を約束しており、その費

用は49百万ユーロと見積もられている。38百万ユーロのリストラクチャリング費用が

2014年中に発生した。

全体として、当社は2020年までに、約757百万ユーロ分のAccenture製品およびサービスを購入すること

を約束した。2014年12月31日時点、合計契約額の残余額は635百万ユーロであった。

この契約債務の2014年12月31日時点での残高は、上記の契約支払債務に関する表の「確定購入義務」の

欄に記載されている。

HCL Technologiesとのアウトソーシング取引

2014年7月1日、シフト計画の目標としているコスト削減とともに、当社はHCL Technologies Limitedと

一部のレガシー技術向けに当社の研究開発部門の譲渡に関する7年間のマスターサービス契約を締結した。

この契約により、契約期間中にコスト削減と研究開発、保守、人事などのカバーが実現されると予想され

ている。最初の3年の取引および転換フェーズの一環として、当社はこれら活動の再編を約束しており、そ

の費用は40百万ユーロと見積もられている。全体として、当社は2021年までに、約297百万ユーロ分のHCL

サービスを購入することを約束した。

2014年12月31日時点、合計契約額の残余額は273百万ユーロであった。

この契約債務の2014年12月31日時点での残高は、上記の契約支払債務に関する表の「確定購入義務」の

欄に記載されている。

ヒューレット・パッカードとのアウトソーシング取引

2009年10月29日、当社は2009年12月1日を発効日として、ヒューレット・パッカード・カンパニー

（「HP」）と重要なITアウトソーシング取引を締結し、同時に10年間の販売協力契約を締結した。

ITアウトソーシング取引は、当社のITインフラストラクチャーの大部分をHPに転換し管理させるもので

ある。最初の18カ月間の移行および転換段階（「T&T段階」と言う）の一環として、HPは自社の資源を投じ

当社のグローバルIT/ISプラットフォームを転換する計画である。この計画に伴い、当社はIT/IS業務の再

編を約束しており、その費用は10年間で200百万ユーロと見積もられている。退職費用、および特定の法人

や経営資源をHPに移行するコストなどのこうした構造改革費が2010年から発生すると認められる。これら

のリストラクチャリング費用のうち、8百万ユーロが2014年中に発生した（2013年中は94百万ユーロ、2011

年中は31百万ユーロ）。また2011年第4四半期に、アルカテル-ルーセントは、当社によって発生する42百

万の補足T&T費用に関連し、修正に署名した。これらの補足費用のうち、10百万ユーロが2014年中に発生し

た（2013年中は10百万ユーロ、2012年中は6百万ユーロ）。

経営資源移行の一環として、当社はHPに対し、売却およびファイナンス・リースバック協定に則り、IT

インフラストラクチャー資産を売却した。これは、上記の契約上の支払義務の表に記載された「ファイナ

ンス・リース債務」に含まれる支払義務であり、2014年12月31日時点のファイナンス・リース債務総額は3

百万ユーロにのぼる（2013年12月31日時点で10百万ユーロ、2012年12月31日時点で10百万ユーロ）。

さらにHPとの全体的な取り決めの一環として、当社は、約514百万ユーロ分のHP製品およびサービスを購

入することを約束した（契約期間が2014年まで1年延長されたため、2011年時点では62百万ユーロ）。約
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514百万ユーロの合計金額のうち、311百万ユーロは、当社が2010年1月1日から2014年12月31日にHPの製品

およびサービスに支出した62百万ユーロと同額を、2008年11月1日から2009年10月31日までの5年間毎年購

入する契約を表し、202百万ユーロは、当社が顧客のネットワーク環境で使用するHPの製品およびサービス

と同じ5年間において追加購入する契約を表している。2014年12月31日時点現在、合計契約額の残余額は0

百万ユーロであった（2013年12月31日時点では104百万ユーロ2012年12月31日時点では226百万ユーロ）。

HPアウトソーシング取引に関連するファイナンス・リース債務と確定購入義務は、上記表の「ファイナン

ス・リース債務」と「確定購入義務」の契約支払い債務の項目に記載されている。

以下の2つの契約債務がHPとの協定に含まれていた。

•　アルカテル-ルーセントがHPまたはHP関連会社から10年間にわたり購入あるいは調達するIT管理

サービスの額に関する最低額契約の総額1,408百万ユーロ（この額には、上記のリストラクチャ

リング費用200ユーロのうち120百万ユーロが含まれる）、2014年12月31日時点での契約債務残高

は519百万ユーロ（2013年12月31日時点では644百万ユーロ、2012年12月31日時点では778百万

ユーロ）。

•　専任のチームを結成するなど、販売協力協定に準じて販売拡大を目指した特定の商業的な取り組み

を10年間にわたり行う義務として、少なくとも298百万ユーロの投資を行うこと（2014年12月31

日時点の契約債務残高は75百万ユーロ（2013年12月31日時点では90百万ユーロ、2012年12月31日

時点では105百万ユーロ））。

これらの2つの契約債務の2014年12月31日時点での残高は、上記の契約支払債務に関する表の「確定購入

義務」の欄に記載されている。

その他の契約債務-委託製造業者／電子機器受託製造サービス（EMS）業者

当社は、製造業務の多くの部分を限定された電子機器受託製造サービス（EMS）業者に外部委託してい

る。EMS製造業者は、アルカテル・ルーセントの設計仕様を使用して製品を製造し、アルカテル・ルーセン

トが確立した品質保証プログラムおよび基準に沿ってプラットフォームをテストする。当社が承認するサ

プライヤ・リストにあるサプライヤから、EMSは、当社の需要予測に基づいて製品の製造に使用する部品お

よび部分組立品を調達する必要がある。

一般に、当社はEMSが購入する部品および部分組立品を所有していないほか、製品の所有権は、通常は納

入時にEMS業者から当社に移転される。当社は、EMSからの当社への所有権の移転時に在庫購入を記録す

る。当社は、過去の傾向や将来見込まれる需要に基づき、過剰在庫や陳腐化在庫に関する規定を確立す

る。この分析に含める在庫は、当社の代行製造業者であるEMSが所有する過剰在庫と陳腐化在庫、ならびに

当社製品に統合される予定の部品に対してEMSのサプライヤを使用してEMSが持っている、取り消し不可

で、返品不可の（NCNR）部品および部分組立品の注文から成る過剰在庫と陳腐化在庫である。当社は、

2014年にEMS業者の持つ過剰在庫の契約債務を32百万ユーロ、そして2013年に26百万ユーロを記録した

（2012年に25百万ユーロ）。

通常、当社はEMS業者との委託製造関係において最低購入義務を有していない。そのため、上述の「契約

債務」に示される契約支払債務表には、EMS業者に関連する契約債務は含まれていない。

ルイ・ドレフュス・アーマチュアズのための補償状

2011年上半期中に、当グループは、2015年3月18日までLDAと共同で支配するアルダ・マリンの前共同ベ

ンチャー企業であるルイ・ドレフュス・アーマチュアズ（LDA）のために補償状（LOI）を提供した。これ

は、LDAが管理する船舶を使用する必要があった、2011年第2四半期に当グループが行った海底ケーブルシ

ステムの修繕に伴い、船舶の乗組員が東京電力福島第一原子力発電所からの放射線に被曝したことによる

損失を補償することで合意したものである。

このLOIに則り発生する可能性のある債務は、LDAが乗組員に付与する給与の（i）5％あるいは（ii）給

与再評価の率のいずれか低い方で毎年増加することから、総額で50百万ユーロを超えることはないものと

考えられる。LOIは2081年4月15日に失効する。
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修繕作業中に測定された放射線レベルは、IRSN（フランス放射線防護原子力安全研究所）が定める臨界

値を常に下回っていたため、2014年12月31日現在、補償に則る支払いリスクは迫っていないものと考えら

れる。

特定の契約債務-米アルカテル-ルーセント・インク

アルカテル-ルーセントUSAインクの分離契約

米アルカテル-ルーセント・インクは、AT&T、アバイア、LSIコーポレーション（2007年4月に

LSIコーポレーションに合併されるまでの旧アギア・システムズ）ならびにNCRコーポレーションを含むか

つての関連会社との分離に関連して締結された各種契約の当事者である。これらの契約に従い、アルカテ

ル-ルーセントUSAインクとかつての関連会社は相互の事業に関連する債務の一部を配分することに合意す

るとともに、一定の配分割合と基準額に基づいて債務を分担することに合意した。米アルカテル-ルーセン

ト・インクは、米国ウィスコンシン州のフォックス・リバーの環境清掃に伴うNCRコーポレーションの債務

に関して同社が申し立てた請求に対し、2014年12月31日付で6百万ユーロの引当金を計上した。フォック

ス・リバー請求の今後の進展次第では、既存の引当金をさらに調整する場合もある。当社は、米アルカテ

ル-ルーセント・インクのかつての関連会社に対する分離契約締結に伴う重大な債務については、2014年の

連結財務諸表に表示されているものを除き、認識していない。上記にかかわらず、かつての関連会社が一

義的な責任を負う潜在的な債務に対し、米アルカテル-ルーセント・インクは現在の引当額を超える資金を

拠出する可能性がある。

アルカテル-ルーセントUSAインクの保証および補償契約

米アルカテル-ルーセント・インクは、第三者である購入者への売却と共通の株主に対する事業のスピン

オフを通じて、一部の事業と資産を売却した。このような取引に関連し、買い手企業または売却された企

業と取引を行っているそれ以外の第三者に対して、直接または間接的に一定の補償が提供された。このよ

うな補償には、売却された企業に割り当てられた不動産と設備のリース取引の一部に対する二次的賠償責

任、ならびに法律上および環境上の一定の偶発事象に対する一定の特定補償のほか、ベンダー供給契約債

務が含まれている。このような補償の期間は様々ではあるが、この種の取引では一般的なものである。

米アルカテル-ルーセント・インクは、2014年12月31日現在、アバイア、LSIコーポレーション、および

売却された他の事業の購入者に譲渡された約7百万米ドルのリース債務（2013年12月31日時点で23百万米ド

ル、2012年12月31日時点で47百万米ドル）について、引き続き二次的賠償責任を負っている。譲渡された

リース取引とそれに対応する保証の残存期間は、1カ月から8年に及んでいる。譲渡されたリース取引の主

たる債務者は、本来の満期日前にリースを解約または更改し、それにより米アルカテル-ルーセント・イン

クの二次的賠償責任を免除することができる。一般的に、米アルカテル-ルーセント・インクには譲受人か

ら補償または払戻しを受ける権利が付与されており、この種の保証に基づく損失に対する引当金を計上し

ていない。

米アルカテル-ルーセント・インクはAT&Tを補償する租税分担契約の当事者で、事業部門に帰属する租税

調整額とAT&Tから分離される前の期間における他の特定の分担租税調整額の一部について責任を負ってい

る。米アルカテル-ルーセント・インクはアバイア及びLSIコーポレーションと同様の契約を行っている。

提案または評価されている一定の租税調整額は、これらの租税分担契約に従ったものである。これらのそ

の他事項の帰結によって当社の連結経営成績、連結財政状態、あるいは短期の流動性が重大な悪影響を受

けることはないと予想される。

アルカテル-ルーセントの公募社債にかかるアルカテル-ルーセントUSAインクの保証

6.375％中期債にリンクされた保証は、2014年4月満期の全額償還の一部として譲渡された。

2013年11月15日、米アルカテル-ルーセント・インクは、アルカテル・ルーセントの他の子会社ととも

に、アルカテル-ルーセントの2016年満期8.50％優先債（2014年12月31日現在の元本金額は192百万ユー

ロ）に関して、完全かつ無条件の保証を行った。保証は優先無担保をベースとして行われ、既存および将

来の米アルカテル-ルーセント・インクの優先負債額の支払いという理由で、また、保証によって明示され

る既存および将来の負債額という理由で、パリパス条項として順位が付けられる。保証は米アルカテル-

ルーセント・インクの資産によって保証された全ての債務への支払いという理由で、効果的に劣後され

る。

EDINET提出書類

アルカテル・ルーセント(E05781)

有価証券報告書

 72/452



2013年12月17日、米アルカテル-ルーセント・インクは、アルカテル・ルーセントの他の子会社ととも

に、アルカテル-ルーセントの504百万ユーロのリボルビング融資枠（2014年12月31日現在）に関して、完

全かつ無条件の保証を行った。保証は優先無担保をベースとして行われ、既存および将来の米アルカテル-

ルーセント・インクの優先負債額の支払いという理由で、また、保証によって明示される既存および将来

の負債額という理由で、パリパス条項として順位が付けられる。保証は米アルカテル-ルーセント・インク

の資産によって保証された全ての債務への支払いという理由で、効果的に劣後される。

アルカテル-ルーセントの公募社債にかかるアルカテル-ルーセントUSAインクの保証

アルカテル-ルーセントUSAインクは当社の（i）2013年8月発行の2020年1月1日満期8.875％利付社債

（2014年12月31日現在の元本金額は412百万ユーロ）、（ii）2013年11月発行の2020年11月15日満期

6.750％利付社債（2014年12月31日現在の元本金額は824百万ユーロ）、ならびに（iii）2013年12月発行の

2017年7月1日満期4.625％利付転換および／または交換社債（2014年12月31日現在の元本金額は535百万

ユーロ）に関して、完全かつ無条件の保証を行った。これらの債券は完全に、かつ無条件で、アルカテル-

ルーセントおよびアルカテル-ルーセントのその他の子会社により、優先無担保ベースで保証が行われてい

る。保証は、既存および将来のアルカテル-ルーセントの優先負債額の支払いという理由で、また、保証に

よって明示される既存および将来の負債額という理由で、パリパス条項として順位が付けられる。保証は

アルカテル-ルーセントの資産によって保証された全ての債務への支払いという理由で、効果的に劣後され

る。

顧客への資金供与

標準的な業界の実務慣行に基づき、当社は随時、支払期間延長の付与、直接融資、および第三者資金源へ

の保証付与によって、当社顧客に対する資金供与を行っている。より一般的には、当社の事業の一環とし

て、当社は、常に顧客から相当額の支払を受けるべき長期契約を結んでいる。

2014年12月31日時点で、履行済みの顧客への資金供与契約の下で約79百万ユーロ（引当金控除後）のエク

スポージャーが存在した。その内訳は、約72百万ユーロの繰延決済と融資、ならびに7百万ユーロの保証と

なっている。これに加え、2014年12月31日現在で、当社は追加約94百万ユーロの顧客融資を提供するコミッ

トメントを有していた。これらの追加契約債務については、実際に約定の資金供与を行うことなく満了を迎

える可能性もある。

未実行の顧客融資と引き出されていない契約債務は、とりわけ、各々の顧客の短期と長期の流動性ポジ

ション、顧客の当期業績と計画との対比、顧客が直面する取引執行上の課題、競争状況の変化、顧客の経営

経験を査定することによってチェックされている。潜在的な問題が表面化した場合には、未使用コミットメ

ントの破棄を含む一定の緩和措置が講じられる。このような措置によりエクスポージャーの総額は限定でき

る可能性はあるが、履行済みの金額および保証済みの金額の範囲内で損失を被る可能性は依然として存在す

る。

（iii） 設備投資

毎年、当社は保守と革新にある程度の設備投資を行っています。2014年には、当社の設備投資額は開発費

の資本化162百万ユーロを含め、556百万ユーロにのぼった。当社は、当社の現在の現金および現金同等物、

市場性有価証券および資金調達手段によって、当社の設備投資計画を予定通り実施するのに充分な柔軟性が

あると判断している。事業環境が著しく悪化することや当社の顧客が支出計画を縮小する場合は、当社は適

切に設備投資を実施する優先順位を見直していく必要がある。

2014年12月31日時点で、設備投資の契約債務は35万ユーロにのぼった。

（5） 戦略と見通し

2013年6月19日、当社はシフト計画を発表した。これはIPおよびクラウドネットワーキングとウルトラ・ブ

ロードバンド・アクセスの専門プロバイダとしての当社の位置、高性能なネットワークに不可欠である高付加

価値機器、サービスを再確認する詳細な3カ年計画である。
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シフト計画の実行を成功させることで、当社の顧客が当社の長期的安定性に対して新たに確信を持つように

なり、当社従業員の当社グループに対するコミットメントが増大し、当社が資本市場へアクセスできる条件が

改善される。シフト計画の第1フェーズは3つの優先事項（再注力、リストラクチャリング、リファイナンス）

を中心に行われ、当社のポジションを、通信のジェネラリストからスペシャリストへと再確認するものであ

り、現在より優れた経営陣、健全な財務基盤、革新や顕著な成長見込みに対する集中の強化を実現した。シフ

ト計画の第２章では、変革、転換、成長といった3つの補足的柱を繋ぎ合わせることにより、新たな市場機会を

活用できると信じられている。当社の転換は、コアルーティング、100Gオプティックス、SDN、NFV、4G LTE、

スモールセルおよび次世代固定接続を含む主要な技術におけるポートフォリオ全般で商業的取引を行ってい

る。この取引により叶えられるのは以下のとおりである：

•　コアルーティング、IPルーティング内のSDN、IPトランスポートにおける400G、IPプラットフォームに

おけるビジュアル化、キャリア統合、ワイヤレス及びG.fastにおけるマルチメディア・ブロードキャ

スト・マルチキャスト・サービス（eMBMS）および固定接続内のNG-PON2を含む当社事業での数多くの

重要分野全般に渡る当社のイノベーション。

•　クアルコム・スモールセル、ネットワーク機能仮想化上のインテル、ウルトラブロードバンドオポ

チュニティーのAccentureとの技術パートナーシップが含まれる。

シフト計画の主な要素および2014年12月31日現在の更新には以下が含まれる。

•　IPルーティング、IPトランスポート、IPプラットフォームとそれに関連するサービスを含む中核ネッ

トワーキング事業への投資これらの事業が将来の当社の成長の起爆剤になることを期待しています。

2015年には中核のネットワークセグメントにおいて7十億ユーロを超える収益を生み出すことを目指

し、中核のネットワーキングセグメントが当社のセグメント営業利益率に寄与し、2015年には12.5％

を上回ることを目指す。当社では、営業利益率の定義について、再編費用、連結企業体売却益／

（損）、資産の減損、訴訟および退職後給付制度の改訂計上前の営業活動を収益で割ったものとす

る。この際、ルーセントとの企業結合に関連した取得価格の配分（PPA）の処理によるマイナスの現

金以外の影響は除外される。2014年、中核ネットワーキング・セグメントの利益率は10.6％で、2013

年に対してベースポイントが280増加した。また、中核のネットワーキング事業において研究開発投

資を2012年と比較して2015年末までに8％増加させ、売上に対する販管費の割合を約13％にすること

を目指すため、販管費を削減することを目指している。2014年、SG&Aの収益は13％で、2013年は15％

であった。

•　接続事業からのセグメント営業キャッシュフローの増加当社では、セグメントの営業キャッシュ・フ

ローの定義について、再編費用、連結企業体売却益／（損）、資産の減損、訴訟および退職後給付制

度の改訂計上前の営業活動い、連結財務書類の注記17に開示される通り、営業運転資金の変更をプラ

スする。当社の目標は、接続事業における営業キャッシュ・フローを2015年には200百万ユーロ以上

生み出すことである（以前250百万ユーロに目標を設定していたが、2014年のエンタープライズ事業

やLGSイノベーションズの株式を考慮して調整した）。2014年、接続事業からのセグメント営業

キャッシュフローは48百万ユーロで、2013年に対して185百万ユーロの増加を示した。これは、主に

収益性の向上だけでなく、運転資金の改善によるものである。当社では、ワイヤレス事業を安定化さ

せ、固定アクセス事業でのリーダーシップのポジションを確立し、マネージド・サービス事業および

特許ライセンス供与で生み出される収益を再確立することでこれらの事業の運営を行っている。当社

はレガシーの研究開発への投資を削減しており、2012年と比較して2015年にアクセスセグメントの営

業費用を25％削減するため、販管費を合理化している。

•　市場多様化：シフト計画実行が成功することで、市場へのアクセス方法を向上でき、よってケーブル

事業者、ウェブスケールや大型テクノロジー企業などの新規顧客に対応することで最大限に活用する

ことができる。さらに、市場多様化により当社の主力製品およびサービスポートフォリオを活用する

ための当社の営業・マーケティング戦略を再設計できるようになり、また、データセンターなどの新

しい市場セグメントを見出すのを助けてくれる。2014年、当社の収益の約8％は、通信以外の顧客に

よるものだった。

•　コスト構造の適正規模化：シフト計画の実行を成功させることで、2012年の固定為替相場によるコス

トベースに対して2015年に固定費用を950百万ユーロ削減できると考えている。（以前十億ユーロに

目標を設定していたが、2014年のエンタープライズ事業やLGSイノベーションズの株式を考慮して調
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整した）。この方法は、販売費および一般管理費の大幅削減、研究開発投資の最適化、イノベーショ

ンへの再注力と公開、輸送・サプライチェーン・製造効率の実施、品質を改善しながら製品の複雑性

を削減することである。2014年12月31日時点、2012年と比較して固定コストの675百万ユーロの削減

を達成した。2014年は340百万ユーロで、2013年は335百万ユーロであった。

•　事業売却による現金の生成： 当社は資産売却を通じて2013年から2015年の間に少なくとも十億ユーロ

の現金を生み出そうと意図している。本報告書同日付で、当社は以下の売却終了を発表した。

-　LGSイノベーションズの株式、当社の政府事業、2014年3月31日に完了したマディソン・ディアボー

ン・パートナーズが率いる投資家グループが所有し、CoVantを含む米国拠点の企業

-　アルカテル-ルーセント・エンタープライズの85％の株式をテクノロジー投資会社であるChina

Huaxinに売却

-　当社のサイバーセキュリティ・サービスおよびソリューションやコミュニケーション・セキュリ

ティ・ビジネスの株式をトタルに売却；

2014年7月31日、当社は子会社であるアルカテル-ルーセント・サブマリン・ネットワークス （ASN）

の初期資本金をIPOを通じて求める方針を発表した。これは、テレコム海底システムにおけるリー

ダーシップ強化と石油・ガス市場の多角化に対する資本調達と、資本配分を最適化し視覚化するため

である。アルカテル‐ルーセントが所有権の大部分を保持する。市況によっては、この初期資本金は

2015年の下半期に生じる見込みである。その間、2015年3月18日に事業を合理化するため、ASNが以前

ルイ・ドレフュス・アーマチュアズと合弁事業で共有していた海洋資産の完全な所有権を取得した

（「第6-3-（1）後発事象-最近の事象」を参照のこと）.

•　自己資金計画と財務持続可能性。当社は2013年から2015年までで債務プロファイルの管理と債務削減

を通じ、バランスシートを強化するシフト計画の目標を完了した。グループは好ましい資本市場の条

件と債券の平均残存期間の延長をオポチュニスティックに利用していった。債務全体で2十億米ドル

削減する当社の目標は、2013年12月に増資で957百万ユーロ、2013年12月にOCEANEのの発行済み分の

転換48百万ユーロを調達したことで半分以上達成している。
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第４【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社は、グループの持株会社であるため、独自の設備を有していない。有形固定資産に関する取得、売却そ

の他の変動の内訳については、「第６ 経理の状況」の連結財務書類に対する注記14を参照のこと。

２【主要な設備の状況】

当社は、オーナーまたはテナントとして、数多くの建物、生産施設、研究所およびサービス施設を、全世界

に有している。施設は、以下の特徴によって2つに区分される。

•　当社の各種事業のための生産および組立施設

•　研究および革新的な活動を有し、職務をサポートする施設

大部分の施設は、ヨーロッパ、米国および中国にある。

当社の生産と組立のほとんどは外部委託されている一方、残りの部分については当社の生産設備で実行され

ている。2014年12月31日現在、当社の総生産設備は約237,000平方メートルで、下表は、生産設備が集中してい

る中核ネットワークと接続事業セグメントについて地域別に内訳を示している。

当社のかかる設備状況は良好で、現在および将来におけるグループの事業活動の要件を十分に満たしてお

り、グループの利益に影響を及ぼす可能性のある重要な環境リスクに対するエクスポージャーはないと考えて

いる。

以下の表に示す施設は、当社が使用する不動産の多様性を示すために430箇所の施設ポートフォリオから選

定したものである。選定にあたり、地域、事業セグメント、使用タイプ（生産／組立、研究／革新技術または

サポート機能）、そして所有地所か賃貸地所かという4つの主要基準を適用した。

2014年12月31日現在のアルカテル-ルーセントの生産設備

（単位：千平方メートル） EMEA 北南米 APAC 合計

中核ネットワーク 84 0 5 89

接続事業 53 30 65 148

合計 137 30 70 237
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生産／組立施設

国名 所在地 所有／リース

中国 上海浦東 完全所有

中国 上海松江区 完全所有

フランス カレー 完全所有

フランス ウー 完全所有

英国 グリニッジ 完全所有

米国 メリデン 完全所有

生産施設の主な特徴は以下のとおりである。

•　上海、浦東（中国）：142,000平方メートルの敷地のうち、23,000平方メートルが固定接続およびワイ

ヤレス接続事業の生産拠点として使用されており、残りは主に事務所や研究施設として使用されてい

る。

•　上海、松江区（中国）：22,340平方メートルの敷地が、RFS（無線周波数システム）の製品製造のため

に使用されている。

•　カレー（フランス）：79,000平方メートルの敷地のうち、48,000平方メートルが海底通信ケーブルの製

造用に使用されている。

•　ウー（フランス）：31,000平方メートルの敷地のうち、16,000平方メートルが基板生産のために使用さ

れている。

•　グリニッジ（英国）：19,500平方メートルが海底通信ケーブルの製造用に使用されている。

•　メリデン（米国）：21,000平方メートルの敷地が、RFS（無線周波数システム）の製品製造のために使

用されている。
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研究・開発およびサポート機能センター

国名 所在地 所有／リース

ドイツ シュツットガルト リース

ドイツ ニュルンベルグ リース

オーストリア ウィーン 完全所有

ベルギー アンヴェール リース

ブラジル サンパウロ 完全所有

カナダ オタワ 完全所有

中国 上海、浦東 完全所有

スペイン マドリッド リース

米国 プラノ 完全所有

米国 ネイパービル 完全所有

米国 マレー・ヒル 完全所有

フランス ビラソー リース

フランス ラニオン 完全所有

フランス

ブローニュ・

ビヤンクール

本社 リース

フランス オルヴォ リース

インド バンガロール リース

インド チェンナイ リース

イタリア ヴィメルカーテ リース

メキシコ

クアウティトラン、

イスカリ 完全所有

オランダ ホーフトドルプ リース

ポーランド ビドゴシュチ 完全所有

ルーマニア ティムショハラ 完全所有

英国 スウィンドン リース

シンガポール シンガポール リース

上記施設の占有率は50％から100％である（平均占有率は79％）。アルカテル-ルーセントが専有していな

いスペースは、他社にリースされるか、あるいは未専有状態となっている。

79％という占有率は、アルカテル-ルーセントのグローバル・ポートフォリオに基づいている。ここに示さ

れているのは主要な所在地の設備であり、これらが当社事業を代表する一例を構成している。

３【設備の新設、除却等の計画】

上記「第４-２ 主要な設備の状況」を参照のこと。
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第５　【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

　　 (2014年12月31日現在)

①【株式の総数】

授権株数 発行済株式総数 未発行株式数

(該当なし)
(1) 2,820,432,270 （該当なし）

(注記)　(1)　フランスでは日本で用いられているような意味での授権株式の概念は存在しないが、株主総会は取

締役会に対して新株ないし持分証券の発行にかかる授権をその金額と期間について一定の範囲内で与

えることができる。

②【発行済株式】

種類 普通株式

記名・無記名の別 記名式または無記名式

額面・無額面の別 額面0.05ユーロ

種類 普通株式

発行数 2,820,432,270

上場金融商品取引所名又は登録認可金

融商品取引業協会名

ユーロネクスト（パリ）

NYSEユーロネクスト（米国預託証券によって表章

される、それぞれが1株に相当する米国預託株式）、 ロンド

ン（SEAQ）

(2)【転換価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当なし。
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(3)【発行済株式総数および資本金の推移】

　　 （2014年12月31日現在）

日付 株式数 資本金額（ユーロ） 摘要

2009年12月31日

残高 2,318,060,818

4,636,121,636

（601,073百万円）

4,768 9,536

ルーセント・テクノロ

ジーズ・インクが発行し

た転換証券行使

219,587 439,174

ストック・オプション行

使分

100,375 200,750

アルカテル-ルーセント

の業績連動株式プランに

基づくアルカテル-ルー

セントの株式発行

2010年12月31日

残高 2,318,385,548

4,636,771,096

（601,157百万円）

20,632 41,264

ルーセント・テクノロ

ジーズ・インクが発行し

た転換証券行使

100,000 200,000

スペーシャル・ワイヤレ

スの買収に伴う、コラ

レック社

発行社債のアルカテル-

ルーセント株式への償還

6,109,985 12,219,970

ストック・オプション行

使分

767,163 1,534,326

アルカテル-ルーセント

の業績連動株式プランに

基づくアルカテル-ルー

セントの株式発行

2011年12月31日

残高 2,325,383,328

4,650,766,656

（602,972百万円）

1,180,498 2,360,996

アルカテル-ルーセント

の業績連動株式プランに

基づくアルカテル-ルー

セントの株式発行

2012年12月31日

残高 2,326,563,826

4,653,127,652

（603,278百万円）

EDINET提出書類

アルカテル・ルーセント(E05781)

有価証券報告書

 80/452



2,870,871 5,734,987.20

アルカテル-ルーセント

の業績連動株式プランに

基づくアルカテル-ルー

セントの株式発行

7,890,275 394,513.75

ストック・オプション行

使分

2,475 123,75

ルーセント・テクノロ

ジーズ・インクが発行し

た転換証券行使

15,658,262 782,913.10 OCEANE 2015年転換

- (4,542,390,904.35)

額面価値を2ユーロから

0.05ユーロに減額したこ

とによる減資

455,568,488 22,778,424.40

優先新株予約権付株式の

発行に伴うアルカテル・

ルーセントの増資

2013年12月31日

残高 2,808,554,197

140,427,709.85

（18,206百万円）

4,435,355 221,767.75

アルカテル-ルーセント

の業績連動株式プランに

基づくアルカテル-ルー

セントの株式発行

7,438,828 371,941.40

ストック・オプション行

使分

2,830 141.50

ルーセント・テクノロ

ジーズ・インクが発行し

た転換証券行使

1,060 53.00 OCEANE 2018年転換

2013年12月31日

残高 2,820,432,270

141,021,613.50

（18,283百万円）
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当社によるアルカテル-ルーセントの株式の購入

2014年、当社は、当社の株式買戻プログラムに基づく取引を一切実施していない。2014年12月31日現在、

アルカテル-ルーセントが直接保有する株式数は、資本金の0.46％に相当する13,010,214株であった。同日現

在、当社の子会社は、当社資本金の0.96％に相当する27,110,113株の株式を保有していた。これらの株式は、

2014年12月31日現在、連結自己資本からの控除として計上されていた。

2014年3月19日付の取締役会決議に従い、自己株式は以下の目的により配分される。

•　社外の成長取引（に関して今後も使用する資金を保持するため（自己株式の約42.8百万株）

•　既存株式を購入する権利を行使することから生じる義務を果たすため（自己株式の1百万株）

•　リーダーシップ・チームの構成員に自己株式で変動報酬を支払うため（自己株式の8百万株）

2014年5月28日の株主総会において、当社の資本金の10％を上限として、18ヶ月間にわたり、アルカテル-

ルーセントの株式買戻しの授権が取締役会（法律に準じた権限委譲の権利を有する）に付与された。

最高購入価格は1株当り20ユーロ以下、最低売却価格は株式の額面価値、1株当り0.05ユーロ以上である。

本プログラムは2014年5月28日の株主総会決議の株主による承認以降実施されていない。

取締役会は、2015年2月5日の会議において、2015年5月26日開催の当社の次回株主総会の決議に付すため

に、株式買戻しプログラムに関する既存の授権を取り消し、18ヶ月にわたる新たな授権を取締役会に付与する

提案を決定した。

定款第241-1条および金融市場庁（AMF）規則に基づく買戻プログラムの詳細

当該プログラムを授権する株主総会の期日2014年5月28日の株主総会にて、当社の資本金の10％を上限とし

て、18ヶ月にわたりアルカテル-ルーセントの株式買戻しの授権が締役会に付与された。自社株を新たに

18ヶ月にわたり買い戻す当社への授権の更新は、2015年5月26に開催予定の株主総会で株主から承認を得る

ために提出されものとする。

当社が直接または間接的に保有する株式数および資本の比率 2014年12月31日時点で、当社は、13,010,214

株を直接、また27,110,113株を間接的に保有していた。

株式買戻プログラムの目的：現行の買戻プログラムの目的、および本プログラムの更新に関わる、2015年5

月26日の株主総会で株主に提出される内容は次のとおり。

•　法律の定める条件のもと、減資により購入が可能となるように株式の一部またはすべてを取り消す。

•　法律の定める諸条件にも基づいて当社またはその子会社または関連組織の従業員および取締役

（「dirigeants」）に対して付与または売却すること（ストック・オプション、すなわち業績関連株式

に関する会社の利益配分への従業員の参加等）。

•　当社またはその関連会社の従業員または取締役対するストック・オプション制度またはその他の株式

割当に関する義務を遵守すること。

•　当社の株式資本を利用できる証券に付与された権利の行使時に株式を交付し、かかる証券に関して当

社（またはその子会社のいずれか）が実施する契約債務に基づき関連ヘッジ取引を実施する。

•　特に当社が実施した対外的な成長取引、合併、スピンオフまたは寄付に際し、株式を保有かつ交付す

ること（対価物の交換、支払い、またはその他の方法で）。

•　AMFによって認められている規範に則った流動性契約に関連し、投資サービス提供者を介してアルカテ

ル-ルーセントの株式に関するマーケット・メーキング業務または流動性資産の保守に従事すること。

買戻プログラムの目的は、今後AMFによって許可される可能性のある市場慣行、より一般的には、適用法お

よび規制を遵守するあらゆる取引の実施を促進することである。この場合、当社は株主に対して、プレス

リリースを通して通知を行う。

買戻の条件。株式の取得、売却、および譲渡は随時、特に適用法および規制によって授権されている数量

および価格に関する制限に従い（アルカテル-ルーセントの公開買付期間中は除く）、規制市場、国際貿易

体制、体型的な内部振替などの手段、またはブロック購入や売却などの私募、公開買付や公開交換募集、
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あるいは規制市場、または国際貿易体制や体型的な内部振替を通して取引されるオプションやその他の金

融派生商品の利用、あるいは市場機関が承認した条件下で、直接または投資サービス・プロバイダーを介

した他の手段ワラントの転換、交換、償還、提示やその他の方法で会社の資産を利用できる有価証券の発

行によって生じる私募や株の受け渡しなどの手段を介して行うことができる。

最大資本比率、最大株式数および株式の種類、最高購入価格。当該プログラムは、ユーロネクスト（パ

リ）証券取引所－コンパートメントAに上場されるアルカテル‐ルーセントの株式（ISIN FR0000130007）

に関するものである。

現行のそれぞれの授権、および2015年5月26日の株主総会で株主に対して提案される予定の授権に則り購入

される可能性のある上限率は、購入日時点の資本を構成する株式総数の10％である。2014年12月31日時点

の情報目的の当社資本を構成する株式数を考慮すると、上限は282,043,227株となる。あるいは授権された

最高購入価格（20ユーロ）に基づく場合は、すでに当社が保有している株式を除き、理論上は最大

5,640,864,540ユーロとなる。

ただし、当社の株式資本に影響を及ぼす取引の場合、特に準備金の資本組入れを通して資本金が増えた場

合、無償株式の割り当て、特に業績連動株式、株式分割または株式合併、自己資本に影響を及ぼす額面価

値の変更やその他の取引が発生した場合、取締役会は、こうした取引が株式の価格に及ぼす影響を考慮す

るために、上記の最高購入価格を調整する権限を与える場合がある。

当該プログラムの期間。2014年5月28日に開催された株主総会で承認された現行の株式買戻プログラムは、

その承認日から2015年11月28日まで18か月にわたり施行される。2015年5月26日の株主総会で株主の承認を

得るために提案が予定されている議決に基づき、現行の株式買戻プログラムは取り消され、新プログラム

が承認日から18か月にわたり2016年11月26日まで実施可能となる。

株式、または資本を利用できる権利

ルーセント・テクノロジーズ社が発行した転換債権証券

転換社債。ルーセント・テクノロジーズ・インク（またはその関連会社）は、同社の株式に転換可能な社

債を発行した。旧アルカテルとルーセントの事業統合実施日現在、2006年11月30日付の取締役会の決定に

則り、これらの有価証券は以下を含み、以下に対する権利を保有者に対して付与している。

•　2017年3月15日満期の7.75％トラスト型転換優先証券に関して、アルカテル-ルーセントの株式

44,463,075株

•　2023年6月15日満期のシリーズA転換社債（利率は2.75％から2.875％に増加）に関して、アルカテル

-ルーセントの株式43,832,325株

•　2025年6月15日満期のシリーズB転換社債（利率は2.75％から2.875％に増加）に関して、アルカテル

-ルーセントの株式55,087,690株

上述の転換債務証券の転換を通じて発行されるアルカテル-ルーセント株式の１株当たりの株価は、これら

の社債の転換価格または行使価格を、旧アルカテルとルーセントの企業結合に関連して規定された交換比

率（すなわち、ルーセントの株式１株に対してアルカテルの株式0.1952株）で除した価格に等しい。すな

わち、

•　7.75％トラスト型転換優先証券については、転換行使日のレートによる24.80米ドルのユーロ相当額

•　シリーズA転換社債については、転換行使日のレートによる17.11米ドルのユーロ相当額

•　シリーズB転換社債については、転換行使日のレートによる15.98米ドルのユーロ相当額

2013年度中、米アルカテル-ルーセント・インクは発行済のシリーズA及びシリーズB転換社債を、シリーズ

Aについては95百万米ドル、シリーズBについては765 百万米ドルの名目価額で買い戻した。

ルーセント・テクノロジーズ・キャピタル・トラストIが発行した、発行済みのトラスト型転換優先証券の

2013年12月31日の額面価値はトラスト型転換優先証券の7.75％の931百万米ドルとなった。2014年1月13

日、当社はこれらの証券を全額返済した。
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ルーセント・テクノロジーズ・インクが発行したストック・オプションおよびその他の株式ベースの報酬

手段

ルーセントとの企業結合の一環として、当社は、ルーセント・テクノロジーズ・インクが付与したストッ

ク・オプションおよびその他の株式ベースの報酬である証券（制限付株式ユニット、業績連動株式、およ

び取締役の繰延株式）の保有者に対し、当該保有者の保有する有価証券に付随する権利の行使または転換

が行われた場合、アルカテル-ルーセント株式を発行することに同意した。

旧アルカテルおよびルーセントの企業結合実施日である2006年11月30日現在、これらの有価証券はルーセ

ント・テクノロジーズ・インクの普通株式合計311,307,596株に対する権利を付与していた。

その結果、また、2006年9月7日付の株主総会における株主による授権行為によって当社の取締役会による

2006年11月30日付決定に従い、アルカテル-ルーセントの子会社コラレックは、ルーセント・テクノロジー

ズ・インクに対して1口がアルカテル-ルーセントの株式１株に転換可能な社債60,767,243口を発行した。

かかるルーセントのストック・オプションまたはその他の株式ベースの報酬である証券がその保有者より

行使される時、米アルカテル-ルーセント・インク（以前の名称はルーセント・テクノロジーズ・インク）

は、これに対応する数の転換社債の転換を要求し、直ちに当該転換により生じたアルカテル-ルーセントの

株式の株式数を、権利を行使した保有者に交付する。

2014年12月31日現在、アルカテル-ルーセントの株式に転換可能な既発債が合計55,669,199口あった。ただ

し、同日現在におけるストック・オプションの取消を考慮すると、これらのうち引続き転換可能であるも

のはない。

いずれの社債も証券取引所に上場されていない。

償還可能な債券（ORA）

買収に関連する発行

スペーシャル・ワイヤレス。2004年に、当社は、スペーシャル・ワイヤレス（米国）の買収を可能にする

ため、アルカテル-ルーセントの株式に償還可能な債券（ORA）により表章される債券の発行を子会社コラ

レックに授権した。

かかる買収に関連して、アルカテル-ルーセントの株式に償還可能な債券18,988,334口が、

1口当り11.91ユーロで発行された。ORA発行日以降これらの債券の償還のために発行されたアルカテル-

ルーセントの株式数は18,633,297株となった。2013年は、償還は発生しなかった。

ORAに関連するすべてのストック・オプションが期限切れになるために、これらの債券は買い戻され、2014

年12月19日に取り消された。

金融取引に関連して行われた社債発行

OCEANE 2018。2012年6月8日の株主総会において付与された授権により、アルカテル-ルーセントは、2013

年7月3日に、新規または既存の株式に転換および／または交換可能なオプションが付された社債により表

章される債券（OCEANE）を発行した。元本総額は628,946,424百万ユーロで、1口1.80ユーロのOCEANE

349,414,680口で表章される（連結財務諸表の注記24を参照のこと）。

これらの社債の償還日は2018年1月1日であり、年利は4.25％である。

発行の主な目的は、グループの債務の資金充当と、当債務の満期の延長であった。

2018年12月9日に完了した新株予約権発行による増資をもとに、OCEANE 2018の反希薄化条項が原因によ

り、アルカテル・ルーセント株一株をOCEANE 2018の額面価値0.05ユーロと交換する交換比率は2018年12月

9日付で1から1.06へと変更された。

2014年12月31日、2013年の12月9日の増資後に影響のあった調整を考慮し、2014年の事業年度中は1,060の

社債がアルカテル・ルーセントの株式に転換できるものであったことから、OCEANE 2018の370,378,501株

が未償還のままであった。

OCEANE 2019および2020。2014年6月10日、2014年5月28日の株主総会で株主が付与する授権に基づき、当社

は2つのトランシェ（「2019 OCEANE」、「2020 OCEANE」）の新株式および／または既存株式（OCEANE）へ

の転換社債、および／またはそれらに交換可能な社債を発表した。2019 OCEANEの元本総額は688,425,000

ユーロであり、各額面価値が4.11ユーロの2019 OCEANE 167,500,000株に相当する。2020 OCEANEの元本総
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額は460,289,979.90ユーロであり、各額面価値が4.02ユーロの2020 OCEANE 114,499,995株に相当する（連

結財務諸表の注記24を参照のこと）。

2019 OCEANEは利付でない。2020 OCEANEの金利は年率0.125％であり、毎年1月30日と7月30日に年2回の割

合で金利が支払われる。

本発行の目的は、アルカテル-ルーセントUSAインクが行使した17億5千万ドルの初期の元本金額の担保付き

優先信用融資を早期に償還することを許可し、グループの負債満期の延長と、負債コストの減額を行うこ

とであった。

株式に転換可能でない有価証券

2014年12月31日現在、アルカテル-ルーセント（親会社）が発行した2つの社債が未償還である。ルクセン

ブルグ証券取引所で取引される8.5％優先債券（2016年1月満期）192百万ユーロの発行

(4)【所有者別状況】

2014年12月31日現在の株主別資本内訳

株主の種類 資本金割合（％）

機関投資家 68％

小口投資家 29％

自己株式および従業員 3％

合計 100％

株主は、記名式または無記名式のいずれかの株式保有方法を選択することができる。ただし、当社付随定

款に則り、持分が株式総数の3％を超える株主は株式の記名を要請しなければならない。

本株式が記名式をとっていない限り、「第1-1 会社制度等の概要」に記載された状況にある場合を除き、

当社は株主の氏名およびその所有に係る株式の数を知り得ない。

付随定款の規定に則り、当社資本金の2％以上の株式を保有する株主は、保有する株式総数を当社に通知

しなければならない。さらに１％の基準点に達する度に、この通知を更新することとする。通知内容は、

Autorité des marchés financiersに提出される当社の年次報告書「Document de Référence」において開示さ

れる。

フランス法のもとでは、単独でもしくは他者と共同で行為を行う個人または法人が、アルカテル-ルーセ

ントの発行済株式資本または議決権の5％、10％、15％、20％、25％、30％、331/3％、50％、662/3％、90％も

しくは95％超を有する所有者となった場合、またはかかる所有数がその後当該いずれかの水準を下回った場合

には、当該水準を挟んで増減した日から4営業日以内に、アルカテル-ルーセントおよび金融市場庁（Autorité

des marches financiers：AMF）にその所有する株式数を通知しなければならない。30％基準値は、以下に記載

される公開買付を開始するため、資金または当社の議決権の30％の所有に対する義務を定めている。近年、フ

ランス法では、報告を行う法人や個人は、有効に保有する株式に加え、契約あるいは金融商品の条項に則り即

時または将来的に自らの意思に基づいて自発的に取得する権利がある株式を保有しているものとみなされると

規定している。10％、15％、20％、25％の4つの基準値はそれぞれ、フランス商法のL.233-7条で定義されてい

る意思表示の義務を構成する。会社とAMFに通知を行う期限は5営業日である。
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(5)【大株主の状況】

（2014年12月31日現在）

2014年12月31日現在の大株主は以下の表のとおりである。

2014年12月31日現在の

発行済株式に基づく資本

2014年12月31日現在の

発行済株式に基づく

総議決権
(3)

2014年12月31日現在の

発行済株式に基づく株主

総会で行使可能な議決権
(4)

株式数

資本金

割合（％） 二重議決権 議決権総数

決議割合

（％） 議決権総数

決議割合

（％）

キャピタル・グループ・

カンパニー・インク
(1)

290,280,811 10.29％ - 290,280,811 10.11％ 290,280,811 10.26％

ブラックロック・インク
(1)

136,616,484 4.84％ - 136,616,484 4.76％ 136,616,484 4.83％

ケス・デ・デポ・エ・

コンシニャシオン
(1) (2) (7)

100,901,700 3.58％ 8,243,622 109,145,322 3.80％ 109,145,322 3.86％

アムンディ
(1)

84,642,286 3.00％ 84,642,286 2.95％ 84,642,286 2.99％

DNCAファイナンス
(7)

83,884,900 2.97％ 83,884,900 2.92％ 83,884,900 2.96％

FCP 2AL
(1)

34,418,607 1.22％ 33,969,215 68,387,822 2.38％ 68,387,822 2.42％

その他のフランスの

機関投資家
(5)(7)

107,521,500 3.81％ - 107,521,500 3.75％ 107,521,500 3.80％

アルカテル-ルーセントが

保有する自己株式
(6)

13,010,214 0.46％ - 13,010,214 0.45％ - -

子会社が保有する

自己株式
(6)

27,110,113 0.96％ - 27,110,113 0.94％ - -

一般投資家 1,942,045,655 68.86％ 7,947,675 1,949,993,330 67.93％ 1,949,993,330 68.89％

合計 2,820,432,270 100.00 50,160,512 2,870,592,782 100.00 2,830,472,455 100.00

(1)　出典：株主申告。

(2)　BPIパーティシペーションズ・フランスがお保有する株式を含む。

(3)　総議決権には、当社およびその子会社が保有する議決権のない株式が含まれる。

(4)　純議決権（または「株主総会で行使可能」な議決権）には、議決権のない株式は含まれない。

(5)　株式資本の0.50％超をそれぞれ保有するその他のフランスの機関投資家。

(6)　かかる株式は、自己株式として保有されている間は適用可能なフランス法に則り議決権がない。

(7)　出典：アルカテル-ルーセント（2014：2014年6月30日現在のTPIおよび2014年12月31日現在のIPREO株主報告書）。

議決権

 

フランス商法のL.233-8-II条、およびAMF一般規定の223-16条に則りアルカテル-ルーセントで発表された

議決権総数は、2014年12月31日現在で2,870,592,782個であった（親会社および子会社の保有する自己株

式を含む）。

株主が所有基準値を超えたかどうかを判断できるようにするために、当社はWebサイトにて議決権総数を

毎月公開している。

AMF一般規定のもと規定されている情報とみなされる議決権に関する情報は、以下のアドレスで確認可

能：www.alcatel-lucent.comから、見出し「Investors（投資家）」、次に「Regulated Information（規

定されている情報）」に進む。

2014年12月31日現在、二重議決権の恩恵を受ける株主の有する議決権は、合計50,160,512個となり、これ

は議決権の1.78％に相当する。
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２【配当政策】

過去5年間においては、配当は分配されていない。

5年以内の未請求の配当は、フランス財務省に引き渡される。

配当政策は、当グループの財政状況および利益をとりわけ分析して、特に事業活動のセクターにおいて、

自己資本比率および業績のほか、現在と将来のリターン、配当の分配に関係する市場の慣行を考慮して、取締

役会が定めるものとする。当社の財務成績、投資の必要性、および債務管理関連の要求事項を踏まえると、配

当の分配を調整するか、配当の分配をなくす決断をする場合がある。

2015年2月5日の取締役会会議において、取締役会は2014年度の配当金の支払いはしないことを勧告した。

 

３【株価の推移】

以下の表は、表示期間中のユーロネクスト・パリ証券取引所における当社普通株式の最高・最低株価を示

したものである。

(1)【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　ユーロネクスト・パリ

事業年度 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年

最高（ユーロ） 2.67

（346円）

4.43

（574円）

1.95

（253円）

3.36

（436円）

3.40

（441円）

最低（ユーロ） 1.87

（242円）

1.11

（144円）

0.72

（93円）

0.96

（124円）

1.88

（244円）

(2)【当該事業年度中最近6月間の月別最高・最低株価】

　ユーロネクスト・パリ

月別 7月 8月 9月 10月 11月 12月

（2014年）

最高（ユーロ） 2.85

（370円）

2.63

（341円）

2.68

（347円）

2.45

（318円）

2.87

（372円）

3.00

（389円）

最低（ユーロ） 2.58

（334円）

2.38

（309円）

2.46

（319円）

1.88

（244円）

2.49

（323円）

2.64

（342円）
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４【役員の状況】

(1)　当社の経営体

(a)　取締役会

アルカテル-ルーセントの取締役会は2015年3月13日現在、3年の期限で11名の取締役が任命され、

そのうち10名がAFEP-MEDEF法に則った独立取締役である。当社の取締役会には2名の取締役会立会人（フ

ランス語で「Censeurs」）も含まれている。

2015年3月13日現在、当社の取締役会は11名で（うち3名が女性）、4ヵ国から選出された平均年齢

60歳の取締役で構成されている。AFEP-MEDEF法に則り在任期間は3年で、取締役の在任期間の更新を調整

している。取締役会の3分の1が、2013年から毎年入れ替えられている「5-(1)-(e)-(e.2)コーポレート・

ガバナンスおよび指名委員会」を参照のこと）。

下表は、現在のアルカテル-ルーセントの取締役についての氏名、生年月日、取締役任命年度、取

締役任期、アルカテル-ルーセント以外での主な活動（主な取締役兼務を含む）および所有するアルカテ

ル-ルーセントの株式数を示している。

役職

氏名および

生年月日

取締役

就任年度

任期

満了年

(a)現在の取締役職および専門的

職位ならびに

(b)過去5年間における取締役職

アルカテル-
ルーセント

株式保有

取締役会副会長

兼独立取締役

フィリップ・

カミュ (Philippe

CAMUS)

1948年

6月28日

2008年 2016年 (a)フランス：グループマン・デ・アンダ

ストリ・フランセス・アエロナティク・

エ・スパシアル（GIFAS）名誉会長。

国外：キーノルト・インク最高経営責任

者、アプタミール・インク取締役会会

長、エバーコア・パートナーズ・イン

ク*上席顧問、セルフィッシュ・メディ

アLLC取締役。

(b)フランス：ラガルデール・グループ*

共同経営者、レガルデール・アクティブ

およびレガルデール・サービスの監査役

会メンバー、エディシオン・P・アマウ

リおよびクレディアグリコール*SAの取

締役、アシェットSA取締役会におけるレ

ガルデールSCA常任代表、レガルデー

ル・サービス取締役会におけるアシェッ

トSA常任代表、アルジル・コマンディテ

-アルコ副会長兼最高経営責任者代理。

国外：北米レガルデール会長兼最高経営

責任者、シュルンベルジェ*およびレガ

ルデール・アンリミテッド・インク取締

役。

普通株式：

1,131,352株
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取締役会

副会長兼

独立取締役

ジャンC.

モンティ

(Jean C. MONTY)

1947年

6月26日

2008年 2016年 (a)国外：ボンバルディア* 監査委員会取

締役兼メンバー、人的資源・報酬委員会

会長、セントリア・インクおよびフィエ

ラ・キャピタル・インク* 取締役、

Ecole des Hautes Études Commerciales

国際諮問委員会メンバー。

普通株式：

30,001株、リ

バーモント・イ

ンク経由普通株

式：2,399,397

株、リバーモン

ト・インク経由

ADS：2,600,003

株

最高経営

責任者兼

取締役

ミシェル・

コンブ

(Michel COMBES)

1962年

3月29日

2013年 2016年 (a)国外：MTS OJSC* 監査委員会取締役兼

メンバー、指名・報酬委員会メンバー、

アルティス* 監査委員会取締役兼会長、

指名・報酬委員会メンバー。

(b)フランス：エーエスシステムSA* 監査

役会会長、アタリ* 取締役会会長。国

外：ボーダフォンPLC*取締役、ISS A/S

およびISSワールドサービスA/S取締役会

メンバー。

普通株式：500

株

独立取締役 フランチェスコ・

カイオ(Francesco

CAIO)

1957年

8月23日

2014年 2017年 (a)国外：Poste Italiane CEO。

(b)国外：グローバル・インターネット・

コーポレーション＆ガバナンス・メカニ

ズムのIcannの高位パネルメンバー、

Avio Aero非執行役員。デジタルアジェ

ンダの実施におけるイタリア政府理事、

Avio Aero最高経営責任者、Avio最高経

営責任者、野村ホールディングズの副会

長、Indesit Company*、Sole 24 ORE*、

Invensys Plc* 取締役、Caio Digital

Partners会長。

普通株式：

2,100株

独立取締役 カーラCICO

(Carla CICO)

1961年

2月21日

2010年 2016年 (a)国外：EPTA取締役、World Duty Free*

独立取締役、コーポレート・ガバナンス

委員会、関係者委員会メンバー、

Allegion* 独立取締役、コーポレート・

ガバナンス・指名委員会メンバー。

(b)国外：Rivoli S.p.A（イタリア）最高

経営責任者、Ambrosetti Consulting

（中国）最高経営責任者。

普通株式：

29,359株
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独立取締役 スチュアートE.

アイゼン

スタット

(Stuart E.

EIZENSTAT)

1943年

1月15日

2008年 2015年 (a)国外：Covington and Burling LLP 国

際取引および財務慣行パートナーおよび

長、ユナイテッド・パーセル・サービ

ス* 独立取締役、指名およびコーポレー

ト・ガバナンス委員会メンバー、報酬委

員会メンバー、グローブ・スペシャル

ティ・メタル* 独立取締役、ブラック

ロック・ファンズ理事、GML Ltd.国際諮

問機関メンバー。

(b)国外：シカゴ気候取引所独立取締役、

コカコーラ・カンパニー* 国際諮問委員

会メンバー。

普通株式：

29,963株

独立取締役 キム・クロ

フォードGOODMAN

(Kim Crawford

GOODMAN)

1965年

5月1日

2012年 2017年 (b)国外：オートネーション* 独立取締

役。

普通株式：

6,348株

独立取締役 ルイR.

ヒューズ

(Louis R.

HUGHES)

1949年

2月10日

2008年 2015年 (a)国外：InZero Systems（旧GBS

Laboratories）（米国）会長、Akzo

Nobel*（オランダ）独立取締役、監査委

員会メンバー、ABB*（スイス）独立取締

役兼、監査、財務およびコンプライアン

ス委員会会長、Wind Point Partnersエ

グゼクティブ・アドバイザーパート

ナー。

(b)国外：GBS Laboratories（米国）最高

経営責任者、Sulzer*（スイス）独立取

締役、British Telecom Americas（米

国）諮問取締役会メンバー。

普通株式：

33,926株
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独立取締役 ヴェロニク・

モラリ(Véronique

MORALI)

1958年

9月12日

2014年 2017年 (a)フランス：Webedia最高経営責任者、

Edmond de Rothschild SA取締役、監査

委員会メンバー、Edmond de Rothschild

（フランス）監査役会メンバー、監査委

員会メンバー、報酬委員会メンバー、

Publicis Group* 取締役、監査役会メン

バー。

国外：Fimalac Développement会長、

Fitch Group Inc.副会長、Coca-Cola

Enterprises Inc.* およびFitch Inc.取

締役、Edmond de Rothschild Holding

SA監査委員会メンバー。

(b) フランス：Fimalac* 取締役、および

Groupe Lucien Barrière SAS取締役会へ

のFimalac*の常任代表、Havas取締役、

Ernst & Young戦略委員会メンバー、

TFco Terrafemi会長。

普通株式：500

株

独立取締役 オリビエ・ピウ

(Olivier PIOU)

1958年

7月23日

2008年 2015年 (a)国外：ジェムアルト*（オランダ）CEO

兼取締役。

(b)フランス：INRIA（フランス国立情報

学自動制御研究所）取締役。

普通株式：

88,955株

独立取締役 ジャン-シリル・

スピネッタ

（Jean-Cyril

SPINETTA）

1943年

10月4日

2006年 2017年 (a)フランス：エールフランス-KLM* 名誉

会長。

(b)フランス：エールフランス-KLM* CEO

兼取締役会会長、エールフランス会長、

コンパニー・ド・サンゴバン* 取締役、

Areva* 監査委員会会長、La Posteおよ

びGaz de France Suez* 取締役、

Conseil National Education Economie

会長、Paris Europlace諮問委員会メン

バー。

国外：アリタリアCAI取締役、IATA理事会

メンバー。

普通株式：

29,791株
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取締役会

立会人

ベルトラン・ラプ

ラーヤ(Bertrand

LAPRAYE)

 1963年

12月4日

2010年 2015年 (a)フランス：アルカテル-ルーセント*

エンジニア、データ保護取締役、取締役

会立会人、アクシオナリア・アルカテル

-ルーセント投資信託（FCP 2AL）メン

バー、Humanis Prévoyance、OCIRP

Prévoyance、Interexpansion /

Fongepar SA取締役。

(b) フランス：医療保険機関La Boétie

Prévoyance取締役会役員、アクシオナリ

ア・アルカテル-ルーセント投資信託

（FCP 2AL）監査役会メンバー。

FCP 2AL
(1)
：

2,694ユニット

取締役会

立会人

ジル・ル・ディセ

(Gilles LE

DISSEZ)

1958年

5月8日

2013年 2016年 (a) フランス：アルカテル-ルーセント*

エンジニア、取締役会立会人、アクシオ

ナリア・アルカテル-ルーセント投資信

託(FCP 2AL)監査役会会長。

普通株式：15株

 FCP 2AL
(1)
：

7,870口

*　上場企業

注：　(1)　FCP 2ALは、1988年12月23日付フランス法第20条に基づく当社従業員のための投資信託である。当社の

定款は、当社取締役のうち2名は当社従業員でなければならないこと、ならびに取締役に任命された時

点および取締役会立会人在任中はFCPに加盟していなければならない旨を規定している。
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(b)　リーダーシップ・チームおよび経営委員会

リーダーシップ・チームは、様々な組織分野、すなわちビジネスライン、横断機能、会社機能か

らの管理職から構成されている。リーダーシップ・チーム内では、横断機能と会社機能の管理職がとも

に最高経営責任者と経営委員会を構成し、6名から構成される。

経営委員会は主としてグループの戦略と組織を担当し、政策を実行し、長期的な財務計画と人材

戦略を行う。グループの計画やプロジェクトの実行監督を担当し、各セグメントの業績を監視し、異な

るセグメント間でリソースを配分する。

リーダーシップ・チーム・メンバーの任命

ティム・クラウス氏が2014年1月1日付でメンバーとなった。

Bhaskar Gorti氏が2015年1月1日付でメンバーとなった。

リーダーシップ・チームを退任した委員

アンドリュー・マクドナルドは、2015年1月12日までメンバーであった。

(2)　執行役員の状況

(2.1)　執行役員への報酬方針

執行役員の報酬制度は、AFEP-MEDEF法に則って定められている。報酬委員会の勧告に基づき取締

役会は、取締役会会長および最高経営責任者に裁定される報酬全額および長期給付を決定する。

取締役会および報酬委員会の職務

取締役会は、執行役員報酬の様々な要素（固定報酬と変動報酬、ストック・オプションの付与、

業績連動株式、離職手当、そして状況に応じて追加年金給付）の均衡を確保する。また、AFEP-MEDEF法

で定める規則と妥当性の包括性と明確性、バランスと妥当性、ベンチマーキングと一貫性に関する原則

に則りこれらの要素を定めるものである。
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会長および最高経営責任者の報酬、ならびに取締役および主要役員の報酬は、報酬委員会の責任

で設定される。報酬委員会は、退職金や離職手当およびその他あらゆる種類の給付を含め、該当人物に

支払われるあるいは帰属するすべての役員報酬について評価を行う。

委員会は、グループの管理職の年次評価や、主要役員に対して支払われる固定および変動報酬の

設定に関する勧告を行う。勧告には、役員報酬の変動部分判断に関する規則も含まれる。この規則は、

当該人物の業績、当社の中期的戦略、そして業績達成目標に基づいて定められる。

報酬委員会はまた、グループ執行役員、特にリーダーシップ・チーム・メンバーに対するストッ

ク・オプションや業績連動株式の付与に関する方針も検討している。

執行役員の長期報酬に適用される一般原則

AFEP-MEDEF法に則り、グループの執行役員に対する業績連動株式およびストック・オプションの

付与に関することはすべて、取締役会が定めた1つ以上の業績条件の満足度によって決定される。2014年

5月28日の株主総会で付与された授権によれば、これらの付与は、38ヶ月にわたって付与される従業員総

数の6％を超えるものであってはならない。取締役会はまた、フランス商法第L.225-197-1条に則り、執

行役員に分配される株式の保有期間、およびAFEP-MEDEF法に規定されている業績連動株式の付与に関す

るアルカテル-ルーセントの株式購入義務に関する特定の条件も定めている。

2008年12月3日付の法律に則り、雇用からの収入を促進するうえで、これらの付与は、補足の利益

分配を支払う目的で、フランスのグループ会社のスタッフの90％以上にグループの業績での利益を提供

するメカニズムを伴っていた。

取締役会は2013年、2014年のいずれもストック・オプションまたは業績関連株を執行役員に付与

しなかった。

当社執行役員への報酬方針

取締役会は2014年、シフト計画に反映されるように、特に会社の戦略を考慮しながら、執行役員

の報酬方針を定めた。

最高経営責任者の報酬は、報酬委員会の勧告に基づいて取締役会が毎年決定する。変動報酬およ

び長期報酬に適用される業績基準は、特に将来を見越した要求の高いものになっており、グループの戦

略および変換目標を反映している。2014年度については、変動報酬の50％がシフト計画の目標の達成に

基づき、50％が財務基準に基づいている。長期報酬に関しては、報酬は、在職条件および業績基準、と

りわけパネルと対比した株価推移（50％加重）と、会社の戦略の実施状況（50％加重）に従った業績連

動株式から構成されている。

会長の報酬は、評価基準が取締役会会長の職務と責任に固有の業績基準に基づき、固定分と長期

報酬から構成されている。

下表は、2014年の事業年度に導入された主な基準を反映している。

固定報酬 変動報酬 業績連動株式

会長 個人の

技能

取締役会会長の職務に関連付けた

質的基準50％

会社の戦略への貢献50％

CEO 個人の

技能

財務基準50％

シフト計画の目標の

達成50％

株式の運用実績50％

当社の戦略実施50％
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短期業績 長期業績

(2.2)　取締役会会長

取締役会会長の報酬は、2年が1期間の権利確定期間の最後の在職条件と、取締役会会長の職位に

リンクした業績基準の達成度に従い、業績連動株式方式の固定年俸および長期報酬で構成されている。

 

現金年俸

着任時のフィリップ・カミュ氏の報酬総額は200,000ユーロに設定された。この金額は同氏が2008

年に始めて任命されて以降変更されていない。報酬額は、当社の取締役の平均報酬の2倍であるが、変動

部分はない。

フィリップ・カミュ氏は、役員報酬、現物給付のいずれも受け取っていない。

取締役会会長への報酬の概要表

フィリップ・カミュ -  取締役会会長

（単位：ユーロ）

2013年度 2014年度  

支払い

予定

支払い

済み

支払い

予定

支払い

済み

固定報酬 - 200,000 - 200,000

変動報酬 - 該当なし - 該当なし

特別報酬 - 該当なし - 該当なし

役員報酬 - 該当なし - 該当なし

現物給付 - 該当なし - 該当なし

合計 - 200,000 - 200,000

長期報酬

ストック・オプション

フィリップ・カミュ氏は、アルカテル-ルーセントのストック・オプションの利益を受け取らな

い。

業績連動株式

フィリップ・カミュ氏は、2014年、業績連動株式の付与を受けなかった。グループの回復に向け

て個人の責任を示すためにフィリップ・カミュ氏は2013年、業績連動株式の付与を一切放棄したことを

補足しておく。取締役会はこの決定を十分に受け止めた。

ただし、会長の報酬は、会社のガバナンスへの彼の貢献の強さと質を反映しなかったと判断し、

報酬委員会の勧告によって、取締役会は、200,000ユーロの固定年俸に加え、業績連動株式の性質を持っ

て長期報酬をカミュ氏に付与する決定を下した。

2014年業績連動株式の付与

2014年3月19日、取締役会は、2年が1期間の権利確定期間、権利確定期間（2016年）終了時の取締

役会会長としての在職条件、おおよび業績基準の達成度に従って、400,000の業績連動株式をフィリッ

プ・カミュ氏に付与する決定を下した。

業績連動株式は、受益者に、現金で報酬を受け取る権利を与える条件付き権利である。業績目標

の達成度は、2015年3月13日の取締役会会議の決定に従い、権利確定期間の終了時に評価される。当初、

業績基準の達成度が権利確定期間の初年度と権利確定期間の終了時に評価されていた。

業績連動株式の権利確定は、2つの業績基準を満たすことが求められる。

-　2014年初頭に実施された取締役会の評価による勧告の実施に基づく50％。取締役会の承認に従

う。
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-　会社の戦略に関する会長の貢献に基づく50％。

段階的な権利確定期間。業績連動株式に対する権利は、業績基準の達成度に準じて2年間にわたり

付与する。各業績連動株式の価値は、2年間の権利確定期間終了時に、2016年3月19日以前の20日間の営

業日のアルカテル・ルーセント株式の平均価格に基づき、各ユニットが平均株価で評価され、決定され

る。

在職条件。業績連動株式に付属する権利は、ミシェル・コンブ氏が2016年3月19日の2年間の権利

確定期間の終了時に依然として取締役会会長職にある場合確実に付与される。

取締役会会長に付与される報酬、ストック・オプション、および業績連動株式の概要表

フィリップ・カミュ -  取締役会会長

（単位：ユーロ） 2013年度 2014年度

当年度に関する固定報酬 200,000 200,000

当年度に関する変動報酬 - -

現物給付 - -

小計－実際の報酬額 200,000 200,000

事業年度に関連して付与されたストック・オプションの

評価額
(1)

- -

事業年度に関連して付与された業績連動株式の評価額
(1)

- -

事業年度に関連して付与された業績連動株式の評価額
(2)

- 1,157,600

業績連動株式の権利確定期間は、2年間で、在職条件と業績条

件に従ったものである

合計 200,000 1,357,600

(1)　業績連動株式、ストック・オプションのいずれも2013年度、2014年度中にフィリップ・カミュ氏に付与されな

かった。

(2)　フィリップ・カミュ氏に付与された業績連動株式数は400,000口であった。本付与は、取締役会が付与した2014

年3月19日にアルカテル-ルーセントの株価に基づき計算すると、1,157,600ユーロと評価されている。これは、

業績連動株式に付属する、2年にわたり評価される業績条件の達成度（一部または全部）は反映していない。実

際に評価される利益は、2016年3月19日の前の20営業日についてアルカテル-ルーセントの平均株価に基づき計

算された、各業績連動株式の評価額に基づくものとする。2015年3月13日のアルカテル・ルーセントの株価、一

株あたり3.72ユーロに基づき、付与額は1,488,000ユーロと評価される。

2013年より前の業績連動株式の付与

2012年3月14日、取締役会は、量的基準（株価の推移）を30％相当、および質的基準（取締役会会

長職に関連付けたもの）を70％相当という基準に則り、在職条件および業績条件の達成度に応じて、

200,000株の業績連動株式（調整前）をフィリップ・カミュ氏に付与することを決定した。

量的基準。アルカテル-ルーセントの株価の推移は、取締役を除いた従業員と経営陣向けの当グ

ループの年間計画で定めた規則に基づいている（「(4.1.2)業績連動株式」を参照）。

質的基準。取締役会会長職に固有の目標に紐付けたこれらの基準は、取締役会が定義したのであ

る。2014年3月19日の取締役会におけるこれらの権利の権利確定期間終了時に、条件の達成度が評価され

た。

2012年3月の取締役会が定める基準は、以下のとおりである。

-　グループの戦略的な目標を定める任務において取締役会を指揮する

-　取締役会の構成要素がAFEP-MEDEF法に定められている使命および勧告と一致するように努める

-　2012年始めに実施された取締役会の評価を基準にして、取締役会が合意する勧告内容の実施に

努める
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質的基準の業績審査。会長の指揮下、グループの戦略的目標を定める取締役会の職務に関して、

取締役会は、2013年のシフト計画の要素を決定する話し合いに深く関わった。

取締役会の構成については、様々な一連の能力から構成され、異なる国籍をうまく混ぜ合わせて

強固な個性を生み出し、アルカテル・ルーセントの国際的な文化の根源を反映するものである。また、

取締役の人数や社外の人間であることも満たしている。取締役会のこうした特徴は、ヴェロニク・モラ

リ氏とフランチェスコ・カイオ氏の2名の取締役を抜擢して強化した。彼らは通信業界の経歴を持つだけ

でなく財務の専門知識が豊富である。ヴェロニク・モラリ氏の任命は、シルヴィア・ジェイ女史が取締

役を退任した後、取締役会の女性レベル（27％）を満足できるレベルに維持できるものともなった。

取締役会の評価後の、2012年の勧告実施に関し、2つの重要なポイント、すなわち取締役会と委員

会の間での職務の配分、そして特定の戦略的事柄に特化したセッションの実施を明らかにした。2014年

の取締役会の評価結果によれば、取締役会メンバー全員が、委員会は重責を負ってその職務を果たして

いるとの見解を共有した。取締役会メンバー全員がほとんどの委員会の会議に参加している。そのた

め、メンバーは、特に委員会活動について認識し、数多くの取締役会のセッション中の話し合いと意思

決定が可能となっている。

2014年に実証された達成度。2013年と2014年のアルカテル-ルーセントの株価推移の審査の最後に

得られた順位と係数は、それぞれ9と50％、1と100％である。2014年3月19日の会議において取締役会

は、コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会の勧告を受け、質的基準の業績審査を行ったが、これ

は2年間の権利確定期間終了時点で100％の全体の達成度を反映し、150％の業績率を示していた。そのた

め、フィリップ・カミュ氏の発行済株式総数は211,352株（調整後）であった。これらの株式は同氏が取

締役会会長の役職の任期を終了するまで移行できない。

権利確定株式保有義務。フィリップ・カミュ氏が取締役会会長の地位を辞職する時まで、同氏は

(i)同氏の株式ベースの報酬に従う業績連動株式の付与、(ii)同氏の役職任期中を通じての株式市場での

アルカテル・ルーセントの株式の取得から生じるアルカテル・ルーセントの全株式を保有しなければな

らない。この結果、これらの株式は同氏が取締役会会長の役職の任期を終了するまで売却できない。

購入義務。フィリップ・カミュ氏は、権利確定期間の終了時に取得した業績連動株式5株当たり2

株のアルカテル・ルーセント株式を購入する義務を負うものである。この要件は、株式の法定保有期間

（付与日以降の4年間）の終了時に有効となる。ただし、当該要件は、会長が保有するアルカテル-ルー

セントの株価が税引後の会長の年俸の40％相当に満たない場合は保留となる。

AFEP-MEDEF法に従い、フィリップ・カミュ氏は、受領する業績連動株式に関してヘッジ商品を使

用しないことに同意している。
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2012/03/14

制度 業績条件 加重

条件の審査
グローバルの
達成度第1期間 第2期間 第3期間 第4期間

量的業績基準 30％ 50％ 100％

アルカテル・ルーセントの株価の
推移 順位9 順位1

質的業績基準 70％ 150％

グループの戦略的な目標を

定める任務において取締役会を指
揮する 保有* 保有* 100％

取締役会の構成要素がAFEP-MEDEF
法に定められている

使命および勧告と一致するように
努める

2012年始めに実施された取締役会
の評価を基準にして、取締役会が
合意する勧告内容の

実施に努める

*　当株式は第2期間の終了時に付与する。権利確定済みの業績連動株式の保有の強制に関し、フィリップ・カミュ氏

は、2年間の保有期間（期間3、4）の範囲を超え、同氏の役職が終了するまでこれらの業績連動株式を保有して

いなければならない。

フィリップ・カミュ氏に付与された業績連動株式の履歴

株式数 権利確定株式数

調整前 調整後

権利

確定日
(1)

調整後 利用可能日 複合業績条件

一株

評価額
(2)

2008/09/17 100,000 2010/03/11 100,000 2012/03/11 財務基準2つと質的
基準1つ

€3.05

      

2009/03/18 200,000 2011/03/18 200,000 2013/03/18 財務基準3つと質的
基準1つ

€1.19

      

2010/03/17 200,000 2012/03/17 200,000 2014/03/17 財務基準1つと質的
基準1つ

€2.40

      

2011/03/16 200,000 2013/03/16 170,000 2015/03/16 アルカテル-ルーセン
トの株価の推移およ
び質的基準1つ

€3.48

      

2012/03/14 200,000 211,352 2014/03/14 211,352 2016/03/14 アルカテル・ルーセ
ントの株価の
推移および質的
基準3つ

€1.64

合計 900,000 881,352 - - -

(1)　これは、業績連動株式が完全に権利確定される最短の日付であり、在職条件と業績条件が満たされる場合に、

権利確定期間の終了時の承認翌営業日に完全所有権を取得することになる。

(2)　一株評価額（1ユーロの十分の一に四捨五入）は、付与日の連結財務諸表の価額に相当する。この価格は論理的

計算から得られた結果であり、実際の実現利益は、アルカテル-ルーセント株の売却日の株価によって決まる。

2012/03/14制度の一株評価額は、同日の1.80ユーロの株価に基づいて計算された。

退任後の給付

当社またはその他のグループ会社は、フィリップ・カミュ氏の取締役会会長職の退任時、あるい

は退任後の期間に適用される契約上の義務を同氏に提示していない。さらに、カミュ氏は追加年金また

は補足年金制度を受給する権利を有していない。
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取締役会会長の状況の概要表

フィリップ・
カミュ氏 雇用契約 補足年金制度

解任あるいは職務変更に
より支払義務が生ずる、
あるいは支払義務が生ず
る可能性がある解任手当

または給付
非競争条項に則り支
払われた報酬

2008年10月1日に任
命された
取締役会会長
2013年5月7日の
株主総会で更新
された条件

なし なし なし なし

上述の契約義務を除き、退任や職務変更を理由とした、あるいは当該退任や職務変更を受けて、

支払義務が生ずる、または支払い義務が生ずる可能性がある報酬、手当、または給付について取締役会

会長に関する契約義務は他に一切ない。

株主の意見を得るために提出される、2014年度の取締役会会長に支払予定の、または付与されるべき報酬

AFEP-MEDEF法（勧告24.3）、フランス商法第225-37条の規定に則って参照として会社が使用する

規範に従い、各執行役員に対する終了後の会計年度に関して支払予定の、あるいは付与される次の報酬

要素は、株主の意見に従うものとする。

-　定額分

-　年間変動額分、場合に応じて多年度にわたる変動額分（変動額分を決定するうえで使用される

目標を伴う）

-　特別報酬

-　ストック・オプション、業績連動株、およびその他の長期報酬の構成要素

-　入社手当および離職手当

-　補足年金制度

-　あらゆる種類の給付
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過去の事業年度中に支払予定であった、または付与された報酬

性質 金額（ユーロ） 提示

固定年俸 200,000

報酬委員会の提案に基づき、2008年9月17日に

開催された取締役会会議で決定された固定年俸総額。

この金額は2008年以降変更されていない。

年間変動報酬 該当なし
フィリップ・カミュ氏は、変動報酬を一切受け取って

いない。

年間繰延変動報酬 該当なし
フィリップ・カミュ氏は、繰延変動報酬を一切受け

取っていない。

多年度変動報酬 該当なし

2014年3月19日に開催された会議において取締役会は、

在任条件と2件の業績条件に基づき2年間の権利確定期

間のある400,000口の業績連動株式を付与することを決

定した。

•　コーポレート・ガバナンス：2014年初頭に実施さ

れた取締役会の評価による勧告の実施に基づく

50％。取締役会の承認に従う。

•　会社の戦略への貢献：当社戦略への会長の貢献に

基づく50％

目標の達成度が権利確定期間終了時に評価される。業

績連動株式は条件に基づく権利であり、

受益者に対し、現金で報酬を受け取る権利を与えるも

のである。業績連動株式に対する権利は、業績基準の

達成度に準じて2年間にわたり付与する。各業績連動株

式の価値は、2年間の権利確定期間終了時に、2016年3

月19日以前の20日間の営業日のアルカテル・ルーセン

ト株式の平均株価に基づき、各ユニットが平均株価と

等価で決定される。

特別報酬 該当なし
フィリップ・カミュ氏は、特別報酬を一切受け取って

いない。

ストック・オプション、業績連動株

式、またはその他の長期報酬
該当なし

フィリップ・カミュ氏は、ストック・オプションまた

は

業績連動株式を一切受け取っていない。

役員報酬 該当なし
他の執行役員同様、フィリップ・カミュ氏は、出席

手当を一切受け取っていない。

あらゆる性質の給付 該当なし
フィリップ・カミュ氏は、あらゆる性質の給付を一切

受け取っていない。

過去の事業年度中に支払予定であった、または付与された、規制対象の契約とコミットメントルールに基づき
株主が投票した、または投票する必要のある給付

性質 金額 提示

離職手当 該当なし フィリップ・カミュ氏は、離職手当を一切受け取ってい

ない。

非競争条項 該当なし フィリップ・カミュ氏は、非競争補償から一切恩恵を受け
ていない。

補足年金制度 該当なし フィリップ・カミュ氏は、補足年金制度から一切恩恵を

受けていない。

（2.3）　最高経営責任者
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ミシェル・コンブ氏の年俸総額は、定額分と変動分、および長期の報酬・給付で構成されてい

る。変動報酬は、事前に定義された業績基準に則って取締役会が毎年決定する。

最高経営責任者の報酬は、報酬委員会の勧告に基づいて取締役会が毎年決定する。変動報酬およ

び長期報酬に適用される業績基準は、シフト計画によって反映される通り、グループの戦略と変革の目

標、ならびに会社の戦略の実施を示す。

年俸

最高経営責任者の報酬を決定する基準はAFEP-MEDEF法に準じて具体的に事前に確立されている。

取締役会は2014年3月19の会議において、ミシェル・コンブ氏の最高経営責任者としての報酬を決定し

た。

2014年固定年俸。コンブ氏は、120万ユーロの固定年俸総額を受け取るが、この金額は2013年4月1

日に就任して以降変わっていない。

2014年変動報酬。最高経営責任者は、固定報酬の0％～200％の範囲で変動報酬も受け取ることが

できる。事業年度初頭に設定される目標に達成したら100％の目標賞与額が付与される。

2014年度の達成度は次に挙げる2つの業績基準に従って決定された。

-　フリー・キャッシュ・フローに基づく50％。達成ボーナス計画（ABP）の条件に従い、グルー

プの従業員全員に適用される目標と同じ目標。

-　2014年度のシフト計画を目標とした達成度に基づく50％。主として固定費に注目する。

2015年2月5日の会議で取締役会は、報酬委員会の勧告に基づき、監査および財務委員会による財

務要素の承認を経て、フリー・キャッシュ・フローに基づく0％、2014年度のシフト計画目標の達成に基

づく134％という、2014年の達成度を決定した。結果として、2014年度のミシェル・コンブ氏の変動報酬

は、固定報酬の67％に相当する804,000ユーロとなった。

取締役会は、会社の業績と、ミシェル・コンボ氏の会社への貢献の両方を反映する基準の達成度

を決定した。

フリー・キャッシュ・フローに関しては、これは達成ボーナス計画（ABP）の条件に従った、グ

ループの従業員全員に適用されるものと同じ業績評価指標である。取締役会は、フリー・キャッシュ・

フローの水準が前年比で大幅な成長を遂げていることを指摘した。ただしこの改善は、財務コスト、年

金費用、リストラクチャリング費用の最適化といった、営業循環外の要素に大きく依存している。この

ように、経営委員会の提案に基づき、取締役会の承認を得て、前述の要素を再び説明してから、業績評

価指標の達成度を定めることが決まり、業績水準は0％となった。

2014年度のシフト計画の一環としての固定費の削減目標について、正味固定費の削減は、3億4千

万ユーロとなり、2013年に本計画を実施して以降、総額で6億7500万ユーロのコスト削減となった（本計

画終了時には累計で9億5千万ユーロとすることが目標）。取締役会は、年度初頭に定めた目標削減額と

の比で、134％の業績水準（業績は目標を達成すると100％）、すなわち7400万ユーロ超の業績であった

ことを指摘した。1億9百万ユーロ超であった場合、150％の業績スコアを達成したことになる。

現物給付。ミシェル・コンブ氏は、現物給付を一切受け取っていない。運転手つきの社用車は、

同氏に必要な職務の一環おとして利用可能となっている。

2015年固定および変動報酬。2015年度について取締役会は、ミシェル・コンブ氏の最高経営責任

者就任時に合意した水準の固定年俸総額を維持することを決定した。変動報酬の決定に際し、2015年度

に適用される業績基準も次のように決定した。

-　セグメントの営業フリー・キャッシュ・フロー、顧客満足度といった、会社の目標達成度に基

づく50％。達成ボーナス計画（ABP）の条件に従い、グループの従業員全員に適用される目標

と同じ目標。

-　2015年度のシフト計画を目標とした満足度に基づく50％。主として固定費削減に注目する。

会社の業績評価指標の内訳は次のとおり：セグメントの営業キャッシュ・フローは合計業績基準

の40％を占め、顧客満足度は合計業績基準の10％を占める（併せて業績基準の50％となる）。顧客満足

度は顧客アンケートで測定される。
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最高経営責任者への報酬の概要表

2013年度 2014年度  

ミシェル・コンブ氏-CEO

(単位：ユーロ)

支払い

予定

支払い

済み

支払い

予定

支払い

済み

固定報酬 - 900,000 - 1,200,000

変動報酬
616,500 - 804,000 616,500

(1)

特別報酬 - - - -

役員報酬 - - - -

現物給付 - - - -

合計 616,500 900,000 804,000 1,816,500

(1)　2013年支払い予定の変動報酬、2014年に支払い済み。

長期報酬

取締役会は2013年、ミシェル・コンブ氏に対し、3年間の権利確定期間のある、在職条件と業績条

件に従った、業績連動株式を付与することを決定した。業績連動株式は、受益者に、現金で報酬を受け

取る権利を与える条件付き権利である。権利確定は2件の業績基準達成のを条件とする。

2014年度については、取締役会はミシェル・コンブ氏に対する700,000口の業績連動株式と

700,000口のストック・オプションから構成される長期報酬を提供する原則を決定した。効果的に付与さ

れた700,000口の業績連動株式については、3年を経過後に付与し、在職条件と、業績基準の達成に従う

ものとする。ストック・オプションに関して、これまで取締役会は、2014年5月28日の株主総会で定めた

授権の発効日、およびミシェル・コンブ氏と、グループの従業員、または執行役員のいずれかへの

700,000口のストック・オプションを付与する原則に関する取締役会の決定の発効日以降、一切の付与を

行っていない。

2015年業績連動株式の付与

取締役会は、2015年3月13日の会議にて、ミシェル・コンブ氏に対して685,000口の業績連動株式

を付与することを決定した。これは、3年の権利確定期間の終了時（2018年）まで同氏が最高経営責任者

を務めるという在職条件と、全付与に適用される業績基準の達成度に従うものである。業績基準の2つは

次のとおりである。

当社の戦略実施：権利確定の50％は、戦略計画の実施と達成に基づき、シフト計画が2015年度の

参照計画であることを指摘している。

株価の推移：権利確定の50％は、アルカテル-ルーセントの株価推移、および電気通信機器セク

ターのソリューションとサービス・プロバイダー10社（Adtran、Amdocs、Arris、Ciena、Cisco、

CommScope、Ericsson、Juniper、Nokia、ZTE）の代表的なパネルの株価との対比に基づいている。アル

カテル-ルーセントの株価の推移は、以下で説明する2014年の業績連動株式の付与に適用されるものと同

じ評価方法を使用して評価されるものとする。

付与の特徴：これらの業績条件の達成度は3年の権利確定期間の終了時に評価される。最終的な権

利の取得は、2018年の権利確定期間の終了時にミシェル・コンブ氏が最高経営責任者として在職してい

ることが条件である。各業績連動株式の評価額は、2018年3月13日以前の20営業日のアルカテル・ルーセ

ントの平均株価に基づいて決定される。取締役会はその金額の上限を、目標報酬総額の200％とする決定

を下した（固定と変動の目標）が、これはAFEP-MEDEF法を順守して、在職条件と業績条件に従うもので

ある。

2014年業績連動株式の付与

取締役会は、2014年3月19日の会議にて、ミシェル・コンブ氏に対して、3年の権利確定期間のあ

る700,000口の業績連動株式を付与することを決定した。これは、3年の権利確定期間の終了時（2017
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年）まで同氏が最高経営責任者を務めるという在職条件と、全付与に適用される業績基準の達成度に従

うものである。

当社の戦略実施：権利確定の50％は、権利確定期間の財務計画で設定された当社の戦略目標の達

成に基づくものであり、参照計画は2014年度のシフト計画であることが記載されている。目標の達成レ

ベルについては毎年評価される。

取締役会は、2015年に適用される会社の戦略実施に伴う業績目標を定めた。これは、政府および

大企業（石油・ガス、輸送、公益事業などのセクター）への販売など、会社の従来の事業の範囲を超え

て（サービスプロバイダー）達成した売上高の成長に基づいて測定される、分散化に基づくものとす

る。

株価の推移：権利確定の50％は、毎年3月19日に測定されるアルカテル-ルーセントの株価推移、

および電気通信機器セクターのソリューションとサービス・プロバイダー10社（Adtran、Amdocs、

Arris、Ciena、Cisco、CommScope、Ericsson、Juniper、Nokia、ZTE）のパネルの株価との対比に基づい

ている。ここでは、2014年5月28日の株主総会の新たな授権に従い、従業員に付与される業績連動株式に

使用されるものと同様の評価グリッドと方法論を用いている。業績率は、リーダーシップ・チームのメ

ンバー（「(4.1.2)業績連動株式」を参照）の業績の推移に適用される方法に従い、パネルと比較された

アルカテル-ルーセントの株価の順位に基づいており、0％～100％の範囲で変化する。当該付与の各契約

応当日に、業績率が付与の3分の1に適用され、最終の権利確定は、3年の権利確定期間の最後の在職条件

の達成に従い条件が決まる。

-　アルカテル-ルーセントの株価がパネルの会社との比で期待を下回る（株価の推移がパネルの

中央値の株価より低い）場合は、権利は付与されないものとする。

-　アルカテル-ルーセントの株価がパネルの会社の株価と同様の成績（株価の推移がパネルの中

央値の株価と同等）である場合は、同期間に関係する権利の75％を付与するものとする。

-　アルカテル-ルーセントの株価がパネルの会社の株価との比で中央値の10％以上期待を上回っ

ている場合は、同期間に関係する権利の100％を付与するものとする。

-　これら2つの制限の間では（中央値と、中央値より10％高い場合）、付与する権利の数値は

75％～100％の範囲で比例するものとする。

取締役会は、本目的で契約関係にある監査事務所により評価される分析内容に基づき、上述の業

績条件を満たしているか否かを決定する。

段階的な権利確定期間。3年間にわたって権利確定する業績連動株式に対する権利は、次に挙げる

業績基準を満たす必要がある。各業績連動株式の価値は、3年間の権利確定期間終了時に、2017年3月19

日以前の20日間の営業日のアルカテル・ルーセント株式の平均株価に基づき、各ユニットが平均株価と

等価で決定される。

2014年度の達成度。報酬委員会の勧告に従い、監査および財務委員会による財務要素の承認を経

て、取締役会は、2014年度に関する最初の基準の達成度、とりわけシフト計画の目標達成に100％基づく

会社の戦略の実施を決定した。2014年度の会社の業績はすべて、同年中の成長によるものである。2つ目

の基準にリンクされた目標の達成度、とりわけアルカテル-ルーセントの株価の推移は、当計画の契約応

当日に決定され、取締役会の承認を経て、会社のウェブサイト上で通知するものとする。

在職条件。業績連動株式に付属する権利は、ミシェル・コンブ氏が2017年3月19日の3年間の権利

確定期間の終了時に依然として最高経営責任者にある場合に確実に付与される。

2013年業績連動株式の付与

取締役会は、2013年3月7日の会議にて、ミシェル・コンブ氏に対して、2013年4月1日の同職就任

日から3年を1期間とした権利確定期間のある1,300,000口の業績連動株式を付与することを決定した。こ

れは、3年の権利確定期間の終了時（2016年）まで同氏が最高経営責任者を務めるという在職条件と、全

付与に適用される業績基準の達成度に従うものである。

当社の戦略実施：2013年度については、権利確定の50％は、2012年12月4日に公開された貸手への

情報の覚書に記載されたパフォーマンス・プログラム達成に向けた当社の戦略の定義と実施に基づくも

のである。報酬委員会の勧告を受け、取締役会は、2013年6月19日に発表されたシフト計画、そして特に

当計画の実施において2014年度に行った事業分割の構成要素を考慮するために、2014年度の当社の戦略

EDINET提出書類

アルカテル・ルーセント(E05781)

有価証券報告書

103/452



の定義と実行に関連する業績基準の更新を行うことを決定した。目標の達成レベルについては毎年評価

される。

取締役会は、2015年に適用する会社の戦略を実施するにあたっての業績目標を定めた。これは、

売上総利益の指標に基づいて測定される利益性に基づくものとする。

株価の推移：権利確定の50％は、毎年4月1日に測定されるアルカテル-ルーセントの株価推移、お

よび電気通信機器セクターのソリューションとサービス・プロバイダー10社（Adtran、Arris、Ciena、

Cisco、Ericsson、F5 Networks Juniper、Motorola Solutions Inc.、Nokia、ZTE）のパネルの株価との

対比に基づいている。ここでは、従業員に付与される業績連動株式に使用されるものと同一の評価グ

リッドと方法論を用いている。業績率は、本パネル内のアルカテル-ルーセントの株価の順位に従って変

化する。すなわち、 アルカテル-ルーセントの株価上位2社に入っている場合は100％、2～5位の場合は

75％、6～9位の場合は50％、下位の2社になった場合は0％となる。

段階的な権利確定期間。業績連動株式に対する権利は、業績基準の達成度に準じて3年間にわたり

付与する。各業績連動株式の価値は、3年間の権利確定期間終了時に、2016年4月1日以前の20日間の営業

日のアルカテル・ルーセント株式の平均株価に基づき、各ユニットが平均株価と等価で決定される。

2014年度の達成度。報酬委員会の勧告に従い、監査および財務委員会による財務要素の承認を経

て、取締役会は、2014年度に関する最初の基準の達成度、とりわけシフト計画の目標達成に100％基づ

く、特に2014年度の10億ユーロの目標に対する達成の進捗を基準に、会社の戦略の定義と実施を決定し

た。2014年度の終了時に完了または発表された事業分割は、シフト計画の目標の70％以上に達した。2点

目の基準に関する目標達成レベルはアルカテル・ルーセントの株価の推移であり、これは2015年4月1日

に定義されるもので、取締役会の承認後、当社ウェブサイト上で発表される。

2013年度の達成度。報酬委員会の勧告に従い、監査および財務委員会による財務要素の承認を経

て、取締役会は、2013年度に関する最初の基準の達成度、とりわけパフォーマンス・プログラム目標達

成に100％基づく会社の戦略の定義と実施を決定した。2つ目の基準に関する目標の達成度、すなわち、

アルカテル-ルーセントの株価の業績は、契約応当日の2014年4月1日に評価された。アルカテル-ルーセ

ントの株価順位が1位の場合に、その条件の100％に達成したことになる。2つの業績条件が100％の達成

度であることを考慮すると、2013年度のグローバルの達成率は100％である（これは433,333口の権利確

定となった業績連動株式を表すものであるが、3年の権利確定期間の終了時にCEOであることを条件とし

ている）。

在職条件。業績連動株式に付属する権利は、ミシェル・コンブ氏が3年間の権利確定期間の終了時

に依然として最高経営責任者にある場合に確実に付与される。上記の在職条件および業績条件に従い、

権利は3年間の終了時点である2016年4月1日に利用可能となる。

最高経営責任者に付与される報酬、ストック・オプション、および

業績連動株式の概要表

ミシェル・コンブ氏－CEO

(単位：ユーロ) 2013年度 2014年度

当年度に関する固定報酬 900,000 1,200,000

当年度に関する変動報酬
(1)

616,500 804,000

現物給付 - -

小計-実際の報酬額 1,516,500 2,004,000

事業年度に関連して付与されたストック・オプションの

評価額
(2)

- -

事業年度に関連して付与された業績連動株式の評価額
(2)

- -

事業年度に関連して付与された業績連動株式の評価額
(3)

1,367,600 2,025,800
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業績連動株式の権利確定期間は、3年間で、在職条件と業績

条件に従ったものである。

合計 2,884,100 4,029,800

(1)　事業年度に関する年間業績目標の達成度を決定する基準に基づく、年間の業績を発表した後の次年度の支払

い。

(2)　業績連動株もストック・オプションもミシェル・コンブ氏には付与されていない。

(3)　2013年：2013年にミシェル・コンブ氏に付与された業績連動株式数は1,300,000口である。この付与は

1,367,600ユーロと評価される。この金額は、ミシェル・コンブ氏が最高経営責任者として就任した2013年4月2

日のアルカテル・ルーセントの株価を元に算出している。2015年3月13日のアルカテル・ルーセントの株価、一

株あたり3.72ユーロに基づき、付与額は4,836,000ユーロと評価される。2014年：2014年にミシェル・コンブ氏

に付与された業績連動株式数は700,000口である。本付与は、取締役会が付与した2014年3月19日にアルカテル-

ルーセントの株価に基づき計算すると、2,025,800ユーロと評価されている。これらは、業績連動株式に付属す

る、3年にわたり評価される業績条件の達成度（一部または全部）は反映していない。実際に評価される利益

は、3年の権利確定期間終了前の20営業日についてアルカテル-ルーセントの平均株価に基づき計算された、各

業績連動株式の評価額に基づくものとする。2015年3月13日のアルカテル・ルーセントの株価、一株あたり3.72

ユーロに基づき、付与額は2,604,000ユーロと評価される。

年金制度

就任以降、CEOは年間のフランス社会保障年金上限の8倍を超える報酬部分について、当グループ

のフランスの子会社の役員全員の適用される個人年金制（AUXAD制度）の給付を受けている。ただしこれ

を超える額に関しては、適用法に則り業績条件に従った、法的なまたは契約に基づく年金制度はない。

AUXAD制度のシステムおよび計算方法は、AGIRC制度と類似している。1976年に設立された年金制度は、

343人の受益者がいる。この中には、アルカテル-ルーセント、およびアルカテル-ルーセントが50％超を

保有するフランス子会社によって現在雇用されている約43人のグループの役員が含まれる。AUXADでは、

退職時に同社に在職することを受益者に義務付けていない。

参照報酬および将来の権利。参照報酬には、基本の年俸（年間の固定報酬と変動報酬）が含まれ

るが、長期報酬計画に従う特別項目や変動項目は含まれない。業績基準が100％で達成されるという前提

のもと、AUXAD制度は約1.2百万ユーロの報酬について年間約1％の年金を生み出す可能性がある。これ以

外に、この年金の確定年金は1.2％まで上昇する可能性がある。このメカニズムは、参照所得の45％を上

回る将来的権利については提供しない。

年金給付を算出するための参照期間は、最高経営責任者としてのミシェル・コンブ氏の合計在籍

期間である。

業績基準。年金制度の給付は3件の量的業績基準に基づくものであり、トータルで75％（各25％）

と2件の25％（各12.5％）と加重された質的業績基準を示す。

-　（i）収益、（ii）営業利益（損失）、および（iii）前年度のアルカテル-ルーセントの株

価、についての推移を対象とした3つの質的基準に対応する。いずれの場合もストック・オプ

ション制度および業績関連株制度で使用されるパネルと一貫したセクターの会社の代表サンプ

ルと比較する（「(4.1.2)業績連動株式」にある会社一覧を参照のこと）。

-　パフォーマンス・プログラムの実施および顧客満足度指数の向上を対象とした2つの質的基準

に対応する。

量的基準の達成度。業績率は次に挙げる3件の量的業績基準の達成度に基づく。アルカテル・ルー

セントが上位2社（1位～2位）に入っている場合は100％、3位～5位の場合は75％、6位～10位の場合は

50％、10位以下の場合は0％。

グローバル業績率。参照期間中、グローバル業績率は、この年金プランに従って最高経営責任者

の権利を決定するために量的基準と質的基準の達成度に基づき算出される。グローバル業績率が（i）

85％を超える場合は権利の100％が権利確定となり、（ii）50％～85％の場合は75％、（iii）25％～

50％の場合は50％、25％未満の場合は権利確定は行われない。

退任後の給付
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ミシェル・コンブ氏は退職手当を受け取り、その額は、法律で定められた業績条件に基づく、1年

間の目標報酬（定額および変動目標）に相当する金額である。退職手当は、当社の状況に関連する一連

の業績条件によって決定される。当社の監査済み財務諸表に記載のとおり、これらの条件にはミシェ

ル・コンブ氏の最高経営責任者退任までの1年以上、フリー・キャッシュ・フローがプラスであることが

含まれる。フリー・キャッシュ・フローの内訳は、2013年の監査済み連結財務諸表の注記32-bに記載さ

れている。これは、営業活動（リストラクチャリング現金支出、年金および退職後給付のための資金供

給など）から、有形および無形の設備投資額を差し引いて創出される（または使用される）純現金に相

当する。この業績条件は、完全達成（100％）または未達成（0％）のいずれかのみとなる。

AFEP-MEDEF法に従い、この退職手当は以下の条件を満たしている場合のみ支払われる：(a)取締役

会が支配権または戦略の変更をした際に最高経営責任者を解任し、(b)上述の業績条件が満たされてい

る。

次に該当する場合、退職手当は支払われない：(a)ミシェル・コンブ氏が重大な過失または甚だし

い違法行為を行った場合、(b)同氏が自ら当社を退職した場合、(c)当グループ内での役職が変更された

場合、(d)退職時点で同氏に短期間中に年金を受け取る権利が与えられる場合。

AFEP-MEDEF法に則ると、ミシェル・コンブ氏とアルカテル-ルーセントまたはその子会社間に雇用

契約は存在しない。

最高経営責任者の状況の概要表

ミシェル・コンブ氏 雇用契約 補足年金制度

解任あるいは職務変更に

より支払義務が生ずる、

あるいは支払義務が生ず

る可能性がある解任手当

または給付

非競争条項に

関連する報酬

最高経営責任者

2013年4圧1日

任命 

なし

あり。詳細は、「(2.3)最

高経営責任者」の「年金

制度」の項を

参照のこと。

あり。詳細は、「(2.3)

最高経営責任者」の「退

任後の給付」の

サブセクションを参照の

こと。

なし

上述の契約義務を除き、退任や職務変更を理由とした、あるいは当該退任や職務変更を受けて、

支払義務が生ずる、または支払い義務が生ずる可能性がある報酬、補償、または給付について最高経営

責任者との契約義務は他に一切ない。

株主の意見を得るために提出される、2014年度の最高経営責任者に支払予定の、または付与されるべき

報酬

AFEP-MEDEF法（勧告24.3）、フランス商法第225-37条の規定に則って参照として会社が使用する

規範に従い、各執行役員に対する終了後の会計年度に関して支払予定の、あるいは付与される次の報酬

要素は、株主の意見に従うものとする。

-　定額分

-　年間変動額分、場合に応じて多年度にわたる変動額分（変動額分を決定するうえで使用される

目標を伴う）

-　特別報酬

-　ストック・オプション、業績連動株、およびその他の長期報酬の構成要素

-　入社手当および離職手当

-　補足年金制度

-　あらゆる種類の給付

過去の事業年度中に支払予定であった、または付与された報酬

性質 金額（ユーロ） 提示
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固定年俸 1,200,000 最高経営責任者としてのミシェル・コンブ氏の固定年俸

総額は1.2百万ユーロとなった。

年間変動報酬 804,000 ミシェル・コンブ氏の報酬の変動報酬は固定年俸の

0％～200％の範囲であり（標賞与額は目標を達成した場

合に100％となる）、業績基準の達成に基づき算出され

る。

2014年については、達成度を測る目的で2件の業績基準

が設定された。以下の通りである。

•　フリー・キャッシュ・フローに基づく50％。達成

ボーナス計画（ABP）の条件に従い、グループの従

業員全員に適用される目標と同じ目標。

•　2014年度のシフト計画を目標とした達成度に基づく

50％。主として固定費に注目する。

2015年2月5日の取締役会会議にて取締役会は、報酬委員

会の勧告に基づき、監査および財務委員会による財務

データの承認を経て、フリー・キャッシュ・フローに基

づく0％、シフト計画の達成に基づく134％という、2014

年度の達成度を決定した。したがって、2014年度のミ

シェル・コンブ氏の報酬の変動報酬額は、固定年俸の

67％に相当する804,000ユーロとなった。

年間繰延変動報酬 該当なし ミシェル・コンブ氏は、繰延変動報酬を一切受け取って

いない。

多年度変動報酬 2014年度に

支払予定のもの

はない

2014年3月19日に開催された会議において取締役会は、

在職条件と2件の業績条件に基づき3年を1期間とした権

利確定期間のある700,000口の業績連動株式を付与する

ことを決定した。

•　当社の戦略実施：権利確定の50％は、権利確定期間

の財務計画で設定された当社の戦略目標の達成に基

づくものであり、参照計画は2014年度のシフト計画

であることが記載されている。目標の達成度につい

ては毎年評価される。

•　株価の推移 権利確定の50％は年間のアルカテル-

ルーセントの株価の推移（電気通信機器セクターの

ソリューションとサービス・プロバイダー10社のパ

ネルの株価の推移と比較）に基づくもので、毎年3

月19日に測定される。

業績連動株式は条件に基づく権利であり、受益者に対

し、現金で報酬を受け取る権利を与えるものである。3

年間にわたって権利確定する業績連動株式に対する権利

は、次に挙げる業績基準を満たす必要がある。各業績連

動株式の価値は、3年間の権利確定期間終了時に、2017

年3月19日以前の20日間の営業日のアルカテル・ルーセ

ント株式の平均株価に基づき、各ユニットが平均株価と

等価で決定される。

特別報酬 該当なし ミシェル・コンブ氏は、特別報酬を一切受け取っていな

い。

ストック・オプション、業績連

動株式、または長期報酬のその

他の要素

該当なし ミシェル・コンブ氏は、ストック・オプションまたは業

績連動株式を一切受け取っていない。

役員報酬 該当なし 他の執行役員同様、ミシェル・コンブ氏は、出席手当を

一切受け取っていない。

あらゆる性質の給付 該当なし ミシェル・コンブ氏は、自身の職務の一環としてのみ運

転手付きの自動車の給付を受け、これは現物給付ではな

い。
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過去の事業年度中に支払予定であった、または付与された、規制対象の契約とコミットメントルールに基づき

株主が投票した、または投票する必要のある報酬

性質 金額 提示

離職手当 2014年度に

支払予定のもの

はない

•　適切な規制で定められた業績条件基づく、1年間の報

酬（定額および変動報酬）に相当する退職手当。本

退職手当は、当社の状況に関連する一連の業績条件

によって決定される。当社の監査済み連結財務諸表

に記載されているとおり、これらの条件にはミシェ

ル・コンブ氏の最高経営責任者退任時までの1年間

以上フリー・キャッシュ・フローがプラスであるこ

とが含まれる。

•　この業績条件は、完全達成（100％）または未達成

（0％）のいずれかとなる。

•　AFEP-MEDEF法に従い、この退職手当は以下の条件に

基づいてのみ支払われる。(a)取締役会が支配権ま

たは戦略の変更に際しミシェル・コンブ氏の最高経

営責任者職を解任し、(b)上述の業績条件が満たさ

れている。次に該当する場合、退職手当は支払われ

ない：(a)ミシェル・コンブ氏が重大な過失に責任

を負う、または故意の不正行為を行った場合、(b)

同氏が自ら当社を退職した場合、(c)当グループ内

での役職が変更された場合、(d)退職時点で同氏に

短期間中に年金を受け取る権利が与えられる場合。

　　本契約義務は2013年3月7日に開催された取締役会で

承認されたものであり、規制対象の契約と契約義務

に適用される規則に従い、2013年5月7日の株主総会

にて承認（決議11）された。

非競争条項 該当なし ミシェル・コンブ氏は、非競争条項に関連した報酬をま

だまったく受け取らない。
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補足年金制度 2014年度に

支払予定のもの

はない

•　法律で義務付けらた業績条件に従うと、ミシェル・

コンブ氏は、年間のフランス社会保障年金上限の8

倍を超える利益部分について、当グループのフラン

スの子会社の役員全員に適用される個人年金制度

（AUXAD制度）から恩恵を受ける。ただし、これを

超える額に関しては、法的な契約に基づく年金制度

はない。本計画は現在も継続中である。

•　ストック・オプション制度は、75％が、（i）収益、

（ii）営業利益、および（iii）前年度のアルカテ

ル-ルーセントの株価、についての推移を対象とし

た3つの質的基準（それぞれが25％）に対応する。

いずれの場合もストック・オプション制度および業

績関連株制度で使用されるパネルと一貫したセク

ターの会社の代表サンプルと比較する。25％が、パ

フォーマンスプログラムの実施と、顧客満足度イン

デックスの推移を対象とした2つの質的基準（それ

ぞれが12.5％）に対応する。

•　参照期間中、この制度に関する権利を決定する目的

でグローバル業績率の計算を行う。年金プランは最

高経営責任者の権利を決定するために量的基準と質

的基準の達成度に基づき算出される。グローバル業

績率が（i）85％を超える場合は権利の100％が権利

確定となり、（ii）50％～85％の場合は75％、

（iii）25％～50％の場合は50％、25％未満の場合

は権利確定は行われない。

•　参照報酬には年俸（固定および変動報酬）が含まれ

るが、特別報酬と長期奨励プランの変動部分につい

ては含まれない。業績基準の達成が100％であると

いう前提のもと、AUXAD年金制度は1.2百万ユーロの

報酬について年間約1％の終身年金を生み出す可能

性がある。上記の終身年金は約1.2％となる。この

スキームに基づく将来の権利は参照報酬の45％を超

えないものとする。

•　本契約義務は2013年3月7日に開催された取締役会で

承認されたものであり、規制対象の契約と契約義務

の一環として、2013年5月7日の株主総会にて承認

（決議10）された。

(2.4)　経営委員会

経営委員会* 委員の報酬は、報酬委員会が検討するグループの業績基準に基づく固定部分と変動

部分、および長期報酬・給付から構成されている。これは、多数のグループの管理職および当該職務に

着く個人の業績に適用されるものと同様である。

経営委員会の固定および変動報酬額は、4百万ユーロの固定報酬を含み、7百万ユーロに達してい

る。報酬の定額分には現物給付も含まれているが、適用可能な場合は、国外赴任手当または帰国手当の

ほか、国外赴任者住宅手当も含まれている。翌年に支払われる各会計年度の変動部分は、達成ボーナス

計画（ABP）で定められる。

年次報告書のいずれの箇所にも含まれている財務諸表の注記29「関連会社取引」は、上席執行役

員に支給されている報酬総額およびその他の給付を要約している

さらに、当グループ企業の取締役会会議への出席について上席執行役員が受け取った役員報酬が

ある場合は、支払報酬総額から控除されている。

さらに、報酬委員会の勧告を受け、2014年4月1日以降、経営委員会の各メンバーは、経営委員会

のメンバーとしての約束が終了するまで、1年間の給与と同額のアルカテル・ルーセントの株式を保有す

る義務がある。経営委員会のメンバーは、この義務を果たすために3年を1期間とした期間が求められ

る。この義務は、経営委員会のメンバーではないリーダーシップ・チームのメンバーについても適用さ

れ、期間はリーダーシップ・チームの役職期間に相当する。
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*　リーダーシップ・チーム内において、経営委員会には6名のメンバーが存在し、これには、最高経営責任

者が含まれる（「(1)-(b)リーダーシップ・チームおよび経営委員会」を参照のこと）。

グローバル年金の給付準備金

年金に関して集約された契約義務（総給付債務（権利確定された、またはされていない権利）を

考慮）、および2014年12月31日現在の当社の取締役会の取締役および経営委員会委員に付与されたその

他の給付は、5.9百万ユーロにのぼった（2013年は550万ユーロ）。本金額の内訳は次のとおり。70万

ユーロはミシェル・コンブ氏を含む取締役に関連するもので（2013年は10万ユーロ）、5.2百万ユーロは

ミシェル・コンブ氏を除く経営委員会のメンバーに関連するものである（2013年は5.4百万ユーロ）。

(3)　規制対象の契約

規制対象の契約、契約義務、および関連当事者取引

フランス法に則った「規制対象」の契約とは、最高経営責任者、または最高経営責任者代理、あ

る場合は取締役、あるいは10％超の議決権を有する株主と、会社との契約のことであり、フランス法で

承認されている限り、一般的な諸条件の元に行われる通常業務の過程で発生する取引を行わないことに

なっている。

かかる契約に加え、例えば取締役会会長または最高経営責任者の職務の退任時に新たに生じる契

約義務については、特定の法的手続きを踏んで取締役会が事前に承認したうえで、特別の法定監査人報

告書で報告を行い、株主総会に提議して相談しなければならない。

関連当事者契約および取引（米国法）とは特に、会社取締役、上席執行役員、会社の資本の5％超

を保有する株主、および前述の当事者の親族と結んだ契約である。かかる取引は、「規制対象の」契約

に適用される規則に沿っている限り、フランス法では事前の承認手続きを必要としない。

CEOの利益になる契約義務

2013年4月1日にミシェル・コンブ氏をアルカテル-ルーセントの最高経営責任者として任命するに

あたり、取締役会は2013年3月7日の会議において、ミシェル・コンブ氏に対する以下の契約義務を承認

した。

i)　年間のフランス社会保障年金上限の8倍を超える利益部分について、当グループのフランス

の子会社の役員全員の適用される個人年金制度（AUXAD制度）の給付。ただし、これを超え

る額に関しては、法的なまたは契約に基づく年金制度はない。

ii)　法律によって求められる業績条件に基づく、1年間の基本給（固定および対象変動報酬）に

相当する退職手当。

1.　上述の年金に関する契約義務は、以下の業績条件によって決定される。

-　ストック・オプション制度および業績連動株式制度向けのそれぞれのサンプルを用い、セク

ター内企業の代表サンプルと比較した（i）収益、（ii）営業利益（損失）、および（iii）前

年度と比較したアルカテル-ルーセントの株価の推移を対象とした75％を占める3つの量的基準

（各25％）

-　パフォーマンス・プログラムの実施および顧客満足度指数の向上を対象とした、25％（各

12.5％）を占める2つの質的基準。

参照期間中：

-　グローバル業績スコアが85％を超える場合：受益者には、この契約義務に関する権利の100％

が付与される

-　グローバル業績スコアが50％から85％の場合：受益者には、この契約義務に関する権利の75％

が付与される

-　グローバル業績スコアが25％から50％の場合：受益者には、この契約義務に関する権利の50％

が付与される
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-　グローバル業績スコアが25％未満の場合：受益者には、この契約義務に関する権利は一切付与

されない。

2.　退職手当は、当社の状況に関連する一連の業績条件によって決定される。当社の監査済み財務書類

に記載されているとおり、これらの条件には現在からミシェル・コンブ氏の最高経営責任者退任

までの1年間以上のフリー・キャッシュ・フローがプラスであることが含まれる。フリー・キャッ

シュ・フローの内訳は、2013年の監査済み連結財務書類の注記32-bに記載されている。これは、

営業活動によって流入（あるいは流出する）現金に相当する（リストラクチャリング現金支出、

年金および退職後給付において支払われる拠出金および給付金など）もので、設備投資によって

減少する。この業績条件は、完全達成（100％）または未達成（0％）のいずれかとなる。

AFEP-MEDEF法に従い、この退職手当は以下の条件を満たしている場合のみ支払われる：(a)取締役

会が支配権または戦略の変更に際しミシェル・コンブ氏の最高経営責任者職を解任し、(b)上述の

業績条件が満たされている。

次に該当する場合、退職手当は付与されない：ミシェル・コンブ氏が (i)重大な過失または故意

の不正行為の結果解任された場合、(ii)自ら当社を退職した場合、(iii)当グループ内での役職が

変更された場合、(iv)退職時点で同氏に短期間中に年金を受け取る権利が与えられる場合。

これらの契約義務は、法定監査人の特別報告の対象となり、2013年5月7日の株主総会における承

認に基づき付与された。

取締役会は、前年度中に承認、締結された規制対象の契約について2015年の年間審査を進めた。

また、CEOの任命時にミシェル・コンブ氏の利益になるとした契約義務は、会社の利益と一致し、他に特

別なコメントはないと指摘した。

関連当事者取引

当社と、当社資本の5％超を保有する株主との間に契約は存在しない。

IAS 24で定義されているように、2012年、2013年および2014年にグループ会社が締結した関連当

事者取引の詳細は、連結財務諸表の「関連当事者取引」に対する注記29に示されている。

かかる取引は、主に共同支配企業（比例連結法を用いた連結）および持分法を用いた連結会社に

関するものである。

(4)　報酬および長期報奨

「(4.1)長期報酬メカニズム」は、当グループの従業員と経営陣の長期給付に適用される一般原則

について取り扱っている。2015年4月14日の会議において、取締役会は、グループの既存の長期報酬制度

への複数の修正を承認した。この長期報酬制度におけるグループ従業員の権利は、一定の条件に従い、

確実に権利確定されるものとする。また、最高経営責任者の報酬の長期部分にもこの原則が適用される

ものとする。

（4.1）長期報酬メカニズム

（4.1.1）一般原則

当社資本における報酬および長期利益分配メカニズムは、グループおよび株主の利益のために、

アルカテル・ルーセントの開発目標に対して従業員および管理職を関与させることを目的としている。

現在までのかかる状況で使用する主な手段は、業績連動株式やストック・オプションの付与、ならびに

利益分配契約および従業員貯蓄制度の実施であった。

業績連動株式およびストック・オプションの付与方針

業績連動株式およびストック・オプションの付与については、上席執行役員の勧告を受け、報酬

委員会の審査を経て、取締役会が毎年決定する。これらは会社の長期報酬方針の一環として行ってい
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る。これはかかる報奨が指示されている場合に、従業員をグループの結果に関与させ、個人の業績を奨

励して報い、競争が激しい業界で人材を引き付けて定着させることを目的としたものである。

本報酬方針は、グローバルに適用されるものの、異なる慣行、および各国に適用される規制の特

異性を考慮している。この分野におけるフランスの法規制の変更に加え、2014年、当グループはフラン

スと他国に適用可能な条件に合わせることができた。本制度の主たる特徴は拡大する市場の需要を満た

している。

業績条件

取締役会は、制度の諸条件を毎年定め、特に業績連動株式およびストック・オプションの付与に

付随する業績基準を決定する。

簡潔性および公正さを促進するために、取締役会は、グループ内の将来性がある全個人対して業

績連動株式の付与を従属させるようにした。当該基準は、アルカテル-ルーセントの株価と、電気通信機

器セクターのソリューションおよびサービス・プロバイダー10社の代表パネルの株価の推移を比較した

ものを参照している。執行役員へのストック・オプション付与に際し、1つの業績基準を選択している

が、この基準はフリー・キャッシュ・フローに基づいたものである。

業績基準は2011年以降変更されていないが、権利確定条件のみが2014年5月28日の株主総会の授権

を受けて更新され、修正が行われた。これにより、従業員に業績連動株式、ストック・オプション、ま

たは株式購入オプションを付与することが可能となった。

下表は、業績連動株式とストック・オプション制度に適用可能な現行の業績基準を反映したもの

である。

従業員 リーダーシップ・チーム

業績連動株式 付与の100％に適用される

アルカテル-ルーセント株価の推移

付与の100％に適用される

アルカテル-ルーセント株価の推移

ストック・

オプション
(1)

業績条件に依存しない 付与の100％に対して適用される

フリー・キャッシュ・フローの推移

(1)　ストック・オプションの付与については、2014年に従業員に対して、または2013年と2014年にはリーダーシッ

プ・チームに対して行われていない。

段階的な権利確定および在職

2014年、ストック・オプションと業績連動株式の権利確定条件が再考された。特にシリコンバ

レー企業の報酬の慣行が非常に積極的である米国において、特別に競争が厳しい状況が続く電気通信業

界の新たな課題を達成することがその目的である。

こうした点を踏まえ、当社は2つの重要な変更を行うことを決定した。フランスの従業員と他国の

従業員間の条件を調和させること、そして忠誠心と長期的な奨励の概念を強化するために、権利確定権

の50％を初回の2年間の終了時に段階的に付与する原則を採用することの2点である。

そのためストック・オプションについては、受益者を雇用するグループ会社に関わらず、権利確

定期間はすべての受益者に対して3年となった（「(4.1.5)ストック・オプション」を参照のこと）。

-　2年間の最初の権利確定期間の終了時に、受益者が権利の50％を取得するもの。この2年の権利

確定期間の終了時に受益者が会社に在職していることが条件である。

-　第2の権利確定期間がそれに続く。これは3年目に対応するものでその終了時に残りの権利の

50％を取得するもの。3年目の終了時に受益者が会社に在職していることが条件である。
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新ストック・オプション制度

執行役員およびリーダーシップ・チーム：

受益者の在職および業績基準

2014年より前のストック・オプション制度

執行役員およびリーダーシップ・チーム：

受益者の在職および業績基準

業績連動株式については、受益者を雇用するグループ会社に関わらず、総権利確定期間はすべて

の受益者に対して4年となった（「(4.1.2)業績連動株式」を参照のこと）。

-　この在職条件が達成するかは、2年間の第1の期間（1年目と2年目）の終了時に最初の付与の

50％が決まり、2年間の第2の期間の終了時（3年目と4年目）に残りの50％が決まる。

-　業績条件が達成するかは、同じ第1の2年間の終了時、および4年の権利確定期間の終了時に決

まる。
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新たな業績連動株式制度

2014年より前の業績連動株式制度

授権の使用

2014年5月28日の株主総会にて、2つの授権が採用された。これは、アルカテル-ルーセントの取締

役会が、38か月を1期間として業績連動株式とストック・オプションを付与できるというものである。各

授権は資本の2％、すなわち上限が4％として制限が設けられている。これらの新しい授権に則って実施

される制度については、受益者全員に対する業績連動株式の全付与は業績条件を満たす必要がある。ま

た、同じ原則が、リーダーシップ・チームのメンバーに付与される全ストック・オプションに適用され

る。

2014年5月28日の株主総会で株主が採用した新たな授権に則り、2014年度中に業績連動株式のみ、

合計で1,047万株が付与された。これは当社の資本金*の0.37％に相当するもので、0.35％が従業員に、

および0.02％がリーダーシップ・チームに付与された。
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2014年に付与された業績連動株式の内訳（株式資本*に占める割合）

従業員 0.35％

リーダーシップ・チーム 0.02％

執行役員 0％

2014年の付与合計 0.37％

*　参照株式資本は2014年12月31日現在の株式資本である。

付与の再調整およびその希薄化効果の安定化

近年当社では、徐々にストック・オプションよりも業績連動株式を高い優先順位で付与してい

る。

2014年12月31日現在、ストック・オプションおよび業績連動株式の流通量は、151.6百万証券（調

整後）であり、アルカテル-ルーセントの希薄化資本の4.18％、および当該資本の5.38％に相当した。

2015年3月28日現在、2007年3月28日のストック・オプション制度（2014年12月31日時点での調整後の

1,970万株の流通中のストック・オプション）の行使期間が終了し、ストック・オプションおよび業績連

動株式の流通量は、アルカテル-ルーセントの希薄化資本の3.64％、および当該資本の4.68％に相当す

る。

2013年12月9日で完了する優先新株予約権付株式による増資を受け、有価証券の転換メカニズムが

調整され、ストック・オプションの受益者および有価証券保有者の、当社の資本にアクセスできる権利

を確保できるよう調整した。そのため本章では、上述の増資前の制度の調整前および／または後の有価

証券数、およびストック・オプションの行使価格について報告する。

これらのフローに関して、業績連動株とストック・オプションの年次総付与数は、2012年は2,190

万、2013年は2,480万（調整前）、2014年は1,047万となった。平均付与率、すなわち「平均バーン・

レート」は、1年以内の業績関連株式およびストック・オプションの付与数の平均に相当する。「過去の

バーン・レート」は直近3回分の付与の平均に基づいて算出されており、年間で19.05百万株を占める。

すなわち、2014年12月31日時点の資本の約0.68％を占めている。

株式資本の年次平均付与率

2012年 0.94％

2013年 1.06％

2014年 0.37％

過去のバーン・レート 0.68％

（4.1.2）業績連動株式

受益者が業績連動株式を取得するには、4年間の段階的な権利確定期間を通して当グループへの受

益者の在職条件と、業績条件が満たされている必要がある。業績連動株式では今後、最低限の保有期間

は必要ない。

新規付与の特徴

2014年9月15日の制度。取締役会は、4,641名の従業員、およびグループの取締役に業績連動株式

を10,466,473株付与することを授権した。当該付与は、在職条件が満たされていることと、以下で説明

するアルカテル-ルーセントの株価に基づく業績基準によって決定される。本制度には、最高経営責任者

を除くリーダーシップ・チームのメンバーへの業績連動株式495,000株の付与が含まれている。

段階的な権利確定および受益者の在職：受益者の権利の取得は、4年を1期間とした全権利確定期

間の終了時となる。ここでは在職条件と業績条件を満たす必要がある。
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-　この在職条件が達成するかは、2年間の第1の期間（1年目と2年目）の終了時に最初の付与の

50％が決まり、2年間の第2の期間の終了時（3年目と4年目）に残りの50％が決まる。

-　業績条件を満たしているかは、同じ第1の2年間の終了時、および4年の権利確定期間の終了時

に決まる。4年間の終了時の業績水準が第1の2年間の終了時記録されたものを上回っている場

合に、4年間の終了時にこの業績条件が全付与に適用されるものとする。

アルカテル-ルーセントの株価推移の基準：アルカテル-ルーセントの株価の推移は、電気通信機

器セクターのソリューションとサービス・プロバイダー10社の代表的なパネルと照らして測定される。

これらの企業の上場に影響しうる企業構造に関する取引の場合には、この参照パネルは、特にかかる企

業の変更内容に基づいて改定される場合がある。2014年9月15日の制度以降のパネルの構成は次のとお

り：Adtran、Amdocs、Arris、Ciena、Cisco、CommScope、Ericsson、Juniper、Nokia、ZTE。Amdocsおよ

びCommScopeがF5 NetworksおよびMotorola Solutions Inc.に取って代わった。旧2社の活動は、現在で

は当グループの活動と大きく異なっているためである。確実に取得される株式数は、同期間の参照パネ

ルの会社の株式と対比させた、アルカテル-ルーセントの株価の推移に基づく。リーダーシップ・チーム

に対する業績要件がここで強調される。

業績水準の決定：付与時には、アルカテル-ルーセントの最初の基準価格とパネル各社の基準価格

はそれぞれ、付与日前の20始値の平均値と等しくなるように決定される（「最初の基準価格」）。基準

価格は、各比較期間の終了時に、アルカテル-ルーセントとパネル各社に同一の方法を使用して決定され

る。すなわち、比較期間の終了日前の20始値の平均値（「最終基準価格」が決まる。アルカテル-ルーセ

ントと参考パネル各社の業績条件の評価に使用される割合は、最終基準価格を最初の基準価格で割って

計算される。

グループの従業員である受益者の業績評価：業績は各2年の期間の最後に評価される。確実な取得

は、在職条件を満たし、上述した4年の権利確定期間の終了時の最後の評価を経て決定される。

-　アルカテル-ルーセントの株価が、パネルの会社の株価と比較され、大幅に期待を下回る（中

央値と対比して40％以上の差異がある）場合は、権利は付与されないものとする。

-　アルカテル-ルーセントの株価が、パネルの会社の株価と同様の成績である場合は（中央値に

基づいて測定）、関連期間に関係する株式の100％を付与するものとする。

-　権利確定株式数はこれらの2つの限度の間で比例するものとする。

リーダーシップ・チーム・メンバーの業績評価：業績は各2年の期間の最後に評価される。確実な

取得は、在職条件を満たし、上述した4年の権利確定期間の終了時の最後の評価を経て決定される。計算

の方法は、業績条件がより高いグループの従業員に使用される方法と同じである。

-　アルカテル-ルーセントの株価がパネルの会社の株価との比で期待を下回る（株価の推移がパ

ネルの中央値を下回る）場合は、権利は付与されないものとする。

-　アルカテル-ルーセントの株価が、パネルの会社の株価と同様の成績である場合は（株価の推

移がパネルの中央値と等しい）、関連期間に関係する権利の75％を付与するものとする。

-　アルカテル-ルーセントの株価がパネルの会社の株価との比で中央値の10％以上期待を上回っ

ている場合は、関連期間に関して付与される権利の100％を付与するものとする。

-　これら2つの制限（中央値と、中央値より10％高い値）の間では、権利確定株式数は75％～

100％の範囲で比例するものとする。

取締役会は、本目的で契約関係にある監査事務所により評価される分析内容に基づき、上述の業

績条件を満たしているか否かを決定する。

2011年～2013年の在職条件および業績条件

権利確定は、付与日から2年を1期間とした期間以降に受益者が従業員として在籍していること、

そして電気通信機器セクターのソリューションとサービス・プロバイダー10社（Adtran、Arris、

Ciena、Cisco、Ericsson、F5 Networks Juniper、Motorola Solutions Inc.、Nokia、ZTE）の代表パネ

ルの株価との対比で測定された、アルカテル-ルーセントの株価の推移に基づく。
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留意事項として、2009年に定めた14社のプロバイダーの当初のリストは、2009年のノルテル上場

廃止、2010年後半のADCテレコム上場廃止、2013年初頭のコンバース上場廃止、2013年末のテラブ上場廃

止で終了した構造的事業運営の結果として改正された。基準価格は、アルカテル-ルーセント株式につい

ては各1年間の終了時の前の20日間の営業日のユーロネクスト・パリ取引所の平均始値に基づいており、

他社の株式については上場している重要な取引所の同様の基準に基づいて計算される。

雇用主がどの法人であるかにかかわらず、グループの従業員である全受益者について、権利確定

される業績連動株式は、付与後の4年目の終了時に利用できる。

業績条件：アルカテル-ルーセントの株価および他社の株価推移をすべての受益者について、2回

の最初の各1年間の後に測定する（期間1～2）フランス国外に拠点を置くグループ会社の従業員について

は、第1の2年間に関して計算される権利が権利確定期間の終了時、すなわち第4年の終了時に確実に取得

されるかどうか判断するために、第4年の終了時に3回目のアルカテル-ルーセント株価推移の審査が行わ

れる。フランス国内に拠点を置くグループ会社の従業員の受益者については、追加的な業績審査はな

い。ただしフランス国外に拠点を置くグループ会社の従業員の受益者に関しては、付与後の第4年の終了

時に業績連動株式が取得できるように、2年間の追加の1保有期間が必要となる。

基準期間 1～2。アルカテル-ルーセントの株価をパネルの他の発行企業の株価と比較した順位に

基づき、0％～100％の範囲の係数を使用して、第1および第2の期間中の権利確定株式数を計算する。本

目的で契約している監査事務所が毎年評価する分析内容に基づき、取締役会は、業績条件が満たされて

いるか否かを決定する「（4.1.3）業績連動株式制度の業績審査」を参照）。

第2の期間に用いられる係数は、第1の期間中に権獲されなかった権利の残高に適用される。アル

カテル-ルーセントの株価の順位が最下位である場合は権利が確定されない。2年間の権利確定期間の終

了時にフランスのグループ従業員である受益者に最終的に権利確定される業績連動株式の総数は、第1年

と第2年の権利確定された総株式数となる。

基準期間1～4。フランス国外を拠点にするグループ会社の従業員である受益者について、4年間の

権利確定期間の終了時に最終の権利確定株式数を決定する。付与日に決定される、アルカテル・ルーセ

ントの株式の基準価格とそれぞれのパネルの他の発行者の株式の基準価格は、付与日の各契約応当日に

測定される基準価格の平均と比較される。これは、アルカテル-ルーセントの株価の推移と、他の発行者

の株価の推移の順位を確立するために実施される。アルカテル-ルーセントの株価の順位が最下位でない

場合は、基準期間1～2の終了時に決まる株式の総数は確実に権利確定されるものとする。

2014年度と2015年度に見られた達成度。2011年3月16日の制度（8,177名の受益者の9,939,786株の

業績連動株式（調整前）を含む）に関して、816,552株のアルカテル・ルーセント株式（調整前）が、

50％の達成度に基づき、本制度の2年目となる契約応当日にフランスを拠点としたグループ会社の従業員

956名に対して以前に発行されたことが指摘されている。フランス国外を拠点とするグループ会社の従業

員である受益者については、最終業績審査が、本制度の第4契約応当日にスケジュールされている。その

最終業績審査によって、第1の2つの期間（50％）の終了時に取得される権利が確定期間の終了時に確実

に確定されるかどうかが決まる。

2015年3月13日の会議で、上述の規定と一貫して、アルカテル-ルーセントの株価がパネルの発行

者の株式との比較で8位になり、結果的にアルカテル-ルーセントの株式は最下位ではないため、第2期間

の終了時に取得される50％の達成度が、フランス国外を拠点とする会社の従業員である6,109名の受益者

の権利総数を決めるために使用されることを、取締役会は決定した。これにより、かかる従業員の利益

のために、業績連動株式総数3,771,094株が確実に権利確定された。

2012年3月14日の制度（7,936名の受益者に付与された10,474,215株の業績連動株式（調整前）を

含む）に関し、2014年3月13日に実施された業績審査の終了時の順位と係数は、それぞれ1と100％であっ

た。これは、フランスに拠点を置くグループ会社の受益従業員の2年の権利確定期間の終了時に100％の

グローバル達成度と換算された。フランスに拠点のあるグループ会社の従業員であり、本制度の第2契約

応当日に在職していた885名の受益者に対し（死亡または就労不能場合は除く）、株式総数が1,830,056

株となるアルカテル・ルーセント株式（調整前）が発行された。フランス国外を拠点とするグループ会

社の従業員である受益者に対して4年の権利確定期間終了（2016年3月14日）前に確定となる権利はな

い。
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47名の受益者に付与される2,368,500株の業績連動株式（調整前）を含む2013年7月12日の制度に

関して、2014年7月29日に実施された業績審査の終了時の順位と係数は、それぞれ3と75％であった。

2015年の業績審査の結果は、付与の契約応答日（すなわち本報告書の提出後の日付）に開示され、アル

カテル-ルーセントのウェブサイトに報告されるものとする。

2011年より前の在職条件および業績条件

2010年3月17日の制度の業績連動株式の取得は、付与日の開始となる2年を1期間としたグループの

従業員として受益者が在職しているだけでなく、受益者がフランス（2年間）またはフランス国外（4年

間）を拠点とするグループ会社の従業員であるかどうかに基づき、2年または4年を1期間としたグループ

の年間目標も満たしているかどうかによって決定される。

業績条件：2010年3月17日の制度の業績条件に対して選定された基準は、2010年のグローバル年間

報奨計画（AIP）に選定されたもの、すなわち、達成度が厳格に定義されたグループの営業利益と同じで

ある。

基準期間。当該業績条件の達成度は、次の事業年度に対応する各期間の終了時に評価される。フ

ランスを拠点とするグループ会社の従業員である受益者には、業績基準の達成度が、各年度の業績率を

基準に2年を1期間とする有効期限（期間1～2）で達成度を計算する。フランス国外を拠点にするグルー

プ会社の従業員の受益者には、各年度の業績率を基準に4年を1期間とする有効期限（期間1～4）で達成

度を計算する。当業績率は、当制度の業績審査で毎年報告される（「（4.1.3）業績連動株式制度の業績

審査」を参照）。

2014年度に見られた達成度。10,952名の受益者に対する7,114,502株の業績連動株式（調整前）を

含む2010年3月17日の制度に関しては、2014年3月14日の業績審査の終了時点で、取締役会は2014年3月19

日に2013年度は達成度が0％であることを確認した。すなわち、4年間の期間終了時にグローバル達成度

は41.36％であった。これは、フランス国外を拠点としたグループ会社の従業員である、制度の第2の契

約応当日に在職していた8,221名の受益者は2,392,688株のアルカテル・ルーセント株式を取得したこと

を示す（死亡や就労不能は除く）。留意事項として、フランスを拠点とするグループ会社の従業員1,399

名の受益者に対し、本制度の第2契約応当日に975,109株のアルカテル・ルーセント株式が発行された。

これは、グローバル達成度の83.25％に基づいたものである。

（4.1.3）業績連動株式制度の業績審査

以下の制度は、2014年度中の業績審査を対象にした。

業績審査 達成度

制度の日付 業績基準 加重 第1期間 第2期間 第3期間 第4期間
第1～2
期間

第2～4
期間

2010/03/17
グループの
営業利益

100％ 84％ 82.5％
0％

0％ 83.25％ 41.63％

    

2011/03/16
アルカテル・
ルーセントの
株価の推移

100％
0％

順位13
50％
順位10

-
50％
順位8

50％ 50％

   

2012/03/14
アルカテル・
ルーセントの
株価の推移

100％
50％
順位9

100％
順位1

100％

  

2013/07/12
アルカテル・
ルーセントの
株価の推移

100％
75％
順位3 _ 

(1)

(1)　2015年の業績審査の結果は、付与の契約応当日（すなわち本報告書の提出後の日付）に開示され、アルカテル-

ルーセントのウェブサイトに報告されるものとする。
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業績基準、業績モニタリング、達成したレベルに関する詳細は、「（4.1.2）業績連動株式」を参

照のこと。

次へ
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（4.1.4）業績連動株式制度の概要表

2014年12月31日時点の業績連動株制度の履歴

 

制度の
日付

業績連動株式数

受益者
総数 業績条件

株式の権利

確定日
(1)

調整後
権利確定
株式数 利用可能日

株式総数 執行役員に付与された株式
リーダーシップ・チーム

に付与された株式

調整前 調整後
(1)

調整前 調整後
(1)

調整前 調整後
(1)

2008/09/17 100,000 100,000
(取締役会会長)

1 財務基準2つと
質的基準1つ

2010/03/11 100,000 2012/03/11

2008/10/29 250,000 250,000 (CEO) 1 財務基準2つと
質的基準1つ

2011/02/10 250,000 2013/02/10

2009/03/18 200,000 200,000
(取締役会会長)

1 財務基準3つと
質的基準1つ

2011/03/18 200,000 2013/03/18

2009/03/18 6,782,956 6,795,154 866,658 11,075 財務基準3つ 2011/03/18
または

2013/03/18

2,198,373 2013/03/18

2010/03/17 200,000 200,000
(取締役会会長)

1 財務基準1つと
質的基準1つ

2012/03/17 200,000 2014/03/17

2010/03/17 7,114,502 7,439,815 806,663 835,822 10,952 財務基準1つ 2012/03/17
または

2014/03/17

3,377,414 2014/03/17

2011/03/16 200,000 200,000
(取締役会会長)

1 株価の推移およ
び質的基準1つ

2013/03/16 170,000 2015/03/16

2011/03/16 9,939,786 10,386,596 1,400,000 1,451,112 8,177 株価の推移 2013/03/16
または

2015/03/16

827,730 2015/03/16

2012/03/14 200,000 211,352 200,000
(取締役会会長)

211,352 1 株価の推移およ
び質的基準1つ

2014/03/14 211,352 2016/03/14

2012/03/14 10,474,215 11,033,036 1,000,000 1,051,100 7,936 株価の推移 2014/03/14
または

2016/03/14

1,842,528 2016/03/14

2013/07/12 2,368,500 2,502,997 966,000 1,020,858 47 株価の推移 2015/07/12
または

2017/07/12

 2017/07/12

2014/09/15 - 10,466,473 - 495,000 4,641 株価の推移 2016/09/15
および

2018/09/15

- 2018/09/15

合計 37,829,959 48,835,423 1,150,000 1,161,352 5,039,321 4,853,892 42,834 9,377,397

(1)　2013年12月9日付の優先新株予約権発行による増資を受け、転換メカニズムが調整され、ストック・オプションと業績連動株式の受益者の権利が保持された。調整の原理

は、(i)各受益者に付与される有価証券の数（整数に四捨五入）、および(ii)部門別のストック・オプション制度の行使価格（小数第3位まで四捨五入）に、調整率の
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1.056756449を適用したものに基づいている。本制度の管理を担当している銀行に特有のシステムの制約に基づき、最初に付与された有価証券の数は、すでに権利確定し

た、または取り消された有価証券を考慮して調整されている。

(2)　これは、業績連動株式が完全に権利確定される最短の日付であり、在職条件と業績条件が満たされる、権利確定期間の終了時の承認翌営業日に完全所有権を取得すること

になる。

(3)　2015年の業績審査の結果は、付与の契約応当日（すなわち本報告書の提出後の日付）に開示され、アルカテル-ルーセントのインターネットウェブサイトに報告されるもの

とする。
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（4.1.5）ストック・オプション

業績連動株式のようにストック・オプションのメカニズムでは、2継続期間にわたり、段階的で部

分的な権利確定が導入される。ストック・オプションの権利確定は、最初の2年を1期間とする期間、お

よび第2の1年の1期間の終了時に当グループに受益者が在職することが条件である。業績条件は、執行役

員とリーダーシップ・チーム・メンバーに対してのみ適用される。

新規付与の特徴

取締役会は、2014年度にストック・オプションを付与しなかったが、2014年5月28日の株主総会で

付与された授権を使用することで導入可能な将来の制度の主たる特徴を決定しなかった。

段階的な権利確定

受益者は、ストック・オプション、または付与される株式購入オプションの権利を段階的に獲得

することになるが、2権利確定期間のそれぞれの終了時に在職条件を満たしていることが条件である。

-　2年間の最初の権利確定期間の終了時に、受益者が権利の50％を取得するもの。この2年の権利

確定期間の終了時に受益者が会社に在職していることが条件である。

-　第2の権利確定期間がそれに続く。これは3年目に対応するものでその終了時に残りの権利の

50％を取得するもの。3年目の終了時に受益者が会社に在職していることが条件である。

業績条件

リーダーシップ・チーム・メンバーに関して、付与されるストック・オプションの権利確定は、

全従業員に適用可能なものと同じ権利確定原則に従うものとする。

さらに全付与について、フリー・キャッシュ・フローの推移に基づく業績条件を満たすことが条

件である。この業績条件の達成は、取締役会が定義したフリー・キャッシュ・フローを基準に、権利の

50％が第1の2年の期間の終了時、残りの50％が第3の年の終了時に評価される。

 

2011年3月16日から2013年の年次制度の主な特徴 

上限。2010年の株主総会では、取締役会に与えられる授権に則り38か月を1期間として付与される

可能性のあるストック・オプション数は、株式資本の3％に制限された。ストック・オプションの付与に

関する当グループの方針では、各年次ストック・オプション制度内の付与を1％に制限している。

段階的な権利確定。受益者は、各権利確定期間の終了時に在職しているかが考慮され、付与され

るストック・オプションへの権利を、4年間を1期間とした期間にわたり段階的に獲得することになって

いる。このオプションへの権利は、フランス国外が拠点のグループ会社の従業員である受益者に対して

毎年25％の率で権利確定する。フランスを拠点とするグループ会社の従業員である受益者については、4

年間の権利確定期間には、受益者が権利の50％を獲得した後の最初の2年の権利確定期間があり、次に第

3年の終了時に25％、第4年の終了時に25％の段階的な権利確定が可能である。

権利の行使。ストック・オプションは、1度確実に権利確定されると行使可能であるが、各国法で

課される保有期間の規定に則る。たとえば、フランスを拠点にしたグループ会社の従業員である受益者

は、2012年9月28日以前、保有期間の終了前（ストック・オプションの付与日から4年間）に付与された

ストック・オプションを行使することはできない。2012年9月28日以降に付与されたストック・オプショ

ンに適用される新しいフランスの税制に従い、取得に伴うキャピタルゲインは、保有期間の関連の給付

がない累進所得税が課される。したがって雇用主がどの法人であるかにかかわらず、グループの全従業

員について、段階的な権利確定を考慮して、付与された全ストック・オプションは、最終的に付与後第4

年の終了時にのみ利用可能である。ストック・オプションの行使は、当制度が終了する前、すなわち付

与から8年以内に行わなければならない。

割引なし。ストック・オプションの行使価格は、ストック・オプションが付与される取締役会会

議の前の20営業日の、ユーロネクスト・パリ証券取引所でのアルカテル-ルーセント株式の平均始値に対

EDINET提出書類

アルカテル・ルーセント(E05781)

有価証券報告書

122/452



する割引や減額を含まないで、その平均始値と等しい。ただし、行使価格は2013年6月以降は株式の額面

価格0.05ユーロを下回ってはならない（2013年6月以前は2.00ユーロ）。

リーダーシップ・チームの業績条件。執行役員およびリーダーシップ・チームのメンバーへのス

トック・オプションの付与には、すべての従業員に適用されるものと同様の権利確定原則が適用される

が、業績条件も適用される。かかる基準は、AFEP-MEDEF法の勧告に一致するように、当グループの執行

役員に付与されるオプションの100％、ならびにリーダーシップ・チーム（最高経営責任者を除く）に付

与されるオプションの50％に適用される。2013年にリーダーシップ・チームのメンバーに対してストッ

ク・オプションの付与はなかった。

リーダーシップ・チーム・メンバーへの2011年および2012年の付与については、フリー・キャッ

シュ・フローの推移を財務基準として選定している。4年を1期間とする各事業年度末に業績を評価す

る。このオプションへの権利は、フランス国外が拠点のグループ会社の従業員である受益者に対して毎

年25％の率で、およびフランスを拠点とするグループ会社の従業員である受益者に対して2年を1期間と

した最初第1の期間の終了時に権利の50％、そして次の1年の2つの期間の各終了時に権利の25％の率で権

利確定する。

達成した業績に応じて、0～100％の範囲にある係数を使用して、各期間についての権利確定権数

を算出する（「（4.1.6）ストック・オプション制度の業績審査」を参照）。

2014年度と2015年度に見られた達成度。2011年3月16日の制度（調整前の1,400,000株のストッ

ク・オプション）に関し、2014年3月14日と2015年3月13日に実施された年次業績審査の終了時に得られ

た係数は、それぞれ0％と89％である。したがって、計画の権利確定期間終了時に取得された全体的な達

成度は30.5％である。

2012年3月14日の制度（調整前の1,100,000株のストック・オプション）に関し、2014年3月14日と

2015年3月13日に実施された年次業績審査の終了時に得られた係数は、それぞれ0％と89％である。

2011年3月16日以前の年次制度の主な特徴

段階的な権利確定。2010年3月17日までの制度については、受益者は、各期間の終了時に従業員と

して在職しているかが考慮され、付与されるストック・オプションへの権利を付与日から4年間を1期間

とした期間にわたり段階的に獲得することになっていた。当ストック・オプションへの権利は、初年度

後に権利の25％の率で、そしてその後は毎月権利の48分の1を権利確定する。

2010年3月17日後、および2011年3月16日以前に採用された制度では、付与されるストック・オプ

ションへの権利は、以下に示す通り、2011年3月16日の年次制度から2013年の年次制度を通じて適用され

るものと同じ方法に従って段階的に付与される。

権利の行使および割引なし。権利の行使、および割引なしについては、以下に示す通り、2011年3

月16日の年次制度から2013年の年次制度を通じて適用されるものと同様である。

リーダーシップ・チームの業績条件。2008年9月17日から2011年3月1日に決定された経営陣へのス

トック・オプションの付与において選定する業績基準となるのが、アルカテル-ルーセント株価の業績で

ある。かかる基準は、当グループの執行役員およびリーダーシップ・チーム・メンバーに付与されるス

トック・オプションの50％に適用される。段階的な権利確定は、各権利確定期間の終了時に当グループ

に受益者が在職していること、そして電気通信機器セクターのソリューションとサービス・プロバイ

ダー10社（Adtran、Arris、Ciena、Cisco、Ericsson、F5 Networks Juniper、Motorola Solutions

Inc.、Nokia、ZTE）のパネルの株価との対比で測定された、アルカテル-ルーセントの株価の推移に基づ

く。

これらの企業の上場に影響しうる企業構造に関する取引の場合には、このパネルは、特にかかる

企業の変更内容に基づいて改定される場合がある。基準価格は、アルカテル-ルーセント株式については

各1年間の終了時の前の20日間の営業日のユーロネクスト・パリ取引所の平均始値に基づいており、他社

の株式については上場している重要な取引所の同様の基準に基づいて計算される。

アルカテル-ルーセントの株価および他社の株価推移を以下のように4年間にわたり測定する。

-　1年が権利の25％に相当する、1年の各期間の終了時。毎年業績を測定することを目的としてい

る。
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-　権利確定期間の有効期限が切れる時に権利数の最終決定をする第4期間の終了時。付与日と第4

期間の終了時の範囲のアルカテル・ルーセントの株価の推移を測定することを目的としている

（(4.1.6)「ストック・オプション制度の業績審査」を参照）。

アルカテル-ルーセントの株価の推移に応じて、0～100％の範囲にある係数を用いて各権利確定期

間に取得される権利の数を算出する。アルカテル-ルーセントの株価の順位が最下位である場合は権利が

確定されない。取締役会は、本目的で契約関係にある監査事務所により毎年評価される分析内容に基づ

き、業績条件を満たしているか否かを決定する。

4年間の権利確定期間の終了時に権利確定される最終オプション数を決定する目的で、付与日から

第4期間終了時点までのアルカテル-ルーセントとパネルの他の発行者の株価推移を測定し、新たな順位

を確定する。この順位に応じ、当該係数を用いて、各契約応当日の順位よりも高い場合は、その受益者

に対して合計権利確定数を計算する。その場合、最終期間に権利確定する株式数を状況に応じて調整す

る。

2014年度に見られた達成度。2010年10月1日の制度（調整前、400,000株のストック・オプショ

ン）に関して、受益者の離脱により第3期間の終了時に算出された、各制度の全体の達成度は、50％とな

る。

2011年3月1日の制度（調整前、400,000株のストック・オプション）に関して、受益者の離脱によ

り第2期間の終了時に算出された、全体の達成度は、31.25％となる。

2010年3月17日の制度（調整前の1,980,000株のストック・オプション）に関し、2013年3月15日と

2014年3月14日に実施された年次業績審査の終了時に得られた順位と係数は、それぞれ2013年で審査の10

と50％、2014年で審査の1と100％となっている。権利確定期間の終了時に最終審査で獲得した順位と係

数は、それぞれ5および100％である。したがって、本制度の権利確定期間終了時に取得された全体的な

達成度は100％である。
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（4.1.6）ストック・オプション制度の業績審査

以下の制度は、2013年度および/または2014年度中の業績審査の対象となった。

制度の日付

付与された
オプションの数

行使価格
（単位：ユーロ）

行使期間 業績条件

業績審査
グローバルの
達成度調整前 調整後 調整前 調整後 第1期間 第2期間 第3期間 第4期間

2008/12/31 1,700,000 1,758,199 2.00 1.893
2009/12/31～
 2016/12/30

付与の50％に適用される
株価の推移

50％
順位10

50％
順位10

0％
順位12

50％
順位9 68.75％

2009/03/18 2,600,000 2,715,420 2.00 1.893
2010/03/18～
 2017/03/17

付与の50％に適用される
株価の推移

100％
順位4

100％
順位4

0％
順位13

50％
順位10 81.25％

2010/03/17 1,980,000 2,087,320 2.40 2.271
2011/03/17～
 2018/03/16

付与の50％に適用される
株価の推移

100％
順位4

0％
順位13

50％
順位10

100％
順位1 100％

2010/07/01 400,000 408,514 2.20 2.082
2011/07/01～
 2018/06/30

付与の50％に適用される
株価の推移

100％
順位1

0％
順位13 - - 37.5％*

2010/10/01 400,000 422,703 2.30 2.176
2011/10/01～
 2018/09/30

付与の50％に適用される
株価の推移 _

0％
順位11

100％
順位1 - 50％**

2011/03/01 400,000 422,720 3.20 3.028
2012/03/01～
 2019/02/28

付与の50％に適用される
株価の推移

0％
順位11

50％
順位9 _ - 31.25％*

2011/03/16 1,400,000 1,472,625 3.70 3.501
2012/03/16～
 2019/03/15

付与分の50％に適用される
財務業績基準 33％ 0％ 0％ 89％ 30.5％

2012/03/14 1,100,000 1,157,486 2.00 1.893
2013/03/14～
 2020/03/13

付与分の50％に適用される
財務業績基準 0％ 0％ 89％

*　　第2期間以降は受益者は誰もいないとの前提で、2年間の達成度を算出した。

*　　第3期間以降は受益者は誰もいないとの前提で、3年間の達成度を算出した。

業績条件、業績モニタリング、達成した水準に関する詳細は、「（4.1.5）ストック・オプション」を参照のこと。
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（4.1.7）ストック・オプション制度の概要表

2014年度の大規模付与または行使に関する情報

フランス商法第L.225-184条の規定に則り、執行役員ではない、受領した付与数が上位10位以内に入った、またはオプション行使時に発行された株式数

が上位10位以内に入った従業員に関する2014年度の情報を以下の表に記載する。

付与されたストック・
オプションの数 加重平均価格 制度

従業員ストック・オプション付与上位10位 2014年度に付与はなかった

従業員ストック・オプション行使上位10位 1,656,487 €2.83 2008年12月31日
2009年3月18日
2010年3月17日
2010年7月1日
2012年3月14日
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2014年12月31日時点のアルカテル-ルーセントのストック・オプション制度の履歴 

潜在的な新株式総数
(4)

取締役

会議日

行使価格

（単位：ユーロ）

付与された

オプション総数

執行役員

に対する

付与
(2)

リーダーシッ

プ・チームに

対する付与
(3)

受益者

総数

オプション行使期間 行使された

調整後

オプション数

取り消され

た調整後

オプション数

2014/12/31

現在の調整

後発行済み

オプション調整前
(1)

調整後
(1)

調整前
(1)

調整後
(1)

調整前
(1)

始期 終了

2006年

2006/03/08 11.70 11.072 17,009,320 17,726,571 390,400 1,318,822 8,001 2007/03/08～

2010/03/08

2014/03/07 - 17,726,571 -

2006/05/15 12.00 11.356 122,850 129,364 53 2007/05/15 2014/05/14 - 129,364 -

2006/08/16 9.30 8.801 337,200 354,131 217 2007/08/16～

2010/08/16

2014/08/15 - 354,131 -

2006/11/08 10.40 9.841 121,100 125,716 26 2007/11/08～

2010/11/08

2014/11/07 - 125,716 -

2007年

2007/03/01 10.00 9.463 204,584 216,078 42 2008/03/01～

2011/03/01

2015/02/28 - 119,590 96,488

2007/03/28 9.10 8.611 40,078,421 42,039,910 800,000 2,130,000 15,779 2008/03/28～

2011/03/28

2015/03/27 - 22,352,173 19,687,806

2007/08/16 9.00 8.517 339,570 357,285 119 2008/08/16～

2011/08/16

2015/08/15 - 230,943 126,342

2007/11/15 6.30 5.962 294,300 306,308 210,000 33 2008/11/15～

2011/11/15

2015/11/14 - 270,688 35,620

2008年

2008/03/25 3.80 3.596 47,987,716 50,294,368 2,050,000 14,414 2009/03/25～

2012/03/25

2016/03/24 1,429,745 23,157,670 25,706,953

2008/04/04 3.80 3.596 800,000 800,000 800,000 1 2009/04/04～

2012/04/04

2016/03/04 - 800,000 -

2008/07/01 4.40 4.164 223,700 235,935 64 2009/07/01～

2012/07/01

2016/06/30 - 139,385 96,550

2008/09/17
(3) 3.90 3.691 250,000 258,869 250,000 1 2009/09/17～

2012/09/17

2016/09/16 - 258,869 -

2008/12/31
(3) 2.00 1.893 2,052,400 2,128,464 1,700,000 88 2009/12/31～

2012/12/31

2016/12/30 1,336,786 686,624 105,054

2009年

2009/03/18 2.00 1.893 30,656,400 31,986,394 76,641 2010/03/18～

2011/03/18

2017/03/17 6,164,138 4,679,713 21,142,332

2009/03/18 2.00 1.893 21,731,110 22,762,455 1,000,000 2,600,000 11,113 2010/03/18～

2013/03/18

2017/03/17 6,963,033 7,018,165 8,781,292
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2009/07/01 2.00 1.893 443,500 467,229 54 2010/07/01～

2013/07/01

2017/06/30 116,216 172,866 178,147

2009/10/01 2.90 2.744 282,500 292,589 25 2010/10/01～

2013/10/01

2017/09/30 28,197 181,429 82,963

2009/12/01 2.50 2.366 108,400 114,562 16 2010/12/01～

2013/12/01

2017/11/30 55,483 40,055 19,024

2010年

2010/03/17
(3) 2.40 2.271 18,734,266 19,690,026 1,000,000 1,980,000 10,994 2011/03/17～

2014/03/17

2018/03/16 3,810,045 5,032,309 10,847,736

2010/07/01
(3) 2.20 2.082 721,000 746,293 400,000 65 2011/07/01～

2014/07/01

2018/06/30 236,110 370,053 140,130

2010/10/01
(3) 2.30 2.176 851,000 896,493 400,000 54 2011/10/01～

2014/10/01

2018/09/30 65,917 344,521 486,055

2010/12/09 2.20 2.082 125,000 132,637 27 2011/12/09～

2014/12/09

2018/12/08 6,109 59,419 67,109

2011年

2011/03/01
(3) 3.20 3.028 605,500 637,681 400,000 39 2012/03/01～

2015/03/01

2019/02/28 - 529,351 108,330

2011/03/16
(3) 3.70 3.501 11,251,125 11,821,386 1,300,000 1,400,000 8,178 2012/03/16～

2015/03/16

2019/03/15 - 4,044,907 7,776,479

2011/06/01 4.20 3.974 414,718 434,371 61 2012/06/01～

2015/06/01

2019/05/31 - 254,132 180,239

2011/09/01 2.50 2.366 171,000 179,479 44 2012/09/01～

2015/09/01

2019/08/31 11,096 47,369 121,014

2011/12/01 2.00 1.893 145,500 153,791 45 2012/12/01～

2015/12/01

2019/11/30 11,551 37,130 105,110

2012年

2012/03/14 2.00 1.893 10,770,255 11,343,749 1,100,000 7,950 2013/03/14～

2016/03/14

2020/03/13 1,052,376 2,498,065 7,793,308

2012/08/13 2.00 1.893 390,400 401,185 41 2013/08/13～

2016/08/13

2020/08/12 11,096 259,561 130,528

2012/12/17 2.00 1.893 94,500 99,885 27 2013/12/17～

2016/12/17

2020/12/16 2,245 21,407 76,233
 

2013  

2013/07/12 1.50 1.419 22,417,900 23,685,235 2,051 2014/07/12～

2015/07/12

2021/07/11 585,443 2,534,657 20,565,135
 

合計 229,735,235 240,818,439 5,540,400 15,688,822 156,263 21,885,586 94,476,833 124,455,977

(1)　2013年12月9日付の優先新株予約権発行による増資を受け、転換規則のメカニズムが調整され、ストック・オプションと業績連動株式の受益者の権利が保持された。調整
の原理は、(i)各受益者に付与される有価証券の数（整数に四捨五入）、および(ii)部門別のストック・オプション制度の行使価格（小数第3位まで四捨五入）に、調整率
の1.056756449を適用したものに基づいている。本制度の管理を担当している銀行に特有のシステムの制約に基づき、最初に付与された有価証券の数は、すでに権利確定
した、または取り消された有価証券を考慮して調整されている。
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(2)　2006年：チュルク氏、2006年～2008年：ルーソー女史、2008年～2013年：ヴァヴァイエン氏 
(3)　2006年：14名のメンバー、2007年：9名のメンバー、2008年：11名のメンバー、2009年：14名のメンバー、2010年：16名のメンバー、2011年：15名のメンバー、2012年：

11名のメンバー、2013年：0名のメンバー。
(4)　取得可能な株式数は、特定の業績条件の達成度によって変わる。年次業績審査について詳しくは、「（4.1.6）ストック・オプション制度の業績審査」を参照のこと。

次へ
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（4.1.8）共同利益分配契約および共同年金貯蓄制度（PERCO）

グループのフランスの会社は、上席執行役員の勧告に基づき、フランスの共同利益分配契約およ

び従業員貯蓄制度を設立した。さらに、在外子会社は適用法に則り従業員向けの利益分配制度を導入し

ている。

2009年2月23日、当グループのフランスの会社および当会社を代表する労働組合は、共同年金貯蓄

制度（PERCO）の創設に関する労働協約に署名した。PERCOは、今後の年金を補足する、または住宅購入

等の計画を実行するために、当グループのフランスの会社の従業員が利用可能である。この構想によ

り、従業員は長期貯蓄制度への積立を行い、それに見合った拠出をアルカテル-ルーセントから受け取る

ことができる。PERCOは、当社の既存の従業員貯蓄制度に上乗せする形で創設された。

2009年6月25日まで、アルカテル-ルーセント従業員株主基金（Fonds Actionnariat Alcatel-

Lucent）に対する支払のみが、雇用主拠出の対象となる（阻止期間条件は最低5年）。年金貯蓄制度への

拠出を従業員に奨励するために、PERCO契約の署名者は、グループのフランスのすべて会社を対象とする

PERCOとアルカテル-ルーセント従業員株主基金の共同対応拠出積立金の設立に賛成した。アルカテル-

ルーセントは、利益分配や制度に対する自発的拠出分を補足する予定である。

毎年、従業員はPERCOおよび/またはアルカテル-ルーセント従業員株主基金に上限3,000ユーロを

投資することができ、雇用主総拠出金の最高額は2,000ユーロとなる。雇用主拠出金は、以下の通り計算

される。

-　累積支払額1,000ユーロを上限とし、従業員の支払分の100％

-　累積支払額が1,001ユーロ～2,000ユーロの場合、従業員の支払分の70％

-　累積支払額が2,001ユーロ～3,000ユーロの場合、従業員の支払分の30％ 
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５【コーポレート・ガバナンス等】

(1)【コーポレート・ガバナンスの状況】

(a)　コーポレート・ガバナンスの原則

職務と権限の分離

アルカテル・ルーセントは、「一元主義」制度（取締役会が管理する制度）に則った経営が行われ

ている。取締役会会長および最高経営責任者の義務は別物である。実際、取締役会はこのコーポレート・

ガバナンスの基準が現在の背景では最善であると考えた。取締役会による年度評価ではこれが効率的だと

確認された。

取締役会会長と最高経営責任者の職務はそれぞれフィリップ・カミュ氏（2008年10月1日以降）とミ

シェル・コンブ氏（2013年4月1日）が負っている。アルカテル・ルーセントの変革については、会長と最

高経営責任者の強固な協力について取締役会は特に良好とみなしており、これは当社にとってのガバナン

ス構造の選択を確認するものである。

取締役会会長

フィリップ・カミュ氏が2013年5月7日付の株主総会で3年間にわたり取締役の任命の更新があったこ

とを受け、取締役会は同氏を取締役会会長に再度指名した。これは、2015年12月31日を期末とする事業年

度の財務諸表の承認にあたって招集される株主総会の終了時点で任期切れとなる。

フィリップ・カミュ氏は、取締役会会長として議長を務め、取締役会を組織、管理し、年次株主総

会で会社の業績を報告する。同氏は、当社の法人の事業、とくに取締役会の委員会の事業を監督し、より

一般的にはアルカテル-ルーセントがコーポレート・ガバナンスのベスト・プラクティスに準拠するよう

徹底する。取締役会はフィリップ・カミュ氏に対し、国内と海外の拠点において特に政府代表者とのハイ

レベル協議において同氏が当グループを代表できるとする権限委譲を認めている。会長の権限は、取締役

会の内規8条に詳述されている。

取締役会副会長

2013年2月21日、取締役会はジャン・C・モンティ氏を取締役会副会長に指名し、取締役会の特別な

要求に従い、アメリカ大陸でのハイレベル協議でグループを代表するなどの一特定の事柄について会長を

支援することを定めた。2013年5月7日付の株主総会で3年間にわたり任命の更新を受けたことを受け、取

締役会は同氏を取締役会会長に再度指名した。これは、2015年12月31日を期末とする事業年度の財務諸表

の承認にあたって招集される株主総会の終了時点で任期切れとなる。

CEO

ミシェル・コンブ氏が2013年4月1日付で取締役会にてCEOの任命を受け、2013年5月7日付の株主総会

で3年間にわたり取締役に任命された。任命の更新を受けたことを受け、取締役会は同氏を最高経営責任

者に再度指名した。本職務は、2015年12月31日を期末とする事業年度の財務諸表の承認にあたって招集さ

れる株主総会の終了時点で任期切れとなる。

最高経営責任者は、当社の目的に制限がある中で、会社を代表してあらゆる状況で行動する高い権

限を持っており、株主および取締役会に対して法律で明確に付与されるあらゆる権限を有している。当内

規では、目的や関連金額に関し、事前の取締役会の承認が必要になる特定の決議に対し同氏の権限に制限

を設けている。

-　当グループの年間戦略計画の更新およびこれらの計画では想定されていない重要な戦略的経営

-　当グループの年間予算および年間設備投資計画

-　300百万ユーロを超える金額（企業価値）の買収または分割 

-　300百万ユーロを超える金額の設備投資 

-　10億ユーロを超える金額の戦略上重要なオファーおよび商業契約
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-　重要な戦略的提携および産業・金融協力契約で、年間予想収益が200百万ユーロを超えるもの。とり

わけ、当社の資本に対する第三者による大量の株式所有を暗示する場合 

-　当グループの会計に重大な影響を与える金融取引。とりわけ金額が400百万ユーロを超える債務証券

の発行 

-　アルカテル、ルーセント・テクノロジーズ・インクと、一部の米国政府当事者の間における国家安全

保障契約（「NSA」）の改訂

取締役会の構成

取締役会は、当グループのハイテク事業の専門知識を取締役に知らせる幅の広い各種の技能だけで

なく、様々な地理的市場の通信業界の専門知識や知識、当社が拠点を有する事業環境、および十分な財務

上の専門知識を兼ね備えることを目指している。深い財務知識を備えることで、取締役会は、財務諸表お

よび会計基準への順守について、十分な情報に基づいた独立した判断を下すことが可能となる。所在地

と、遂行する職務とその事業セクターの両方について、取締役の専門的な経歴の質および相補的性質にも

特別に配慮をする。

取締役の選任

コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会は、取締役会に当社の将来の取締役選任、および取締

役会の構成に関する年次の最新情報を提供する。2014年7月初頭、当委員会は将来の候補者に関する独自

調査を実施した。社外アドバイザーの支援を受け、当委員会は可能性のある女性候補者のショートリスト

を作成した。候補者は、技術的なバックグラウンドのある米国市民であり、この選任は取締役内の多様性

を高める目的がある。ショートリストにある候補者については、委員会メンバー、および取締役会会長と

最高経営責任者との面談が行われ、候補者の関心事および個人の技能が評価された。

コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会は、2015年2月5日の取締役会議にてその取り組みの結

果を発表した。3年の任期でシルビア・サマーズ女史の任命を提案し、次の株主総会で承認を得るという

ものであった。2015年5月26日の株主総会でシルビア・サマーズ女史が任命されると、女性の人数が3名か

ら4名に増え、12名から構成される取締役会のうち女性が33％を占めることになる。

取締役の更新

コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会は毎年、任期切れになる前の取締役の状況を審査する

目的で会議を開き、特定の取締役の更新の有無を提案する。その際、さまざまな基準（特に、技能、取締

役業務への効果的な貢献度、対応可能性、および個人的な深い関与）、および新取締役の任命について検

討する。

2014年度中に、コーポレート・ガバナンス委員会の勧告を受け、取締役会は、2015年5月26日に開催

される株主総会にて、スチュアートE.アイゼンスタット氏、ルイR.ヒューズ氏、オリビエ・ピウ氏の取締

役としての委任更新を株主に提案した。任期は、2017年12月31日を期末とする事業年度の財務諸表の承認

にあたって招集される株主総会の終了時までの3年間である。

従業員の代表

当社の従業員の代表（「administrateur salarié」）を務める取締役の不在時に、取締役会におけ

る従業員の代表が、2名の取締役会立会人によって確保されている。アルカテル-ルーセントは、2013年6

月14日のフランスの法律の条件を満たしていない。そのため当社は、従業員の代表を務める取締役の任命

を要求する規定の対象になっていない。

2名の取締役会立会人（「Censeurs」）は、アルカテル-ルーセントまたはその関連会社の一社、お

よびアルカテル-ルーセント投資信託（フランス語で「Fonds Commun de Placement」、すなわあち

「FCP」）のメンバーの両従業員である。FCPはアルカテル・ルーセントの株式を保有しており、アルカテ

ル・ルーセントの従業員はこのファンドに対して受益権を保有している。

同投資信託はメンバーの中から、当社の取締役会で定員の取締役会立会人の数の2倍に相当する多数

の候補者を指名する。このリストは、取締役会会長に宛てられており、その後コーポレート・ガバナンス

および指名委員会の勧告に基づき、取締役会が株主総会に対し、一名または数名の取締役会立会人の任命

を行うが、場合によっては付属定款14条に則り3年の委任となる場合がある。
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ベルトラン・ラプラーヤ氏が2015年5月26日の株主総会の終了時に任期切れとなるため、ローレン

ス・モウザ氏（アルカテル・ルーセント・サブマリン・ネットワークスの従業員であるエンジニア）を株

主総会で株主に提案する。任期は、2017年12月31日を期末とする事業年度の財務諸表の承認にあたって招

集される株主総会の終了時までの3年である。

取締役の独立性

選定された独立基準は、AFEP-MEDEF法およびNYSEの要件の推奨の両方に基づくものである。

AFEP-MEDEF法に従い、取締役会のメンバーの多数が独立していなくてはならない。NYSEの要件に従

い、かつサーベンス・オクスリー法の適用可能な規定に順守すると、米国上場企業の取締役会は、多数の

独立したメンバーで構成されている必要がある。取締役会は、独立基準が満たされているかどうかを定め

る必要がある。

全取締役の年次審査

2015年3月13日、取締役が記入した宣言とアンケート調査に基づき、取締役会は、各取締役の状況、

および取締役とアルカテル・ルーセント・グループ間に存在する可能性のある潜在的な関係について年次

評価を実施した。AFEP-MEDEF法の独立基準、およびNYSEの勧告に従い、臨機応変に状況を評価した。

取締役会は、次のAFEP-MEDEF法の独立基準に依存している。

-　当社、または当社がその一員であるグループの執行役員であったり、執行役員との特別な関係を

持っていないこと。

-　親会社、または過去5年以内に勤務していたグループ会社の従業員、執行役員、または取締役で

ないこと。

-　会社が取締役の役職を直接または間接的に有していたり、当社の従業員または執行役員が取締役

である会社の執行役員であったりしないこと。

-　(a)当社またはそのグループにとって重要である、あるいは(b)当社またはそのグループが事業の

重要な部分を代表する、顧客、サプライヤー、証券引受業者、または商業銀行家でないこと。

取締役会は、各取締役（CEOおよび取締役会会長以外）が上述の基準を満たしていること、また取締

役会会長がAFEP-MEDEF法に基づき独立していること（以下の「取締役会会長」のサブセクションを参照の

こと）を指摘した。

さらに、取締役会は、いずれの取締役も執行役員との緊密な親族の関係がなかったと結論付けた。

加えて取締役会は、取締役のいずれも、過去5年間にアルカテル-ルーセントの法定監査人であったり、12

年間当社の取締役であったりしたことはないことも指摘した。

コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会の勧告を受け、取締役会は、AFEP-MEDEF法の基準に基

づき、カルラ・チコ女史、キム・クロフォード・グッドマン女史、ヴェロニク・モラリ氏と、フランチェ

スコ・カイオ氏、スチュアートE.アイゼンスタット氏、ルイR.ヒューズ氏、ジャンC.モンティ氏、オリビ

エ・ピウ氏、およびジャン-シリル・スピネッタ氏には、当社、グループ、または執行役員、ならびに彼

らの独立した判断に影響を与えうる経営陣との間にいかなる性質の関係も一切ないこと、したがって彼ら

が独立していることを結論付けた。

結果、当社取締役会の取締役の11名中10名が独立取締役で構成されている。加えて、法的要件およ

び取締役会内規の第5条に則り、取締役会には、1名以上の財務および会計の専門家として認められている

独立取締役、ジャンC.モンティ氏が在任している。

取締役会会長

2014年3月19日、取締役会は、2013年6月に改正されたAFEP-MEDEF法の新たな規定に照らし、フィ

リップ・カミュ氏の状況を調査した。本法律では、執行役員である取締役会会長は、この法律が規定する

独立基準を満たし、独立取締役としてみなされる場合があると記述している。

取締役会は、取締役会会長には、当社、アルカテル-ルーセント・グループ、またはその独立した判

断に影響を与えうる経営陣との間にいかなる種類の関係も一切ない、と指摘した。

EDINET提出書類

アルカテル・ルーセント(E05781)

有価証券報告書

133/452



これに従い、AFEP-MEDEF法の基準を満たすフィリップ・カミュ氏は、本法律の基準に従い、独立取

締役とみなされる。

2014年に任命された取締役

2014年7月30日、取締役会は、2014年5月28日に開催された株主総会中に任命された取締役のヴェロ

ニク・モラリ氏およびフランチェスコ・カイオ氏には、当社、アルカテル・ルーセント・グループ、また

はそれぞれの判断に影響を与えうる経営陣との間にいかなる種類の関係も一切ない、と結論付けた。

Poste ItalianeのCEOであるフランチェスコ・カイオ氏に関しては、取締役会は、アルカテル-ルー

セントとPoste Italiane間のすべての取引を審査したうえで、AFEP-MEDEF法に従い、二者間の現在の商取

引関係は重要ではない、と結論付けた。

2015年の取締役の役職候補者

2015年2月5日、取締役会は次回の株主総会にて、3年の任期でシルビア・サマーズ女史を任命する提

案をすることを決定をした。

シルビア・サマーズ女史は、取締役会で利用できる情報に基づくと、独立しているとみなされる。

結果、AFEP-MEDEF法の基準に従うと、2015年5月26日の株主総会の終了時には12名のメンバーのうち11名

が独立していることになる。

委員会内の独立性

取締役会は、監査および財務委員会、コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会、報酬委員会、

および報酬委員会の取締役の3分の2以上が、採用されている規則に従って独立を維持していると判断した

（「(a)コーポレート・ガバナンスの原則」のサブセクション「取締役の独立性」を参照のこと）。各委

員会に所属する独立取締役の人数は、AFEP-MEDEF法の勧告を上回っている。

取締役会の評価

AFEP-MEDEF法および当社の内規に従うと、取締役会の議題では、取締役会の内容と組織に関する年

次の考察を命じている。すなわち、個別のアンケート調査に基づく自己評価、および社外コンサルタント

の支援で実施される評価を行うこととなる。

当社取締役会は、社外コンサルタントの支援を受け、コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会

の指揮のもと、2014年初頭に独自の業務に関する年次評価を実施した。コンサルタントは、最高経営責任

者や最高財務責任者含めた各取締役との面談を行った。2014年3月19日に開催された取締役会議で、取締

役がこの評価の結果を再検討した。

結論として取締役会は、多様性、成果がともに首尾一貫して満足のゆく水準を示し、高い積極的関

与を示していることが確認された。取締役会は独立した思考を原則として運営しており、メンバーの高い

水準の経験を有効に活用しようと努めている。メンバーと会長の間には強い結束があり、会議に積極的に

参加し、建設的で慎重に参加者に異論を唱えている。このように、見解を交換するうえで良好な環境が作

られ、意思決定が促進されている。「経営陣のセッション」は非常に建設的なものと捉えられており、取

締役会の効率性改善に大きく貢献している。

取締役会会長の取り組みで、その評価から得られる提案を次の方法で2014年に実施した。

-　取締役会への入会メンバー向けの統合プログラムの確立。これは多様なグループ部門の代表者か

らの支援を受け、取締役会秘書役が調整する。本プログラムは、複数のセッションから構成さ

れ、特に、財務、技術、およびガバナンスをその対象とし、グループの組織と活動、当社とその

価値およびビジネスモデルに関する情報、ならびに課題や目標に関する情報を与えている。さら

に、新しい技術専用の年次セッションを行うことで、取締役会メンバー全員の情報が補足され

る。

-　CEO向け評価モデルのデザイン。これは、3つの主な支柱である、戦略、リーダーシップ、および

シフト計画の実施、に基づいている。

-　人事管理向けに構成された年次スケジュールの採用。主要社員とその継承計画、人材の多様性、

更新、および定着など、グループの重要な課題をその範囲としている。さらに、報酬委員会、お
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よびコーポレート・ガバナンスおよび指名委員会のジョイントセッションが特定のトピックで開

催される。

-　取締役会の意思決定を実施することのフォローアップ。全取締役会議はこの点について、取締役

会秘書役の報告から系統的に開始する。

2015年2月5日、取締役会は内規に従って、その機能について話し合い、特に取締役会とその委員会

の構成、効率性、および組織に関して前回の自己評価以降に講じた措置の結果を評価するために会議を開

催した。取締役会は、たいへん有益な総合的な見解を示し、前回の自己評価以降に大幅な成長がみられた

ことを指摘した。

取締役会は、メンバーの満足いく多様性の度合い、技能、および高い水準の経験から恩恵を受けて

いる。取締役会の環境が、建設的な話し合いとコミュニケーションを支持し、取締役会、その委員会、お

よび会長とCEO間のやり取りはバランスが取れている。取締役会は、グループの戦略の開発と、その実施

のフォローアップの双方において、グループの戦略に深く関与し続けている。このようにグループの戦略

を十分に理解することで、取締役はグループの利益を念頭に行動することが可能である。

この自己評価を受けて、取締役会が行った提案は次のようなものであった。第1に、リーダーシッ

プ・チーム・メンバーが業務を行う方法に、ならびに組織、リソース、主なプロセスやインターフェイス

という点でチームを管理する方法に特化した重点領域など、特定の改善を要する事柄。第2に、業界アナ

リストの報告書や、取締役とセクターアナリスト、クライアント、および重要な株主間での取締役会専用

セッション中の意見交換の組織化など、取締役会が利用できる情報の多様性を拡大し、当社の見解とその

位置付けについて共有できるようにすること。第3に、取締役会の議題に基づき、グループの特定の活動

に関して、取締役会がより具体的な情報を利用できるようにすることであった。

倫理

各取締役および取締役会立会人は、取締役憲章で規定されている行動規範に順守し、特に、適用さ

れる証券法に加え、インサイダー取引の阻止を目的としてアルカテル-ルーセントが作成した「アルカテ

ル-ルーセント・インサイダー取引規定」の規則を順守する責任がある。本規定は、当社の株式に付随す

る取引を承認しない限定された期間を設定しているほか、各取締役が保有しなければならない最少株式

数、およびアルカテル・ルーセント株式に関係する個人的な取引についてAutorité des Marchés

Financiers （フランスの証券規制当局）に通知する義務を定めている。

利害の対立の不在

取締役会の知識の範囲：

-　取締役にはいずれも潜在的な利害の対立があってはならない。取締役憲章の3条は次のとおり：

「取締役は、潜在的利害の対立で生じるあらゆる情報について取締役会会長に通知する義務を有

する。かかる対立が特定の対象に関わる場合には、該当する解決法の投票への参加は差し控える

ようにする必要がある。」

-　取締役会のメンバーと上席執行役員との間に家族関係はないものとする。

-　取締役会または経営委員会のメンバーがかかる地位、またはCEOとして任命されたことに従い、

株主、クライアント、サプライヤー、または第三者との協定や契約が一切あってはならない。

-　取締役は過去5年間、不正行為で起訴されたことがない。

-　取締役は、法的もしくは規制当局により告訴されていないか、公的な制裁を受けていないこと、

または証券発行企業の運営管理、経営、もしくは監督機関のメンバーとしての役職への就任や、

過去5年間証券発行企業の経営もしくは事業活動への関与を禁止されていないものとする。

-　取締役は、過去5年間、倒産、裁判所による第三者預託、または訴訟に関わる会社の執行役員を

したことがない。

(b)　出席手当
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取締役会会長およびCEOは役員報酬を一切受け取っていない。その他の取締役は、(i)取締役会にお

ける任務遂行、ならびに状況に応じ、取締役会の委員会のひとつにおける任務遂行に関する定額分、(ii)

AFEP-MEDEF法に準じた各種の会議への出席に関する変動分から構成される役員報酬を受け取る。追加の役

員報酬は、取締役間で均等に配分されるが、税引後の追加料金として付与される金額のアルカテル・ルー

セントの株式への投資、および取締役としての在任期間中に取得した株式の保有を行う必要がある。

役員報酬は半年毎に支払われる。株式を取得し保持することに対する義務とつながっている追加の

出席手当については、出席手当の2回目の支払いの時点で支払われる。

2014年度に取締役に対して支払われた役員報酬の総額は990,000ユーロ、すなわち取締役につき平均

で110,000ユーロであった。

定額分 €395,000

監査および財務委員会会長 €25,000

コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会、および技術委員会の

会長、ならびに監査および財務委員会のメンバー €15,000

取締役会メンバーである委員会のメンバー（監査および財務委員会のメンバー以外） €10,000

取締役間で均等に配分 残高

会議の出席に応じて配分される変動分 €395,000

追加部分 €200,000

合計 €990,000

2014年度の取締役会立会人への支払総額は、100,000ユーロであった。

上述した規定に加え、2014年度中に各取締役および各取締役会立会人が受け取った役員報酬および

その他の報酬、および2014年度中の報酬総額は以下の通りであった。

2013年 2014年

取締役 総額 総額

委員会メンバー
として受け
取った金額*

委員会会長と
して受け取った

金額*

ベルナール氏 121,044 44,238 7,500 7,500

カイオ氏 該当なし 52,789 5,000

チコ女史 87,254 86,373 10,000

アイゼンスタット氏 112,746 110,426 20,000

グッドマン女史 87,722 97,905 17,500

ヒューズ氏 117,638 125,426 20,000 15,000

ジェイ女史 110,575 44,576 10,000

モンティ氏 110,935 109,042 5,000 25,000

モラリ氏 該当なし 52,789 5,000

ピウ氏 120,575 131,810 30,000

スピネッタ氏 121,511 134,626 15,000 15,000

合計 990,000 990,000 145,000 70,000

取締役会立会人

ラプライエ氏 50,735 50,000

ル・ディッセ氏 29,780 50,000

デボワ氏 19,485 該当なし

上記表で示す報酬は、2013年度および2014年度中にアルカテル-ルーセントとその子会社が取締役に

対して支払った唯一の報酬である。ただし、「（2） 執行役員の状況」に記述されている執行役員に対し
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て支払った金額を除く。取締役は、取締役会会長を除き、当社の資本にアクセスできる一切のストック・

オプション、業績連動株式、またはその他の有価証券を保有しないものとする。

加えて当グループには、取締役会会長およびCEOを除き、取締役に対して、退任または職務の変更の

結果として支払い義務が生ずる、あるいは支払い義務が生ずる可能性のある報酬、手当、給付を構成する

契約義務はない。

さらに取締役は、当グループの全執行役員および取締役会のメンバーを対象とするグループの「取

締役および役員」民事責任保険に基づき、補償を受けることができる。

(c)　AFEP-MEDEF法

アルカテル-ルーセントは、AFEP-MEDEF法を順守している（MEDEFのウェブサイト：www.medef.frを

参照のこと）。2008年10月29日および12月11日の会議では、取締役会は本原則に準拠することを確認し、

公表したが、本原則は、なかでも取締役会の内規に定めるとおり取締役会および委員会の運営規則を定め

ている。

当社のコーポレート・ガバナンス制度は、かかる原則が当社の組織、状況、および手段に沿う範囲

でAFEP-MEDEF法の原則を反映している。当制度は以下の2つの点には適用されない。

AFEP-MEDEF法 アルカテル-ルーセントの立場

少なくとも2年間の社内での年功に関する合理的
要件は、定義された給付の年金制度の支払いで
給付を受けるものである

本年金制度には年功に関する条項が一切含まれていな
いが、年功により徐々に権利確定する権利の付与があ
る（ミシェル・コンブ氏については、この年金給付算
出の参照期間は同氏は最高経営責任者として任務を果
たした期間）こととなっており、毎年、同氏の報酬の
限られた一部（毎年1.2百万ユーロの報酬のうち1年に
約1％、この額を超えて将来的な年金は約1.2％と見積
もられる）となっている。

追加年金制度の給付が当社の受益者の在職完了
に条件づけられる基準

追加年金制度の他の受益者への給付と同様に、最高経
営責任者の追加年金制度の給付は、当社における在職
によって決定される。しかしながら、取締役会は、同
氏の職務終了時の年金制度において最高経営責任者の
受給権が依存する量的と質的の両方の業績基準を決定
した。

年金確約の給付は3件の量的業績基準に基づくものであ
り、最高75％（各25％）と2件の最高25％（各12.5％）
の質的業績基準を示す。参照期間中、グローバル業績
率は、本年金の義務に従って最高経営責任者の権利を
決定するために、基準の達成度に基づき算出される
（詳細は「4-(2)-(2.3)最高経営責任者」を参照のこ
と）。
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(d)　取締役会の権限および活動

(d.1)　取締役会

法的または規制上の機能に関する事項に加えて、取締役会は、当グループの戦略的方向性および活

動に影響を与える主要な決定について定期的に判断するものとする。また取締役会は、アルカテル-ルー

セントの研究開発活動から得られる見通しを分析し、選定した主な技術に関する情報を提供する。さらに

取締役会は、当グループの経営を経済面および財務面から監視し、アカウントに大きな影響を与える財務

取引を承認する。

取締役会の内規では、取締が職務を行使する条件、特にCEOの決定が取締役会の事前の承認が必要な

しきい値に応じて条件を規定している。

(d.2)　取締役会運営規則

アルカテル・ルーセントの取締役（以下「当社」）は次に挙げる内容を施行した。これは、現在実

行中のコーポレート・ガバナンスの規則に従って運営規則と役割を定義するために、取締役会の内規を構

成するものである。

取締役会で承認されたこれらの内規は主として以下のことを意図している。

-　法律および当社付属定款の既存の条項、および取締役メンバーの役職を明確にすることで、一方

では株主、他方では最高経営責任者（「Directeur Général」）について取締役会の役割を定義

する。

-　会議や話し合いの効率を最大化する。なかでも、会長の役割を具体的にし、当社のコーポレー

ト・ガバナンスに関する方針を念頭に当社の運営管理を監督する機関の適正な手順を進展させ

る。

これらの規則は真に社内向けのものであり、適用される法律や当社の付属定款の代わりとなること

を目的としたものではない。むしろ、特定のやり方で付属定款を補足することを目的としており、当社、

第三者や株主に反対するものではない。

(d.3)　取締役会議の編成

取締役会の業務を管理する内規に則り、取締役会は少なくとも四半期に1度会議を開くものとする。

ただし実際には、取締役会はそれより頻繁に開かれており、当社に対する会長と取締役の契約義務を説明

している。

出席を促進するため、取締役はビデオ会議やその他の電気通信手段で会議に出席が可能であり、こ

の場合は、取締役は法律で規定される場合を除き、定数および大多数の計算に考慮される。

実際または潜在的に取締役が利害の対立の状況下にある場合は、取締役会会長に通知し、該当する

議決案への投票を控えるものとする。

 

2014年の取締役および委員会会議の出席状況

 

2014年取締役会および
委員会会議 取締役会

監査および
財務委員会

コーポレート・
ガバナンス
および

指名委員会 報酬委員会 技術委員会

ベルナール氏
(1)

3 2 2

カイオ氏
(2)

5 3

カミュ氏 10

チコ女史 10 5

コンブ氏 10
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アイゼンスタット氏 10 5 6

グッドマン女史 10 2 5

ヒューズ氏 8 5 3 5

ジェイ女史
(1)

4 2 3

モンティ氏 10 4 2

モラリ氏
(2)

5 3

ピウ氏 10 5 6 5

スピネッタ氏 10 5 3 6

ラプライエ氏 10 5 5 6 4

ル・ディッセ氏 10 5 5 6 5

会議総数： 10 5 5 6 5

全体の出席率 96％ 90％ 96％ 100％ 100％

(1)　ダニエル・ベルナール氏とシルビア・ジェイ女史は、2014年5月28日の株主総会まで取締役の

メンバーであった。また、メンバーであった委員会での役職もその日に任期切れとなった。

(2)　2014年5月28日の株主総会以降、フランチェスコ・カイオ氏とヴェロニク・モラリ女史が取締

役会のメンバーとなった。

取締役会会議は、ブローニュ・ビヤンクールの当グループの本社、または米国アルカテル-ルーセン

ト・インクの本社所在地の米国ニュージャージー州マレー・ヒルにて通常は開催されている。ただし会議

は、役員、従業員、および取締役間の対話を促進し、取締役がグループの広範囲において事業活動だけで

なく、重要な市場でグループが直面する特定の課題について深く理解できる視点を持つよう、当グループ

の他の所在地でも定期的に開催する場合もある。

同様の目的でまた、取締役会は適切とみなされる議題でグループ内の上席執行役員の意見を求め、

大半は取締役会会議の前に開催される非公式会議にて対面することができる。取締役はまた、定期的にグ

ループの、特に潜在的に有力な経歴を持つ従業員と定期的に会う場を設定している。従業員の職務の業績

支援にあたり、取締役会の取締役は、会社に関する、特に財務分析報告書の関連情報をすべて入手する。

取締役会は、専用の保護されたイントラネットサイト経由で、いつでもこの情報を閲覧することができ

る。

加えて、取締役会の会議開催前には、4つの専門委員会のうちの1つまたは複数の委員会の会議が開

催される。特に、年次、半期、および四半期の財務諸表を準備する四半期の取締役会議に先立ち体系的

に、監査および財務委員会によって財務諸表が検討される。

監査および財務委員会は、グループの最高財務責任者、および彼のチーム・メンバー、ならびに開

示委員会のメンバーを、取締役会会長またはグループの役員の出席の可否を問わず、会議に招待すること

ができる。また同委員会は、各会議の終了時に別途、内部監査の部門長および法定監査人を当グループの

役員の出席なく招集することができる。

特定の取締役のスケジュールの問題や、勤務地が遠隔であることが理由で、取締役会は、監査およ

び財務委員会会議、および取締役会議を2日間連続で実施するよう手配するようにしている一方で、取締

役が、書類や情報を十分に検討する時間を確保できるようにしている。

AFEP-MEDEF法に順守して、大半の取締役会議の終盤には、会長は、CEOおよび役員と、会議出席の召

集を受けた従業員を退席させて取締役の間で議論を主導する。

委員会会議への参加

取締役会会長、CEO、および委員会のメンバーでない取締役は、個人的状況について話し合いが行わ

れる際の報酬委員会、およびコーポレート・ガバナンスおよび指名委員会の会議を除き、コンサルベース

の投票のある会議に出席できる。
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取締役会立会人の参加

アルカテル・ルーセント付属定款第14条に従い、取締役会立会人は、取締役会議に招集され、コー

ポレート・ガバナンスおよび指名委員会、および報酬委員会の会議を含む、コンサルベースに参加する。

コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会の勧告を受け、取締役会は、取締役会立会人の参加をすべて

の委員会会議に拡大した。取締役会立会人は、すでに監査および財務委員会、および技術委員会の会議に

参加している。この参加は、従業員を代表する取締役が報酬委員会の会議に参加することを推奨する

AFEP-MEDEF法の新たな規定に準拠している。

(d.4)　2014年および2015年初頭における取締役会の活動

取締役会会議は、2014年度は10回の開催で出席率は96％であり、2015年度初頭は2回の開催で出席率

は96％であった。取締役会が扱った主な議題は以下のとおりである。

グループの戦略およびグループの変革

取締役会は、以前に定義された戦略的ガイドラインの実施、および2014年と2015年のシフト計画に

基づく方向性を調査した。こうして取締役会は、2013年6月19日に発表されたシフト計画に従いグループ

が引き続き変革に向かうことを確認したほか、グループの構成、手順、および生産リソースの成功に向け

た採用と合理化を確保するために講じられた主な方法を審査した。

さらに、当社子会社のLGSイノベーションズLLCの売却、ならびにアルカテル-ルーセント・エンター

プライズのChina Huaxinへの売却を監視した（「第2-2 沿革」を参照のこと）。リーダーシップ・チーム

が実施している再フォーカスについて、結果とキャッシュ・フローの創出の両面に関する、事業運営目標

と財務目標についても明確に承認した（「4-(1)-(b)リーダーシップ・チームおよび経営委員会」を参照

のこと）。

さらに、取締役会は、当グループに関する重要な契約のほか、現在の取引についても定期的に情報

提供した。

財務諸表と財政状態

取締役会は、2013年度のアルカテル・ルーセント財務諸表および連結財務諸表を審査、承認し、こ

の内容は2014年5月28日の株主総会で株主が承認した。取締役会は2015年のグループ予算も承認した。さ

らに2015年2月5日の取締役会議において、監査および財務委員会の勧告に従い、法定監査人の出席のも

と、取締役会は、2014年度のアルカテル・ルーセントおよび連結財務諸表を承認した。これは、2015年5

月26日に予定されている次回の株主総会にて株主に承認を仰ぐために提出することになっている。取締役

会は、留保利益勘定に実績を配分すること、および2014年12月31日を期末とする年度も配当金分配の停止

を維持することを提案した。

さらに、監査および財務委員会が情報提供した後に、取締役会は、キャッシュ・フロー、年金基金

管理、および当グループ全体の財務状況、ならびに想定される状況の展開を審査した。

取締役会は、グループが直面するリスク、および全体的リスク管理プログラムで実施している手段

を調査したうえで、2013年度と2014年度向けに作成された会長のコーポレート・ガバナンスおよび内部統

制およびリスク管理報告書も承認した。

2014年6月1日、株主総会は、2件のトランシェ（OCEANE 2019と2020）の新株式または既存株式への

転換社債、および/またはそれらに交換可能な社債の発行を承認した。

CEOが同日に開始した金融取引は、シフト計画の一環として行った。2013年1月30日にアルカテル-

ルーセントUSAインクが締結した初元本金額が1,750百万米ドルの、担保付き優先信用融資のすべてまたは

一部の償還を可能にすることを目指したもので、各種の第一級担保によって保証されていた。2014年8月

20日、アルカテル-ルーセントは、担保付き優先信用融資の残りの未償還分1,724百万米ドルを償還する予

定であること、およびすべての関連担保を解除することを発表した。

 

コーポレート・ガバナンス
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取締役会は引き続き、当社の経営体の職務を監督し、また当社がコーポレート・ガバナンスのベス

ト・プラクティスにを順守していることを確認した。2014年、新取締役に、ヴェロニク・モラリ女史とフ

ランチェスコ・カイオ氏の2名を任命することを株主に提案した。2015年、取締役会は、2015年5月26日の

株主総会にて株主の票に新取締役としてシルビア・サマーズ女史の任命、および3名の取締役の任期更新

を提出した（「(a)コーポレート・ガバナンスの原則」を参照のこと）。

取締役会は、当社の内規に準じて、コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会の監督の下、2015

年初頭に取締役会の業務について年次評価を実施した。この評価の結果は2015年3月13日、取締役会が審

査した（「(a)コーポレート・ガバナンスの原則」を参照のこと）。取締役会はまた、2014年中に社外コ

ンサルタントが実施した調査に基づきその業務を評価した（「(a)コーポレート・ガバナンスの原則」を

参照のこと）。

取締役会はまた、内規を順守し、AFEP-MEDEF法およびNYSEの規定に照らし、取締役の独立性を審査

した（「(a)コーポレート・ガバナンスの原則」を参照のこと）。

また取締役会は、2014年5月28日の株主総会にて、最高経営責任者と取締役会会長の詳細な発表か

ら、グループの状況およびそのガバナンスについて、株主が適切に情報を得られるようにした。また取締

役会は、フランスおよび米国の証券取引所の規定に従い、確実に投資家および一般人が適切な情報を受け

られるようにした。

前年どおり取締役会は、当社が倫理および職業上の行為について最も厳格な原則を順守しているこ

と、および運営拠点がある国々に適用される規則および規定に従うことを徹底するよう努めた。最高経営

責任者の主導の下、前年通り、グループ内の従業員全員に、当グループの倫理行動規範に規定されている

原則を個別に理解することが求められた。加えて、取締役会は、米国の腐敗防止法に関して、当社が締結

した和解契約に際し、フランスと米国当局に従って、監視が任命されたことを理解した。このとき監視

は、2014年に関しての取締役会に対する使命の最新の状況を発表した。この監視は、ほとんどの取締役に

加え、CEO、グループの他の大勢の役員に複数回個人的に面談した。2014年初頭の3年目の報告を提出した

が、当グループの腐敗防止に関する方針と手順の改善に関する勧告が数多く含まれていた。

リーダーシップ・チームと監視は、2014年中に、この勧告の実施、および当社が示した積極的な進

展について定期的に意見交換を行った。2014年12月8日、監視は、最終報告書を提出し、アルカテル・

ルーセントのコンプライアンス・プログラムは、その具体的な方針と手順も含め、腐敗防止法の違反を防

止、検出するうえで合理的に作成、実施されていると認定した。アルカテル-ルーセントが米国司法省

（「DOJ」）との間で署名した起訴猶予合意（「DPA」）に定められた通り実施されている（「第3-4-(2)

法的リスク」を参照のこと）。監視の最終報告書を受け、DOJは、DPAに基づく海外汚職行為防止法の罪を

棄却する申し立てを提出し、2015年2月9日、裁判所がこれを聞き入れた。

 

人事管理および報酬方針

取締役会は、人事管理および報酬に関する当グループの方針の主な方向性について定期的に情報提

供を受けた。特に、従業員および役員の変動報酬の決定に関わる業績基準を承認し、結果として支払った

グローバルの金額を審査した。

さらに取締役会は、従業員および執行役員の業績連動株式制度、およびストック・オプション制度

について業績審査を決定し、グループの業績基準、および当該業績基準に関連する目標を設定した（セク

ション「4-(4) 報酬および長期報奨」を参照）。2014年5月28日の株主総会で付与された新たな授権に際

し、業績連動株式を付与する目的で、取締役会は2014年9月15日の会議にて、業績連動株式制度を作成す

ることを決定した（「4-(4)-(4.1)-(4.1.2)業績連動株式」を参照のこと）。

さらに、取締役会はミシェル・コンブ氏の最高経営責任者としての報酬の構成要素を決定した。ま

た、2013年と2014年に付与された業績連動株式の業績審査も実施した（「4-(4) 報酬および長期報奨」を

参照のこと）。取締役会会長の報酬に関し、取締役会は、2018年10月1日の就任以降変更されていない、

会長の報酬の構成要素のすべてを再調査することを決定した。結果、取締役会は、2014年と2015年度の会

長の報酬を設定した。

さらに取締役会は、男女に対する均等機会および報酬に関する制度について討議した。
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(e)　取締役会委員会の権限および活動

取締役会には、監査および財務委員会、コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会、報酬委員

会、ならびに技術委員会の4つの専門委員会がある。各委員会には取締役会で承認された独自の内規があ

る。各委員会は、提示された議題に関する決定をする唯一の権限を有する取締役会に報告を行う。

(e.1)　監査および財務委員会

監査および財務委員会の会議は、2014年度は5回の開催で平均出席率は90％であり、2015年度の初頭

は2回の開催で出席率は100％であった。

メンバー

監査および財務委員会は4名以上のメンバーで構成され、うち1名以上は財務または会計の専門家と

して認められた者でなければならない。

AFEP-MEDEF法の要件以外に、委員会の内規は、同当委員会の任務を司る全取締役は「独立して」い

なければならなず、また、委員会は執行取締役（フランス語では「mandataire social」）を含んで

いなくてもよいと規定している。同様に、当社内で他の役員の役職にある取締役は、同委員会の委

員になることができない。

本委員会は、ジャンC.モンティ氏、キム・クロフォード・グッドマン女史（2014年7月30日以降）、

ルイR.ヒューズ氏、ジャン-シリル・スピネッタ氏から構成されている。AFEP-MEDEF法の勧告および

NYSEの要件の双方に基づく取締役会が保持する基準に則ると、全メンバーが独立していることにな

る（「(1) コーポレート・ガバナンスの状況」を参照のこと）。ダニエル・ベルナール氏も2014年5

月28日の株主総会まで本委員会のメンバーであった。取締役会立会人のジル・ル・ディッセ氏およ

びベルトランド・ラプライエ氏も同委員会の職務に当たっている。2015年3月13日、取締役会は、

ジャンC.モンティ氏が監査および財務委員会の財務専門家であるとして確認した。

役割

関連のある本委員会の活動の主な分野：

-　財務諸表

-　内部統制およびリスク管理

-　財務状況、および法定監査人との関係。

また、取締役会に職務の業績について知らせ、直面するあるあらゆる問題について即時通知する。

監査および財務委員会の役割および運営方法は、フランス商法第L.823-19条、コーポレート・ガバ

ナンスに関する各種のフランスの報告書で勧告されているベスト・プラクティスに従っている。

財務諸表

取締役会内規の定めによる監査および財務委員会の役割は、当社が採用する会計基準、当社のリス

クおよび重要なオフバランス債務、ならびに最高経営責任者または最高財務責任者から同委員会に

提出されたすべての財務または会計上の事項を審査することである。

同委員会は、連結財務諸表および親会社の財務諸表の作成に使用される会計方法の適切性および一

貫性に加え、グループレベルの重大な取引における適切な会計処理を審査、承認している。

同委員会は、連結の範囲、また状況に応じ、この範囲に特定企業が含まれるべきではない理由を審

査する。

同委員会は、IFRSおよびフランスGAAP（親会社の財務諸表についてはフランスGAAPによる）の双方

に従い、当グループに適用され、当グループが適用する会計基準、ならびにそれらを使った場合の

影響と、生じる会計処理での差異について審査する。

同委員会は、四半期、半期、および年間のアルカテル-ルーセント財務諸表および連結財務諸表なら

びに当グループの予算案を検討する。
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内部統制およびリスク管理

監査および財務委員会は、財務情報の収集や検討のための内部手続きが当該情報の信頼性を確保で

きる状態で実施されているかどうか検証する。同委員は、存在するリスク、特に会計および財務報

告で重大な影響を及ぼす可能性のあるリスクについて特定および分析するプロセスを確保する。当

グループ内の内部監査部門の部長は、当該部門の業務の業績を同委員会に定期的に報告する。さら

に、同委員会は年に２回、当グループの内部監査計画ならびに内部監査部の運営方法および組織に

ついて審査する。同委員会は、内部監査部門の部長の選任、および実施の可能性のある同人の交代

について必要に応じて相談を受ける。

同委員会は、グループ内で構築された財務および連結のプロセスが機能していない可能性を示唆す

るあらゆる苦情、警告、またはその他の報告（匿名によるものを含む）について審査する。

当社の監査および財務委員会は、当社のコンプライアンス・プログラムの適切性、当該プログラム

への潜在的な重大な違反、および当社が講じる是正措置を確認するために、最高コンプライアンス

責任者と定期的に会議する。

財務情報

当社の監査および財務委員会はまた、グループの債務、資産計上、および本資産計上へのあらゆる

変更の可能性、ならびに取締役会会長または最高経営責任者により同委員会に提示されたあらゆる

財務または会計上の事項（リスクの範囲および資金管理の一元化等）を審査する。

同委員会はまた、400百万ユーロを超えるあらゆる有価証券の発行など、当グループの財務諸表に重

大な影響を及ぼすすべての金融取引を審査し、取締役会の承認を受けることとする。

法定監査人

当社の監査および財務委員会は、AFEP-MEDEF法を順守し、法定監査人の選任プロセスを監督し、取

締役会に対してかかる監査人の選任について勧告する。

ある場合は、当社の会計の監査に関係しない任務、または付随的でもかかる監査を直接補完するも

のでもないが法定監査人の職務と矛盾しない任務は、その重大性に関わらず、監査および財務委員

会の承認を受けなければならない。同委員会は、これらの任務が特に、フランス商法第L.822-11条

の規定に違反しないことを確認する。

監査および財務委員会はまた、法定監査人の独立性を審査および判断し、財務諸表監査に対する当

該監査人の報酬額に関して意見を表明する。

同委員会は、特定の会計年度中において当社の財務諸表の監査に対して支払われた報酬総額に基づ

き、報酬の上限を定める。この水準を超えた場合、委員会は事前に承認された任務について個別に

権限を付与しなければならない。

2014年および2015年初頭における同委員会の活動

同委員会は、その各会議において、最高財務責任者および法定監査人による説明を受け、法定監査

人の出席のもと、財務諸表の作成中に最高財務責任者と議論した主な点について審査した。

同委員会は、2013年度と2014年度の当社財務諸表および連結財務諸表、および2014年度の半期およ

び四半期の連結財務諸表を審査した。また、財務諸表への注記について特定の審査も行った。この

審査の準備に当たり、同委員会は、特に当グループに関する信頼性のある情報の開示を確保するた

めに作成された開示委員会の業務に依拠している。

いくつかの状況で、同委員会は、グループの主な契約およびその他の契約義務の結果、財政状況の

主な要素、特に資産計上、債務、および年金基金の状況について取り組んだ。これを目的として、

同委員会は2014年に、シフト計画に基づき、当社や子会社米アルカテル・ルーセント・インクが

行った財務取引の様々なプロジェクトに関する勧告を行った（「(d)-(d.4) 2014年および2015年初

頭における取締役会の活動」を参照のこと）。勧告には特に次のものがある。1,148百万ユーロに及

ぶOCEANE 2019と2020の発行、OCEANE 2016の償還、および2013年1月30日に締結した担保付き優先信

用融資の残りの未償還分の早期償還。
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委員会はまた、2015年5月26日の株主総会にて株主に提出される2015年のグループ予算、および財務

上の権限に関する議決案原稿を審査した。さらに、参照書類の財務セクション、および2013年と

2014年のフォーム20-F、ならびに内部統制およびリスク管理のうち、特に会計および財務報告書に

関する部分について取締役会会長の報告書の一部を審査した。

同委員会は、当グループ内で内部統制の手順が有効に実施されることを確認した。この趣旨で、同

委員会は定期的に、サーベンス-オクスリー法第404条で義務付けられる認証プロセスの中で作成さ

れた進展状況を監視した。また、2013年と2014年向けの内部監査部門の年次報告書に加え、2014年

と2015年向けの内部監査計画も受け取った。委員会は、内部監査人および外部監査人の報告書を評

価して、グループが確立した内部統制制度の有効性を確保した

最後に委員会は、法定監査人の報告書を審査し、法定監査人報酬の決定に参加した。委員会の2013

年と2014年に設定されたコンプライアンス・プログラム、および2015年に設定された目標につい

て、最高コンプライアンス責任者が簡単に説明した。委員会はまた、会議に参加するよう監視を招

待し、その勧告を聞いた。

(e.2)　コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会

コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会は、2014年度は5回の開催で出席率は96％であり、2015

年度初頭は2回の開催で出席率は90％であった。

メンバー

AFEP-MEDEF法の要件以外にも、コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会内規では、委員会は3名

以上のメンバーで構成され、うち3分の2以上は独立していなければならないと定めている。委員会

のメンバーは、ジャン-シリル・スピネッタ氏（会長、2014年7月以降）、スチュアートE.アイゼン

スタット氏、ルイR.ヒューズ氏（2014年7月30日以降）、ジャン・C・モンティ氏（2014年7月30日以

降）、オリビエ・ピウ氏から構成されている。メンバーは全員フランスの基準に則り、独立取締役

である。シルビア・ジェイ女史およびダニエル・ベルナール氏は2014年5月28日の株主総会まで本委

員会のメンバーであった。委員会の内規に従い、取締役会会長と最高経営責任者は委員会会議に出

席してもよく、個人的状況について話し合いが行われる場合を除き、コンサルベースで話し合いに

出席できる。

役割

取締役会内規の定義に則り、コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会の役割は、以下のとおり

である。

-　取締役会およびその委員会の構成、組織および運営に関する事項を審査する。

-　取締役の役職を保持し、委員会の職務に当たる要件を満たしている個人を特定し、取締役会に提案

する。

-　当社に適用される一連のコーポレート・ガバナンス原則を策定し、取締役会に勧告する。

-　取締役会およびその委員会の評価を監督する。

-　監査および財務委員会とのジョイントセッションでコンプライアンスの事柄を調査する。

-　報酬委員会とのジョイントセッションで、人事管理方針、およびグループのCSR方針の様々な要素

を審査する。

-　CEOおよびグループの他の上席役員（リーダーシップ・チーム）の承継計画を審査する。

2014年および2015年初頭における同委員会の活動

内規に従い、委員会は2014年度から2015年初頭の間に起こった数多くの事柄を担当したが、主とし

て、取締役会の構成、修正された委員会の構成、および取締役会の年次評価に関するものである。

取締役の一部の委任更新に際し、委員会は、在任期間が2014年5月28日の株主総会終了時に切れる各

取締役の状況を調査し、次のように提案した：(i)キム・クロフォード・グッドマン女史、ジャン-
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シリル・スピネッタ氏の在任期間の更新、(ii)ヴェロニク・モラリ氏、フランチェスコ・カイオ氏

の3年の取締役としての任命。これは、2016年12月31日を期末とする事業年度の財務諸表の承認にあ

たって招集される株主総会の終了時点で任期切れとなる。

委員会は、2015年5月26日に開催される株主総会で在任期間が切れる、スチュアートE.アイゼンス

タット氏、ルイR.ヒューズ氏、オリビエ・ピウ氏の3名の取締役の更新を提案した。また、新取締役

の選考プロセスも開始した（「(a)コーポレート・ガバナンスの原則」を参照のこと）。

委員会はまた、AFEP-MEDEF法およびNYSEの規定に照らし、取締役の独立性を審査した（(a)「コーポ

レート・ガバナンスの原則」を参照のこと）。

さらに、フィリップ・カミュ氏の業績関連株式制度の業績基準を審査し、取締役会に対して勧告を

行った（「4-(4) 報酬および長期報奨」を参照のこと）。

報酬委員会とのジョイントセッションの過程では、多様性と人材戦略に関する質問、およびリー

ダーシップ・チーム・メンバーの継承に関する質問について審査した。

(e.3)　報酬委員会

報酬委員会は、2014年度は6回の開催で出席率は100％であり、2015年は2回の開催で出席率は88％で

あった。

メンバー

報酬委員会は4名以上のメンバーで構成され、うち3分の2以上は独立していなければならない。

委員会は、ジャン-シリル・スピネッタ氏（会長）、ヴェロニク・モラリ氏、（2014年7月30日以

降）、スチュアートE.アイゼンスタット氏、およびオリビエ・ピウ氏がメンバーである。メンバー

は全員フランスの基準に則り、独立取締役である。シルビア・ジェイ女史も2014年5月28日の株主総

会まで本委員会のメンバーであった。委員会の内規に従い、取締役会会長と最高経営責任者は委員

会会議に出席してもよく、個人的状況について話し合いが行われる場合を除き、コンサルベースで

話し合いに出席できる。

役割

取締役会内規の定義に則り、報酬委員会の役割は、以下のとおりである。

-　取締役、会長、最高経営責任者、および経営委員会の主要役員とメンバーの報酬について、提案事

項を策定し、取締役会に提案を行うこと

-　上席執行役員の長期報酬に関する提案を審査すること。特に、グループの従業員と上席役員への会

社の株価にリンクされた業績連動株式の付与、ストック・オプションの付与、および他の利益分配

のスキームを含む

-　制度の導入を委員会に提案し、これらの長期証券の条件（権利確定条件、出席、および業績）に関

する勧告を行う

-　実施した長期報酬証券の業績を審査し、委員会に状況の最新情報を伝える

-　当社が従業員に保留している増資に対するすべての提案の見直しを行うこと

-　コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会とのジョイントセッションで、人事管理方針、および

グループのCSR方針の様々な部分を審査する。

2014年および2015年初頭における同委員会の活動

委員会は、会社の長期報酬方針（業績連動株式とストック・オプションの付与を含む）の構成要素

を審査した。この点について委員会は、2013年8月1日に満期となった業績連動株式とストック・オ

プションの付与に関わる2つの授権の更新を、2014年5月28日の株主総会で勧告した。この趣旨で、

委員会は、権利確定期間、およびリーダーシップ・チームへのすべての業績連動株式とすべてのス

トック・オプションの付与を規定する業績基準を含む、これら制度の条件に関する一連の勧告を策

定した。2014年9月、4,641名に業績連動株式を付与する制度の実施を承認した。以前の業績連動株

式およびストック・オプション制度に適用される業績基準を委員会が審査した。
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また委員会は、2014年度の当社の新しい変動報酬制度（達成ボーナス計画-ABP）に関係する基準と

目標を承認した。当社のリーダーシップの定めによる。委員会は、2013年と2014年度の取締役会会

長と最高経営責任者の報酬の構成要素を審査した。特に、最高経営責任者の変動報酬、およびその

業績連動株式の権利確定を条件付ける業績基準に関わる部分を確認した。

同委員会は、報酬グループレベルの人事関連事項を分析したほか、コーポレート・ガバナンスおよ

び指名委員会とのジョイントセッションでは、主要社員の能力開発戦略、および専門的かつ報酬の

公平性に関わる方針に注目した。

最後に委員会は、本文書でかかる情報が公表される前に、執行役員と経営委員会メンバーの報酬に

関する情報も分析した（「4-(2) 執行役員の状況」）。

(e.4)　技術委員会

技術委員会は、2014年度は5回の開催で取締役の出席率は100％であり、2015年は1回の開催で取締役

の出席率は100％であった。

メンバー

技術委員会は、ルイR.ヒューズ氏（会長）、カルラ・チコ女史、キム・クロフォード・グッドマン

女史、フランチェスコ・カイオ氏（2014年7月30日以降）、オリビエ・ピウ氏、フィリップ・カー

イェ氏（取締役ではなく、グループの戦略とイノベーションを担当）から構成されている。ラプラ

イエ氏とル・ディッセ氏は、取締役会立会人として委員会会議に出席する。

役割

取締役会内規の定義に則り、当委員会の役割は、以下のとおりである。

-　研究開発業務（R&D）の基準、および新製品発売における主な技術上のオプションを審査する。

-　委員会に対しては、アルカテル-ルーセントが学会や研究団体と連携して行う科学的、技術的共同

プロジェクトの進捗状況について常に情報が提供される。

-　R&D費用、R&Dプログラムに関連するリスクとリスク緩和制度、技術の傾向、および破壊をもたらす

脅威または機会について審査する。

-　競合他社のベンチマークを行い、当グループのR&Dの効率とコストを評価する。

委員会は次の点について取締役会に勧告を行う。

-　製品戦略および業績（市場占有率、サービス品質、およびアクションプラン）

-　プログラム管理

-　研究開発資金の配分

-　長期の技術戦略および改革の機会

2014年および2015年初頭における同委員会の活動

かかる会議では、委員会は、2020年に向けたアルカテル-ルーセントの戦略的ビジョンを討議し、こ

れを運営する主要市場におけるグループの技術的なポジショニングに関連付けた（戦略的ビジョン

2020、テク・シンポジウム）。また、グループの製品ポートフォリオ、特に特定セグメントの製品

ポートフォリオを審査した。ベル研究所での研究活動（将来のXプロジェクト、ベル研究所プライ

ズ）の再配置に特に注意を払った。同委員会は、パートナーシップ戦略、5G戦略、クラウドコン

ピューティング分野の成長、おおよびネットワークの仮想化など、当グループの主要プロジェクト

の一部を詳細に審査した。最後に委員会は、一連のプロファイル審査、および一部の競合他社の戦

略的な位置付けの審査を実施した。
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(2)【監査報酬の内容等】

2013年および2014年における法定監査人の報酬および国際ネットワークは以下のとおりである。

（パーセントを除き、

単位は千ユーロ）

デロイト・アソシエ

（デロイト・トゥシェ・トーマツ・ネットワーク）

アーンスト・アンド・ヤング

（アーンスト・アンド・ヤング・ネットワーク）

2013 2014 2013 2014

1. 監査

監査報酬（法定監査、連結財務諸表

の監査および認証） 7,270 63％ 7,372 81％ 7,121 72％ 6,795 78％

証券発行企業 2,365 20％ 2,438 27％ 2,445 25％ 2,398 28％

連結事業体 4,905 42％ 4,934 54％ 4,676 48％ 4,397 50％

監査関連報酬 3,874 33％ 1,638 18％ 2,447 25％ 1,723 20％

証券発行企業 578 5％ 140 2％ 2,123 22％ 1,289 15％

連結事業体 3,296 28％ 1,498 16％ 324 3％ 434 5％

小計 11,144 96％ 9,010 99％ 9,568 97％ 8,518 98％

2. その他のサービス（非監査関連）         

税務サービス 101 1％ 123 1％ 64 1％ 122 1％

その他サービス 325 3％ 25 0％ 212 2％ 98 1％

小計 426 4％ 148 1％ 276 3％ 220 2％

合計 11,570 100％ 9,158 100％ 9,844 100％ 8,738 100％

上表は、2013年および2014年に関する、当グループの連結企業におけるアルカテル-ルーセントの独立監

査人の報酬および国際ネットワークを示している。

独立監査人の独立性をめぐる米国の規制要件に従って、監査および財務委員会は、当社の独立監査人が提

供する、特定の監査および容認可能な非監査サービスの事前承認に関する方針を導入した。当社の独立監査人

は、これらのサービスが監査および財務委員会により事前に承認されたサービスの一覧に含まれていることを

確認した後にのみ、かかるサービスを提供する委託が可能となる。禁止されていないが事前に承認されたサー

ビスに含まれないサービスは、監査および財務委員会による個別の承認を得なければならない。

注記1　監査報酬（法定監査、連結財務諸表の監査および認証）

この項目には、適用ある法律または規則により課せられるサービスが含まれている。より具体的
には、第2、第5、および第6章の専門基準に関するCNCC指針において想定されるサービスが含ま
れている。

監査報酬は、当グループの連結財務諸表およびすべての連結企業（フランスおよび国外）の法定
計算書類の年次監査について請求された報酬で構成されている。これらにはまた、SECへの提出
書類、およびサーベンス-オクスリー法第404条に従った内部統制に関する手続きを含む文書の審
査が含まれる。

注記2　監査関連報酬

監査関連報酬は、独立監査人あたり、または当社（またはその関連会社）の財務諸表の監査を実
施することに合理的に関連するサービスに関わるそのネットワークあたりに請求される報酬で構
成されている。かかるサービスは、IFAC（国際会計士連盟）倫理規範の第10条、第23条、および
第24条にそれぞれ該当するものである。かかる手続きまたはサービスは一般に非経常的であり、
独立監査人のみが合理的に提供し得る。

注記3　その他のサービス（非監査関連）

非監査関連のサービスとは、独立監査人によって提供されるサービスである。これらのサービス
はIFAC倫理規範の第24条に従って実施される。監査以外のサービスには、税務サービスおよび多
くの場合コンサルティングとして分類されるその他のサービスが含まれる。

注記4　税務サービス
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税務サービスには、税務コンプライアンス、税務助言、および税務計画が含まれる。これらには
国外居住者へのサービス全般を含めることができる。かかるサービスは一般に非経常的である。

注記5　その他サービス

その他のサービスは、当社の独立監査人が提供するすべてのサービスで、上記の個別の分類に該
当しないものである。かかるサービスはほとんどが個別的および非経常的である。
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第６【経理の状況】

(a)　本書記載のアルカテル-ルーセント（以下「アルカテル-ルーセント」または「当社」という）とその連結

子会社（以下併せて「当グループ」という）の原文の連結財務書類は、欧州連合が承認した国際会計基準

（以下「IFRS」という）に準拠して作成されている。また、本書記載の原文の親会社財務書類は、フラン

スにおける諸法令、およびフランスで一般に認められた会計原則に準拠して作成されている。邦文の連結

財務書類および親会社財務書類（以下、併せて「邦文の財務書類」という）は、原文の連結財務書類およ

び親会社財務書類（以下、併せて「原文の財務書類」という）を翻訳したものである。当グループの財務

書類の日本における開示については、「財務諸表等の用語、様式および作成方法に関する規則」（昭和38

年大蔵省令第59号）第131条第1項の規定が適用されている。

なお、日本とIFRS、および日本とフランスとの一般に認められた会計および報告原則の主要な差異につい

ては、「第６-４ IFRSと日本の会計原則の差異、およびフランスと日本で適用される会計原則の差異」に

記載されている。

(b)　原文の財務書類は、フランスの独立監査人であるアーンスト・アンド・ヤング・エ・オトルおよびデロイ

ト・アソシエの監査を受けている。独立監査人の報告書原文、およびその訳文は、本年次有価証券報告書

に掲載されている。

なお当社および当グループの財務書類には、金融商品取引法施行令（昭和40年政令第321号）第35条の規

定に基づく「財務諸表等の監査証明に関する内閣府令」（昭和32年大蔵省令 第12号）第1条の3の規定が

適用されるため、日本の公認会計士または監査法人による監査は必要とされていない。

(c)　邦文の財務書類には、原文の財務書類中のユーロ表示の金額のうち主要なものについて円換算額が併記さ

れている。日本円は、1ユーロ=129.65円の為替レートでユーロの金額から換算されている。日本円への換

算には2015年4月28日現在の東京外国為替市場における対顧客電信直物売買相場の仲値の為替レートが使

用されている。

(d)　日本円および第6の2から4までの事項は原文の財務書類には記載されておらず、当該事項における原文の

財務書類への参照事項を除き、上記(b)の監査の対象になっていない。
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1【財務書類】

(1)【連結損益計算書】

（単位：1株当りの金額を除き、百万ユーロ） 注記 2014年 2013年
(1)

2012年
(1)

収益 (5)&(6) 13,178 13,813 13,764

売上原価 (8,770) (9,491) (9,753)

売上総利益 4,408 4,322 4,011

(十億円) 571 560 520

一般管理費および販売費 (1,621) (1,862) (2,161)

研究開発費 (2,215) (2,268) (2,330)

再編費用、訴訟、連結持分売却益／（損）、資産の

減損および退職後給付制度の改訂計上前営業活動からの利益（損失） (5) 572 192 (480)

(十億円) 74 25 (62)

リストラクチャリング費用 (25) (574) (518) (479)

訴訟 7 (2) 2

連結持分売却益／（損） 20 2 11

資産の減損 (11) - (548) (894)

退職後給付制度の改定 (23) 112 135 204

営業活動からの利益（損失） 137 (739) (1,636)

(十億円) 18 (96) (212)

金融費用 (7) (291) (392) (279)

その他の金融収益（損失） (7) (211) (318) (394)

関連会社および合弁企業の純利益（損失）持分 15 7 5

所得税および廃止事業計上前利益（損失） (350) (1,442) (2,304)

法人所得税損益 (8) 316 173 (423)

継続事業の利益（損失） (34) (1,269) (2,727)

廃止事業からの（利益）損失 (9) (49) (25) 639

純利益（損失） (83) (1,294) (2,088)

(十億円) (11) (168) (271)

うち以下に帰属する分

・　親会社の株主 (118) (1,304) (2,011)

・　非支配持分 35 10 (77)

1株当たり利益（損失）（ユーロ）
(2)

(10)

・　基本的１株当たり利益（損失）

－　 継続事業 (0.02) (0.53) (1.11)

(円) (3) (69) (144)

－　 廃止事業 (0.02) (0.01) 0.27

(円) (3) (1) 35

－　 親会社の持分保有者に帰属 (0.04) (0.54) (0.84)
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・　希薄化後1株当たり利益（損失）：

－　 継続事業 (0.02) (0.53) (1.11)

(円) (3) (69) (144)

－　 廃止事業 (0.02) (0.01) 0.22

(円) (3) (1) 29

－　 親会社の持分保有者に帰属 (0.04) (0.54) (0.84)

(円) (5) (70) (109)

(1)2013年および2012年の金額は、廃止事業の影響を反映して修正再表示されている（注記9を参照のこと）。

(2)アルカテル・ルーセントが既存株主に対する優先新株予約権を通じて行った2013年の増資の結果、基本および希薄化後１株当たり利益

は遡及的に調整された。発行済み普通株式は株式数の変更に伴い割合を反映できるよう調整済みである。
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(2)【連結包括利益計算書】

（百万ユーロ） 注記 2014年 2013年 2012年

当年純利益（損失） (83) (1,294) (2,088)

(十億円) (11) (168) (271)

損益計算書にその後再分類される項目 510 (221) (4)

売却可能金融資産 (15) 8 11 16

為替換算差額 503 (232) (34)

キャッシュ・フロー・ヘッジ (26b/iii) (1) - 14

自己資本に直接認識された項目に係る税金 (8) - - -

損益計算書にその後再分類されない項目 (1,568) 1,411 71

保険数理上の（損）益および資産制限ならびにIFRIC 14

号による調整 (23c) (1,822) 1,667 172

自己資本に直接認識された項目に係る税金 (8) 254 (256) (101)

当年度その他の包括損益 (1,058) 1,190 67

当年度の包括損益合計 (1,141) (104) (2,021)

(十億円) (148) (13) (262)

うち以下に帰属する分

・　親会社の株主 (1,256) (99) (1,933)

・　非支配持分 115 (5) (88)
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(3)【連結財政状態計算書】

（百万ユーロ）

資産 注記 2014年12月31日 2013年12月31日 2012年12月31日

非流動資産：

のれん (11) 3,181 3,156 3,820

無形資産、純額 (12) 1,011 1,001 1,175

のれんおよび無形資産、純額 4,192 4,157 4,995

有形固定資産、純額 (13) 1,132 1,075 1,133

関連会社およびジョイント・ベンチャーへの投資 (14) 51 35 29

その他の非流動金融資産、純額 (15) 406 322 341

繰延税金資産 (8) 1,516 1,000 985

前払年金費用 (23) 2,636 3,150 2,797

その他の非流動資産 (21) 429 413 428

非流動資産計 10,362 10,152 10,708

(十億円) 1,343 1,316 1,388

流動資産：

棚卸資産および仕掛品、純額 (17)&(18) 1,971 1,935 1,940

営業債権およびその他の債権、純額 (17)&(19) 2,528 2,482 2,860

前渡金および未成工事支出金 (17) 43 46 53

その他の流動資産 (21) 877 751 726

当期法人所得税 64 33 118

市場性のある有価証券、純額 (15)&(24) 1,672 2,259 1,528

現金および現金同等物 (16)&(24) 3,878 4,096 3,401

売却目的で保有する資産を除く流動資産 11,033 11,602 10,626

売却目的で保有する資産および売却目的で保有する処分グループに

含まれる資産 (9) 65 142 20

流動資産計 11,098 11,744 10,646

(十億円) 1,439 1,523 1,380

資産合計 21,460 21,896 21,354

(十億円) 2,782 2,839 2,769
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（百万ユーロ）

自己資本および負債 注記 2014年12月31日 2013年12月31日 2012年12月31日

自己資本：

資本金 141 140 4,653

株式払込剰余金 20,869 20,855 16,593

控除自己株式（原価） (1,084) (1,428) (1,567)

累積赤字、利益剰余金、公正価値およびその他の準備金 (17,633) (14,588) (15,159)

自己資本に直接認識されたその他の項目 52 45 -

為替換算差額 (366) (787) (571)

親会社の所有者に帰属する-純利益（損失） (118) (1,304) (2,011)

親会社の持分保有者に帰属する持分 1,861 2,933 1,938

非支配持分 (14d) 833 730 745

自己資本合計 (22) 2,694 3,663 2,683

(十億円) 349 475 348

非流動負債：

年金、退職金およびその他の退職後給付 (23) 5,163 3,854 5,338

転換社債およびその他の社債－1年超 (24) 4,696 4,711 3,727

その他の長期借入金 (24) 179 211 227

繰延税金負債 (8) 872 990 889

その他の非流動負債 (21) 175 188 177

非流動負債計 11,085 9,954 10,358

(十億円) 1,437 1,291 1,343

流動負債：

引当金 (25) 1,364 1,416 1,649

長期および短期債務－1年内返済予定 (24) 402 1,240 851

前受金 (17)&(19) 810 681 718

営業債務およびその他の債務 (17) 3,571 3,518 3,726

当期法人所得税負債 73 93 145

その他の流動負債 (21) 1,429 1,237 1,204

売却目的で保有する処分グループに関連する当期負債 7,649 8,185 8,293

売却目的で保有する処分グループに関連する負債 (9) 32 94 20

流動負債計 7,681 8,279 8,313

(十億円) 996 1,073 1,078

自己資本および負債合計 21,460 21,896 21,354

(十億円) 2,782 2,839 2,769
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万ユーロ） 注記 2014年 2013年
(1)

2012年
(1)

営業活動によるキャッシュ・フロー

親会社の所有者に帰属する純利益（損失） (118) (1,304) (2,011)

非支配持分 35 10 (77)

調整 (27) 692 1,479 2,028

運転資本の増減、利息および税金計上前営業活動による純キャッシュ・フロー (27) 609 185 (60)

流動資産および流動負債の純増減（財務活動を除く）：

棚卸資産および仕掛品 (17) (72) (216) (126)

営業債権およびその他の債権 (17) 18 138 534

前渡金および未成工事支出金 (17) 4 5 10

営業債務およびその他の債務 (17) (167) 25 (186)

前受金 (17) 88 (19) 93

その他の流動資産および負債 (35) 34 (153)

利息および税金計上前営業活動によるキャッシュ・フロー 445 152 112

受取利息 65 66 72

支払利息 (290) (362) (274)

税金（支払）／受取 (93) (77) (54)

営業活動によるキャッシュ・フロー 127 (221) (144)

(十億円) 16 (29) (19)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形・無形資産売却収入 92 36 13

設備投資 (556) (463) (524)

貸付金およびその他の非流動金融資産の減少（増加） 19 19 21

連結会社または持分法適用会社の支配権取得のための

現金支出 (27) (14) - 4

連結会社の支配権喪失による現金収益 (27) 84 - (5)

従前の連結会社および非連結会社の売却収入 (7) 3 26

市場性のある有価証券取得の売却による現金収益（取得のための現金支出） 617 (723) (574)

投資活動によるキャッシュ・フロー 235 (1,128) (1,039)

(十億円) 30 (146) (135)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の発行／（返済） 117 (643) (60)

長期借入金の発行 1,143 4,087 18

長期債務の返済／買戻 (2,575) (2,062) (127)

支配権喪失を伴わない連結会社の持分変動に関連する

現金収益（支出） - - 84

通貨換算を伴う借入金の為替レート変動の影響、純額 (86) 9 (12)

増資
(2)

30 965 122
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支払配当金 (12) (6) (37)

財務活動によるキャッシュ・フロー (1,383) 2,350 (12)

(十億円) (179) 305 (2)

廃止事業の営業活動によるキャッシュ・フロー (9) 34 65 (71)

廃止事業の投資活動によるキャッシュ・フロー (9) 71 (64) 1,066

廃止事業の財務活動によるキャッシュ・フロー (9) 65 (15) 36

為替レートの変動の影響、純額 633 (292) 23

現金および現金同等物の純増加（減少） (218) 695 (141)

現金および現金同等物の期首残高 4,096 3,401 3,533

(十億円) 531 441 458

売却目的で保有する資産に分類された現金および現金同等物の期首残高 - - 9

現金および現金同等物の期末／年末残高
(3)

3,878 4,096 3,400

(十億円) 503 531 441

売却目的で保有する資産に分類された現金および現金同等物の期末残高 - - 1

(十億円) - - 0

(1)2013年および2012年の金額は、廃止事業の影響を反映して修正再表示されている（注記9を参照のこと）。

(2)そのうち15百万ユーロ、16百万ユーロ、0百万ユーロは、それぞれ2014年、2013年、2012年に行使されたストックオプション関連（注

記22-cを参照）。

(3)この金額には、為替管理規制のある国において保有する現金および現金同等物が、2014年12月31日時点で1,019百万ユーロ（2013年12

月31時点で756百万ユーロ、2012年12月31日時点で949百万ユーロ）が含まれている。
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(5)【連結自己資本変動計算書】

（株式数以外は
百万ユーロ） 株式数

(1)
資本金

株式払込
剰余金

累積赤字、
利益剰余金
およびそ
の他の
準備金

自己資本に
直接認識
された
その他
の項目 自己株式

為替換算
差額

純利益
（損失）

親会社の
所有者
帰属分
保有者
帰属分

非支配
株主持分 合計

利益処分後
2012年1月1日
現在 2,267,163,384 4,651 15,354 (14,052) 4 (1,567) (546) - 3,844 747 4,591

2012年における
自己資本変動

2012年包括

損益合計
(2)

73 30 (25) (2,011) (1,933) (88) (2,021)

増資 1,180,498 2 (2) - 122 122

株式報酬 26 26 26

自己株式 39,722 1 1 1

配当金 - (36) (36)

その他の調整 - -

繰入 (2,011) 2,011 - -

利益処分後
2012年12月31日
現在 2,268,383,604 4,653 15,352 (15,963) 34 (1,567) (571) - 1,938 745 2,683

(十億円) 603 1,990 (2,070) 4 (203) (74) - 251 97 348

2013年における
自己資本変動

2013年包括

損益合計
(2)

1,410 11 (216) (1,304) (99) (5) (104)

減資 (4,542) 4,542 - -

増資 455,568,488 23 903 926 926

OCEANE 2015の
転換 15,658,262 1 47 (1) 47 47

その他の変動 10,763,621 5 11 16 16

株式報酬 19 19 19

自己株式 6,285,811 (116) 139 23 23

配当金 - (10) (10)

2013年発行のOceane
2018の資本部分、税
抜き 66 66 66

その他の調整 (3) (3) (3)

繰入 (1,304) 1,304 - -

利益処分後
2013年12月31日
現在 2,756,659,786 140 20,855 (15,892) 45 (1,428) (787) - 2,933 730 3,663

(十億円) 18 2,704 (2,060) 6 (185) (102) - 380 95 475

2014年における
自己資本変動

2014年包括

損益合計
(2)

(1,566) 7 421 (118) (1,256) 115 (1,141)

その他の変動
(3)

11,878,073 1 14 15 15

株式報酬 16 16 16

自己株式 11,774,084 (314) 344 30 30

2014年発行のOceane
2019および2020の資
本部分、税抜き 121 121 121

配当金 - (12) (12)

その他の調整 2 2 - 2
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利益処分前
2014年12月31日
現在 2,780,311,943 141 20,869 (17,633) 52 (1,084) (366) (118) 1,861 833 2,694

(十億円) 18 2,706 (2,286) 7 (141) (47) (15) 241 108 349

利益処分（案）
(4)

(118) 118 - -

利益処分後
2014年12月31日
現在 2,780,311,943 141 20,869 (17,751) 52 (1,084) (366) - 1,861 833 2,694

(十億円) 18 2,706 (2,301) 7 (141) (47) - 241 108 349

(1)注記22を参照のこと。

(2)連結包括利益計算書を参照のこと。

(3)オプションの行使と業績連動株の権利確定を主要因とし、11,878,073株が発行された（注記22を参照のこと）。

(4)利益処分案は取締役会によって提案されたものであり、最終的に2015年5月26日開催予定の株主総会で承認を受けなければならない。
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(6)【連結財務書類注記】

アルカテル-ルーセントS.A.（アルカテル-ルーセント）は、フランス商法およびフランスにおける事業会社が

準拠すべき全ての法的要請の適用を受けるフランスの公開有限責任会社である。アルカテル-ルーセントは1898

年6月18日に設立され、2086年6月30日に解散する予定だが、株主の決議によって期限が延長または短縮される

可能性もある。2014年第2四半期中、アルカテル-ルーセントは、本社をフランス、75007パリ、アベニュー・オ

クターヴ・グレアール3（3, avenue Octave Gréard, 75007, Paris, France）からフランス、92100ブロー

ニュ・ビヤンクール、ルート・ドゥ・ラ・レーヌ148/152（148/152 Route de la Reine, 92100 Boulogne-

Billancourt, France）に移転した。アルカテル-ルーセントは、主に、パリおよびニューヨーク証券取引所に

上場している。

本連結財務諸表は、アルカテル-ルーセントおよびその子会社（「グループ」）ならびに関連会社（「持分法適

用会社」）および合弁会社への投資損益および財政状態を反映したものである。本財務諸表はユーロで表示さ

れており、百万ユーロ単位未満は四捨五入されている。

グループは、テクノロジー、アプリケーションおよびサービスを開発・統合して、革新的でグローバルなコ

ミュニケーション・ソリューションを提供している。

2015年2月5日、アルカテル-ルーセントの取締役会は、2014年12月31日現在の連結財務書類の公表を承認した。

当該連結財務書類は、2015年5月26日開催予定の年次株主総会の承認を経て決定される。

注記1 会計方針の概要

アルカテル-ルーセントの有価証券がユーロネクスト・パリに上場されているため、また、欧州連合の2002年7

月19日付の規則1606/2002号に従って、グループの連結財務書類は、当社の取締役会の連結財務書類の公表承認

日現在で欧州連合（「EU」）が採用しているIFRS（国際財務報告基準）に準拠して作成されている。

IFRSは以下で閲覧できる。http：//ec.europa.eu/finance/accounting/index_en.htm。

IFRSには、国際会計基準審議会（「IASB」）が承認した基準である国際会計基準（「IAS」）、およびIFRS解釈

指針委員会（IFRIC）ないしその前身の解釈指針委員会（SIC）が公表した会計解釈指針が含まれる。

2014年12月31日現在、IASBが公表したIFRSおよび義務付けられているIFRSはすべて、以下の二点を除き、EUか

ら承認されているもの、およびEUで義務付けられているものと同じである：

・IAS第39号「金融商品：認識と測定」（2003年12月改訂）。EUでは部分的にしか採用されていない。EUが採用

していない部分は、アルカテル-ルーセントの財務諸表に影響はない。

従って、グループの連結財務諸表は、IASBが公表する国際財務報告基準に準拠している。

2014年1月1日の前に、IASBは以下の改訂とIFRSの改善を公表した：

・改訂IAS第19号「確定拠出制度：従業員拠出金」（2013年11月公表）。これは、2014年7月1以降に開始される

年度において義務付けられており、EUが承認しているものである。この改訂は、アルカテル-ルーセントの

財務諸表に影響はない。

・IFRSの年次改善（2010～2012年）（2013年12月公表）および2013年12月に公表されたIFRS年次改善（2011～

2013年）。これは、2014年7月1日以降に開始される年度において義務付けられており、EUが承認しているも

のである。これらの改善は、アルカテル-ルーセントの財務諸表に影響を与えるものではなく、すでに適用

済みである。

2014年第1四半期、IASBは以下のIFRSを公表した。これは、2016年1月1日以降にのみ適用され、EUによる承認は

まだ行われておらず、実施後もグループの財務諸表に影響を与えるものではない：

・IFRS第14号「規制繰延勘定」（2014年1月公表）。
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2014年第2四半期、IASBは以下のIFRSを公表した。これは、2017年1月1日以降にのみ適用され、EUによる承認は

まだ行われておらず、実施後はグループが報告する利益と経費の金額および時期に影響を与える可能性があ

る。影響の範囲は現時点では不明であり、合理的な推測はできない段階にある：

・IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」（2014年5月公表）。

2014年第2四半期、IASBは既存IFRSの改訂を2点公表した。これは、2016年1月1日以降にのみ適用され、EUによ

る承認はまだ行われておらず、実施後もグループの財務諸表に重大な影響を与えるものではないと予測され

る：

・IAS第16号およびIAS第38号「減価償却及び償却の許容される方法の明確化」の改訂（2014年5月公表）

・IFRS第11号「共同営業事業における持分取得の会計処理」の改訂（2014年5月公表）。

IAS第38号の改訂に関して、グループは現在、（a）ある製品の現在の総収益がその製品の現在および将来の予

想総収益の合計に占める割合を使用して計算した金額と（b）その製品の見積残りの経済的有効期間にわたる定

額法により計算した金額とのいずれか大きい方として、資産計上されたソフトウェア開発費を償却している。

但しこの改訂には、無形資産の使用を含む事業活動によって生まれた利益に基づく償却方法が適切ではない覆

えしうる推定が存在する。この方法は、（a）改訂の発行日時点でIAS第38号に準拠しないようになると見受け

られるため、当社は2016年1月1日以降に採用するための適切な償却方法を研究している。償却方法の変更がグ

ループの財務諸表に重大な影響を与えることはないと考えている。

2014年第3四半期、IASBは以下のIFRSを公表した。これは、2018年1月1日以降にのみ適用され、EUによる承認は

まだ行われておらず、実施後はグループが報告する資産、負債および利益の金額および時期に影響を与える可

能性がある。影響の範囲は現時点では不明であり、合理的な推測はできない段階にある：

・IFRS第9号「金融商品」（2014年7月公表）。

2014年第3四半期、IASBは既存IFRSの改訂を3点公表した。これは、2016年1月1日以降にのみ適用され、EUによ

る承認はまだ行われておらず、実施後もグループの財務諸表に重大な影響を与えるものではないと予測され

る：

・IAS第27号「個別財務諸表における持分法」の改訂（2014年8月公表）。

・IFRS第10号およびIAS第28号「投資者とその関連会社又は共同支配企業の間での資産の売却又は拠出」の改訂

（2014年9月公表）

・IFRSの年次改善（2012～2014年）（2014年9月公表）。

2014年第4四半期、IASBは既存IFRS改訂を2点公表した。これは、2016年1月1日以降にのみ適用され、EUによる

承認はまだ行われておらず、実施後もグループの財務諸表に重大な影響を与えるものではないと予測される：

・IFRS第10号、IFRS第12号およびIAS第28号「投資事業体：連結の例外の適用」の改訂（2014年12月公表）

・IAS第1号「開示イニシアティブ」の改訂（2014年12月公表）。

2014年12月31日時点の、同日締め要約中間連結財務諸表において採用されている会計方針ならびに測定の原則

は、2013年フォーム20-F（「2013年監査済み連結財務諸表」）上の年次報告書に含まれる、2013年12月31日時

点の同日年度締めの監査済み連結財務諸表で使用されているものと同一である。但し、2014年第1四半期におけ

るIFRIC解釈指針第21号「賦課金」の採択は例外とし、この採択はグループの連結財務諸表に重大な影響を与え

ることはなかった。EUは2014年6月にこの解釈指針を承認している。

a 作成の基準

連結財務諸表は、IFRSに準拠して取得原価主義に基づき作成されている。ただし、一定の種類の資産および負

債については、例外とされている。例外とされた種類については、以下の注記に詳細が記載されている。

EDINET提出書類

アルカテル・ルーセント(E05781)

有価証券報告書

162/452



b 連結方法と持分変動

グループが単独で支配している子会社は、完全に連結法により連結されている。

IFRS第11号「共同協定」に基づき、グループが共同で支配している会社は、共同経営または合弁企業のいずれ

かとして計上されることになっている。当グループが共同で支配している場合、契約から生じる個別の資産、

負債、相当する収益や費用を考慮している。合弁企業への投資は持分法により会計処理が行われた。

IAS第28号「関連会社および合弁企業への投資」に従い、その他グループが重要な影響力を有する会社（「関連

会社」への投資または持分法適用会社）は、持分法により会計処理されている。グループによる議決権の所有

割合が20％以上である場合には重要な影響力があると推測される。

IFRS第10号「連結財務諸表」に従って、仕組企業は、仕組企業がグループによって支配されていることがグ

ループと仕組企業との関係の実体によって示されている場合に、連結対象となる。グループ内取引および配当

金によって発生するグループ内の残高、取引、未実現損益は、全額除外されている。

支配権の喪失には至らないアルカテル-ルーセントの子会社持分変動は、自己資本に計上される。アルカテル-

ルーセントが子会社の支配権を喪失した場合、前子会社の資産（のれんを含む）、負債、関連する自己資本、

および非支配株主持分の帳簿価額については認識を中止する。その子会社に関連するその他の包括利益におい

て以前に認識された利益または損失およびあらゆる金額は、損益において認識される。前子会社に関連する投

資があれば、支配権を喪失した日付時点の公正価値で測定する。

c 企業結合

IFRS第3号に基づき、企業結合はパーチェス法により会計処理されている。ある目標以上の支配を獲得すると、

その資産、負債および債務は、IFRSに準拠して、取得日現在の公正価値により測定される。IFRS第3号（改定）

では、対象に対する支配権を取得する場合、非支配株主持分は、公正価格あるいは対象の正味識別可能資産の

いずれかで測定する。現在までに記録されているすべての企業結合は、IFRS第3号（改定）の発効日である2010

年1月1日以前に発生したものであるため、当グループが公正価格で支配権を取得した対象の非支配株主持分の

測定は現時点ではまだ行っていない。旧IFRS第3号では、非支配株主持分は常に、対象の正味識別可能資産の正

味公正価格の割合に基づいて評価される。従って当グループでは、対象の正味識別可能資産の持分に基づいて

すべての非支配株主持分を測定している。企業結合の費用とグループが取得した純資産の公正価値のグループ

持分との間の差額は、のれんとして認識される（有形および無形資産を参照）。

企業結合が発効した会計年度の末日までに企業結合の当初の会計処理が完了できない場合には、当初の会計処

理は取得日から12カ月以内に完了しなければならない。買収に帰属する取引費用は経費勘定として処理され

る。ただし、企業結合に関連する債券または持分金融商品の発行費用は除外となり、これらは商品の帳簿価額

に含まれる。

企業結合に関連する繰延税金の会計処理については、以下の注記1lに記載されている。

企業結合に関連して取得した会社のストック・オプションの会計処理は、以下の注記1rに記載されている。
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d 外貨表示財務書類の計算

ユーロ以外を機能通貨とする連結子会社の財政状態計算書は、期末日現在の為替レート（財政状態計算書日の

スポット・レート）で、また当該連結子会社の損益計算書、包括利益計算書およびキャッシュ・フロー計算書

は期中平均為替レートでユーロに換算される。その結果生ずる為替換算差額は、自己資本の「為替換算差額」

に計上される。

在外事業体の取得から生じたのれんおよび公正価値修正は、その事業体の資産および負債とみなされる。それ

ゆえ、これらは、その事業体の機能通貨により計上され、期末日現在の為替レートによりユーロに換算され

る。

e 外貨建取引の換算

外貨建取引は、取引時の為替レートで換算される。期末における外貨建貨幣性資産および負債は、同日現在の

為替レートで換算される。その結果生ずる差額は、損益計算書のその他の金融収益（損失）に計上される。

取得原価で評価される外貨建非貨幣性資産および負債は、取引日時点の為替レートを使って換算される。公正

価格で評価される外貨建非貨幣性資産および負債は、公正価格が決定された日の為替レートを使って換算され

る。

機能通貨がユーロではない在外子会社への純投資に対する経済的ヘッジである外貨建金融商品にかかる換算差

額は、その投資の売却時まで、自己資本の「為替換算差額」に表示される。

f 研究開発費および資産計上開発費

研究開発費は、以下を除き、IAS第38号「無形資産」に従って、発生年度に費用計上される。

・開発費：次の基準を満たす場合には、無形資産として資産計上される。

－ 当該プロジェクトが明確に定義されており、コストが個別に識別され、正確に測定されている。

－ 当該プロジェクトの技術的実現可能性が論証されている。

－ プロジェクトにおいて完成した製品を使用あるいは販売するための能力が実証されている。

－ 当該プロジェクトを完了し、プロジェクトにおいて完成した製品を使用または販売する意図がある。

－ 当該プロジェクトにより完成した製品の潜在市場があるか、社内利用の場合には、その有用性が明らか

になっている。当該プロジェクトが、将来的に経済的利点をもたらし得ると信じる根拠がある。

－ 当該プロジェクトを完成させるために十分な技術および財源が利用できる。

これらの開発費は、関連するプロジェクトまたはそれが具体化された製品の見積有効期間にわたって償却され

る。資産計上された開発費の償却は、関連する製品の発売などの直後から開始する。

特にソフトウェアについては、有効期間は以下のように決定される。

・社内利用される場合は、使用見込年数による。

・外部で利用される場合は、販売、賃貸またはその他の全ての流通手段における予測に基づく。

資産計上されたソフトウェア開発費は、プログラミング、コーディングおよびテストの段階で発生した原価で

ある。設計および企画、製品の定義書および仕様書の段階で発生した原価は、費用として会計処理される。

資産計上されたソフトウェア開発費の報告期間中の償却費は、（a）ある製品の現在の総収益がその製品の現在

および将来の予想総収益の合計に占める割合を使用して計算した金額と（b）その製品の見積残りの経済的有効

期間にわたる定額法により計算した金額とのいずれか大きい方とする。

EDINET提出書類

アルカテル・ルーセント(E05781)

有価証券報告書

164/452



社内利用ソフトウェアの資産計上された開発費の償却は、恩恵を受ける機能に応じて機能別に会計処理され

る。

・顧客設計エンジニアリング費（顧客との契約条件に基づき請求可能な費用）は、工事契約にかかる仕掛品に

含まれる。

企業結合に関して、アルカテル-ルーセントは重要と見込まれる研究開発中プロジェクトに取得原価の一部を配

分している。かかる企業結合の分析過程で、アルカテル-ルーセントは未商業化技術について、内部開発ではな

く、購入という決定をすることがある。こうした決定に際しては、アルカテル-ルーセントが電気通信／デー

タ・ネットワーキング産業における急速な技術進歩の最先端にとどまるための既存の機会を考慮している。

企業結合により取得された研究開発中プロジェクトの公正価値は、収益の現在価値の計算、プロジェクトの進

捗状況の分析、プロジェクトの全体的な貢献の評価およびプロジェクトのリスク、市場参加者が使用するであ

ろう仮定を示す情報に基づき評価される。

研究開発中プロジェクトの評価に使用される予測収益は、市場の規模および成長要因、技術進歩の動向および

アルカテル-ルーセントとその競争企業による新製品の性質と時期に関する予測に基づいている。これらのプロ

ジェクトの純将来キャッシュ・フローは、プロジェクトに関連した売上原価、営業費用および税金の影響につ

いての経営陣による見積に基づいている。

購入した研究開発中プロジェクトに配分された価額はまた、進捗段階、その段階までの仕事の複雑性、その後

の開発の困難性、既に発生した費用、およびプロジェクト完成までの見込費用を考慮して修正される。

この価額は、純キャッシュ・フローを現在価値に割引計算して決定される。割引率は、アルカテル-ルーセント

の加重平均資本コストに開発ライフサイクルに内在する追加的リスクを考慮した上で選択されている。

資産とみなされる資産計上された開発費（社内で発生して資産計上されたものまたは企業結合の取得価額に反

映される資産のいずれか）は、通常3年ないし10年の期間にわたり償却される。

減損テストは、注記1-gに記載の方法を用いて実施される。

g のれん、無形資産と有形固定資産

IAS第16号「有形固定資産」およびIAS第38号「無形資産」に従って、原価が信頼性をもって測定でき、かつ将

来の経済的便益がグループに流入すると見込まれるものだけが、資産として認識される。

IAS第36号「資産の減損」に従って、一定の事象または市場環境の変化によって無形資産および有形固定資産に

減損のリスクがある場合には必ず、かかる資産の正味帳簿価額が回収可能価額（公正価値（売却費用控除後）

と使用価値のいずれか高い方の価額として定義される）を下回っているかどうかを判断するために、詳細な検

討が行われる。使用価値は、資産の継続的な使用およびその最終的な処分による見積将来キャッシュ・フロー

を割引いて測定される。有効期間が無限である無形資産（商標権等）については、最低年に1回減損テストが行

われる。

回収可能価額が正味帳簿価額を下回る場合には、これら2つの金額の差額が減損損失として計上される。有形固

定資産または無形資産の減損損失は、回収可能価額が正味帳簿価額を上回る場合には戻入が認められる（ただ

し、当初計上された損失を上限とする）。

のれん

企業結合によって発生するのれんは、支払われる対価の合計と、企業結合後に未払いとして残る非支配株主持

分、該当する場合は取得企業が被取得企業において以前保有していた株式持分の買収日時点での公正価値の差

額から、買収日時点での取得した識別可能資産と負債を差し引いたものに相当する。こののれんは、連結財政

状態計算書の資産で認識される。
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のれんについては、最低年に1回、2012年以降、当年の第4四半期中に減損テストを行う。減損テストは、グ

ループの資金生成単位（CGU）（減損テストが実施されるレベルの製品部門または製品部門のグループとして考

えられる）の回収可能価額と各製品部門の純資産（のれんを含む）の帳簿価額との比較に基づいて行われる。

すべてののれんはCGUに割り当てられる。アルカテル-ルーセントの報告体系上、製品部門は、3つの報告セグメ

ント（中核ネットワーク、接続事業、その他）の二階層下に位置するものである。かかる回収可能価額は、主

として、今後5年間の割引キャッシュ・フローと割引後の残りの価値を用いて決定される。

CGUの回収可能価額の潜在的な減少を示す事象が発生した時点で、追加的な減損テストも実施される（注記2-c

および注記11参照）。のれんの減損損失は、戻入れることができない。

持分法適用会社ののれんは、関連会社の関連する投資額とあわせて計上される。関連会社への純投資に関して

減損損失の認識が必要かどうかを判断するにあたっては、IAS第39号の規定が適用される。減損損失はIAS第36

号の規定に準拠して計算される。

のれんが配分された一つ以上のCGUの構成が変わるような報告体系の見直しが行われた場合には、基礎となる

CGUに変動があったのれんについては、新たに減損テストが行われる。2013年1月1日、事業体がCGU内の業務を

処分する場合に使用するのと同様の相対価値アプローチを用いてこうした再配分が行われた。

無形資産

無形資産は、物理的な実体のない金銭以外の識別可能資産を指す。無形資産は、価額から償却累計額と減損損

失の累計額を差し引いて計上される。資産に起因する予測される将来の経済的利点がグループにもたされる可

能性があり、資産の価額が信頼性の高い形で計測可能な場合にのみ計上される。

無形資産は、主に、資産計上された開発費および主として取得技術または顧客との関係など企業結合において

取得された資産を含む。特定の商標権を除く無形資産は、通常、定額法により3年ないし10年の見積耐用年数に

わたって償却される。売上原価、研究開発費（取得技術、進行中の研究開発費（IPR&D等）または一般管理費お

よび販売費（顧客関係）の範囲で、資産割当に応じて償却が考慮される。減損損失は上記の科目またはリスト

ラクチャリング計画の一部であればリストラクチャリング費用として会計処理され、非常に重要であれば区分

掲記される場合もある（注記1-nを参照）。IPR&Dの償却は、技術的実現可能性が達成されたときに開始され

る。商標権は無限の有効期間を持つ可能性があり、それゆえ償却されない。

無形資産の売却に係るキャピタル・ゲイン（ロス）は通常、原資産に応じて、損益計算書において、対応する

費用項目（売上原価、一般管理費および販売費または研究開発費）のもとで会計処理される。

有形固定資産

有形固定資産は、グループにとっての取得原価で評価され、減価償却累計額および減損損失累計額が控除され

る。減価償却費は、一般に以下の耐用年数にわたり計算される。

建物および建物改造費 5～50年

インフラストラクチャー設備 5～20年

施設および機械装置 1～10年

減価償却費は定額法により計算される。

ファイナンス・リース契約または長期レンタル契約を通じて取得した固定資産で、資産の所有に付随する事実

上すべてのリスクおよび便益がグループ（テナントとして）に移転するものは、資産計上される。

残余価値が重要とみなされる場合には、減価償却費の計算にあたり考慮される。有形固定資産は、それぞれの

構成要素の見積耐用年数に大きな差がある場合には、構成要素ごとに別途計上され、これに従って減価償却さ

れる。
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減価償却費および減損損失は、損益計算書上、対象資産の性質に応じて、売上原価、研究開発費ないし一般管

理費および販売費として、会計処理される（注記1-n参照）。

さらに、有形固定資産の売却に係るキャピタル・ゲイン（ロス）は通常、原資産に応じて、損益計算書におい

て、対応する費用項目（売上原価、一般管理費および販売費、研究開発費またはリストラクチャリング費用）

のもとで会計処理される。

h 棚卸資産および仕掛品

IAS第2号「棚卸資産」に従い、棚卸資産および仕掛品は、取得原価（適用ある場合には製造間接費を含む）と

正味実現可能価額のいずれか低い方の価額で評価される。価額は、資本加重平均コスト計算式、または先入先

出法（FIFO）コスト計算式を使って割り出される。

正味実現可能価額は、正常な事業期間における見積販売収益から販売に要する見積費および完成に要する見積

費を控除した金額である。

i 自己株式

アルカテル-ルーセントまたはその子会社が所有する自己株式は、取得原価で評価され、自己資本から控除され

る。かかる株式の売却収入は、自己資本に直接計上される。

j 年金および退職給付債務ならびにその他の従業員および退職後給付債務

アルカテル-ルーセントが設立されている各国の法律および慣行に従って、グループは従業員給付制度に加入し

ている。

確定拠出型制度に関して、グループは、拠出期限到来時に拠出額を費用として計上する。グループは拠出額を

超える部分については、かかる制度に関する法的ないしは擬制的債務を負っていないため、引当ては行ってい

ない。確定給付型制度およびその他の長期従業員給付制度のための引当金は、以下の方法により決定される。

予測単位給付積増方式（退職時の予測給与に基づく）を用いて、勤続期間毎に追加の給付単位受給権が与えら

れ、それぞれの単位が別々に測定されて最終的な債務が計算される。死亡率、従業員離職率および将来の給与

水準の予測等の保険数理上の仮定が債務の計算に使用される。保険数理上の仮定の変更は、財政状態計算書の

持分において認識される。

勤務費用は「営業活動からの利益」において認識され、利息費用および制度資産の期待収益は、「金融収益

（損失）」において認識される。制度改訂の影響は、重要であれば、損益計算書の特定の項目において表示さ

れる（注記1-nを参照）。

生命保険や健康保険（特に米国）などのその他一定の退職後給付または長期勤続メダル（特にフランスおよび

ドイツの会社において従業員の長期勤続に対して与えられるボーナス）もまた、引当金として認識される。こ

れらについては、退職給付引当金に使用されるものに類似した保険数理計算によって決定される。

従業員株式オプションの会計処理については、以下の注記1-sに詳述されている。

k リストラクチャリング引当金およびリストラクチャリング費用

IAS第37号「偶発債務および偶発資産」に従い、リストラクチャリング準備金の識別基準は、（i）当社が財政

状態計算書の日付時点で第三者に対して負債を負っている場合、（ii）負債（返済を遂行するための将来的な

流出）が発生している可能性が（50％を超える確率で）ある場合、および（iii）この負債が妥当な方法で推測

できる場合、である。
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かかる基準を満たすためにリストラクチャリング活動費用を準備するにあたり、当社では適切なレベルの経営

幹部が、特にリストラクチャリング活動の実施を特定するために、リストラクチャリング計画を承認し、財政

状態計算書の作成日までに発表を行わなければならないものとしている（例えば、対象となる従業員の数、各

従業員の職種、担当業務、勤務地など）。財政状態計算書の作成日より前に、従業員が自分が受け取ることに

なる給付の種類や金額を十分に予測できるような形で、計画の詳しい内容を従業員に伝えなければならない。

また、実行が求められるその他の関連リストラクチャリング活動は、変更の可能性なしで、比較的短期間（一

般的には1年未満）で実現できるよう見積もる必要がある。

リストラクチャリング費用は、主に解雇退職金、早期退職、役務提供のない解雇通知期間における費用、退職

する従業員の訓練費用、設備閉鎖または製品ラインの廃止に関連する費用、およびグループが行う事業の範囲

または事業の方法に重要な変更をもたらす計画に起因する費用である。

その他の費用（移転費用、移転する従業員の訓練費用等）ならびにリストラクチャリングのための措置に直接

関係する固定資産、棚卸資産および仕掛品その他の資産の除却費用もまた、損益計算書においてリストラク

チャリング費用に含まれる。

リストラクチャリング計画に関連する解雇退職金の支払見込額に対する引当金は、その支払日が会社の正常営

業循環を超える場合で、かつ貨幣の時間的価値が重要であるとみなされる場合には、現在価値により評価され

る。時間経過が支払額の現在価値に与える影響は「その他の金融収益（損失）」に計上される。

l 税

当期法人所得税

当期所得税の資産および負債は、税務当局から回収する、あるいは税務当局に支払うことが予測される金額に

基づいて算出され、財政状態計算書に反映される。金額を算出するために使用する税率や税法は、当グループ

が事業を行い、課税所得を生み出す国において、報告日時点で制定されているもの、あるいは実質的に制定さ

れているものである。

株式に直接認識された項目に関連する当期法人税またはその他の包括利益はそれぞれ、損益計算書ではなく、

株式またはその他の包括利益において認識される。解釈が適用される税規制の影響を受ける状況に関して、経

営幹部が定期的にグループの納税を考慮した上で状況を評価し、必要に応じて規定を定める。

繰延税金

繰延税金は、資産および負債の課税基礎とその帳簿価額との間に生じるすべての一時差異に対して、負債法に

より計算される。この計算には、もっぱら税務目的で計上された子会社の個別財務諸表上の仕訳の振戻しが含

まれる。税率の変更から生じる金額はすべて税率変更が決定された期の自己資本、純利益（損失）、またはそ

の他の包括利益に反映される。

繰延税金資産は、将来において税額還付が実現する可能性が高い場合に、連結財政状態計算書に計上される。

繰延税金資産および負債に対して割引は行われない。

グループの繰延税金資産の回収可能性を評価するために、以下の要素が勘案される。

・課税所得を生じさせるか、取崩しにより税控除を減らすことが予想される繰延税金負債の存在。

・将来の課税所得の予測。

・近年の利益ないしは損失に含まれるが、今後は発生しないと見込まれる一時的な費用の影響。

・過去の課税所得に関する実績データ。

・必要に応じ、帳簿価額よりも価値の高い資産の売却計画などのタックス・プランニング。
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企業結合の結果、取得企業が、企業結合前に認識していなかった繰延税金資産を回収する可能性が高いと考え

る場合がある。例えば、取得企業は、その企業の未使用の税務上の損失の潜在的な税金軽減効果を被取得企業

の将来の課税所得に対して使用することができる。そうした場合には、取得企業は繰延税金資産を認識する

が、それについては、企業結合の会計処理の一部には含めず、そのため、のれん、または、被取得企業の識別

可能資産、負債および偶発債務の正味の公正価値に対する取得企業の持分が企業結合原価を超過する額の決定

に当たり、考慮されていない。

企業結合の当初の会計処理時には、被取得企業の税務上の繰越欠損金またはその他の繰延税金資産による潜在

的な税金軽減効果が修正IFRS第3号の区分認識の要件を満たさなかったが、事後的に実現した場合には、取得企

業は、その結果生じる繰延税金利益を損益計算書上で認識する。ルーセントとの企業結合に関連する繰延税金

資産が、結合後企業の将来の財務諸表上で認識される場合には、その影響は、（旧アルカテルおよびルーセン

ト両社の事業体に関連する未認識の税務上の損失について）損益計算書上で会計処理される。

納税請求に関して認識された罰金は、損益計算書上の「法人所得税（費用）収益」に計上される。

m 収益

収益には、付加価値税（VAT）控除後のグループの主要な事業活動における物品、設備およびサービスの純売上

高、ならびにライセンス手数料および収益補助金による収入が含まれる。

顧客との合意についての説得力のある証拠が存在し、引渡しが行われ、製品の所有に付随する重要なリスクと

便益が顧客に移転し、収益の金額が信頼性をもって測定でき、当該取引に関連する経済的な便益がグループに

移転する可能性が高いときに、物品および設備の販売にかかる収益の大部分がIAS第18号「収益」で認識され

る。物品、設備、サービスないしはソフトウェアの正式の実質的な受入れに関する顧客の特別な指定がある契

約については、その受入れ基準をすべて満足する現在まで、収益は認識されない。

製品のリベートやボリューム・ディスカウントは、販促活動により無償で配布される製品を含め、収益から控

除される。

収益は、一般に、受け取ったか受け取ることになる対価の公正価値で測定される。延べ払いが公正価値の計算

に重大な影響を与える場合には、将来の支払額を割り引いて会計処理される。

回収可能性の評価は収益または費用が認識されるべきかどうかを判断するにあたり重要である。収益認識過程

の一環として、グループは、取引に伴う経済的な便益がグループに流入する可能性が高いかどうかを評価す

る。グループに経済的な便益が流入するかどうかが不確実であれば、収益は繰延べられ、現金主義で認識され

る。しかし、既に収益に計上されている金額の回収可能性に疑義が生じた場合には、回収可能性が高くなく

なった金額については、費用計上され、「売上原価」に含められる。

据え付けおよび統合サービスを伴う製品を含む契約のような、複数の契約要素からなる契約による収益は、内

部または第三者による市場価格の分析、または引渡未済要素の公正価値の繰延によって決定された各会計単位

の相対的な公正価値に基づき、各会計単位の収益が稼得されるに応じて、認識される。引渡済みの要素は、顧

客にとって単独でも価値があり、引渡未済の要素の引渡または履行がほぼ確実で、実質的にグループの管理下

にあるとみなされる場合には、独立した会計単位とみなされる。これらの基準を満たさない場合には、その契

約による収益は全体として、前段落に記載された基準に準拠して、単一の会計単位として会計処理される。

残りの収益は、IAS第11号「工事契約」に基づき、工事契約で認識される。工事契約は、単一の資産または設

計、技術および機能またはその最終的な使用目的について相互に密接に関連しているかもしくは相互に依存し

ている資産（主として顧客仕様のネットワーク・ソリューションおよび2四半期を超える期間にわたるネット

ワークの構築）の組合せの工事について特別に取決められた契約として定義されている。工事契約から生じる

収益については、グループは、上記基準の適用にあたって、特定の条件が満たされた場合には、契約上定めら

れたマイルストーンの達成または総見積原価に対する発生原価のいずれかに基づく工事進行基準を採用してい

る。工事契約に基づく損失が見込まれる場合には、直ちに売上原価として認識される。顧客の受入れが不確実

である場合または契約期間が比較的短期の場合には、発生原価のうち回収可能な部分を限度として収益を認識
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するか、または工事完成時に認識する。工事契約原価は、工事契約の成果を確実に見積もることができない場

合には、発生時に認識される。こうした状況下では、発生原価のうち回収可能と見込まれる範囲までを収益と

して認識する。工事契約に基づく仕掛品（未成工事支出金）は、製造原価で計上されており、一般管理費およ

び販売費は含まれていない。遅延賠償金ないし契約履行上の瑕疵に対する引当金の繰入額は収益に含められ、

売上原価に計上されることはない。

工事契約に関連して、実施前の業務について受取った前受額は、前受金に計上される。その段階までに発生し

た費用に認識済利益を加算し認識済損失（契約損失引当金の場合）と中間請求額の合計を控除した金額が契約

毎に決定される。この金額が正の値であれば、「工事契約に係る顧客債権」の資産として注記17に開示され

る。この金額が負の値であれば、「工事契約に係る顧客債務」の負債として注記17に開示される。

ソフトウェアがグループのハードウェアに組み込まれ、ソフトウェアおよびハードウェアがともに機能して製

品の重要な機能を引き渡す場合、当該取引はハードウェア取引とみなされ、IAS第18号が適用される。ソフト

ウェア・ソリューションのライセンス供与、販売その他の市場化から生ずる収益については、グループもIAS第

18号の指針を適用するが、複数のソフトウェア要素を区別するには、複数のソフトウェア要素を販売者特有の

客観的証拠（「VSOE」）が必要である。さらに、こうした取引の引渡未済の要素が引渡済要素の機能に不可欠

である場合には、当該要素が引き渡されるか、または最後の要素が引き渡されるまで収益を繰り延べる。最後

の引渡未済の要素がサービスである場合は、当該取引の収益はサービス期間にわたり比例的に認識される。

サービスのみを販売する契約については、トレーニングないしコンサルティング・サービスからの収益は、

サービス提供時に認識される。販売後の顧客サポートを含む保守管理サービス収益は、繰延べられ、サービス

契約期間にわたり比例的に認識される。その他のサービスからの収益は、通常、サービス提供時に認識され

る。

小売業者や流通業者を経由して行われる製品販売については、他のすべての収益認識基準が満たされている場

合には、そうした売上がその製品を流通業者が第三者に販売することを条件としておらず、販売契約が返品権

を定めていなければ、収益は流通経路への出荷現在で認識される。そうでない場合には、収益は、再販業者ま

たは流通業者が製品をエンド・ユーザーに販売した現在で認識する。

n リストラクチャリング費用、訴訟、連結持分売却益／（損）、資産の減損および退職後給

付制度の改訂計上前営業活動からの利益（損失）

アルカテル-ルーセントは、グループの財務業績理解のために、損益計算書上で営業活動からの利益（損失）中

に小計を表示することが適切であると考えている。

この「リストラクチャリング費用、訴訟、連結持分売却益／（損）、資産の減損および退職後給付制度改正計

上前営業活動からの利益（損失）」という小計には、その性質、発生頻度および／または重要性の観点から予

測価値がないと考えられる要素が除かれている。

そうした要素は、以下の2つの類型に分けることができる。

・発生が稀で金額が大きい要素。例えば、資産の多額の減損、投資の売却、重要な影響のある訴訟の解決また

は年金もしくはその他の退職後給付制度の重要な改訂など。

・その性質から、重要な場合に、その重要性および／または発生頻度を予測できない要素。アルカテル-ルーセ

ントは、その金額をその期の営業活動からの利益（損失）とだけ比較するのではなく、その項目の過去の推

移との関係で評価すべきだと考えている。例えば、リストラクチャリング費用は期間によって大きく変動す

る。

営業活動からの利益（損失）には売上総利益、一般管理費および販売費、研究開発費（注記1-fを参照）ならび

に特に、年金費用（財務項目を除く、注記1-jを参照）、従業員利益分配、債権にかかる評価引当金（注記1-q

に記載された2種類の顧客への資金供与を含む）ならびに無形資産および有形固定資産の処分によるキャピタ

ル・ゲイン（ロス）、その他のすべての営業費用または収益が、性質、発生頻度および／または重要性の観点

からの予測価値の有無にかかわらず、含まれる。
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「営業活動からの利益（損失）」は、「金融収益」および「その他の金融収益（損失）」（これには退職給付

費用の財務項目、金融費用および金融資産（非連結会社または持分法により連結された会社における持分およ

びその他の非流動金融資産、純額）の処分によるキャピタル・ゲイン（ロス）が含まれる）計上前、かつ、持

分法適用会社純利益（損失）持分および廃止事業からの法人所得税損益および利益（損失）計上前で算出され

ている。

o 金融費用およびその他の金融収益（損失）

金融費用には、社債、OCEANEおよびその他の転換社債などの複合金融商品の負債部分、その他の長期借入金

（ファイナンス・リース債務を含む）、すべての現金および現金類似項目（現金、現金同等物および市場性の

ある有価証券）の受取利息、ならびに公正価値で損益計上される市場性のある有価証券の公正価値変動からな

る連結純債務にかかる支払利息が含まれる。

資産の取得、建設または製造に直接対応する借入費用は、その資産の原価の一部として資産計上される。

税法によって法人所得税の支払不足（過払）に係る利息の支払（受取）が必要な場合には、当該利息は損益計

算書上の「その他の金融収益（費用）」に計上される。

p 連結財政状態計算書の構造

様々な事業セグメントにおけるグループの事業活動のほとんどは、営業循環が長期であり、流動資産および流

動負債には1年超の特定要素が含まれている。

q 金融商品

i その他の流動資産および負債

金融資産に含まれるものには、売却可能かつ満期保有として分類される資産、公正価値で損益計上される資

産、資産デリバティブ商品、貸付および債権、ならびに現金および現金同等物がある。

金融負債には、借入金、その他の融資および当座借越、債務デリバティブ商品、ならびに債務が含まれる。

金融資産および金融負債の認識および測定は、IAS第39号に基づく。

グループは、金融資産および負債の分類を初年度の認識で決定する。財政状態計算書では、金融資産は「その

他の非流動金融資産、純額」、「市場性有価証券」および「その他の流動負債および非流動資産」に分類さ

れ、金融負債は「転換社債およびその他の社債-長期」、「その他の長期債務」、「その他の流動および非流動

負債」および「長期および短期債務－1年内返済予定」に分類される。

公正価値で損益計上される金融資産および負債

公正価値で損益計上される金融資産および負債には、取引用に保持された金融資産および負債、ならびに公正

価値で損益計上される初年度の認識時に指定された金融資産および負債が含まれる。金融資産および金融負債

は、今後短期間に売却または再購入目的で取得される場合、取引目的保有として分類される。デリバティブも

また、IAS第39号で定める有効なヘッジ商品として指定されていない限り、取引用に保持しているものとして分

類される。

公正価値で損益計上される金融資産および負債は、損益計算書の金融費用で認識される公正価値での増減純額

を伴った公正価値で、財政状態計算書に算入される。
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貸付金、債権、および借入金

初期測定後、貸付、債権および借入は、実効利率法（EIR）を用いて償却原価で測定される。減損がある場合は

差し引く。償却原価は、買収における割引や割増、取引の不可欠な要素となる料金や費用を考慮した上で算出

される。EIRを用いて算出された償却は、損益計算書の金融費用に含まれる。正味帳簿価額と回収可能価額との

差額によって示される貸付と債権の減損は、損益計算書上で認識され、将来において回収可能額が増加した場

合には戻入れが可能である。

金融負債の一部である特定の金融商品のなかには、負債部分と資本部分の双方を含むものがあり、これには新

株ないし発行済株式へ転換または交換することができる社債、新株ないし発行済株式で強制償還可能な債券が

含まれる。複合金融商品の異なる構成要素は、IAS第32号「金融商品：表示」に定められたように、その分類に

応じて、自己資本および社債として会計処理される。

IAS第32号のAG33号およびAG34号に従って、複合金融商品の期限前償還に関して支払われる対価は、当初用いら

れた方法と同じ配分方法で、償還日に債務部分と資本部分とに配分される。負債部分に関連した損益の額は、

「その他の金融収益（損失）」において認識され、資本部分に関連する対価の額は自己資本において認識され

る。

満期保有投資

当グループは、2014年12月31日、2013年12月31日および2012年12月31日に終了する年度中、満期保有目的投資

を保有していなかった。

売却可能な金融資産

売却可能金融資産には、非連結会社における投資が含まれ、取引費用を含む買収時点の原価で計上される。

初回の測定後、売却可能な金融資産は公正価値で測定される。活発に取引されている市場における上場有価証

券の公正価値はその市場価格である。信頼できる公正価値が確立できない場合には、有価証券は原価で評価さ

れる。公正価値の変動はその他の包括利益に直接計上される。その他の包括利益において売却可能な金融資産

の公正価値の減損が見られる場合、および減損について客観的な証拠がある場合（例えば、資産の価値に重大

なまたは長期的な減価が見られる場合）には、損益計算書において戻入れできない減損損失が計上される。こ

の損失は、関連する有価証券が売却された場合にのみ戻入れされる。

非連結有価証券およびその他金融資産のポートフォリオについては、四半期末ごとに減損に関する客観的な証

拠があるかどうかを検討する。

金融資産の認識中止

IAS第32号「金融商品：開示および表示」で定義される金融資産は、グループが今後それによるキャッシュ・フ

ローの生成がないと考え、これに付随する実質的にすべてのリスクと便益を移転する場合、完全に認識を中止

する（財政状態計算書から除去する）。

営業債権については、債務者によるデフォルトに際して遡及権のない譲渡は、所有権に伴う実質的にすべての

リスクと便益の移転とみなされる。これにより、支払遅延のリスクはほとんどないと見込まれるため、IAS第39

号「金融商品：認識と測定」に基づき、かかる債権は認識中心の要件を満たすことになる。ただし、「実質的

なリスクと便益の移転」という概念をより限定的に解釈すると、採用された会計処理が問題となる可能性があ

る。遡及権なしで売却された債権金額については注記20に記載されている。

金融商品の相殺

現時点で認識済み金額を相殺する強制的な法律上の権利がある場合で、資産を換金し、同時に負債を相殺する

ために、純額ベースで相殺する意図がある場合は、金融資産および金融負債は相殺され、純額が連結財政状態

計算書に計上される。
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ii 金融商品の公正価値

各報告日に活発な市場で取引されている金融商品の公正価値は、取引費用を一切控除せず、売買市場価格や

ディーラーの見積価格（ロング・ポジションの入札価格およびショート・ポジションの売り指値）を参照して

決定される。

活発な市場での取引がない金融商品では、公正価値は適切な評価テクニックを使用して決定される。評価方法

には以下が含まれる。

・最近のアームズ・レングスの市場取引を使用する

・実質的に同等な他の商品の最新公正価値を参照する

・割引キャッシュ・フロー分析またはその他の評価モデル

金融商品の公正価値に関する分析、およびこれらの測定方法に関する詳細は注記26に記載されている。

金融商品の公正価値は、3レベルの公正価値の階層に分類される。レベルは金融商品の評価に使われるインプッ

トによって異なる。

レベル1：同等の資産または負債に対する、活発な市場における最終取引価格（未修正）。

レベル2：レベル1に含まれる最終取引価格以外のインプット。直接的（すなわち、価格通り）あるいは間接的

（すなわち、価格から得られるもの）に資産または負債を観測できる。

レベル3：観測可能な市場データに基づいていない資産または負債のインプット（観測不可能なインプット）。

iii 現金および現金同等物

IAS第7号「キャッシュ・フロー計算書」に準拠して、連結キャッシュ・フロー計算書における現金および現金

同等物は、現金（現金資金）および現金同等物（定期預金、および流動性が非常に高く容易に一定の金額に換

金可能であり、価格変動のリスクがほとんどない短期投資）を含む。キャッシュ・フロー計算書上の現金およ

び現金同等物は、上場有価証券、当初の満期日が3カ月超で期限前償還条項のない投資、または特定の国や業界

セクターに適用される規制に基づく制限（外国為替の管理等）以外の使用制限を付された銀行預金を含まな

い。

銀行の当座借越はファイナンス債務とみなされ、現金および現金同等物から除かれる。

連結財政状態計算書の現金および現金同等物は、上記の定義に相当するものである。

iv デリバティブ金融商品およびヘッジ会計

グループは、外貨リスクおよび金利リスクをヘッジするために、フォワード通貨契約および金利スワップなど

のデリバティブ金融商品を利用している。このようなデリバティブ金融商品は、デリバティブ契約を交わした

日付における公正価値ではじめに認識され、その後公正価値で測定される。デリバティブは、公正価値が高い

場合は金融資産として、公正価値が低い場合は金融負債として計上される。

デリバティブの公正価値の変更で生じる利益または損失は、その他の損益計算書で認識されるキャッシュ・フ

ロー・ヘッジが有効な部分を除き、損益計算書に直接記載される。

ヘッジ会計の目的上、ヘッジは次のように分類される。

・公正価値ヘッジ：認識されている資産や負債の公正価値の変動に対するエクスポージャーをヘッジする場合

・キャッシュ・フロー・ヘッジ：認識されている資産や負債に関連する特定のリスク、または可能性の非常に

高い予定取引に起因するキャッシュ・フローの変動に対するエクスポージャーをヘッジする場合
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・海外事業における純投資のヘッジ

当グループは、2014年12月31日、2013年12月31日および2012年12月31日に終了する年度中、海外事業における

純投資のヘッジとしての条件を満たすデリバティブを保有していなかった。

グループは、ヘッジ関係を始めるにあたり、ヘッジ会計、およびヘッジを始めるリスク管理対象および戦略の

適用を望むヘッジ関係について正式に指定および記録する。その文書には、ヘッジ手段の特定、ヘッジの対象

となる項目または取引、ヘッジされるリスクの性質、およびヘッジされたリスクに起因するヘッジ対象の公正

価値またはキャッシュ・フローの変動に対するエクスポージャーを相殺するに際してのヘッジ手段の有効性に

ついて、企業がどのように評価するかが含まれる。このようなヘッジは、公正価値またはキャッシュ・フロー

の変動を相殺するに際し、きわめて有効であると見込まれ、指定されていた財務報告期間を通じて、実際に極

めて有効であったと判断するために継続的に評価される。

ヘッジ会計について厳格な基準を満たすヘッジは、下記のように会計処理される。

公正価値のヘッジ

ヘッジ・デリバティブの公正価値の変更は損益計算書で認識される。ヘッジされたリスクに起因するヘッジ対

象項目の公正価値の変動は、ヘッジ対象項目の帳簿価額の一部として記録され、これもまた損益計算書で認識

される。

償却原価で記録される対象に関連した公正価値ヘッジについて、帳簿価額に調整がある場合は、実効金利

（EIR）方式を使用して残りのヘッジ期間にわたり損益計算書で償却される。EIR償却は、調整が発生した時点

ですぐに開始され、ヘッジされたリスクに起因する公正価値の変動によって調整を行うためにヘッジ対象項目

が終了された時点で終了する。

ヘッジ対象項目が再認識されると、ヘッジ商品の未償却の公正価値が損益計算書において即座に認識される。

詳細は注記26を参照のこと。

キャッシュ・フロー・ヘッジ

ヘッジ商品の損益が有効となる部分は、株主持分（キャッシュ・フロー・ヘッジ準備金のその他の包括利益）

で直接認識されるが、有効とならない部分は損益計算書の「その他の金融収益（損失）」で即認識される。

その他の包括利益として認識される金額については、ヘッジ金融収益や金融費用が認識される場合、あるいは

予測売上が行われる場合など、損益に対するヘッジ取引の影響がある時点で損益計算書への振り替えが発生す

る。

予測取引または確約が今後行われない場合には、株主持分で以前認識された累積損益が損益計算書に振り替え

られる。ヘッジ手段が交換や繰越なしで失効、売却、終結または行使された場合、あるいはヘッジとしての指

定が無効になった場合、以前その他の包括利益で認識されていたすべての損益の累計額は、予定取引または確

定約定が損益に影響を及ぼすまで、その他の包括利益に残す。

詳細は注記26を参照のこと。

r 顧客への資金供与

グループは、顧客に対して2種類の資金供与を行っている。

・営業循環に関係するものでかつ実際の契約に直接関係する資金供与。

・顧客への融資、非支配株主持分投資ないしは他の資金供与形態による長期的な（営業循環を超える）資金供

与。

上記2つの資金供与分類は両方とも「その他の流動資産または非流動資産、純額」として会計処理される。
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これら2つの分類の資産の変動は、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローに表示

されている。

これらに加えて、グループは顧客への資金供与に関連して銀行に対する保証を行うことができる。これらは、

財政状態計算書には記載されない確約に含まれる。

s ストック・オプション

IFRS第2号「株式報酬」に則り、従業員に付与されるストック・オプションは、以下の原則を用いて財務書類に

計上される。ストック・オプションの公正価値は、オプションの対価として従業員が提供したサービスの公正

価値を反映すると考えられるものであり、付与日現在で決定される。これは付与日現在で累積赤字（貸方）と

して会計処理され、相手勘定は繰延報酬（借方）（同様に累積赤字に含まれる）である。繰延報酬は、権利確

定期間にわたり償却され、経費として損益計算書に計上される。

ストック・オプションの公正価値は、付与日（すなわち、取締役会が制度を承認した日）に、コックス・ロ

ス・ルビンシュタインの二項モデルを用いて計算される。このモデルによれば、行使価格および満期日といっ

たオプションの特性、無リスク証券の金利、株価、付与日現在の予測ボラティリティおよび予想配当といった

発行日現在の市場データならびに期限前行使の可能性などの受益者の行動傾向などを考慮に入れることができ

る。受益者は潜在的利得が行使価格の50％超になるとオプションを行使するものと仮定されている。

IFRS第2号の採用が純利益（損失）に与える影響は、受益者の機能に応じて、損益計算書上の「売上原価」、

「研究開発費」または「一般管理費および販売費」中で会計処理される。

企業結合によりアルカテル-ルーセントが取得した会社の取得日現在におけるストック・オプションの残高は、

通常、ターゲット会社の取得された株式に対する交換比率と同率で、アルカテル-ルーセント株式購入オプショ

ンに転換される。IFRS第3号「企業結合」およびIFRS第2号「株式報酬」の要件に従って、買収に際して取得さ

れたストック・オプションの公正価値は、事業結合費用を考慮して会計処理される。

t 売却目的で保有する資産および廃止事業

IFRS第5号「売却目的で保有する非流動資産および廃止事業」には、廃止事業に伴う売却対象となる保有資産、

表示および開示に関する要件に適用される会計処理が定められている。

売却予定の非流動資産または処分グループ（複数の資産の組合せもしくは一つの資金生成単位）は、その帳簿

価額が継続使用ではなく売却取引により回収される場合には、売却目的での保有とみなされる。これに該当す

るには、その資産が売却可能であり、売却の可能性が非常に高くなければならない。売却目的保有に分類され

る資産または処分グループは、帳簿価額と売却費用控除後の公正価値のいずれか低い方により測定される。

廃止事業とは売却が進行中であるか売却目的で保有するグループの区分された主要な事業部門または地域の業

務である。こうした廃止事業に関連する純利益（損失）およびキャッシュ・フロー計算書の要素は、すべての

表示期間の連結財務諸表上、特別の項目中に表示される。

有形固定資産および無形資産は、売却目的保有として分類されると、償還または償却されない。
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u 1株当たり利益

基本的1株当たり利益は、連結子会社が所有する株式の加重平均株式数を控除し、期中に発行された株式の影響

を加重した発行済株式数に基づいて算出されている。

ストック・オプション制度および株式購入制度による希薄化効果は、「自己株方式」を用いて算出されてい

る。この方式は、オプション行使および株式購入による払込金を、まず、市場価格で株式を購入することに使

用すると仮定することを定めている。転換社債の希薄化効果は、社債が体系的に株式に転換されるという仮定

にもとづき計算されている（「転換仮定方式」）。

希薄化後1株当たり利益は、連結子会社が所有する株式同等物の加重平均数量を控除後の希薄化効果のある株式

同等物を考慮しているが、希薄化効果のない株式同等物は考慮していない。純利益（損失）は、転換社債に係

る税引後支払利息について修正されている。

注記2 見積りの使用に関連する主要な不確実性

IFRSに準拠した連結財務諸表の作成にあたり、グループは、現実的かつ合理的と考えられる見積りおよび仮定

を多数行う必要がある。現在の世界経済環境の背景を鑑みると、2014年12月31日現在、一定のボラティリティ

や見通しの不透明性が非常に顕著である。ただし、新たな事実や状況が生じると、これらの見積りないし仮定

が変更され、グループの財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローに影響を与える可能性がある。

a 棚卸資産および仕掛品の評価引当金（注記18参照）

棚卸資産および仕掛品は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い方で測定される。棚卸資産および仕掛

品の評価引当金は、棚卸資産および仕掛品の陳腐化ないし過剰を判断することを目的として、需要、技術また

は市場の予測可能な変化の分析に基づき計算される。

b 顧客債権の減損（注記19参照）

将来の受取額の期待現在値が帳簿価額を下回る顧客債権に対しては、減損損失が計上される。減損損失の金額

は、顧客の債務支払能力とその債務の発生時期の両者を反映する。予測を上回るデフォルト率または当社の主

要顧客の信用度の悪化により、当社の将来の損益がマイナスの影響を受ける可能性がある。

c のれん、その他の無形資産および資産計上された開発費

のれん（注記11参照）

純額のれんは、必要に応じて、アルカテル-ルーセントの報告体系において、製品部門または製品部門のグルー

プに相当する資金生成単位に割り当てられる。製品部門は当社の3つの報告セグメントから2レベル下である。

のれんを減損の対象にすべきかどうかを評価するにあたり、各資金生成単位の帳簿価額を回収可能価額と比較

する。回収可能価額は、使用価値または公正価値から売却費用を差し引いた値のいずれか大きい方の値であ

る。

各資金生成単位の使用価値は、5年後の正規化キャッシュ・フローの永久分の資産計上に応じ、5年間の割引

キャッシュ・フローと割引後の残存価値に基づき計算する。

上記のゴードン・シャピロ法の加重平均と以下の二つの方法に基づき、公正価値から各資金生成単位の売却費

用を差し引いた値を確定し、これを市場参加者が使用するであろう仮定を示す情報とする。
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・5年間の割引キャッシュ・フロー分析と売上倍数（企業価値／売上）から割引残存価値を求める

・5年間の割引キャッシュ・フロー分析と営業利益マルチプル（企業価値／税引前利益に支払利息と減価償却費

を加算したもの̶「EBITDA」）から割引残存価値を求める。

年次減損テストで使用された割引率は、当グループの資本加重平均コスト（WACC）に基づく。キャッシュ・フ

ローの決定に特定の製品または市場に固有のリスクが反映されていることを基準として、単一の割引率が使用

されている。

使用される成長率および継続成長率は、予測される市場傾向に基づく。

その他の無形資産（注記12参照）

市場傾向または新しい技術によって無形資産の価値の潜在的な減少を示す事象が発生した場合、減損テストが

実施される。回収可能価額は、割引後の将来キャッシュ・フローまたは関連資産の公正価値に基づく。

資産計上された開発費（注記12参照）

グループは費用が資産計上される開発プロジェクトの営業的および技術的実現可能性を評価し、プロジェクト

の成果である製品の有効期間を見積もる。評価したとおりの製品が出来上がらなければ、将来、グループは、

資産計上した開発費の減損を求められる可能性がある。

d 製品保証費用およびその他の製品販売関連引当金（注記25参照）

これらの引当金は、過去の返品率や計上された製品保証費用ならびに見積りを基に計算される。実際に支払わ

れる費用や賠償金は当初の引当額とは大きく異なる可能性があり、それにより、将来の損益に重要な影響を及

ぼす場合もある。

e 訴訟引当金（注記25および31参照）

一部の訴訟手続が保留になっており、その内容は多岐にわたる。訴訟の固有の性質により、示談の結果や費用

は見積りとは大幅に異なる可能性がある。

f 繰延税金資産（注記8参照）

当グループが税務上の繰越欠損金を利用する能力の評価は、重要な判断に依存している。グループは、過去の

事象、ならびに近い将来当社の事業に影響を与える可能性のある特定の経済的要素を分析して、税務上の繰越

欠損金を将来利用できるかどうかを判断する。この分析は、主に米国内の各税務管轄地において定期的に行わ

れ、重大な繰延税金資産は記録される。

将来の課税所得が繰延税金資産計上の根拠となる予測と大きく異なれば、グループは、繰延税金資産の金額を

下方修正または上方修正する必要が生じる。それにより、当社の財務実績に多大な影響が及ぶ可能性がある。

g 年金および退職給付債務ならびにその他の従業員および退職後給付債務（注記23参照）
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保険数理上の仮定

アルカテル-ルーセントの業績には、保険数理上の評価を使用して測定された重要な年金および退職後給付の影

響が含まれる。これらの評価に内在する主要な仮定には、退職金給付制度および医療給付制度の割引率に関す

るものが含まれる。この仮定は、毎年、期首現在で更新される。ただし、重要な事象が発生した場合には、よ

り頻繁に更新される。加えて、割引率は、仮定の変更が当社の財務に重要な影響を与える可能性のある制度に

ついては、四半期毎に見直される。

割引率

当社の米国年金制度の割引率は、AA格に格付けされた社債をベースにしたシティグループ年金割引曲線（Citi

Group Pension Discount Curve）の「原文」で公表された値を用いて決定される。今後の各年の予想給付支払

はシティグループ曲線に記載されている適用年の割引率で割り引かれる。当社が予想給付支払のあるシティグ

ループ曲線に記載されている昨年以降の年に対しては、曲線に記載されている昨年の割引率を適用する。今後

の給付すべてに割引率を適用した後、単一の割引率を計算すると、個々の割引率を適用した場合と同じ次期の

金利負担が生じる。米国外におけるアルカテル-ルーセントの年金制度の割引率は、2012年12月31日までブルー

ムバーグAA企業の利回りに基づいて決定された。ブルームバーグがこの利回りの公表を中止したため、米国外

におけるアルカテルアルカテル-ルーセントの年金制度の割引率は、2013年1月1日以降、Iboxx AA企業の利回り

に基づいて決定される。

他の仮定をすべて一定とした場合、割引率の0.5％の上昇（ないし0.5％の低下）により、2014年の年金および

退職後給付純額（改訂IAS第19号「従業員給付」）は、75百万ユーロ増加（(34)百万ユーロ減少）していた。

医療費の傾向

当社の米国の制度の医療費の傾向については、一部退職者への保険料の払い戻しにあたり、アルカテル-ルーセ

ントの外部の保険数理士が、多数の医療機関の期待費用傾向、最近の医療の発達、医療サービスの活用および

メディケア・アンド・メディケード・サービス・センター（CMS）発表の医療保険料率を、毎年再調査してい

る。保険数理士は勧告書の作成にあたって、当社の米国退職後医療給付制度に特化した規定および経験の調査

結果を適用する。仮定を決定する際、当社は保険数理士の勧告と併せ当社の最近の経験を評価する。

退職後医療給付制度への予想加入率

当社の米国退職後医療給付制度では、加入者は毎年、補償から脱退することが可能で、随時加入し直すことが

できる。仮定は、今後毎年、当グループの制度に加入する有資格者の数について作成される。保険数理士は、

退職者の当グループのアメリカの制度への加入から期待される支払費用増加および最近の加入履歴に基づいて

勧告書を作成する。当グループは毎年、加入期間終了後に本勧告書を再検討し、必要に応じて更新する。

死亡率の仮定

2014年9月30日までは、米国保険数理基準AA協会（U.S. Society of Actuaries Scale AA）に基づく世代予測を

組み入れたRP-2000死亡率表を使用していた。2014年10月27日、米国アクチュアリー会（SOA）が新しい死亡率

表を発行した。2014年12月31日以降、当社はこれらの仮定を、経営上の記録のための改善された死亡率（MP-

2014）を記載したRP-2014ホワイトカラー表、従業員の記録のための改善された死亡率（MP-2014）を記載した

RP-2014ブルーカラー表に変更した。これらの変更により、米国制度の給付債務に26億米ドルのマイナス影響が

生じた。この影響は2014年の包括利益計算書で認識された。
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制度資産の投資

制度資産は、多種多様な資産分類（例えば現金、株式、債券、不動産、未公開株式等）で投資されている。制

度資産公正価値の四半期毎の最新情報では、およそ84％が決算日の公正価値に基づくものであり、16％が1ヶ月

から3ヶ月遅れた数値となっている。これは、未公開株式、ベンチャー・キャピタル、不動産および絶対収益投

資の公正価値を短期間で確認することができないからであり、投資運用業界では標準的な慣行である。2014年

12月31日に、未公開株式、ベンチャー・キャピタル、不動産および絶対収益投資の実質公正価値が、2014年12

月31日現在で会計目的で使用されている実質公正価値より10％低いと1カ月から3カ月の遅れの後に確認され、

米国経営幹部向け年金制度はこれらの投資クラスで大規模な投資を行っているため（以下の資産計上額の上限

は本制度には適用されない）、自己資本に約308百万ユーロのマイナス影響が及ぶものと考えられる。

資産計上額の上限

米国通信労働者組合と国際電工労働組合の代表を務めた退職者については、現行の退職後医療費および団体生

命保険給付を米国停職年金制度の歳入法第420条に基づく振替でまかなう予定である。米国内国歳入法第420条

は、確定給付年金制度による年金制度資産剰余分の一部を、退職後医療給付金の支払いを目的に開設された退

職後医療給付、および退職後の生命保険給付の支払いを目的に開設された団体生命保険の口座に振り替える作

業について規定している。これは、資産上限を設定する際は年金制度からの引き出しとみなされる。

第420条の種類に応じて、積立債務の120％または125％のいずれかを超える資産を振り替えることができる。積

立目的の制度資産および制度債務の評価用に選択した方式を使用して（注記23参照）、当社は2014年12月31日

時点で制度債務120％を超える過剰資産は18億米ドル（15億ユーロ）、制度債務125％を超える過剰資産は14億

米ドル（12億ユーロ）であると見積もった。

h 収益の認識（注記6参照）

グループの売上の大部分は、特に複数の契約要素からなる関連サービスを伴う物品および設備の販売、工事契

約ならびにソフトウェアを含む契約において、重要な収益認識の判断を要する複雑な契約上の取決めから生じ

ている。対応する債権の回収可能性の評価においてもまた判断が必要とされる。

工事契約からの収益および費用については、グループは、特定の条件が充足された場合には、契約上に定めら

れたマイルストーンの達成ないし総見積原価に対する発生原価にもとづく進行基準を採用している。進行状況

および認識すべき収益の決定は、発生原価および実績に基づく様々な見積りに依存する。ただし、契約期間中

に当初見積りへの修正が発生する可能性があり、それにより財務状況が大きく影響を受ける場合がある。

工事契約に内在する見積りには不確実性が伴うものの、経営陣が工事契約の成果について信頼性をもって見積

ることができない状況がある。こうした状況は、実績がないことに起因して契約の初期段階に発生したり、追

加費用、クレームおよび特に新技術に関する履行義務に関連して重要な不確実性が増大する場合には契約全体

を通して発生したりする可能性がある。

複数の契約要素から成る契約には、例えばハードウェア製品、スタンドアロンのソフトウェア、インストール

や統合サービス、保証延長サービス、製品ロードマップなどが含まれる場合がある。各会計単位の収益は、内

部または第三者による市場価格の分析により決定された各会計単位の相対的な公正価値に基づき、各会計単位

の収益が稼得されるに応じて、認識される。各会計単位に契約の配慮を行い、当該契約が単一の会計単位か複

数の会計単位かを判別するには、重要な判断が必要となる。こうした判断が行わる方法によっては、認識され

たタイミングおよび認識される収益額は明らかに異なるであろう。

主にソフトウェア・ソリューションのライセンス供与、販売その他の市場化に基づく複数の契約要素について

は、こうした契約がIAS第18号またはIAS第11号に基づいて会計処理されているか否かについて、判断が必要と

なる。重大な生産、修正、カスタマイズを必要とするソフトの契約については、IAS第11号に基づき工事契約と
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して記載されている。その他のソフトウェア契約はすべて、IAS第18号に基づいて会計処理されるが、この場

合、グループは、販売者特有の客観的証拠（VSOE）が必要である。この環境に適用するのに最適な会計モデル

を特定し、複数のソフトウェア要素を分離できる公正価値のあるVSOEが存在するかどうかを決定するには、確

かな判断力が必要とされる。

流通業者を経由して行われる製品販売については、契約債務と過去の販売統計に基づいて見積られた返品が売

上高の控除項目として認識される。これについても、実際の返品が見積りと大きく違えば、それにより、純利

益（損失）が重要な影響を受ける可能性がある。

i リストラクチャリング費用とのれんの回収可能価額への影響（注記11参照）

当社は2012年7月26日、2013年末までに合計1.25十億ユーロの追加コスト削減を目指し、「パフォーマンス・プ

ログラム」の立ち上げを発表した。このプログラムには、グループ全体での約5,500人の人員削減、採算性の低

いマネージド・サービスの終了や再編成の他、それに伴う人員削減、採算性の低い市場での事業展開の終了や

再編成が含まれていた。

2013年6月19日、当社はシフト計画の立ち上げを発表した。この計画と残りのパフォーマンス・プログラムを通

じて、当社では、（i）直接チャネルを通じた事業運営の採用、販売費および一般管理費機能の追加的統合、研

究開発能力への再注力により、固定費を2012年との比較で950百万ユーロ削減すること、（ii）2015年中に中核

ネットワーク事業において、収益70億ユーロ以上、営業利益率12.5％以上を達成すること、（iii）2015年末ま

でに接続事業において、200百万ユーロ以上のセグメント営業キャッシュフローを実現することをめざしてい

る。

シフト計画に関連する再編費用は、2013年から2015年に予想される行動すべてについて950百万ユーロと予測し

ている。2014年12月31日現在のリストラクチャリング経費は、238百万ユーロであった。シフト計画に関連する

残りのリストラクチャリング経費は、今後の四半期における支出向けとして留保される。

IAS第36号「資産の減損」の第44条および第45条に従い、当社は経費をまかなえないリストラクチャリングプロ

グラムは実施していないはずであるという点を鑑みて、年次のれん減損テストで使用価値を決定する際に、費

用処理されていない場合は、将来のリストラクチャリング費用（およびそれに伴うコスト削減）は除外する。

一方、当社は、注記2-cに記載されている方法に従い、繰越税金資産の回収可能性の評価、および資金生成単位

（CGU）を売却するにあたっての費用を差し引いた公正価値の決定において、これらの将来の資金収入および支

出を十分に考慮した。3つの割引キャッシュ・フロー・アプローチ（3つのうち2つは、それぞれ売上倍数および

営業利益倍数に基づく割引残存価値を使用するもの）の加重平均に基づき、CGU売却のための経費を差し引いた

公正価値を算出し、CGUの価格決定に際して市場参加者が使用するであろう仮定を反映させた公正価値を算出し

た。

注記3 連結会社における変更

2014年

2014年3月31日、アルカテル-ルーセントは、売却益1億1,000万米ドル（81百万ユーロ）（すべての運転資本の

調整を考慮した後の金額）で、マディソン・ディアボーン・パートナーズが率いる投資家グループが所有し、

CoVantを含む米国拠点の企業に当社子会社であるLGSイノベーションズLLCを売却した。この契約には、2014年

度の業績にも基づく最高1億米ドルのアーンアウトが含まれるが、多額の金額を受け取ることはないものと予想

する。区分科目「連結会社の売却益／（損）」において、11百万ユーロの損失が認識された。

2014年9月30日、アルカテル-ルーセントは、売却益205百万ユーロで、China Huaxinにエンタープライズ事業の

85％を売却した。そのうち、61百万ユーロは締結時に支払われ、141百万ユーロは2014年10月9日に支払われた

（注記9参照）。
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2014年12月31日、アルカテル-ルーセントは、売却益41百万ユーロ（通常の運転資金の調整後の金額）で、サイ

バーセキュリティ・サービスおよびソリューションと通信セキュリティ事業をタレスに売却した。区分科目

「連結会社の売却益／（損）」において、39百万ユーロの損失が認識された。

2014年中、この他には連結会社に重大な変更は発生しなかった。

2013年

2013年中、2013年12月20日に当社子会社のLGSイノベーションズLLCの売却に関する契約を締結した以外は、連

結会社には重大な変更はなかった（上記参照）。

2012年

2012年2月1日当社は、ジェネシス事業をPermiraファンド（Permiraはヨーロッパの非公開投資会社）および

Technology Crossover Ventures（ベンチャー・キャピタル会社）が所有する会社に売却したが、2011年10月19

日に受けたバインディング・オファーに則り売却益は15億米ドルであった（注記9参照）。

2012年中、この他には連結会社に重大な変更は発生しなかった。

注記4 会計方針および会計提示の変更

a 会計方針の変更

2014年第1セメスターにおけるIFRIC解釈指針第21号「賦課金」（IAS第37号「偶発債務および偶発資産」の解釈

指針）の採択を除き、2014年中は会計方針に変更はなかった。この採択による連結財務諸表への影響はなかっ

た。

b 会計提示の変更

2014年は、提示の変更は発生しなかった。

注記5 事業セグメント別および地域セグメント別の情報

IFRS第8号「事業セグメント」に従って、事業セグメント別の情報がアルカテル-ルーセントの事業組織および

活動から得られている。

2013年6月19日に発表されたシフト計画の一環として、新組織は2013年7月1日から有効である。この組織は、中

核ネットワーク事業、接続事業およびその他事業の3つの報告可能なセグメントで構成されている。これらの報

告可能なセグメントは次のように構成されている。

・「中核ネットワーク」は、IPルーティング、地上光通信、ワイヤレス送電、海底通信とネットワークビルド

およびインプリメンテーションIP、プラットフォームおよびプラットフォーム・プロフェッショナル・サー

ビス、戦略産業で構成されている。

・「接続事業」は、ワイヤレスおよびネットワークビルド＆インプリメンテーションIPワイヤレス、RFS（高周

波システム）、固定アクセスおよびネットワークビルド＆インプリメンテーション固定、マルチベンダー型

保守作業、ライセンス供与、マネージド・サービスで構成されている。

・「その他事業」は、2014年3月31日までの政府機関向け製品部門で構成されており、エンタープライズ事業は

除外され、提示した全期間の廃止事業において報告される。

2014年の経営成績は、2013年と2012年と比較するとこの組織構造に則り提示している。
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報告可能なセグメント別の情報は、これらの連結財務書類に適用され記載された会計方針と同じ会計方針に基

づいている。

すべてのセグメント間の営業上の関係は、物品およびサービス提供に際しての第三者に対する取引条件を基に

した公正なものである。
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a 報告可能なセグメント別の情報

（単位：百万ユーロ）

2014年

中核ネット

ワーク 接続事業 その他

報告可能なセ

グメント合計

その他および

未割当金額
(1)

合計

PPA

調整
（2)

連結

合計

外部顧客からの収益 5,959 7,151 41 13,151 27 13,178 - 13,178

他の報告可能なセグメントとの取引

による収益 7 6 - 13 （13) - - -

報告可能なセグメントからの収益 5,966 7,157 41 13,164 14 13,178 - 13,178

営業利益（損失）
(3)

630 42 - 672 (49) 623 (51) 572

営業利益（損失）に含まれる金額

・　減価償却費および償却費 290 204 - 494 1 495 50 545

・　減価償却費および償却費以外の

重要な非現金項目 - - - - - - - -

(1)報告可能なセグメントに分配されていない非コア事業の収益および21百万ユーロの株式報酬に関する報酬費用を含む。

(2)ルーセントの事業統合に関連する取得価格の配分調整（構造改革費および資産の減損を除く）を示す。

(3)営業利益（損失）とは再編費用、訴訟、連結持分売却益／（損）、資産の減損および退職後給付制度の改訂計上前営業活動からの利益

（損失）を意味する。

（単位：百万ユーロ）

2013年
(1)

中核ネット

ワーク 接続事業 その他

報告可能なセ

グメント合計

その他および

未割当金額
(2)

合計

PPA

調整
(3)

連結

合計

外部顧客からの収益 6,130 7,437 210 13,777 36 13,813 - 13,813

他の報告可能なセグメントとの取引

による収益 21 10 - 31 (31) - - -

報告可能なセグメントからの収益 6,151 7,447 210 13,808 5 13,813 - 13,813

営業利益（損失）
(4)

479 (85) 5 399 (121) 278 (86) 192

営業利益（損失）に含まれる金額

・　減価償却費および償却費 293 208 6 507 9 516 84 600

・　減価償却費および償却費以外の

重要な非現金項目 - - - - - - - -

(1)2013年の金額は、廃止事業の影響を反映して修正再表示されている（注記9を参照のこと）。

(2)報告可能なセグメントに分配されていない非コア事業の収益および26百万ユーロの株式報酬に関する報酬費用を含む。

(3)ルーセントの事業統合に関連する取得価格の配分調整（構造改革費および資産の減損を除く）を示す。

(4)営業利益（損失）とは再編費用、訴訟、連結持分売却益／（損）、資産の減損および退職後給付制度の改訂計上前営業活動からの利益

（損失）を意味する。

（単位：百万ユーロ）

2012年
(1)

中核ネット

ワーク 接続事業 その他

報告可能なセ

グメント合計

その他および

未割当金額
(2)

合計

PPA

調整
(3)

連結合計

外部顧客からの収益 6,216 7,286 195 13,697 67 13,764 13,764

他の報告可能なセグメントとの取引

による収益 17 7 - 24 (24) - -

報告可能なセグメントからの収益 6,233 7,293 195 13,721 43 13,764 13,764

営業利益（損失）
(4)

153 (323) 20 (150) (100) (250) (230) (480)

営業利益（損失）に含まれる金額

・　減価償却費および償却費 302 282 3 587 13 600 230 830

・　減価償却費および償却費以外の

重要な非現金項目 - - - - - - - -
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(1)2012年の金額は、廃止事業の影響を反映して修正再表示されている（注記9を参照のこと）。

(2)報告可能なセグメントに分配されていない非コア事業の収益および35百万ユーロの株式報酬に関する報酬費用を含む。

(3)ルーセントの事業統合に関連する取得価格の配分調整（構造改革費および資産の減損を除く）を示す。

(4)営業利益（損失）とは再編費用、訴訟、連結持分売却益／（損）、資産の減損および退職後給付制度の改訂計上前営業活動からの利益

（損失）を意味する。
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b 地域セグメント別情報

（単位：百万ユーロ） フランス

その他

西欧

その他

欧州 中国

その他

アジア

太平洋地域 米国

その他

北南米

その他

諸国 連結

2014年

顧客所在地別収益 771 1,929 282 1,342 1,289 5,488 1,009 1,068 13,178

非流動資産
(1)

315 202 24 266 47 1,222 56 11 2,143

2013年
(2)

顧客所在地別収益 798 2,125 361 1,097 1,230 5,986 1,209 1,007 13,813

非流動資産
(1)

280 215 28 213 45 1,137 51 14 1,983

2012年
(2)

顧客所在地別収益 669 2,255 429 1,053 1,363 5,339 1,633 1,023 13,764

非流動資産
(1)

276 232 28 204 51 1,352 54 11 2,208

(1)無形資産および有形資産を示す。

(2)2013年および2012年の金額は、廃止事業の影響を反映して修正再表示されている（注記9を参照のこと）。

c 集中度

少数の大手サービス・プロバイダーに対する収益が当グループの収益の大部分を占めている。2014年、ベライ

ゾン、AT&T、スプリントがそれぞれ、当社収益の14％、11％、10％をそれぞれ占めている（2013年はそれぞれ

12％、11％、10％、2012年はそれぞれ11％、10％、6％）。

注記6 収益

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年
(1)

2012年
(1)

工事契約収益 2,314 2,643 2,161

その他製品収益 7,440 6,922 6,819

その他のサービス収益 3,234 4,087 4,576

ライセンス収益 22 41 58

貸借収益およびその他の収益 168 120 150

総収益 13,178 13,813 13,764

(1)2013年および2012年の金額は、廃止事業の影響を反映して修正再表示されている（注記9を参照のこと）。

注記7 金融収益（損失）

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年
(1)

2012年
(1)

総金融負債にかかる支払利息 (359) (462) (357)

現金および市場性有価証券の受取利息 68 70 78

金融費用（純額） (291) (392) (279)

金融資産の減損損失の戻入れ 15 (3) (28)
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為替差益（差損） 2 (24) (2)

年金および退職後給付費用の財務項目 (44) (84) (127)

金融資産（持分法適用会社持分または非連結有価証券および金融債権）および市場性の

ある有価証券にかかる実現および未実現キャピタル・ゲイン（ロス） - 3 9

その他
(2)

(184) (210) (246)

その他の金融収益（損失） (211) (318) (394)

金融収益（損失）合計 (502) (710) (673)

(1)2013年および2012年の金額は、廃止事業の影響を反映して修正再表示されている（注記9を参照のこと）。

(2)2014年：主に2016年満期の優先債券の一部買戻しに関連する30百万ユーロの損失（注記24参照）および2014年8月19日に償還した優先

信用融資契約の再評価の影響に関連する101百万ユーロが含まれる。

2013年：うち、転換社債と社債の買戻しの純損失に関連する134百万ユーロ（2013年第2四半期は26百万ユーロ、2013年第3四半期は87

百万ユーロ、2013年第4四半期は21百万ユーロ）、2013年における米アルカテル-ルーセント・インクの資産売却の返済に起因する未払

い費用の繰り上げ償却に関連した24百万ユーロの損失、米アルカテル-ルーセント・インクのユーロ建ての担保付優先債契約の返済に

関連する未払い費用の繰り上げ償却に関連した21百万ユーロの損失、2013年第4四半期中の債務返済目的で行った取消不能契約を原因

とするルーセント・テクノロジーズ・キャピタル・トラストIの7.75％のトラスト型転換優先証券に関する予想キャッシュフローの変

更に関連した39百万ユーロ（52百万米ドル）の損失に関連するもの（注記24-aを参照のこと）。

2012年：うち、27百万ユーロの損失が、額面価格115.5百万米ドルの2012年第1四半期の米アルカテル-ルーセント・インクの2.875％シ

リーズB転換社債の買い戻しに伴うもので、178百万ユーロ（229百万米ドル）の損失が、2012年第2四半期の米アルカテル-ルーセン

ト・インクの2.875％シリーズB転換社債に関連する将来の予測キャッシュ・フローの変動に伴うものである（注記24-aを参照）。

注記8 法人所得税

a 法人所得税損益の分析

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年
(1)

2012年
(1)

当期法人所得税（費用）収益 (61) (56) (70)

一時差異の繰延税金 (6) 43 (13)

認識された繰延税金／（戻入れ） 383 186 (340)

繰延法人所得税収益（費用）、純額 377 229 (353)

法人所得税損益 316 173 (423)

(1)2013年および2012年の金額は、廃止事業の影響を反映して修正再表示されている（注記9を参照のこと）。

2014年の認識された繰延税金／（戻入れ）は主に、前年の純営業損失の回収可能性の再評価、そして一部には

前年の損金控除可能な一時差異の再評価に基づくものである。

b その他の包括利益の各構成要素に関する税効果の公開

2014年 2013年 2012年

（単位：百万ユーロ） 税込額

税（費用）

収益 税抜額 税込額

税（費用）

収益 税抜額 税込額

税（費用）

収益 税抜額

売却可能金融資産 8 - 8 11 - 11 16 - 16

為替換算差額 501 - 501 (232) - (232) (34) - (34)

キャッシュ・フロー・

ヘッジ (1) - (1) - - - 14 - 14

保険数理上の（損）益 (1,822) 254 (1,568) 1,667 (256) 1,411 172 (101) 71

その他 - - - - - - - - -

その他の包括利益 (1,314) 254 (1,060) 1,446 (256) 1,190 168 (101) 67
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c 実効所得税率

実効税率は以下の通り分析される。

（単位：パーセンテージを除き、百万ユーロ） 2014年 2013年
(1)

2012年
(1)

所得税および廃止事業計上前利益（損失） (350) (1,442) (2,304)

法人所得税率（フランス） 38％ 38％ 36.10％

予想税（費用）収益 133 548 832

税（費用）収益の影響

・　税率の差
(2)

35 20 (7)

・　特定収益の課税軽減 - 8 3

・　資産の減損 - (209) (219)

・　永久差異および未認識の税務上の損失の使用
230 136

(4)
205
(3)

・　過年度の当期課税額の調整 (14) 11 18

・　未認識の繰延税金資産の認識
395
(3)

162
(3)

21

・　認識されていない繰延税金資産 (4) (9) (546)

・　不承認の税損失
(519)

(4)
(506)

(4)
(759)

(4)

・　税額控除 41 25 23

・　その他 19 (13) 6

実質税（費用）収益 316 173 (423)

実効税率 90.0％ 12％ (18.4)％

(1)2013年および2012年の金額は、廃止事業の影響を反映して修正再表示されている（注記9を参照のこと）。

(2)アルカテル-ルーセントは、税率がフランスの法定税率とは異なる管轄地域でも事業を展開しているため、税の金額に差が生じる。

(3)主に米国における繰延税金資産の回収可能性の再評価に関連する。2014年、改訂後の2015～2017年の税務計画に基づいて、363百万

ユーロ（主に純営業損失）が認識された。

(4)主にフランス税グループ関連。

d 繰延税金残高

（単位：百万ユーロ）

残高 2014年 2013年 2012年

繰延税金資産：

・　認識された繰延税金資産 13,758 12,460 12,698

・　うち、認識されていないもの (12,242) (11,460) (11,713)

認識された純繰延税金資産 1,516 1,000 985

繰延税金負債 (872) (990) (889)

純繰延税資産（債務） 644 10 96

期間中の変更

純利益（損失）の影響
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（単位：百万ユーロ）

2013年

12月31日

法人所得税

収益（費用）

利益廃止事業

による損失

為替換算

差額 その他

2014年

12月31日

認識された繰延税金資産 1,000 371 - 152 (7) 1,516

繰延税金負債 (990) 6 - (65) 177 (872)

純繰延税資産（債務） 10 377 - 87 170 644

一時的な差異別の、繰延税金資産と負債の分析

（単位：百万ユーロ）

2013年

12月31日

純利益（損失）

の影響

為替換算

差額

組替および

その他

2014年

12月31日

企業結合による税金資産および債務の公正価値の調整 (238) (27) (35) - (300)

引当金 239 - 11 15 265

年金引当金
1,083 18 24 453

(1)
1,578

前払年金 (1,181) (24) 40 182 (983)

有形固定資産および無形資産 676 (160) 55 17 588

その他の財務状況報告書から生じる一時差異 273 37 34 (73) 271

財務上の繰越欠損金および税額控除 10,618 245 624 (20) 11,467

繰越税資産（負債）、総額 11,470 89 753 575 12,886

認識されていない繰延税金資産 (11,460) 288 (666) (404) (12,242)

純繰延税資産（債務） 10 377 87 170 644

(1)主に米国

（単位：百万ユーロ）

認識された繰延税金資産 2014年12月31日 2013年12月31日 2012年12月31日

米国関連
1,280

(1)
777
(1)

770
(1)

その他の税務管轄関連 236 223 215

合計 1,516 1,000 985

(1)繰延税金の再評価の結果（2014年12月31日に更新）、2013年12月31日現在の状況と比べ、米国において計上された繰延税金資産が増加

した。外国通貨為替レートの変動に関連する影響は140百万ユーロであった。

子会社、持分法適用会社および合弁会社の投資における一時差異に関係する、認識されていない繰延税金は、

2014年12月31日、2013年12月31日、2012年12月31日時点でゼロであった。

e 税務上の繰越欠損金および一時差異

税務上の繰越欠損金

税務上の繰越欠損金総額は、2014年12月31日現在で11,467百万ユーロ（2013年12月31日現在で10,618百万ユー

ロ、2012年12月31日現在で10,200百万ユーロ）節税した可能性があることを示している。2013年から2014年に

かけての税務繰越欠損金の増加は、新しい税務上の損失（未認識）によるもので、フランス税グループでは547

百万ユーロが発生し、その内一部は主に米国税グループにおいて、従前に認識された損失または認識されてい

な損失の使用によって254百万ユーロが相殺された。米国に関する2013年から2014年にかけての税務上の損失へ

の為替レートの影響により、税務上の繰越欠損金が567百万ユーロ増加した。税務繰越欠損金に関する節税の可

能性の期限は以下の通りである。
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（単位：百万ユーロ）

年度 認識済み 未認識 合計

2015 63 5 68

2016 33 13 46

2017 122 24 146

2018 136 17 153

2019 5 9 14

2020年以降 745 3,565 4,310

無限 43 6,687 6,730

合計 1,147 10,320 11,467

一時差異

（単位：百万ユーロ） 認識済み 未認識 合計

2012年12月31日時点 46 1,563 1,609

2013年12月31日時点 (63) 915 852

2014年12月31日時点 (503) 1,922 1,419

2014年の認識済みの課税対象となる503百万ユーロの一時差異は主に、OCEANEの前払いされた年金、取得価格の

分配調整、資本部分に関する繰延税金負債に関連するものである。

注記9 廃止事業、売却目的で保有する資産および売却目的で保有する処分グループに関連す

る負債

2014年、2013年および2012年の廃止事業は以下の通りである。

・2014年：2014年2月6日、アルカテル-ルーセントは、中国のアルカテル-ルーセント・シャンハイ・ベル

（ASB）合併事業の既存パートナーであるChina Huaxinからエンタープライズ・ビジネスの85％を売却する

ためのバインディング・オファーを受けたことを発表した。必要となる承認を得た後、2014年9月30日に契

約が締結され、エンタープライズ事業の大部分が振り替えられた。振り替えられたエンタープライズ事業

は、連結損益計算書およびキャッシュ・フロー計算書で提示した全期間について廃止事業として提示されて

いる。

・2013年：当期より前に処分した事業とジェネシス事業の処分に関連して終了後の購入価格の調整に関連した

訴訟解決。

・2012年：当期より前に処分した事業とジェネシス事業の処分前に関連する訴訟解決。

（単位：百万ユーロ）

廃止事業の損益計算書 2014年 2013年
(1)

2012年
(1)

収益 437 623 711

売上原価 (222) (302) (366)

売上総利益 216 321 345

一般管理費および販売費 (169) (203) (241)

研究開発費 (33) (106) (119)

再編費用、訴訟、連結持分売却益／（損）、資産の減損および退職後給付制度の改訂計上前営

業活動からの利益（損失） 14 12 (15)
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リストラクチャリング費用 (1) (20) (10)

連結持分売却益／（損） - - -

退職後給付制度の改定 - 2 -

営業活動からの利益（損失） 12 (6) (25)

金融収益（損失） (3) (1) (3)

法人所得税損益 (1) (2) (22)

キャピタル・ゲイン（ロス）前の廃止事業からの利益（損失） 8 (9) (50)

廃止事業の売却にかかるキャピタル・ゲイン（ロス）、純額 1 (17) -

関連費用および税金抜きのエンタープライズ事業売却におけるキャピタル・ゲイン (58) - -

関連費用および税金抜きのジェネシス売却におけるキャピタル・ゲイン - 1 689

廃止事業からの（利益）損失 (49) (25) 639

(1)2013年および2012年の金額は、廃止事業の影響を反映して修正再表示されている。

2012年第3四半期中、2006年に完了したタレスの鉄道信号事業への出資に関連し、当社は税務監査を受けた。注

記25bに記載の通り、結果に応じ、廃止事業からの利益（損失）は、重大、マイナスの影響を与える場合があ

る。

売却目的で保有する資産

2013年については、グループが売却目的で保有していた資産と負債には、（i）E-Plusマネージド・サービスの

ZTEへの譲渡を背景として2014年1月7日に完了したアルカテル-ルーセント・ネットワークス・サービスGmbHの

売却と（ii）LGSイノベーションズ（下記）が含まれている。

2013年12月20日、当社は、マディソン・ディアボーン・パートナーズが率いる投資家グループが所有し、

CoVantを含む米国拠点の企業に対し、当社子会社であるLGSイノベーションズLLC売却について正式契約を締結

した。2014年3月31日、売却益1億1,100万米ドル（81百万ユーロ）（すべての運転資本の調整を考慮した後の金

額）で売却を完了した。この契約には、2014年度の業績にも基づく最高1億米ドルのアーンアウトが含まれる

が、多額の金額を受け取ることはないものと予想する。

売却目的で保有されるその他の資産は、2014年12月31日、2013年12月31日、および2012年12月31日現在で処分

した不動産売却に関するものである。

2014年12月31日時点で、売却目的で保有する処分グループの資産と負債には、残りのまだ振り替えられていな

いエンタープライズ事業の資産と負債のみが含まれ、これらは契約の締結日（2014年9月30日）から1年以内に

振り替えられる見込みである。2013年12月31日時点の売却目的で保有する資産および負債に記載されていたア

ルカテル-ルーセント・ネットワークス・サービスGmbHおよびLGSイノベーションズはそれぞれ、2014年1月7日

と2014年3月31日に売却された。

（単位：百万ユーロ）

財政状態計算書

2014年

12月31日

2013年

12月31日

2012年

12月31日

のれん - - -

無形資産および有形資産 2 21 -

営業運転資金
(1)

13 38 -

現金 - - 1

年金引当金 - (7) -

その他の資産および負債 (20) (13) (3)

売却目的で保有する処分グループの資産および負債 (5) 39 (2)

売却目的で保有する処分グループに関連する資産（A） 20 133 18
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売却目的で保有する処分グループに関連する負債（B） (25) (94) (20)

売却目的で保有する不動産およびその他資産（C） 45 9 2

売却目的で保有するその他の負債（D） (7) - -

売却目的で保有する資産および売却目的で保有する処分グループに含まれる資産合計（A）+（C） 65 142 20

売却目的で保有する処分グループに関連する負債合計（B）+（D） (32) (94) (20)

(1)注記17にて定義。

廃止事業のキャッシュ・フローは以下の通りであった。

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日

終了年度

2013年12月31日

終了年度
(1)

2012年12月31日

終了年度
(1)

廃止事業からの純利益（損失） (49) (25) 639

運転資本の増減計上前営業活動による純キャッシュ・フロー 11 60 (41)

営業活動による純キャッシュ・フローのその他の増加（減少） 23 5 (30)

営業活動によるキャッシュ・フロー（A） 34 65 (71)

設備投資（B） (14) - (129)

フリー・キャッシュ・フロー：（A）+（B）
(2)

10 9 (107)

投資活動によるキャッシュ・フロー（設備投資を除く）（C） 119 1 1,124

財務活動によるキャッシュ・フロー（D） 65 (15) 36

合計（A）+（B）+（C）+（D） 170 (14) 1,031

(1)2013年および2012年の金額は、廃止事業の影響を反映して修正再表示されている。

(2)このうちマイナス82百万ユーロは2012年のジェネシス事業に関連するものである。

注記10 1株当たり利益

以下の表は、開示された会計期間の基本的1株当たり利益から希薄化後1株当たり利益への調整に使用された要

素を表わしている。

株式数 2014年 2013年 2012年
(1)

発行済普通株式数（資本金） 2,820,432,270 2,808,554,197 2,458,611,327

自己株式 (40,120,327) (51,894,411) (61,482,325)

社外流通株式数 2,780,311,943 2,756,659,786 2,397,129,002

発行株式の加重効果（うち、ストック・オプションの行使にかかるもの） (3,867,299) (317,578,166) (304,610)

自己株式の加重効果 (9,418,294) (7,912,902) (5,985)

加重平均発行済み株式数-基本的1株当たり利益の計算に使用される基本株式数 2,767,026,349 2,431,168,718 2,396,818,408

希薄化効果：

・　株式制度（ストック・オプション、RSU） - - -

・　2003年6月12日および2009年9月10日発行のアルカテル-ルーセントの転換社債

（OCEANE） - - -

・　2013年7月3日発行のアルカテル-ルーセントの転換社債（OCEANE） - - -

・　2014年6月10日発行のアルカテル-ルーセントの転換社債（OCEANE）第一および

第二期間 - - -

・　7.75％トラスト型転換優先証券 - - -

・　2.875％シリーズA転換証券 - - -
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・　2.875％シリーズB転換証券 - - -

加重平均発行済み株式数－希薄化 2,767,026,349 2,431,168,718 2,396,818,408

(1)アルカテル-ルーセントが既存株主に対する優先新株予約権を通じて行った2013年の増資の結果、2012年の基本および希薄化後１株当

たり利益は遡及的に調整された。発行済み普通株式は株式数の変更に伴い割合を反映できるよう調整済みである。

正味結果が損失であったことを受け、ストック・オプションと業績連動株式の計画に逆希薄化効果が及んだ。

そのため、これらの商品に関連付けられている潜在株式は、希薄化後加重平均株式数または希薄化後1株当たり

利益（損失）の計算では考慮されなかった。また、転換社債に逆希薄化効果が及んだ。そのため、これらの商

品に関連付けられている潜在株式は、希薄化後加重平均株式数または希薄化後1株当たり利益（損失）の計算で

は考慮されなかった。

（単位：百万ユーロ）

純利益（損失） 2014年 2013年
(1)

2012年
(1)

親会社の所有者に帰属する純利益（損失）-基本 (118) (1,304) (2,011)

純利益に対して希薄化効果のある有価証券についての調整：転換証券に関連した支払利息 - - -

純利益（損失）-希薄化 (118) (1,304) (2,011)

(1)2013年および2012年の金額は、廃止事業の影響を反映して修正再表示されている（注記9を参照のこと）。

以下の表は、逆希薄化効果があるために希薄化後1株当たり利益の計算において考慮されていない潜在普通株式

の数を要約したものである。

2014年 2013年 2012年

株式制度（ストック・オプション、RSU） 48,335,993 25,156,350 31,983,113

2003年6月12日および2009年9月10日発行のアルカテル-ルーセントの転換社債

（OCEANE） - - 327,169,179

2013年7月3日発行のアルカテル-ルーセントの転換社債（OCEANE） 370,378,501 370,379,561 -

2014年6月10日発行のアルカテル-ルーセントの転換社債（OCEANE）第一および第二期間 281,999,995 - -

7.75％トラスト型転換優先証券 - 37,557,287 39,688,905

2.875％シリーズA転換証券 - - 68,844,512

2.875％シリーズB転換証券 - - 554,556,556

注記11 のれんおよび減損損失

a のれん

（単位：百万ユーロ） 純 

2011年12月31日時点ののれん 4,389

追加 -

売却および廃棄事業 -

のれん配分期間の変更 -

当該期間の減損損失 (522)

為替レートの変動の影響、純額 (47)

その他の変動 -

2012年12月31日時点ののれん 3,820

追加 -
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売却および廃棄事業 -

のれん配分期間の変更 -

当該期間の減損損失 (568)

為替レートの変動の影響、純額 (99)

その他の変動 3

2013年12月31日時点ののれん 3,156

追加 10

売却および廃棄事業 (222)

のれん配分期間の変更 -

当該期間の減損損失 -

為替レートの変動の影響、純額 237

その他の変動 -

2014年12月31日時点ののれん 3,181

以下の年度に会計処理された主な変更点

・2014年：222百万ユーロの増加はエンタープライズ事業の売却に関連するものである。10百万ユーロの増加は

ノルウェーの会社であるオプトプランの買収によるものである。

・2013年：2013年中、合計568百万ユーロの減損損失が計上された

・2012年：2012年中、合計522百万ユーロの減損損失が計上された。

回収可能価値を決定する上で使用された主要な想定

CGUの回収可能価額は、連結財務書類に大きな影響を及ぼした可能性がある主要な想定に基づくものである。主

要な想定は以下の通りである。

2014年 2013年 2012年

出典
事業計画

シフト計画

事業計画

シフト計画

事業計画

業績計画

回収可能価額の基準

公正価値
(1)

公正価値
(1)

公正価値
(1)
または

使用価値

割引率（WACC) 9.8％ 11％ 11％

継続成長率
(2)

0％～2.0％ 0％～2.5％ 0％～2.5％

(1)売却のための経費を差し引いた公正価値。

(2)注記2-cに記載のとおり、キャッシュフロー分析に使用した成長率はグループの予算に使用された率であり、その後の期間については

業界の率である。残存価値の計算に使用された継続成長率は、当グループのCGUに応じて、+0％から+2.5％の範囲である。

回収可能価額を決定する上で使用された方法は注記2-cに説明されている。

2014年年次減損テスト

使用された年次減損テストの想定は、2013年半ばに開始されたシフト計画を基にした5年間の事業計画に由来す

るものであった（詳細は注記2-iを参照）。光通信製品の波長分割多重方式（WDM）収益の大幅な増大もまた、

IPトランスポートの主要な想定として使用された。

2014年年次減損テストの結果、2014年はのれんの減損損失は計上されなかった。
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重要なのれんのある資金生成単位（注記1-g）において、のれんの減損テストに使用されるデータおよび具体的

な想定は以下のとおりである。

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日時点の

のれんの帳簿価額

回収可能価額と帳簿価額

の差額（A）純資産（B）

（A）－（B） 継続成長率

IPルーティング 829 4,328 2.0％

固定ネットワーク 703 1,706 1.5％

海底通信 608 188 2.0％

IPプラットフォーム 533 1,524 1.5％

IPトランスポート 303 136 2.0％

その他のCGU 205 0％～1.0％

合計、純額 3,181

感応度分析

他の仮定をすべて一定とした場合、割引率の0.5％の上昇または低下により、2014年ののれんおよび無形資産を

含むCGUまたはCGUのグループの回収可能価額がそれぞれ598百万ユーロおよび673百万ユーロ増減していた可能

性がある。割引率が0.5％上昇した場合、減損損失を引き起こした可能性があると考えられる。

他の仮定をすべて一定とした場合、割引率3.3％および2.9％の上昇により、海底通信およびITトランスポート

の回収可能価額がそれぞれの帳簿価額と同等になっていた可能性がある。

他の仮定をすべて一定とした場合、継続成長率の0.5％の低下により、海底通信およびITトランスポートの回収

可能価額が21百万ユーロおよび5百万ユーロ低下していた可能性がある。

他の仮定をすべて一定とした場合、当社のWDMに見込んでいる売上成長が6カ月遅れて達成された場合は、この

PDの2014年12月31日時点のIPトランスポートの回収可能価額が210百万ユーロ低下し、74百万ユーロののれんの

減損が発生していた可能性がある。

2013年年次減損テスト

2013年年次のれん減損テスでは、2013年6月に実施した選択減損テストから生じた568百万ユーロに加えて減損

損失は発生しなかった（以下を参照）。

年間減損テストで当社が使用した前提は2013年6月に開始したシフト計画（詳細は注記2-iを参照）に基づくも

ので、特定のCGUの回収可能価額を決定するにあたって使用する5年間のキャッシュ・フロー予測や終価の修正

に反映された。

また、ITトランスポートCGUの回収可能価額に関連する以下の主要な想定も適用した。（i）1.5％の継続成長

率、（ii）今後数年間におけるWDM収益の大幅な増大。

2013年7月1日付けで組織が発足するため（注記5参照）、のれんはCGUに対応して、この日に新しい製品部門ま

たは製品部門のグループに再配分され、この段階でのれんは減損に関して監視され、テストされる。

2013年6月30日締め半期の選択的追加減損テスト

2013年6月19日の、シフト計画に記載された当グループの新たな戦略に関する報告は、追加の再編費用につなが

る。こういった追加費用が、特定のCGU、主としてワイヤレス製品部門における当社ののれんの回収可能価額に

マイナスの影響を及ぼし、また及ぼす可能性がある。

ワイヤレス製品部門における全てののれんと無形資産のかなりの割合が2012年第4四半期中に行われる年次のれ

ん減損テスト時点で減損されたものの、2013年1月1日からの新組織の結果として、さらに詳しく言えば、以前

は別の製品部門であった新しい製品部門の保守活動を含めた結果、新しいワイヤレス製品部門にのれんのかな
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りの量を割り当てている。2013年7月1日以降、シフト計画はさらに組織構造を調整したが、製品部門間の保守

活動の配分については変更しなかった。

特定のCGUの回収可能価額に関するシフト計画の予想インパクトに基づき、3つの製品部門（ワイヤレス、光学

地上波、エンタープライズ）に関する2013年6月30日時点の選択的減損テストを実行することが決定された。

2012年12月に実施した2012年年次減損テストで採用した前提は、シフト計画で考慮した前提に基づき更新し

た。

この追加的な選択的減損テストの結果、ワイヤレス製品部門に関連する全てののれんは減損され、減損損失は

568百万ユーロに上った。
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2012年年次減損テスト

この年次減損テストが実施された期間は、経済環境が継続的に悪化し、一部地域の競争価格がグループの利益

性に課題をもたらし、予算に比べて調整済み営業利益が低下しているという状況にあった。また当社は、光通

信部門における波長分割多重方式（WDM）増加と新技術への移行のペースについての仮定を修正した。これらの

進化は、特定のCGUの回収可能価額を決定するにあたって使用する5年間のキャッシュ・フロー予測や終価の修

正に反映された。

これらの回収可能価額には、2012年7月に開始した業績プログラムから得られることが予想される一部の利点が

組み込まれており、2013年末までに1,250百万ユーロのコスト削減を実現できること想定している（注記2-i参

照）。

2012年の減損テストの結果、2012年は522百万ユーロののれん減損損失が会計処理され、一部のCGUの帳簿価額

が回収可能価額にまで低下した。522百万ユーロのうち、503百万ユーロがネットワーク・オペレーティング・

セグメントで計上され（そのうち、431百万ユーロが光通信製品部門、64百万ユーロが固定電話ネットワーク、

8百万ユーロがワイヤレス・ネットワーク）、19百万ユーロがソフトウェア・サービス・ソリューション事業セ

グメントで計上された（そのうち、11百万ユーロが高度通信ソリューション製品部門、8百万ユーロがネット

ワーク構築部および実装製品部門）。

2013年1月1日以降発足した新組織報告体系により、変更があったCGUに関連するのれんに対して2013年1月1日現

在で特定減損テストも実施した。2012年12月31日時点の残りののれんは、相対価値アプローチを用い、新たな

CGUに再配分された。

この特定減損テストに関連して会計処理された減損損失はない。

b 減損損失

2014年（単位：百万ユーロ） 中核ネットワーク 接続事業 その他 割当なし グループ合計

のれんの減損損失 - - - - -

資産計上された開発費の減損損失 - - - - -

無形資産の減損損失 - - - - -

有形固定資産の減損損失 - - - - -

合計、純額 - - - - -

うち、減損損失の戻入れ - - - - -

2013年（単位：百万ユーロ） 中核ネットワーク 接続事業 その他 割当なし グループ合計

のれんの減損損失 - (568) - - (568)

資産計上された開発費の減損損失 - - - - -

無形資産の減損損失 - 4 - - 4

有形固定資産の減損損失 - 18 - (2) 16

合計、純額 - (546) - (2) (548)

うち、減損損失の戻入れ - 22 - - 22

2012年（単位：百万ユーロ） 中核ネットワーク 接続事業 その他 割当なし 合計

のれんの減損損失 (442) (80) - - (522)

資産計上された開発費の減損損失
(1) - (122) - - (122)

無形資産の減損損失
(2) - (191) - - (191)

有形固定資産の減損損失 - (59) - - (59)
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合計、純額 (442) (452) - - (894)

うち、減損損失の戻入れ - 2 - - 2

(1)2012年第4四半期の年次のれん減損テストの一環として、当社はGSMおよびCDMAテクノロジーズの合併（共に当社のワイヤレス・ネット

ワーク製品部門）に関連して資産計上された開発費が減損される可能性があることを特定した。主な誘発的な出来事は、予想よりも早

くこれらの技術に代わって新しいLTE技術が取り入れられたことであった。そのため、これらの資産の減損テストが実施された。2012

年12月31日時点で、これら2つの技術に関して資産計上された開発費は、完全に減損または償却された。

(2)CDMA市場における変動により、その他の無形資産に対しても減損テストを実施した。この減損テストの結果、2012年のその他の無形資

産の減損損失は、191百万ユーロに上った。これらの減損損失はすべて、ワイヤレス・ネットワーク製品部門に計上され、主に、136百

万ユーロの顧客関係、50百万ユーロのCDMA取得技術が含まれる。これらは共に、2006年のルーセントとの合併を背景に当初計上された

ものである。これら2つの資産は、2012年12月31日時点で完全に償却または減損されている。

注記12 無形資産

a 無形資産

（単位：百万ユーロ）

資産計上された

開発費

その他の

無形資産 合計

2012年12月31日時点

原価または評価 2,613 5,630 8,243

割賦償却と減損 (2,192) (4,876) (7,068)

純帳簿価額 421 754 1,175

2013年12月31日時点

原価または評価 2,380 5,358 7,738

割賦償却と減損 (2,002) (4,735) (6,737)

純帳簿価額 378 623 1,001

2014年12月31日時点

原価または評価 2,370 6,048 8,418

割賦償却と減損 (2,041) (5,366) (7,407)

純帳簿価額 329 682 1,011

その他の無形資産には、企業結合で取得した主な無形資産（取得技術、進行中の研究開発および顧客との関

係）、特許、商標およびライセンスが含まれる。

b 無形資産の変動、純額

（単位：百万ユーロ）

資産計上された

開発費

その他の

無形資産 合計

2011年12月31日 560 1,214 1,774

資産計上 270 33 303

追加 - 13 13

償却 (282) (303) (585)

減損損失 (122) (191) (313)

売却目的で保有する資産、廃止事業および売却 - (2) (2)

為替レートの変動の影響、純額 (5) (11) (16)

その他の変動 - 1 1

2012年12月31日時点 421 754 1,175
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資産計上 189 32 221

追加 - 7 7

償却 (223) (148) (371)

減損損失 - 4 4

売却目的で保有する資産、廃止事業および売却 - (2) (2)

為替レートの変動の影響、純額 (9) (27) (36)

その他の変動 - 3 3

2013年12月31日時点 378 623 1,001

資産計上 162 73 235

追加 - 5 5

償却 (164) (97) (261)

減損損失 - - -

売却目的で保有する資産、廃止事業および売却 (77) (3) (80)

為替レートの変動の影響、純額 30 74 104

その他の変動 - 7 7

2014年12月31日時点 329 682 1,011

注記13 有形固定資産

a 有形固定資産

（単位：百万ユーロ） 土地

建物および

船舶

工場、機器

およびツール その他 合計

2012年12月31日時点

原価または評価 124 1,000 2,935 761 4,820

割賦償却と減損 (17) (573) (2,479) (618) (3,687)

純帳簿価額 107 427 456 143 1,133

2013年12月31日時点

原価または評価 90 931 2,716 768 4,505

割賦償却と減損 (10) (558) (2,277) (585) (3,430)

純帳簿価額 80 373 439 183 1,075

2014年12月31日時点

原価または評価 88 943 2,867 709 4,607

割賦償却と減損 (11) (545) (2,362) (557) (3,475)

純帳簿価額 77 398 505 152 1,132

b 有形固定資産の変動、純額

（単位：百万ユーロ） 土地

建物および

船舶

工場、機器

およびツール その他 合計

2011年12月31日 114 495 495 128 1,232

追加 - 5 97 197 299

減価償却費 (1) (68) (220) (36) (325)

減損損失
(1)

(4) (16) (41) 2 (59)
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無形資産の戻入
(1)

- - - - -

売却目的で保有する資産、廃止事業および売却 - (3) (1) - (4)

連結グループの変動 - 4 (1) - 3

為替レートの変動の影響、純額 (2) (6) (4) (3) (15)

その他の変動 - 16 131 (145) 2

2012年12月31日時点 107 427 456 143 1,133

追加 - 13 90 220 323

減価償却費 (1) (51) (206) (37) (295)

減損損失
(1)

(4) - (1) - (5)

無形資産の戻入
(1)

4 2 12 - 18

売却目的で保有する資産、廃止事業および売却 (28) (15) (8) - (51)

連結グループの変動 - - - (2) (2)

為替レートの変動の影響、純額 (4) (13) (13) (5) (35)

その他の変動 6 10 109 (136) (11)

2013年12月31日時点 80 373 439 183 1,075

追加 - 32 96 199 327

減価償却費 (1) (49) (208) (36) (294)

減損損失
(1)

- - - - -

無形資産の戻入
(1)

- - - - -

売却目的で保有する資産、廃止事業および売却 (9) (20) (20) (11) (60)

連結グループの変動 - - - - -

為替レートの変動の影響、純額 9 33 35 7 84

その他の変動 (2) 29 163 (190) -

2014年12月31日時点 77 398 505 152 1,132

(1)注記11-bを参照。

c ファイナンス・リース

ファイナンス・リースの有形固定資産の正味帳簿価額は、2014年12月31日現在45百万ユーロである（2013年12

月31日現在では51百万ユーロ、2012年12月31日現在では53百万ユーロ）。こうしたファイナンス・リースは、

主にヒューレット・パッカードとの共同部品調達契約（注記28参照）に伴って、売却および貸借した情報シス

テム機器やIT機器に関するものである。

解約不能なファイナンス・リースに基づいた、将来の最低リース支払額は注記28-a̶オフバランス債務に表示し

ている。

注記14 関連会社、合併会社および子会社の株主持ち分への投資

a 関連会社および合併会社への投資

額面

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

アルカテル-ルーセント・シャンハイ・ベルの持分法適用会社 9 9 9

アルダ・マリン 16 13 11

AMIRIB 12 7 3
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Tetron 8 5 5

その他（5百万ユーロ未満） 6 1 1

関連会社および合併会社への投資 51 35 29

b 関連会社および合併会社への投資における変動

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

1月1日時点の帳簿価額 35 29 21

持分法により会計処理された持分法適用会社における変更 - - 2

純利益（損失）持分 15 7 5

為替レートの変動の影響、純額 1 - 1

その他の変動 - (1) -

12月31日時点の帳簿価額 51 35 29

c 関連会社および合併会社の財務情報の概要

100％連結されたと仮定した場合の関連会社および合併会社の総合財務情報

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

資産合計 305 234 238

負債（持分を除く） 186 148 168

自己資本 119 86 70

収益 118 107 119

親会社の持分保有者に帰属する純利益（損失） 24 19 16

d 子会社の株主持ち分

当グループは、重要な非完全所有子会社アルカテル-ルーセント・上海ベル・カンパニー・リミテッドを所有し

ており、同社は重要な非支配株主持分を所有している（50％-1の株式）。アルカテル-ルーセント・上海ベル・

カンパニー・リミテッドおよびRFSグループを含め、中国その他世界各国にある同社の子会社は、「アルカテル

-ルーセント・上海ベル・グループ」を形成している。非支配株主持分の重要性は、アルカテル-ルーセント上

海ベルグループの収益、財政状態計算書、同グループの財務書類の重要性に基づいて決定された。その他子会

社における非支配株主持分は個別で見れば重要ではない。

（単位：百万ユーロ）

うち、アルカテル-ルーセント・上海ベルグループ

非支配

株主持分 純拠出金 消去

グループ間

消去前

2011年12月31日時点の残高 747 659 - -

増資 122 122 - -

2012年の収益における非支配株主持分 (77) (92) (3) (89)

その他の変動
(1) (47) (23) - -

2012年12月31日時点の残高 745 666 - -

2013年の収益における非支配株主持分 10 2 (4) 6

その他の変動
(1) (25) (13) - -
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2013年12月31日時点の残高 730 655 - -

2014年の収益における非支配株主持分 35 18 5 13

その他の変動
(1) 68 75 - -

2014年12月31日時点の残高 833 748 - -

(1)この金額は主に、非支配株主持分に帰属する自己資本に直接計上された純利益（損失）、支払配当金、為替換算の影響に関連するもの

である。

アルカテル-ルーセント・上海ベルグループ-要約財務情報

（単位：百万ユーロ）

グループ間消去前の金額
2014年 2013年 2012年

(5)

損益計算書

収益 3,089 2,130 2,197

営業活動からの利益（損失） 35 (8) (188)

純利益（損失） 26 3 (196)

うち以下に帰属する分

・親会社の株主 13 (3) (107)

・非支配持分 13 6 (89)

財政状態計算書

非流動資産 517 430 407

非流動負債 (127) (115) (115)

営業運転資金
(1)

76 (10) 33

現金および現金同等物
(2)(4)

1,217 1,139 1,210

金融負債 (142) (44) (106)

キャッシュ・フロー計算書

営業活動によるキャッシュ・フロー (30) 101 90

フリー・キャッシュ・フロー
(3)

(139) 19 22

投資活動によるキャッシュ・フロー 28 (28) (133)

財務活動によるキャッシュ・フロー 83 (76) 107

うち非支配株主持分に対する支払配当金 - - (18)

(1)注記17にて定義。

(2)注記24にて定義。

(3)注記27-bにて定義。

(4)この金額には、為替管理規制のある国において保有する現金および現金同等物が、2014年12月31日時点で988百万ユーロ（2013年12月

31時点で652百万ユーロ、2012年12月31日時点で819百万ユーロ）が含まれている。

(5)2012年4月1日を始期とするRFSグループを含む。

注記15 金融資産

2014年12月31日 2013年12月31日 2012年12月31日

（単位：

百万ユーロ）

その他の

非流動金融

資産、純額
(1)

市場性のある

有価証券
(2)

合計

その他の

非流動金融

資産、純額
(1)

市場性のある

有価証券
(2)

合計

その他の

非流動金融

資産、純額
(1)

市場性のある

有価証券
(2)

合計
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売却可能

金融資産 226 167 393 172 158 330 181 146 327

損益計上を通じ

て公正価値で測

定される金融資

産 100 1,505 1,605 91 2,101 2,192 98 1,382 1,480

償却原価で測定

される金融資産

(3) 80 - 80 59 - 59 62 - 62

合計 406 1,672 2,078 322 2,259 2,581 341 1,528 1,869

(1)うち、22百万ユーロは2014年12月31日時点で満期まで1年以内のもの（2013年12月31日時点で22百万ユーロ、2012年12月31日時点で47

百万ユーロ）。

(2)すべて、2014年、2013年、2012年12月31日時点で最新のものである。

(3)うち、32百万ユーロは、2014年12月31日時点の旧エンタープライズ事業への貸付に関連するものである。それぞれ2013年12月31日時点

で7百万ユーロ、2012年12月31日時点で24百万ユーロを示していたアルダ・マリンとAMIRIBへの貸付は、2014年に弁済された。

満期まで保有している金融資産は考慮されていない。

売却可能金融資産の累積公正価値の変動は、2014年12月31日現在の潜在的利得で、自己資本に計上された48百

万ユーロである（2013年12月31日時点では40百万ユーロ、2012年12月31日時点では29百万ユーロ）。

a 売却可能金融資産

2014年12月31日 2013年12月31日 2012年12月31日

（単位：百万ユーロ）

その他の

非流動

金融資産

市場性のある

有価証券 合計

その他の

非流動

金融資産

市場性のある

有価証券 合計

その他の

非流動

金融資産

市場性のある

有価証券 合計

1月1日時点の正味帳簿

価額 172 158 330 181 146 327 216 133 349

追加／（売却） 43 - 43 (3) - (3) (24) (3) (27)

公正価値の変動 (1) 9 8 (1) 12 11 - 16 16

減損損失
(1) (1) - (1) (1) - (1) (6) - (6)

連結グループの変動 - - - - - - - - -

その他の変動 13 - 13 (4) - (4) (5) - (5)

12月31日時点の正味帳簿価額 226 167 393 172 158 330 181 146 327

内訳：

・公正価値
(2)

9 167 176 7 158 165 8 146 154

・原価 217 - 217 165 - 165 173 - 173

(1)注記11-bで報告された金額に含まれる。

(2)公正価値の階層は、注記1-q-iiと26-cに表示されている。

売却可能な金融資産は、信頼できる公正価値が存在しない場合は、非上場株式の金融資産以外は償却原価によ

る公正価値で提示する。

（単位：百万ユーロ）公正価値変動： 2014年 2013年 2012年

その他の包括利益で直接認識された公正価値の変動 8 11 16

以前はその他の包括利益で認識されていたが、現在は売却によって純利益（損失）で

認識されている損益から生じる変動 - - -

合計 8 11 16
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b 損益計上を通じて公正価値で測定される金融資産

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

1月1日時点の正味帳簿価額 2,192 1,480 907

追加／（売却） (626) 715 569

公正価値の変動 6 6 9

その他の変動（CTA評価） 33 (9) (5)

12月31日時点の正味帳簿価額 1,605 2,192 1,480

c 償却原価で測定される金融資産

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

1月1日時点の正味帳簿価額 59 62 224

追加／（売却） 23 (16) (13)

減損損失
(1) 16 (2) (22)

連結グループの変動 - - -

その他の変動（組替） (18) 15 (127)

12月31日時点の正味帳簿価額 80 59 62

(1)注記11-bで報告された金額に含まれる。

注記16 現金および現金同等物

現金および現金同等物

（単位：百万ユーロ） 2014年12月31日 2013年12月31日 2012年12月31日

現金 2,399 2,473 2,362

現金および同等物 1,479 1,623 1,039

うち、短期金融資産投資信託 1,096 1,476 906

うち、その他（定期預金証券、財務省短期証券など） 383 147 133

現金および現金同等物-廃止事業を除く 3,878 4,096 3,401

廃止事業における現金 - - -

現金および現金同等物-廃止事業を含む 3,878 4,096 3,401

為替管理規制のある国において（主に中国）、2014年12月31日現在1,019百万ユーロの現金および現金同等物を

保有している（2013年12月31日時点で756百万ユーロ、2012年12月31日時点で949百万ユーロ）。

注記17 営業運転資金

営業運転資金
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営業運転資金は、以下に記載するとおり、流動営業資産および負債から生じた運転資金を示す。営業運転資金

は、その他の流動資産およびその他の流動負債を除外することで定義する。

（単位：百万ユーロ） 2014年12月31日 2013年12月31日 2012年12月31日

棚卸資産および仕掛品、純額 1,971 1,935 1,940

営業債権およびその他の債権、純額
(1) 2,528 2,482 2,860

前渡金および未成工事支出金、純額 43 46 53

前受金 (810) (681) (718)

営業債務およびその他の債務 (3,571) (3,518) (3,726)

営業運転資金、純額 161 264 409

(1)遡及権なしで売却された営業債権の金額、およびこれらの譲渡がキャッシュ・フローに及ぼす影響については、注記20に詳細が記載さ

れている。

（単位：百万ユーロ）

2013年

12月31日

キャッシュ・

フロー

廃止事業の

キャッシュ・

フロー
(1)

連結グループの

変動
(1)

為替相場および

その他

2014年

12月31日

棚卸資産および仕掛品 2,330 72 (1) (47) 13 2,367

営業債権およびその他の債権
(2) 2,639 (18) (49) (82) 231 2,721

前渡金および未成工事支出金 46 (4) 1 (1) 1 43

前受金 (681) (88) 4 17 (62) (810)

営業債務およびその他の債務 (3,518) 167 9 156 (385) (3,571)

営業運転資本、総額 816 129 (36) 43 (203) 749

評価引当金 (552) ̶ ̶ 14 (50) (588)

営業運転資金、純額 264 129 (36) 57 (253) 161

(1)主に、2013年12月31日現在で「廃止事業」に再分類されたエンタープライズ事業に関連する（注記9を参照）。

(2)遡及権なしで売却された営業債権の金額、およびこれらの譲渡がキャッシュ・フローに及ぼす影響については、注記20に詳細が記載さ

れている。

工事契約を交わす顧客の債権と債務

（単位：百万ユーロ）

工事契約にかかる顧客債権／顧客債務金額の分析 2014年12月31日 2013年12月31日 2012年12月31日

工事契約にかかる顧客に対する債権 613 757 723

工事契約にかかる顧客に対する債務 (96) (82) (103)

合計 517 675 620

工事契約にかかる仕掛品、総額 499 487 493

工事契約にかかる仕掛品、減価償却費 (7) (2) (23)

工事契約にかかる未払収益 117 270 262

製品売上引当金̶工事契約 (92) (80) (112)

合計 517 675 620

注記18 棚卸資産および仕掛品
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a 正味価値の分析

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

原材料および物品 231 265 283

工事契約を除く仕掛品 842 817 845

工事契約にかかる仕掛品、総額 499 487 493

完成品 794 761 767

粗価値 2,366 2,330 2,388

評価引当金 (395) (395) (448)

合計、純額 1,971 1,935 1,940

b 評価引当金の変動

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

1月1日時点 (395) (448) (455)

（追加）／戻入 (139) (106) (171)

使用 54 45 40

連結グループの変動 9 9 ̶

為替レートおよびその他の変動の影響、純額 76 105 138

12月31日時点 (395) (395) (448)

注記19 営業債務および関連勘定

営業債権およびその他の債権、純額

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

金利が生じる債権 1 5 41

その他の営業債権 2,720 2,634 2,939

粗価値 2,721 2,639 2,980

減損損失累計額 (193) (157) (120)

合計、純額 2,528 2,482 2,860

うち、1年後に支払われる金額の純額 108 39 55

前受金

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

工事契約に関する前受金 57 68 77

顧客から受け取ったその他前受金 753 613 641

前受金合計 810 681 718

内訳：

・　1年以内に期日を迎える分 767 640 674

・　1年先以降に期日を迎える分 43 41 44
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注記20 振替金融資産

a 遡及権なしで売却された営業債権

残高

（単位：百万ユーロ） 2014年12月31日 2013年12月31日 2012年12月31日

遡及権なしで売却された流動債権
(1)

1,678 1,343 1,111

(1)債務者による支払不履行があった場合に遡及権がない。当グループには、全額の承認が取り消されない遡及権なしで売却された債権に

関し、継続して深く関与しているものはない。

遡及権なしで売却された債権の増減

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

営業活動によるキャッシュ・フローへの影響 335 232 159

b 全額が取り消されない振り替え対象の債権

フランスの研究開発費の税額控除に伴う債権（「Crédits d’Impôt Recherche」）は、銀行に売却されたもの

の、これらの債権関連のリスクや便益をすべて多額に保持しているため、財政状態計算書から取り消されてい

ない。これは、特定の状況下で購入者が販売を遡及して取り消す能力と、フランス政府による契約満期（3年）

前後の債権の償還時に売却価格調整が存在することに起因する。

これは、金融負債（その他の金融負債）に含まれる2014年12月31日現在の金額233百万ユーロ（2013年12月31日

時点で248百万ユーロ、2012年12月31日時点で166百万ユーロ）を表している。

注記21 その他の資産および負債

（単位：百万ユーロ）

その他の資産 2014年12月31日 2013年12月31日 2012年12月31日

その他の流動資産 877 751 726

その他の非流動資産 429 413 428

合計 1,306 1,164 1,154

内訳：

・　通貨デリバティブ 149 18 29

・　金利デリバティブ-ヘッジ 2 11 33

・　金利デリバティブ-その他 - - -

・　商品デリバティブ - - -

・　その他の税金債権 730 747 698

・　その他の流動負債および非流動資産 425 388 394

（単位：百万ユーロ）

その他負債 2014年12月31日 2013年12月31日 2012年12月31日
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その他の流動負債 (1,429) (1,237) (1,204)

その他の非流動負債 (175) (188) (177)

合計 (1,604) (1,425) (1,381)

内訳：

・　通貨デリバティブ (51) (54) (40)

・　金利デリバティブ-ヘッジ - (21) -

・　金利デリバティブ-その他 (9) - (1)

・　商品デリバティブ - - -

・　その他の税債務 (352) (287) (291)

・　未払給与および社会保障費 (850) (794) (768)

・　その他の流動および非流動負債 (343) (269) (281)

注記22 持分

a 資本金および株式払込剰余金

2014年12月31日に、資本金は額面価格0.05ユーロの普通株式2,820,432,270株から構成されていた（2013年12月

31日時点では額面価格0.05ユーロの普通株式2,808,554,197株、2012年12月31日時点では額面価格2ユーロの普

通株式2,326,563,826株）。

2014年は資本金を増加し株式払込剰余金は以下に達した：15百万ユーロ。この純増加は以下の取引によるもの

である。

・オプションおよび業績連動株式の行使によって、11,878,073株を15百万ユーロで発行（14百万ユーロの株式

払込剰余金を含む）。

2013年、資本金の純増加および株式払込剰余金は990百万ユーロに達した。この増加は以下の取引によるもので

ある。

・455,568,488株を926百万ユーロで発行（903百万ユーロの株式払込剰余金を含む）。

・オプションおよび業績連動株式の行使によって、10,763,621株を16百万ユーロで発行（11百万の株式払込剰

余金を含む）。

・発行済の2015年に満期が到来するOCEANE転換社債15,658,262口をアルカテル-ルーセント株に転換して48百万

ユーロの増資を生成（47百万ユーロの株式支払剰余金を含む）。

・株価の名目価値を1株当たり2から1.95ユーロに減資し、0.05ユーロの減資により株主 資本の名目価額が

4,542百万ユーロ減、株式払込剰余金が4,542百万ユーロ増。

2012年に資本金を増加し、株式払込剰余金は百万ユーロに達した。この増加は以下の取引に関するものであっ

た。

・業績連動株式の行使によって、1,180,498株を0百万ユーロで発行（(2)百万ユーロの株式払込剰余金を含

む）。

資本構成の維持および調整のため、グループは株主に支払われる配当金の金額を調整し（注記22-d参照）、自

社の持分を買い戻し（注記22-c参照）、新株または転換社債および類似商品を発行することができる。

グループは、追加株式の発行を制限する契約当事者ではない。

b ストック・オプション、業績連動株および株式報酬

EDINET提出書類

アルカテル・ルーセント(E05781)

有価証券報告書

207/452



株式報酬

権利確定期間中、報酬費用の決定にあたり、付与された株式報酬については5％の見積年間失効率が適用されて

いる。見積失効率は最終的に実績値に調整されている。

権利確定期間後に取消された株式報酬および行使されなかった株式報酬については、従前に認識された費用の

修正はない。

ストックオプション制度、株式購入制度、制限付株式および制限付現金ユニットによる株式報酬が営業活動か

らの利益（損失）に与えた影響

株式報酬に関してIFRS第2号に準拠して認識された報酬費用の内訳は以下のとおりである。

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

株式報酬に関する報酬費用 23 27 35

うち、株式による決済 16 19 26

うち、現金による決済
(1)

7 8 9

(1)ファントム株の付与、および2008年1月1日以降付与されたストック・オプション、制限付株式ユニット、および業績連動株式に対し、

アルカテル-ルーセントが付与日時点で支払ったフランスの税金を含む。

現金決済商品の準備金は、2014年12月31日現在で12百万ユーロ（2013年12月31日時点では6百万ユーロ、2012年

12月31日時点では8百万ユーロ）。

ストック・オプション

2014年12月31日時点でのストック・オプションの詳細は以下の通りである。

付与日 行使期間 行使価格
(1)

付与された

ストック・

オプションの数
(1)

残存する

ストック・

オプションの数
(1)

権利確定

ストック・

オプションの数
(1)

3/1/07
3/1/08～2/28/15 €9.463 210,665 96,488 96,488

3/28/07 3/28/08～3/27/15 €8.611 41,293,536 19,687,806 19,687,806

8/16/07 8/16/08～8/15/15 €8.517 347,323 126,342 126,342

11/15/07 11/15/08～11/14/15 €5.962 301,216 35,620 35,620

3/25/08 3/25/09～3/24/16 €3.596 49,601,042 25,706,953 25,706,953

7/1/08 7/1/09～6/30/16 €4.164 229,515 96,550 96,550

12/31/08 12/31/09～12/30/16 €1.893 2,099,746 105,054 105,054

3/18/09 3/18/10～3/17/17 €1.893 54,344,640 29,923,624 29,923,624

7/1/09 7/1/10～6/30/17 €1.893 458,597 178,147 178,147

10/1/09 10/1/10～9/30/17 €2.744 287,390 82,963 82,963

12/1/09 12/1/10～11/30/17 €2.366 110,985 19,024 19,024

3/17/10 3/17/11～3/16/18 €2.271 19,492,023 10,847,736 10,847,736

7/1/10 7/1/11～6/30/18 €2.082 739,569 140,130 140,130

10/1/10 10/1/11～9/30/18 €2.176 892,366 486,055 486,055
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12/9/10 12/9/11～12/8/18 €2.082 130,655 67,109 67,109

3/1/11 3/1/12～2/28/19 €3.028 635,597 108,330 92,356

3/16/11 3/16/12～3/15/19 €3.501 11,738,649 7,776,479 6,256,542

6/1/11 6/1/12～5/31/19 €3.974 427,713 180,239 143,168

9/1/11 9/1/12～8/31/19 €2.366 178,297 121,014 90,485

12/1/11 12/1/12～11/30/19 €1.893 152,467 105,110 80,262

3/14/12 3/14/13～3/13/20 €1.893 11,286,981 7,793,308 3,989,012

8/13/12 8/13/13～8/12/20 €1.893 399,202 130,528 63,937

12/17/12 12/17/13～12/16/20 €1.893 99,628 76,233 39,328

7/12/13 7/12/14～7/11/21 €1.419 23,655,950 20,565,135 3,961,390

(1)増資を反映するよう価値は最新のものに更新されている。

決済方法

旧アルカテルまたは旧ルーセント（それぞれ事業統合以前）またはアルカテル-ルーセントにより付与されたス

トック・オプションはすべて、株式のみにより決済される。

IFRS 2の対象となる制度の権利確定条件

権利確定

2010年5月以前に付与

されたオプションの権利

（全従業員に対して

2009年3月に付与されたも

の、および経営委員会委員

に対して2008年

5月以降に付与された

オプションを除く）

経営委員会委員に対して2008

年5月以降、および2010年12

月以前に付与されたオプショ

ン

経営委員会に対して

2011年1月以降に付与された

オプションオプション

全従業員に対して

2009年3月に付与され

たオプション

従業員に対して2010年6月

以降に付与された

オプション（経営委員会委

員は除く）

勤労条件 4年間にわたる連続した期

間：12カ月後にオプション

の25％の権利が確定し、勤

続1年目以降に毎月

48分の1のオプションの

権利が確定する。

フランスの雇用契約を有する

従業員の場合：

4年間にわたる連続した期

間：勤続2年で50％、勤続3年

で25％、勤続4年で25％の権

利が確定する。

その他の従業員の場合：

4年間にわたり定額（年に

25％）。

フランスの雇用契約を有する

従業員の場合：

4年間にわたる連続した期

間：勤続2年で50％、勤続3年

で25％、勤続4年で25％の権

利が確定する。

その他の従業員の場合：

4年間にわたり定額（年に

25％）。

2回連続で、2年間で

毎年50％ずつ

権利が確定する。

フランスの雇用契約を有す

る従業員の場合：

4年間にわたる連続した期

間：勤続2年で50％、勤続3

年で25％、勤続4年で25％

の権利が確定する。

その他の従業員の場合：

4年間にわたり定額（年に

25％）。

業績 該当なし。 付与の50％に対して適用され

る。

アルカテル-ルーセントの株

価は、通信機器セクターのソ

リューションおよびサービス

プロバイダー

14社の同業グループ企業の代

表サンプルに関連し、毎年定

められる。

権利確定は、同業企業と比較

した上でのアルカテル-ルー

セントの順位に

よって決まる。

付与の50％に対して適用され

る。

業績条件は、「フリー・

キャッシュ・フロー」に基づ

く財務条件と関連付けられ

る。各期間末に、達成した業

績レベルに応じて、

100％、75％、50％、20％ま

たは0％の係数を用いて、当

該期間中に権利が確定される

株式数を算出する。

該当なし。 該当なし。

オプションの数および行使価格

ストップ・オプションの数と行使価格に関する情報は、以下の通りである。
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すべての制度

ストック・オプション数 加重平均行使価格（ユーロ）

2012年1月時点 175,879,780 5.58

付与 11,255,155 2.00

行使 (46,596) 0.76

失効 (10,926,218) 4.91

期限切れ (12,437,061) 13.20

2012年12月31日時点 163,725,060 4.80

2013年12月9日まで付与 22,417,900 1.50

2013年12月9日まで行使 (5,396,922) 2.06

2013年12月9日まで失効 (18,274,115) 4.46

2013年12月9日まで期限切れ (12,636,462) 9.76

増資前の2013年12月9日現在 149,835,461 4.03

増資効果 8,553,374 (0.22)

増資後の2013年12月9日現在 158,388,835 3.81

2013年12月10日から2013年12月31日まで行使 (2,537,051) 1.97

2013年12月10日から2013年12月31日まで失効 (1,693,337) 4.68

2013年12月10日から2013年12月31日まで期限切れ (1,422) 1.19

2013年12月31日時点 154,157,025 3.83

行使 (7,500,665) 1.96

失効 (12,631,995) 3.91

期限切れ (9,568,388) 10.99

2014年12月31日現在残高 124,455,977 3.38

公正価額

ストック・オプションの公正価値は、付与日現在で、コックス-ロス-ルビンシュタインによる二項モデルを用

いて測定される。このモデルによれば、ストック・オプション行使行動傾向を考慮に入れて、行使期間末まで

にすべてのオプションが例外なく行使されるとは限らないと考えることも可能である。予測ボラティリティ

は、付与日現在のインプライド・ボラティリティであるとして決定される。

主な制度の仮定および公正価格は以下の通りである。

制度 付与日

付与日時点での株価

（ユーロ）

予測

ボラティリティ

リスクフリー・

レート

将来利益の

配当率

公正価値

（ユーロ）

2008年3月 03/25/2008 3.80 45％ 3.90％ 0.8％/年間 1.50

2009年3月 03/18/2009 1.228 64％ 3.00％ 0.8％/年間 0.49

2009年3月すべての従業員 03/18/2009 1.228 64％ 3.00％ 0.8％/年間 0.46

2010年3月 03/17/2010 2.400 45％ 3.00％ 0.8％/年間 0.95

2011年3月 03/16/2011 3.700 40％ 3.00％ 0.8％/年間 1.40

2012年3月 03/14/2012 1.800 60％ 1.50％ 0.8％/年間 0.82

2013年7月 07/12/2013 1.500 58％ 1.50％ 0.8％/年間 0.68

その他の制度の公正価値は0.28ユーロから2.13ユーロの間であり、加重平均公正価値は1.04ユーロである。
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取得企業に関する制度

企業結合において取得した会社の制度の一部は、旧アルカテルまたはアルカテル-ルーセントの申込みストッ

ク・オプション制度または株式購入制度に転換された。取得された会社の制度については、当初の制度の権利

確定条件およびオプションの期間に変更はない。

アルカテルの取得企業のオプション制度では、アルカテル-ルーセント株またはADSを発行し、かかる制度のも

とで付与されたオプションを行使して、取得に用いた転換比率を取得企業の株式数に適用して金額を決定し、

付与する。以上がオプションの内容である。

行使時に、アルカテル-ルーセントは新規ADS（および結果的に株式）を発行する。

業績連動株式

決済方法

アルカテル-ルーセントにより付与されたすべての業績連動株式は、すべて株式のみにより決済される。

2009年および2010年に付与した業績連動株式の権利確定条件

アルカテル-ルーセントが2009年および2010年に付与したすべての業績連動株式制度に対し、以下の規則が適用

される。

・勤労条件：登記上本社がフランスにある当グループ内企業の従業員あるいは役員である受益者の場合、その

業績連動株式は2年間の権利確定期間末に権利が確定される。当該業績連動株式は、2年間の保有期間終了後

に利用可能となる。登記上本社がフランス国外にある当グループ内企業の従業員あるいは役員である受益者

の場合、権利確定期間は4年であり、追加の保有期間はない。

・業績条件：グループの業績評価は、グローバル年間報奨計画で用いられるものと同じ基準に基づくものでな

ければならない。各基準について、当該会計年度の年初に数量目標を定める。2年あるいは4年の権利確定期

間末に、受益者が2年間当グループの従業員であった場合に限り（一部例外あり）、権利確定される業績連

動株式数は、平均に基づき、2年間ないし4年間について取締役会が定めた年間グループ業績目標の達成度に

左右されることになる。

2011年に付与された業績連動株式の権利確定条件

アルカテル-ルーセントが2011年に付与したすべての業績連動株式制度に対し、以下の規則が適用される。

・勤労条件：登記上本社がフランスにある当グループ内企業の従業員あるいは役員である受益者の場合、その

業績連動株式は2年間の権利確定期間末に権利が確定される。当該業績連動株式は、2年間の保有期間終了後

に利用可能となる。登記上本社がフランス国外にある当グループ内企業の従業員あるいは役員である受益者

の場合、権利確定期間は4年であり、追加の保有期間はない。

・業績条件：アルカテル-ルーセントの株価の業績に基づき、他の通信機器セクターのソリューションおよび

サービスプロバイダー12社の代表サンプルと照らし合わせて、2年間にわたって測定される。以下の企業に

対するアルカテル-ルーセントの順位を確認するため、サンプルを選定した：（F5 Networks、Ciena、

Juniper、ZTE、Tellabs、Arris、Cisco、ADTRAN、Comverse、Nokia、Ericsson、およびMotorola

Solutions）。これらサンプル・プロバイダーは、該当企業の状況変化（合併や破産等）に応じて変更され

る場合がある。参考株価は、1年間の各期間に先立つ20取引日を対象に、ユーロネクスト・パリ取引所にお

けるアルカテル-ルーセント株式の始値に基づいて計算される。サンプルのアルカテル-ルーセントと他社の

株価変動は、2回にわたる1年間の参照期間末に測定され、それぞれ付与される権利の50％を占める。アルカ

テル-ルーセントの株価の業績に応じて、異なる係数を用いて、各期間中取得される権利の数を算出する。

係数は、100％、70％、50％、20％または0％である。0％は、アルカテル-ルーセントが最下位となった場合
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に適用される。2回目の期間に用いられる係数は、1回目の期間に取得されなかった残りの権利に対して適用

される。権利確定期間の期限が切れる時点での権利確定業績連動株の最終的な数を決定するために、フラン

ス国外に登記事務所を構えるグループ企業については、当社および代表サンプルを構成する他社の株価の業

績は、付与日の4年後の応答日に再度算出するものとする。当社と他社の4年間全体の株価の業績に基づき、

各社の順位を決定するために、付与日時点でのすべての企業の参照株価を、4年間の権利付与期間中、付与

日の各応答日に決定されるすべての企業の参照株価の平均と照らし合わせるものとする。当社が最下位に位

置付けられない場合、2回目の期間末に決定される業績連動株式数は最終的に、権利確定期間末に権利が確

定する。

2014年に付与された業績連動株式の権利確定条件

・勤労条件：業績連動株の50％は2年間の権利確定期間末に権利が確定され、残りの50％は4年間の権利確定期

間末に確定される。

・業績条件：本条件は、通信機器セクターのソリューションおよびサービス・プロバイダー10社の代表サンプ

ルと照らし合わせて、2年間および4年間の期間にわたり測定されたアルカテル-ルーセントの株価の推移に

基づいている。以下のグループの平均株価と比較した場合のアルカテル-ルーセントの株価の推移を確認す

るため、サンプルを選定したADTRAN、Amdocs、Arris、Ciena、Cisco、CommScope、Ericsson、Juniper、

Nokia、ZTE。当該サンプルは、これらの企業の上場に影響する企業構造に関する取引の場合には、特にかか

る企業の変更内容に基づいて改定される場合がある。各期間は付与された権利の50％を占める。

－ 第1期間－1年目から2年目までの2年間：アルカテル-ルーセントの株価の推移に応じて、0から100％の範

囲の、同じグループの平均と比較した場合のアルカテル-ルーセントの株価の推移の順位に基づく係数

は、第1期間中の権利確定株式数の計算に使用される。

－ 第2期間－1年目から4年目までの4年間：アルカテル-ルーセントの株価の推移に応じて、0から100％の範

囲の、同じグループの平均と比較した場合のアルカテル-ルーセントの株価の推移の順位に基づく係数

は、第2期間中の権利確定株式数の計算に使用される。権利確定期間末に権利が確定される株価の最終的

な数を決定するにあたり、次の最低条件が考慮される：アルカテル-ルーセントの業績連動株式が同一グ

ループの60％に満たない場合、第1期間末に取得できるはずであったものであっても、権利は確定されな

い。また、第2期間末の業績条件の達成レベルが、第1期間よりも優れている場合、第2期間末の業績条件

の達成レベルが業績連動株式の権利確定全体に適用されるものとする。

付与された業績連動株式数および業績連動株式数の変動

業績連動株式数の変動は以下のとおりである。

（業績連動株式数）

付与日 03/18/09 03/17/10 03/16/11 03/14/12 07/12/13 09/15/14

2011年12月31日現在残高 5,303,163 6,873,978 9,784,210 - - -

付与 - - - 10,674,215 - -

取得 (2,017) (1,177,356) (6,637) (1,500) - -

失効 (78,279) (248,610) (532,232) (382,852) - -

2012年12月31日現在残高 5,222,867 5,448,012 9,245,341 10,289,863 - -

2013年12月9日まで付与 - - - - 2,368,500 -

2013年12月9日まで取得 (1,880,603) (3,716) (988,790) (10,350) - -

2013年12月9日まで失効 (3,342,264) (17,496) (1,085,897) (1,227,938) - -

増資前の2013年12月9日現在 - 5,426,800 7,170,654 9,051,575 2,368,500 -

増資効果 - 312,876 410,201 517,299 134,497 -

増資後の2013年12月9日現在 - 5,739,676 7,580,855 9,568,874 2,502,997 -
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2013年12月10日から

2013年12月31日まで取得 - - - - - -

2013年12月10日から

2013年12月31日まで失効 - (2,617) (1,639) (194,254) (84,544) -

2013年12月31日現在残高 - 5,737,059 7,579,216 9,374,620 2,418,453 -

付与 - - - - - 10,466,473

取得 - (2,393,947) (1,797) (2,041,408) - -

失効 - (3,343,112) (13,022) (364,375) (126,813) (96,865)

2014年12月31日現在残高 - - 7,564,397 6,968,837 2,291,640 10,369,608

アルカテル-ルーセントによって付与される業績連動株式の公正価値

勤労条件のみが付いた業績連動株式の公正価値は、年率0.8％で設定される将来利益の予定配当率によって割り

引かれたアルカテル-ルーセントの株価として、付与日に定められる。その他の業績連動株式の公正価値は、付

与日現在で、確率論的モデルを用いて測定される。

この仮定に基づく、株式報酬に関する報酬費用の計算に用いられたアルカテル-ルーセント業績連動株式の公正

価値は、以下の通りである。

・2009年3月18日の計画：公正価値は1.19ユーロ

・2010年3月17日の計画：公正価値は2.40ユーロ

・2011年3月16日の計画：公正価値は3.05ユーロ

・2012年3月14日の計画：公正価値は1.41ユーロ

・201３年7月12日の計画：公正価値は1.09ユーロ

・2014年9月15日の計画：公正価値は1.82ユーロ

c 自己株式

アルカテル-ルーセントは、普通株式の買い戻しプログラムを構築し、2013年5月7日に開催された株主総会で更

新されたが、これは、法で定められた条項の下でグループの従業員に株式を配分し、当社の資本に対する権利

を与え、有価証券を発行することによって生じる責任に敬意を払うこと、または取得の際に交換や支払いとし

て使用することが目的であった。購入は資本金の10％を上限として制限され、授権は直近の株主通常総会から

18カ月で期限切れとなる。同プログラムの一環で、2014年12月31日までは株式は購入されなかった（2013年ま

たは2012年にも購入されなかった）。

グループが所有するアルカテル-ルーセント株の帳簿価額は、2014年12月31日現在で1,084百万ユーロであった

（2013年12月31日時点で1,428百万ユーロ、2012年12月31日時点で1,567百万ユーロ）。これらは取得原価で利

益剰余金から控除される。

d 配当金

当社の取締役会は、2015年5月26日開催の年次株主総会で、2014年12月31日に終了した会計年度については配当

金を配分しないことを提案する。2012年度および2013年度には配当金支払いは行わなかった。

次へ
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注記23 年金、退職金およびその他の退職後給付

各国の法律および通関制度に従い、グループは企業年金制度、特定の医療保険および医療費の払戻しを行って

いる。制度は、各国の法律、当該子会社の事業および従来の慣行によって異なる。

公的制度

西欧の特定の国では、グループは、国および業界レベルで組織された社会保障制度に強制加入し、その公的機

関等への保険金に相当する額を負担している。こうした制度は確定拠出制度とみなされている。しかし、一部

の国では、年金制度に関連する社会保険負担の支払を明確に識別できない。

その他の確定拠出制度

給付額は、単に制度に支払った拠出金の金額および拠出から生じた投資収益の金額によって異なる。グループ

の債務は支払った拠出金の金額に限定される。

確定拠出制度（国または業界レベルで組織された強制社会保障制度を除く）に支払った拠出金は、2014年は58

百万ユーロであった（2013年は103百万ユーロ、2012年は123百万ユーロ）。

確定拠出制度

以下に記載する国での年金とその他の退職後給付制度は、2014年12月r31日時点で当社の給付債務の99％を占め

ている。

給付債務合計の84％が退職者に関するものである。従って、当社の計画は非常に高度であり、死亡リスクや割

引率の変化にさらされやすい。寿命が1年伸びた場合、2014年12月31日時点の給付債務は（31,570）百万ユーロ

から（32,717）百万ユーロに増加する。さらに、割引率が50ベーシスポイント増減した場合、2014年12月31日

時点の給付債務はそれぞれ、1,554百万ユーロ増加、1,709万ユーロ減少となる。

年金および退職の債務は、注記1-jに示す会計方針に従って決定される。

米国

旧ルーセント・グループの従業員については、アルカテル-ルーセントは、従業員および退職者に対する確定給

付年金制度を維持しており、その大半は米国で実施されている。さらに、米国の退職者向けに向けて、医療・

歯科給付および生命保険をはじめとするその他の退職後給付も維持している。これらの年金制度は、従来の

サービスベースのプログラムだけでなく、キャッシュ・バランス型プログラムを特徴としている。旧ルーセン

トのキャッシュ・バランス型プログラムは1998年12月31日以降に採用された米国の管理職従業員用の確定給付

年金制度に加えられたが、従来のプログラムからキャッシュ・バランス型プログラムに移行した従業員はいな

かった。さらに、旧ルーセントのキャッシュ・バランス型プログラムの参加者は、企業給付の退職後医療およ

びグループの生活給付金を受ける資格はない。2001年6月30日時点で勤続15年未満の米国経営幹部従業員は、退

職後グループ生活給付金ならびに医療給付金を受ける資格はない。2008年1月1日以降、管理職従業員用の確定

給付年金制度への新規加入者の受付は行っていない。2009年10月21日、米アルカテル-ルーセント・インクは、

米国の経営幹部向け確定給付年金制度および2010年1月1日発効の米国追加年金制度を凍結した。グループで勤

務し続ける制度加入者に関しては、2009年12月31日以降、これらの制度における追加の給付は発生しない。

2014年1月1日以降、グループは米国の経営幹部向けに新しいキャッシュ・バランス型プログラムを採用してい

る。

ドイツ
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いくつかの例外を除き、従来の計画は全て（最終給与ベースの計画やキャリア平均給与ベース計画）は2012年

12月31日時点で凍結され、現金残高計画に置き換えられた。これは、拠出金が給与の0.75％であり、以下の保

証を提供し、上限は3.0％である。給付金は退職時に一括で支払われ、金額は、個別の口座と保証された利息で

徴収された年金額に等しい。

オランダ

2011年12月31日以降、キャリア平均給与ベースの制度は凍結され、現金残高プログラムと置き換えられた。こ

れは、拠出金が保険会社に支払われ、年金はインフレに対して指数化されるものである。2014年以降、この制

度は確定拠出型制度に置き換えられている。この制度は現在は保有されておらず、年間拠出は連結損益報告書

において認識される。

ベルギー

現職の従業員は最終的な給与ベースの年金制度の恩恵を受け、この制度では、給付は退職時に一括で支払われ

る。

フランス

定年退職実費給付補償型制度に加え、当社では、フランスで法人化されているグループ企業の経営陣全員に対

してプライベートな年金制度（AUXAD制度）を提供している。この年金制度は、年間社会保障年金上限の8倍を

超える利益部分について、フランスのAGIRC（管理職年金制度連合会）のもとで給付を補完するものである。た

だし、これを超える額に関しては、法的なまたは契約に基づく年金制度はない。AUXAD制度のシステムおよび計

算方法は、AGIRC制度と類似している。AUXADでは、退職時に同社に在職することを受給者に義務付けていな

い。

英国

英国、アルカテル年金制度、ルーセント・テクノロジーズ退職給付制度で提供されている給付年金には2つの定

義された制度がある。いずれの制度も2002年と2001年の新制度導入で終了したが、現職の従業員は依然として

給付を受けている。これらの計画はいずれも給与をベースとしたプログラムである。

a 保険数理上の仮定

保険数理上の評価を決定するため、保険数理士は国ごとに、または企業ごとの特定の仮定（従業員退職率、給

与昇給）によって一般的な仮定を決定した。2014年、2013年、および2012年の仮定は以下の通りである（表示

レートは加重平均利益率）。

2014年 2013年 2012年

割引率 3.31％ 4.07％ 3.25％

将来の昇給 2.56％ 3.36％ 3.33％

退職後費用の趨勢率 6.60％～4.90％ 5.90％～4.90％ 6.90％～5.10％

上記レートは、2014年、2013年、および2012年の地域セグメントによって、以下の通り分類される。

2014年 2013年 2012年

割引率 将来の昇給 割引率 将来の昇給 割引率 将来の昇給

フランス 1.75％ 1.99％ 3.25％ 2.00％ 2.75％ 2.95％
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ベルギー 1.75％ 3.00％ 3.25％ 3.25％ 2.75％ 3.25％

英国 3.42％ 4.27％ 4.50％ 4.56％ 4.25％ 4.27％

ドイツ 1.75％ 3.00％ 3.25％ 3.00％ 2.75％ 3.00％

その他欧州 1.48％ 0.35％ 2.94％ 2.45％ 2.53％ 2.54％

米国 3.49％ 2.12％ 4.53％ 2.67％ 3.29％ 3.77％

その他 4.35％ 3.92％ 5.63％ 4.22％ 4.08％ 3.25％

割引率は、各国で当該制度に匹敵する満期日を持つ高格付債（̶AAまたはAAAの政府および優良企業）の市場利

回りを参照して得たものである。

ユーロ地域と英国についてはブルームバーグ・コーポレートAA格が割引率として用いられており、米国につい

ては、「オリジナル」のシティグループ年金割引曲線が用いられている。これらのレファレンスはIAS第19号の

要件に従っており、当社が2012年12月31日まで継続的に使用してきた。2013年以降ブルームバーグがこの利回

りの公表を中止したため、ユーロ圏と英国におけるアルカテル-ルーセントの年金制度の割引率は、Iboxx AA企

業の利回りに基づいて決定される。

b 退職後給付金の定期費用純額の内訳

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

勤務費用と過去勤務費用 (100) (68) (73)

実績の調整に関する金利費用 (1,026) (927) (1,127)

一般管理費控除後の制度資産金利収入 1,037 886 1,044

未認識剰余金の金利費用 (55) (43) (44)

制度縮小および決済の影響 (44) (19) 24

制度修正 112 133 204

期間給付（費用）の純額 (76) (38) 28

内訳：

・　リストラクチャリング費用、訴訟、連結持分売却益／（損）および退職後給付制度の

改定計上前営業活動からの利益（損失）において認識済み (99) (68) (73)

・　リストラクチャリング費用で計上 (44) (19) 24

・　退職後給付制度の改定 112 133 204

・　その他の金融収益（損失）で計上 (44) (84) (127)

・　廃止事業からの利益（損失）において認識済み (1) - -

c 財政状態計算書に計上される債務の変動

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

給付債務の増減

1月1日時点の給付債務 (25,398) (30,104) (30,843)

勤務費用 (100) (68) (73)

実績の調整に関する金利費用 (1,026) (927) (1,127)

制度加入者の拠出金 (138) (150) (126)

改定 112 133 69

企業結合 (8) (22)

売却 46 7 1

制度縮小 (14) 6 24

決済 43 28 646

特別な契約解除による給付 (29) (24) -
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財務予想の変更に伴う保険数理上の（損）益 (2,276) 2,092 (1,821)

地域予想の変更に伴う保険数理上の（損）益 (1,905) (29) 8

保険数理上の（損）益-その他 (10) 221 113

制度資産からの給付支払 2,304 2,329 2,530

雇用主からの給付支払 73 86 56

メディケア・パートD補助金 (19) (22)

外貨の換算およびその他 (3,252) 1,029 483

12月31日時点の給付債務 (31,570) (25,398) (30,104)

将来的な昇給の影響を除外した給付債務 (31,331) (25,148) (29,782)

将来的な昇給の影響 (239) (250) (322)

給付債務 (31,570) (25,398) (30,104)

退職金積立制度に関するもの (28,583) (22,766) (26,958)

その他退職後制度に対するもの (2,987) (2,632) (3,146)

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

制度資産の増減

1月1日時点の制度資産の公正価額 25,944 28,796 29,013

一般管理費控除後の制度資産金利収入 1,037 886 1,044

保険数理上の（損）益 2,113 (596) 1,958

雇用主の拠出金 118 120 156

制度加入者の拠出金 138 150 126

改定 - - -

企業結合 - - 22

売却 (6) - -

制度縮小 - - -

決済 (42) (27) (511)

支払済み給付金／特別解雇給付 (2,304) (2,329) (2,530)

外貨の換算およびその他 3,222 (1,056) (482)

12月31日時点の制度資産の公正価額 30,220 25,944 28,796

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

未認識剰余金の変更（資産上限とIFRIC第14号の適用による）

1月1日時点で未認識の剰余金 (1,250) (1,233) (1,121)

未認識剰余金の金利費用 (55) (43) (44)

未認識剰余金の変更 256 (21) (86)

外貨の換算 (128) 47 18

12月31日時点未認識剰余金 (1,177) (1,250) (1,233)

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

全体的または部分的に積み立てられた確定給付債務の現在価値 (29,971) (23,979) (28,468)

制度資産の公正価値 30,220 25,944 28,796

全体的または部分的に積み立てられた確定給付債務の積立（未積立）状況 249 1,965 328

全額が積み立てられていない確定給付債務の現在価額 (1,599) (1,419) (1,636)

（未積立）／積立状況 (1,350) 546 (1,308)

未認識剰余金（資産上限とIFRIC第14号の適用による） (1,177) (1,250) (1,233)

認識済み純額 (2,527) (704) (2,541)

内訳：

・　前払年金費用 2,636 3,150 2,797
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・　年金、退職金およびその他の退職後給付債務 (5,163) (3,854) (5,338)

認識された年金および退職後制度純資産（負債）の変動：

2014年12月31日 2013年12月31日 2012年12月31日

（単位：百万ユーロ） 年金給付 退職後給付 合計 年金給付 退職後給付 合計 年金給付 退職後給付 合計

当期首に認識された

純資産（負債） 1,392 (2,096) (704) 95 (2,636) (2,541) 40 (2,991) (2,951)

運営費用 (97) (2) (99) (66) (2) (68) (70) (3) (73)

金融収益 39 (83) (44) (3) (81) (84) (16) (111) (127)

制度縮小
(1)

(41) (3) (44) (18) (1) (19) 24 - 24

年金および医療制度の

改定
(2)

7 105 112 78 55 133 144 60 204

廃止事業

（ジェネシス事業） (1) (1) - - - - - -

利益（損失）認識額

合計 (93) 17 (76) (9) (29) (38) 82 (54) 28

当期の保険数理上損

（益） (1,870) (208) (2,078) 1,417 271 1,688 305 (47) 258

資産上限およびIFRIC

第14号の影響 256 - 256 (21) - (21) (86) - (86)

連結包括利益計算書に

て認識された総額
(3)

(1,614) (208) (1,822) 1,396 271 1,667 219 (47) 172

拠出金および給付

支払 182 10 192 177 12 189 177 13 190

歳入法第420条の

振替 (169) 169 - (196) 196 - (393) 393 -

連結範囲の変更 40 - 40 7 - 7 - - -

その他（組替および

為替変動の変動） 130 (287) (157) (78) 90 12 (30) 50 20

当期末に認識された

純資産（負債） (132) (2,395) (2,527) 1,392 (2,096) (704) 95 (2,636) (2,541)

内訳：

・　前払年金費用 2,636 - 2,636 3,150 - 3,150 2,797 - 2,797

・　年金、退職金およ

び退職後給付債務 (2,768) (2,395) (5,163) (1,758) (2,096) (3,854) (2,702) (2,636) (5,338)

(1) リストラクチャリング費用として会計処理された。

(2) 損益計算書上の区分科目「退職後給付制度の改訂」として会計処理された。

(3) 上記表の連結包括利益計算書にて直接認識された金額は、上記一覧から除かれている廃止事業に関連する金額があるため、連結包括

利益計算書において開示されている金額とは異なる。

積立要件は通常、年金制度別に決定されるため、積立超過となった年金制度の資産余剰分を積立不足の年金制

度に用いることはできない。当社の主な積立不足の制度は、当社の米国の退職後給付と、フランスとドイツの

年金制度である。給付債務の積立は、各国の法的要件および拠出金による税控除に基づいて決定される。フラ

ンスとドイツでは、年金債務の積み立ては主に確定拠出制度に依存しており、その他の資金調達手段の構築は

一般的ではない。さらにドイツでは、倒産時に従業員が手にする給付は、類似制度に加入するすべての企業を

対象に、共通の相互保険システムを通じて保証される。米国年金制度について詳しくは、以下の注記23fを参照

のこと。
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当年および前年度以前に生成された給付債務、制度資産の公正価値および保険数理上の（損）益は、以下の通

りである。

（単位：百万ユーロ） 給付債務 制度資産

積立

（資金不足）

状況

給付債務によって生じる

実績の調整

制度資産によって生じる

実績の調整

金額 給付債務の割合 金額 制度資産の割合

2012年 (30,104) 28,796 (1,308) 113 0.38％ 1,958 6.80％

2013年 (25,398) 25,944 546 221 0.87％ (596) 2.30％

2014年 (31,570) 30,220 (1,350) (10) 0.03％ 2,113 6.99％

医療制度に関しては、仮定した医療費が1％変動すると以下の影響がある。

（単位：百万ユーロ） 1％増加 1％減少

現在の勤務費用および金利の影響 (3) 2

給付債務の影響 (96) 87

退職制度の制度資産は、以下に投資されている。

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日時点の資産配分 レベル1 レベル2 レベル3 合計

株式（米国市場） 910 124 - 1,034

株式（その他市場） 1,218 156 - 1,374

国債と長期債券 4,373 2,405 - 6,778

社債 499 10,710 17 11,226

不動産（物件） 16 - 911 927

不動産（投資） 427 - - 427

現金および現金同等物 395 3,515 - 3,910

オルタナティブ（未公開株） - - 1,700 1,700

オルタナティブ（絶対リターン及びその他） 31 320 1,007 1,358

保険会社の商品 116 1,040 330 1,486

2014年12月31日時点の制度資産の公正価額 7,985 18,270 3,965 30,220

レベル1－企業が測定日時点でアクセスできる、同等の資産または負債に対する、活発な市場における最終取引

価格（未修正）。

レベル2－アクティブまたは金融商品とみなされない、市場（全ての入力値が観測できる）での価格は、直接的

であれ間接的であれ（入力値にはアクティブな市場における同様の資産や負債の相場価格、金利、イールド

カーブ、信用リスク評価などが含まれる）、いずれもみなされる。

レベル3－資産や負債に関する重大な観測できない入力値。

（単位：百万ユーロ）

2013年12月31日時点の資産配分 レベル1 レベル2 レベル3 合計

株式（米国市場） 864 135 - 999

株式（その他市場） 1,259 171 - 1,430

国債と長期債券 4,438 2,759 - 7,197

社債 427 9,049 43 9,519

不動産（物件） 13 - 1,089 1,102

不動産（投資） 408 - - 408

現金および現金同等物 329 933 - 1,262
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オルタナティブ（未公開株） - - 1,503 1,503

オルタナティブ（絶対リターン及びその他） 1 268 867 1,136

保険会社の商品 141 947 300 1,388

2013年12月31日時点の制度資産の公正価額 7,880 14,262 3,802 25,944

（単位：百万ユーロ）

2012年12月31日時点の資産配分 レベル1 レベル2 レベル3 合計

株式（米国市場） 959 111 - 1,070

株式（その他市場） 1,606 336 - 1,942

国債と長期債券 5,460 2,923 - 8,383

社債 537 10,018 43 10,598

不動産（物件） 13 - 1,194 1,207

不動産（投資） 429 35 - 464

現金および現金同等物 256 923 - 1,179

オルタナティブ（未公開株） - - 1,648 1,648

オルタナティブ（絶対リターン及びその他） (9) 285 747 1,023

保険会社の商品 142 853 287 1,282

2012年12月31日時点の制度資産の公正価額 9,393 15,484 3,919 28,796

旧アルカテルについては、グループ内の年金資産制度に関する投資方針は、現地の慣行によって異なる。いか

なる場合においても、株式の比率が制度資産の80％を超過してはならず、個々の株式が制度の株式総額の5％超

を占めてはならない。制度が保有する株式は、認定された証券取引所に上場している必要がある。制度が保有

する社債は、スタンダード・アンド・プアーズまたはムーディーズの格付基準に従って、最低でも「A」格の必

要がある。

グループが2015年に退職者に直接支払うと見込まれる拠出金と給付金は、年金給付制度およびその他退職後給

付制度に対して138百万ユーロとなっている。

2024年までの確定給付制度から受益者に給付される予想給付額は、以下の通りである。

（単位：百万ユーロ）

合計 予想給付支払

2015 2,330

2016 2,197

2017 2,149

2018 2,110

2019 2,067

2020-2024 9,729

d 積立（資金不足）状況

（単位：百万ユーロ） 2014年12月31日 2013年12月31日 2012年12月31日

給付債務 (31,570) (25,398) (30,104)

制度資産の公正価値 30,220 25,944 28,796

積立（資金不足）状況 (1,350) 546 (1,308)

未認識の過去勤務債務および剰余金（資産上限およびIFRIC第14号の適用による） (1,177) (1,250) (1,233)

期末現在純負債認識額 (2,527) (704) (2,541)
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国別の積立状況

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

米国
(1)

(990) 823 (566)

ベルギー 866 842 822

英国 225 137 76

ドイツ (1,124) (979) (1,118)

その他 (327) (277) (522)

合計（未積立）積立状況 (1,350) 546 (1,308)

(1) 制度別の詳しい情報については、注記23-fを参照。

e 年金制度および医療制度の改訂

2014年米国元経営幹部向け医療制度改定

アルカテル-ルーセントは、2016年12月31日まで、元経営幹部退職者に対して退職後医療給付および歯科給付を

提供するために、通信労働者組合（CWA）および国際電工労働組合（IBEW）と包括的労働協約を交わしている。

2014年7月31日に、アルカテル-ルーセントは、年間上限額が適用される退職者向けの当グループの負担金を

2017年に40百万米ドル、2018年に40百万米ドル、2019年に40百万米ドル減額する代わりに、退職後医療給付を

2019年12月31日まで3年間延長することに合意した。この既存負担金の減額は連結損益計算書の「退職後給付制

度の改定」項目に会計計上され、金額は107百万米ドルであった。

2014年米国経営幹部向け医療制度改定

アルカテル-ルーセントは現在、1990年3月1日以降に退職した65歳未満の元経営幹部退職者向けの退職者医療給

付の補助を行っている。2015年1月1日以降、アルカテル-ルーセントはこの補助を打ち切る予定で、これにより

33百万米ドルの収益が出る予定である。この制度修正は2014年損益計算書の「退職後給付制度の改訂」項目に

計上された。

2014年のオランダの制度改定

2014年、アルカテル-ルーセントは、現在の従業員が加入している確定給付年金制度を確定拠出制度に置き換え

た。これにより、アルカテル-ルーセントでは年金の増額を保証することはなくなった。この制度修正により、

7百万ユーロの収益が生じ、2014年損益計算書の「退職後給付制度の改訂」項目に計上された。

2013年のフランスのAUXAD制度改定

年間のフランス社会保障年金上限の8倍を超える利益部分について、当グループのフランスの子会社の役員全員

の適用される個人年金制がフランスの補足年金（AUXAD制度）である。これを超える額に関しては、法的なまた

は契約に基づく年金制度はない。2013年1月1日以降、この制度は改訂され、フランスのAGIRC（幹部職員退職年

金制度総連合会）スキームの条件に完全に合致するようになった。この変更には、一定数の子供を持つ受益者

に対する年金、一定の専門的要素、そして、退職年齢に対する拠出率の変更が含まれる。2013年中、この制度

改定は損益計算書の「退職後給付制度の改定」項目に会計計上され、41百万ユーロの収益となった。

2013年のドイツの年金制度改定
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当社のドイツの現職の従業員のほとんどは従来の年金制度を離れ、新しい現金残高制度に移行した。これは、

以前の制度よりも給付が低い。この制度改定は損益計算書の「退職後給付制度の改定」項目に会計計上され、

35百万ユーロの収益となった。

2013年米国経営幹部向け医療制度改定

アルカテル-ルーセントの2004年米国団体交渉合意は、いくつかの項目の中で特に元幹部退職者向けの退職後医

療給付を提供するものである。当該団体交渉合意は2014年5月24日に期限を迎える。2013年2月15日に、米アル

カテル-ルーセント・インクと同社組合は、退職後医療給付について、2016年12月31日まで2年間延長すること

に合意した。ただし、年間上限額が適用される退職者向けの当グループ負担金については、2015年が40百万ド

ル分、2016年が40百万ドル分減額された。この既存負担金の減額は連結損益計算書の「退職後給付制度の改

定」項目に会計計上され、金額は73百万ドルであった。

2012年米国経営幹部向け医療制度改定

2012年4月に、米アルカテル-ルーセント・インクと同社組合は、退職後医療給付について、2013年5月25日から

2013年12月31日まで7ヶ月間延長することに合意した。ただし、年間上限額が適用される退職者向けの当グルー

プ負担金については、2013年が40百万ドル分減額された。2012年12月28日に、米アルカテル-ルーセント・イン

クと同社組合は、退職後医療給付について、2014年12月31日までさらに1年間延長することに合意した。ただ

し、年間上限額が適用される退職者向けの当グループ負担金については、2014年が40百万ドル分減額された。

この既存負担金の減額は2012年監査済み損益計算書の「退職後給付制度の改定」項目に会計計上され、金額は

77百万ドルであった。

繰延権利確定加入者向けの2012年米国年金一括支給

2012年第3および第4四半期中、米アルカテル-ルーセント・インクは、米国経営幹部向け確定年金制度および米

国停職年金制度の繰延権利確定加入者に対して、特定期間中の年金支給ではなく、一括支給を選択する権利を

提示した（特定期間は一括支給を永久的に適用することができない繰延権利確定加入者に対してのみ適用され

る）。現行のIAS第19号割引率は年金／一括支給の転換率よりも低いため、この差額により一度限りの戻入が発

生した。これは、一括支払を行う際に記録した。2012年中のこの支払は174百万ドルであった。この影響は2012

年監査済み損益計算書の「退職後給付制度の改訂」項目に計上された。
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f 米アルカテル-ルーセントの年金債務および退職後債務（補足情報）

以下のすべての表と情報は、米国の年金制度と退職後給付制度のみに関連するものである。これらのデータは

すべて、注記23-a、b、cおよびdに連結ベースで表示される数字で、以下は米ドルである。

主要な仮定

決定に用いられる仮定 2014年12月 2013年12月 2012年12月

給付債務－割引率

年金 3.49％ 4.19％ 3.30％

退職後医療給付等 3.21％ 3.72％ 2.84％

退職後団体生命保険 3.69％ 4.49％ 3.61％

報酬率の増加 2.12％ 2.44％ 3.86％

純給付費用または戻入－割引率

年金 4.19％ 3.30％ 3.67％

退職後医療給付等 3.72％ 2.84％ 3.24％

退職後団体生命保険 4.49％ 3.60％ 3.91％

2014年12月31日 2013年12月31日 2012年12月31日

仮定された医療費の趨勢率

来年仮定される医療費の趨勢率 6.50％ 5.80％ 6.90％

来年仮定される医療費の趨勢率（退職後歯科給付を除く） 6.60％ 5.90％ 7.00％

費用の趨勢率の漸減率 4.90％ 4.90％ 5.10％

維持すべく仮定した趨勢率に達する年度 2024 2024 2022

仮定した医療費の趨勢率は、報告した金額に重大な影響を与える。仮定した医療費の趨勢率に1％の変動が生じ

ると、以下の影響がある。

（単位：百万米ドル）

1パーセント分

増加 減少

勤務費用および金利の構成要素の合計に与える影響 (4) 3

退職後給付債務に与える影響 (117) 106

アルカテル-ルーセントの米国年金制度の割引率は、AA格に格付けされた社債をベースにしたシティグループ年

金割引曲線（Citi Group Pension Discount Curve）の「オリジナル」で公表された値を用いて決定される。今

後、各年の予想給付支払はシティグループ・カーブに記載の相当する値で割り引かれる。シティグループ・

カーブに記載されていない年については、カーブの最終年を超えると予想される給付支払を記載した、最新年

の値を用いる。その後、1つの割引率を選択すると個々の割引率が適用されるため、次期の金利負担と同一とな

る。割引率は主な制度ごとに設定され、このプロセスで非常に小規模な一部制度がグループ化される。アルカ

テル-ルーセントの主な年金債務および退職後医療債務の平均期間は、2014年12月31日現在でそれぞれ9.30年と

7.09年であった（2013年12月31日時点でそれぞれ9.30年と7.09年、2012年12月31日時点でそれぞれ10.07年と

7.53年）。

2014年9月30日までは、米国保険数理基準AA協会（U.S. Society of Actuaries Scale AA）に基づく世代予測を

組み入れたRP-2000死亡率表を維持していた。2014年10月27日、米国アクチュアリー会（SOA）が新しい死亡率

表を発行した。2014年12月31日以降、当社はこれらの仮定を、経営上の記録のための改善された死亡率（MP-

2014）を記載したRP-2014ホワイトカラー表、従業員の記録のための改善された死亡率（MP-2014）を記載した

RP-2014ブルーカラー表に変更した。この更新により、米国制度の給付債務に26億米ドルのマイナス影響が生じ

た。この影響は2014年の包括利益計算書で認識された。
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退職後給付金の定期費用純額の内訳

（単位：百万米ドル） 年金給付 退職後給付

年金戻入／退職後給付（費用） 2014年 2013年 2012年 2014年 2013年 2012年

勤務費用 (77) (9) (9) (2) (3) (3)

実績の調整に関する金利費用 (1,058) (949) (1,104) (137) (125) (154)

制度資産金利収入 1,188 1,018 1,172 26 18 11

未認識剰余金の金利費用 (53) (41) (51) - - -

小計 - 19 8 (113) (110) (146)

特別な契約解除による給付 (36) - (3) -

制度縮小 (53) (22) - (2) 3 -

決済 - (27) - 0 (5) -

年金戻入／退職後給付（費用） (89) (30) 8 (118) (112) (146)

制度修正 - 174 140 73 77

年金戻入／退職後給付（費用） (89) (30) 182 22 (39) (69)

財政状態計算書に計上される債務の変動

以下の表は、アルカテル-ルーセントの米国の年金および退職後の給付制度における給付債務、制度資産および

積立状況、ならびに主要な仮定を含めた期間給付費の純額の構成要素をまとめたものである。制度資産および

負債の測定日は2014年12月31日、2013年12月31日および2012年12月31日であった。

（単位：百万米ドル） 年金給付 退職後給付

給付債務の増減 2014年 2013年 2012年 2014年 2013年 2012年

1月1日時点の給付債務 (26,166) (29,973) (30,232) (3,630) (4,150) (4,541)

勤務費用 (77) (9) (9) (2) (3) (3)

実績の調整に関する金利費用 (1,058) (949) (1,104) (137) (125) (154)

制度加入者の拠出金 - - - (182) (192) (153)

改定 - - - 140 73 77

企業結合 - - - - (9) -

売却 - - - - - -

制度縮小 (53) (22) - (2) 3 -

決済 - - 804 - - -

特別な契約解除による給付 (36) (27) - (3) (5) -

財務予想の変更に伴う保険数理上の（損）益 (1,910) 2,237 (1,771) (245) 311 (237)

地域予想の変更に伴う保険数理上の（損）益 (2,505) (37) - (38) - -

保険数理上の（損）益－その他 (154) 169 (22) 1 (9) 147

制度資産からの給付支払 2,415 2,412 2,361 494 502 743

雇用主からの給付支払 32 33 - - - -

メディケア・パートD補助金 - - - (23) (26) (29)

外貨の換算およびその他 - - - - - -

12月31日時点の給付債務 (29,512) (26,166) (29,973) (3,627) (3,630) (4,150)

（単位：百万米ドル） 年金給付 退職後給付

制度資産の増減 2014年 2013年 2012年 2014年 2013年 2012年
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1月1日時点の制度資産の公正価額 30,192 32,705 32,698 739 672 671

一般管理費控除後の制度資産金利収入 1,188 1,018 1,172 26 18 11

保険数理上の（損）益 2,476 (861) 2,298 5 58 30

雇用主の拠出金 2 2 33 36 41 45

制度加入者の拠出金 - - - 182 192 153

改定 - - - - - -

企業結合 - - - - - -

売却 - - - - - -

制度縮小 - - - - - -

決済 - - (630) - - -

支払済み給付金／特別解雇

給付 (2,415) (2,412) (2,361) (494) (502) (743)

歳入法第420条の振替 (225) (260) (505) 225 260 505

その他（社外譲渡および為替変動の変動） - - - - - -

12月31日時点の制度資産の公正価額 31,218 30,192 32,705 719 739 672

（単位：百万米ドル） 年金給付 退職後給付

未認識剰余金

（資産上限とIFRIC第14号の適用による） 2014年 2013年 2012年 2014年 2013年 2012年

1月1日時点で未認識の

剰余金 (1,260) (1,250) (1,327) - - -

未認識剰余金の金利費用 (53) (41) (51) - - -

未認識剰余金の変更 269 31 128 - - -

外貨の換算 - - - - - -

12月31日時点未認識剰余金 (1,044) (1,260) (1,250) - - -

（単位：百万米ドル） 年金給付 退職後給付

未認識剰余金

（資産上限とIFRIC第14号の適用による） 2014年 2013年 2012年 2014年 2013年 2012年

（未積立）／積立状況 1,706 4,026 2,732 (2,908) (2,891) (3,478)

未認識剰余金（資産上限とIFRIC第14号の適用

による） (1,044) (1,260) (1,250) - - -

認識済み純額 662 2,766 1,482 (2,908) (2,891) (3,478)

内訳：

前払年金費用 2,146 3,176 2,603 - - -

年金、退職金およびその他の退職後給付債務 (1,484) (410) (1,121) (2,908) (2,891) (3,478)

追加情報

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日 債務 資産 積立状況

年金給付

米国経営幹部向け年金制度 (21,095) 20,111 (984)

米国企業年金制度 (7,952) 11,107 3,155

追加年金制度 (465) - (465)

年金給付総額 (29,512) 31,218 1,706

退職後給付

非経営幹部向け医療保険 (259) - (259)
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元経営幹部向け医療保険 (1,764) 322 (1,442)

非経営幹部向け団体生命保険 (979) 301 (678)

元経営幹部向け団体生命保険 (624) 96 (528)

その他 (1) - (1)

退職後給付合計 (3,627) 719 (2,908)

（単位：百万米ドル）

2013年12月31日 債務 資産 積立状況

年金給付

米国経営幹部向け
(1)

(18,296) 19,287 991

米国企業年金制度
(1)

(7,475) 10,905 3,430

追加年金制度 (395) - (395)

年金給付総額 (26,166) 30,192 4,026

退職後給付

非経営幹部向け医療保険 (276) - (276)

元経営幹部向け医療保険 (1,765) 327 (1,438)

非経営幹部向け団体生命保険 (987) 321 (666)

元経営幹部向け団体生命保険 (600) 91 (509)

その他 (2) - (2)

退職後給付合計 (3,630) 739 (2,891)

(1) 2013年12月1日、当グループは30,000人の受益者を米国企業年金制度から米国経営幹部向け年金制度に移した。IFRSに則り確定された

資産約1,813百万米ドル、債務1,173百万米ドルを振り替えた。

（単位：百万米ドル）

2012年12月31日 債務 資産 積立状況

年金給付

米国経営幹部向け年金制度 (19,629) 19,006 (623)

米国企業年金制度 (9,867) 13,699 3,832

追加年金制度 (477) - (477)

年金給付総額 (29,973) 32,705 2,732

退職後給付

非経営幹部向け医療保険 (317) - (317)

元経営幹部向け医療保険 (2,043) 294 (1,749)

非経営幹部向け団体生命保険 (1,114) 306 (808)

元経営幹部向け団体生命保険 (673) 72 (601)

その他 (3) - (3)

退職後給付合計 (4,150) 672 (3,478)

制度資産

以下の表は、対象資産の配分範囲および、当社の年金および退職後信託の実際の配分をまとめたものである。

年金の目標配分範囲 年金制度資産の割合 退職後の目標配分 退職後制度資産の割合

2012年12月31日

資産分類

持分証券 7％-13％ 11％ 44％ 44％

確定利付証券 63％-86％ 74％ 15％ 14％
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不動産 4％-8％ 6％ - -

未公開株等 6％-13％ 9％ - -

キャッシュ - - 41％ 42％

合計 100％ 100％

2013年12月31日

資産分類

持分証券 7％-13％ 9％ 46％ 46％

確定利付証券 62％-85％ 74％ 16％ 16％

不動産 4％-8％ 7％ - -

未公開株等 7％-13％ 10％ - -

キャッシュ - - 38％ 38％

合計 100％ 100％

2014年12月31日

資産分類

持分証券 7％-13％ 8％ 46％ 46％

確定利付証券 64％-84％ 67％ 15％ 15％

不動産 4％-8％ 5％ - -

未公開株等 7％-13％ 10％ - -

キャッシュ - 10％ 39％ 39％

合計 100％ 100％

アルカテル-ルーセントの米国の年金制度資産の多くは、マスター・ペンション・トラストが保有している。ア

ルカテル-ルーセントの米国の退職後制度資産は、退職者向け医療保険のマスター・ペンション・トラストの積

立金に加え、2つの別々のトラストが保有している。制度資産は、剰余金リスクを慎重に抑えながら剰余金収益

を最大化するために、独立した投資アドバイザーが管理する。アルカテル-ルーセントは将来の給付債務に対応

するため、最良の資産配分を確実に維持しようと、定期的に資産負債について研究している。取締役会は、社

外アドバイザーおよび社内投資管理者による調査を完了し、2～3年ごとに目標配分範囲を正式に承認する。年

金制度資産のポートフォリオ全体が、株式（この目的に関してはオルタナティブ投資を含む）および確定利付

証券との、およそ27.0/73.0という投資分割の収支を反映している。制度資産を管理する投資アドバイザーは、

市場リスクを管理するため、先物取引、先物契約、オプションおよび金利割賦などのデリバティブ金融商品を

用いる可能性がある。

年金制度資産には、2014年12月31日現在、アルカテル-ルーセント普通株式0.0百万米ドルおよびアルカテル-

ルーセント社債8.1百万米ドルが含まれていた（2013年12月31日時点と2012年12月31日時点で、アルカテル-

ルーセント普通株式はそれぞれ0.0百万米ドルと0.2百万米ドル、アルカテル-ルーセント社債はそれぞれ7.8百

万ドルと6.4百万ドル）。

拠出金

アルカテル-ルーセントは、制度加入者および信託基金による貸付先行給付への給付支払を行うため、年金およ

び退職後給付制度に拠出している。アルカテル-ルーセントの米国の年金制度については、積立方針は、従業員

給付規定および税法に記載されている最低積立要件を満たすのに十分な金額に加え、アルカテル-ルーセントが

適切だと判断する追加金額を拠出することである。給付制度への拠出は、制度加入者の給付のためだけに行わ

れる。

米国年金制度積立方法

当社の主要な米国年金制度の積立要件は、適用法、すなわち、1974年の退職者所得保障法（ERISA）と1986年の

内国歳入法（「歳入法」）、および米国内国歳入庁（「IRS」）により公表される規則によって決定される。
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2006年の年金保護法（「PPA」）では、必要な拠出を決定するための積立目標を積立債務の90％から100％に引

き上げた。2008年から開始して、毎年1月1日の評価日に2％ずつ引き上げ、2011年1月1日には4％引き上げて完

了する。PPAは、2008年の労働者、退職者、雇用主回復法（WRERA）によって改訂され、積立債務および制度資

産価値を決定する追加的な代替方法を提供したが、これには24ヶ月までのルックバック・アベレージ期間も盛

り込まれた。IRSは制度資産を評価する際、および割引率を決定する際に使用する方法をいくつか提示してい

る。制度資産の評価には、評価日時点での公正価格か資産の平滑化公正価格のいずれかを選択することができ

る（評価日を過年度の最終日とする最高2年間のいずれかの過年度に基づく）。割引率の決定には、評価日時点

でのスポット割引率（実質的には評価日以前の月の1日当たりの率の平均イールド・カーブ）または各期間枠の

24ヶ月間の平均率（24ヶ月間の最終日が評価日から5ヶ月以上前にならなければ、どの期間でも認められる）の

いずれかを選択することができる。2012年7月6日に施行された世紀法（MAP-21）における今後の進展は、規制

上で求められる資金を満たすうえでのプランの責任のための金利を採用している。このようなプランについて

は、2012年以降、MAP-21ではこのような金利について25年間の平均値での「コリドー」を設立している。MAP-

21はグループの米国での経営と現在有効となっている年金制度に適用されるものであり、ここでは規制上求め

られる資金プランについて時間セグメントの金利を採用しているが、2013年（2012年については）から始まる

年金制度についてはこの目的のためイールドカーブを採用している。2014年8月8日に施行されたHighway and

Transportation Funding Act（高速道路および物流資金法）により、金利の「回廊」が改訂・拡大された。米

国の経営と現在有効な年金制度については、HATFAによって改訂・拡大されたMAP-21は規制で求められる資金目

的のために金利の増加を行うことが求められている。これら制度の当社による評価によれば、HATFAによって改

訂・拡大されたMAP-21は規制で2017年までに求められる資金目的のために金利の増加を行うことが求められて

いる。MAP-21/HATFAは現在グループの年金制度には適用されていないものの、その制度に関して、規制の資金

目的での負債と比較した場合の資産を考慮すると、グループでは拠出金の必要性を感じていない。

米国歳入法第420条の振替

PPAに先立ち、歳入法第420条は、年金制度の退職加入者の医療費に使用される年金制度積立債務の125％を上回

る年金資産の振替について規定している（「歳入法第420条の振替」）。歳入法は、課税年度1年度中に振替を1

回のみ認めており、振替金額は振替年度中にすべて使用する。歳入法は、退職者に対して振替年度から5年間

（費用積立期間）は、振替年度直前の2年間のいずれかの年に経験した従業員1人当たりの費用の最高額で、医

療給付を継続することを企業に求めている。制限付きで、5年間のうちに、退職者人口の最大20％まで給付を削

減するか、退職者人口の100％について最大20％まで給付を減額することができる。2007年、米軍整備、退役軍

人支援、ハリケーン・カトリーナ復興支援、委託責任予算法により改正されたPPA法では、振替の種類が拡大さ

れ、積立義務の120％を超える資産を1年超カバーする振替も含まれるようになった。また、費用積立期間が振

替期間後4年間まで延長され、積立状況は振替期間の1月1日評価日ごとに最低120％を維持することが定められ

た。このPPAは、単年度および複数年度の団体交渉振替を規定し、強制力のある労働協約が費用積立期間の代わ

りとして機能している。2012年7月6日、歳入法第420条の規定は、（医療費に加えて）生命保険給付にまで範囲

が拡大され、期間も2021年12月31日まで延長された。

2014年12月1日、アルカテル-ルーセントは、2014年12月1日から2015年11月30日の間と2014年12月1日から2015

年12月30日の間に米国通信労働者組合と国際電工労働組合の代表を務めた退職者の医療給付を積み立てるた

め、米国企業年金制度からの余剰資産225百万米ドルの、歳入法第420条に基づく「団体交渉振替」を行った。

2015年度中の米国通信労働者組合と国際電工労働組合の代表を務めた退職者については、2015年の残りと2016

年の始めの9ヶ月にかけて、現行の退職後医療費および団体生命保険給付を米国停職年金制度の歳入法に基づく

振替でまかなう予定である。

拠出金

以下の表は、2024暦年のアルカテル-ルーセントの各種米国年金および退職後制度（メディケア・パートDの補

助金は除く）の予想される給付支払をまとめたものである。アルカテル-ルーセントは、2014暦年中は、適格な

米国企業年金制度に対して拠出金を行う必要はなかった。2014年12月31日現在の未公開株および不動産価値な

どの一部データ、および2015年1月1日の国勢調査データは、2015年第2四半期まで終了せず、2017年初めまでに

必要な拠出金を予想できない。アルカテル-ルーセントは、2017暦年については、従業員向けの適格な米国企業
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年金制度（経営および職務上の年金制度）に対して予想される拠出金の信頼できる予想を行っていない。実際

の拠出金は予想拠出金と異なる場合があり、これは、制度資産の業績、金利、将来的な法制変更といった様々

な要因によるものである。以下の表は、元労組代表退職者の2015年から2021年まで（2012年、歳入法第420条の

規定は2021年12月31日まで延長された）の医療費と団体生命保険給付を積み立てる制度資産の剰余分の用途を

示すものである。

年金 退職後給付

（単位：百万米ドル）

非適格な

年金制度

元労組代表

退職者向け

医療保険制度
(1)

非経営幹部

退職者向け

医療保険制度

その他の

給付制度
(2)

2015 31 (24) 21 3

2016 30 (24) 20 3

2017 30 (24) 22 3

2018 30 (23) 22 3

2019 30 (22) 22 3

2020-2024 142 269 105 153

(1) 2021年12月31日（現行の歳入法第420条の期限）までの医療費に歳入法第420条に基づく振替が行われることを考慮した上での予測。

これらの予測は、メディケア・パートD補助金の正味金額である。

(2) 2021年12月31日（現行の歳入法第420条の期限）までの医療費に歳入法第420条に基づく振替が行われることを考慮した上での予測。

年金制度の積立が必要かどうかを決定する際に使用するこれらの保険数理上の仮定は、予測し難い市場で重要

になるという意味で、会計を目的として用いられたものとは異なる。いずれの場合の割引率も作成の基本とな

るのは社債利回りであり、会計上、現暦年12月の最終営業日終了現在、当社はシティグループが作成したイー

ルド・カーブを使用しているが、一方でPPAは12月1ヶ月分は1日平均イールド・カーブまたは2年平均のイール

ド・カーブを許可している。12月の最終営業日終了現在、資産の平均公正価値は会計目的に使用されるが、PPA

は、制限付き期待収益率を用いる2年間の平均公正価値は、アベレージングに含まれているという「アセット・

スムージング」オプションを規定している。この2つのオプションは、予測し難い使用において資産価値と社債

利回りが急変した場合の影響を最小限に抑える。規制積立評価のための米国経営幹部者向け年金制度の積立状

況の予備的評価は、この制度が2014年度末には100％以上の積立になっていると示している。さらに、PPAの移

行対象ルールでは、積立率が100％を下回る場合のみこの制度に積み立てる必要が生じる。

医療費給付に関しては、経営幹部と元労組代表退職者の給付のどちらも、1990年2月28日以降の退職者について

上限がある点に留意する必要がある（この退職者グループに関する給付債務は、2014年12月31日現在の米国退

職者向け医療費債務の約45％を占める）。メディケアは、65歳以上でその大半が上限のない退職者である人々

に対する一次支払者（最初に支払う）である。

給付支払

以下の表は、2024暦年のアルカテル-ルーセントの各種米国年金および退職後制度の予想される給付支払をまと

めたものである。実際の給付支払は予想された給付支払と異なる可能性がある。これらの金額は、予想される

制度加入者の正味拠出金およびメディケア・パートD補助金の約24百万米ドルを示している。

年金 退職後給付

（単位：百万米ドル）

米国経営幹部

向けの適格な

企業年金

米国経営幹部

向けの適格な

企業年金

非適格な

年金制度

元経営幹部

退職者向け

医療保険制度

非経営幹部

退職者向け

医療保険制度

その他の

給付制度

2015 1,589 723 31 170 21 83

2016 1,489 668 30 162 20 83

2017 1,465 644 30 148 22 84

2018 1,440 620 30 137 22 84

2019 1,412 596 30 129 22 85

EDINET提出書類

アルカテル・ルーセント(E05781)

有価証券報告書

229/452



2020-2024 6,601 2,613 142 687 105 437

注記24 金融負債

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

市場性のある有価証券-短期、純額 1,672 2,259 1,528

現金および現金同等物 3,878 4,096 3,401

現金および現金同等物ならびに市場性のある有価証券 5,550 6,355 4,929

転換社債およびその他の社債-長期 (4,696) (4,711) (3,727)

その他の長期借入金 (179) (211) (227)

長期および短期債務-1年内返済予定 (402) (1,240) (851)

（社債および融資枠-短期 - (964) 570

（その他の長期および短期債務-1年内返済予定 (402) (276) 281

金融負債、総額 (5,277) (6,162) (4,805)

金利デリバティブ商品-その他の流動および非流動資産 1 11 33

金利デリバティブ商品-その他の流動および非流動負債 - (21) -

合弁事業への貸付金-金融資産（共同ベンチャーへの貸付） - 7 23

外国為替デリバティブ計上前の現金（金融債務）、純額 274 190 180

金融負債のデリバティブ外国為替商品-その他の流動および非流動資産
(1)

123 5 2

金融負債のデリバティブ外国為替商品-その他の流動および非流動負債
(1)

(4) (46) (35)

デリバティブ商品-その他の流動資産／負債の与信サポート契約（CSA）に関して支払われ

た／（受領した）純額 (67) - -

現金(金融負債)、純額-廃止事業を除く 326 149 147

現金(金融負債)、純額-売却目的で保有する資産 - - -

現金(金融負債)、純額-廃止事業を含む 326 149 147

(1) 外国為替（FX）デリバティブは、企業間融資に関連する外国為替スワップ（主に米ドル／ユーロ）である。

a 社債および信用供与の満期日における額面金額

（単位：百万ユーロ）

帳簿金額

2014年12月31日

時点

エクイティ部分と

公正価額の調整

満期日における額面価額

2014年

12月31日

2013年

12月31日

7.75％トラスト型転換優先証券 931百万米ドル 2017年3月
(1)

- - - 675

6.375％の優先債 274百万ユーロ 2014年4月 - - - 274

4.50％の担保付き優先融資枠 1,724百万米ドル 2019年1月
(2)

- - - 1,256

8.50％の優先債
(3)

192百万ユーロ
(4)

2016年1月 190 2 192 425

4.625％の優先債
(5)

650百万米ドル 2017年7月 531 4 535 471

4.25％ OCEANE 629百万ユーロ 2018年7月 538 91 629 629

0.00％ OCEANE 688百万ユーロ 2019年1月 588 100 688 -

0.125％ OCEANE 460百万ユーロ 2020年1月 373 88 460 -

8.875％の優先債
(5)

500百万米ドル 2020年1月 403 9 412 363

6.75％の優先債
(5)

1,000百万米ドル 2020年11月 814 10 824 725

6.50％の優先債 300百万米ドル 2028年1月 228 19 247 218

6.45％の優先債 1,360百万米ドル 2029年3月 1,031 89 1,120 986

合計社債および信用供与 4,696 412 5,108 6,022
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(1) この負債は2014年1月の満期前に償還された。以下を参照。

(2) この融資枠は2014年8月の満期前に償還された。以下を参照。

(3) 米アルカテル-ルーセント・インクとアルカテル-ルーセントの一部の子会社による保証。

(4) この優先債券は2014年7月の公開買付の対象となった。以下を参照。

(5) アルカテル-ルーセントとその一部の子会社による保証。

2014年における変動

2014年11月／12月-2016年優先債券の部分買戻し

2014年第4四半期中、額面価額3百万ユーロの2016年優先債券が買い戻され、3百万ユーロに相当する現金が取り

消された（未払い利息を除く）。

その結果、2016年優先債券の残存合計額面価額は192百万ユーロとなった。

2014年8月-担保付き優先信用融資契約の償還

OCEANE 2019と2020の発行収益（以下参照）を使用して、利用可能な現金とともに、2014年8月19日に担保付き

優先融資枠の残金、額面価額1,724百万米ドルの返済を行った。この融資枠の帳簿金額は、この支払い予定を考

慮するために、IAS第39号およびAG第8号の要件に則り、2014年6月松にすでに調整されている。そのため2014年

8月19日に、この融資枠の額面価額はその帳簿価額と同額となった。2014年第2四半期中の見積変更は、97百万

ユーロ（133百万米ドル、注記7参照）の「その他金融損失」として表れ、金融負債の帳簿価額がその分増加し

た。

2014年7月-2016年優先債券の公開買付

2014年6月24日に開始した公開買付に関連し、2014年7月4日、額面価額210百万ユーロの2016年優先債券、現金

総額235百万ユーロの購入に同意した。公開買付に出された債券は取り消された。

2014年第2四半期中、額面価額19百万ユーロの2016年優先債券が買い戻され、22百万ユーロに相当する現金が取

り消された（未払い利息を除く）。

2014年6月-2019年と2020年のOCEANEの発行および担保付き優先信用融資枠の予定支払い

2014年6月10日、アルカテル-ルーセントは以下の2つの期間で転換／他社株転換社債（OCEANE）を発行した。

・期間1：額面価額688百万ユーロ2019年1月30日満期

・期間2：額面価額460百万ユーロ2020年1月30日満期

社債の金利は年率はそれぞれ0.00％と0.125％であり、毎年1月30日と7月30日に年2回の割合で金利が支払わ

れ、金利支払いの開始は2015年1月30日である。アルカテル-ルーセントの自由裁量により、特定の条件下で社

債は早期償還される可能性がある。

発行日の負債部分の帳簿価額はそれぞれ、576百万ユーロおよび364百万ユーロであった。発行日の額面および

負債部分の帳簿価格の差異は、208百万ユーロに相当し、負債の残りの期間にかかる金融費用の範囲内で償却さ

れる。

2014年4月-6.375％の優先債券の返済

2014年4月7日、アルカテル-ルーセントは満期日に、6.375％の優先債券に基づいて、残りの274百万ユーロを返

済した。
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2014年2月-担保付き優先信用融資の修正

2013年12月20日、米アルカテル-ルーセント・インクが1,750百万米ドルの担保付き優先信用融資を修正し、

2014年2月18日を発効日として、クレジットスプレッドを4.75％から3.50％に下げることを決めた。この結果、

LIBOR 1％のフロアを考慮し、適用される金利は5.75％から4.50％に減少した。IAS第39号に則り、この担保付

き優先信用融資枠の修正により、元の融資枠が無効になることも新しい融資枠が認識されることもなかった。

これは、金利の変動によって元の融資枠の条件が大幅に変更されることがなかったためである。

2014年1月-7.75％転換証券（優先証券を発行している信託子会社に対する債務）

2014年1月13日、2017年を満期とする7.75％の転換優先証券の発行済み分の元本931百万米ドルの返済を行っ

た。2013年12月31日現在、当社がすでに、2013年12月12日に負債の全額償還を予測していたため、この負債の

帳簿価額はすでにその額面価額と同額になっていた（2013年監査済み連結財務諸表の注記25参照）。

2013年における変動

2020年11月15日満期の6.75％優先債

2013年11月15日と12月4日、米アルカテル-ルーセント・インクは2020年11月15日を満期とする優先債を、それ

ぞれの日に、750百万米ドル、250百万米ドル発行した。債券の金利は年率6.75％であり、毎年5月15日と11月15

日に年2回の割合で金利が支払われ、金利支払いの開始は2014年5月15日である。これらはアルカテル-ルーセン

トとその一部の子会社が保証している。

この発行による収入は、次に挙げる債務の返済と償還に使用された。

・2.875％シリーズA転換社債：

-　発行済買戻社債の額面価額：95百万米ドル

-　当社が支払った現金金額（未払利息を除く）：95百万米ドル

・2.875％シリーズB転換社債：

-　発行済買戻社債の額面価額：1百万米ドル

-　当社が支払った現金金額（未払利息を除く）：1百万米ドル

・2013年1月30日に締結した担保付優先債298百万ユーロ（下記参照）：

-　返済した発行済み額面価額：298百万ユーロ

-　当社が支払った現金金額（未払利息を除く）：298百万ユーロ

2013年12月27日、14,772,054口のOCEANE 2015の債券の名目価額は一口あたり3.23ユーロであり、総額名目価額

の48百万ユーロは15,658,262株のアルカテル-ルーセントの新しい普通株式に転換された。株式に対する影響は

45百万ユーロであり、転換直前（損益の影響は考慮されていない）の債務部分の帳簿価額に対応している。

2013年12月27日、転換後の11百万ユーロの名目価額の発行済債務の全てが、現金11百万ユーロで返済された

（未払利息なし）。

これらの買戻しに伴う（42）百万ユーロの純損失（シリーズA転換社債に（20）百万ユーロ、ユーロ建ての担保

付優先債に（21）百万ユーロ、2015年を満期とするOCEANEに（1）百万ユーロ）が、2013年第4四半期に「その

他の金融収益（損失）」に計上された（注記7参照）。

2017年7月1日満期の4.625％の優先債

2013年12月12日、米アルカテル-ルーセントは2017年7月1日満期の優先債券を、額面総額650百万米ドルで発行

した。債券の金利は年率4.625％であり、毎年1月1日と7月1日に年2回の割合で金利が支払われ、金利支払いの
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開始は2014年7月1日である。当社は2014年1月13日時点でこの発行の正味受取額を使用して、利用可能な現金と

ともに、2017年を満期とする7.75％のトラスト型転換優先証券の発行済み分の元本を総額931百万米ドルの返済

を行った。

担保付き優先信用融資の修正

2013年12月20日、米アルカテル-ルーセント・インクは1,750百万ドルの担保付き優先信用融資のス修正に照明

し、2014年2月を発効日として、クレジットスプレッドを4.75％から3.50％に下げることを決めた。この結果、

LIBOR 1％のフロアを考慮し、適用される金利は5.75％から4.50％に減少した。

2020年1月1日満期の8.875％の優先債

2013年8月7日、米アルカテル-ルーセントは2020年1月1日満期の優先債券を、額面総額500百万米ドルで発行し

た。債券の金利は年率8.875％であり、毎年1月1日と7月1日に年2回の割合で金利が支払われ、金利支払いの開

始は2014年1月1日である。これらはアルカテル-ルーセントとその一部の子会社が保証している。この発行によ

る収入は2013年1月30日（下記参照）に契約した500百万米ドルの資産売却契約の返済と停止に使用され、これ

には505百万米ドルの現金での決済が伴った。2013年第3四半期中のその他の金融収益（損失）には、発行済み

の未償却の資産売却枠の発行費用が残高に記載され、これは（24）百万ユーロの損失である（注記7を参照のこ

と）。

担保付き優先信用融資の修正

2013年8月16日、米アルカテル-ルーセント・インクは、2013年1月30日に契約した担保付き優先信用融資を修正

した。この修正には融資枠を統括する一部の契約を変更するものであり、特に、制限された資産の売却や資産

売却の場合に必須の返済、2019年を満期とする1,750百万米ドルの担保付き優先信用融資のスプレッドを6.25％

から4.75％に引き下げ（合計金利は5.75％に引き下げ）、300百万ユーロの担保付き優先信用融資のスプレッド

を6.50％から5.25％に引き下げるものだった。

OCEANE 2018年

2013年7月3日、アルカテル-ルーセントは2018年7月1日を満期とする転換／交換可能債券（OCEANE）を名目価額

629百万ユーロで発行した。社債の年利は4.25％であり、毎年1月1日と7月1日に年2回の割合で金利が支払わ

れ、金利支払いの開始は2014年1月1日である。アルカテル-ルーセントの自由裁量により、特定の条件下で社債

は早期償還される可能性がある。発行日の負債部分の帳簿価額は505百万ユーロであった。発行日の額面および

負債部分の帳簿価格の差異は、124百万ユーロに相当し、負債の残りの期間にかかる金融費用の範囲内で償却さ

れる。

2015年1月に満期を迎える額面価格748百万ユーロのOCEANE 5.00％（帳簿価額691百万ユーロ）が、現金780百万

ユーロ（未払利息を除く）で買戻しが行われた。損益計算書へのマイナスの影響は、2013年第3四半期中のその

他の金融収益（損失）に表記され、（87）百万ユーロの損失となる見込みである（注記7を参照のこと）。

2.875％シリーズB転換社債義務的公開買い付け

社債保有者の任意で、ルーセント2.875％シリーズB転換社債は、元本100％に2013年6月15日の初回任意償還日

時点の未払い利息を加算した額で、償還可能であった。

2.875％シリーズB転換社債の発行済み額面金額は、2013年6月15日直前の段階で765百万米ドルだった。この日

付時点で、額面金額764百万米ドルの社債が、764百万米ドルの現金に未払い利息を加算した額で償還・失効さ

れた。
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2012年第2四半期に適用された新たな会計処理（フォーム20-Fの年次報告書の一部として2013年12月31日に終了

する年度の連結財務諸表の注記2-iを参照）により、ルーセントの2.875％シリーズB転換社債の帳簿価額は、

2013年6月15日現在の額面金額と等しくなった。従って、一部償還に伴う損益は計上されなかった。

債務の買戻し

2013年5月21日、以下の社債が一部買戻しと償却が行われた。

・アルカテル-ルーセントが発行した2014年4月を満期とする6.375％の債券：

-　買戻社債の額面価額：172百万ユーロ

-　アルカテル-ルーセントが支払った現金金額（未払利息を除く）：180百万ユーロ。

当社が発行した2014年4月を満期とする6.375％の社債は2013年第2四半期と第3四半期を通じて追加的に買戻し

が行われ、その名目価額は16百万ユーロであり、これは当社が支払った現金金額である（未払利息を除く）17

百万ユーロである。さらに、社債買戻しの一環としてのヘッジ取引である金利スワップは償還され、現金収入7

百万ユーロが生じた。

・アルカテル-ルーセントが発行した5.00％ OCEANE 2015：

-　買戻社債の額面価額：193百万ユーロ

-　アルカテル-ルーセントが支払った現金金額（未払利息を除く）：196百万ユーロ

転換社債の期限前償還に関して支払われる対価は、当初用いられた方法と同じ配分方法で、償還日に債務部分

と資本部分とに配分される。負債部分に関連した損益の額は、「その他の金融収益（損失）」において認識さ

れ、資本部分に関連する対価の額は自己資本において認識される。

追加の名目価額748百万ユーロは2013年8月に買戻しが行われた（上記参照）。

・2016年1月満期アルカテル-ルーセント発行による8.50％優先債：

-　買戻社債の額面価額：75百万ユーロ

-　アルカテル-ルーセントが支払った現金金額（未払利息を除く）：80百万ユーロ

これらの買戻しに伴う（26）百万ユーロの純損失が、2013年第2四半期に「その他の金融収益（損失）」に計上

された（注記7参照）。

担保付き優先信用融資

2013年1月30日、当グループの一部の子会社（特にアルカテル-ルーセント）を米アルカテル-ルーセント・イン

クの義務の保証者として、以下で構成される担保付き優先信用融資枠契約を交わした（2013年1月に共同融資枠

とされた）。

・Liborの利付き優先債券（1.00％を下限とする）に525ベーシス・ポイント、およびABR（一部調整後、最大の

クレディスイス・プライムレート、フェデラル・ファンド実効レートに0.5％および1カ月のLibor 1％を追

加）に425ベーシス・ポイント（借手は一定の間隔を置いて選択）を加えた2016年8月に満期を迎える合計額

面金額500百万米ドルの資産売却枠

・Liborの利付き優先債券（1.00％を下限とする）に625ベーシス・ポイント未満、ABRに525ベーシス・ポイン

ト（借手は一定の間隔を置いて選択）を加えた2019年1月に満期を迎える合計額面金額1,750百万米ドルの融

資枠（四半期毎の名目価額の0.25％の債務返済付き）

・Liborの利付き優先債券（1.00％を下限とする）に650ベーシス・ポイントを加えた2019年1月に満期を迎える

合計額面金額300百万ユーロの融資枠（四半期毎の名目価額の0.25％の債務返済付き）

これらの融資枠は、（i）米アルカテル-ルーセント・ホールディングス・インクおよびほぼすべてがその子会

社で構成されるその他の保証者が保有する株式持分、（ii）米アルカテル-ルーセント・インク、アルカテル-
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ルーセントおよびその他の保証者の実質上すべての特許およびその他の知的財産権、（iii）米アルカテル-

ルーセント・インク、アルカテル-ルーセント・ホールディングス・インクおよびその他の保証者が支払うべき

実質上すべての企業間融資、（iv）米アルカテル-ルーセント・インクおよび米国内の保証者の実質上すべての

その他の有形および無形動産を最優先担保として保証された。

この融資枠に関連する契約には、維持財務制限条項（通常、四半期ごとに負債返済能力の審査と測定が実施さ

れ、それに基づいて算出が行われる制限条項）は含まれないが、特に当グループが以下を行うことができない

よう制限する約款が含まれていた。（i）追加負債を負ったり保証したり、あるいは優先株を発行したりするこ

と、（ii）一定の先取特権を生成すること、（iii）資産を売却したり特許を収益化すること、（iv）配当金支

払い、持分買戻し、投資を行うことこと、（v）融資の担保となっているグループの資産を処分したり譲渡した

りすること。

IAS第39号に従い、これらの与信に対する変動金利へのフロアの条件は、組込デリバティブとして検討され、ホ

スト契約（与信）とは分けられていた。

3つのフロアの開始時点での公正価額は、500百万米ドル資産売却ファシリティが10百万ドル、1,750百万米ドル

の与信が46百万ドル、300ユーロの与信が7百万ユーロとなっていた。これらの公正価額は、与信の名目価額か

ら差し引かれ、金利デリバティブとして記録され、上記で定義・公開の通り、純負債現金に含まれていた。

2013年12月31日終了会計年度における26百万ユーロと言うこれらの公正価額の変動は、「その他の金融収益

（損失）」に記録されている。

さらに、これらの与信発行に関連した手数料についても名目価額から差し引かれ、以下に挙げる帳簿価額にな

る。500百万米ドル資産売却ファシリティが470百万米ドル、1,750百万米ドルの与信が1,633百万米ドル、300百

万ユーロの与信が283万ユーロとなっている。2013年12月31日終了会計年度の純現金受取額については、キャッ

シュフロー計算書の「長期債務の発行」の項目に報告され、総額は1,917百万ユーロである。発行日時点の当該

債券の額面と帳簿価格の差異は社債の残存期間にかかる金融費用の範囲内で償却される。

2012年における変動

延長または償還

アルカテル-ルーセントは初回の発行が2010年7月と10月の社債の残り（2012年2月満期の社債、および2012年5

月満期の社債の額面価額はそれぞれ50百万ユーロ）を償還した。

買戻し（期限前償還）

2012年、額面金額115.5百万米ドルの米アルカテル-ルーセント・インクの2.875％シリーズB転換社債が、現金

110百万米ドル（未払い利息を除く）で買戻され、償却された。

買戻社債の額面価額：米アルカテル-ルーセント・インクの転換社債2.875％シリーズB：115,500,000米ドル

転換社債の期限前償還に関して支払われる対価は、当初用いられた方法と同じ配分方法で、償還日に債務部分

と資本部分とに配分される。負債部分に関連した損益の額は、「その他の金融収益（損失）」において認識さ

れ、資本部分に関連する対価の額は自己資本において認識される。

これらの買戻しに伴う27百万ユーロの損失は、2012年「その他金融収益（損失）」に計上された（注記7参

照）。

b 金融負債（総額）の－タイプ別分析

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

転換社債 1,498 1,191 2,179

その他の社債 3,198 4,485 2,118

全額が取り消されない振り替え対象の債権
(1)

233 248 166
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銀行借入、当座借越およびその他の金融負債 239 119 219

ファイナンス・リース債務 18 24 23

未払利息 91 95 100

金融負債、総額 5,277 6,162 4,805

(1)注記20「振替金融資産」を参照。

c 満期日およびレート別の分析

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

1年内返済予定長期債務
(1)

- 1,054 570

短期負債
(2)

402 186 281

1年以内に期日を迎える金融債務
(4)

402 1,240 851

内訳：

・　3ヶ月以内 274 791 225

・　3ヶ月から6ヶ月 104 406 603

・　6ヶ月から9ヶ月 12 22 11

・　9ヶ月より先 11 21 12

2014 - - 604

2015 - 114 1,049

2016 280 515 495

2017 604 494 656

2018 539 401 -

2019年以降 3,452 3,398 1,150

1年以降に期日を迎える金融負債
(3)(4)

4,875 4,922 3,954

合計 5,277 6,162 4,805

(1) 2013年12月31日時点の金額には、2014年4月を満期とする6.375％の債券274百万ユーロと、2014年1月に7.75％の転換社債を全額返済

すると言う取り消し不能の契約の存在を要因とする7.75％のトラスト型転換優先証券675百万ユーロが含まれる。

2012年12月31日時点の金額は、2013年6月15日時点で行使可能なプット・オプションが存在するため、ルーセント転換社債2.875％シ

リーズBに関連するものである。

(2) 2014年12月31日時点の金額には91百万ユーロ（2013年12月31日時点で95百万ユーロ、2012年12月31日時点で100百万ユーロ）の未払い

利息が含まれていた。

(3) 転換証券は早期償還あるいは買い戻しオプションに基づき早期に償却される可能性がある。債券の契約満期以前に発生する任意償還

期間／日の場合、契約満期以前の償還の可能性により、支払見積額に変動が生ずる可能性がある。IAS第39号で規定される通り、確実

な新規見積に基づき事業体が支払見積額を修正する場合、修正された見積りキャッシュ・フローを反映させるため、金融負債の元の実

効金利で残りのキャッシュ・フローの現在価値を計算し、商品の帳簿価額を調整しなければならない。調整分は、損益における収支と

して認識される。

(4) 金融債務の契約キャッシュ・フローは注記28において開示する。

d 金利別の負債分析

（単位：百万ユーロ） 金額 実効金利 ヘッジ後の金利

2012年

転換社債 2,179 9.23％ 9.23％

その他の社債 2,118 7.78％ 6.98％

銀行借入、当座借越およびファイナンス・リース負債 408 1.97％ 1.97％

未払利息 100 該当なし 該当なし

金融負債、総額 4,805 7.94％ 7.58％

2013年
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転換社債 1,191 9.50％ 9.50％

その他の社債 4,485 7.50％ 7.28％

銀行借入、当座借越およびファイナンス・リース負債 391 2.66％ 2.66％

未払利息 95 該当なし 該当なし

金融負債、総額 6,162 7.58％ 7.42％

2014年

転換社債 1,498 5.83％ 5.83％

その他の社債 3,198 7.27％ 7.27％

銀行借入、当座借越およびファイナンス・リース負債 490 2.02％ 2.02％

未払利息 91 該当なし 該当なし

金融負債、総額 5,277 6.36％ 6.36％

e 金利タイプの負債分析

2014年 2013年 2012年

（単位：百万ユーロ） ヘッジ前 ヘッジ後 ヘッジ前 ヘッジ後 ヘッジ前 ヘッジ後

固定金利負債の合計 5,269 5,269 6,154 5,880 4,789 4,329

変動金利負債の合計 8 8 8 282 16 476

合計 5,277 5,277 6,162 6,162 4,805 4,805

f 通貨別の負債分析

2014年 2013年 2012年

（単位：百万ユーロ） ヘッジ前 ヘッジ後 ヘッジ前 ヘッジ後 ヘッジ前 ヘッジ後

ユーロ 1,976 2,388 1,544 1,544 2,205 2,205

米ドル 3,150 2,738 4,608 4,608 2,587 2,587

その他 151 151 10 10 13 13

合計 5,277 5,277 6,162 6,162 4,805 4,805

g 負債の公正価値

アルカテル-ルーセントの負債の公正価値は、グループの信用レートリスクで調整された、負債利回りに相当す

る割引率で、将来キャッシュフローを割引くことによって、各借入に対して決定される。変動金利における負

債および当座借越の公正価値は、ほぼ正味帳簿価額に近い。負債をヘッジする金融商品の公正価値は、将来

キャッシュ・フローの正味現在価値に基づき、同じ方法に従って計算される。

・2014年12月31日現在、ヘッジ前の負債の公正価値（信用格差を含む）は、6,299百万ユーロで、ヘッジ後の公

正価値（信用格差を含む）は、6,297百万ユーロであった。

・2013年12月31日現在、ヘッジ前の負債の公正価値（信用格差を含む）は、7,221百万ユーロで、ヘッジ後の公

正価値（信用格差を含む）は、7,231百万ユーロであった。

・2014年12月31日現在、ヘッジ前の負債の公正価値（信用格差を含む）は、4,673百万ユーロで、ヘッジ後の公

正価値（信用格差を含む）は、百万ユーロであった。

h 信用格付
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アルカテル-ルーセントおよび米アルカテル-ルーセント・インクの信用格付

2015年2月5日現在のアルカテル-ルーセントと米アルカテル-ルーセント・インクの信用格付は以下のとおりで

ある。

格付機関

コーポレート・

ファミリー格付 長期債務 短期債 見通し

CFR／債券格付け

最終更新日

見通しの直近

の更新

ムーディーズ：

アルカテル-ルーセントS.A. B3 B3/Caa1
(1)

Not Prime

（ノット・プライム） ポジティブ

2012年12月4日／

2013年12月19日 2014年11月17日

米アルカテル-ルーセント・インク 該当なし B3
(2)

該当なし ポジティブ 2013年12月12日 2014年11月17日

スタンダード・アンド・

プアーズ

アルカテル-ルーセントS.A. B B B 安定的 2014年8月18日 2014年8月18日

米アルカテル-ルーセント・インク B B 該当なし 安定的 2014年8月18日 2014年8月18日

(1) OCEANE 2018およびOCEANE 2019および2020は、Caa1と格付けされている。アルカテル-ルーセントが発行したその他全ての長期債はB3

と格付けされている。

(2) 8.875％優先債、6.75％優先債および4.625％優先債はそれぞれ、B3と格付けされている。アルカテル-ルーセントの2028年満期の

6.50％の社債と2029年満期の6.45％の社債は2012年1月20日に撤回された。

ムーディーズ：2014年11月17日、ムーディーズは、アルカテル-ルーセントおよび米アルカテル-ルーセント・

インクの格付けの見通しを「ポジティブ」から「安定的」へと変更し、B3格付けとして確認した。

2013年12月19日、ムーディーズはアルカテル-ルーセントが発行した2016年に満期を迎える8.50％の優先債の格

付けをCaa1からB3に引き上げた。

2013年11月7日、ムーディーズはアルカテル-ルーセントの社債のB3親会社格付見通しをネガティブから安定的

に変更し、グループの債券の既存の格付けを確認した。

2013年8月23日、ムーディーズは米アルカテル-ルーセント・インクが発行した2020年に満期の到来する8.875％

の優先債のB3格付けを確認し、アルカテル-ルーセントの親会社格付をB3とした。

2013年6月26日、ムーディーズはアルカテル-ルーセントが発行した新しいOCEANE転換社債について暫定的に

Caa1の格付けを行い、2018年に米アルカテル-ルーセント・インクが締結した3件の担保付き優先信用融資に関

する暫定的B1格付けを、決定的なものとしてB1格付けに変更を行った。

ムーディーズは2012年12月19日、担保付き優先信用融資契約に対して、暫定B1格付を割り当てた。

2012年12月4日、ムーディーズは、アルカテル-ルーセントのコーポレート・ファミリー格付をB2からB3に引き

下げた。同時に、アルカテル-ルーセントの上位長期債の格付がB3からCaa1へと引き下げられ、アルカテル-

ルーセントが劣後保証した米アルカテル-ルーセント・インクの2.875％シリーズAおよびシリーズBの転換社債

の格付がCaa1からCaa2へと引き下げられた。マイナスの見通しが確認された。

2012年8月3日、ムーディーズは、アルカテル-ルーセントのコーポレート・ファミリーの格付と債務の見通し、

および米アルカテル-ルーセント・インクとルーセント・テクノロジーズ・キャピタル・トラスト・Iの格付を

「安定的」から「ネガティブ」に修正した。格付が確認された。

2012年5月8日、ムーディーズは、アルカテル-ルーセントのコーポレート・ファミリー格付をB1からB2に引き下

げて、同社の格付を以前の「ネガティブ」の見通しから「安定的」に変更した。同時に、アルカテル-ルーセン

トの上位長期債の格付がB2からB3へと引き下げられ、アルカテル-ルーセントが劣後保証した米アルカテル-

ルーセント・インクの2.875％シリーズAおよびシリーズBの転換社債の格付がB3からCaa1へと引き下げられた。

2012年1月20日、ムーディーズは、アルカテル-ルーセントのコーポレート・ファミリー格付のB1格付けを確認

したが、アルカテル-ルーセントが劣後保証した米アルカテル-ルーセント・インクの2.875％シリーズAおよび

シリーズB転換社債の格付けがB2からB3へと引き下げられた。同時にムーディーズは、米アルカテル-ルーセン
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ト・インクが発行した無保証の2028年満期の6.50％債券および2029年満期の6.45％債券およびアルカテル-ルー

セントが保証していないルーセント・テクノロジーズ・キャピタル・トラストの信託優先証券の格付を撤回し

た。見通しは「ネガティブ」で確認された。

ムーディーズの格付グリッドは、最高格付のAAA格から最低格付のC格に分けられている。アルカテル-ルーセン

トのコーポレート・ファミリーの格付け、アルカテル-ルーセントの長期債（OCEANE 2018、2019および2020を

除く）、米アルカテル-ルーセント・インクの長期債はBカテゴリー内のB3と格付けされており、このカテゴ

リーにはB1とB2の格付けも含まれる。

ムーディーズは、B1カテゴリーについて以下のように定義している。「Bに格付けされた債務は投機的とみなさ

れ、高信用リスクの対象となる。」

アルカテル-ルーセントのOCEANE 2018、2019および2020は、Caaカテゴリー内のCaa1と格付けされており、ムー

ディーズでは次のように定義している。「Caaに格付けされた債務は投機的と判断され、極めて高い信用リスク

の対象となる」。

スタンダード・アンド・プアーズ：2014年8月18日、スタンダード・アンド・プアーズは、アルカテル-ルーセ

ントと米アルカテル-ルーセント・インクの発行体格付をB-からBに引き上げた。当グループによって発行され

た無担保社債もまた、CCC+/B-からBに引き上げられた。同日、格付の引き上げにより、見通しは「ポジティ

ブ」から「安定的」へと変更された。

2014年6月2日、スタンダード・アンド・プアーズは、OCEANE 2019および2020に格付B-を割り当て、発行した。

2013年11月7日、スタンダード・アンド・プアーズは、アルカテル-ルーセントおよび米アルカテル-ルーセン

ト・インクの見通しを、「安定的」から「ポジティブ」に修正し、両社ともに社債格付けをB-とした。2013年

11月7日、スタンダード・アンド・プアーズは、アルカテル-ルーセントの短期債の格付けをBとした。

2013年9月3日、スタンダード・アンド・プアーズは、アルカテル-ルーセントおよび米アルカテル-ルーセン

ト・インクが発行した優先無担保証券の格付けをCCCからCCC+に引き上げた。

2013年6月26日、スタンダード・アンド・プアーズはアルカテル-ルーセントが同日発行した新しい2018年

OCEANE転換社債について、CCCの信用格付けを行った。

2013年6月21日、スタンダード・アンド・プアーズは、アルカテル-ルーセントおよび米アルカテル-ルーセン

ト・インクの長期発行体格付の見通しをBからB-に引き下げた。スタンダード・アンド・プアーズはアルカテル

-ルーセントの短期債に対する格付けをBと再確認し、担保付き優先信用融資枠の格付ををBB-からB+へと引き下

げ、またグループの無担保長期債務の格付をCCC+からCCCへと変更した。ルーセント・テクノロジーズ・キャピ

タル・トラストが発行した信託優先証券の格付は、CCCからCCC-に引き下げられた。

2013年2月18日、スタンダード・アンド・プアーズは、アルカテル-ルーセントおよび米アルカテル-ルーセン

ト・インクに対するすべての発行済み信用格付をB長期信用格付とし、ネガティブな見方を示した上でクレジッ

ト・ウォッチから排除した。ネガティブの見通しが確認された。同時に、当グループの担保付き優先信用融資

枠の発行済み格付BB-格が確認された。その他の格付についても確認が行われた。

2012年12月21日、スタンダード・アンド・プアーズは、アルカテル-ルーセントおよび米アルカテル-ルーセン

ト・インクに対するすべての発行済み信用格付を、ネガティブな見方を示した上でクレジット・ウォッチに掲

載した。同時にスタンダード・アンド・プアーズはアルカテル-ルーセントおよび米アルカテル-ルーセント・

インクの既存無担保長期債務に対する発行済み格付をBからCCC+に引き下げた。アルカテル-ルーセントの短期

債務に対する格付Bが確認された。

2012年8月13日、スタンダード・アンド・プアーズは、アルカテル-ルーセントおよび米アルカテル-ルーセン

ト・インクの見通しを、「安定的」から「ネガティブ」に修正した。格付が確認された。

スタンダード・アンド・プアーズの格付グリッドは、AAA格（最高格付）からD格（最低格付）に分けられてい

る。

アルカテル-ルーセントと米アルカテル-ルーセントのコーポレート・ファミリーの格付、ならびに長期負債

は、Bカテゴリー内のBと格付けされている。
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スタンダード・アンド・プアーズは、Bカテゴリーについて以下のように定義している。「「B格」の債務は、

「BB格」の債務よりも不払いに対して脆弱であるが、現在のところ債務者は債務に対する財務的確約を満たす

能力を備えている。事業、財務あるいは景気環境の悪化により、債務に対する財務的確約を満たす債務者の能

力あるいは意欲が損なわれる可能性がある。」

2014年12月31日現在のアルカテル-ルーセントおよび米アルカテル-ルーセント・インクの債

務に影響を与える格付条項

当社の現行の短期格付けや、フランスのコマーシャル・ペーパー／「billets de trésorerie」市場の流動性の

欠如を考慮し、アルカテル-ルーセントはしばらく同市場には参入しないことを決定した。

アルカテル-ルーセントと米アルカテル-ルーセント・インクの残存社債には、それぞれの信用格付が引下げら

れた場合に繰上げ償還事由が発生することを定めたトリガー条項は含まれていない。

i 銀行与信契約

アルカテル-ルーセント銀行共同融資枠

2013年12月17日、アルカテル-ルーセントは12社の国際銀行のシンジケートとともに、3年間の504百万ユーロの

リボルビング融資枠を終了した。共同融資枠が利用できるかどうかは、アルカテル-ルーセントの信用格付に左

右されることはない。この融資枠の可用性については、アルカテル-ルーセントが、金利費用をカバーできるか

どうかという能力にかかっている。2014年12月31日現在、この融資枠からの資金引出しはゼロであった。

2007年4月5日に締結されたシンジケートの銀行枠は、2013年1月の担保付優先債の終了を受けて停止された。
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注記25 引当金

a 決算時残高

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

製品売上引当金 387 402 510

リストラクチャリング引当金 439 433 456

訴訟引当金 122 122 150

その他の引当金 416 459 533

合計
(1)

1,364 1,416 1,649

(1) うち、1年内使用見込額 959 966 1,003

　　　　　1年超使用見込額 405 450 646

b 2014年中の変動

（単位：百万ユーロ）

2013年

12月31日 繰入 使用 戻入

連結範囲

の変更 その他

2014年

12月31日

製品売上引当金 402 288 (274) (46) (6) 23 387

リストラクチャリング引当金 433 395 (364) (20) (16) 11 439

訴訟引当金 122 58 (40) (18) (2) 2 122

その他の引当金 459 184 (167) (62) (7) 9 416

合計 1,416 925 (845) (146) (31) 45 1,364

損益計算書への影響：

-再編費用、訴訟、連結持分売却

益／（損）、および退職後－給

付制度の改訂計上前営業活動か

らの利益（損失） (516) 87 (429)

-リストラクチャリング費用 (393) 20 (373)

-訴訟 - 7 7

-連結持分売却益／（損） - - -

-退職後給付制度の改定 - - -

-その他の金融収益（損失） (3) 14 11

法人所得税 (7) 14 7

-廃止事業からの（利益）損失 (6) 4 (2)

合計 (925) 146 (779)

年末時点で、係属中の税務争議や訴訟に関し偶発債務が存在している。これらの訴訟のいずれかについて不利

な判決があった場合の財務的な影響や現金支払いの時期については、現時点で予測することはできない。した

がって、2014年12月31日時点では引当金を計上していない。

特に、2006年の鉄道信号事業のタレスの出資による税金への影響に関し、ドイツの税務当局の見解を確認する

ために、2012年末に当社は税務監査を受けた。これにより、€140百万ユーロ（利息および罰金差引前）のマイ

ナス影響が及ぶ可能性があった（利息及び罰金差引後では2013年12月31日時点で179百万ユーロ）。これらの税

金を支払わなくて済むというよりも、一切何も確保することができない可能性が高い。もし当社が今後、この

税務訴訟に関連して何かを維持できたとしたら、それは2006年に発生した基本的取引として、廃止事業に分類

されることになる。税金が支払われるべきであると最終的に決定された場合、債務に対して利息が発生するこ

とになるが、適用法に則り、当社は支払いを拒否している。これにより、当社の2012年、2013年および2014年

のキャッシュ・フロー計算書は影響を受けていない。
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c リストラクチャリング引当金の分析

（単位：百万ユーロ） 2014年12月31日 2013年12月31日時点
(1)

2012年12月31日
(1)

期首残高 433 456 294

期間中の使用（リストラクチャリング現金経費） (364) (522) (340)

リストラクチャリング費用（社会的費用とその他金銭的費用） 373 473 436

割引影響の戻入(金融損失） 1 1 6

連結子会社の取得（売却）の影響 (16) - -

為替換算差額およびその他の費用 12 25 60

決済残高 439 433 456

(1)2013年および2012年の金額は、廃止事業の影響を反映して修正再表示されている（注記9を参照のこと）。

d リストラクチャリング費用

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

社会的費用－リストラクチャリング引当金 (245) (302) (378)

その他金銭的費用－リストラクチャリング引当金 (128) (171) (58)

その他の金銭的費用－支払 (156) (25) (57)

その他の金銭的費用－年金準備金 (32) (19) 24

評価引当金または資産の評価減およびその他 (13) (1) (10)

リストラクチャリング総費用 (574) (518) (479)

(1) 2013年および2012年の金額は、廃止事業の影響を反映して修正再表示されている（注記9を参照のこと）。

e 訴訟引当金の分析

（単位：百万ユーロ）

2013年

12月31日 繰入 使用 戻入

連結範囲

の変更 その他

2014年

12月31日

FCPA訴訟 13 - (12) - - (1) -

フォックス・リバー訴訟 11 - (1) (4) 1 1 7

マドリード・オフィスビル訴訟 12 - (9) (3) - - -

小計－重大な訴訟
(1)

36 - (22) (7) 1 - 7

その他の引当金 86 58 (18) (11) (3) 2 115

合計 122 58 (40) (18) (2) 2 122

(1) FCPA訴訟は2011年監査済み連結財務諸表の注記35-bに記載される通りである。フォックス・リバー訴訟は2012年監査済み連結財務諸

表の注記33（「ルーセントの分離契約」）に記載される通りである。マドリード・オフィスビル訴訟は2010年監査済み連結財務諸表の

注記34-eに記載される通りである。

注記26 市場関連エクスポージャー

当グループは、金利リスク、為替リスクおよび取引先リスクを含めた市場リスクに対するグループのエクス

ポージャーを最小限に抑えるため、集中資金管理方式を採っている。グループは、金利、外国為替レートの変

動リスクを管理し軽減するために、デリバティブ金融商品を利用している。

アルカテル-ルーセントの社債はユーロ建ておよび米ドル建てで発行されている。金利デリバティブは主に固定

金利債務から変動金利債務への転換に使用される。
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見積将来キャッシュ・フロー（例えば、企業の商取引または営業上のオファー）は、先物為替取引によりヘッ

ジされる。

a 金利リスク

201４年12月31日に保有したデリバティブ金融商品は、負債コストの軽減と、金利リスクのヘッジを意図したも

のである。2014年、2013年、2012年の12月31日現在、未払いの金利デリバティブには以下の特徴がある。

i 12月31日現在の未払いの金利デリバティブ

種類および満期日別の分析

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

名目元本契約償還日

1年未満

1年から

5年 5年以降 合計 市場価値 合計 市場価値 合計 市場価値

金利スワップ

固定金利支払 - 412 4 416 - 9 - 14 (1)

変動金利支払 - 416 - 416 (6) 272 11 460 33

フロア

買い - - - - - - - - -

売り - - - - - 1,256 (21) - -

米ドルLiborの金利スワップのオプション

買い - - - - - - - - -

売り - - - - - - - - -

市場価値の総額 (6) (10) 32

会計分類別の分析

（単位：百万ユーロ） 市場価値

2014年 2013年 2012年

公正価値のヘッジ 2 11 33

キャッシュ・フロー・ヘッジ - - -

ヘッジ会計に不適切な商品 (8) (21) (1)

合計 (6) (10) 32

市場価値および満期日別の分析

（単位：百万ユーロ） 満期

1年未満 1年から5年 5年以降 合計

資産としてのデリバティブの市場価値

公正価値のヘッジ - 2 - 2

キャッシュ・フロー・ヘッジ - - - -

ヘッジ会計に不適切な商品 - - - -

合計 - 2 - 2

EDINET提出書類

アルカテル・ルーセント(E05781)

有価証券報告書

243/452



（単位：百万ユーロ） 満期

1年未満 1年から5年 5年以降 合計

負債としてのデリバティブの市場価値

公正価値のヘッジ - - - -

キャッシュ・フロー・ヘッジ - - - -

ヘッジ会計に不適切な商品 - (8) - (8)

合計 - (8) - (8)

ii 金利感応性

財務費用における金利感応性

1％の金利が急激に上昇すると、金融負債に当てはまり、その影響はヘッジ商品を考慮に入れてから損益計算書

に計上されるが、2014年の場合、支払利息に大きな変更はない（2013は影響はなく、2012年は5百万ユーロ）。

1％の金利が急激に上昇すると、金融資産に当てはまり、その影響はヘッジ商品を考慮に入れてから損益計算書

に計上されるが、2014年の場合、支払利息が52百万ユーロ減少することになる（2013年の場合は59百万ユー

ロ、2012年の場合は43百万ユーロ）。

金融資産は主に短期のものであり、同種の資産に再投資されると仮定している。

時価における金利感応性

金利カーブが1％上昇すると、市場性のある株式に適用され、その影響はヘッジ商品を考慮に入れてから自己資

本に計上されるが、2014年の場合、自己資本を4百万ユーロ増加させることになる（2013年の場合は2百万ユー

ロ、2012年の場合は3百万ユーロ減少）。

金利カーブが1％上昇すると、市場性のある株式に適用され、その影響はヘッジ商品を考慮に入れてから自己資

本に計上されるが、2014年の場合、2百万ユーロのマイナス影響を与えることになる（2013年は4百万ユーロ、

2012年は3百万ユーロ）。

金利カーブが1％上昇し公正価値のヘッジとなる金利デリバティブに適用されると、2014年の場合、13百万ユー

ロのプラス影響を与えることになる

（2013年は1百万ユーロ、2012年は7百万ユーロのマイナス影響）。

金利カーブが1％上昇し公正価値のヘッジとなる金利ヘッジ負債に適用されると、2014年の場合、13百万ユーロ

のマイナス影響を与えることになる

（2013年は1百万ユーロ、2012年は7百万ユーロのマイナス影響）。

損益計算書に与える影響はゼロである。

金利カーブが1％上昇し公正価値のヘッジとなる金利デリバティブに適用されないと、2014年の場合、18百万

ユーロのプラス影響を与えることになる（2013年は17百万ユーロ、2012年は0百万ユーロのプラス影響）。

金利カーブが1％上昇し、ヘッジ商品を考慮に入れた上で金融債務に適用されると、2014年の市場価格で273百

万ユーロのプラス影響を与えることになる（2013年は263百万ユーロ、2012年は127百万ユーロ）。しかし、負

債はヘッジされる場合のみ公正価値を再評価されるため、この影響は計上されない。その結果、損益計算書に

も自己資本にも影響を与えないことになる。

（単位：

百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年
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帳簿

価値

公正

価値

公正価値

の変動

（金利が

1％下降

した場

合）
(1)

公正価値

の変動

（金利が

1％上昇

した場

合）

帳簿

価値

公正

価値

公正価値

の変動

（金利が

1％下降

した場

合）
(1)

公正価値

の変動

（金利が

1％上昇

した場

合）

帳簿

価値

公正

価値

公正価値

の変動

（金利が

1％下降

した場

合）
(1)

公正価値

の変動

（金利が

1％上昇

した場

合）

資産

市場性のある

有価証券 1,672 1,672 (2) 2 2,259 2,259 6 (6) 1,528 1,528 6 (6)

現金および現金

同等物
(2)

3,878 3,878 - - 4,096 4,096 - - 3,401 3,401 - -

小計 5,550 5,550 (2) 2 6,355 6,355 6 (6) 4,929 4,929 6 (6)

負債

転換社債 (1,498) (2,346) (55) 53 (1,191) (1,988) (21) 20 (2,179) (2,217) (40) 39

非転換社債 (3,198) (3,372) (229) 205 (4,485) (4,745) (269) 244 (2,118) (1,943) (105) 95

その他金融債務 (581) (581) - - (486) (486) - - (508) (508) - -

小計 (5,277) (6,299) (284) 258 (6,162) (7,219) (290) 264 (4,805) (4,668) (145) 134

金利デリバティ

ブ

商品－その他の

流動および非流

動資産 1 1 37 13 11 11 - (1) 33 33 1 (7)

金利デリバティ

ブ

商品-その他の

流動および非流

動負債 - - - - (21) (21) (3) 17 - - - -

共同ベンチャー

企業への貸付金-

金融資産 - - - - 7 7 - - 23 23 - -

リバティブ外国

為替前の（負

債）／現金の状

態 274 (748) (249) 273 190 (867) (287) 274 180 317 (138) 121

金融負債のデリ

バティブ外国為

替商品-その他の

流動および非流

動資産 123 123 - - 5 5 - - 2 2 - -

金融負債のデリ

バティブ外国為

替商品-その他の

流動および非流

動負債 (71) (71) - - (46) (46) - - (35) (35) - -

（負債）／現金

の状態 326 (696) (249) 273 149 (908) (287) 274 147 284 (138) 121

(1) 1％の金利下降で金利がマイナスとなる場合、金利感応性は金利0％で計算する。

(2) 現金および現金同等物の場合、帳簿価額は公正価値の十分な見積りとしてみなされる。
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b 通貨リスク

i 12月31日時点の通貨デリバティブの残高

種類および通貨別の分析

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

米ドル 英ポンド その他 合計 市場価値 合計 市場価値 合計 市場価値

外貨の購入/貸付

先物為替契約 337 139 487 963 10 222 (5) 529 (1)

短期為替スワップ 2,123 440 303 2,866 63 4,614 (42) 2,231 (35)

クロス・カレンシー・

スワップ 412 - - 412 56 - - - -

通貨オプション取引

・　買い - - - - - - - - -

・　売り - - - - - - - - -

合計 2,872 579 790 4,241 129 4,836 (47) 2,760 (36)

外貨の売却／借用

先物為替契約 336 28 2 366 (15) 350 2 681 10

短期為替スワップ 731 68 145 944 (16) 1,214 9 898 15

クロス・カレンシー・

スワップ - - - - - - - - -

通貨オプション取引

・　売り - - - - - - - - -

・　買い 10 - 29 39 - - - - -

合計 1,077 96 176 1,349 (31) 1,564 11 1,579 25

市場価値の総額 98 (36) (11)

種類および満期別の分析

（単位：百万ユーロ） 満期

1年未満 1年から5年 5年以降 合計

購入／貸付

先物為替契約 963 - - 963

短期為替スワップ 2,866 - - 2,866

クロス・カレンシー・スワップ - 412 - 412

通貨オプション取引

・　買い - - - -

・　売り - - - -

合計 3,829 412 - 4,241

（単位：百万ユーロ） 満期

1年未満 1年から5年 5年以降 合計

売却／借用

先物為替契約 366 - - 366

短期為替スワップ 944 - - 944

クロス・カレンシー・スワップ - - - -
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通貨オプション取引

・　買い - - - -

・　売り 39 - - 39

合計 1,349 - - 1,349

市場価値および満期日別の分析

満期

合計（単位：百万ユーロ） 1年未満 1年から5年 5年以降

資産としてのデリバティブの市場価値の合計 93 56 - 149

満期

合計（単位：百万ユーロ） 1年未満 1年から5年 5年以降

負債としてのデリバティブの市場価値総額 (51) - - (51)

会計分類別の分析

市場価値

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

公正価値のヘッジ 112 (39) (27)

キャッシュ・フロー・ヘッジ 1 (1) 7

ヘッジ会計に不適切な商品 (15) 4 9

合計 98 (36) (11)

ii 為替レートにおける金利感応性

当グループで最もよく使われるクロス・カレンシーは、米ドル対ユーロ、英国ポンド対ユーロ、英国ポンド対

米ドルである。金利感応性は米ドルの価値をその他の通貨に対して6％増減させることによって計算される。

外国通貨為替レートがユーロに対して6％高いと、外国為替デリバティブに適用され、2014年の場合101百万

ユーロのプラス影響を与えることになる（2013年は201百万ユーロ、2012年は59百万ユーロのプラス影響）。こ

の影響は外国為替デリバティブの損益計算書に影響を及ぼすが、ヘッジ会計の対象とはならない。

正価値のヘッジにふさわしい外国為替デリバティブについては、外国通貨為替レートが6％増加すると、2014年

の場合138百万ユーロのプラス影響を与えることになる（2013年は245百万ユーロ、2012年は94百万ユーロのプ

ラス影響）。しかし、このプラス影響は、基本項目の再評価によるマイナスの影響によって相殺される。従っ

て、損益計算書に与える影響はゼロである。

キャッシュ・フローのヘッジ対象となる外国為替デリバティブについては、外国通貨為替レート6％増加する

と、2014年の自己資本に1百万ユーロのプラス影響を与えることになる（2013年は1百万ユーロ、2012年は23百

万ユーロのマイナス影響）。

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

公正

価値

公正価値

の変動

（米ドルが

6％下降

した場合）

公正価値

の変動

（米ドルが

6％上昇

した場合）

公正

価値

公正価値

の変動

（米ドルが

6％下降

した場合）

公正価値

の変動

（米ドルが

6％上昇

した場合）

公正

価値

公正価値

の変動

（米ドルが

6％下降

した場合）

公正価値

の変動

（米ドルが

6％上昇

した場合）

外国為替デリバティブの残高

公正価値のヘッジ 112 (135) 138 (39) (244) 245 (27) (94) 94
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キャッシュ・フロー・ヘッジ 1 (1) 1 (1) 1 (1) 7 23 (23)

ヘッジ会計に不適切なデリバティブ (15) 39 (38) 4 44 (43) 9 13 (12)

デリバティブの残高合計 98 (97) 101 (36) (199) 201 (11) (58) 59

デリバティブの残高による業績への

影響 (15) 39 (38) 4 44 (43) 9 13 (12)

デリバティブ残高による営業活動

からの収益（損失）への影響 - - - - - - - - -

デリバティブの残高による自己資本

への影響 1 (1) 1 (1) 1 (1) 7 23 (23)

iii 自己資本に当初から認識されていたヘッジ取引における、収益または損失の損益計算書

の再分類

（単位：百万ユーロ）

2011年12月31日時点で自己資本に計上されたキャッシュ・フロー・ヘッジ (13)

公正価値の変動 17

損益計算書への収益または損失の再分類
(1)

(3)

2012年12月31日時点で自己資本に計上されたキャッシュ・フロー・ヘッジ 1

公正価値の変動 (1)

損益計算書への収益または損失の再分類
(1)

1

2013年12月31日時点で自己資本に計上されたキャッシュ・フロー・ヘッジ 1

公正価値の変動 (1)

損益計算書への収益または損失の再分類
(1)

-

2014年12月31日時点で自己資本に計上されたキャッシュ・フロー・ヘッジ -

(1) この表で示され、自己資本で直接認識された金額は、上記表で除外されている廃止事業および商品デリバティブに関する金額によ

り、連結包括利益計算書に開示されている額とは異なる。

c 公正価値の階層

2014年 2013年 2012年

（単位：百万ユーロ） レベル1 レベル2 レベル3 合計 レベル1 レベル2 レベル3 合計 レベル1 レベル2 レベル3 合計

資産

公正価値で売却可能な

金融資産 3 167 6 176 - 158 7 165 1 146 7 154

損益計上を通じて公正

価値で

測定される金融資産

(1) - 1,605 - 1,605 - 2,192 - 2,192 - 1,480 - 1,480

通貨デリバティブ
(2)

- 149 - 149 - 18 - 18 - 29 - 29

金利デリバティ－

ヘッジ
(2)

- 2 - 2 - 11 - 11 - 33 - 33

金利デリバティブ－

その他
(2)

- - - - - - - - - - - -

現金同等物
(3)

1,096 383 - 1,479 1,476 147 - 1,623 906 133 1,039

合計 1,099 2,306 6 3,411 1,476 2,526 7 4,009 907 1,821 7 2,735

負債
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通貨デリバ

ティブ
(2)

- (51) - (51) - (54) - (54) - (40) - (40)

金利デリバティ－

ヘッジ
(2)

- - - - - (21) - (21) - - - -

金利デリバティブ－

その他
(2)

- (9) - (9) - - - - - (1) - (1)

合計 - (60) - (60) - (75) - (75) - (41) - (41)

(1) 注記15を参照。

(2) 注記21を参照。

(3) 注記16を参照。取引が活発な金融市場のファンドは、ファンドの純資産価値で測定され、レベル1に分類される。当グループの残りの

現金同等物はレベル2に分類され、償却原価で測定される。これは、商品の購入から予定されている現金化までの期間が短いことを考

慮すると、妥当な予測公正価値である。

レベル2に分類される公正価額での売却可能な金融資産に含まれる、利益もしくは損失と市場性のある有価証券

を通じた公正価額での金融資産は、同様の金融商品の市場価格もしくは観察可能な市場データで裏付けられる

拘束力のない市場価格で価格が付けられる。当グループでは、市場価格、独立した価格提供業者、その他の情

報源から入手可能な実際の売買データ、指標銘柄利回り、ブローカーの呼値、その他同様のデータといった値

を使用して、これらの資産の最終的な公正価額を決定している。

当グループのデリバティブ商品についてはレベル2に分類される。理由は、活発に取引がなされておらず、観察

可能な市場データ（為替レート、ボラティリティ指標、金利）を使用した価格モデルで価値が決定されている

からである。

2013年と2014年、および2012年と2013年に定期的に行われた資産と負債の測定における公正価値の階層につい

ては、レベル1とレベル2の間では移行はなかった。

公正価値の階層のレベル3に分類される金融資産は、連結前の企業に対する投資に対応している。危機に瀕した

金額については重大なほど大きくない。
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（単位：百万ユーロ）

2012年12月31日時点のレベル3の額 7

追加／（売却） -

株主資本の公正価値の変動 (1)

減損損失 -

連結グループの変動 -

その他の変動 1

2013年12月31日時点のレベル3の額 7

追加／（売却） -

株主資本の公正価値の変動 (1)

減損損失 -

連結グループの変動 -

その他の変動 -

2014年12月31日時点のレベル3の額 6

不定期に公正価値で測定される資産および負債：

不定期に公正価値で再測定される資産および負債には次のものが含まれる。

・売却目的で保有されている場合に公正価値に削減されたローンや固定資産

・以前は連結対象であった子会社（当社で支配持ち分を売却したものの、非支配持ち分は保有し、結果として

子会社が連結非対象となった）で保有されている投資

・事業統合による認識可能な有形・無形資産および負債（のれんを除く）

2014年12月31日、2013年12月31日、2012年12月31日の時点では、不定期に公正価値で測定される資産および負

債で当グループにはその資産と負債はなかった。

d 株式市場リスク

アルカテル-ルーセントおよびその子会社は、株式市場において投機的な取引は行わない。アルカテル-ルーセ

ントの承認に従って、子会社は優良企業に株式投資を行う。

e 信用リスク

i 信用リスクの最大エクスポージャー

当グループは、エクスポージャーは以下の通りであると考えている。

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

営業債権およびその他の債権
(1)

2,528 2,482 2,860

市場性のある有価証券
(2)

1,672 2,259 1,528

現金および現金同等物
(3)

3,878 4,096 3,401

その他の金融資産
(2)

406 322 341

外国為替デリバティブ資産
(4)

149 18 29

外国為替デリバティブ資産
(4)

2 11 33
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その他の資産
(4)

1,120 1,135 1,092

金融保証およびオフバランス債務
(5)

2 8 4

信用リスクに対する最大エクスポージャー 9,757 10,331 9,288

(1) 注記19を参照。

(2) 注記15を参照。

(3) 注記16を参照。

(4) 注記21を参照。

(5) 注記28を参照。

ii 信用リスクの集中

顧客の多様化および地理的分散により、経営幹部は、重大な信用リスクの集中はないと考えている。上位5番目

までの顧客の信用リスクは、取引債権の30％を超えない。

iii 正常な金融資産の残高

（単位：百万ユーロ）

2014年

12月31日

時点の

帳簿価額

うち、未払い

でも減損

でもない価額

決算日時点で減損ではないが未払の金額

<1カ月未満

1カ月から

6カ月以内

6カ月から

1年以内 >1年超 合計

営業債権および

その他の債権

金利が生じる債権 1 1 - - - - -

その他の営業債権 2,720 2,144 109 154 72 49 384

粗価値 2,721

評価引当金 (193)

正味価値 2,528 2,145 109 154 72 49 384

（単位：百万ユーロ）

2013年

12月31日

時点の

帳簿価額

うち、未払い

でも減損

でもない価額

決算日時点で減損ではないが未払の金額

<1カ月未満

1カ月から

6カ月以内

6カ月から

1年以内 >1年超 合計

営業債権および

その他の債権

金利が生じる債権 5 5 - - - - -

その他の営業債権 2,634 2,190 82 130 45 30 287

粗価値 2,639

評価引当金 (157)

正味価値 2,482 2,195 82 130 45 30 287

（単位：百万ユーロ）

2012年

12月31日

時点の

帳簿価額

うち、未払い

でも減損

でもない価額

決算日時点で減損ではないが未払の金額

<1カ月未満

1カ月から

6カ月以内

6カ月から

1年以内 >1年超 合計

営業債権および

その他の債権

金利が生じる債権 41 41 - - - - -
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その他の営業債権 2,940 2,576 83 93 41 27 244

粗価値 2,981

評価引当金 (120)

正味価値 2,861 2,617 83 93 41 27 244

当社は、未払いであっても減損がないその他の金融資産を重要であると考えていない。

iv 営業債権評価引当額の変動

（単位：百万ユーロ） 金額

2011年12月31日時点の評価引当金 (123)

正味財務結果の影響 (5)

償却 8

為替換算差額 -

その他の変動 -

2012年12月31日時点の評価引当金 (120)

正味財務結果の影響 (62)

償却 20

為替換算差額 4

その他の変動 1

2013年12月31日時点の評価引当金 (157)

正味財務結果の影響 (24)

償却 4

為替換算差額 (8)

その他の変動 (8)

2014年12月31日時点の評価引当金 (193)

v 市場性のある有価証券、現金、現金同等物および金融デリバティブ商品の信用リスク

相手方が債務の履行を怠った場合、当グループは、市場性のある有価証券、現金、現金同等物および金融デリ

バティブ商品の信用リスクにさらされる。当グループは、信用リスクを抑えるために相手方を分散している。

相手方の格付に基づいた厳格な制限によって、日々リスクを監視している。相手方はすべて、2014年12月31

日、2013年12月31日、2012年12月31日時点で投資グレード・カテゴリーに分類される。各相手方に関しては、

エクスポージャーは、市場性のある有価証券、現金、現金同等物および金融デリバティブ商品の公正価値を考

慮に入れて計算されている。

f 流動性リスク

i 金融債務の流動性リスク

2014年12月31日現在、当グループは、利用可能な市場性有価証券、現金および現金同等物、利用可能な共同銀

行融資枠（注記24参照）が業務経費ならびに資本経費をまかない、そして今後12カ月間の金融債務要件に対応

するのに十分なものであると考えている。

ii 外国為替デリバティブの流動性リスク

外国為替デリバティブの値洗いにより（「第b部第i項 12月31日時点の通貨デリバティブの残高」を参照のこ

と）、流動性リスクを適切に移す。
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外国為替デリバティブに関連する資産と負債については、「注記21 その他の資産および負債」に記載されてい

る。

iii 保証およびオフバランス債務の流動性リスク

「注記28 契約債務およびオフバランス債務に関連する開示」を参照のこと。

注記27 連結キャッシュ・フロー計算書に対する注記

a 運転資本の増減、利息および税金計上前営業活動によるキャッシュ・フロー

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

親会社の所有者に帰属する純利益（損失） (118) (1,304) (2,011)

非支配持分 35 10 (77)

調整：

・　有形・無形資産の減価償却費および償却費 545 600 830

　　うち資産計上された開発費の影響 164 163 227

・　資産の減損 - 548 894

・　退職後給付制度の改訂 (112) (135) (204)

・　年金およびその他の退職後給付債務の増減、純額 (50) (38) 10

・　引当金、その他の減損損失および公正価値の変動 252 53 246

・　転換社債に関連する見積りの変動および社債買戻し
(2)

132 226 205

・　資産売却損益純額 (88) (31) (30)

・　持分法適用会社純利益（損失）持分（受取配当金控除後） (15) (6) (4)

・　廃止事業からの（利益）損失 49 25 (639)

・　税務訴訟における金融費用および金利 279 391 271

・　株式報酬 16 19 26

・　法人所得税 (316) (173) 423

調整額小計 692 1,479 2,028

運転資本の増減、利息および税金計上前営業活動による純キャッシュ・フロー 609 185 (60)

(1)2013年および2012年の金額は、廃止事業の影響を反映して修正再表示されている（注記9を参照のこと）。

(2)注記7と24を参照のこと。

b フリー・キャッシュ・フロー

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

運転資本の増減、利息および税金計上前営業活動によるキャッシュ・フロー 609 185 (60)

営業運転資金の変動
(2)

(129) (67) 326

その他の流動資産および負債
(3)

(35) 34 (153)

利息および税金計上前営業活動による正味現金 445 152 113

内訳 -

－リストラクチャリング現金支出 (463) (511) (329)

－年金およびその他の退職後給付で支払った拠出金と給付支払 (192) (189) (190)

受取（支払）利息 (225) (296) (202)

受取（支払）税金 (93) (77) (55)

営業活動によるキャッシュ・フロー 127 (221) (144)
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設備投資 (556) (463) (524)

知的財産の破棄 9 27 -

フリー・キャッシュ・フロー (420) (657) (668)

(1) 2013年および2012年の金額は、廃止事業の影響を反映して修正再表示されている（注記9を参照のこと）。

(2) 割引受取債権から得られる金額を含む（注記20参照）。

(3) 注記20に開示されたフランスの研究開発売却の税額控除（「d’impôt rechercheの戻入」から得られる金額を含む。

c 連結企業体の支配権取得／喪失による現金（支出）収益／発行収益

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

連結企業体の支配権取得

新規連結企業体の取得における現金（経費） (14) - -

新規連結企業体の現金と現金同等物 - - 4

合計－支配権取得によるキャッシュ・フローへの正味影響 (14) - 4

連結企業体の支配権喪失

前連結企業体の売却による売却益 113 - -

前連結企業体の現金と現金同等物 (29) - (5)

合計-支配権喪失によるキャッシュ・フローへの正味影響 84 - (5)

注記28 契約債務およびオフバランス債務

a 契約債務

以下の表は、2014年12月31日現在、契約および確定契約によりグループが将来支払わなければならない最低額

を示している。金融負債、ファイナンス・リース債務ならびに転換社債のエクイティ部分に関連した金額の全

額は、当社の連結財務諸表にすべて反映されている。

（単位：百万ユーロ） 支払期日

契約支払債務 2015年12月31日以前 2016-2017 2018-2019 2020年以降 合計

金融負債（ファイナンス・リースを除く） 397 875 1,143 2,847 5,262

ファイナンス・リース債務 9 9 - - 18

転換社債の資本部分 - - 192 88 280

小計-財政状態計算書に計上 406 884 1,335 2,935 5,560

金融負債にかかる金融費用 231 409 339 125 1,104

オペレーティング・リース 165 237 158 180 740

固定資産購入契約 35 - - - 35

確定購入義務
(1)

925 731 534 127 2,317

小計-財政状態計算書に計上されていない契約

債務 1,356 1,377 1,031 432 4,196

契約債務合計
(2)

1,762 2,261 2,366 3,367 9,756

(1) うち594百万ユーロがHPと締結した販売協力契約およびITアウトソーシング取引に関してHPと交わした確約に関連するものであり、

635百万が以下に記載する複数のアウトソーシング取引の一部としてアクセンチュアと交わした確約に関連するものである。その他の

確定購入義務は、主として、第三者への事業売却に伴う複数年の供給契約に基づく購入義務によるものである。

(2) 企業年金、退職後の医療・福利厚生給付、ならびに退職後給付に関連した債務は、上記表には含まれていない（注記23を参照のこ

と）。
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解約不能なオペレーティング・サブリースで、将来受け取ると予想される最低サブリース貸借収益は、2014年

12月31日現在で83百万ユーロである（2013年12月31日現在で76百万ユーロ、2012年12月31日現在で99百万ユー

ロ）。

損益計算書で費用と認識されるオペレーション・リースの正味リース支払額を、以下で分析している。

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

リース支払額－最低 199 230 231

リース支払額－条件付き 4 2 7

サブリース貸借収益 (24) (26) (26)

損益計算書で認識された合計額 179 206 212

b オフバランス債務－付与した契約債務

グループのオフバランス債務は主に、契約の履行（金融機関が発行する、履行保証、および前受金にかかる保

証）に対してグループの顧客に与えられる保証に関係していた。アルカテル-ルーセントは、これらのリスクを

連結から除外する目的で特別目的事業体を利用してはいない。

グループの通常の事業において付与される保証は以下のとおりである。契約履行に対して付与される保証につ

いては、金融機関による保証を裏づけするために当グループが発行した保証についてのみ以下に示す。

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

グループ契約に関する保証 1,637 1,180 1,217

割引手形
(1)

- - 1

その他の偶発債務
(2)

737 671 716

小計̶偶発債務 2,374 1,851 1,934

担保付借入
(3)

2 8 4

合計
(4)

2,376 1,859 1,938

(1) この項目に計上されている額は、遡及権のある債権の割引のみに関するものである。遡及権なしで売却された債権金額については注

記20に記載されている。

(2) 以下に記載のあるルイ・ドレフュス・アーマチュアズ（「LDA」）に付与された保証は除外する。

(3) 特定の社債に関して以下に記載のある劣後保証は除外する。

(4) 企業年金、退職後の医療・福利厚生給付、ならびに退職後給付に関連した債務は、上の表には含まれていない。これらの給付制度に

対して予想される資金拠出の要約については、注記23を参照。

2014年12月31日時点の偶発債務

（単位：百万ユーロ） 満期

合計偶発債務 1年未満 2年から3年 4年から5年 5年超

グループ契約に対する保証
(1)

830 377 15 395 1,617

第三者契約に対する保証 16 4 - 1 21

割引債その他 - - - - -

その他の偶発債務 50 238 134 314 736

合計 896 619 149 710 2,374

付与されたカウンター保証 91

(1) 財政状態計算書への計上分：97百万ユーロ。
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上記の表に示契約で付与された保証す金額は、グループが付与した現在の保証に基づいて履行を要求され得る

将来支払の最大見込額（割引前）を示している。将来支払う可能性のある最大額は、効果的に支払われ得る最

大の額の、割り引かれていない信頼に足る最適な見積額を反映するものとする。これは、こうした支払いが発

生する可能性はごくわずかだとしても、遡及権の行使や担保保証条項によって可能な回収に関するいかなる減

額も考慮しない。このような信頼できる最適な見積りが利用できない場合には、公表する金額は、その他の性

質をすべて同じままで、グループが支払いを要求しうる最大の額とする。また、顧客のために提供された親会

社保証および契約履行保証の大部分には、保険が付されている。従って、上記の表に記載された保証に関連し

たエクスポージャーの見積額は、請求があった場合に当社が受け取ることのある保険金によって減額される可

能性がある。

製品保証ならびに年金給付および退職後給付に関連した契約債務は、上記の表には含まれていない。これらの

契約債務は、連結財務書類に全額計上されている。訴訟、調停、または規制当局の措置から生じる偶発債務

も、当社の長期契約について付与された保証に関連したものを除き、上記の表に含まれていない。偶発債務に

ついて詳しくは、注記31を参照のこと。

長期契約に付与される保証は、金融機関から顧客に対して発行された履行契約保証、そして顧客から受領した

前受金を担保するために付与された銀行保証で構成される（本注記の下表「2014年12月31日時点で付与され

た、負債、受領前受金、偶発債務および先取特権に対する保証」に記載される先取特権と制限付き現金は除

く）。アルカテル-ルーセントは、顧客から受領した前受金や支払に関連する保証を付与し、請負業者が契約条

項に則り契約を履行しない場合は顧客に補償を行うことを約束している。引渡しの遅延や基本的契約不履行に

伴う訴訟等の状況が発生した場合は、アルカテル-ルーセントが当該保証についての責任を負うことになる可能

性が高い。見込まれるリスクについては、連結財政状態計算書の「引当金」（注記25を参照のこと）または棚

卸資産引当金の科目において引当金が計上されている。当該金額は、前記表の特記「(1）財政状態計算書への

計上分」に記載されている。

顧客の債務不履行または破産を原因として解約され、または中断された契約に関連した契約債務は、法的な保

証の免除が得られない限り、上記の

「グループに関する保証」に含まれている。

第三者の工事契約に対する保証により、当グループは、非連結会社による契約の不履行を根拠に被保証当事者

に対する支払を要求されるおそれがある。これらの偶発債務の公正価値は、保証を発行するために保証人が受

領する保証料に相当し2014年12月31日現在では約0（2013年12月31日時点では0、2013年12月31日時点では0）で

あった。

アルカテル-ルーセントは顧客に対し、ソフトウェアの使用許諾、ならびに知的財産の使用権を付与している。

これにより、特許、著作権または商標権侵害に関する第三者の申立てによって生ずる法的責任について被許諾

者を補償することになる可能性もある。侵害が申し立てられるまで、侵害申立ての性質や範囲について十分な

情報が得られない場合が多いため、アルカテル-ルーセントは、この種の補償によってアルカテル-ルーセント

が被る可能性のある最高額を算定することはできない。

取締役や役員としての信任義務違反に関する第三者からの申立てにつき、アルカテル-ルーセントは取締役、そ

して一部の現役員および元役員を補償する。かかる補償を提供するために発生する特定費用は、各種保険契約

でカバーされる場合がある。これらのエクスポージャーには上限がなく、各契約に伴う債務には条件的な性質

があり、独自の事実および状況があるため、アルカテル-ルーセントは、これらの取り決めに則り支払う必要が

生ずる可能性のある最高額を適切に見積もることができない。これまで、これらの契約に則り行われた支払い

は、アルカテル-ルーセントの事業、財政状態、業績あるいはキャッシュ・フローに対して甚大な影響を及ぼす

ことはなかった。

2014年12月31日時点で付与された、負債、受領前受金、偶発債務および先取特権に対する保証

（単位：百万ユーロ） 満期
財政状態

報告書の

合計

財政状態

報告書の

割合（％）

借入金および受領前受金

に対する保証 1年未満 2年から3年 4年から5年 5年超 合計

付与された先取特権 - - - - -
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付与されたその他保証 2 - - - 2

合計 2 - - - 2

保証で付与された資産の純帳簿価額：

・　無形資産 - - - - - 1,011 0.00％

・　有形資産 - - - - - 1,132 0.00％

・　金融資産 - - - - - 406 0.00％

・　棚卸資産および仕掛品 - - - - - 1,971 0.00％

合計 - - - - -

外部委託取引

アクセンチュアとのアウトソーシング取引

2014年2月28日、シフト契約のコスト削減目標に関連して当社は、会計機能のアウトソーシングを含め、金融機

能の事業転換に関連して、アクセンチュアと7年間のサービス実施契約を締結した。この契約は、人事および情

報技術に関する同様のサービス契約を補完するものである。アクセンチュアとの契約によってカバーされるこ

れら3つの各会社機能は、「タワー」と呼ばれる。このアクセンチュアとの契約により、契約期間中に以下を対

象とするコスト削減を実現することが見込まれる：金融、会計、人事におけるデータ処理サービス（バックオ

フィス）、並びにアルカテル-ルーセントが事業を運営する国々におけるITアプリケーションのITサービス、サ

ポート、保守。

最初の2年間の移行および転換段階の一環として、アルカテル-ルーセントはこれら3つのタワーを構造改革する

ことに尽力しており、そのコストは49百万ユーロと予測される。これらのリストラクチャリング費用のうち38

百万ユーロは2014年中に発生した。

全体として、アルカテル-ルーセントは約757百万ユーロ分のアクセンチュアの商品およびサービスを2020年ま

でに購入することを確約している。2014年12月31日、合計確約購入金額の残金は635百万ユーロであった。

この確約の2014年12月31日時点での残高については、上記の契約支払債務に関する表の「確定購入義務」の欄

に記載されている。

HCLテクノロジーズとのアウトソーシング取引

2014年7月1日、シフト契約のコスト削減目標に関連してアルカテル-ルーセントは、一部の旧技術の研究開発部

門の一部の移転に関連し、HCLテクノロジーズ・リミテッドとの7年間のマスター・サービス契約を締結した。

この契約により、契約期間中に以下を対象とするコスト削減を実現することが見込まれる：研究開発および保

守、人事。最初の3年間の移行および転換段階の一環として、アルカテル-ルーセントはこれらの活動を構造改

革することに尽力しており、そのコストは40百万ユーロと予測される。全体として、アルカテル-ルーセントは

約297百万ユーロ分のHCLのサービスを2021年までに購入することを確約している。2014年12月31日、合計契約

額の残余額は273百万ユーロであった。

この確約の2014年12月31日時点での残高については、上記の契約支払債務に関する表の「確定購入義務」の欄

に記載されている。

ヒューレット・パッカードとのアウトソーシング取引

2009年10月29日、アルカテル-ルーセントは2009年12月1日を発効日として、ヒューレット・パッカード・カン

パニー（HP）と重要なITアウトソーシング取引を締結し、同時に10年間の販売協力契約を締結した。

IT外部委託取引契約では、HPがアルカテル-ルーセントのITインフラの大半を転換し管理することを定めてい

る。最初の18ヶ月間の移行および転換段階（「T&T段階」と言う）の一環として、HPは自社の資源を投じアルカ
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テル-ルーセントのグローバルIT/ISプラットフォームを転換する計画である。その結果、アルカテル-ルーセン

トはおおよそ200百万ユーロを投じてIT/IS事業を構造改革することに尽力している。退職費用、および特定の

法人や経営資源をHPに移行するコストなどのこうした構造改革費が2010年から発生すると認められる。これら

のリストラクチャリング費用のうち8百万ユーロは2014年中に発生した（2013年中は94百万ユーロ、2012年中は

31百万ユーロ）。また2011年第4四半期に、アルカテル-ルーセントは、当社が負担する42百万ユーロの補足T&T

費用に関連し、修正に署名した。これらの補足費用のうち10百万ユーロは2014年中に発生した（2013年中は10

百万ユーロ、2012年中は6百万ユーロ）。

経営資源移行の一環として、当社はHPに対し、売却およびファイナンス・リースバック協定に則り、ITインフ

ラストラクチャー資産を売却した。これは、上記の契約上の支払義務の表に記載された「ファイナンス・リー

ス債務」に含まれる支払義務であり、2014年12月31日時点のファイナンス・リース債務総額は3ユーロにのぼる

（2013年12月31日時点で10百万ユーロ、2012年12月31日時点で10百万ユーロ）。

さらにHPとの全体的な取り決めの一環として、アルカテル-ルーセントは、約514百万ユーロ分のHP製品および

サービスを購入することを約束した（契約期間が2014年まで1年延長されたため、2011年時点では62百万ユー

ロ）。約514百万ユーロの合計金額のうち、311百万ユーロは、アルカテル-ルーセントが2008年11月1日から

2009年10月31日にHPの製品およびサービスに支出した62百万ユーロと同額を、2010年1月1日から2014年12月31

日までの5年間毎年購入する契約を表し、202百万ユーロは、当社が顧客のネットワーク環境で使用するHPの製

品およびサービスと同じ5年間において追加購入する契約を表している。2014年12月31日時点で、合計契約額の

残余額は0百万ユーロであった（2013年12月31日時点で104百万ユーロ、2012年12月31日時点で226百万ユー

ロ）。HPアウトソーシング取引に関連するファイナンス・リース債務と確定購入義務は、上記表の「ファイナ

ンス・リース債務」と「確定購入義務」の契約支払い債務の項目に記載されている。

以下の2つの契約債務がHPとの協定に含まれていた。

・アルカテル-ルーセントがHPまたはHP関連会社から10年間にわたり購入あるいは調達するIT管理サービスの額

に関する最低額契約の総額1,408百万ユーロ（この額には、上記のリストラクチャリング費用200百万ユーロ

のうち120百万ユーロが含まれる）、2014年12月31日時点での契約債務残高は519百万ユーロ（2013年12月31

日時点では644百万ユーロ、2012年12月31日時点では778百万ユーロ）。

・専任のチームを結成するなど、販売協力協定に準じて販売拡大を目指した特定の商業的な取り組みを10年間

にわたり行う義務として、少なくとも298百万ユーロの投資を行うこと（2014年12月31日時点の契約債務残

高は75百万ユーロ（2013年12月31日時点では90百万ユーロ、2012年12月31日時点では105百万ユーロ））。

これら2つの確約の2014年12月31日時点での残高については、上記の契約支払債務に関する表の「確定購入義

務」の欄に記載されている。

その他の契約債務̶委託製造業者／電子機器受託製造サービス（EMS）業者

アルカテル-ルーセントは、電子機器受託製造サービス（EMS）プロバイダーの大半の製造業務を外部委託して

いる。EMS製造業者は、アルカテル-ルーセントの設計仕様を使用して製品を製造し、アルカテル-ルーセントが

確立した品質保証プログラムおよび基準に沿ってプラットフォームをテストする。アルカテル-ルーセントが承

認するサプライヤ・リストにあるサプライヤから、EMSは、アルカテル-ルーセントの需要予測に基づいて製品

の製造に使用する部品および部分組立品を調達する必要がある。

一般に、アルカテル-ルーセントはEMSが購入する部品および部分組立品を所有していないほか、製品の所有権

は、通常は納入時にEMS業者からアルカテル-ルーセントに移転される。アルカテル-ルーセントは、EMSからの

アルカテル-ルーセントへの所有権の移転時に在庫購入を記録する。アルカテル-ルーセントは、過去の傾向や

将来見込まれる需要に基づき、過剰在庫や陳腐化在庫に関する規定を確立する。この分析に含める在庫は、ア

ルカテル-ルーセントの代行製造業者であるEMSが所有する過剰在庫と陳腐化在庫、ならびにアルカテル-ルーセ

ント製品に統合される予定の部品に対してEMSのサプライヤを使用してEMSが持っている、取り消し不可で、返

品不可の（NCNR）部品および部分組立品の注文から成る過剰在庫と陳腐化在庫である。当社は、2014年にEMS業

者の持つ過剰在庫の契約債務を32百万ユーロ、そして2013年に26百万ユーロを記録した（2012年は25百万ユー

ロの費用であった）。
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通常、アルカテル-ルーセントは、EMSプロバイダーとの受託製造関係において最低購入義務を有していないた

め、上記「契約債務」に示される契約支払債務一覧には、EMSプロバイダーに関連する契約債務は含まれない。

アルカテル-ルーセントおよび米アルカテル-ルーセント・インク一部公債に関して付与され

た保証

アルカテル-ルーセント2014年満期6.375％公募社債に関する米アルカテル-ルーセント・インクの劣後保証

この6.375％公募社債に関連する保証は、2014年4月にこれらの社債の全額償還の一環として解除された。

アルカテル-ルーセント2016年満期8.50％公募社債に関する米アルカテル-ルーセント・インクの優先保証

2013年11月15日、米アルカテル-ルーセント・インクは、アルカテル-ルーセントの他の子会社とともに、アル

カテル-ルーセントの2016年満期8.50％優先債（2014年12月31日現在の元本金額は192百万ユーロ）に関して、

完全かつ無条件の保証を行った。保証は優先無担保をベースとして行われ、既存および将来の米アルカテル-

ルーセント・インクの優先負債額の支払いという理由で、また、保証によって明示される既存および将来の負

債額という理由で、パリパス条項として順位が付けられる。保証は米アルカテル-ルーセント・インクの資産に

よって保証された全ての債務への支払いという理由で、効果的に劣後される。

アルカテル-ルーセントの公募社債にかかるアルカテル-ルーセントUSAインクの優先保証

2013年12月17日、米アルカテル-ルーセント・インクは、アルカテル-ルーセントの他の子会社とともに、アル

カテル-ルーセントの504百万ユーロのリボルビング融資枠（2014年12月31日現在）に関して、完全かつ無条件

の保証を行った。保証は優先無担保をベースとして行われ、既存および将来の米アルカテル-ルーセント・イン

クの優先負債額の支払いという理由で、また、保証によって明示される既存および将来の負債額という理由

で、パリパス条項として順位が付けられる。保証は米アルカテル-ルーセント・インクの資産によって保証され

た全ての債務への支払いという理由で、効果的に劣後される。

特定の米アルカテル-ルーセント・インクの優先債に関するアルカテル-ルーセントの優先保

証

米アルカテル-ルーセント・インクは、：（i）2013年8月に2020年1月1日満期の8.875％優先債券（元本金額は

2014年12月31日現在で412百万ユーロ）、（ii）2013年11月に2020年11月15日満期の6.750％優先債券（元本金

額は2014年12月31日現在で824百万ユーロ）、（iii）2013年12月に2017年7月1日満期の4.625％優先債券（元本

金額は2014年12月31日現在で535百万ユーロ）を発行した。これらの債券は完全に、かつ無条件で、アルカテル

-ルーセントおよびアルカテル-ルーセントのその他の子会社により、優先無担保ベースで保証が行われてい

る。保証は、既存および将来のアルカテル-ルーセントの優先負債額の支払いという理由で、また、保証によっ

て明示される既存および将来の負債額という理由で、パリパス条項として順位が付けられる。保証はアルカテ

ル-ルーセントの資産によって保証された全ての債務への支払いという理由で、効果的に劣後される。

特定の契約債務

米アルカテル-ルーセント・インクの分離契約

米アルカテル-ルーセント・インクは、AT&T、アバイア、LSIコーポレーション（2007年4月にLSIコーポレー

ションに合併されるまでの旧アギア・システムズ）ならびにNCRコーポレーションを含むかつての関連会社との

分離に関連して締結された各種契約の当事者である。これらの契約に従い、米アルカテル-ルーセント・インク

とかつての関連会社は相互の事業に関連する債務の一部を配分することに合意するとともに、一定の配分割合

と基準額に基づいて債務を分担することに合意した。米アルカテル-ルーセント・インクは、米国ウィスコンシ

ン州のフォックス・リバーの環境清掃に伴うNCRコーポレーションの債務に関して同社が申し立てた請求に対

し、2014年12月31日付で6百万ユーロの引当金を計上した。フォックス・リバー請求の今後の進展次第では、既

存の引当金をさらに調整する場合もある。当社は、米アルカテル-ルーセント・インクのかつての関連会社に対
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する分離契約締結に伴う重大な債務については、2014年の連結財務諸表に表示されているものを除き、認識し

ていない。上記にかかわらず、かつての関連会社が一義的な責任を負う潜在的な債務に対し、米アルカテル-

ルーセント・インクは現在の引当額を超える資金を拠出する可能性がある。

米アルカテル-ルーセントの保証および補償契約

米アルカテル-ルーセント・インクは、第三者である購入者への売却と共通の株主に対する事業のスピンオフを

通じて、一部の事業と資産を売却した。このような取引に関連し、買い手企業または売却された企業と取引を

行っているそれ以外の第三者に対して、直接または間接的に一定の補償が提供された。このような補償には、

売却された企業に割り当てられた不動産と設備のリース取引の一部に対する二次的賠償責任、ならびに法律上

および環境上の一定の偶発事象に対する一定の特定補償のほか、ベンダー供給契約債務が含まれている。この

ような補償の期間は様々ではあるが、この種の取引では一般的なものである。

米アルカテル-ルーセント・インクは、2014年12月31日現在、アバイア、LSIコーポレーション、および売却さ

れた他の事業の購入者に譲渡された約7百万米ドルのリース債務（2013年12月31日時点で23百万米ドル、2012年

12月31日時点で47百万米ドル）について、引き続き二次的賠償責任を負っている。譲渡されたリース取引とそ

れに対応する保証の残存期間は、1カ月から8年に及んでいる。譲渡されたリース取引の主たる債務者は、本来

の満期日前にリースを解約または更改し、それにより米アルカテル-ルーセント・インクの二次的賠償責任を免

除することができる。一般的に、米アルカテル-ルーセント・インクには譲受人から補償または払戻しを受ける

権利が付与されており、この種の保証に基づく損失に対する引当金を計上していない。

米アルカテル-ルーセント・インクはAT&Tを補償する租税分担契約の当事者で、事業部門に帰属する租税調整額

とAT&Tから分離される前の期間における他の特定の分担租税調整額の一部について責任を負っている。米アル

カテル-ルーセント・インクはアバイア及びLSIコーポレーションと同様の契約を行っている。提案または評価

されている一定の租税調整額は、これらの租税分担契約に従ったものである。これらのその他事項の帰結に

よって当社の連結経営成績、連結財政状態、あるいは短期の流動性が重大な悪影響を受けることはないと予想

される。

ルイ・ドレフュス・アーマチュアズのための補償状

2011年上半期中に、当グループは、当社と共同で支配するアルダ・マリンの共同ベンチャー企業であるルイ・

ドレフュス・アーマチュアズ（LDA）のために補償状（LOI）を提供した。これは、LDAが管理する船舶を使用す

る必要があった、2011年第2四半期に当グループが行った海底ケーブルシステムの修繕に伴い、船舶の乗組員が

東京電力福島第一原子力発電所からの放射線に被曝したことによる損失を補償することで合意したものであ

る。

このLOIに則り発生する可能性のある債務は、LDAが乗組員に付与する給与の（i）5％あるいは（ii）給与再評

価の率のいずれか低い方で毎年増加することから、総額で50百万ユーロを超えることはないものと考えられ

る。LOIは2081年4月15日に失効する。

修繕作業中に測定された放射線レベルは、IRSN（フランス放射線防護原子力安全研究所）が定める臨界値を常

に下回っていたため、2014年12月31日現在、補償に則る支払いリスクは迫っていないものと考えられる。

c オフバランス債務－付与された契約債務

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

付与された保証あるいは貸付に際し付与された先取特権 - 46 46

契約で付与した保証に対して付与されたカウンター保証 1 1 1

付与されたその他の契約債務 90 94 119

合計 91 141 166
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注記29 関連会社取引

主な関連当事者は以下のとおりである。

・アルカテル-ルーセント株主

・共同支配の事業体（持分法により会計処理）

・関連会社への投資（持分法により会計処理）

・非連結企業

・主要経営陣

当グループが把握する限り、2014年12月31日現在で親会社の株式資本のうち5％以上を保有している株主はキャ

ピタル・グループ・カンパニー・インクのみである。

2014年、2013年および2012年中に行われた関連当事者との取引（IAS第24号「関連当事者の開示」によって定義

される）は、以下のとおりである。

（単位：百万ユーロ）

収益 2014年 2013年 2012年

非連結関連会社 5 15 36

合弁企業 9 5 -

合弁企業 - - -

持分関連会社 2 9 8

売上原価

非連結関連会社 (32) (48) (61)

合弁企業 (7) (5) -

合弁企業 - - (26)

持分関連会社 (98) (104) (114)

研究開発費

非連結関連会社 - - (8)

合弁企業 - - -

合弁企業 - - -

持分関連会社 - - -

関連会社取引によって生じた2014年、2013年、2012年12月31日時点の未決済残高は以下の通りである。

（単位：百万ユーロ）

その他の資産 2014年 2013年 2012年

非連結関連会社 6 7 16

合弁企業 2

合弁企業 - - 3

持分関連会社
(1)

11 21 11

その他負債

非連結関連会社 (5) (10) (10)

合弁企業 (6)

合弁企業 - - -

持分関連会社
(1)

(22) (17) (12)

現金（金融負債）、純額

非連結関連会社 - - -

EDINET提出書類

アルカテル・ルーセント(E05781)

有価証券報告書

261/452



合弁企業 - (2) -

合弁企業 - - 8
(1)

持分関連会社 - - -

(1) 共同ベンチャー企業への貸付（注記15および24-aを参照のこと）。

取締役会およびグループの執行役員委員会メンバーは、当年中に在任し、年次報告書のコーポレート・ガバナ

ンスのセクションに記載されている者である。2014年、2013年および2012年の取締役会および執行役員委員会

メンバー（以下「主要経営陣」という）に対する報酬、給付、社会保障給付は、以下のとおりである。

当年中に主要経営陣に帰属した報酬および関連給付に関する計上費用

（単位：百万ユーロ）

短期給付 2014年 2013年 2012年

定額報酬 4 5 8

変動報酬
(2)

3 2 1

役員報酬 1 1 1

雇用主の社会保障拠出金 2 2 2

退職手当と退職金 - 3 2

その他給付

退職後給付 1 (1)
(3)

4

株式報酬 5 8 12

合計 16 20 30

(1) 2013年のフランスの、1百万ユーロを上回る個人に対する例外追加的個人所得税は、2013年損益計算書の営業経費として計上された

（上記の数字にはこれらの例外税の将来的影響は含まれない）。

(2) 残留特別手当を含む。

(3) プラスの効果は主としてフランスのAUXAD年金制度の修正によるものである（注記23eを参照）。

注記30 従業員給付経費と監査報酬

a 従業員給付経費

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

賃金と給与
(1)

4,148 4,630 4,970

リストラクチャリング費用
(2)

256 302 378

退職後給付制度改訂
(3)

(112) (133) (204)

年金および退職後給付費用の財務項目
(4)

44 84 127

従業員給付経費純額 4,336 4,883 5,271

(1) 社会保障経費と運営年金経費を含む。リストラクチャリング費用、資産の減損、連結持分売却益／（損）および退職後給付制度の改

定計上前営業活動からの利益（損失）にて計上されている。

(2) 注記25-dを参照。

(3) 注記23-eを参照。

(4) 注記7を参照。

b 監査報酬

デロイト・エ・アソシエ アーンスト・アンド・ヤング
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（デロイト・トゥシェ・トーマツ・ネットワーク） （アーンスト・アンド・ヤング・ネットワーク）

（単位：千ユーロ） 2013年 2014年 2013年 2014年

1.監査

監査報酬（法定監査、連結

財務書類の監査および認証） 7,270 63％ 7,372 81％ 7,121 72％ 6,795 78％

証券発行企業 2,365 20％ 2,438 27％ 2,445 25％ 2,398 27％

連結事業体 4,905 42％ 4,934 54％ 4,676 48％ 4,397 50％

監査関連報酬 3,874 33％ 1,638 18％ 2,447 25％ 1,723 20％

証券発行企業 578 5％ 140 2％ 2,123 22％ 1,289 15％

連結事業体 3,296 28％ 1,498 16％ 324 3％ 434 5％

小計 11,144 96％ 9,010 99％ 9,568 97％ 8,518 97％

2.その他のサービス

（監査関連以外）

税務サービス 101 1％ 123 1％ 64 1％ 122 1％

その他サービス 325 3％ 25 0％ 212 2％ 98 1％

小計 426 4％ 148 1％ 276 3％ 220 3％

合計 11,570 100％ 9,158 100％ 9,844 100％ 8,738 100％

注記31 偶発債務

アルカテル-ルーセントは、財務書類上十分な引き当てがなされておりグループにとって重大な損失とはならな

いと経営陣が考える（注記25-e参照）、通常の事業活動に伴って生じる一部訴訟（フランスおよび米国におけ

る雇用に関する集団訴訟を含む）の他、以下の訴訟手続にも関与している。

a 政府に対する訴訟および捜査

コスタリカ訴訟

2004年10月の初旬、アルカテル-ルーセントは、コスタリカにおいて、フランスの子会社であるアルカテルCIT

（CIT）（現社名アルカテル-ルーセント・フランス）による、国有電話会社Instituto Costarricense de

Electricidad（ICE）からのネットワーク機器およびサービスに関する数件の契約獲得に関連して、CITまたは

他のアルカテルの子会社のためにコンサルタントが行ったとされた、コスタリカの多数の公務員、コスタリカ

の2つの政党およびICEの代表者に対する支払に関して、コスタリカの検事と国会による捜査が始まったことを

把握した。この申立てについて把握したアルカテルは、本件に関する調査を開始した。

コスタリカの申立てに関連して、2007年7月27日、コスタリカの検察当局は、汚職、違法蓄財、偽装、詐欺その

他により、アルカテル・コスタリカの元社長を含む11名の個人を起訴した。そのうち3名は罪状を認めている。

その後間もなく、コスタリカの司法当局およびICEは、本刑事訴訟の被害者の代理として、それぞれ11名の刑事

被告人および追加の民事被告人5名（1名の個人とCITを含む4法人）に対して52百万米ドル（司法当局の場合）

および20百万米ドル（ICEの場合）の損害賠償を求める修正民事訴訟を提起した。司法長官の主張では、2004年

11月25日と2006年8月31日の2件の従来の主張を優先させるとのことだ。2004年11月25日に、コスタリカの司法

当局は、CITに対する民事訴訟を開始して、上記の主張されている支払によって生じたコスタリカの国民および

財務省の金銭的損害とコスタリカが蒙った名誉毀損（社会的損害）に対する補償を求めた。2005年2月1日のICE

の申立ては、以前の申立てに代るもので、上記で主張されている支払によってICEとその顧客に生じた金銭的損

害、本件に関するICEの名誉毀損（精神的損害）の補償およびCITとの契約に基づき支払を強制されたと申立て

られている価格水増しによって生じた損害に対する賠償を求めている。2008年9月にサンホセで開催された予備

法廷審問でICEは、CITによってもたらされたとされる損害が71.6百万米ドルに値するという報告書を提出し

た。
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アルカテル-ルーセントは、CITが約10百万米ドルを支払う代わりに、司法当局の社会的損害賠償請求について

和解した。ICEは、この民事申立が司法当局との合意に含まれていないと主張し、かかる民事申立を刑事訴訟と

共に裁判にかけるよう手続きを進めた。関連民事訴訟を含む刑事訴訟の裁判は2010年4月14日に始まった。2011

年4月5日、この裁判は裁判所によって終了している。裁判所は2011年4月27日に判決を下し、アルカテル-ルー

セントに対するICEの関連する民事訴訟については、手続き上の理由により判決を下すことを拒否した。法廷

は、2011年5月25日に通達を発した。以前引き当てられた2百万ユーロの準備金は、2011年第2四半期中、完全に

保留された。2012年12月に報告したコスタリカでの進捗状況については、高等裁判所（全ての被告人が無罪だ

と認定した）が先の判決を撤回し、アルカテル-ルーセントに対するICEによる請求を棄却し、決議を再拘留と

した。コスタリカ最高裁判所が下等裁判所の判決の確認を得るために求める民事裁判の当事者召喚の前に、

2013年初頭、ICEは破棄を臨時控訴した。2014年、最高裁判所は一部の被告に対する主要な証拠を無効にするこ

とで控訴裁判所の判決を撤回し、控訴裁判所に対して新しい判決を下すよう命令した。下等刑事裁判所が、Ｉ

CEに対する訴訟費用に関するアルカテル-ルーセントの主張に対して判決を下す予定である。

さらに2007年8月、ICEは、CITに対して、CITが400,000本のGSM携帯電話回線を設置することを規定した2001年

の契約（「400KL GSM契約」）を解約するための行政手続を開始したことを通知した。これに関してICEは、損

害賠償と逸失利益について59.8百万米ドルの補償を求めている。2008年3月、CITおよびICEは、上記請求の完全

かつ最終的な和解について、「ゲットウェル計画」を実施するための和解契約案の交渉を終了した。この和解

契約は、ICEの理事会に承認されなかった。その代わりに同理事会は400KLGSM契約のうち運営およびメンテナン

ス部分を解約し、総額59.8百万米ドルの罰金および損害賠償を請求し、履行保証を求めるための上記行政手続

の再開を決議した。2008年6月23日、CITは400KL GSM契約のこの部分についてICEから解約通知を受けた。ICEが

400KL GSM契約に関連した追加的損害賠償請求および罰金についての評価を行った結果、契約に基づく全体的な

リスクは総額78.1百万米ドルになった。そのうち、ICEは5.9百万米ドルを回収している。

2008年6月、CITは上記の解約に対して行政不服審査を申し立てた。2008年8月、ICEは履行保証を求めた。2008

年9月16日、申し立てられた損害の残額である44.7百万米ドルの支払要求に関する通知が、CITに送達された。

2008年9月17日、コスタリカ最高裁判所はCITの申し立てについて以下の裁定を下した。（i）15.1百万米ドルの

履行保証がCITに対して払い戻される、（ii）44.7百万米ドルの請求は、当該案件を扱う裁判所による最終決定

まで保留とされた。ICEが説明請求を申し立てたことを受け、裁判所は、15.1百万米ドルの履行保証を訴訟が最

終的に解決するまで裁判所が保有するエスクロー勘定に引き続き入金しておく最終決定を下した。2008年10月8

日、CITは、400KL GSM契約に関するICEによる一部解約の却下を求めると同時に、CITに対する損害賠償を求め

る請求を申し立てた。2009年1月、ICEはCITの申立てに対し回答を提出した。2009年3月25日の法廷審問におい

て、ICEは、CITとの和解協議開始について否定した。2009年4月20日、CITは、15.1百万ドルの履行保証回収嘆

願を裁判所に申立て、裁判所の最終決定結果を保証する新たな履行保証と差し替えるよう申し出た。裁判所が

当該申立てを棄却したことを受けCITは上訴し、2010年3月18日にCITの訴えが認められた。この決定の結果、

CITは、15.1百万米ドルに相当する金額の銀行保証を裁判所に提出することにより、上記の15.1百万米ドルを回

収することになる。2009年10月から2010年10月の間に、CITの実質的な訴訟の予備法定審問が行われた。本件の

裁判は、2015年に行われる予定である。

2008年10月14日、コスタリカ当局はCITに対し最高5年間コスタリカにおける政府調達契約を禁ずる行政手続き

に着手したことをCITに通知した。2010年3月、CITは、400KL GSM契約の重大な違反容疑（特に、ロード・カバ

レッジと品質レベルに関する不履行に関して）の結果として、ICEがCITの調達契約への参加を禁じる新たな行

政手続きについて通知を受けた。行政手続きは2009年12月8日まで延期され、上記刑事訴訟に関する判決は保留

となった。

Tribunal Contencioso Administrativoy Civilde Haciendaof Costa Rica以前の2012年5月3日、ICEは、汚職事

件に関し、複数のアルカテル-ルーセントの法人に対し新規申し立てを行ったが、これはコスタリカと米国の当

局が捜査し、解決済みのものである。ICEは、その後、道徳的損害賠償の金銭的損失や不確定額について18百万

米ドルを要求し、主張を再度明確に述べた。

2014年3月15日の審問において、裁判所はこの訴訟はすでに和解されものである旨を確定し、アルカテル-ルー

セントに対して勝訴の判決を下した。アルカテル-ルーセントは、この訴訟の訴訟引当金は計上しなかった。

ICEは最高裁判所の当事者召喚の前に控訴した。裁判所はこの控訴の有効性についてはまだ判決を発行していな

い。
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アルカテル-ルーセントは、2014年、コスタリカとの契約から2百万ユーロの収益を上げた。この契約から受取

る収益の金額を基にすると、アルカテル-ルーセントは、コスタリカにおける事業がなくなったとしても、グ

ループ全体としては重大な悪影響はないと考えている。

アルカテル-ルーセントは、将来的な動向を確実に予測できた段階で、コスタリカにおける係属中の各種訴訟に

関連する引当金を認識した。

フランスにおける捜査と訴訟

フランス当局は、ナイジェリアおよびフランス領ポリネシアのアルカテル-ルーセント子会社による特定の行為

に関して、捜査を行っている。

ナイジェリアに関して、フランス当局は、ナイジェリアの特定のコンサルタントに対してアルカテル-ルーセン

ト子会社が行った支払いに関連する文書をさらに作成するようアルカテル-ルーセントに要請した。アルカテル

-ルーセントは当該要請に対応し、今後も捜査当局に引き続き協力する予定である。

フランス領ポリネシアに関する捜査は、アルカテル-ルーセントの海底通信ケーブル子会社であるアルカテル-

ルーセント・サブマリン・ネットワークス

（ASN）と一部のアルカテル-ルーセント元社員の行為に関するものである。その行為とは、フランス領ポリネ

シアの国有通信企業（OPT）から2007年にASNが受注したタヒチ－ハワイ間の海底通信ケーブルプロジェクトに

関するものであった。2009年9月23日、元従業員のうちの4名が、OPTからの公的調達プロジェクトの受注に関す

る便宜供与および教唆の罪で告訴された。2009年11月23日、ASNは、便宜供与の疑いに関して正式な捜査の対象

となった。2011年3月、フランス領ポリネシアの一部の現職公務員と元公務員が便宜供与および教唆の罪で告訴

された。2014年2月6日付けの判決により、裁判官は、便宜により利益を受けたとされる訴えに対して、ASNは裁

判を受ける必要があるという判決を下した。

ASNが犯罪行為で有罪判決を受けた場合、フランス裁判所はまずASNに罰金を科し、フランス公的調達契約への

参加を一定期間禁ずる可能性がある。2014年、ASNがフランスの公的調達契約から生み出した収益は50万ユーロ

未満であった。従って、アルカテル-ルーセントは、禁止令による事業損失がアルカテル-ルーセントグループ

全体に及ぼす影響は大きくはないと確信している。

ナイジェリアにおける捜査

2013年2月21日、当社は、ナイジェリアの汚職防止当局より、National Rural Telephonyプロジェクトの不正管

理とアルカテル-ルーセント・ナイジェリア社（「ALUナイジェリア」）及びその他のベンダーの同プロジェク

トへの関与に関する疑惑について捜査を開始した旨の通知を受けた。当社の中国の合弁事業であるアルカテル-

ルーセント上海ベル（ASB）が2002年6月5日にナイジェリア政府と第1段階の契約を締結した。2003年4月4日付

の改正により、この契約はASBと国営の中国のエンジニアリング会社中国機械設備進出口総公司（CMEC）を含む

コンソーシアムに割り当てられた。ALUナイジェリアはこのコンソーシアムの当事者ではなかったものの、プロ

ジェクトの下請けを務めた。当プロジェクトの第1段階はナイジェリア政府が承認した。2006年12月27日、ASB

とCMECはナイジェリア政府と第2段階の契約を締結し、契約に関する当社の部分は2007年2月1日にCMECに割り当

てられた。当プロジェクトの第2段階は、金銭的問題により、実行されることがなかった。本件の不正管理の疑

惑については、当社では詳細情報がない。当社はこの捜査に協力しており、本件に関して社内で見直しを行っ

ている。

b その他の手続

オランダにおける年金基金に関する訴訟手続

2011年12月31日にオランダのアルカテル-ルーセントの従業員向けの年金資金に関連する管理契約を終了したこ

とに伴い、この年金資金管理者は当社のオランダの子会社を相手取り、ハーグの裁判所に対して、この取消に

伴い、最高で182百万の損害賠償を求めた。2012年10月11日、裁判所は完全に請求を棄却した。年金基金は2013
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年1月8日にハーグの裁判所に異議を申立て、元本の請求金額を最高で276百万にするよう申し立て、低い金額に

ついては最低で14百万と他の請求も行った。2014年9月9日、裁判所は地方裁判所の判決を支持し、本訴訟を退

けた。2014年12月9日、年金基金はオランダの最高評議会に対して、（判決を無効にするための）廃棄要請を申

し立てた。最高評議会による判決は2015年末以前には行われないと予想されている。本件に関して、引当金は

計上されていない。

c 各種訴訟手続きの影響

政府による捜査および訴訟手続きは不確実性を伴い、その結果を予測することは困難である。そのためアルカ

テル-ルーセントは、これらの事項に関連する負債金額または財務上の影響の最終的な総額を見積ることはでき

ない。政府による捜査および訴訟手続きには不確実性が伴うため、これらのうち1つ以上の事項により、最終的

にアルカテルが、この注に記載の各種和解契約に基づく支払額を超える多額の金銭的支払を余儀なくされる事

態が生じる可能性がある。

これらの政府による捜査や訴訟手続き、そして上記の予想される結果を除き、本書公開日時点で、当社は、当

グループの財務状況や収益性に重大な影響を及ぼし得るアルカテル-ルーセントおよびその子会社に対する訴訟

手続きや政府による捜査に関して（保留中あるいは切迫した状況にある訴訟）一切関知していない。

2014年12月31日以降、新たに始まった重要な訴訟はない。

注記32 連結財政状態計算書の作成日以降の事象

財政状態計算書を作成した日から取締役会が連結財務諸表の発行を承認した2015年2月5日までの間に、財政状

態に重大な影響を及ぼす事象は発生しなかった。

注記33 主要連結会社

企業 国名 持分（％） 連結方法

アルカテル-ルーセント
(2)(3)

フランス 親会社

事業会社
(1)

アルカテル-ルーセント・オーストラリア・リミテッド オーストラリア 完全連結

アルカテル-ルーセント・オーストリアAG オーストリア 完全連結

アルカテル-ルーセント・ベルNV ベルギー 完全連結

アルカテル-ルーセント・ブラジルS/A ブラジル 完全連結

アルカテル-ルーセント・カナダ・インク カナダ 完全連結

アルカテル-ルーセント・ドイチェランドAG ドイツ 完全連結

アルカテル-ルーセント・エスパーニャS.A. スペイン 完全連結

アルカテル-ルーセント・インディア・リミテッド インド 完全連結

アルカテル-ルーセント・インターナショナル フランス 完全連結

アルカテル-ルーセント・イタリアS.p.A. イタリア 完全連結

アルカテル-ルーセント・メキシコS.A. de C.V. メキシコ 完全連結

アルカテル-ルーセント・ネーデルラントB.V. オランダ 完全連結

アルカテル-ルーセント・ポルスカSp Z.o.o. ポーランド 完全連結

アルカテル-ルーセント・ポルトガルS.A. ポルトガル 完全連結

アルカテル-ルーセント・シュヴァイツAG スイス 完全連結

アルカテル-ルーセント・上海ベル・カンパニー・リミテッド 中国 50 完全連結
(4)

アルカテル-ルーセント・サブマリン・ネットワークス フランス 完全連結

アルカテル-ルーセント・テレコム・リミテッド 英国 完全連結

事業会社
(1)
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米アルカテル-ルーセント・インク 米国 完全連結

持ち株

金融持ち株

アルカテル-ルーセント・ホールディングス・インク 米国 完全連結

アルカテル-ルーセント・パーティシペイションズ フランス 完全連結

コラレック フランス 完全連結

フロレレック フランス 完全連結

金融サービス

エレクトロ・バンク フランス 完全連結

エレクトロ・リー ルクセンブルグ 完全連結

(1) 別途記載がない限り、持分率は100％である。

(2) 株式公開。

(3) 親会社であるアルカテル-ルーセントの事業は、「その他」の事業セグメントに記載される。

(4) グループが50％+1の株式を保有するグループ完全支配企業。

注記34 四半期情報（未監査）

連結損益計算書

（単位：1株当りの金額を除き、－百万ユーロ）

2014年 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 合計

収益 2,963 3,279 3,254 3,682 13,178

売上原価 (2,007) (2,211) (2,149) (2,403) (8,770)

売上総利益 956 1,068 1,105 1,279 4,408

一般管理費および販売費 (389) (403) (408) (421) (1,621)

研究開発費 (547) (543) (541) (584) (2,215)

再編費用、訴訟、連結持分売却益／（損）、資産の減損および

退職後給付制度の改訂計上前営業活動からの利益（損失） 20 122 156 274 572

リストラクチャリング費用 (67) (275) (75) (157) (574)

訴訟 4 - 1 2 7

連結持分売却益／（損） (16) (3) (1) 40 20

資産の減損 - - - - -

退職後給付制度の改定 - - 103 9 112

営業活動からの利益（損失） (59) (156) 184 168 137

金融費用 (78) (76) (71) (66) (291)

その他の金融収益（損失) (4) (114) (57) (36) (211)

関連会社および合弁企業の純利益（損失）

持分 2 5 1 7 15

所得税および廃止事業計上前利益（損失） (139) (341) 57 73 (350)

法人所得税損益 55 37 5 219 316

継続事業の利益（損失） (84) (304) 62 292 (34)

廃止事業からの（利益）損失 16 3 (66) (2) (49)

純利益（損失） (68) (301) (4) 290 (83)

うち以下に帰属する分

-　親会社の株主 (73) (298) (18) 271 (118)

-　非支配持分 5 (3) 14 19 35

1株当たり利益（損失）（ユーロ）

基本的1株当たり利益（損失）：
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-　継続事業 (0.04) (0.11) 0.02 0.10 (0.02)

-　廃止事業 0.01 0.00 (0.03) 0.00 (0.02)

-　親会社の持分保有者に帰属 (0.03) (0.11) (0.01) 0.10 (0.04)

希薄化後1株当たり利益（損失）

-　継続事業 (0.04) (0.11) 0.02 0.08 (0.02)

-　廃止事業 0.01 0.00 (0.03) 0.00 (0.02)

-　親会社の持分保有者に帰属 (0.03) (0.11) (0.01) 0.08 (0.04)

（単位：1株当りの金額を除き、百万ユーロ）

2013年
(1)

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 合計

収益 3,078 3,452 3,520 3,763 13,813

売上原価 (2,208) (2,377) (2,401) (2,505) (9,491)

売上総利益 870 1,075 1,119 1,258 4,322

一般管理費および販売費 (490) (469) (472) (431) (1,862)

研究開発費 (578) (582) (554) (554) (2,268)

再編費用、訴訟、連結持分売却益／（損）、資産の減損および

退職後給付制度の改訂計上前営業活動からの利益（損失） (198) 24 93 273 192

リストラクチャリング費用 (120) (188) (113) (97) (518)

訴訟 (2) (1) 1 - (2)

連結持分売却益／（損） 2 - - - 2

資産の減損 - (552) - 4 (548)

退職後給付制度の改定 55 40 - 40 135

営業活動からの利益（損失） (263) (677) (19) 220 (739)

金融費用 (98) (109) (90) (95) (392)

その他の金融収益（損失） (53) (72) (128) (65) (318)

関連会社および合弁企業の純利益（損失）

持分 2 1 2 2 7

所得税および廃止事業計上前利益（損失） (412) (857) (235) 62 (1,442)

法人所得税損益 52 (26) 62 85 173

継続事業の利益（損失） (360) (883) (173) 147 (1,269)

廃止事業からの（利益）損失 (9) (4) (21) 9 (25)

純利益（損失） (369) (887) (194) 156 (1,294)

うち以下に帰属する分

-　親会社の株主 (353) (885) (200) 134 (1,304)

-　非支配持分 (16) (2) 6 22 10

1株当たり利益（損失）（ユーロ）
(2)

基本的１株当たり利益（損失）：

-　継続事業 (0.14) (0.37) (0.07) 0.05 (0.53)

-　廃止事業 (0.01) (0.00) (0.01) 0.00 (0.01)

-　親会社の持分保有者に帰属 (0.15) (0.37) (0.08) 0.05 (0.54)

希薄化後1株当たり利益（損失）：

-　継続事業 (0.14) (0.37) (0.07) 0.05 (0.53)

-　廃止事業 (0.01) (0.00) (0.01) 0.00 (0.01)

-　親会社の持分保有者に帰属 (0.15) (0.37) (0.08) 0.05 (0.54)

(1) 2013年の金額は、廃止事業の影響を反映して修正再表示されている（注記9を参照のこと）。

(2) アルカテル-ルーセントが既存株主に対する優先新株予約権を通じて行った2013年の増資の結果、基本および希薄化後1株当たり利益

は遡及的に調整された。発行済み普通株式は株式数の変更に伴い割合を反映できるよう調整済みである。
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（単位：1株当りの金額を除き、百万ユーロ）

2012年
(1)

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 合計

収益 3,048 3,379 3,428 3,909 13,764

売上原価 (2,147) (2,338) (2,509) (2,759) (9,753)

売上総利益 901 1,041 919 1,150 4,011

一般管理費および販売費 (573) (535) (536) (517) (2,161)

研究開発費 (595) (575) (581) (579) (2,330)

リストラクチャリング費用、訴訟、連結持分売却益／（損）、

および退職後給付制度の改正計上前営業活動からの利益

（損失） (267) (69) (198) 54 (480)

リストラクチャリング費用 (74) (105) (60) (240) (479)

訴訟 1 - 1 - 2

連結持分売却益／（損） - - - 11 11

資産の減損 - - - (894) (894)

退職後給付制度の改定 - 30 5 169 204

営業活動からの利益（損失） (340) (144) (252) (900) (1,636)

金融費用 (65) (69) (71) (74) (279)

その他の金融収益（損失） (53) (239) (57) (45) (394)

関連会社および合弁企業の純利益（損失）持分 1 - 1 3 5

所得税および廃止事業計上前利益（損失） (457) (452) (379) (1,016) (2,304)

所得税の優遇措置（費用） 81 80 26 (610) (423)

継続事業の利益（損失） (376) (372) (353) (1,626) (2,727)

廃止事業からの（利益）損失 633 (29) 27 8 639

純利益（損失） 257 (401) (326) (1,618) (2,088)

うち以下に帰属する分

-　親会社の株主 259 (396) (316) (1,558) (2,011)

-　非支配持分 (2) (5) (10) (60) (77)

1株当たり利益（損失）（ユーロ）
(2)

基本的１株当たり利益（損失）：

-　継続事業 (0.16) (0.15) (0.14) (0.65) (1.11)

-　廃止事業 0.27 (0.02) 0.01 0.00 0.27

-　親会社の持分保有者に帰属 0.11 (0.17) (0.13) (0.65) (0.84)

希薄化後1株当たり利益（損失）：

-　継続事業 (0.16) (0.15) (0.14) (0.65) (1.11)

-　廃止事業 0.21 (0.02) 0.01 0.00 0.22

-　親会社の持分保有者に帰属 0.09 (0.17) (0.13) (0.65) (0.84)

(1) 2012年の金額は、廃止事業の影響を反映して修正再表示されている（注記9を参照のこと）。

(2) アルカテル-ルーセントが既存株主に対する優先新株予約権を通じて行った2013年の増資の結果、基本および希薄化後1株当たり利益

は遡及的に調整された。発行済み普通株式は株式数の変更に伴い割合を反映できるよう調整済みである。

EDINET提出書類

アルカテル・ルーセント(E05781)

有価証券報告書

269/452



(7)【親会社の年次法定会計】

2014年12月31日現在のアルカテル-ルーセントSAの法定会計

主要な数値

前年の純損失が1,909.6百万ユーロであったのに対し、2014年12月31日に終了した年の財務書類には、純収益

890.1百万ユーロが計上されている。

純利益の処分および配当

親会社であるアルカテル-ルーセントの2014年の純収益は、総額890,085,687.00ユーロであった。

2014年会計の承認を行う年次株主総会には、配当金は提案されない。

従って、以下の利益処分が、2014年会計の承認を行う年次株主総会に提案される予定である。

 

配当金として利用可能な金額 （ユーロ）

当年度利益（損失） 890,085,687.00

繰越利益剰余金 (13,196,912,990.36)

合計 (12,306,827,303.36)

繰入  

法的準備金への移行 -

提案される配当金 -

利益剰余金 (12,306,827,303.36)

合計 (12,306,827,303.36)

フランスの法的要件に従い、過去3年間の1株当たりの配当金の詳細を以下の表に示す。

 2014年（案） 2013年 2012年 2011年

配当金に適格な株式の数
2,820,432,270 2,808,554,197 2,326,563,826 2,325,383,328

額面 0.05 0.05 2.00 2.00

1株当たりの純配当金 - - - -
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(8)【親会社の損益計算書】

 

（単位：百万ユーロ） 注記 2014年 2013年 2012年

純売上高
 

370.5 348.7 354.9

その他収益
 

39.7 57.5 12.0

営業利益
 

410.2 406.2 366.9

サービス購入やその他支出
 

(406.1) (401.1) (389.9)

税等の支払（所得税を除く）
 

(4.3) (2.2) (1.9)

人件費
 

(33.6) (15.2) (5.9)

営業経費
 

(444.0) (418.5) (397.7)

営業利益（損失） (3) (33.8) (12.3) (30.8)

(十億円) (4.4) (1.6) (4.0)

子会社や関連会社への投資による収益 (4) 412.0 12.0 69.7

利息収益および同様の収益
 

334.4 205.2 258.8

利息経費および同様の経費
 

(229.9) (283.8) (215.6)

財務準備金および社債発行プレミアム償却の純変化 (3) 459.8 2,095.1 (2,988.4)

その他の金融収益（損失）
 

11.6 6.5 (6.4)

金融収益（損失） (3) 987.9 2,035.0 (2,881.9)

(十億円) 128.1 263.8 (373.6)

臨時科目や所得税前の収益（損失） (3) 954.1 2,022.7 (2,912.7)

経常外利益
 

1.0 7.6 -

経常外経費
 

(111.2) (145.7) (10.1)

臨時収益（損失） (3) (110.2) (138.1) (10.1)

法人所得税 (3)/(5) 46.2 25.0 28.1

税引後純利益（損失）
 

890.1 1,909.6 (2,894.7)

(十億円) 115.4 247.6 (375.3)
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(9)【12月31日付親会社貸借対照表】

 注記 2014年 2013年 2012年

資産（単位：百万ユーロ）
 粗価値 減価償却 純額 純額 純額

無形資産 (7) 176.5 (160.0) 16.5 16.5 16.6

子会社や関連会社への投資 (8) 39,448.4 (30,172.9) 9,275.5 8,888.9 6,947.1

子会社や関連会社からの受取債権 (9) 0.6 (0.6) - - -

その他金融資産 (9) 8,702.8 (226.8) 8,476.0 9,044.3 7,099.0

投資およびその他非流動資産
 

48,151.8 (30,400.3) 17,751.5 17,933.2 14,046.1

非流動資産計
 

48,328.3 (30,560.3) 17,768.0 17,949.7 14,062.7

(十億円) 6,265.8 (3,962.1) 2,303.6 2,327.2 1,823.2

受取勘定およびその他流動

資産 (15)/(16) 685.9 (0.2) 685.7 690.2 949.9

市場性のある有価証券 (10) 1,070.4 - 1,070.4 1,679.4 1,370.1

現金 (10) 2,543.0 - 2,543.0 2,643.0 1,452.6

流動資産計
 

4,299.3 (0.2) 4,299.1 5,012.6 3,772.6

(十億円) 557.4 (0.0) 557.4 649.9 489.1

前払費用および繰延費用
 

39.9 - 39.9 41.3 32.7

資産合計 (6) 52,667,5 (30,560.5) 22,107.0 23,003.6 17,868.0

(十億円) 6,828.3 (3,965.2) 2,866.2 2,982.4 2,316.6

 注記 2014年 2013年 2012年

負債および自己資本（単位：百万

ユーロ）  利益処分前 利益処分後
（1）

利益処分後 利益処分後

資本金
 

141.0 141.0 140.4 4,653.1

株式払込剰余金
 

20,928.1 20,928.1 20,914.0 15,411.5

準備金
 

2,237.9 2,237.9 2,237.9 2,237.9

利益剰余金
 

(13,196.9) (12,306.8) (13,196.9) (15,106.5)

当年純利益（損失）
 

890.1 - - -

自己資本 (12) 11,000.2 11,000.2 10,095.4 7,196.0

(十億円) 1,426.2 1,426.2 1,308.9 933.0

負債および費用の準備金 (13)/(19) 38.2 38.2 59.5 94.2

新規または既存株式に転換可能な社

債(OCEANE) (14)/(15)/(16) 1,777.7 1,777.7 628.9 1,000.0

その他発行済み社債および債券 (14)/(15)/(16) 192.1 192.1 698.5 962.0

銀行借入と当座貸越 (15)/(16) 3.8 3.8 - -

その他借入 (15)/(16) 1,414.1 1,414.1 1,310.3 639.3

金融負債
 

3,387.7 3,387.7 2,637.7 2,601.3

(十億円) 439.2 439.2 342.0 337.3

税および社会保障 (15)/(16) 8.2 8.2 11.0 10.8

その他負債 (15)/(16) 7,669.1 7,669.1 10,191.4 7,961.6

負債
 

7,677.3 7,677.3 10,202.4 7,972.4

(十億円) 995.4 995.4 1,322.7 1,033.6

未実現為替差益
 

3.6 3.6 8.6 4.1

負債および自己資本合計
 

22,107.0 22,107.0 23,003.6 17,868.0

(十億円) 2,866.2 2,866.2 2,982.4 2,316.6

(1) 提案済み。
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(10)【親会社の資金収支表（2014年純利益の利益処分案調整後）】

 

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2012年

資金源
   

純利益（損失） 890.1 1,909.6 (2,894.7)

減価償却と割賦償却 - 0.2 0.1

評価引当金およびその他準備金の増減（純額）（注記8、9および13） (481.5) (2,129.9) 2,990.4

非流動資産売却損益（純額）
(1) 83.3 97.2 0.1

営業活動による資金流入（流出） 491.9 (122.9) 95.9

(十億円) 63.8 (15.9) 12.4

株主資本の増加（注記12） 14.7 989.8 -

その他社債の増加（注記14） 1,148.8 628.9 -

長期債務の増加（注記15） 121.3 702.4 -

売却済み有形固定資産 - - -

売却済み投資
(1) 15.9 18.2 -

その他資金源 - - -

資金源合計 1,792.6 2,216.4 95.9

(十億円) 232.4 287.4 12.4

資金の使途    

有形固定資産および無形固形資産の増加 - - -

投資の増加 - - 4.0

未払配当金 - - -

社債の株式転換 - 47.7 -

その他資金使途 (32.9) 3,121.8 1,686.2

使途合計 (32.9) 3,169.5 1,690.2

(十億円) (4.3) 410.9 219.1

運転資金の増減に関する分析    

受取勘定およびその他流動資産 (4.3) (60.8) (68.5)

その他負債 (8.0) (114.4) (79.2)

現金および現金同等物：
   

・　短期負債
(2)

2,546.7 (2,277.6) (1,890.5)

・　現金
(99.9) 1,190.4 50.9

・　市場性のある有価証券
(609.9) 309.3 393.0

運転資金の増減 1,825.5 (953.1) (1,594.3)

(十億円) 236.7 (123.6) (206.7)

(1) 売却された投資は基本的にアルカテル・ルーセントの株式15.8百万ユーロ。

(2) 子会社とのグループ財務慣例+2,533.1百万ユーロ。
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(11)【年次法定会計に関する注記】

 

注記1　会計方針

 

年次財務書類は、フランスの会計規則および原則に準拠して作成されている（フランスの一般勘定科目一覧表

記載）（CRC規則99-03）。以下に説明する会計原則が適用されている。

a 無形資産

無形資産は取得原価に計上され、主に完全償却のれんと買収後の5年間で償却される知的所有権が含まれる。現

在の価値が粗価値に満たない場合、減損損失が認識される。

b 金融資産

b1子会社や関連会社への投資

子会社および関連会社への取得原価に計上される。ただし、フランス法に則り再評価の対象となる付帯費用は

除く。

当該投資の帳簿価額が粗価額を下回る場合、差額に対して評価引当金が設定される。

帳簿価額は以下に基づく。

・　 長期間保有している子会社および関連会社に関する投資使用価値。投資使用価値は、潜在的資産の回

収可能価額、純資産の再評価、市場評価額、そして上場企業の場合は株式市場価額に基づき、個別に

判断される。

・　 市況が有利であると判明した場合に売却される可能性のある関連会社については、市場評価額。ま

た、上場企業に関しては、会計期間の最終月の平均株価に基づく市場評価額。

必要に応じ、投資の帳簿価額が負数となる場合、評価引当金の設定以外にその他の資産の減価償却を行い、必

要に応じ一般リスク引当金を計上する。

b2長期投資債権

当社が直接的または間接的に保有する会社への長期貸付金である。額面金額で計上され、日常的な現金管理に

使用される子会社間との経常勘定とは区別される。回復できないリスクが生じた場合、減損損失が認識され

る。

b3自己株式

親会社が保有するアルカテル-ルーセント株式は特定の分類基準を満たすものではないため、貸借対照表のその

他資産に計上される。

年度末の帳簿価額は会計期間の最終月の株式市場における平均価格に基づいて算出される。必要な場合は減価

引当金が計上される。

c 市場性のある有価証券

市場性のある有価証券は、取得原価と正味実現可能価額のうちいずれか低い方の額で計上される（当該期間の

最終月の平均市場価格、期末の売却格、あるいは市場評価額）。
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d 外貨取引

外貨収益および費用は、取引日におけるユーロ相当額で計上される。現金、短期金融資産および関連するオフ

バランス金融商品は、期末の為替相場に基づき換算される。為替換算の調整結果は、損益計算書に記載する。

未実現為替差益によって相殺されない未実現為替差損に対して、為替差損を見込んだ準備金を設定する。ただ

し、ヘッジとして機能し、満期に大幅な損失を発生させない関連金融商品を使用する場合はこの限りではな

い。

e 金利デリバティブ

これらの契約の損益は、ヘッジ負債の収益および費用に合わせて、計算され、認識される。

f 負債会計

負債会計に関する2000年12月7日付け「Comité de Réglementation Comptable」のCRC規制第2000-06号に則り、

アルカテル-ルーセントは、第三者に対する債務を示す場合、また少なくとも資源の等価流入を相殺することな

く当該債務の結果として債務の流出が生じる事態が見込まれる場合あるいは確実である場合に限り負債を計上

する。引当金を認識するためには、当期末に債務が存在していなければならない。

g 発行済み社債

プレミアム付あるいは償還プレミアム付で発行された社債は、プレミアムを含む総額が負債の部に計上され

る。当該プレミアムの逆計上は、貸借対照表の資産の部に計上される。プレミアムは対応する社債期間全体に

わたって定額法で償却される。発行済み社債の部分買戻しがある場合は、この償却が繰り上げられる。

社債発行に関わる手数料および費用は、対応社債期間全体にわたって定額法で損益計算書に計上される。

h 税金

アルカテル-ルーセントと、アルカテル-ルーセントが95％超を直接または間接的に保有する子会社は、フラン

ス一般税法第223 A条の定義に則り税務グループを形成する。このフランス税グループに属する各企業は、当年

の自社の税務結果に基づき所得税額を計算する。フランス税グループの親会社であるアルカテル-ルーセント

は、税務グループの課税対象結果を算定する際に自社の結果と税務連結計上を考慮する。

アルカテル-ルーセントの損益計算書に計上される所得税額や収益は、以下の項目で構成される。

・　 税金によって利益を得る子会社（繰越税務上損失の相殺など、課税所得が単独ベースで決定される子

会社）が支払うべきy-1の法人所得税と、y-1にアルカテル-ルーセントが代表となっているフランス税

グループの所得税に関連する財務に計上される支払勘定の差額

・　 前年税額に対して見込まれる調整

・　 税リスクを見込んだ準備金

i 年金

2004年1月1日以降、アルカテル-ルーセントは年金およびその他長期給付金について「Conseil national de la

comptabilité」の規制第2003-R01号を適用している。
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2004年7月22日付け「Conseil national de la comptabilité」のプレスリリースにて許可された通り、実績に

よる調整および2003年12月31日時点で存在していた数理計算想定の変更の影響による数理計算上の損益は、自

己資本に繰り入れられる。

2004年1月1日から2006年12月31日までの間に計算された数理計算上の損益は、「回廊」方式で計上された。そ

の結果、これらの数理計算上の損益は退職給付引当金に対する調整として計上され、一定の額を超えた場合に

は償却されることとなった。2007年以降、すべての数理計算上の損益は発生時の会計年度に関連する損益計算

書で認識されている。

フランス会計原則当局が2013年11月7日に実行した2013-02提案を適用し、予想では、2013年1月からの会計年度

に適用された。この初回の適用の結果による変更は、会計方法の変更に関連する形式に従って取扱われた。こ

の提案を適用すると、結果的には、発生期間中の損益計算書の即時認識につながる。資産価値に予算が組まれ

ている経費は現在、資産の予想リターンではなく割引率を使用して算出されている。アルカテルは、損益計算

書で数理計算上の損益をすぐに認識して適用したことを確認した。このポリシーの変更は、以前の会計期間の

開始には影響しない。

 

注記2　2014年の主要事象

アルカテル-ルーセントは当グループの親会社の行動を追求しており、2014年は次の項目となった。

・　 シフト計画のコスト削減実施後、パリから本社を移転：2014年月19日以降、登記事務所の所在地は、

フランス、92100ブローニュ・ビヤンクール、ルート・ドゥ・ラ・レーヌ148/152（148/152 Route de

la Reine - 92100 Boulogne-Billancourt - France）

・　 債務の再構築（注記14を参照のこと）：

－　 232.7百万ユーロで優先債を買い戻し、273.7百万ユーロで2014年の優先債を最終払い戻し。

－　 1,148百万ユーロでOCEANEを発行。

注記3　損益計算書分析

純損失について以下の通り分析する。

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年

営業利益
410.2 406.2

営業経費 (444.0) (418.5)

営業利益（損失） (33.8) (12.3)

金融収益（損失） 987.9 2,035.0

臨時科目や所得税前の収益（損失） 954.1 2,022.7

臨時科目 (110.2) (138.1)

法人所得税 46.2 25.0

税引後純利益（損失） 890.1 1,909.6

営業活動

収益は6.2％増加し、370.5百万ユーロ（2013年は348.7百万ユーロ）。

営業利益は、23.6百万ユーロの年金準備金の解除を含め、410.2百万ユーロであった。

営業費用の増加は25.5百万ユーロで、これは主に23.2百万ユーロの年金の支払いに関連するものである。
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金融収益（損失） － 臨時科目

財務利益は2013年が2,035.0百万ユーロであったのに対し、2014は987.9百万ユーロであった。これは主に、子

会社における受領した配当金および投資の評価額の変更によるものである。

臨時科目の110.2百万ユーロは、負債の買い戻しと商品の売却によるものであった。これら運営いｎ関する準備

金の解除は71.8百万ユーロになった。

財務準備金と償却の純増減

財務準備金と償却の純増減により、2013年は2,095.1百万ユーロの収益であったのに対し、2014年は459.8百万

ユーロの収益であった。

  
2014年 2013年

（単位：百万ユーロ）
 （増加） 再記載 純増減 （増加） 再記載 純増減

子会社や関連会社への

投資の償却 （注記8） (316.8) 703.4 386.6 (11.5) 1,953.3 1,941.8

その他金融投資や

その他金融資産の償却 （注記9） - 73.6 73.6 - 153.4 153.4

市場性のある有価証券の償却
 

- - - - - -

金融リスク準備金
 

(0.4) - (0.4) (0.1) - (0.1)

その他流動資産の償却 （注記15） - - - - - -

減価償却長期借入 （注記9） - - - - - -

その他のリスク （注記13） (0.2) - (0.2) - - -

金利リスクおよびその他 （注記13） (0.2) - (0.2) (0.1) - (0.1)

社債プレミアムの償却
 

- - - - - -

合計
 

(317.2) 777.0 459.8 (11.6) 2,106.7 2,095.1

子会社への投資の償却

2014年の純利益は、各投資の棚卸評価額の再評価によるものである。（注記8の評価の解説を参照）。

その他金融投資の償却

その他金融投資の73.6百万ユーロの解除は主として次のものに関連している。

・　 自己株式売却：€77.2百万

・　 12月の平均株価に基づき計上された自己株式の評価における減価償却：€5.3百万

市場性のある有価証券の償却

2014年に計上された増減はない。

金融リスク準備金

€2014年12月31日時点で米ドルでの債権の評価に関して0.2百万ユーロを計上した。

配当金

子会社から受け取った配当金は、2013年の12.0百万ユーロから2014年には412.0百万ユーロに増加した（注記4

参照）。
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金融利息

金融商品と金利の純利益は、2013年が78.6百万ユーロの損失であったのに対して、104.5 の利益となった。こ

れは、主に次のものに関連している。

・　 負債の再構成による有益な効果（38百万ユーロ）

・　 米アルカテル-ルーセントの預金の減少（25百万ユーロ）

・　 現金管理契約に基づく企業間融資と借入の報酬条件の更新（103百万ユーロ）。

法人所得税

法人所得税は以下により、46.2百万ユーロの純益であった。その内訳は、フランス税グループから生じた法人

所得税収益37.2百万ユーロ（2013年は21.9百万ユーロ、前年の規則化を考慮すると15.3百万ユーロ）、2013年

の調査研究控除は9.0百万ユーロである（注記5参照）。

 

注記4　子会社や関連会社への投資による収益

 

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年

子会社
  

エレクトロ・バンク 410.8 10.6

アルカテル-ルーセント・ノルウェー 1.2 1.4

合計 412.0 12.0

注記5　法人所得税

 

フランス税グループ

2014年12月31日、属したフランスの子会社は14社（注記23参照）。

 

税制上の優遇措置（費用）内訳

税制上の優遇措置に関する分析は以下の通りである。

 
2014年 2013年  

（単位：百万ユーロ）

税引前

金額

税の優遇措置

（費用）

税引前

金額

税の優遇措置

（費用）

営業利益（損失） (33.8) 9.0 (12.3) 9.4

金融収益（損失） 987.9 - 2,035.0 -

臨時科目や所得税前の収益（損失） 954.1 9.0 2,022.7 9.4

臨時科目 (110.2) 15.3 (138.1) 0.2

フランス税グループ - 21.9 - 15.4

税制上の優遇措置（費用）総額 46.2 46.2 25.0 25.0

税引後純利益（損失） 890.1 - 1,909.6 -

注記：フランス一般税法の第39.4条に定義される控除対象外費用は、2014年には30.0千ユーロで、税金費用は10.8千ユーロであった。
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注記6　貸借対照表

総資産は、2014年末の子会社における投資の評価後、22,107百万ユーロに減少した。
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注記7　無形資産

 

  粗価値  

（単位：百万ユーロ） 12/31/2013 増加
(1)

減少 12/31/2014

のれん 39.6 - - 39.6

特許、商標、知的所有権 143.4 - (6.6) 136.9

無形資産 183.0 - (6.6) 176.5

 

  割賦償却と減価償却  

（単位：百万ユーロ） 12/31/2013 増加 減少 12/31/2014

のれん (25.1) - - (25.1)

特許、商標、知的所有権 (141.4) - 6.6 (134.9)

無形資産 (166.5) - 6.6 (160.0)

  純額  

（単位：百万ユーロ） 12/31/2013 増加 減少 12/31/2014

のれん
14.5 - - 14.5

特許、商標、知的所有権 2.0 - - 2.0

無形資産 16.5 - - 16.5

(1) 移転

注記8　子会社や関連会社への投資

 

 
粗価値  

（単位：百万ユーロ） 12/31/2013 増加 減少 12/31/2014

子会社
39,072.7 - - 39,072.7

関連会社 377.6 - (1.9) 375.7

合計 39,450.2 - (1.9) 39,448.4

 

 
減価償却

 

（単位：百万ユーロ） 12/31/2013 増加 減少 12/31/2014

子会社
(30,193.5) (316.8) 703.4 (29,806.9)

関連会社 (367,8) - 1.8 (366.0)

合計 (30,561.3) (316.8) 705.2 (30,172.9)

 

 
純額  

（単位：百万ユーロ） 12/31/2013 増加 減少 12/31/2014

子会社
8,879.2 (316.8) 703.4 9,265.8

関連会社 9.8 - (0.1) 9.7

合計 8,889.0 (316.8) 703.3 9,275.5
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粗価値

2014年は変更は発生しなかった。

減価償却準備金

当年の子会社および関連会社に対する投資減価償却準備金の増減の主な要因は、以下の通りであった。

エレクトロ・バンク（287.7百万ユーロ）、コラレック（21.5百万ユーロ）およびアルカテル-ルーセント・イ

ンターナショナル（7.6百万ユーロ）に関連する減価償却の準備金の増加。アルカテル-ルーセント・パーティ

シペーションズ（681.4百万ユーロ）、アルカテル-ルーセント・サブマリン・ネットワークス（7.6百万ユー

ロ）およびアルカテル-ルーセント・ノルウェー（14.4百万ユーロ）に関連する減価償却の発表。

アルカテル-ルーセント・パーティシペーションズ、コラレック、アルカテル-ルーセント・サブマリン・ネッ

トワークスに関連する減価償却準備金は、アルカテル-ルーセント・グループの回収可能価額に基づいたもので

あり、各事業部門の企業価額に基づき見積もりを行った。この方法では、2015年から2019年までの割引した将

来キャッシュフローと2019年の割引最終価額に基づき、負債と税金を除く公正価額を部門毎に計算する。

9.80％という割引率は、グループ資本の加重平均コストに基づくものである。税資産や負債、金融資産、その

他営業外資産や負債等、連結正味現金とその他の貸借対照表科目を調整した後の回収可能価額の合計が、グ

ループの公正価額となる。

企業価値は、アルカテル-ルーセント・パーティシペーションズの加入持分と、アルカテル-ルーセント・サブ

マリン・ネットワークスのその他の子会社の主な投資に割り当てられる。各法人が取得した価額を各投資の過

去の帳簿価額と比較し、必要に応じて減価償却準備金を記録する。

現在の世界経済の環境を鑑みると、2014年12月31日現在、一定のボラティリティや見通しの不透明性が非常に

顕著である。その結果生じる実態や状況により、各事業部門の回収可能価額算定に用いた見積りに変動が生

じ、結果として投資ポートフォリオ評価も変わる可能性がある。

 

注記9　子会社や関連会社からの受取資産と金融資産

当年の増減は以下の通りである。

 

 
粗価値  

（単位：百万ユーロ） 12/31/2013 増加 減少 12/31/2014

アルカテル-ルーセント保有株式
357.1 - (97.3) 259.8

子会社への長期貸付金 8,985.8 - (542.8) 8,443.0

その他金融資産 0.7 - - 0.7

合計 9,343.6 - (640.1) 8,703.5

  減価償却  

（単位：百万ユーロ） 12/31/2013 増加 減少 12/31/2014

アルカテル-ルーセント保有株式 (294.5) - 71.8 (222.7)

子会社への長期貸付金 (4.2) - - (4.2)

その他金融資産 (0.6) - - (0.6)

合計 (299.3) - 71.8 (227.5)

  純額  

（単位：百万ユーロ） 12/31/2013 増加 減少 12/31/2014
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アルカテル-ルーセント保有株式 62.6 - (25.5) 37.1

子会社への長期貸付金 8,981.6 - (542.8) 8,438.8

その他金融資産 0.1 - - 0.1

合計 9,044.3 - (568.3) 8,476.0

9.1子会社への長期貸付金

当会計年度中、アルカテル-ルーセント・パーティシペイションズに供与された貸付は、539百万ユーロ減少し

た。

9.2自己株式

 

2014年中、97.4百万ユーロの自己株式を売却した。2014年12月の平均株価に基づくアルカテル-ルーセント所有

自社株の時価は37.1百万ユーロであった（2013年12月31日時点では62.6百万ユーロ）。

 

注記10　市場性のある有価証券、現金および短期金融債務

短期金融資産と負債の純額（貸借対照表の「受取債権およびその他流動性資産」または「その他負債」に記載

される、グループ財務慣例に基づく子会社との間の短期前受金を含む）は以下の通りであった。

 

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年

現金 2,543.0 2,643.0

子会社とのグループ財務慣例（注記15を参照のこと） 389.6 394.3

現金総額および現金同等物
(1)

2,932.6 3,037.3

市場性のある有価証券
(2)

1,070.4 1,679.4

短期社債 - -

短期金融資産合計 4,003.0 4,716.7

短期社債 - (273.7)

短期銀行借入と当座貸越 - -

その他短期金融債務 (31.5) (48.9)

子会社とのグループ財務慣例（注記15を参照のこと） (7,233.5) (9,766.6)

短期金融債務合計
(3)

(7,265.1) (10,089.2)

合計 (3,262.1) (5,372.5)

(1) 銀行預金、およびグループ財務慣例による子会社への短期前受金を含む。

(2) 通貨UCITSを含む

(3) 銀行融資、借越および預金、およびグループ財務慣例による子会社の短期前受金を含む。

アルカテル-ルーセントの短期金融資産と負債の増減は、子会社を代表して親会社が引き受けた取引量が多かっ

たことを反映している。
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注記11　市場関連エクスポージャー

通貨リスクと金利リスクの分析は以下の通りである。

通貨リスク

2014年12月31日現在、ヘッジ目的で保有するオフバランスシート金融商品は以下の通りであった。

 

 
買主／貸手

 
元本金額

 

（単位：百万ユーロ） 1年以内 1年から5年 5年超 公正価値

先物為替契約 947.9 - - 14.5

先物為替スワップ 3,881.4 - - 78.5

クロス・カレンシー・スワップ - 411.8 - 49.0

通貨オプション取引     

・　コール - - - -

・　プット 28.9 - - 0.5

 
売主／借手

 
元本金額  

（単位：百万ユーロ） 1年以内 1年から5年 5年超 公正価値

先物為替契約 (944.0) - - (14.3)

先物為替スワップ (1,255.5) - - (15.3)

クロス・カレンシー・スワップ - - - -

通貨オプション取引     

・　コール - - - -

・　プット (28.5) - - (0.5)
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金利リスク

2014年12月31日時点で、金利リスク管理のために保有するオフバランスシート金融商品は以下の通りである。

 

 
元本金額

（単位：百万ユーロ） 1年以内 1年から5年 5年超 公正価値

金利スワップ： - - - -

固定金利支払 - - - -

変動金利支払 - - - -

流動性リスクと信用格付

2015年2月5日現在のアルカテル-ルーセントの信用格付は以下の通りである。

 

格付機関

コーポレート・

ファミリー格付

長期

債務 短期債 見通し

CFR／債券格付

最終更新

見通しの

直近の更新

ムーディーズ
B3 B3/Caa1

Not Prime

（ノット・プライム） ポジティブ

2012年12月4日／

2013年12月19日 2014年11月17日

スタンダード・

アンド・プアーズ B B B 安定的 2014年8月18日 2014年8月18日

2014年12月31日現在でアルカテル債務に影響を与える格付条項

当社の現行の短期格付や、フランスのコマーシャル・ペーパー/「billets de trésorerie」市場の流動性の欠

如を考慮し、アルカテル-ルーセントはしばらく同市場には参入しないことを決定した。

アルカテル-ルーセントの未償還の社債には信用格付が下がった場合に早期償還を求める条項は付されていな

い。

金融債務の流動性リスク

2014年12月31日現在、当グループは、利用可能な市場性有価証券、現金および現金同等物、利用可能な共同銀

行融資枠が業務経費ならびに資本経費をまかない、そして今後12ヶ月間の金融債務要件に対応するのに十分な

ものであると考えている。

アルカテル-ルーセント銀行共同融資枠

2013年12月17日、アルカテル-ルーセントは12社の国際銀行のシンジケートとともに、3年間の504百万ユーロの

リボルビング融資枠を終了した。共同融資枠が利用できるかどうかは、アルカテル-ルーセントの信用格付に左

右されることはない。この融資枠の可用性については、アルカテル-ルーセントが、金利費用をカバーできるか

どうかという能力にかかっている。

2007年4月5日に締結されたシンジケートの銀行枠は、2013年1月の米アルカテル-ルーセント・インクの担保付

優先債の終了を受けて停止された。
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注記12　自己資本

2014年中の自己資本の増減は以下の通りである。

 

（単位：百万ユーロ） 残高株式数 株主資本

株式払込

剰余金

法定

準備金

法定

準備金

その他の

準備金

利益

剰余金

純期間の

純利益

合計

自己資本

利益処分前2013年

12月31日現在
2,808,554,197 140.4 20,914.0 369.6 1,673.3 195.0 (15,106.5) 1,909.6 10,095.4

純利益（損失）の処分 - - - - - - 1,909.6 (1,909.6) -

増資：
  

 
   

  
 

・　　転換社債の転換
3,890 - - - - - - - -

・　　応募
4,435,355 0.2 (0.2) - - - - - -

・　　ストック・オプ

ション行使分
7,438,828 0.4 14.3 - - - - - 14.7

減資
  

 
   

  
 

当年純利益（損失） - - - - - - - 890.1 890.1

利益処分前2014年

12月31日現在 2,820,432,270 141.0 20,928.1 369.6 1,673.3 195.0 (13,196.9) 890.1 11,000.2

純利益（損失）の利益処

分（案） - - - - - - 890.1 (890.1) -

2014年に分配される予定

配当金（案） - - - - - - - - -

利益処分後2014年

12月31日現在（案） 2,820,432,270 141.0 20,928.1 369.6 1,673.3 195.0 (12,306.8) - 11,000.2

額面価額0.05ユーロの普通株2,820,432,270株で構成される資本金は、2014年末時点で141.0百万ユーロであっ

た。

分配可能収益は、当年の純利益から繰越損失、そして準備金に対する法的あるいは法定利益処分を差し引き、

プラスの利益剰余金を加えた額である。さらに、利用可能な準備金の分配と株式支払剰余金について株主総会

で決定することができる。しかしながら、法的準備金、法の執行あるいは企業の付随定款によって利用できな

い準備金そして再評価準備金は、分配することができない。上記の2014年利益処分案を考慮すると、分配可能

準備金の額は10,489.6百万ユーロとなる。

注記13　負債および費用の準備金

2014年の負債および費用に対する準備金の増減は以下の通りである。

 

（単位：百万ユーロ） 12/31/2013 増加 （再記載） （使用） 12/31/2014

未実現為替差損の準備金
0.1 0.2 - - 0.3

金融リスクの準備金（注記4を参照） - - - - -

訴訟、売却投資に対する保証の準備金

およびその他準備金 21.0 0.2 (0.3) (16.5)* 4.4*

年金および退職金の準備金（注記17） 38.4 18.6 - (23.5) 33.5

子会社に関するリスクの準備金 - - - - -
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合計 59.5 19.0 (0.3) (40.0) 38.2

損益計算書への影響：
     

・　営業利益（損失）
 

18.6 (0.3) (26.7)  

・　金融収益（損失）
 

0.4 - -  

・　臨時収益（損失）
 

- - (13.3)  

*　アルカテル-ルーセントは2014年6月、FCPAの調査および裁判によるDOJとの和解契約の受入に関連し、民事上の罰金と不正利得の

返済の総額17百万米ドルをSECに支払った。

2014年12月31日時点で、訴訟準備金4.4百万ユーロ、サフト負債保証の投資売却やその他の準備金保証からなる

3.2百万ユーロ。

 

注記14　社債

アルカテル-ルーセントの発行済み社債は、2014年12月31日時点は1,969.8百万ユーロであったのに対し、2013

年12月31日時点では1,327.4百万ユーロであった。これらの金額は次の通り分析される。

 

（単位：百万ユーロ） 12/31/2013 社債の株式転換 償還 新規発行 12/31/2014

転換社債
     

・　2014年4月満期6.375％社債 -

274百万ユーロ 
273.7 - (273.7) - -

・　2018年7月満期OCEANE 4.25％ - 629百万ユーロ
628.9 - - - 628.9

・　優先債券8.50％ (1) - 192百万ユーロ
(2)
 

2016年1月満期
424.8 - (232.7) - 192.1

・　OCEANE 0.00％ - 688百万ユーロ 

2019年満期
- - - 688.5 688.5

・　OCEANE 0.125％ - 460百万ユーロ2020年満期
- - - 460.3 460.3

合計
1,327.4 - (506.4) 1,148.8 1,969.8

(1) 米アルカテル-ルーセント・インクとアルカテル-ルーセントの一部の子会社による保証

(2) この優先債券は2014年7月の公開買付の対象となった。以下を参照。

2014年における変動：

 

2014年11月/12月 - 2016年優先債券の部分買戻し

2014年第4四半期中、額面価額2,8百万ユーロの2016年優先債券が買い戻され、3,1百万ユーロに相当する現金が

取り消された（未払い利息を除く）。

その結果、2016年優先債券の残存合計額面価額は192百万ユーロとなった。
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2014年7月 - 2016年優先債券の公開買付

2014年6月24日に開始した公開買付に関連し、2014年7月4日、額面価額210百万ユーロの2016年優先債券、現金

総額235百万ユーロの購入に同意した。公開買付に出された債券は取り消された。

2014年第2四半期中、額面価額19百万ユーロの2016年優先債券が買い戻され、22百万ユーロに相当する現金が取

り消された（未払い利息を除く）。

2014年6月 - 2019年と2020年のOCEANEの発行および担保付き優先信用融資枠の予定支払い

2014年6月10日、アルカテル-ルーセントは2つのトランシェで転換/他社株転換社債(OCEANE)を発行した。

・　　 トランシェ1額面価額688百万ユーロ　2019年1月30日満期

・　　 トランシェ2額面価額460百万ユーロ　2020年1月30日満期

社債の金利は年率はそれぞれ0.00％と0.125％であり、毎年1月30日と7月30日に年2回の割合で金利が支払わ

れ、金利支払いの開始は2015年1月30日である。アルカテル-ルーセントの自由裁量により、特定の条件下で社

債は早期償還される可能性がある。

2014年4月 - 6.375％の優先債券の返済

2014年4月7日、アルカテル-ルーセントは満期日に、6.375％の優先債券に基づいて、残りの274百万ユーロを返

済した。
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注記15　受取債権およびその他流動資産の償還日分析

 

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日

時点の価額 1年未満 1-5年 5年後 見越し額

金融負債
     

・　転換社債(OCEANE) 1,777.7 - 1,317.4 460.3 -

・　その他社債
192.1 - 192.1 - -

・　銀行借入と当座

貸越
3.8 3.8 - - -

・　その他金融債務
1,414.1 31.5 558.9 823.7 31.4

税および社会債務 8.2 8.2 - - 5.5

その他の負債（利益

処分後） 7,669.1 7,538.8 130.3 - 90.4

負債合計 11,065.0 7,582.3 2,198.7 1,284.0 127.3

2014年12月31日時点のその他の負債に関する分析

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日

時点の価額

2013年12月31日

時点の価額

子会社からの前受金－グループ財務慣例
7,233.5 9,766.6

支払勘定
(1) 102.1 100.4

その他 333.5 324.4

合計 7,669.1 10,191.4

(1) 外部ベンダーの合計額は102.1百万ユーロである。うち、30日間で15％を支払い、30日間で85％を支払う。

 

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日

時点の価額 1年未満 1-5年 5年後 見越し額

債権
     

税および社会的受取

債権 21.8 12.8 9.0 - 9.0

その他受取勘定および

その他流動資産 663.9 614.9 49.0 - 85.4

合計 685.7 627.7 58.0 - 94.4

2014年12月31日時点のその他の受取勘定およびその他の流動資産の分析

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日

時点の価額

2013年12月31日

時点の価額

子会社への前受金－グループ財務慣例
389.6 394.3

債権 109.7 58.3

その他 164.6 222.1

合計 663.9 674.7
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注記16　関連会社取引

関連会社取引によって生じた2014年12月31日時点の未決済残高は以下の通りである。

 

（単位：百万ユーロ） 貸借対照表純額

連結企業または

関連企業分

投資およびその他非流動資産   

・　子会社や関連会社への投資 9,275.5 9,275.5

・　子会社や関連会社からの受取債権 - -

・　その他の金融資産
(1)

8,438.8 8,434.0

・　その他投資 37.2 37.0

受取勘定 685.7 547.5

市場性のある有価証券／現金 3,613.4 -

金融負債   

・　転換社債とその他社債 1,969.8 -

・　銀行借入と当座貸越 3.8 -

・　その他金融債務 1,414.1 1,392.7

税および社会債務 110.3 97.3

その他の負債（利益処分後） 7,567.0 7,491.4

(1)
うち、7,813.4百万ユーロの借入金がアルカテル-ルーセント・パーティシペイションズに付与された。

当期の関連会社取引の内容は以下の通りである。

 

（単位：百万ユーロ） 損益計算書純額

連結企業または

関連企業分

金融収益（損失）   

・　子会社や関連会社への投資による収益 412.0 412.0

・　利息収益および同様の収益 334.4 302.0

・　利息経費および同様の経費 (229.9) (146.2)

・　その他の金融収益(損失) 471.4 470.0

通常市況外の関連会社取引は成立しなかった。
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注記17　年金および退職金

 

2014年12月31日時点で、アルカテル-ルーセントの年金および退職金債務は準備金が引き当てられているか（準

備金額は33.5百万ユーロ。注記13参照）、あるいは保険契約でカバーされている。

フランス会計原則当局が2013年11月7日に実行した2013-02提案を適用し、予想では、2013年1月からの会計年度

に適用された。この初回の適用の結果による変更は、会計方法の変更に関連する形式に従って取扱われた。こ

の提案を適用すると、結果的には、発生期間中の損益計算書の即時認識につながる。資産価値に予算が組まれ

ている経費は現在、資産の予想リターンではなく割引率を使用して算出されている。アルカテル-ルーセント

は、損益計算書で数理計算上の損益をすぐに認識して適用したことを確認した。このポリシーの変更は、以前

の会計期間の開始には影響しなかった。

 

数理計算上の想定は以下の通りである。

 

割引率 1.75％

将来の昇給 1.75％

償還日が類似する質の高い社債（政府およびプライム格付け企業 - AAまたはAAA）の市場利回りを参照するこ

とにより、使用する割引率を求める。

制度資産の収益は、パフォーマンスによって異なる。

退職後給付制度の定期給付金純額（費用）の内訳は以下の通りである。

 

（単位：百万ユーロ）  

勤務費用 (1.4)

金利費用 (2.4)

受取利息 1.3

改定  

数理計算上の認識損益 (16.2)

削減の影響  

清算の影響  

純資産に対する調整の影響  

期間給付（費用）の純額 (18.7)

 

貸借対照表に計上された負債の増減は以下の通りであった。

 

（単位：百万ユーロ）
 

給付債務の増減
 

1月1日時点の給付債務 (71.1)

勤務費用 (1.4)

金利費用 (2.4)

制度加入者の拠出金  

改定  

制度縮小  

決済  

特別な契約解除による給付  

数理計算上の損（益） (19.9)
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給付支払 8.2

12月31日時点の給付債務 (86.6)

将来的な昇給の影響を除外した給付債務 (80.1)

将来的な昇給の影響 (6.5)

12月31日時点の給付債務 (86.6)

制度資産の増減  

1月1日時点の制度資産の公正価額 32.7

受取利息 1.3

保険数理上の（損）益 3.7

従業員の拠出金 17.7

制度加入者の拠出金  

改定  

制度縮小  

決済  

支払済み給付金／特別解雇給付 (2.3)

12月31日時点の制度資産の公正価額 53.1

全額あるいは一部が積立てられている確定給付債務の現在価額 (86.6)

制度資産の公正価値 53.1

全額あるいは一部が積立てられている確定給付債務の拠出状況 (33.5)

全額が積み立てられていない確定給付債務の現在価額 -

積立状況 (33.5)

未認識剰余金（資産上限の適用による） -

認識済み純額 (33.5)

退職制度の制度資産は、以下に投資された。

 

（単位：百万ユーロおよびパーセント） 市場価値 ％

社債
44.7 84％

持分証券 2.1 4％

短期投資 2.6 5％

固定資産 3.7 7％

合計 53.1 100％

注記18　契約債務およびオフバランス債務に関連する開示

資金調達契約債務に記載される内容は、会計原則に則る重大なオフバランス債務の存在を排除するものではな

い。

その他の契約債務

アルカテル-ルーセントは、グループの一般業務に関し以下の保証も付与している。

 

（単位：百万ユーロ） 2014年12月31日時点の価額 1年未満 1-5年 5年後

子会社やその他グループ会社に対して付与された保証
- - - -
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アルカテル-ルーセントの金融債務の保証担保資産 - - - -

以下に対する保証：
    

・　商業契約
2,751.2 778.7 1,355.7 616.8

・　借入
1,853.8 0.6 617.7 1,235.5

・　その他
524.1 31.5 341.1 151.5

合計 5,129.1 810.8 2,314.5 2,003.8

商業契約に対して付与された保証（2,751.2百万ユーロ）には、タレス社に売却あるいは譲渡された事業（49.1

百万ユーロ）に対する保証が含まれ、これに対してアルカテル-ルーセントは購入者よりカウンター保証を受け

ている。

付与された保証

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日

時点の価額 1年未満 1-5年 5年後

融資枠
- - 504.0 -

合計 - - 504.0 -
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注記19　偶発債務

 

アルカテル-ルーセントは、財務書類上十分な引き当てがなされておりグループにとって重大な損失とはならな

いと経営陣が考える（連結財務諸表については注記25eを参照）、通常の事業活動に伴って生じる一部訴訟（フ

ランスおよび米国における雇用に関する集団訴訟を含む）の他、以下の訴訟手続にも関与している。

政府の訴訟と捜査

a コスタリカ訴訟

2004年10月の初旬、アルカテル-ルーセントは、コスタリカにおいて、フランスの子会社であるアルカテルCIT

(CIT)（現社名アルカテル・ルーセント・フランス）による、国有電話会社Instituto Costarricense de

Electricidad (ICE）からのネットワーク機器およびサービスに関する数件の契約獲得に関連して、CITまたは

他のアルカテルの子会社のためにコンサルタントが行ったとされた、コスタリカの多数の公務員、コスタリカ

の2つの政党およびICEの代表者に対する支払に関して、コスタリカの検事と国会による捜査が始まったことを

把握した。この申立てについて把握したアルカテルは、本件に関する調査を開始した。

コスタリカの申立てに関連して、2007年7月27日、コスタリカの検察当局は、汚職、違法蓄財、偽装、詐欺その

他により、アルカテル・コスタリカの元社長を含む11名の個人を起訴した。そのうち3名は罪状を認めている。

その後間もなく、コスタリカの司法当局およびICEは、本刑事訴訟の被害者の代理として、それぞれ11名の刑事

被告人および追加の民事被告人5名（１名の個人とCITを含む4法人）に対して52百万米ドル（司法当局の場合）

および20百万米ドル（ICEの場合）の損害賠償を求める修正民事訴訟を提起した。司法長官の主張では、2004年

11月25日と2006年8月31日の2件の従来の主張を優先させるとのことだ。2004年11月25日に、コスタリカの司法

当局は、CITに対する民事訴訟を開始して、上記の主張されている支払によって生じたコスタリカの国民および

財務省の金銭的損害とコスタリカが蒙った名誉毀損（社会的損害）に対する補償を求めた。2005年2月1日のICE

の申立ては、以前の申立てに代るもので、上記で主張されている支払によってICEとその顧客に生じた金銭的損

害、本件に関するICEの名誉毀損（精神的損害）の補償およびCITとの契約に基づき支払を強制されたと申立て

られている価格水増しによって生じた損害に対する賠償を求めている。2008年9月にサンホセで開催された予備

法廷審問でICEは、CITによってもたらされたとされる損害が71.6百万米ドルに値するという報告書を提出し

た。

アルカテル-ルーセントは、CITが約10百万米ドルを支払う代わりに、司法当局の社会的損害賠償請求について

和解した。ICEは、この民事申立が司法当局との合意に含まれていないと主張し、かかる民事申立を刑事訴訟と

共に裁判にかけるよう手続きを進めた。関連民事訴訟を含む刑事訴訟の裁判は2010年4月14日に始まった。この

裁判は裁判所によって2011年4月5日に終了している。裁判所は2011年4月27日に判決を下し、アルカテル-ルー

セントに対するICEの関連する民事訴訟については、手続き上の理由により判決を下すことを拒否した。法廷

は、2011年5月25日に通達を発した。以前引き当てられた2百万ユーロの準備金は、2011年第2四半期中、完全に

保留された。2012年12月に報告したコスタリカでの進捗状況については、高等裁判所（全ての被告人が無罪だ

と認定した）が先の判決を撤回し、アルカテル-ルーセントに対するICEによる請求を棄却し、決議を再拘留と

した。コスタリカ最高裁判所が下等裁判所の判決の確認を得るために求める民事裁判の当事者召喚の前に、

2013年初頭、ICEは破棄を臨時控訴した。2014年、最高裁判所は一部の被告に対する主要な証拠を無効にするこ

とで控訴裁判所の判決を撤回し、控訴裁判所に対して新しい判決を下すよう命令した。下等刑事裁判所が、Ｉ

CEに対する訴訟費用に関するアルカテル-ルーセントの主張に対して判決を下す予定である。

さらに2007年8月、ICEは、CITに対して、CITが400,000本のGSM携帯電話回線を設置することを規定した2001年

の契約（「400KL GSM契約」）を解約するための行政手続を開始したことを通知した。これに関してICEは、損

害賠償と逸失利益について59.8百万米ドルの補償を求めている。2008年3月、CITおよびICEは、上記請求の完全

かつ最終的な和解について、「ゲットウェル計画」を実施するための和解契約案の交渉を終了した。この和解

契約は、ICEの理事会に承認されなかった。その代わりに同理事会は400KL GSM契約のうち運営およびメンテナ

ンス部分を解約し、総額59.8百万米ドルの罰金および損害賠償を請求し、履行保証を求めるための上記行政手

続の再開を決議した。2008年6月23日、CITは400KL GSM契約のこの部分についてICEから解約通知を受けた。ICE
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が400KL GSM契約に関連した追加的損害賠償請求および罰金についての評価を行った結果、契約に基づく全体的

なリスクは総額78.1百万米ドルになった。そのうち、ICEは5.9百万米ドルを回収している。

2008年6月、CITは上記の解約に対して行政不服審査を申し立てた。2008年8月、ICEは履行保証を求めた。2008

年9月16日、申し立てられた損害の残額である44.7百万米ドルの支払要求に関する通知が、CITに送達された。

2008年9月17日、コスタリカ最高裁判所はCITの申し立てについて以下の裁定を下した。(i) 15.1百万米ドルの

履行保証がCITに対して払い戻される、(ii) 44.7百万米ドルの請求は、当該案件を扱う裁判所による最終決定

まで保留とされる。ICEが説明請求を申し立てたことを受け、裁判所は、15.1百万米ドルの履行保証を訴訟が最

終的に解決するまで裁判所が保有するエスクロー勘定に引き続き入金しておく最終決定を下した。2008年10月8

日、CITは、400KL GSM契約に関するICEによる一部解約の却下を求めると同時に、CITに対する損害賠償を求め

る請求を申し立てた。2009年1月、ICEはCITの申立てに対し回答を提出した。2009年3月25日の法廷審問におい

て、ICEは、CITとの和解協議開始について否定した。2009年4月20日、CITは、15.1百万ドルの履行保証回収嘆

願を裁判所に申立て、裁判所の最終決定結果を保証する新たな履行保証と差し替えるよう申し出た。裁判所が

当該申立てを棄却したことを受けCITは上訴し、2010年3月18日にCITの訴えが認められた。この決定の結果、

CITは、15.1百万米ドルに相当する金額の銀行保証を裁判所に提出することにより、上記の15.1百万米ドルを回

収することになる。2009年10月から2010年10月の間に、CITの実質的な訴訟の予備法定審問が行われた。本件の

裁判は、2015年に行われる予定である。

2008年10月14日、コスタリカ当局はCITに対し最高5年間コスタリカにおける政府調達契約を禁ずる行政手続き

に着手したことをCITに通知した。2010年3月、CITは、400KL GSM契約の重大な違反容疑（特に、ロード・カバ

レッジと品質レベルに関する不履行に関して）の結果として、ICEがCITの調達契約への参加を禁じる新たな行

政手続きについて通知を受けた。行政手続きは2009年12月8日まで延期され、上記刑事訴訟に関する判決は保留

となった。

Tribunal Contencioso Administrativo y Civil de Hacienda of Costa Rica以前の2012年5月3日、ICEは、汚

職事件に関し、複数のアルカテル-ルーセントの法人に対し新規申し立てを行ったが、これはコスタリカと米国

の当局が調査し、解決済みのものである。ICEは、その後、道徳的損害賠償の金銭的損失や不確定額について18

百万米ドルを要求し、主張を再度明確に述べた。2014年3月15日の審問において、裁判所はこの訴訟はすでに和

解されものである旨を確定し、アルカテル-ルーセントに対して勝訴の判決を下した。アルカテル-ルーセント

は、この訴訟の訴訟引当金は計上しなかった。ICEは最高裁判所の当事者召喚の前に控訴した。裁判所はこの控

訴の有効性についてはまだ決定していない。

アルカテル-ルーセントは、2014年、コスタリカとの契約から1.6百万ユーロの収益を上げた。この契約から受

取る収益の金額を基にすると、アルカテル-ルーセントは、コスタリカにおける事業がなくなったとしても、グ

ループ全体としては重大な悪影響はないと考えている。

アルカテル-ルーセントは、将来的な動向を確実に予測できた段階で、コスタリカにおける係属中の各種訴訟に

関連する引当金を認識した。

b フランスにおける捜査

フランス当局は、ナイジェリアおよびフランス領ポリネシアのアルカテル-ルーセント子会社による特定の行為

に関して、捜査を行っている。

ナイジェリアに関して、フランス当局は、ナイジェリアの特定のコンサルタントに対してアルカテル-ルーセン

ト子会社が行った支払いに関連する文書をさらに作成するようアルカテル-ルーセントに要請した。アルカテル

-ルーセントは当該要請に対応し、今後も捜査当局に引き続き協力する予定である。

フランス領ポリネシアに関する捜査は、アルカテル-ルーセントの海底通信ケーブル子会社であるアルカテル-

ルーセント・サブマリン・ネットワークス(ASN)と一部のアルカテル-ルーセント元社員の行為に関するもので

ある。その行為とは、フランス領ポリネシアの国有通信企業(OPT)から2007年にASNが受注したタヒチ－ハワイ

間の海底通信ケーブルプロジェクトに関するものであった。2009年9月23日、元従業員のうちの4名が、OPTから

の公的調達プロジェクトの受注に関する便宜供与および教唆の罪で告訴された。2009年11月23日、ASNは、便宜

供与の疑いに関して公的調査の対象となった。2011年3月、フランス領ポリネシアの一部の現職公務員と元公務
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員が便宜供与および教唆の罪で告訴された。2014年2月6日付けの判決により、裁判官は、便宜により利益を受

けたとされる訴えに対して、ASNは裁判を受ける必要があるという判決を下した。

ASNが犯罪行為で有罪判決を受けた場合、フランス裁判所はまずASNに罰金を科し、フランス公的調達契約への

参加を一定期間禁ずる可能性がある。2014年、ASNがフランスの公的調達契約から生み出した収益は50万ユーロ

未満であった。従って、アルカテル-ルーセントは、禁止令による事業損失がアルカテル-ルーセントグループ

全体に及ぼす影響は大きくはないと確信している。

c ナイジェリアにおける捜査

2013年2月21日、当社は、ナイジェリアの汚職防止当局より、国立地域電話法プロジェクトとアルカテル-ルー

セント・ナイジェリア社（「ALUナイジェリア」）及びその他のベンダーの関与の不始末に関する疑惑について

調査を開始したことを告げられた。当社の中国の合弁事業であるアルカテル-ルーセント上海ベル(ASB)が2002

年6月5日にナイジェリア政府と第1段階の契約を締結した。2003年4月4日付の改正により、この契約はASBと国

営の中国のエンジニアリング会社中国機械設備進出口総公司(CMEC)を含むコンソーシアムに割り当てられた。

ALUナイジェリアはこのコンソーシアムの当事者ではなかったものの、プロジェクトの下請けを務めた。当プロ

ジェクトの第1段階はナイジェリア政府が承認した。2006年12月27日、ASBとCMECはナイジェリア政府と第2段階

の契約を締結し、契約に関する当社の部分は2007年2月1日にCMECに割り当てられた。当プロジェクトの第2段階

は、金銭的問題により、実行されることがなかった。本件の不始末の疑惑については、当社では詳細情報がな

い。この調査に関して当社は協力しており、これに関して社内見直しを行った。

各種訴訟手続きの影響

政府の調査および法的手続きは不確実性を伴い、その結果を予測することは困難である。そのためアルカテル-

ルーセントは、これらの事項に関連する負債金額または財務上の影響の最終的な総額を見積ることはできな

い。政府の調査および法的手続きには不確実性が伴うため、これらのうち1つ以上の事項により、最終的にアル

カテルが、この注に記載の各種和解契約に基づく支払額を超える多額の金銭的支払を余儀なくされる事態が生

じる可能性がある。

これらの政府調査や訴訟手続き、そして上記の予想される結果を除き、本書公開日時点で、当社は、当グルー

プの財務状況や収益性に重大な影響を及ぼし得るアルカテル-ルーセントおよびその子会社に対する訴訟手続き

や政府調査に関して（猶予中あるいはまさに直面しようとしている訴訟を含め）一切関知していない。

2014年12月31日以降、新たに始まった重要な訴訟はない。

注記20　役員および幹部報酬

 

2014年の役員報酬は1.1百万ユーロであった。

2014年にアルカテル-ルーセントが幹部に支払った額は2.1百万ユーロである。

注記21　法定監査人の報酬

 

2014年12月31日までの1年間に当社法定監査人に支払った報酬は、親会社法定会計に対する注記には盛り込まれ

ていない。しかしながら、監査報酬の未監査金額は、20-Fのセクション11.1.3にて開示されており、

www.alcatel-lucent.comで閲覧可能である。

注記22　連結状態報告書の作成日以降の事象

 

重大な後発事象はなかった。
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注記23　子会社や関連会社に関する情報

 

（単位：百万ユーロ）

期末

現在

資本金

資本金以外

の自己資本

内訳

equity
(1)

アルカテル-

ルーセント

保有率(％)

投資

粗価値

保有投資の

純帳簿価額

借入と前受

金残高 保証 純売上高
(1)

純利益

（損失）

(1)

配当金

2014年にア

ルカテル-

ルーセント

が受領

帳簿価額がアルカテル-ルーセント資本金の1％を超える子会社および関連会社に関する詳細情報

A － 子会社（アルカテル-ルーセントが50％以上の資本を保有）

アルカテル-ルーセント・

パーティシペーションズ

- 92100ブローニュ・ビヤ

ンクール、ルート・

ドゥ・ラ・レーヌ148/152

（148/152 route de la

Reine 92100 Boulogne-

Billancourt） 1,800.6 4,234.8 100.0 28,251.4 6,111.0 7,813.4 - 5.9 103.0 -

コラレック - 92100ブ

ローニュ・ビヤンクー

ル、ルート・ドゥ・ラ・

レーヌ148/152

（148/152 route de la

Reine 92100 Boulogne-

Billancourt） 3,434.6 (1,778.8) 100.0 8,726.6 1,648.0 - - - 26.6 -

エレクトロ・バンク -

92100ブローニュ・ビヤン

クール、ルート・ドゥ・

ラ・レーヌ148/152

（148/152 route de la

Reine 92100 Boulogne-

Billancourt） 106.0 162.0 100.0 581.7 294.0 - - 5.8 11.6 410.8

アルカテル-ルーセント・

サブマリン・ネットワー

クス - 92100ブロー

ニュ・ビヤンクール、

ルート・ドゥ・ラ・レー

ヌ148/152（148/152

route de la Reine 92100

Boulogne-Billancourt） 112.0 274.5 100.0 1,338.6 1,197.0 - - 399.6 17.9 -

アルカテル-ルーセント・

ノルウェーAS

Martin Linges vei 25

1367 SNAROYA(Nw) 1.8 1.5 100.0 168.9 18.0 - - 34.6 2.1 1.2

B － 関連会社（アルカテル-ルーセントが10％から50％の資本を保有）

その他子会社や関連会社に関する情報：特になし

C － 子会社（アルカテル-ルーセントが50％以上の資本を保有）：特になし

(1)
監査済の前会計年度（2013年）
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（単位：千ユーロ）  持株数 純帳簿価額

アルカテル-

ルーセント

保有率

アルカテル-

ルーセント

グループ

保有率 

I － 子会社や関連会社への投資
     

アルカテル-ルーセント・パーティシペイションズ (TG) 120,036,232 6,111,000 100.0 100.0

コラレック (TG) 572,428,051 1,648,000 100.0 100.0

エレクトロ・バンク (TG) 10,600,422 294,000 100.0 100.0

アルカテル-ルーセント・ホールディングGmbH

（ドイツ）  1 - 25.0 100.0

アルカテル-ルーセント・サブマリン・ネットワークス (TG) 37,337,826 1,197,000 100.0 100.0

アルカテル-ルーセント・インターナショナル (TG) 625,000 7,608 0.2 100.0

アルカテル-ルーセント・ノルウェー  1,600,000 18,000 100.0 100.0

エレクトロ・レー  7,000 5,368 100.0 100.0

その他   168   

II － その他金融投資
     

アルカテル-ルーセント  13,010,214 37,079 0,5 1.0

III － 不動産会社への投資
 - - - -

(TG)　フランス税グループに属する子会社。

5年間の財務データ概要

 

 2014年 2013年 2012年 2011年 2010年

期末現在資本金

a) 資本金（単位：千ユーロ） 141,022 140,428 4,653,128 4,650,767 4,636,771

b) 株式数 2,820,432,270 2,808,554,197 2,326,563,826 2,325,383,328 2,318,385,548

c) 社債転換により発行される新規株式数 652,378,496 408,912,938 459,636,084 467,543,871 518,226,986

業績（単位：千ユーロ）     
 

a) 子会社および関連会社に対する投資からの収益 411,956 11,994 69,753 59,043 19,509

b) 税金、減価償却費、償却費および引当金計上前利

益（損失） 383,973 (212,927) 93,403 (2,452,870) 181,954

c) 法人所得税 46,200 24,950 28,082 41,193 13,086

d) 従業員利益分配 - - - - -

e) 税金、減価償却費、償却費および引当金計上後利

益（損失） 890,086 1,909,568 (2,894,686) (1,316,134) 1,497,128

f) 配当金（分配税を含む）
-
(1)

- - - -

一株当たり利益（ユーロ）     
 

a) 税引き後、ただし減価償却費、償却費および引当

金計上前の利益（損失） 0.15 (0.07) 0.05 (1.04) 0.08

b) 税金、減価償却費、償却費および引当金計上後利

益（損失） 0.32 0,68 (1.24) (0.57) 0.65

c) 額面0.05ユーロの普通株市区に帰属する配当
-
(1)

- - - -

人事関連     
 

a) 期中平均従業員数 9 8 9 9 10

b) 給与（単位：千ユーロ） 7,861 11,931 4,786 6,579 5,225

c) 社会保障費および従業員給付

（単位：千ユーロ） 25,727 3,244 1,106 2,273 2,602

(1) 提案済み。
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2【主な資産・負債及び収支の内容】

「連結財務書類注記」および「親会社財務書類注記」を参照。

3【その他】

(1)　後発事象

最近の事象

新規取締役と新規取締役会立会人の任命： 2015年5月26日の株主総会において、シルビア・サマー

ズ女史が取締役に、そして同株主総会終了時に任期切れとなったベルトランド・ラプライエ氏に代

わり、ローレント・ドゥ・モウザ氏が取締役会立会人に任命された。

ノキア。2015年4月15日、ノキアとアルカテル-ルーセントは、IP接続された世界における次世代の

技術とサービスのイノベーション・リーダーとなるために、協働する意向を発表した。

この取引は、フランスのAutorité des Marchés financiersの一般規制、および米国の有価証券に関

するすべての適用法および規制に従い、以下の通りフランスにおける公開交換募集として構成され

る。

・　ノキアの新規発行普通株式0.55株（2014年向けとして以前に提示されたノキアの配
当金以外の配当金は調整の対象となる）を、募集および公開買付時点でのアルカテ
ル-ルーセントの社外発行済株式の普通株式1株と交換（アルカテル-ルーセントのス
トック・オプション行使時を含む）して募集を行う。

・　ノキアの新規発行普通株式0.55株（2014年向けとして以前に提示されたノキアの配
当金以外の配当金は調整の対象となる）を、公開買付に出されたアルカテル-ルー
セントの米国預託株式1株と交換として募集を行う。

・　以下の各種発行済みアルカテル-ルーセント転換社債についても同様の募集が行わ
れる：OCEANE 2018、OCEANE 2019、OCEANE 2020。

アルカテル・ルーセントの当募集の価格は、完全希薄化ベースで156億ユーロであった。これは、
2015年4月13日現在のノキアの影響を受けなかった1株7.77ユーロの終了時株価に基づく、過去3か月
のアルカテル・ルーセントの影響を受けていない加重平均株価における、34％の完全希薄化後のプ
レミアム（1株4.48ユーロに相当）、および28％の株主へのプレミアム（1株4.27ユーロに相当）に
一致する。

この募集が全面的に受け入れられた場合、公開交換募集終了後はアルカテル-ルーセントの株主が結
合後企業の完全希薄化株式資本の33.5％を保有することになり、ノキアの株主が66.5％を保有する
ことになる。

2014年の配当金。当社取締役会は、2014年の業績に基づき当社普通株式およびADSの配当金を支払う

ことは賢明ではないと判断した。当社取締役会は、2015年5月26日の年次株主総会においてこの案を

提議する予定である。

Louis Dreyfus Armateursとのパートナーシップ。2015年3月18日、当社の海底通信ケーブル業務に

おいてLouis Dreyfus Armateurs (LDA) と新たなパートナーシップ契約を締結した。当社子会社の

アルカテル・ルーセント・サブマリン・ネットワークスは、LDAとの当社の以前の合弁事業である、

アルダ・マリンの株式を100％取得した。LDAは依然として当社の戦略的海底通信パートナーであ

る。

(2)　訴訟

「連結財務書類注記」の注記31および「親会社財務書類注記」の注記19を参照。
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４【IFRSと日本の会計原則の差異、およびフランスと日本で適用される会計原則の差異】

(A)　連結財務書類

本書記載の連結財務書類は、欧州連合により承認された国際会計基準（以下「IFRS」という）に準拠し

て作成されている。IFRSは、日本において一般に公正妥当と認められる会計原則とは若干の点で相違があ

る。その主要な相違を要約すると次のとおりである。

(a)　連結方法

IFRSでは、連結する会社の資産、負債および損益勘定を持分比率に基づいた金額で連結する比例連

結法が、共同支配企業等の特別の場合に限って認められる。

日本の会計原則では、比例連結法は認められていない。

(b)　在外子会社に適用される会計方針の統一

IFRSでは、連結財務書類は、同様の状況における類似する取引およびその他の事象に関し、統一の

会計方針を用いて作成しなければならない。

日本の会計原則では、所在地国の会計原則ではなく、在外子会社の財務書類がIFRSまたは米国会計

基準に準拠して作成されている場合は、一定の項目の修正（のれんの償却、退職給付会計における

数理計算上の差異の費用処理、研究開発費の支出時費用処理など）を条件に、これを連結決算手続

上利用できることと規定された。

(c)　企業結合およびのれん

IFRSでは、企業結合はパーチェス法により会計処理されている。のれんは償却されず、定期的な減

損テストの対象となる。

日本では「企業結合に関する会計基準」のもと、すべての企業結合に対してパーチェス法が適用さ

れている。ただし、共同管理事業体の創設等については例外とする。のれんは20年以下の期間で割

賦償却される。

(d)　資産の減損

IFRSでは、詳細な減損審査の結果、一定の資産（のれんを含む）の回収可能額が正味帳簿価額を下

回る場合には、IAS 36号「資産の減損」に従ってその差額を減損損失として計上する。当該資産の

回収可能価額の算定に用いられた見積りに変更があった場合には、のれんの減損を除き、減損損失

の戻入が要求される。

日本の会計原則では、減損の兆候が認められ、かつ割引前の見積将来キャッシュ・フロー（20年以

内の合理的な期間に基づく）が帳簿価額を下回る場合に、「固定資産の減損に係る会計基準」に

従って回収可能価額と帳簿価額の差額につき減損損失を計上する。減損損失の戻入は認められな

い。

(e)　ヘッジ会計

IFRSでは、公正価値ヘッジとして扱われるデリバティブについては、公正価値の変動は損益計算書

に計上され、その損益計算書上でヘッジ対象の資産、負債および確定約定の公正価値の変動を相殺
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する。キャッシュ・フロー・ヘッジとして扱われるデリバティブについては、公正価値の変動は自

己資本に計上され、その後、ヘッジ対象の収益が計上された時点で損益に組み替えられる。

日本の会計原則では、ヘッジ手段に係る損益は、原則として、ヘッジ対象に係る損益が認識される

まで、「純資産の部」において繰り延べられる（繰延ヘッジ会計）。ヘッジ対象に係る相場変動等

を損益に反映させることができる場合には、時価ヘッジ会計も認められる。

(f)　研究開発費

IFRSでは、開発費は一定の基準を厳密に満たす場合には資産計上しなければならない。

日本の会計原則では、すべての研究開発支出は発生時に費用計上しなければならない。

(g)　ファイナンス・リース

IFRSでは、資産の所有に伴うリスクと便益を実質的にすべて借手に移転するファイナンス・リース

契約または長期レンタル契約による固定資産は資産計上され、対応する負債が貸手に対する債務と

して計上される。

日本の会計原則では、所有権が借手に移転しないファイナンス・リースについても、通常の売買取

引に係る方法に準じて、リース物件およびこれに係る債務をリース資産およびリース負債として財

務書類に計上することが義務付けられている。

(h)　複合金融商品

IFRSでは、負債部分と資本部分の両者を含む転換社債等の金融商品については、異なる部分が、そ

の分類に応じて自己資本および負債として会計処理される。

日本の会計原則では、そうした金融商品は発行形態に従って会計処理され、転換社債は負債に計上

される。

(i)　金融費用の資産計上

IFRSでは、資産の取得、建設ないし製造に直接対応する借入費用は、その資産の原価の一部として

資産計上される。

日本の会計原則では、支払利息の資産計上は、一定の要件を満たす不動産開発に係る借入について

のみ認められる。

(j)　株式報酬

IFRSでは、株式報酬付与の対価として受取った従業員勤務サービスの公正価値を、当該付与の権利

確定期間にわたり費用として認識する。

日本の会計原則では、「ストック・オプション等に関する会計基準」に基づき、2006年5月1日以後

に付与されたストック・オプションの報酬費用については、ストック・オプションの付与日から権

利確定日までの期間にわたり、付与日現在のストック・オプションの公正価値に基づいて報酬費用

が認識され、対応する金額は「純資産の部」に独立の項目として計上される。2006年5月1日より前

に付与されたストック・オプション等については特定の会計基準がなく、報酬費用の認識は要求さ

れていない。
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(k)　売却目的で保有する資産および廃止事業

IFRSでは、売却目的保有に分類される資産ないし処分グループは、区分して開示され、帳簿価額ま

たは売却費用控除後の公正価値のいずれか低い方により計上される。廃止事業に関連する純利益

（損失）、貸借対照表およびキャッシュ・フロー計算書の要素は、すべての表示期間の連結財務書

類上、特別の項目中に表示される。

日本の会計原則では、売却目的で保有する資産および廃止事業に関する整理された会計基準はな

く、一般に、これらは通常の減損手続の対象となる。

(l)　退職給付

IFRSでは、確定給付型制度に係る保険数理上の損益は、「回廊方式（コリドー・アプローチ）」

（確定給付債務の現在価値の10％と制度資産の公正価値の10％のいずれか大きい方を超える保険数

理上の累積純損益を予測平均残存勤務期間にわたり収益ないし費用として償却する）によって、収

益ないし費用として認識される。また、正味年金およびその他の退職後給付債務の変動の結果生ず

る費用は、その基礎になる債務の性質に応じて、営業活動からの利益ないし金融損益に計上され

る。

しかしながら、2007年1月1日に当社は、IAS第19号（改正）「退職給付－数理計算上の損益、グルー

プ制度および開示」の選択肢を適用した（2005年1月1日現在で遡及適用している）。当該選択肢で

は数理計算上の損益および資産を超過して生じた修正額は、全額発生した期に損益計算書外で認識

収益・費用計算書に税効果考慮後の金額で直ちに認識する。

日本の会計原則では、確定給付型年金制度について、過去勤務債務、数理計算上の差異及び会計基

準変更時差異の遅延認識が認められているため、退職給付債務に未認識過去勤務債務および未認識

数理計算上の差異を加減した額から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債として計上す

る。なお、当該未認識項目について一括して損益処理することも選択可能である。退職給付に係る

費用は、保険数理上の損益も含め、すべて営業費用として損益計算書に計上される。

日本においては、保険数理上の損益の認識に関して、前述のようなコリドー・アプローチは採用さ

れていない。

(m)　金融資産の認識の中止

IFRSでは、金融資産の所有に係るリスクと経済価値をどの程度保持しているかの評価に基づき、金

融資産の認識を中止する。

日本の会計原則では、構成要素ごとに支配の移転の有無を判断し、認識の中止を行う。

(n)　工事契約

IFRSでは、工事契約の成果を確実に見積もることができる場合、工事契約に関連する工事収益およ

び工事原価は、報告期間末に約定業務の進行状況により収益および費用に認識される（工事進行基

準）。

工事契約の成果を確実に見積もることができない場合、

(a)収益は、工事原価が発生した範囲で回収可能な部分まで認識する。

(b)工事原価は、発生した期間の費用として認識する。
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工事原価総額が工事収益総額を超過する可能性が高い場合、見込まれる損失を費用として直ちに認

識する。

日本の会計原則では、たとえ工事が進行中であっても工事契約の結果の信頼性が認識され得る場

合、進行基準が適用されるものと規定している。進行状況に基づき工事契約の結果をプロジェクト

進行中に確実に予測できない場合は、完了基準が適用される。この場合、工事契約プロジェクトの

完了時点においてすべての契約収益と費用が認識される。工事原価総額が工事収益総額を超過する

可能性が高い場合、見込まれる損失を費用として直ちに認識する。

(B)　親会社財務書類

本書記載の親会社財務書類は、フランスにおいて一般に公正妥当と認められる会計原則に準拠して

作成されている。かかる会計原則は、日本において一般に公正妥当と認められる会計原則とはある

点において相違がある。その主要な相違を要約すると次のとおりである。

(a)　貸借対照表の固定性配列法表示

フランスでは、貸借対照表は資産項目と負債項目（自己資本を含む）に分類される。貸借対照表項

目の表示は流動性に従ったものではない。

日本の会計原則では、一般的には流動性配列法が採用されている。

(b)　有価証券の評価

フランスにおいては、市場性のある有価証券は低価法と正味実現価額で計上される。

日本においては、原則としてすべての業種において、所有する有価証券の評価は以下のように行わ

なければならない。

1)　売買目的（トレーディング）有価証券は、公正価値で、直接利益に未実現損益を含めて計上す

る。

2)　満期保有目的の債券は償却原価法による。

3)　子会社株式および関連会社株式は取得原価で計上される。

4)　その他有価証券は、時価の有無により時価または取得原価により計上され、時価評価された場

合の評価差額は資本の部に計上される。

(c)　資産の減損

フランスにおいては、必要な減損審査の結果、一定の資産の公正価値が簿価を下回ることが示唆さ

れた場合、これらの資産の簿価を、主に割引後の将来キャッシュ・フローまたは市場価値のいずれ

か適切な方を利用して決定される公正価値に減額するために、資産引当金が計上される。当該資産

の回収可能価額の算定に用いられた見積りに変更があった場合には、のれんの減損を除き、減損損

失の戻入が要求される。

日本の会計原則では、減損の兆候が認められ、かつ割引前の見積将来キャッシュ・フロー（20年以

内の合理的な期間に基づく）が帳簿価額を下回る場合に、回収可能価額と帳簿価額の差額につき減

損損失を計上する。減損損失の戻入は認められない。

(d)　研究開発費
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フランスにおいては、開発費は、一定の基準を厳密に満たす場合には資産計上が認められる。

日本においては、すべての研究開発支出は発生時に費用計上しなければならない。

(e)　自己株式

フランスにおいては、自己株式は貸借対照表上、「その他の金融資産」に含まれている。その年度

末の帳簿価額は会計期間の最終月の株式市場における平均価格に基づいて算出される。必要な場合

は減価引当金が計上される。

日本においては、取得した自己株式は、取得原価をもって純資産の部の株主資本から控除する。

(f)　年金

フランスにおいては、保険数理上の損益は「コリドー・アプローチ」を適用して計上していたが、

2007年度より当社は、保険数理上の損益全額発生時に損益計算書に認識する会計処理を適用するこ

ととなった。

日本の会計原則では、確定給付型年金制度について、過去勤務債務、数理計算上の差異及び会計基

準変更時差異の遅延認識が認められているため、退職給付債務に未認識過去勤務債務および未認識

数理計算上の差異を加減した額から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債として計上す

る。なお、当該未認識項目について一括して損益処理することも選択可能である。退職給付に係る

費用は、保険数理上の損益も含め、すべて営業費用として損益計算書に計上される。

日本においては、保険数理上の損益の認識に関して、前述のようなコリドー・アプローチは採用さ

れていない。

(g)　法人所得税の会計処理

フランスでは、親会社単体の法定財務書類では繰延税金を認識しない。

日本の会計原則では、税金費用は税引前利益に基づいて計上され、個別財務書類と連結財務書類の

両方において繰延税金の計上が行なわれる。
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第７【外国為替相場の推移】

１【直近５年間の事業年度別為替相場の推移】

　ユーロと当社の財務書類の開示に使用される通貨、および日本円の外国為替レートは、当社の過去5年間の

総務を報道する2紙以上の日刊新聞において発表されたため、本セクションにおいて必要となる情報は省略され

ている。

２【最近６月間の月別最高・最低為替相場】

同様の理由により省略する。

３【最近日の為替相場】

同様の理由により省略する。
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第８【本邦における提出会社の株式事務等の概要】

アルカテル-ルーセントは、1988年12月20日に東京証券取引所（以下「取引所」という）に普通株式（以下

「株式」という）を上場し、2008年12月19日に同取引所から株式の上場を廃止した。上場廃止以降の日本にお

ける株式事務の概要は、以下に示すとおりである。

1　日本における株式事務等の概要

(1)　株式の名義書換取扱場所および名義書換代理人

日本においては当社株式の名義書換のための取扱場所ないし代理人は存在しない。

各実質株主は、株式口座を設けている証券会社（以下「関連証券会社」という）との間で外国証券取引口座

詳細契約書を締結している。この契約に則り、実質株主の名の下に外国証券取引口座（以下「取引口座」とい

う）が開設される。取引、売買価格決済、証券保管、および株式に関連するその他取引に関するすべての事柄

は、取引口座を通じて処理されることとする。当該実質株主は、取引口座の開設と維持のために年間手数料の

支払いを義務付けられている。

株式は一般的に、フランス国内の保管機関の名義（以下「現地保管機関」という）または関連証券会社を代

理する被任命者の名義で、アルカテル-ルーセントの株主名簿に登録される。株券は現地保管機関が保管する。

関連証券会社を通じ間接的に配当金や議決権を受ける権利等の権利を行使する際に実質株主にとって役立つ

よう、株式事務に関する概要が定められている。

(2)　株主に対する特典

該当なし。

(3)　株式の譲渡制限

株式の譲渡制限なし。

(4)　その他の株式事務に関する事項

(a)　決算期

当社の会計年度は毎年、1月1日を期首とし、12月31日を期末とする。

(b)　年次総会

通常総会を少なくとも毎年1回会計年度末から6ヶ月以内に開催し、財務書類を承認する必要があ

る。本総会は、本社または取締役会が指定する場所で開催するものとする。

(c)　基準日

当社から配当金を受け取る権利を有する株主とは、最初の配当金支払日時点で当社の株主である者

である。

(d)　株券の種類
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株券は発行されない。

2　日本における実質株主の権利行使に関する手続

(1)　実質株主の議決権行使に関する手続

日本における当社株式の実質株主は、関連証券会社に指示することにより議決権を行使することができる。

実質株主の指示がない場合には、当該株式にかかる議決権は行使されない。

(2)　配当請求等に関する手続

配当率、配当金支払日ならびにその他関連情報について現地保管機関やその被任命者から通知を受けた関連

証券会社は、基準日時点の実質株主口座明細に基づき実質株主にそれらの情報を通知する。

関連証券会社は現地保管機関から配当金を受け取り、代わりに実質株主に対して当該配当金を支払う。

実質株主から別途要請がない限り、関連証券会社に代わり、現地保管機関または被任命者は株式配当金と株

式分割を売却する。関連証券会社が売却益総額を受け取り、実質株主に支払う。

新株引受権はフランスで売却され、関連証券会社は現地保管機関または被任命者から売却益を受け取る。関

連証券会社は取引口座を通じて実質株主に当該金額を支払う。

(3)　株式の譲渡に関する手続

フランスにおいては当社株式の譲渡は、当社または承認仲介機関の株主名簿への登録によりなされる。

日本においては、実質株主は当社株式の株券を保有せず、代わりに関連証券会社から領収書の発行を受け

る。当該領収書を譲渡することはできない。通常、実質株主は当該株式をフランス市場に売り戻すことにより

株式を売却する。

(4)　本邦における配当等に関する課税上の取扱い

(a)　配当金

日本の実質株主に支払われる配当金は、原則として、配当金収入の20％（15％の国税、5％の地方税）

が源泉徴収税の対象となる。

当該源泉徴収税の対象となる配当所得の非申告特別措置が講じられる場合、当該所得額にかかわらず源

泉徴収税により納税が完了する。申告分離課税が選択された場合、一定の条件に基づき、上場株式などに

発生したキャピタルロスに対する相殺が利用可能である（2016年1月1日以降、一部の指定された債券で生

じたキャピタルロスにも相殺が許可される）。

日本の法人である実質株主の場合には、当該株主が受領した配当金は収益に含まれ、日本の税法に則り

課税対象となる。日本の支払仲介業者によって配当金が提供される場合に課せられる源泉徴収税額は、日

本の税法に則り、税額控除申請の対象となる。

(b)　売買損益

日本国居住者である実質株主が株式の名義書換を行った場合、これに伴うキャピタル・ゲインは申告分

離課税の対象となる。株式の譲渡には20％の税率が適用される（国税の所得税15％、地方税5％からな

る）。現在の税務申告年度のキャピタル・ゲイン・ロスについては、一定の条件を満たすという条件付き

で、該当する年度の上場株式に関連する配当金、売買損益などについて相殺が許可されている（2016年1
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月1日以降、一部の指定された債券に関連する利息やキャピタル・ロスにも相殺が許可される）。さら

に、一定の条件に基づき、相殺できない全ての損失に関しては、3年間にわたって繰り越し可能である。

日本企業である実質株主が株式の名義書換を行った場合、これに伴うキャピタル・ゲイン／ロスは課税

所得の計算に含まれる。

東日本大震災からの復興対策の実施に必要となる財源確保のための特別措置に関する法律により、2013

年1月1日から2037年12月31日までの期間中、上記の各所得税率の対象となる所得税の金額には、上記に加

え、2.1％の復興特別所得税が課せられる。

(c)　相続税

相続または遺贈によって本株式を取得した日本に居住の個人である実質株主には、日本の相続税法に

よって相続税が課される。ただし、一定の場合には外国税額控除を受けることができる。

詳しい課税上の取扱いについては、各自の税務アドバイザーにご確認ください。

(5)　その他の諸通知報告

日本における当社株式の実質株主に対して年次株主総会の議案等に関する通知が行われる場合には、株式事

務取扱機関がまず一括してこれを当社より受領し、然るべき後に所定の基準日現在における実質株主明細表に

記載されている実質株主にこれを交付するか、所定の方法により公告を行う。
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第９【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

該当なし。

２【その他の参考情報】

当会計年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、当社は金融商品取引法第25条第１項に規定する

次の書類を関東財務局長に提出している。

参考情報 提出日

1. 有価証券報告書およびその添付書類 2014年６月24日

2. 半期報告書およびその添付書類 2014年９月29日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

第１【保証会社情報】

該当なし。

第２【保証会社以外の会社の情報】

該当なし。

第３【指数等の情報】

該当なし。
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連結財務書類に対する会計監査人の報告書

株主各位

私どもは、株主総会での委任に従い、2014年12月31日に終了した事業年度に関して、以下の点につき報告す

る。

•　本報告書に添付のアルカテル・ルーセントの連結財務書類の監査

•　弊社アセスの証明;

•　フランス法により要求される特定の検証および情報

これらの連結財務書類は取締役会の承認を受けている。私どもの責任は、私どもの監査に基づいて、これらの

財務書類について意見を表明することにある。

I. 連結財務書類に対する意見  

私どもはフランスにおいて適用される職業上の基準に準拠して監査を実施した。この基準は、連結財務書類に

重要な記載誤りがないかどうかについて合理的確証を得るために、私どもが監査を計画し実施することを要求

している。監査は、財務書類上の金額および開示事項の基礎となった証拠をサンプリングによる試査またはそ

の他の抽出方法により検証することを含んでいる。監査はまた、財務書類の作成に係る会計方針および重要な

見積ならびに財務書類全体の表示の検討をも含んでいる。私どもは、私どもが意見を表明するために入手した

証拠が十分かつ適切であると確信している。

私どもは、上記連結財務書類は、欧州連合が採用したIFRSに準拠して、適正かつ厳正なものであり、グループ

の資産、負債、財政状態および経営成績について、真実かつ公正な概観を与えていると認める。

II. 評価の正当性

商業規則L.832-9の当方評価の有効性の定めによって、以下の資料を提供する：

・　連結財務書類の注記2に記載されているように、会社の経営陣は、財務書類およびそれに対する注記中で表

示された金額に影響を与える見積や仮定を用いている。こうした仮定は、元来、不確実なものであり、実

際の結果とは異なる可能性がある。重要な会計上の見積もりの影響を受ける項目は、注記２において開示

されるものであり、主にのれん（3,181百万ユーロ）、無形資産（1,011百万ユーロ）、引当金（1,364百

万ユーロ、うち製品販売準備金387百万ユーロ）、繰延税金資産（1,516百万ユーロ）、退職金およびその

他退職後給付に関する資産および債務（それぞれ2,636百万ユーロおよび5,163百万ユーロ）である。

・　のれん、有形資産について、私どもは、減損テストの実施に用いられた方法を評価し、用いられた情報や

財務情報および仮定を検証した。連結決算書類注記11に記載されるように、2014年第4四半期に行われた

年次減損テストの主な仮定は、とりわけ、使用された割引率、最終価値計算に使用された永久成長率であ

る。私どもは、これらの仮定に基づいて、会社が行う計算を見直し、連結財務書類注記1f)、1g)、2c)、

2i)、11、12が適切な情報を提供していることを確認した。

・　無形資産について、認識の基準が適切であることを評価し、その減価償却費の測定および回収可能価額の

確認のために用いられた方法を検証した。私どもは、連結財務書類注記1f)、1g)、2c)および12において

開示されている財務情報の適正性を確認した。

・　引当金について、私どもは、引当金の会計処理の基準について評価し、これらの見積についての会社の経

営陣の承認手続きを検証し、かかる見積が合理的であることを確認するためにこの関係で作成された関連

文書を検討した。私どもはまた、連結財務書類注記25および31が適切な情報を提供していることを確認し

た。

・　繰延税金資産について、私どもは、認識基準に合致しているかどうかを確認し、予想法人税の基礎となる

仮定および結果としての繰延税金資産の利用について検証した。最後に、私どもは連結財務書類注記

1l)、2f)および8が適切な情報を提供していることを確認した。
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・　退職金およびその他退職後給付金に関連する資産および負債について、私どもは、使用された財務情報を

吟味し、使用された仮定を評価し、実施された計算を検討し、連結財務書類注記1j)、2g)および23におい

て開示されている情報が適切であることを確認した。

上記の評価は、連結財務書類全体に関する私どもの監査の一環であり、よってこの報告書の冒頭部分において

表明されている意見の形成に寄与している。

III. 特定の検証

さらに私どもは、フランスにおいて適用される職業上の基準に準拠して、グループの経営報告書の中で提供さ

れている情報について、フランス法により要求される特定の検証を行った。

それらの情報の適正性および連結財務書類との整合性について、私どもが特に指摘すべき事項はない。

2015年3月19日、ヌイイ・シュール・セーヌとパリ、ラ・デファンス

会計監査人

デロイト・エ・アソシエ アーンスト・アンド・ヤング・エ・オトル

ジャン・ピエール・アガジ ジャン・フランソワ・ジニ

次へ
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Rapport des Commissaires aux comptes sur les comptes

consolides
Aux Actionnaires,

En execution de la mission qui nous a ete confiee par votre assemblee generale, nous vous presentons notre rapport relatif a
l'exercice clos le 31 decembre 2014, sur:

・    le controle des comptes consolides de la societe Alcatel Lucent, tels qu'ils sont joints au present rapport ;

・    la justification de nos appreciations ;

・    la verification specifique prevue par la loi.

Les comptes consolides ont ete arretes par le conseil d'administration. Il nous appartient, sur la base de notre audit, d'exprimer
une opinion sur ces comptes.

I. Opinion sur les comptes consolides

Nous avons effectue notre audit selon les normes d'exercice professionnel applicables en France ; ces normes requierent la mise
en oeuvre de diligences permettant d'obtenir l'assurance raisonnable que les comptes consolides ne comportent pas d'anomalies
significatives. Un audit consiste a verifier, par sondages ou au moyen d'autres methodes de selection, les elements justifiant des
montants et informations figurant dans les comptes consolides. Il consiste egalement a apprecier les principes comptables suivis,
les estimations significatives retenues et la presentation d'ensemble des comptes. Nous estimons que les elements que nous
avons collectes sont suffisants et appropries pour fonder notre opinion.

Nous certifions que les comptes consolides de l'exercice sont, au regard du referentiel IFRS tel qu'adopte dans l'Union
europeenne, reguliers et sinceres et donnent une image fidele du patrimoine, de la situation financiere, ainsi que du resultat de
l'ensemble constitue par les personnes et entites comprises dans la consolidation.

II. Justification des appreciations

En application des dispositions de l'article L. 823-9 du Code de commerce relatives a la justification de nos appreciations, nous
portons a votre connaissance les elements suivants:

・    　Comme mentionne dans la Note 2 aux etats financiers consolides, la direction de votre societe est conduite a effectuer
des estimations et a formuler des hypotheses qui affectent les montants figurant dans ses etats financiers et les notes qui
les accompagnent. Ces hypotheses ayant un caractere incertain, les realisations pourraient s'ecarter de ces estimations.
Les comptes sujets a des estimations comptables significatives sont decrits dans la Note 2 et sont principalement les
goodwill pour 3 181 millions d'euros, les immobilisations incorporelles pour 1 011 millions d'euros, les provisions pour 1
364 millions d'euros (dont les provisions sur affaires pour 387 millions d'euros), les impots differes actifs pour 1 516
millions d'euros, les actifs et passifs associes aux retraites et autres avantages posterieurs a l'emploi pour respectivement
2 636 millions d'euros et 5 163 millions d'euros;

・    　S'agissant des goodwill et des immobilisations incorporelles, nous avons examine les modalites de mise en oeuvre des
tests de depreciation, ainsi que les donnees et les hypotheses utilisees. Comme indique dans la Note 11 aux etats
financiers consolides, les hypotheses cles du test de depreciation annuel realise au cours du quatrieme trimestre 2014 sont
notamment le taux d'actualisation utilise et les taux de croissance a l'infini utilises pour le calcul des valeurs terminales.
Nous avons revu les calculs effectues par votre societe sur la base de ces hypotheses et avons verifie que les Notes 1f),
1g), 2c), 2i), 11 et 12 aux etats financiers consolides donnent une information appropriee;

・    　S'agissant des immobilisations incorporelles, nous avons notamment verifie que les criteres de comptabilisation etaient
satisfaits, et avons examine les modalites retenues pour leur amortissement et pour la verification de leur valeur
recouvrable. Nous avons egalement verifie le caractere approprie des informations financieres presentees dans les Notes
1f), 1g), 2c) et 12 aux etats financiers consolides;

・    　S'agissant des provisions, nous avons apprecie les bases sur lesquelles ces provisions ont ete constituees, avons
examine les procedures d'approbation de ces estimations par la direction et revu la documentation preparee dans ce cadre
afin de verifier le caractere raisonnable de ces estimations. Nous avons egalement verifie que les Notes 25 et 31 aux etats
financiers consolides donnent une information appropriee;

・    　S'agissant des impots differes actifs, nous avons verifie que les criteres de comptabilisation etaient satisfaits et nous
avons apprecie les hypotheses sous-tendant les previsions de benefices imposables et les consommations d'impots
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differes actifs en resultant. Enfin, nous avons verifie que les Notes 1l), 2f), et 8 aux etats financiers consolides donnent une
information appropriee ;

・    　S'agissant des actifs et passifs associes aux retraites et autres avantages posterieurs a l'emploi, nos travaux ont consiste
a examiner les donnees utilisees, a apprecier les hypotheses retenues, a revoir les calculs effectues et a verifier que les
Notes 1j), 2g) et 23 aux etats financiers consolides donnent une information appropriee;

Les appreciations ainsi portees s'inscrivent dans le cadre de notre demarche d'audit des comptes consolides, pris dans leur
ensemble, et ont donc contribue a la formation de notre opinion exprimee dans la premiere partie de ce rapport.

III. Verification specifique

Nous avons egalement procede, conformement aux normes d'exercice professionnel applicables en France, a la verification
specifique prevue par la loi des informations donnees dans le rapport sur la gestion du groupe.

Nous n'avons pas d'observation a formuler sur leur sincerite et leur concordance avec les comptes consolides.

Neuilly-sur-Seine et Paris-La Defense, le 19 mars 2015

Les Commissaires aux Comptes

DELOITTE & ASSOCIES ERNST & YOUNG et Autres

Jean-Pierre Agazzi Jean-Francois Ginies
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年次財務書類に対する会計監査人の報告書

株主各位

私どもは、株主総会での委任に従い、2014年12月31日に終了した事業年度に関して、以下の点につき報告す

る。

－　本報告書に添付のアルカテル・ルーセントの年次 財務書類の監査

－　私どもの評価の正当性

－　フランス法により要求される特定の検証および情報

これらの年次財務書類は取締役会の承認を受けている。私どもの責任は、私どもの監査に基づいて、これらの

財務書類について意見を表明することにある。

I. 年次財務書類に対する意見

私どもはフランスにおいて適用される職業上の基準に準拠して監査を実施した。この基準は、年次財務書類に

重要な記載誤りがないかどうかについて合理的確証を得るために、私どもが監査を計画し実施することを要求

している。監査は、財務書類上の金額および開示事項の基礎となった証拠をサンプリングによる試査またはそ

の他の抽出方法により検証することを含んでいる。監査はまた、財務書類の作成に係る会計方針および重要な

見積ならびに財務書類全体の表示の検討をも含んでいる。私どもは、私どもが意見を表明するために入手した

証拠が十分かつ適切であると確信している。

私どもの意見では、上記年次財務書類は、フランスにおいて適用されている会計規則および原則に準拠

して、適正かつ厳正であり、2014年12月31日現在の会社の財政状態および同日に終了した年度の経営成績を適

正に表示している。

II. 評価の正当性

商業規則L.832-9の当方評価の有効性の定めによって、以下の資料を提供する:

－　会社の貸借対照表の資産の部に計上されている投資の実質価値であり、2014年12月31日に終了した年度

について、その金額は減価引当金およびその他の準備金の変動控除後で92 億7,550万ユーロである。

当該資産はアルカテル・ルーセントグループの評価に基づいたものであり、またこの数字は各営業部門で

回収できる資金額をベースとしている。アプローチは、各事業部門について、2015年から2019年に実現さ

れる予測キャッシュフローから負債と税金を除いた価値と、実現される2019年の最終価値を見積ることで

ある。

私どもは、財務書類注記1bおよび8に記載されている方法の適切性を評価し、それを適用する場合に使用

された情報および仮定を検討し、見積もりの合理性を評価した。私どもは、これに基づいて、見積もりの

合理性を評価した。

上記の評価は、年次財務書類全体に関する私どもの監査の一環であり、よってこの報告書の冒頭部分において

表明されている意見の形成に寄与している。

III. 特定の検証および情報

さらに私どもは、フランスにおいて適用される職業上の基準に準拠して、フランス法により要求される特定の

検証を行った。

取締役会の経営報告書や株主宛の財政状態および年次財務書類についての資料の中で提示されている情報の適

正性および財務書類との整合性について、私どもが特に指摘すべき事項はない。

フランス商法L.225-102-1条の適用により提示される会社役員に付与された報酬および給付に関連して、また、

該当する会社役員のために行った何らかのその他のコミットメントに関する情報について、私どもは、年次財

EDINET提出書類

アルカテル・ルーセント(E05781)

有価証券報告書

441/452



務書類またはこれら書類の作成に用いられたデータ、あるいは会社の支配会社または被支配会社から会社が収

集した証拠との整合性があることを確認した。こうした作業に依拠し、私どもはこうした情報が正確かつ適正

であると認める。

フランス法に従って、私どもは、議決権の保有者の氏名に関して要求される情報が取締役会報告書中で適切に

開示されていることを確認した。

2014年3月19日、ヌイイ・シュール・セーヌとパリ、ラ・デファンス

会計監査人

デロイト・エ・アソシエ アーンスト・アンド・ヤング・エ・オトル

ジャン・ピエール・アガジ ジャン・フランソワ・ジニ

次へ

EDINET提出書類

アルカテル・ルーセント(E05781)

有価証券報告書

442/452



Rapport des Commissaires aux comptes sur les comptes

annuels
Aux Actionnaires,

En execution de la mission qui nous a ete confiee par votre Assemblee generale, nous vous presentons notre rapport relatif a
l'exercice clos le 31 decembre 2014, sur :

・    le controle des comptes annuels de la societe Alcatel Lucent, tels qu'ils sont joints au present rapport ;

・    la justification de nos appreciations ;

・    les verifications et informations specifiques prevues par la loi.

Les comptes annuels ont ete arretes par le Conseil d'administration. Il nous appartient, sur la base de notre audit, d'exprimer une
opinion sur ces comptes.

I. Opinion sur les comptes annuels

Nous avons effectue notre audit selon les normes d'exercice professionnel applicables en France ; ces normes requierent la mise
en oeuvre de diligences permettant d'obtenir l'assurance raisonnable que les comptes annuels ne comportent pas d'anomalies
significatives. Un audit consiste a verifier, par sondages ou au moyen d'autres methodes de selection, les elements justifiant des
montants et informations figurant dans les comptes annuels. Il consiste egalement a apprecier les principes comptables suivis,
les estimations significatives retenues et la presentation d'ensemble des comptes. Nous estimons que les elements que nous
avons collectes sont suffisants et appropries pour fonder notre opinion.

Nous certifions que les comptes annuels sont, au regard des regles et principes comptables francais, reguliers et sinceres et
donnent une image fidele du resultat des operations de l'exercice ecoule ainsi que de la situation financiere et du patrimoine de la
societe a la fin de cet exercice.

II. Justification des appreciations

En application des dispositions de l'article L. 823-9 du Code de commerce relatives a la justification de nos appreciations, nous
portons a votre connaissance les elements suivants:

・    La valeur d'inventaire des titres de participation presentes a l'actif du bilan de votre societe s'eleve a 9 275,5 millions d'euros
au 31 decembre 2014.

Cette valeur d'inventaire repose notamment sur une valorisation du Groupe Alcatel Lucent, basee sur la valeur recouvrable
des differentes divisions operationnelles. La demarche consiste a estimer, pour chaque division operationnelle, une valeur
hors dette et impot a partir des flux de tresorerie previsionnels actualises de 2015 a 2019 et d'une valeur terminale en 2019
egalement actualisee.

Nous avons apprecie le caractere approprie de la methodologie decrite en Notes 1.b1 et 8 de l'annexe et examine les
donnees et les hypotheses utilisees pour sa mise en oeuvre. Nous avons, sur cette base, procede a l'appreciation du
caractere raisonnable de ces estimations.

L'appreciation ainsi portee s'inscrit dans le cadre de notre demarche d'audit des comptes annuels, pris dans leur ensemble, et ont
donc contribue a la formation de notre opinion exprimee dans la premiere partie de ce rapport.

III. Verifications et informations specifiques

Nous avons egalement procede, conformement aux normes d'exercice professionnel applicables en France, aux verifications
specifiques prevues par la loi.

Nous n'avons pas d'observation a formuler sur la sincerite et la concordance avec les comptes annuels des informations donnees
dans le rapport de gestion du Conseil d'administration et dans les documents adresses aux actionnaires sur la situation financiere
et les comptes annuels.

Concernant les informations fournies en application des dispositions de l'article L. 225-102-1 du Code de commerce sur les
remunerations et avantages verses aux mandataires sociaux ainsi que sur les engagements consentis en leur faveur, nous
avons verifie leur concordance avec les comptes ou avec les donnees ayant servi a l'etablissement de ces comptes et, le cas
echeant, avec les elements recueillis par votre societe aupres des societes controlant votre societe ou controlees par elle. Sur la
base de ces travaux, nous attestons l'exactitude et la sincerite de ces informations.
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En application de la loi, nous nous sommes assures que les diverses informations relatives a l'identite des detenteurs du capital
et des droits de vote vous ont ete communiquees dans le rapport de gestion.

Neuilly-sur-Seine et Paris-La Defense, le 19 mars 2015

Les Commissaires aux comptes

DELOITTE & ASSOCIES ERNST & YOUNG et Autres

Jean-Pierre Agazzi Jean-Francois Ginies
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連結財務書類に対する会計監査人の報告書

株主各位

私どもは、株主総会での委任に従い、2013年12月31日に終了した事業年度に関して、以下の点につき報告す

る。

•　本報告書に添付のアルカテル・ルーセントの連結財務書類の監査

•　私どもの評価の正当性

•　フランス法により要求される特定の検証および情報

これらの連結財務書類は取締役会の承認を受けている。私どもの責任は、私どもの監査に基づいて、これら

の財務書類について意見を表明することにある。

I.　連結財務書類に対する意見

私どもはフランスにおいて適用される職業上の基準に準拠して監査を実施した。この基準は、連結財務書類

に重要な記載誤りがないかどうかについて合理的確証を得るために、私どもが監査を計画し実施することを要

求している。監査は、財務書類上の金額および開示事項の基礎となった証拠をサンプリングによる試査または

その他の抽出方法により検証することを含んでいる。監査はまた、財務書類の作成に係る会計方針および重要

な見積ならびに財務書類全体の表示の検討をも含んでいる。私どもは、私どもが意見を表明するために入手し

た証拠が十分かつ適切であると確信している。

私どもは、上記連結財務書類は、欧州連合が採用したIFRSに準拠して、適正かつ厳正なものであり、グルー

プの資産、負債、財政状態および経営成績について、真実かつ公正な概観を与えていると認める。

上記の意見に限定するわけではないが、改訂国際会計基準(IAS)第19号「従業員給付」、および2013年1月1日

からの国際財務報告基準(IFRS)第11号「共同営業者」の実施に関連した会計方針の変更を説明する財務書類注

記4-aにご留意ください。

II. 評価の正当性

私どもの評価の正当性に関して、フランス商法L.823-9条の要請に従い、私どもは、以下の事項について注意

を喚起する。

・　財務書類の注記2に記載されているように、会社の経営陣は、財務書類およびそれに対する注記中で表示

された金額に影響を与える見積や仮定を用いている。こうした仮定は、元来、不確実なものであり、実

際の結果とは異なる可能性がある。重要な会計上の見積もりの影響を受ける項目は、連結財務書類注記

２において開示されるものであり、主にのれん（3,156百万ユーロ）、無形資産（1,001百万ユーロ）、

有形資産（1,075百万ユーロ）、リスク及び税引当金（1,416百万ユーロ、うち製品販売準備金402百万

ユーロ）、繰延税金資産（1,000百万ユーロ）、退職金およびその他退職後給付に関する資産および債務

（それぞれ3,150百万ユーロおよび3,854百万ユーロ）である。

・　のれん、有形資産および無形資産について、私どもは、減損テストの実施に用いられた方法を評価し、

用いられた情報や財務情報および仮定を検証した。連結決算書類注記2c)に記載されるように、2013年第

4四半期に行われた年次減損テストの主な仮定は、とりわけ、使用された割引率、最終価値計算に使用さ

れた永久成長率、2012年に開始された実績プログラムにおけるコスト削減の期待効果、2013年に開始さ

れたシフト計画におけるコスト削減の期待効果のために取られた措置全体の増加率である。私どもは、

これらの仮定に基づいて、会社が行う計算を見直し、連結財務書類注記1-f、1-g、2-c、2-d、2-k、12、

13、14が適切な情報を提供していることを確認した

・　無形資産について、認識の基準が適切であることを評価し、その減価償却費の測定および回収可能価額

の確認のために用いられた方法を検証した。私どもは、連結財務書類注記1-f、1-g、2-cおよび13におい

て開示されている財務情報の適正性を確認した。
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・　引当金について、私どもは、引当金の会計処理の基準について評価し、これらの見積についての会社の

経営陣の承認手続きを検証し、かかる見積が合理的であることを確認するためにこの関係で作成された

関連文書を検討した。私どもはまた、連結財務書類注記29および36が適切な情報を提供していることを

確認した。

・　繰延税金資産について、私どもは、認識基準に合致しているかどうかを確認し、予想法人税の基礎とな

る仮定および結果としての繰延税金資産の利用について検証した。最後私どもは連結財務書類注記1-l、

2-fおよび9が適切な情報を提供していることを確認した。

・　退職金およびその他退職後給付金に関連する資産および負債について、私どもは、使用された財務情報

を吟味し、使用された仮定を評価し、実施された計算を検討し、連結財務書類注記1-j、2-gおよび26に

おいて開示されている情報が適切であることを確認した。

上記の評価は、連結財務書類全体に関する私どもの監査の一環であり、よってこの報告書の冒頭部分におい

て表明されている意見の形成に寄与している。

III.特定の検証

さらに私どもは、フランスにおいて適用される職業上の基準に準拠して、グループの経営報告書の中で提供

されている情報について検証を行った。

それらの情報の適正性および連結財務書類との整合性について、私どもが特に指摘すべき事項はない。

2014年3月21日、ヌイイ・シュール・セーヌとパリ、ラ・デファンス

会計監査人

デロイト＆アソシエーツ アーンスト・アンド・ヤング・エ・オトル

Jean-Pierre Agazzi Jean-François Ginies

（ジャン・ピエール・アガシ） （ジャン・フランソワ・ジニ）
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RAPPORT DES COMMISSAIRES AUX COMPTES SUR LES

COMPTES CONSOLIDÉS
Aux Actionnaires,

En exécution de la mission qui nous a été confiée par votre assemblée générale, nous vous présentons notre rapport relatif à l’exercice clos le 31

décembre 2013, sur :

・    le contrôle des comptes consolidés de la société Alcatel-Lucent, tels qu’ils sont joints au présent rapport ;

・    la justification de nos appréciations ;

・    la vérification spécifique prévue par la loi.

Les comptes consolidés ont été arrêtés par le conseil d’administration. Il nous appartient, sur la base de notre audit, d’exprimer une opinion sur ces

comptes.

I. Opinion sur les comptes consolidés

Nous avons effectué notre audit selon les normes d’exercice professionnel applicables en France ; ces normes requièrent la mise en œuvre de

diligences permettant d’obtenir l’assurance raisonnable que les comptes consolidés ne comportent pas d’anomalies significatives. Un audit consiste

à vérifier, par sondages ou au moyen d’autres méthodes de sélection, les éléments justifiant des montants et informations figurant dans les comptes

consolidés. Il consiste également à apprécier les principes comptables suivis, les estimations significatives retenues et la présentation d’ensemble

des comptes. Nous estimons que les éléments que nous avons collectés sont suffisants et appropriés pour fonder notre opinion.

Nous certifions que les comptes consolidés de l’exercice sont, au regard du référentiel IFRS tel qu’adopté dans l’Union européenne, réguliers et

sincères et donnent une image fidèle du patrimoine, de la situation financière, ainsi que du résultat de l’ensemble constitué par les personnes et

entités comprises dans la consolidation.

Sans remettre en cause l’opinion exprimée ci-dessus, nous attirons votre attention sur la note 4a) de l’annexe qui expose les changements de

méthodes comptables liés à l’application des normes IAS 19 révisée ≪ Avantage du personnel ≫ et IFRS 11 ≪ Partenariats ≫ à compter du 1
er

janvier 2013.

II. Justification des appréciations

En application des dispositions de l’article L. 823-9 du Code de commerce relatives à la justification de nos appréciations, nous portons à votre

connaissance les éléments suivants :

・    Comme mentionné dans la Note 2, la direction de votre société est conduite à effectuer des estimations et à formuler des hypothèses qui

affectent les montants figurant dans ses états financiers et les notes qui les accompagnent. Ces hypothèses ayant un caractère incertain, les

réalisations pourront s’écarter de ces estimations. Les comptes sujets à des estimations comptables significatives sont décrits dans la Note 2 aux

états financiers consolidés et sont principalement les goodwill pour 3 156 millions d’euros, les immobilisations incorporelles pour 1 001 millions d’

euros, les immobilisations corporelles pour 1 075 millions d’euros, les provisions pour risques et charges pour 1 416 millions d’euros (dont les

provisions sur affaires pour 402 millions d’euros), les impôts différés actifs pour 1 000 millions d’euros, les actifs et passifs associés aux retraites

et autres avantages postérieurs à l’emploi pour respectivement 3 150 millions d’euros et 3 854 millions d’euros ;

・    S’agissant des goodwill, des immobilisations incorporelles et des immobilisations corporelles, nous avons examiné les modalités de mise en œ

uvre des tests de dépréciation, ainsi que les données et hypothèses utilisées. Comme indiqué dans la Note 2c) aux états financiers consolidés,

les hypothèses clés du test de dépréciation annuel réalisé au cours du quatrième trimestre 2013 sont notamment le taux d’actualisation utilisé,

les taux de croissance à l’infini utilisés pour le calcul des valeurs terminales, les effets escomptés de réduction des coûts du programme

Performance lancé en 2012, et les effets escomptés de réduction des coûts du plan Shift lancé en 2013. Nous avons revu les calculs effectués

par votre société sur la base de ces hypothèses et avons vérifié que les Notes 1f), 1g), 2c), 2d), 2k), 12, 13 et 14 aux états financiers consolidés

donnent une information appropriée ;

・    S’agissant des immobilisations incorporelles, nous avons notamment vérifié que les critères de comptabilisation étaient satisfaits, et avons

examiné les modalités retenues pour leur amortissement et pour la vérification de leur valeur recouvrable. Nous avons également vérifié le

caractère approprié des informations financières présentées dans les Notes 1f), 1g), 2c) et 13 aux états financiers consolidés ;

・    S’agissant des provisions, nous avons apprécié les bases sur lesquelles ces provisions ont été constituées, avons examiné les procédures d’

approbation de ces estimations par la direction et revu la documentation préparée dans ce cadre afin de vérifier le caractère raisonnable de ces

estimations. Nous avons également vérifié que les Notes 29 et 36 aux états financiers consolidés donnent une information appropriée ;

・    S’agissant des impôts différés actifs, nous avons vérifié que les critères de comptabilisation étaient satisfaits et nous avons apprécié les

hypothèses sous-tendant les prévisions de bénéfices imposables et les consommations d’impôts différés actifs en résultant. Enfin, nous avons

vérifié que les Notes 1l), 2f), et 9 aux états financiers consolidés donnent une information appropriée ;
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・    S’agissant des actifs et passifs associés aux retraites et autres avantages postérieurs à l’emploi, nos travaux ont consisté à examiner les

données utilisées, à apprécier les hypothèses retenues, à revoir les calculs effectués et à vérifier que les Notes 1j), 2g) et 26 aux états financiers

consolidés donnent une information appropriée ;

Les appréciations ainsi portées s’inscrivent dans le cadre de notre démarche d’audit des comptes consolidés, pris dans leur ensemble, et ont donc

contribué à la formation de notre opinion exprimée dans la première partie de ce rapport.

III. Vérification spécifique

Nous avons également procédé, conformément aux normes d’exercice professionnel applicables en France, à la vérification spécifique prévue par la

loi des informations relatives au groupe, données dans le rapport de gestion.

Nous n’avons pas d’observation à formuler sur leur sincérité et leur concordance avec les comptes consolidés.

Neuilly-sur-Seine et Paris-La Défense, le 21 mars 2014

Les Commissaires aux Comptes

 

DELOITTE & ASSOCIES
ERNST & YOUNG et Autres

Jean-Pierre Agazzi
Jean-François Ginies
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年次財務書類に関する法定監査人報告書

年次財務書類に関する法定監査人報告書

株主各位

私どもは、株主総会での委任に従い、2013年12月31日に終了した事業年度に関して、以下の点につき報告す

る。

・　本報告書に添付のアルカテル・ルーセントの年次財務書類の監査

・　私どもの評価の正当性

・　フランス法により要求される特定の検証および情報

これらの年次財務書類は取締役会の承認を受けている。私どもの責任は、私どもの監査に基づいて、これら

の財務書類について意見を表明することにある。

I.　年次財務書類に対する意見

私どもはフランスにおいて適用される職業上の基準に準拠して監査を実施した。この基準は、年次財務書類

に重要な記載誤りがないかどうかについて合理的確証を得るために、私どもが監査を計画し実施することを要

求している。監査は、財務書類上の金額および開示事項の基礎となった証拠をサンプリングによる試査または

その他の抽出方法により検証することを含んでいる。監査はまた、財務書類の作成に係る会計方針および重要

な見積ならびに財務書類全体の表示の検討をも含んでいる。私どもは、私どもが意見を表明するために入手し

た証拠が十分かつ適切であると確信している。

私どもの意見では、上記年次財務書類は、フランスにおいて適用されている会計規則および原則に準拠し

て、適正かつ厳正であり、2011年12月31日現在の会社の財政状態および同日に終了した年度の経営成績を適正

に表示している。

上記の意見に限定するわけではないが、フランスの会計基準に従って作成された年次財務書類と連結決算に

関する、年金やその他の類似の給付の評価及び会計規則に対応する2013年1月17日付会計基準局(ANC)の第2013-

02号の勧告の適用に関連した会計方針の変更を説明する財務書類注記4a)にご留意ください。

II. 評価の正当性

私どもの評価の正当性に関して、フランス商法L.823-9条の要請に従い、私どもは、以下の事項について注意

を喚起する。

・　会社の貸借対照表の資産の部に計上されている投資の実質価値であり、2013年12月31日に終了した年度

について、その金額は減価引当金およびその他の準備金の変動控除後で8,888.9百万ユーロである。

・　会社の投資の実質価値は、とりわけアルカテル・ルーセント・グループの評価にかかっており、回収可

能価額に基づいている。アプローチは、各事業部門について、2014年から2018年に実現される予測

キャッシュフローから負債と税金を除いた価値と、実現される2018年の最終価値を見積ることである。

・　私どもは、財務書類注記1bおよび8に記載されている方法の適切性を評価し、それを適用する場合にしよ

うされた情報および仮定を検討し、見積もりの合理性を評価した。私どもは、それを適用する場合に、

しようとされた情報および過程を検討し、見積もりの合理性を評価した。

上記の評価は、年次財務書類全体に関する私どもの監査の一環であり、よってこの報告書の冒頭部分におい

て表明されている意見の形成に寄与している。
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III.特定の検証および情報

さらに私どもは、フランスにおいて適用される職業上の基準に準拠して、フランス法により要求される特定

の検証を行った。

取締役会の経営報告書や株主宛の財政状態および年次財務書類についての資料の中で提示されている情報の

適正性および財務書類との整合性について、私どもが特に指摘すべき事項はない。

フランス商法L.225-102-1条の適用により提示される会社役員に付与された報酬および給付に関連して、ま

た、該当する会社役員のために行った何らかのその他のコミットメントに関する情報について、私どもは、年

次財務書類またはこれら書類の作成に用いられたデータ、あるいは会社の支配会社または被支配会社から会社

が収集した証拠との整合性があることを確認した。こうした作業に依拠し、私どもはこうした情報が正確かつ

適正であると認める。

フランス法に従って、私どもは、議決権の保有者の氏名に関して要求される情報が取締役会報告書中で適切

に開示されていることを確認した。

2014年3月21日　ヌイイ・シュール・セーヌとパリ、ラ・デファンス

会計監査人

デロイト＆アソシエ アーンスト・アンド・ヤングエ・オトル

Jean-Pierre Agazzi Jean-François Ginies

（ジャン・ピエール・アガシ） （ジャン・フランソワ・ジニ）

次へ
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RAPPORT DES COMMISSAIRES AUX COMPTES SUR LES

COMPTES ANNUELS
Aux actionnaires,

En exécution de la mission qui nous a été confiée par votre Assemblée générale, nous vous présentons notre rapport relatif à l’exercice clos le 31

décembre 2013, sur :

・    le contrôle des comptes annuels de la société Alcatel-Lucent, tels qu’ils sont joints au présent rapport ;

・    la justification de nos appréciations ;

・    les vérifications et informations spécifiques prévues par la loi.

Les comptes annuels ont été arrêtés par le Conseil d’administration. Il nous appartient, sur la base de notre audit, d’exprimer une opinion sur ces

comptes.

I. Opinion sur les comptes annuels

Nous avons effectué notre audit selon les normes d’exercice professionnel applicables en France ; ces normes requièrent la mise en œuvre de

diligences permettant d’obtenir l’assurance raisonnable que les comptes annuels ne comportent pas d’anomalies significatives. Un audit consiste à

vérifier, par sondages ou au moyen d’autres méthodes de sélection, les éléments justifiant des montants et informations figurant dans les comptes

annuels. Il consiste également à apprécier les principes comptables suivis, les estimations significatives retenues et la présentation d’ensemble des

comptes. Nous estimons que les éléments que nous avons collectés sont suffisants et appropriés pour fonder notre opinion.

Nous certifions que les comptes annuels sont, au regard des règles et principes comptables français, réguliers et sincères et donnent une image

fidèle du résultat des opérations de l’exercice écoulé ainsi que de la situation financière et du patrimoine de la société à la fin de cet exercice.

Sans remettre en cause l’opinion exprimée ci-dessus, nous attirons votre attention sur la note 1.i. de l’annexe qui expose le changement de méthode

relatif à l’application de la recommandation n°2013-02 de l’Autorité des normes comptables (ANC) du 7 novembre 2013, correspondant aux règles d’

évaluation et de comptabilisation des engagements de retraite et avantages similaires pour les comptes annuels et les comptes consolidés établis

selon les normes comptables françaises.

II. Justification des appréciations

En application des dispositions de l’article L. 823-9 du Code de commerce relatives à la justification de nos appréciations, nous portons à votre

connaissance l’ élément suivant :

・    La valeur d’inventaire des titres de participation présentés à l’actif du bilan de votre société s’élève à 8 888,9 millions d’euros au 31 décembre

2013.

・    Cette valeur d’inventaire repose notamment sur une valorisation du Groupe Alcatel-Lucent, basée sur la valeur recouvrable des différentes

divisions opérationnelles. La démarche consiste à estimer, pour chaque division opérationnelle, une valeur hors dette et impôt à partir des flux de

trésorerie prévisionnels actualisés de 2014 à 2018 et d’une valeur terminale en 2018 également actualisée.

・    Nous avons apprécié le caractère approprié de la méthodologie décrite en Notes 1.b1 et 8 de l’annexe et examiné les données et les

hypothèses utilisées pour sa mise en œuvre. Nous avons, sur cette base, procédé à l’appréciation du caractère raisonnable de ces estimations.

L’appréciation ainsi portée s’inscrit dans le cadre de notre démarche d’audit des comptes annuels, pris dans leur ensemble, et a donc contribué à la

formation de notre opinion exprimée dans la première partie de ce rapport.

III. Vérifications et informations spécifiques

Nous avons également procédé, conformément aux normes d’exercice professionnel applicables en France, aux vérifications spécifiques prévues

par la loi.

Nous n’avons pas d’observation à formuler sur la sincérité et la concordance avec les comptes annuels des informations données dans le rapport de

gestion du Conseil d’administration et dans les documents adressés aux actionnaires sur la situation financière et les comptes annuels.

 

Concernant les informations fournies en application des dispositions de l’article L.225-102-1 du Code de commerce sur les rémunérations et

avantages versés aux mandataires sociaux ainsi que sur les engagements consentis en leur faveur, nous avons vérifié leur concordance avec les

comptes ou avec les données ayant servi à l’établissement de ces comptes et, le cas échéant, avec les éléments recueillis par votre société auprès

des sociétés contrôlant votre société ou contrôlées par elle. Sur la base de ces travaux, nous attestons l’exactitude et la sincérité de ces

informations.

En application de la loi, nous nous sommes assurés que les diverses informations relatives à l’identité des détenteurs du capital et des droits de vote

vous ont été communiquées dans le rapport de gestion.

Neuilly-sur-Seine et Paris La Défense, le 21 mars 2014
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Les Commissaires aux comptes

 

DELOITTE & ASSOCIES
ERNST & YOUNG & Autres

Jean-Pierre Agazzi
Jean-François Ginies
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